
令 和 ６ 年 度

主要な施策の成果と予算執行状況報告書

（歳入歳出決算附属資料）

函  南  町



P 1 ～ 16 P 165 ～ 193

P 17 ～ 25 P 195 ～ 234

P 27 ～ 38 P 235 ～ 267

P 39 ～ 65 P 269 ～ 294

P 67 ～ 82 P 295 ～ 305

P 83 ～ 95 P 307 ～ 312

P 97 ～ 113 P 313 ～ 316

P 115 ～ 127 P 317 ～ 339

P 129 ～ 163 P 341 ～ 368

P 369 ～ 370

P 371 ～ 379

P 381 ～ 383

P 385 ～ 400

P 401 ～ 402

P 403 ～ 404

目　　　　次

一 般 会 計

　歳入歳出の状況等  ・・ 　　　子育て支援課  ・・・・

　議会事務局 ・・・・・・・・ 　　　健康づくり課  ・・・・・

　総務課 ・・・・・・・・・・・・ 　　　環境衛生課 ・・・・・・

　地域安全課 ・・・・・・・・ 　　　産業振興課 ・・・・・・

　企画財政課 ・・・・・・・・ 　　　建設課 ・・・・・・・・・・

　管財課 ・・・・・・・・・・・・ 　　　都市計画課 ・・・・・・

　税務課 ・・・・・・・・・・・・ 　　　上下水道課 ・・・・・・

　住民課 ・・・・・・・・・・・・ 　　　学校教育課 ・・・・・・

　福祉課 ・・・・・・・・・・・・ 　　　生涯学習課 ・・・・・・

土地取得特別会計 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

国民健康保険特別会計 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

後期高齢者医療特別会計 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

介護保険特別会計 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

平井財産区特別会計 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

上沢財産区特別会計 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

町 税 分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 譲 与 税 使 用 料 及 び 手 数 料

一

般

財

源

利 子 割 交 付 金 国 庫 支 出 金

配 当 割 交 付 金 県 支 出 金

株式等譲渡所得割交付金 財 産 収 入

法 人 事 業 税 交 付 金 寄 附 金

地 方 消 費 税 交 付 金 繰 入 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 繰 越 金

国 庫 支 出 金

環 境 性 能 割 交 付 金 諸 収 入

地 方 特 例 交 付 金 町 債

地 方 交 付 税

繰 越 金 （ 歳 計 剰 余 金 ）

諸 収 入

町 債

特

定

財

源

県 支 出 金

一 般 寄 附 金

繰 入 金

交通安全対策特別交付金

使 用 料 及 び 手 数 料



（単位：千円，％）

令和６年度 令和５年度 対前年度伸率

決算額(Ａ) 特定財源 一般財源 決算額(Ｂ)
  (A/B×
   100)-100

5,184,305 0 5,184,305 33.5 5,227,056 △ 0.8
143,806 0 143,806 0.9 141,404 1.7

2,542 0 2,542 0.0 2,098 21.2
46,692 0 46,692 0.3 32,548 43.5
80,418 0 80,418 0.5 52,731 52.5
64,899 0 64,899 0.4 56,412 15.0

891,346 0 891,346 5.8 855,384 4.2
48,628 0 48,628 0.3 49,104 △ 1.0
25,070 0 25,070 0.2 22,483 11.5

212,411 0 212,411 1.4 47,911 343.3
2,495,092 0 2,495,092 16.1 2,209,719 12.9

6,071 0 6,071 0.0 6,424 △ 5.5
124,066 124,066 0 0.8 132,612 △ 6.4
152,119 142,102 10,017 1.0 150,501 1.1

2,363,518 1,820,170 543,348 15.3 2,094,179 12.9
1,022,260 1,018,850 3,410 6.6 963,049 6.1

1,946 1,946 0 0.0 58,852 △ 96.7
76,613 63,019 13,594 0.5 55,669 37.6

866,523 285,082 581,441 5.6 907,988 △ 4.6
554,008 0 554,008 3.6 713,078 △ 22.3
256,930 190,493 66,437 1.6 186,738 37.6
859,100 812,100 47,000 5.6 224,100 283.4

15,478,363 4,457,828 11,020,535 100.0 14,190,040 9.1
100.0 28.8 71.2 － － －

（単位：千円，％）
令和５年度 対前年度伸率

決算額(Ａ) 構成比 特定財源 一般財源
一般財源
構成比

決算額(Ｂ)
  (A/B×
   100)-100

１  議会費 114,708 0.8 0 114,708 1.1 122,523 △ 6.4
２  総務費 2,269,983 15.3 254,121 2,015,862 19.4 1,980,295 14.6
３  民生費 5,331,389 35.9 2,592,274 2,739,115 26.4 5,170,944 3.1
４  衛生費 1,208,869 8.1 228,026 980,843 9.4 1,483,200 △ 18.5
５  労働費 15,277 0.1 0 15,277 0.1 14,220 7.4
６  農林水産業費 248,027 1.6 66,128 181,899 1.8 254,751 △ 2.6
７  商工費 257,649 1.7 79,584 178,065 1.7 345,202 △ 25.4
８  土木費 1,052,903 7.1 195,141 857,762 8.2 980,191 7.4
９  消防費 736,060 5.0 116,775 619,285 6.0 638,560 15.3
10 教育費 2,645,161 17.8 925,779 1,719,382 16.5 1,660,257 59.3
11 災害復旧費 0 0.0 0 0 0.0 12,144 皆減
12 公債費 976,010 6.6 0 976,010 9.4 973,745 0.2
13 予備費 0 0.0 0 0 0.0 0 -
  歳  出  合  計 14,856,036 100.0 4,457,828 10,398,208 100.0 13,636,032 8.9

歳　　入　　の　　状　　況

左の充当財源内訳

１  町　　　税
２  地方譲与税
３  利子割交付金

区　　　分 構成比

４  配当割交付金
５  株式等譲渡所得割交付金
６  法人事業税交付金
７　地方消費税交付金
８　ゴルフ場利用税交付金
９  環境性能割交付金
10 地方特例交付金
11 地方交付税
12 交通安全対策特別交付金
13 分担金及び負担金
14 使用料及び手数料
15 国庫支出金
16 県支出金
17 財産収入
18 寄附金
19 繰入金
20 繰越金
21 諸収入
22 町   債

歳   入   合   計
歳  入  構  成  比

※本表では、地方財政状況調査上、国庫支出金の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の単独事業費分
を、一般財源として扱っている。

歳　　出　　の　　状　　況

令和６年度 財    源    内    訳
区　　   分
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　　　　決　　算　　収　　支　　の　　状　　況
（単位：千円）

Ａ B  (A-B) 　Ｃ Ｄ  (C-D) 　Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ   (F+G+H-I)

令和６年度 15,478,363 14,856,036 622,327 9,382 612,945 100,938 456,386 0 567,000 △ 9,676

令和５年度 14,190,040 13,636,032 554,008 42,001 512,007 △ 186,265 566,311 0 664,362 △ 284,316

令和４年度 14,063,901 13,350,823 713,078 14,806 698,272 29,732 634,544 0 539,680 124,596

令和３年度 14,602,178 13,930,469 671,709 3,169 668,540 148,887 1,032,164 0 275,750 905,301

令和２年度 16,872,613 16,332,074 540,539 20,886 519,653 6,498 434,251 0 252,000 188,749

令和元年度 13,256,125 12,585,732 670,393 157,238 513,155 147,114 46,385 0 743,000 △ 549,501

平成30年度 12,568,492 11,943,406 625,086 259,045 366,041 △ 68,694 237,264 0 653,000 △ 484,430

平成29年度 12,327,425 11,813,619 513,806 79,071 434,735 22,756 542,576 0 533,557 31,775

平成28年度 12,133,805 11,695,246 438,559 26,580 411,979 △ 119,373 278,529 0 289,000 △ 129,844

平成27年度 12,061,078 11,461,774 599,304 67,952 531,352 75,156 380,992 0 315,000 141,148

平成26年度 12,525,651 12,019,041 506,610 50,414 456,196 △ 140,834 328,853 0 416,000 △ 227,981

平成25年度 12,768,192 12,056,912 711,280 114,250 597,030 125,521 335,054 0 249,000 211,575

平成24年度 12,148,965 11,559,936 589,029 117,520 471,509 50,042 280,092 0 404,100 △ 73,966

平成23年度 11,900,231 11,460,331 439,900 18,433 421,467 20,328 510,850 0 277,197 253,981

平成22年度 12,379,231 11,872,021 507,210 106,071 401,139 △ 88,199 615,855 0 339,000 188,656

平成21年度 12,237,522 11,705,895 531,627 42,289 489,338 166,997 410,198 0 577,789 △ 594

平成20年度 11,310,349 10,971,502 338,847 16,506 322,341 △ 103,180 441,232 0 719,400 △ 381,348

平成19年度 11,528,967 11,045,889 483,078 57,557 425,521 △ 139,032 317,479 0 374,300 △ 195,853

平成18年度 10,817,459 10,063,680 753,779 189,226 564,553 63,231 210,636 0 193,500 80,367

平成17年度 12,469,467 11,907,333 562,134 60,812 501,322 90,408 503,102 0 941,900 △ 348,390

平成16年度 13,327,544 12,844,789 482,755 71,841 410,914 △28,649 237,859 0 308,000 △98,790

平成15年度 10,487,776 10,022,008 465,768 26,205 439,563 △49,823 442,204 0 242,000 150,381

平成14年度 11,796,989 11,173,571 623,418 134,032 489,386 △125,136 208,793 0 445,000 △361,343

平成13年度 13,493,899 12,258,353 1,235,546 621,024 614,522 214,351 648,785 0 223,000 640,136

平成12年度 12,000,803 11,048,511 952,292 552,121 400,171 104,391 226,991 0 715,000 △383,618

平成11年度 13,053,253 12,335,669 717,584 265,054 452,530 △117,163 719,245 10,307 150,000 462,389

平成10年度 12,968,427 11,941,210 1,027,217 457,524 569,693 179,755 148,519 0 280,000 48,274

区　分
歳入総額 歳出総額

歳入歳出
差引き額

翌年度へ
繰越すべき

財源
 実質収支

単年度
収支

財政調整
基金

積立金

繰上償還
額

財政調整
基金

取崩額

実質単年度
収支
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　　歳　出　性　質　別　経　費　の　状　況
（単位：千円，％）

人件費 2,464,492 16.6 8.2 177,722 0 151,331 2,135,439 20.6

扶助費 2,935,951 19.8 △ 4.3 1,521,192 0 90,871 1,323,888 12.7

公債費 976,010 6.5 0.2 0 0 0 976,010 9.4

小計 6,376,453 42.9 0.9 1,698,914 0 242,202 4,435,337 42.7

物件費 2,456,639 16.5 1.9 105,582 0 234,855 2,116,202 20.4

維持補修費 81,394 0.5 55.5 0 0 6,581 74,813 0.7

補助費等 2,042,130 13.8 19.6 512,118 0 40,032 1,489,980 14.3

小計 4,580,163 30.8 9.8 617,700 0 281,468 3,680,995 35.4

10,956,616 73.7 4.5 2,316,614 0 523,670 8,116,332 78.1

補助事業費 638,605 4.3 268.9 259,637 245,500 31,079 102,389 1.0

単独事業費 1,456,380 9.8 94.7 20,196 527,100 220,871 688,213 6.6

県営事業負担金 52,240 0.4 △ 7.5 0 39,500 0 12,740 0.1

受託事業 0 0.0 0.0 0 0 0 0 0.0

小計 2,147,225 14.5 119.7 279,833 812,100 251,950 803,342 7.7

0 0.0 皆減 0 0 0 0 0.0

2,147,225 14.5 117.0 279,833 812,100 251,950 803,342 7.7

457,208 3.1 △ 50.5 0 0 636 456,572 4.4

0 0.0 0.0 0 0 0 0 0.0

0 0.0 0.0 0 0 0 0 0.0

1,294,987 8.7 5.0 242,573 0 30,452 1,021,962 9.8

1,752,195 11.8 △ 18.8 242,573 0 31,088 1,478,534 14.2

14,856,036 100.0 8.9 2,839,020 812,100 806,708 10,398,208 100.0

※ 町債のうち臨時財政対策債は、一般財源に含む。

計

災害復旧事業費

町債 その他 一般財源
一般財源
構成比

義
務
的
経
費

区        分
金額 構成比 増減比

国・県
支出金

決算額 財源内訳

経
常
的
経
費

投
資
的
経
費

計

歳出合計

※ 地方財政状況調査上、国庫支出金の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の単独事業費分を、一般財
源として扱っている。
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計
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0
1
 人

件
費

0
2
 物

件
費

0
3
 維

持
補

修
費

0
4
 扶

助
費

0
5
 補

助
費

等

一
部

事
務

組
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に
対

す
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も
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そ
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他

0
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金
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資
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経
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業
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(2
)災

害
復

旧
費

合
　

　
計

※
１

　
本

表
は

地
方

財
政

状
況

調
査

の
性

質
別

の
区

分
に

よ
る

も
の

に
、

以
下

の
調

整
を

加
え

た
も

の
で

あ
る

。

　
　

⑴
　

職
員

に
対

す
る

児
童

手
当

は
、

地
方

財
政

状
況

調
査

上
民

生
費

・
扶

助
費

と
し

て
処

理
し

た
も

の
を

、
事

業
を

実
施

し
た

各
款

の
人

件
費

に
振

り
戻

し
た

。
　

　
⑵

　
公

園
管

理
事

業
は

、
地

方
財

政
状

況
調

査
上

土
木

費
と

し
て

処
理

し
た

も
の

を
、

事
業

を
実

施
し

た
総

務
費

に
振

り
戻

し
た

。
　

　
⑶

　
災

害
復

旧
費

　
災

害
復

旧
費

は
、

地
方

財
政

状
況

調
査

上
、

災
害

復
旧

費
と

し
て

処
理

し
て

い
た

も
の

を
、

事
業

を
実

施
し

た
各

款
の

災
害

復
旧

費
に

振
り

戻
し

た
。

※
２

　
民

生
費

　
扶

助
費

は
、

地
方

財
政

状
況

調
査

上
、

民
間

保
育

所
委

託
料

と
乳

幼
児

一
時

預
委

託
料

等
が

含
ま

れ
て

い
る

た
め

、
前

頁
の

節
別

集
計

表
と

異
な

る
。

※
３

　
民

生
費

及
び

総
務

費
　

繰
出
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は
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方
財

政
状

況
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査
上
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保
国
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険
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後

期
高
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療

に
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る
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期
高

齢
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医
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の
広

域
連

合
共

通
経

費
負

担
金

が
　

　
　

含
ま

れ
て

い
る

た
め

、
前

頁
の

節
別

集
計

表
と

異
な

る
。
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び

基
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政

収
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び
に

財
政

力
指

数
は

、
錯

誤
額

を
含

ま
な

い
。

　
　

　
　

　
 経

常
一

般
財

源
は

、
地

方
債

の
臨

時
財

政
対

策
債

を
含

む
。

決
　

算
　

及
　

び
　

財
　

政
　

指
　

標
　

等
　

の
　

推
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前
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基
準

財
政
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額
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収
入
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分
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準
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規
模
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政
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均
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常
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源
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収
支

比
率
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方

債
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高
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費
比

率
(平

均
)

将
来

負
担

比
率

令
和

６
年

度
令

和
２

年
度

対
前

年
度

伸
率

対
前

年
度

伸
率

令
和

３
年

度
対

前
年

度
伸

率
令

和
４

年
度

対
前

年
度

伸
率

令
和

５
年

度

対
前
年
度
伸
率

＝
（
当
該
年
度
／
前
年
度
×
1
0
0
）
－

1
0
0
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（単位：千円，％）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
決算額 決算額 決算額 決算額 決算額 構成比 伸　率

64,580 64,532 60,685 62,502 65,151 2.6 4.2

337,993 366,638 394,100 434,494 581,053 23.6 33.7

32,234 34,273 34,625 34,741 35,326 1.4 1.7

1,259,404 1,290,738 1,278,405 1,264,277 1,297,166 52.7 2.6

 820,504 821,991 841,621 821,296 840,831 34.1 2.4

  　ア  給料 805,930 806,811 826,445 807,679 827,631 33.6 2.5

 　イ  扶養手当 14,574 15,180 15,176 13,617 13,200 0.5 △ 3.1

 438,900 468,747 436,784 442,981 456,335 18.5 3.0

   ア  時間外勤務手当 57,962 81,689 59,374 52,032 45,006 1.8 △ 13.5

   イ  管理職手当 32,704 31,959 33,186 35,062 36,138 1.5 3.1

   ウ  特殊勤務手当 167 122 102 95 101 0.0 6.3

   エ  日直手当 1,125 1,125 1,125 1,160 1,135 0.0 △ 2.2

   オ  期末勤勉手当 318,774 319,613 313,423 324,313 341,855 13.9 5.4

   カ  通勤手当 9,407 8,940 7,887 8,132 8,640 0.3 6.2

   キ  住居手当 10,274 9,530 11,264 12,475 12,900 0.5 3.4

   ク　児童手当 7,235 7,945 8,440 8,530 9,090 0.4 6.6

   ケ  その他
       (管理職員特別勤務手当他)

1,252 7,824 1,983 1,182 1,470 0.1 24.4

284,837 283,526 280,098 276,390 277,041 11.2 0.2

128,713 141,326 145,206 145,224 128,224 5.2 △ 11.7

1,727 1,732 1,635 1,715 1,732 0.1 1.0

44,080 50,624 51,614 58,567 78,799 3.2 34.5

2,153,568 2,233,389 2,246,368 2,277,910 2,464,492 100.0 8.2

人  件  費  の  内  訳

令和６年度

１　議員報酬手当

２  委員等報酬

３  町長等特別職の給与

※２　職員に対する児童手当は、地方財政状況調査上民生費・扶助費として処理したものを
　　人件費に振り戻した。

区　　　分

６  退職手当組合負担金

７  災害補償費

８  その他

合　　　　　計

※１　本表は地方財政状況調査の性質別の区分による人件費を表したものである。

４   職 員 給

(1)  基本給

(2)  その他の手当

５  市町村職員共済組合負担金
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１　職員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 区分

基準日

　※　カッコ内の数字は、再任用職員数を示している。

２　職種別の平均給料月額・年齢

 区分

基準日 R4.4.1 R5.4.1 R6.4.1 R4.4.1 R5.4.1 R6.4.1 R4.4.1 R5.4.1 R6.4.1

182 180 178 2,958 2,985 3,016 40.9 40.3 40.7

14 14 14 2,822 2,767 2,838 39.3 37.4 39.3

7 8 8 2,462 2,524 2,641 32.1 32.4 33.8

14 14 14 2,955 3,054 2,990 39.4 40.1 41.2

6 7 7 2,614 2,816 2,893 38.6 40.9 42.1

10 10 8 2,568 2,526 2,589 52.2 55.1 54.3

37 34 34 2,857 2,914 2,997 40.4 39.9 38.8

270 267 263 2,902 2,933 2,975 40.9 40.4 40.6

　※　平均年齢の小数点以下は、１０進法で表示してある。

（単位：人）

R4.4.1 R5.4.1 R6.4.1 R4.4.1 R5.4.1 R6.4.1

職員数 職員数 職員数 職員数 職員数 職員数

4 4 4 12 12 11  ※３

12 11 5 11 11 11  ※４

6  ※１ 13 14 14

10 10 9  ※６ 4 4 4

9 9 9  ※６ 9 9 10

10 10 10 15 15 15

9 9 9 14 14 13

16 16 16 39 37 36

10 10 10 4 5 5

17 17 17  ※２、６ 3 3 3

15 15 16 34 32 30  ※５

270 267 263

※１　駿東伊豆消防組合への派遣職員　１名を含んでいる。

※２　社会福祉協議会への派遣職員　１名を含んでいる。

※３　三島函南広域行政組合（みしま聖苑）への派遣職員　１名を含んでいる。

※４　（一社）美しい伊豆創造センターへの派遣職員　１名を含んでいる。

※５　三島函南広域行政組合（若葉保育園）への派遣職員　３名を含んでいる。

※６　企画財政課は総務部長、福祉課は厚生部長、都市計画課は建設経済部長を含んでいる。

　　　　　　　　職員数・平均給料の状況(特別会計を含む)

職種別
職   員   数　　(人) 対前年度伸率(％)

R4.4.1 R5.4.1 R6.4.1 R4.4.1 R5.4.1 R6.4.1

  一般職員 223(12) 223(10) 221(8) 0.0 0.0 △ 0.9

△ 20.0  技能労務職員 10(2) 10(3) 8(1) 0.0 0.0

  教育公務員 37(1) 34(1) 34(0) 5.7

  一般行政職

  税務職

  栄養士

△8.1 0.0

△ 1.5

職種別
職   員   数 平均給料月額　(百円) 平  均  年  齢

 　合      計 270(15) 267(14) 263(9) 0.7 △1.1

  保健師

  企業職

  教育職

  合計(平均)

　　　　　　　　　　　　　　職  員  の  構  成

  技能労務職

所　　属 備 考 所　　属 備 考

 議会事務局  環境衛生課

 総務課  産業振興課

地域安全課  上下水道課

 企画財政課  会計課

 都市計画課  学校教育課

 管財課  子育て支援課

 建設課  生涯学習課

 税務課  幼稚園・こども園

 住民課  小学校

 福祉課  中学校

 健康づくり課  保育園

     合 　  計
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一般会計 （単位：千円）

元　金 利　子

公共事業等債 761,220 16,700 85,287 5,630 692,633

災害復旧事業債 184,320 27,060 59 157,260

全国防災事業債 81,560 4,358 394 77,202

学校教育施設等整備事業債 1,430,693 597,300 126,223 9,154 1,901,770

社会福祉施設整備事業債 35,594 7,729 556 27,865

一般補助施設等整備事業債 21,389 10,625 244 10,764

一般単独事業債 703,386 184,900 82,329 3,581 805,957

財源対策債 562,646 13,200 55,537 3,826 520,309

減収補てん債 45,835 2,683 27 43,152

減税補てん債 12,772 6,849 12 5,923

臨時財政対策債 5,963,816 47,000 533,513 10,334 5,477,303

合　　　　　計 9,803,231 859,100 942,193 33,817 9,720,138

特別会計 （単位：千円）

元　金 利　子

下水道事業債 3,940,167 207,400 255,347 47,937 3,892,220

農業集落排水事業債 14,839 0 3,711 237 11,128

上水道事業債 1,343,538 409,200 29,289 16,413 1,723,449

簡易水道事業債 40,530 39,500 2,393 396 77,637

合　　　　　計 5,339,074 656,100 290,740 64,983 5,704,434

公債費に準ずる償還金 （単位：千円）

名　　　　称 差引現在高

道の駅のＰＦＩ事業に係る償還金 469,438

地 方 債 の 状 況

地方債現在高の状況

令和６年度償還額

令和６年度償還額

令和５年度末現在高 令和６年度償還額

差引現在高

差引現在高

536,346 66,908

区　　　　分
令和５年度末

現在高
令和６年度

発行額

区　　　　分
令和５年度末

現在高
令和６年度

発行額

一般会計における令和６年度の地方債(借入)発行額は、総額859,100千円となりました。
借入の内訳は、公共事業等債として町道1-4号線、1-6号線及び町道1-8号線等の道路整備

事業を行い、29,900千円（うち13,200千円は財源対策債分）を借り入れました。
このほか、西小学校長寿命化改修工事に係る学校教育施設等整備事業債として、597,300

千円を借り入れました。
また、一般単独事業債は、第１分団詰所建替事業の財源として61,900千円、新田排水機場

非常用発電機設置事業の財源として36,900千円、八ツ溝川浚渫工事及び谷下川浚渫工事の財
源として11,700千円、庁舎ＬＥＤ化改修工事の財源として32,800千円、指定避難所非常用発
電設備設置事業の財源として5,100千円、蛇ケ橋ポンプ場非常用発電設備設置事業の財源と
して17,600千円、わかくさ共同作業所改修工事の財源として5,600千円、公共施設雨水貯留
施設整備事業の財源として10,700千円、狩野川水系大場川塚本排水機場遠隔化事業の財源と
して2,600千円を借り入れました。
普通交付税に関連した臨時財政対策債は、47,000千円の借入れを行い、令和５年度末現在

高に、これらの新規借入れを加えて、元金 942,193千円、利子 33,817千円の償還を行った
結果、令和６年度末地方債現在高は 9,720,138千円となり、対前年度比較83,093千円
(0.85％)の減額となりました。
実質公債費比率は、普通交付税額の増加などの影響により、単年度比率で0.1ポイント増

の5.3％、３か年平均で求める全体の比率は、0.1ポイントの増の5.2％となりました。

特別会計における令和６年度の地方債(借入)発行額は、下水道事業債として207,400千円、

上水道事業債として409,200千円、簡易水道事業債として39,500千円の合計656,100千円を借

り入れました。令和５年度末現在高に、これら新規借入れを加えて、元金 290,740千円、利

子 64,983千円の償還を行った結果、令和６年度末地方債現在高は5,704,434千円となり、対

前年度比較365,360千円(6.8％)の増額となりました。
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令 和 ６ 年 度 末 基 金 一 覧 表

（単位：円）

年度当初基金額 元加積立 新規積立 取崩し額 年度末基金額

1,563,163,065 386,194 456,000,000 567,000,000 1,452,549,259

5,741,145 0 0 0 5,741,145

992,015,247 6 821,799 266,576,425 726,260,627

町営住宅建設基金 136,606,779 0 0 10,000,000 126,606,779

運動公園建設基金 23,270,025 0 0 0 23,270,025

都市計画事業基金 279,441 5 0 0 279,446

都市基盤施設整備基金 25,000,000 0 0 0 25,000,000

町立学校建設基金 388,886,456 1 0 120,000,000 268,886,457

廃棄物処理場建設基金 375,399,404 0 0 110,000,000 265,399,404

老人福祉基金 908,549 0 0 0 908,549

緑と水のふるさと基金 3,246,082 0 0 0 3,246,082

図書館建設基金 0 0 0 0 0

新型コロナウイルス感染症
対策利子補給基金

26,576,425 0 0 26,576,425 0

森林環境整備基金 11,842,086 0 821,799 0 12,663,885

2,560,919,457 386,200 456,821,799 833,576,425 2,184,551,031

344,875,810 0 0 0 344,875,810

156,471,452 47,070 0 1,104,200 155,414,322

9,485,982 189 0 0 9,486,171

504,498,223 0 3,890,000 65,833,000 442,555,223

278,142,180 0 53,689,000 113,862,000 217,969,180

23,328,989 0 0 0 23,328,989

2,352,935 0 0 2,000,000 352,935

116,513,832 0 0 0 116,513,832

1,435,669,403 47,259 57,579,000 182,799,200 1,310,496,462

3,996,588,860 433,459 514,400,799 1,016,375,625 3,495,047,493

※ 財政調整基金は、みずほフィナンシャルグループ株券を含まない。

　　土地開発基金は、土地を含まない。

（単位：円）

年度当初基金額 元加積立 新規積立 取崩し額 年度末基金額

2,000,000 0 0 0 2,000,000

静岡県収入証紙購入基金 2,000,000 0 0 0 2,000,000

1,000,000 0 0 0 1,000,000

国民健康保険高額療養費貸付基金 500,000 0 0 0 500,000

国民健康保険出産費資金貸付基金 500,000 0 0 0 500,000

3,000,000 0 0 0 3,000,000

区　　分

財政調整基金

減債基金

その他特定目的基金

一般会計　計

土地開発基金

平井財産区基金

上沢財産区基金

国保給付等支払準備基金

介護保険基金

畑・丹那簡易水道基金

田代・軽井沢・丹那地区簡易水道基金

東部簡易水道基金

一般会計

特別会計

合　　計

特別会計　計

総合計

定額運用基金
区　　分
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政策分野 環境 施策の柱 環境・防災 基本目標

所　属
予算現額

Ａ
決算額

Ｂ
未執行額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

執行率
Ｂ/Ａ ％

地域安全課 17,790 16,746 1,044 94.1%
地域安全課 535,764 535,764 0 100.0%
地域安全課 167,351 152,381 14,970 91.1%
地域安全課 51,648 47,915 3,733 92.8%
企画財政課 1 0 1 0.0%
福祉課 461 80 381 17.4%
環境衛生課 47,487 46,432 1,055 97.8%
環境衛生課 44,963 43,504 1,459 96.8%
環境衛生課 11,892 10,484 1,408 88.2%
環境衛生課 36,014 35,540 474 98.7%
環境衛生課 5,475 4,227 1,248 77.2%
環境衛生課 82,188 81,972 216 99.7%
環境衛生課 13,042 12,555 487 96.3%
環境衛生課 453,342 432,861 20,481 95.5%
産業振興課 92,106 79,733 12,373 86.6%
建設課 5,010 3,895 1,115 77.7%
建設課 14,008 12,308 1,700 87.9%
建設課 40,242 38,398 1,844 95.4%
建設課 2 0 2 執行なし
建設課 2 0 2 執行なし
上下水道課 63,745 62,932 813 98.7%
上下水道課 1,324 1,180 144 89.1%

1,683,857 1,618,907 64,950 96.1%

政策分野 環境 施策の柱 社会基盤 基本目標

所　属
予算現額

Ａ
決算額

Ｂ
未執行額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

執行率
Ｂ/Ａ ％

地域安全課 33,601 32,575 1,026 96.9%
企画財政課 7,176 7,176 0 100.0%
企画財政課 355,065 355,065 0 100.0%
管財課 45,451 38,256 7,195 84.2%
管財課 31,514 29,905 1,609 94.9%
環境衛生課 32,755 30,883 1,872 94.3%
建設課 85,237 80,673 4,564 94.6%
建設課 177,937 159,790 18,147 89.8%
建設課 256,948 234,543 22,405 91.3%
建設課 50 50 0 100.0%
建設課 56 56 0 100.0%
都市計画課 79,279 74,109 5,170 93.5%
環境衛生課 3,142 1,537 1,605 48.9%

1,108,211 1,044,618 63,593 94.3%

政策分野 健康 施策の柱 健康・福祉 基本目標

所　属
予算現額

Ａ
決算額

Ｂ
未執行額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

執行率
Ｂ/Ａ ％

企画財政課 304,184 304,183 1 100.0%
住民課 269,590 268,704 886 99.7%
住民課 597,023 593,778 3,245 99.5%
福祉課 137,575 135,734 1,841 98.7%
福祉課 63,919 28,871 35,048 45.2%
福祉課 144,853 140,488 4,365 97.0%
福祉課 131,700 827 130,873 0.6%
福祉課 87,110 79,593 7,517 91.4%
福祉課 465,365 465,365 0 100.0%
福祉課 1,402,560 1,362,195 40,365 97.1%
福祉課 21,032 21,031 1 100.0%
福祉課 12,871 12,841 30 99.8%
子育て支援課 121,955 118,256 3,699 97.0%

心身障害者福祉事業
包括的相談支援事業
多機関協働事業
児童福祉総務事務事業

定額減税補足給付金給付事務事業

物価高騰支援給付金給付事務事業（繰越明許費）

③　誰もが活き活きと暮らせる健康づくり

事　業　名

国保国民年金事務事業
後期高齢者医療事業
社会福祉総務事務事業
物価高騰支援給付金給付事務事業

物価高騰対策給付金給付事務事業
老人福祉事業
介護保険事業

し尿処理事業
土木総務事務事業
国庫補助道路新設改良事業
町単独道路新設改良事業
公園整備事業
街路整備事業
都市計画総務事務事業
合併処理浄化槽普及事業

小　　　計

都市下水路維持管理事業

小　　　計

②　コンパクトで効率的な都市づくり

事　業　名

公共交通対策事業
農業集落排水事業特別会計繰出事業
下水道事業特別会計繰出事業
公園管理事業
町営住宅管理事業

最終処分事業
廃棄物処理施設管理事業
排水機場管理事業
道路維持補修事業
河川維持事業
河川改良事業
道路災害復旧事業
河川災害復旧事業
蛇ケ橋ポンプ場維持管理事業

都市計画事業基金管理事業
災害救助事業
環境衛生総務事務事業
葬祭会館総務事務事業
環境保全事業
清掃総務事務事業
環境美化事業
一般廃棄物収集事業

第六次函南町総合計画における施策体系別一覧
（単位：千円）

①　快適に安心して暮らせる環境づくり

事　業　名

地域安全対策事業
常備消防事業
非常備消防事業
災害対策事業
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所　属
予算現額

Ａ
決算額

Ｂ
未執行額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

執行率
Ｂ/Ａ ％

健康づくり課 143,114 134,126 8,988 93.7%
健康づくり課 12,859 11,857 1,002 92.2%
健康づくり課 2,533 1,713 820 67.6%
健康づくり課 48,996 46,846 2,150 95.6%
健康づくり課 125,804 124,133 1,671 98.7%
健康づくり課 36,653 34,501 2,152 94.1%
健康づくり課 62,130 62,129 1 100.0%
健康づくり課 2,620 454 2,166 17.3%
健康づくり課 20,837 19,306 1,531 92.7%
健康づくり課 7,123 6,248 875 87.7%
健康づくり課 68,799 67,560 1,239 98.2%

4,291,205 4,040,739 250,466 94.2%

政策分野 健康 施策の柱 教育 基本目標

所　属
予算現額

Ａ
決算額

Ｂ
未執行額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

執行率
Ｂ/Ａ ％

企画財政課 1 0 1 執行なし
子育て支援課 367,484 362,754 4,730 98.7%
子育て支援課 836,609 805,496 31,113 96.3%
子育て支援課 22,523 22,053 470 97.9%
子育て支援課 233,866 223,363 10,503 95.5%
子育て支援課 555,992 553,777 2,215 99.6%
子育て支援課 127,629 126,404 1,225 99.0%
子育て支援課 396,301 386,505 9,796 97.5%
学校教育課 2,552 2,198 354 86.1%
学校教育課 125,196 123,264 1,932 98.5%
学校教育課 29,945 29,353 592 98.0%
学校教育課 6,262 6,140 122 98.1%
学校教育課 1,305,789 1,297,208 8,581 99.3%
学校教育課 35,489 35,489 0 100.0%
学校教育課 1,890 1,885 5 99.7%
学校教育課 946 934 12 98.7%
学校教育課 994 993 1 99.9%
学校教育課 2,186 2,185 1 100.0%
学校教育課 1,730 1,729 1 99.9%
学校教育課 43,855 41,321 2,534 94.2%
学校教育課 469 469 0 100.0%
学校教育課 277 270 7 97.5%
学校教育課 304 268 36 88.2%
学校教育課 779 779 0 100.0%
学校教育課 486 486 0 100.0%
学校教育課 204,678 200,303 4,375 97.9%
学校教育課 1,784 1,782 2 99.9%
学校教育課 1,718 1,704 14 99.2%
学校教育課 38,659 35,825 2,834 92.7%
学校教育課 912 909 3 99.7%
学校教育課 1,020 1,015 5 99.5%
生涯学習課 93,060 90,998 2,062 97.8%
生涯学習課 40,816 38,644 2,172 94.7%
生涯学習課 6,062 5,156 906 85.1%
生涯学習課 48,416 47,615 801 98.3%
生涯学習課 3,774 3,318 456 87.9%
生涯学習課 108,580 106,835 1,745 98.4%
生涯学習課 23,249 21,621 1,628 93.0%
生涯学習課 21,959 20,023 1,936 91.2%
生涯学習課 72,542 70,397 2,145 97.0%
生涯学習課 44,521 42,897 1,624 96.4%
生涯学習課 3,934 3,058 876 77.7%

4,815,238 4,717,423 97,815 98.0%

事　業　名

新型コロナウイルスワクチン接種事業
新型コロナウイルスワクチン接種事業（繰越明許費）

出産・子育て応援事業
結核検診事業
温泉会館管理事業

小　　　計

保健総務事務事業
保健福祉センター管理事業
健康づくり推進事業
生活習慣病予防事業
予防接種事業
母子保健事務事業

こども医療費等助成事業
児童手当等給付事務事業
留守家庭児童保育所管理事業
幼稚園管理事業
教育委員会事務事業
事務局事務事業

④　生涯にわたる学びを支える教育・文化づくり

事　業　名

町立学校建設基金管理事業
公立保育園管理事業
民間保育施設管理事業
子育て・交流センター運営事業

桑村小学校管理事業
東小学校管理事業
西小学校管理事業
小学校教育振興事業
函南小学校教育振興事業
丹那小学校教育振興事業

教育支援センター事務事業
幼児教育センター事務事業
小学校管理事業
小学校管理事業（事故繰越）
函南小学校管理事業
丹那小学校管理事業

中学校教育振興事業
函南中学校教育振興事業
東中学校教育振興事業
社会教育総務事務事業
文化センター管理事業
生涯学習推進事業

桑村小学校教育振興事業
東小学校教育振興事業
西小学校教育振興事業
中学校管理事業
函南中学校管理事業
東中学校管理事業

文化財保護事業
文化財調査事業
図書館等管理事業
仏の里美術館管理事業
社会体育総務事務事業
体育施設管理事業
運動公園等管理事業
木立キャンプ場管理事業

小　　　計
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政策分野 交流 施策の柱 産業 基本目標

所　属
予算現額

Ａ
決算額

Ｂ
未執行額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

執行率
Ｂ/Ａ ％

福祉課 15,367 15,277 90 99.4%
産業振興課 6,074 5,941 133 97.8%
産業振興課 73,623 71,776 1,847 97.5%
産業振興課 5,468 5,408 60 98.9%
産業振興課 11,670 11,431 239 98.0%
産業振興課 5,206 4,799 407 92.2%
産業振興課 20,284 19,570 714 96.5%
産業振興課 10,369 8,732 1,637 84.2%
産業振興課 17,919 15,865 2,054 88.5%
産業振興課 88,157 79,455 8,702 90.1%
産業振興課 10,080 9,730 350 96.5%
産業振興課 139,916 139,210 706 99.5%
産業振興課 18,655 18,276 379 98.0%
産業振興課 2 0 2 執行なし
産業振興課 2 0 2 執行なし

422,792 405,470 17,322 95.9%

政策分野 交流 施策の柱 交流・にぎわい 基本目標

所　属
予算現額

Ａ
決算額

Ｂ
未執行額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

執行率
Ｂ/Ａ ％

議会事務局 116,570 114,708 1,862 98.4%
議会事務局 10,601 10,468 133 98.7%
総務課 560,940 550,723 10,217 98.2%
総務課 1,528 1,339 189 87.6%
総務課 7,156 6,949 207 97.1%
総務課 222 203 19 91.4%
総務課 129 124 5 96.1%
総務課 11,424 11,293 131 98.9%
総務課 12,974 12,885 89 99.3%
企画財政課 6,725 3,883 2,842 57.7%
企画財政課 20,365 20,075 290 98.6%
企画財政課 456,387 456,386 1 100.0%
企画財政課 39,352 35,045 4,307 89.1%
企画財政課 25,353 24,210 1,143 95.5%
企画財政課 6,511 6,259 252 96.1%
企画財政課 993 391 602 39.4%
企画財政課 1,614 1,451 163 89.9%
企画財政課 942,195 942,193 2 100.0%
企画財政課 33,922 33,817 105 99.7%
企画財政課 1 0 1 執行なし
企画財政課 18,900 0 18,900 執行なし
管財課 241,045 233,467 7,578 96.9%
管財課 165,007 164,124 883 99.5%
管財課 75,378 73,636 1,742 97.7%
税務課 106,704 103,470 3,234 97.0%
税務課 76,283 71,358 4,925 93.5%
住民課 77,915 77,042 873 98.9%
住民課 14,795 13,442 1,353 90.9%
福祉課 10,231 9,780 451 95.6%
産業振興課 11,033 10,978 55 99.5%
生涯学習課 19,405 17,595 1,810 90.7%
生涯学習課 23,307 21,585 1,722 92.6%

3,094,965 3,028,879 66,086 97.9%

15,416,268 14,856,036 560,232 96.4%

コミュニティ推進事業

小　　　計

合　　　計

※1 本表は、第六次総合計画における施策体系別の予算現額と決算額を比較したものである。
※2 未執行額は、予算現額から決算額を差し引いたものであり、翌年度繰越額を含んでいる。
※3 都市計画事業基金管理事業の決算額 5円は、決算額 0千円、執行率 0.0％で表記している。
※4 予備費は、各事業へ充用しており、直接支出していないため執行なしと表記している。

電子計算事務事業
ＩＴ推進事務事業
税務総務事務事業
賦課徴収事務事業
戸籍住民基本台帳事務事業
戸籍住民基本台帳事務事業（繰越明許費）
地域づくり事業
美しい伊豆創造センター総務事務事業
農村環境改善センター管理事業

まちづくり事業

都市交流事業
統計調査事業
起債元金償還事業
起債利子償還事業

財産管理事業

⑥　魅力とにぎわいのある交流づくり

事　業　名

議会運営事業
監査委員事務事業
一般管理総務事務事業
職員研修事業
職員健康管理、福利厚生事業

一時借入金利子償還事業
予備費

選挙管理委員会事務事業
選挙啓発事務事業
県知事選挙事務事業
衆議院議員選挙事務事業
企画調整事務事業
文書広報事務事業
基金管理事業
自治振興事業

まちづくり事業（繰越明許費）

林業振興事業
商工振興事業
観光振興事業
道の駅管理事業
川の駅管理事業
農業用施設災害復旧事業
農地災害復旧事業

小　　　計

事　業　名

雇用促進事務事業
農業委員会事務事業
農業総務事務事業
農業振興事業
地域農政推進対策事業
畜産振興事業
県単土地改良事業
町営土地改良事業

⑤　活力とゆとりを生み出す産業づくり
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固定資産税

15.1％

町民税

14.4％

町たばこ税 1.7％

都市計画税 1.4％

その他町税 0.9％

（軽自動車税・入湯税）

繰入金

5.6％

繰越金

3.6％

分担金及び負担金 0.8％

使用料及び手数料 1.0％その他 0.5％

（寄附金・財産収入）

地方交付税

16.1％

地方

消費税

交付金

5.8％

国庫支出金

15.3％

県支出金

6.6％

地方譲与税 0.9％

その他 3.1％

 （地方特例交付金 1.4%・株式等譲渡所得割交付金 0.5%・法人事業税交付金 0.4%・

  ゴルフ場利用税交付金 0.3%・配当割交付金 0.3%・環境性能割交付金 0.2%・

  交通安全対策特別交付金 0.0%・利子割交付金 0.0%）

函南町一般会計歳入歳出割合
歳入

町債

5.6％

歳入合計

15,478,363 千円

町税

33.5％

依存財源

　53.4％

自主財源

　46.6％

自主財源

　46.6％
依存財源

　53.4％

諸収入 1.6％
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人件費

16.6％

扶助費

19.8％

公債費

6.5％

物件費

16.5％

補助費等

　13.8％

維持補修費

0.5％

単独事業費

9.8％

繰出金

8.7％

積立金

3.1％

県営事業負担金

0.4％

[ 性質別経費 ]

民生費

35.9％

教育費

17.8％

土木費

7.1％

総務費

15.3％

衛生費

8.1％

公債費

6.6％

消防費 5.0％

農林水産業費 1.6％

議会費 0.8％

労働費 0.1％

歳出合計

14,856,036 千円

[ 目的別経費 ]

商工費 1.7％

義務的経費

42.9％

歳出合計

14,856,036 千円

経常的経費

　73.7％

経常的経費

　73.7％

投資的経費

　14.5％

投資的経費

　14.5％

その他

11.8％

その他

11.8％

補助事業費

4.3％

15
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主要な施策の成果と予算執行状況報告書 

 

（一般会計） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

議 会 事 務 局 
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（決算書 P53～P56）                              主管課 議会事務局 

科   目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

１款 

議会費 

１項 

議会費 

１目 

議会費 
議会運営事業 

114,707,964 

(122,522,570) 

一般 114,707,964 

特定      0 

 

施策の成果 

  議会費の令和6年度決算額は114,707,964円であり、内訳の大部分は議員及び職員の人件費で占められ、

その額は102,199,496円で、89.1％である。その他の経費は12,508,468円で、10.9％となっており、主とし

ては函南町議会タブレット端末賃貸借によるOA機器賃借料2,035,080円である。その他として、会議録作成

委託料及び会議録検索システム作成委託料、議会だよりの印刷代である。会議録は、定例会ごとの年4回と、

臨時会の1回を作成し、議会だよりは年4回発行した。 

  議会本会議、各委員会においては、町行財政の効率的な運営と町政の円滑な運営を目指し、提案された議

案を慎重に審議・審査した。 

  会派又は議員が行う調査研究等の費用に資するため、総額1,727,002円の政務活動費を交付した。 

 

１ 議会開催回数・日数                               (単位：回、日) 

区分 年別 

開

催 

回

数 

会期日数 本会議日数 

延日数 

小計 

会議日数 

小計 

定例会 

 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 

令和5年度 4 11 29 10 27 77 4 6 4 6 20 

令和6年度 4 8 30 12 27 77 3 6 4 8 21 

臨時会 

令和5年度 1 
5月  

1 
5月  

1 
1 1 

令和6年度 1 
8月  

1 
8月  

1 
1 1 

年間 

合計 

令和5年度 5 78 21 

令和6年度 5 78 22 

 

２ 一般質問・請願・陳情等の件数                       (単位：人、項目、件) 

年別 
一般質問 請願 陳情・要望・意見書 

延人数 実人数 項目数 受付数 提出数 受付数 提出数 

令和5年度 46 15 80 0 0 16 0 

令和6年度 49 15 71 0 0 16 3 
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３ 委員会等の開催日数                                 (単位：日) 

年別 総務建設 文教厚生 議会運営 
議 会 

だより 

全 員 

協議会 

メガソーラー建設計画 

問題対策特別委員会 

令和5年度   7 7 16   7 3 1 

令和6年度   9 8 17   8 2 1 

※メガソーラー建設計画問題対策特別委員会は令和6年12月10日に調査終了、消滅 

 

４ 議案提出件数                                    (単位：件) 

年
別 

定
例
会 

臨
時
会 

町長提出 議員提出 

条
例 

予
算
・
決
算 

人
事 

契
約
等 

専
決
処
分 

計 

条
例
・
規
則 

意
見
書 

決
議 

請
願 

委
員
会
設
置 

計 

令和5年度 4 1 23 55 23 7 7 115 0 0 1 0 2 3 

令和6年度 4 1 26 55 5 8 5 99 3 3 0 0 0 6 

 

５ 議決結果件数                                    (単位：件) 

年
別 

町長提出 議員提出 

議決 
報
告
・
承
認
等 

計 

議決 

そ
の
他 

計 

原
案
可
決 

修
正
可
決 

否
決 

原
案
可
決 

修
正
可
決 

否
決 

令和5年度 105 0 0 10 115 3 0 0 0 3 

令和6年度 89 0 0 10 99 6 0 0 0 6 

 

６ 本会議傍聴人数                           (単位：人) 

区分 年別 傍聴人数 

定例会 

 6月 9月 12月 3月 小計 

令和5年度 46 42 37 25 150 

令和6年度 40 27 30 32 129 

臨時会 

令和5年度 
5月  小計 

2 2 

令和6年度 
8月  小計 

    0 0 

年間 

合計 

令和5年度 152 

令和6年度 129 
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７ 議会だよりの発行状況 

  議会だよりは、町民に議会の審議状況等を伝えるため、昭和53年8月に創刊され、定例会ごとに発行し、

令和6年度末で第196号となっている。 

発行ナンバー 発行年月 主な内容 

№193 令和6年5月 令和6年度予算、3月補正予算 

№194 令和6年8月 6月補正予算 

№195 令和6年11月 令和5年度決算、9月補正予算、第1回臨時会 

№196 令和7年2月 12月補正予算 

 

８ 議員研修 

  議会活動を進める上において、自らの研修に努めることはもちろんのこと、講演等により行政や社会の知

識を深め、また他の自治体等を視察することにより、当町の住民福祉施策の向上等に資するための研修を行

った。 

⑴ 議員全体研修 

  ア 静岡県市町議会議員研修会  令和6年7月18日 （静岡市 グランシップ） 

講演：激変する2024年の日本経済、コロナ後に輝く地域・リーダーの条件 

講師：渋谷 和宏 氏 

  イ 函南町議会議員研修会  令和7年1月16日 （函南町役場 全員協議会室） 

     講演：議会からの政策サイクルの射程―「住民自治の根幹」としての議会の作動― 

     講師：大正大学地域創生学部公共政策学科 教授 江藤 俊昭 氏 

 ⑵ 委員会管外行政視察研修 

委員会名 実施期日 視察内容 視察先 

総務建設委員会 11月18日 

・自動運転バスについて 

・まちの駅・道の駅アグリパークゆめすぎとにつ

いて 

茨城県境町 

埼玉県杉戸町 

文教厚生委員会 
1月27日 

～1月28日 

・ごみ処理施設の広域化について 

・学校給食の取組みについて 

千葉県富津市 

千葉県勝浦市 

 

９ 政務活動費交付状況              (単位：人、会派) 

年別 
交付先数 

交付金額 
議員 会派 

令和5年度 5 2 1,558,779円 

令和6年度 1 4 1,727,002円 

 ※月額10,000円／人×12か月を交付（令和5年度は、改選期のため11か月を交付） 

 ※平成27年度より函南町ホームページに収支報告書及び領収書を掲載し、公開している。 
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対前年度比較事業効果内容 

 町の行政全般についてその執行姿勢を質す一般質問は、延べ人数 49 人、71 項目の質問が広範囲の内容に渡

り提出され、それぞれの定例会において実施された。所信を質すことにより執行機関の政治姿勢を明らかにす

ることができたほか、行財政運営の監視機能を十分に発揮することができた。 

議会議長宛てに提出された陳情書、意見書等については16件の提出があり、内３件（刑事訴訟法の再審規定

（再審法）の改正を求める意見書、地震財特法の延長に関する意見書、公立の義務教育諸学校の適正な教員数

の維持・確保を求める意見書）が上程され可決された。   

議会に係る手続のオンライン化等を主とした函南町議会会議規則及び函南町議会委員会条例を一部改正し、

電子機器（タブレット端末）を使用した議会運営等が可能となるよう改正を行った。 

また、議員個人による町との請負に関する規制が緩和されたことに伴い、請負の状況の透明性を確保するた

め、函南町議会議員の請負の状況の公表に関する条例を制定した。 

令和６年10月よりタブレット端末を導入し、業務の効率化やペーパーレス化等を図り、令和６年度において

は、133,053枚、530.88kgの紙資源をデータ化し、806.94kgのＣＯ２の排出を抑制した。 

また、議員提案で議員全員の共通意識として「町民の多様な意見を的確に把握し町政に反映させ、町民に開

かれた議会を目指す」ため、大正大学江藤俊昭教授を講師に招き、「議会からの政策サイクルの射程―「住民自

治の根幹」としての議会の作動―」をテーマに議会改革について研修会を開催した。 
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（決算書 P89～P92）                           主管課 監査委員事務局 

科   目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

２款 

総務費 

６項 

監査委員費 

１目 

監査委員費 
監査委員事務事業 

 10,467,872 

(10,334,509) 

一般10,467,872 

特定     0 

 

施策の成果 

監査委員費の令和 6 年度決算額は 10,467,872 円であり、内訳の大部分は人件費で占められ、その額は

9,937,932円で、94.9％である。 

  その他の経費は529,940円で、5.1％となっており、費用弁償、普通旅費、図書雑誌費、法規追録代、全国

町村監査委員協議会等の負担金である。 

  決算額における対前年度比は133,363円の増額で、1.3％増加した。主な要因としては、職員人件費の増額

である。 

  例月出納検査では、一般会計、特別会計、公営企業会計の各月の収支、現金保管状況、伝票内容について

検査を実施した。 

  定期監査では、全課及び各課が所管する施設の監査を実施した。また、決算審査では3日間にわたり全課

の審査を実施し、審査結果の意見書を提出した。 

  財政援助団体等監査では、町から支出されている補助金の運用について5団体、指定管理者監査では、「函

南町堆肥生産プラント」の指定管理者である「丹那地域堆肥生産利用組合」の監査を実施した。  

  財政健全化判断比率審査では、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき審査を実施し、健全化

判断比率、資金不足比率について意見書を提出した。 

  随時監査では、入札執行及び随意契約執行の現状を把握するとともに、契約事務の一層の公平性、適正性、

透明性の確保を図り、適切な契約事務の執行に資することを目的として監査を実施した。 

  工事監査では、工事の設計、施工等が適正に行われているかどうかを主眼として、外部施設ネットワーク

布設工事及び西小学校長寿命化改修工事の監査を実施した。 

   

１ 例月出納検査 

  地方自治法第235条の2第1項の規定により、検査資料に基づいて計数及び現在高（歳計現金、歳入歳出

外現金、基金）の確認を行い、併せて財政収支の動態及び是正事項の確認に主眼を置いて実施し、検査結果

を町長及び議会議長に毎月報告した。 

 

２ 定期監査及び財政援助団体等監査 

  地方自治法第199条第4項及び第7項の規定により、事務事業が適法で効果的、経済的に行われているか、

合理的に運営されているかという点に主眼を置いて実施した。 
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 ⑴ 監査実施期日及び監査実施箇所 

 

 

 

 

 

 

実施期日 監査実施箇所 

4月17日 
上下水道課棚卸検査、定期監査（田代地区農業集落排水処理施設・第二浄水場・桑原№2マ

ンホールポンプ場・第一浄水場） 

5月22日 定期監査（仏の里美術館・農村環境改善センター） 

6月20日 定期監査（二葉こども園・自由ケ丘幼稚園・春光幼稚園） 

6月21日 

定期監査（丹那幼稚園・みのり幼稚園） 

財政援助団体等監査（函南自然農法の会・函南町消防団・田方地区労働者福祉協議会・函

南町食生活改善推進協議会・社会福祉法人栄和会） 

指定管理者監査（丹那地域堆肥生産利用組合 函南町堆肥生産プラント） 

7月17日 定期監査（川の駅「伊豆ゲートウェイ函南」・落合排水機場） 

8月7日 
決算審査（企画財政課・総務課(選挙管理委員会)・地域安全課・管財課(情報政策室)・税

務課・会計課） 

8月8日 
決算審査（住民課・環境衛生課・健康づくり課・議会事務局・監査委員事務局・福祉課・

子育て支援課） 

8月9日 
決算審査（建設課・産業振興課(農業委員会)・都市計画課・上下水道課・生涯学習課・学

校教育課） 

8月16日 健全化判断比率等審査 

9月18日 定期監査（駅前駐車場・柏谷公園・日守山公園） 

10月16日 定期監査（防災倉庫(西小学校、役場庁舎)・消防団詰所（第5分団、消防団本部室）） 

11月20日 
定期監査（函南小学校・中部留守家庭児童保育所） 

工事監査（外部施設ネットワーク布設工事） 

12月18日 
定期監査（西小学校・東中学校・東部留守家庭児童保育所） 

工事監査（西小学校長寿命化改修工事） 

1月22日 定期監査（教育支援センター・西部留守家庭児童保育所・丹那留守家庭児童保育所） 

2月19日 
定期監査（地域包括支援センター・保健福祉センター・温泉スタンド） 

随時監査（入札執行等に関する随時監査） 

3月19日 定期監査（ごみ焼却場・リサイクルプラザ） 
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 ⑵ 監査結果 

   監査結果の町長、議会議長及び教育長への報告及び公表 

年度別監査状況                                  (単位：箇所、件) 

年別 計画箇所数 実施箇所数 
監査結果指摘事項等 

指摘・公表 指示 通知 

令和5年度 38 38 0 4 3 

令和6年度 34 34 0 14 7 

 

３ 決算審査 

  地方自治法第233条第2項の規定により、決算の計数、予算の執行等について詳細に審査した。 

 ⑴ 実施期日   8月7日～8月9日 

 ⑵ 審査対象   一般会計、特別会計の歳入歳出決算、公営企業会計決算及び財産並びに基金 

 ⑶ 審査方法   収入額の確保、町会計事務処理の遵法について及び適性かつ効果的な予算の執行に主眼

を置いて実施した。 

 ⑷ 審査結果   8月27日 審査意見書を町長に提出 

 ⑸ 定額の資金を運用するための基金の運用状況  年度中の金額の増減なし 

 

４ 財政健全化法による審査 

⑴ 実施期日   8月16日 

 ⑵ 審査対象   健全化判断比率及び資金不足比率 

 ⑶ 審査方法   健全化判断比率及びその算定の基礎となる数値が適正かどうかに主眼を置いて実施した。 

 ⑷ 審査結果   8月27日 財政健全化審査意見書及び経営健全化審査意見書を町長に提出。健全化判断

比率、資金不足率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査した結果、適正に

算出され、比率も健全と認められる。 
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対前年度比較事業効果内容 

 例月出納検査、定期監査、決算審査等の監査を実施し、事務の適正化に努めた。また、備品の照合検査、現

金調査を行い、財産の適正な管理を促した。 

 定期監査等では、障害福祉サービス受給者49人分の名簿を、障害福祉サービス事業所に誤って送付した事案

が確認された。原因は、担当職員による送付誤りによるものであった。決裁文書の内容を再度検証し、事務手

順が適正であったか確認し、個人情報の管理を含めて課内で共有を図るよう指導した。また、産業振興課にお

いて、令和6年4月19日付けで受領した郵便物（CD-R）を紛失した事案が確認された。郵便物（CD-R）は、３

月分市町村小口資金及び短期経営改善賃金データで、個人名、会社名、制度資金名、貸付金融機関、貸付金額、

貸付期間等が記録されていた。再発防止を図る中で、現在の事務処理が適切かどうかについて前提を見落とし

ているため、再発防止後の文書管理も含めて検討を行うよう指導した。 

 指示事項等の件数の増加により、不適切な事務処理が発生した場合は、事案発生の原因分析と必要な対策に

ついて、深く踏み込んで対応し、再発防止に向けた対策を行うよう全庁的に取り組んでいくとともに、日頃か

ら法令遵守を徹底し、公務員としての責任と自覚を持って事務を執行していくよう指導した。 

決算審査では、各課の審査調書をもとに新規事業、主要事業の内容及び効果について確認した。令和5年度

の各種会計歳入歳出決算及び基金運用状況について内容を審査した結果、諸帳簿、証拠書類等の内容及び予算

の執行状況はおおむね適正に処理されており、財産に関する調書における公有財産、債権、基金については、

年度中の増減並びに年度末現在高が関係記録台帳、書類及び証券と符合していることを認めた。 
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主要な施策の成果と予算執行状況報告書 

 

（一般会計） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総 務 課 
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（決算書 Ｐ55～Ｐ60）                              主管課 総務課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

２款 

総務費 

１項 

総務管理費 

１目 

一般管理費 

一般管理総務 

事務事業 

550,723,471  

（532,786,029） 

一般 544,137,257 

特定  6,586,214 

特定財源の内容 

 子ども・子育て支援事業費補助金   （P28)   459,000円 

県証紙取扱交付金          （P38）   304,553円 
県知事選挙啓発推進委託金      （P38）       173円 （148,000円のうち） 
会計年度任用職員等雇用保険掛金   （P46）  3,609,399円 
遺族付加年金事業保険手数料     （P46）   262,209円 
職員生命保険料団体取扱手数料    （P46）   309,396円 
交流職員手当負担金         （P48）   321,484円 
会計事務受託事業収入        （P50）  1,320,000円 

施策の成果 

１ 人事管理 

  退職者数を踏まえ、職員の採用を行うとともに、行政の公平かつ効果的な運営を確保するための人事異動

を実施した。 

  令和5年度の退職者等17人に対し、令和6年4月1日採用の新規職員は13人、職員総数は前年度比4人減の263

人となり、新たに6月1日採用の新規職員5人を採用した。 

  また、4月1日付け人事異動（昇格者含む）は、町長部局81人、教育委員会26人、議会事務局1人、計108人

であった。 

 

２ 顧問弁護士謝礼 

  町の法律顧問弁護士として、小川・重光法律事務所の小川良明弁護士、重光純弁護士に訴訟事件及び日常

の法律上の調査・研究・実施・相談その他の法律事務の処理を依頼した。 

 ⑴ 年間契約に係る謝礼額   744,000円（62,000円／月×12カ月） 

 ⑵ 訴訟委託契約に係る謝礼  358,314円（訴訟委任件数 2件） 

 

３ 通信運搬 

  県庁、東部総合庁舎等、同一の宛先に複数の郵便物を発送する場合は郵便物を取りまとめ、郵便料金の削

減を図り、町内郵便物についてもバーコード表記の活用を促し、特別料金で発送することにより、郵便料金

の削減に努めた。 

  書留、速達、定形外等の郵便物については、レターパック（一律料金封筒）やゆうメール（定形外郵便：

個人情報を含まない印刷物）を利用し、経費削減に努めたが、10月１日より郵便料金が値上がりし、増額と

なった。 

 

郵便料の状況                                       （単位：円） 

区分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 

郵便料 2,136,636 2,366,582 1,580,602 1,731,259 1,013,139 1,936,954 1,134,328 1,718,765 

区 分 12月 1月 2月 3月 計 年間 郵便料計 

郵便料 1,244,077 1,607,843 1,331,309 2,215,486 20,016,980 
切手、はがき代 

482,953 
20,499,933 

インターネットバンキング利用料 6,600 
宅配料 

163,262 
総合計 

  20,669,795 

 

４ 会計管理 

  一般会計、特別会計及び歳計現金等の公金の収納・支払事務については、条例及び財務規則等に基づき正
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確かつ敏速な執行に努めた。 

  基金については、一般会計は財政調整基金含め12基金、特別会計は土地開発基金含め5基金の合計17基金

を保有しており、適正な運用に努めた。 

 

５ 例規委員会 

  函南町において制定する条例等については、法令との合致や表現方法等の正確化を図るため、例規委員会

で審査した。なお、令和6年度中に例規委員会が開催された回数は22回、審査件数は176件であり、前年度に

比べ28件の増となった。 

 

例規委員会開催状況                                   （単位：件） 

区分 開催回数 新規制定 改正 廃 止 計 

条例 

22回 

 3  22  1  26 

規則  2  44  1  47 

規程  1   7  0   8 

要綱等 29  51 15  95 

計 22回 35 124 17 176 

 

６ 職員の人事考課 

  人材育成、人事評価を目的とした人事考課を10月1日と3月1日を基準日とし、職員及び会計年度任用職員

に対して2回実施、再任用職員に対して1回実施した。なお、考課対象期間に育児休業、病気休職、派遣中と

なる職員については対象外とした。 

  また、人事考課の方法や評価の統一を図るため、民間の講師による考課者研修を実施した。 

 

７ 情報公開 

  函南町情報公開条例に基づく公文書の開示請求に対し、受付及び審査を行い公文書の開示を行った。 

 

公文書開示の取扱状況                                   （単位：件） 

 

自己情報の開示の取扱状況 （令和４年度まで）                       （単位：件) 

 

保有個人情報開示の取扱状況 （令和５年度から）                     （単位：件） 

 

 

区分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

請求件数 139 80 38 55 45 

公開件数 100 73 35 53 43 

区分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

請求件数 3 7 7 - - 

公開件数 3 7 7 - - 

区分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

請求件数 - - - 2 4 

公開件数 - - - 2 4 
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対前年度比較事業効果内容 

 今後の定年退職者の人数を踏まえ、計画的に職員の定員数を確保するため、採用数を平準化している

が、依願退職者が多く必要数確保できなかったため、令和6年6月に新たに職員採用を行った。 

会計事務、例規整備、情報公開については、例規を遵守し適正な事務処理を行った。 

総務課から防災関連業務を分離して地域安全課を設置し、組織機構の最適化を図った。 

 

（決算書 Ｐ59～Ｐ60）                               主管課 総務課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

２款 

総務費 

１項 

総務管理費 

１目 

一般管理費 
職員研修事業 

1,339,071  

(1,261,526)  

一般  1,209,147 

特定   129,924 

特定財源の内容 

市町村振興協会研修事業助成金（P46）      129,924円 

施策の成果  

１ 派遣研修 

  行政における問題の発見・解決に必要な能力を養い、資質の向上、人材の育成を図るための職員研修を実

施した。 

  研修参加への意識目標 

 ⑴ 常に住民の立場に立った発想を持ち、前向きに職務遂行に当たる職員 

 ⑵ 新たな価値の創造に意欲的に挑戦し、未来を切り開く職員 

 ⑶ 強い問題意識を持って客観的・科学的に考え、情熱的に行動する職員 

 ⑷ 高い見識と専門能力を備え、広い視野と先見性を持って行動する職員 

 ⑸ 自然の恩恵を率直に受けとめ、人と自然の調和を大切にする職員 

                                         （単位：人、日） 

研 修 名 

静岡県自治研修所が実施する研修その1 

政策形成能力 

向上講座 

政策実現能力向上講

座 

実践折衡力 

強化講座 

コミュニケーション

能力向上講座 

人  員 3 zoom 2 zoom 3 zoom 6 

期  間 1 1 1 2 

（単位：人、日） 

研 修 名 

静岡県自治研修所が実施する研修その2 

説明力 

向上講座 

タイムマネジ 

メント講座 

今日からできる！ 

業務効率化講座 

文章力養成 

講座 

人  員 3 3 3 zoom 6 

期  間 1 1 1 2 

（単位：人、日） 

研 修 名 

静岡県自治研修所が実施する研修その3 

EBPM入門 

講座 

データサイエンス 

講座Ⅰ 

財務諸表の見方・ 

使い方講座（入門） 

財務諸表の見方・ 

使い方講座（中級） 

人  員 3 zoom 1 1 1 

期  間 1 1 1 2 
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（単位：人、日） 

研 修 名 静岡県自治研修所が実施する研修その４ 小 計 

 データサイエンス特

別講座 

部下支援型チームマ

ネジメント講座 

ファシリーテーショ

ン 
15講座 

人  員 1 2 3 41(zoom17) 

期  間 1 1 1 18 

（単位：人、日） 

研 修 名 

静岡県市町村振興協会が実施する研修その1 

新規採用職員 

研修 前期 

新規採用職員 

研修 後期 
新任監督者研修 中堅職員研修 行政訴訟研修 

人  員 10 10 10 4 3 zoom 

期  間 2 1 2 2 2 

（単位：人、日） 

研 修 名 

静岡県市町村振興協会が実施する研修その2 

行政法研修 
法制執務研修 

（初級） 

法制執務研修 

（中級） 
地方自治法研修 民法研修 

人  員 3 zoom 3 zoom 1 zoom 5 zoom 3 zoom 

期  間 2 2 2 2 2 

（単位：人、日） 

研 修 名 

静岡県市町村振興協会が実施する研修その3 小 計 

地方公務員法 
女性職員キャリア 

アップ研修 

住民対応基礎研

修 

 

研修担当者研修 
14講座 

人  員 4 zoom 3 3 1 63(zoom22) 

期  間 2 1 2 1 25  

（単位：人、日） 

研 修 名 
東部地域市町合同研修 小 計 

新任課長級研修 新任課長補佐級研修 2講座 

人  員 5 8 13 

期  間 1 1 2 

（単位：人、日） 

研 修 名 

公務人材開発協会 人事行政研究所が実施する研修 小計 

勤務時間・休暇制度

実務研修会 

給与実務研修会 

（人事院勧告） 

給与実務研修会 

（諸手当関係） 
3講座 

人  員 1 1 1 3 

期  間 1 1 1 3 
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（単位：人、日） 

研 修 名 

市町村アカデミー 小計 

子育て支援 

の推進 

管理職の 

必須知識講座 

公共施設の 

供給管理 

公共交通とま

ちづくり 
4講座 

人  員 1 2 1 1 5 

期  間 5 3 5 5 18 

（単位：人、日） 

研 修 名 

国際文化アカデミー 小計 

地域共生社会の実現に向けて 

～重層的支援体制整備を中心に～ 
公営住宅実務 2講座 

人  員 1 1 2 

期  間 3 3 6 

 （単位：人、日） 

研 修 名 

全国建設研修 

センター 
ＮＯＭＡ 

個人情報保護委員

会事務局 
小計 合計 

開発許可Ⅰ 

個人情報保護制

度をめぐる必須

法律知識とトラ

ブル対応の実務 

個人情報保護制度

に関する地方公共

団体担当者研修課 

 

3講座 43講座 

人  員 1 zoom 1 1 3(zoom1) 130(zoom34) 

期  間 3 2 1 6  78 

 

２ 庁内研修 

 ⑴ 新規採用職員研修 

  ア 日 程  4月17日、5月29日 

  イ 内 容  職員として心がけてもらいたい事、事業執行についての研修ほか 

  ウ 参加者  新規採用職員 11人 

 ⑵ 職員研修 

  ア 日 程  6月19日、6月25日、9月19日、9月24日 

  イ 内 容  個人情報・情報公開・会議公開、情報セキュリティについて 

  ウ 参加者  職員 86人 

 

対前年度比較事業効果内容 

 

 

 

 

 

 

 静岡県自治研修所、静岡県市町村振興協会、市町村アカデミーが主催する研修を積極的（対前年度19人

増）に活用し、職員の資質・能力の向上を図った。 

 また、より理解を深めるため、派遣した係長級職員を新人研修の講師とした。 
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（決算書 Ｐ59～Ｐ60）                               主管課 総務課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

２款 

総務費 

１項 

総務管理費 

１目 

一般管理費 

職員健康管理、福利

厚生事業 

6,948,664  

(6,778,963)  

一般  6,948,664 

特定      0 

施策の成果 

１ 産業医による保健指導等の実施 

  身体的健康管理と精神的健康管理の産業医をそれぞれ委託している。 

  職員健康診断結果に基づく経過観察者、要精密検査者、要治療者等について、衛生管理者が保健指導の必

要があると判断した11人の職員のうち9人が産業医の保健指導を受けた。加えて時間外勤務超過者について

産業医との面談を行い、対象者個々の実情を鑑み意見書及び措置書が提出された。時間外勤務超過者との面

談は4月、6月、9月、10月、12月、3月に延べ14人を対象に実施した。 

  産業医による職場巡視を8月、9月に庁舎、保健福祉センター、図書館、子育て交流センター及び焼却場に

おいて実施し、各施設における感染対策の状況や照度など職場環境を確認した。 

  メンタル面で不調を訴える職員や休職中の職員、ストレスチェック診断結果に基づき相談を希望した職員

6人に対し、産業医との面談を実施し、本人のストレス軽減を図った。 

  また、若手職員を対象に心が折れない人と職場づくりの講習を実施した。 

 ⑴ 産業医業務委託（身体的健康管理）（事業費 450,868円） 

   受託者  ＮＴＴ東日本伊豆病院 

 ⑵ 産業医業務委託（精神的健康管理）（事業費 600,000円） 

   受託者  医師 佐久間哲也 

 

２ 職員健康管理 

  8月20日、21日、22日の3日間にわたり、定期健康診断（血液、血圧、眼底、心電図、尿検査、聴力、胃部

レントゲン、Ｃ型肝炎検査）を実施し、職員269人中142人が受診した。人間ドックの受診者は126人、掛か

り付医での受診者が1人であり、定期健康診断と合わせて269人の職員が受診し、受診率は100％となった。

また、会計年度任用職員は163人が受診した。健康診断を、人間ドック共に共済組合からの助成があること

から、重複助成を押さえるためにどちらかを選択するように受診勧奨している。受診者中、要精密検査・要

治療者が113人で全体の26.2％であった。 

  職員の健康管理の観点から、生活習慣病予防を図り、健康の保持に努めるため「リフレッシュ体操講座」

や改正労働安全衛生法に基づきストレスチェック診断を実施した。また、主査以下を対象にメンタルヘルス

講習を実施した。 

 ⑴ 健康検査業務委託(事業費1,486,980円) 

ア 職員・会計年度任用職員健康診断業務委託(事業費1,427,910円) 

    受託者  公益財団法人 伊豆保健医療センター 

    実施期間 ８月20日～８月22日 

  イ 衛生業務職員予防接種業務委託(事業費59,070円) 

    受託者  ＮＴＴ東日本伊豆病院 

 ⑵ ストレスチェック業務及びメンタルヘルスケア講習委託（事業費467,500円） 

   受託者  ウェルネスアットワーク株式会社 
   実施期間 10月2日～1月31日 
   ストレスチェック受診者  正規職員 257人  会計年度任用職員 192人  計449人 
   メンタルヘルスケア講座  1月15日 2回、1月16日 2回  計4回、150人受講  

 ⑶ リフレッシュ体操講座業務委託（事業費252,000円） 

   受託者  シンコースポーツ株式会社 

   実施日  11月28日、12月4日、12月6日、12月11日、12月12日 1回1時間30分 計14回 

   参加者  正規職員 208人、会計年度任用職員 116人 
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３ 福利厚生 

  函南町職員互助会に対し、インフルエンザ予防接種・人間ドック受診費用への助成及び職員研修に対する

助成を行った。 

  函南町職員互助会への補助額 1,800,000円 

 

対前年度比較事業効果内容 

 定期的に健康診断、ストレスチェック診断を実施することで、早期に心体の不調を発見し、その結果に

よる保健指導に速やかに繋げることで職員の健康維持を図った。 

 また、リフレッシュ体操講座を実施し、職員及び会計年度任用職員（本年度から）が日々実践できる健

康管理の方法を周知することにより、健康増進の一助とした。 

 職員のメンタルヘルスケアとして、主査以下の職員及び若手職員を対象とした講習会を開催し、精神の

不調の発生の予防を図った。 

 

（決算書 Ｐ83～Ｐ84）                               主管課 総務課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

２款 

総務費 

４項 

選挙費 

１目 

選挙管理委員会費 

選挙管理委員会 

事務事業 

202,742 

(141,606) 

一般   202,742 

特定      0 

施策の成果 

１ 選挙管理委員会開催回数 5回 

 ⑴ 定時登録 

   公職選挙法第22条の規定により6月、9月、12月、3月の 1日現在で登録される資格を有する者をそれぞ

れの月の登録日に登録した。 

                                           （単位：人） 

投票区 性別 
令和6年3月 
登録者数 

令和7年3月 

登録者数 
増 減 地 区 

第1投票区 

男 1,844 1,811 △33 仁田・塚本の一部 

女 2,070 2,037 △33  

計 3,914 3,848 △66  

第2投票区 

男 2,108 2,079 △29 柏谷・城山 

女 2,194 2,200 6  

計 4,302 4,279 △23  

第3投票区 

男 289 286 △3 丹那･畑・鬢之沢の一部･ 

女 305 293 △12 細沢・平井の一部 

計 594 579 △15  

第4投票区 

男 878 867 △11 桑原･大竹･函南･奴田場･ 

女 911 907 △4 冷川・ヒューマンヒルズ 

計 1,789 1,774 △15  

第5投票区 

男 2,025 1,982 △43 間宮 

女 2,208 2,160 △48  

計 4,233 4,142 △91  

第6投票区 

男 1,869 1,823 △46 塚本・肥田・日守・新田 

女 1,846 1,818 △28  

計 3,715 3,641 △74  

第7投票区 

男 1,396 1,384 △12 畑毛・白道坂・柿沢台・ 

女 1,390 1,386 △4 宝蔵台・鶴巻 

計 2,786 2,770 △16  
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第8投票区 

男 195 189 △6 軽井沢・田代・鬢之沢 

女 192 184 △8  

計 387 373 △14  

第9投票区 

男 1,468 1,449 △19 上沢・パサディナ・ 

女 1,566 1,564 △2  新幹線 

計 3,034 3,013 △21  

第10投票区 

男 897 880 △17 大土肥・八ツ溝 

女 989 976 △13  

計 1,886 1,856 △30  

第11投票区 

男 1,277 1,283 6 平井・エンブルタウン 

女 1,367 1,358 △9  

計 2,644 2,641 △3  

第12投票区 

男 993 965 △28 ダイヤランド・ 

女 1,055 1,039 △16 エメラルド・六本松 

計 2,048 2,004 △44  

合   計 

男 15,239 14,998 △241 

 女 16,093 15,922 △171 

計 31,332 30,920 △412 

 ⑵ 在外選挙人登録 
   令和6年3月1日の定時登録時の人数は、男7人（前年度比増減なし）、女17人（前年度比1増）、合計24

人（前年度比1増）であった。 
 
２ 検察審査会審査員候補者および裁判員候補者予定者の抽出 
 ⑴ 検察審査会法第10条の規定に基づき、選挙人名簿から次のように抽出した。（前年度と同数） 

（単位：人）   

第1群 3 第2群 3 第3群 4 第4群 3 計 13 

 ⑵ 裁判員の参加する刑事裁判に関する法律第21条の規定に基づき、選挙人名簿から51人(前年度比3人減)
を抽出した。 

 
対前年度比較事業効果内容 

 3月1日登録の選挙人名簿登録者数は、30,920人で、前年同期に比べ412人(男241人・女171人)の減少とな

った。 

 検察審査会審査員候補13人及び裁判員候補者予定者51人の抽出を行った。 

 
（決算書 Ｐ83～Ｐ86）                               主管課 総務課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

２款 

総務費 

４項 

選挙費 

２目 

選挙啓発費 

選挙啓発事務事業 123,820  

(31,491) 

一般  123,820  

特定     0  

施策の成果 

１ 公職選挙法第6条の規定に基づき、選挙啓発を次のとおり実施した。 

 ⑴ 5月19日（日） 静岡県知事選挙に係る該当啓発活動 

           町内５か所のスーパーマーケットにおいて、選挙啓発物資を配布しながら 

投票への参加を呼び掛ける活動を行った。 

⑵ 7月10日（水） 静岡県東部明るい選挙推進協議会「明るい選挙推進研修会」 

富士市交流プラザにて研修会が行われ、三遊亭らん丈氏の講演を受講した。 
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⑶ 9月12日（木） 静岡県東部明るい選挙推進協議会「会長及び事務担当者研修会」 

9月13日（金）  沼津市KKRはまゆうにおいて、沼津市選挙管理委員会及び沼津税務署によ 

る「税と選挙」に係る講座を受講した。 

 ⑷ 9月12日（木） 令和６年度明るい選挙啓発ポスターコンクール 

           町内の小学校及び中学校から計88点の応募があり、うち９点を静岡県明 

るい選挙推進協議会に推薦し、そのうちの１点が入賞した。 

 ⑸ 9月20日（金） 選挙出前講座「静岡県立沼津特別支援学校伊豆田方分校」 

           １年生10人を対象に投票についての説明や模擬投票を行った。 

 ⑹ 10月9日（水） 選挙出前講座「中京高等学校伊豆函南校」 

           １年生から３年生までの13人を対象に投票についての説明や模擬投票を 

行った。 

 ⑺ 10月20日（日） 衆議院議員総選挙に係る該当啓発活動 

           町内５か所のスーパーマーケットにおいて、選挙啓発物資を配布しなが 

ら投票への参加を呼び掛ける活動を行った。 

 ⑻ 11月29日（金） 東部明るい選挙推進協議会「女性、青年の集い」 

伊東市生涯学習センターひぐらし会館において、米村邦臣氏による北 

里柴三郎と伊東の関わりに係る講演を受講した。 

対前年度比較事業効果内容 

 令和６年度は、前年度と同様に選挙の啓発活動等を実施し、また、小中学生を対象に実施したポスター

コンクールの県への推薦作品９点を２月21日から３月５日まで間、函南町文化センターへ展示し、選挙啓

発を行い投票への意識付けを図った。 

 
（決算書 Ｐ85～Ｐ88）                               主管課 総務課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

２款 

総務費 

４項 

選挙費 

３目 

県知事選挙費 

県知事選挙事務事業 11,292,699 一般      0 

特定 11,292,699 

特定財源の内容 

県知事選挙事務委託金    （P38）  11,144,872円 
県知事選挙啓発推進委託金  （P38）    147,827円（148,000円のうち） 

施策の成果 

１ 選挙管理委員会開催 3回  
２ 選挙内容  5月26日執行の静岡県知事選挙は5月9日に告示され、5月26日に投票・即日開票した。 
        立候補者 6人  期日前投票期間 5月10日から5月25日まで（16日間） 
 ⑴ 選挙時登録者数                                    （単位：人） 

投票区 男 女 計 

第1投票区 1,836  2,068  3,904  

第2投票区 2,113  2,201  4,314  

第3投票区 288  307  595  

第4投票区 880  914  1,794  

第5投票区 2,019  2,206  4,225  

第6投票区 1,865  1,841  3,706  

第7投票区 1,401  1,400  2,801  

第8投票区 194  192  386  

第9投票区 1,468  1,573  3,041  

第10投票区 897  992  1,889  
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第11投票区 1,276  1,363  2,639  

第12投票区 989  1,050  2,039  

合計 15,226  16,107  31,333  

 ⑵ 投票開票結果                                  （単位：人、％） 

区  分 性別 
当日の 

有権者数 

投票を 

した者 

投票をし 

なかった者 
投票率 

投票をした者 

不在
者
期日前 

在外 

投票 

一般 

投票 

選挙人 
名 簿 
登録者数 

男 14,981 7,157 7,824 47.77 45 3,074  4,038 

女 15,874 7,653 8,221 48.21 89 3,512  4,052 

計 30,855 14,810 16,045 48.00 134 6,586  8,090 

投票の内訳 投票総数 14,810 有効投票 14,647 無効投票 163 

 

対前回比較事業効果内容 

 前回選挙（令和3年）と比較すると、選挙時名簿登録者数は562人減の31,333人、投票率は、50.60％に対

し、48.00％であり、2.60％の減となった。 

 

（決算書 Ｐ87～Ｐ90）                               主管課 総務課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

２款 

総務費 

４項 

選挙費 

４目 

衆議院議員選挙費 

衆議院議員選挙事務

事業 

12,884,635 一般   234,150  

特定 12,650,485  

特定財源の内容 

 衆議院議員選挙事務委託金      （P32)   12,648,718円 

 在外選挙特別経費市町交付金     （P38）     1,767円 

施策の成果 

１ 選挙管理委員会開催 3回 

２ 選挙事務内容  10月27日執行の衆議院議員総選挙は10月15日に公示され、10月27日に投票・即日開票し

た。立候補者 ３人  期日前投票期間 10月16日から10月26日まで（11日間） 

 ⑴ 選挙時登録者数                                    （単位：人） 

投票区 男 女 計 

第1投票区 1,819  2,045  3,864  

第2投票区 2,105  2,198  4,303  

第3投票区 289  295  584  

第4投票区 872  923  1,795  

第5投票区 1,997  2,177  4,174  

第6投票区 1,840  1,827  3,667  

第7投票区 1,398  1,397  2,795  

第8投票区 193  185  378  

第9投票区 1,455  1,587  3,042  

第10投票区 893  991  1,884  

第11投票区 1,282  1,351  2,633  
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第12投票区 983  1,047  2,030  

合 計 15,126  16,023  31,149  

 

 
 ⑵ 投票開票結果                                   （単位：人、％） 

区  分 性別 
当日の 

有権者数 

投票を 

した者 

投票をし 

なかった者 
投票率 

投票をした者 

不在者 期日前 
在外 

投票 

一般 

投票 

選挙人 
名 簿 
登録者数 

男 15,046 7,944 7,102 52.80 63 3,684 0 4,197 

女 15,958 8,400 16,344 52.64 101 4,195 2 4,102 

計 31,004 16,344 14,660 52.72 164 7,879 2 8,299 

投票の内訳 投票総数 16,344 有効投票 15,877 無効投票 467 

 

対前回比較事業効果内容 

 前回選挙（令和3年）と比較すると、選挙時名簿登録者数は702人減の31,004人、投票率は、54.84％に対

し、52.72％であり、2.12％の減となった。 
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（決算書 Ｐ69～Ｐ72）                             主管課 地域安全課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

２款 

総務費 

１項 

総務管理費 

６目 

地域安全対策費 
地域安全対策事業 

16,745,696 

(12,365,282) 

一般 16,730,696 

特定   15,000 

特定財源の内容 

交通安全母の会助成金（P46）              15,000円 

施策の成果 

１ 交通安全対策事業  

⑴ 交通安全運動 

  ア 年間４回実施の交通安全運動（期間）を中心として、交通安全意識の向上についての啓発に努めた。 

交通安全運動一覧 

運 動 名 期 間 重 点 目 標 実 施 事 業 

春の全国 

交通安全運動 

4月6日 

～ 

4月15日 

・こどもが安全に通行できる道路交

通環境の確保と安全な横断方法の

実践 

・歩行者優先意識の徹底と「思いや

り・ゆずり合い」運転の励行 

・自転車・電動キックボード等利用

時のヘルメット着用と交通ルール

の遵守 

・自転車マナーの向上と漫然運転の

防止 

・岐れ道交差点にて街頭広報 

・小学校の新入学児童や保護者へ交 

通安全の呼びかけ 

・小学校の新入学児童の下校指導及  

 び通学路の点検 

・国道136号東部浄化センター付近に

て通行車両へ交通安全の呼びかけ 

・園児保護者に対しチャイルドシー

トやシートベルトの着用徹底 

・広報紙による周知 

参加人数：約250人 

夏の交通安全 

県民運動 

7月11日 

～ 

7月20日 

・こどもと高齢者の交通事故防止 

・自転車と二輪車の安全利用の促進 

・飲酒運転等危険運転の根絶 

・自転車マナーの向上と漫然運転の

防止 

・町内のスーパーにて交通安全の呼

びかけ 

・国道136号沿いにて通行車両への交

通安全の呼びかけ 

・広報紙による周知 

参加人数：約30人 

秋の全国 

交通安全運動 

9月21日 

～ 

9月30日 

・反射材用品等の着用推進や安全な

横断方法の実践等による歩行者の

交通事故防止 

・夕暮れ時以降の早めのライト点灯

やハイビームの活用促進と飲酒運

転等の根絶 

・自転車・特定小型原動機付自転車

利用時のヘルメット着用と交通ル

ール遵守の徹底 

・交差点での安全確認と自転車マナ

ーの向上 

・町内のスーパーにて交通安全の呼

びかけ 

・宮川サイクルポートにて自転車利

用者への交通安全の呼びかけ 

・園児保護者に対しチャイルドシー

トやシートベルトの着用徹底 

・国道136号東部浄化センター付近に

て通行車両へ交通安全の呼びかけ 

・広報紙による周知 

参加人数：約70人 

年末の交通安 

全県民運動 

12月15日 

～ 

12月31日 

・歩行者と自転車の安全確保 

・夕暮れ時と夜間の交通事故防止 

・飲酒運転等危険運転の根絶 

・自転車マナーの向上と漫然運転の

防止 

・岐れ道交差点にて街頭広報 

・園児保護者に対しチャイルドシー

トやシートベルトの着用徹底 

・町内のスーパーやその周辺にて交

通安全の呼びかけ 

・町内の飲食店にて飲酒運転防止の

呼びかけ 

・広報紙による周知 

参加人数：約210人 

  イ 町内各小学校では「交通安全リーダーと語る会」を開催し、普段通う通学路の危険箇所や交通事故に

あわないために普段から気をつけることなど、交通事故の危険性を認識し、交通安全リーダーとしての

役割と心構えについて発表し、交通安全意識を向上させた。 
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 ⑵ 交通安全教育 

   正しい交通ルールとマナーを身につけ、交通社会の一員としての自覚を持たせるため、静岡県交通安全

協会三島地区支部交通安全指導員により交通安全教室を開催した。 

  ア 幼児（保育園・幼稚園児）及び母親を対象としたもの 

    幼稚園・保育園児及び保護者を対象に、交通安全の基礎的知識と交通事故から身を守る方法等につい

ての講習、体験学習を行った。 

  イ 児童・生徒を対象としたもの 

    各小中学校において、交通安全教室や交通安全リーダーと語る会を実施した。 

  ウ 高齢者を対象としたもの 

    老人クラブ連合会の協力により、年間を通して交通安全教室を開催した。 

⑶ 交通指導員会 
   交通指導員の任期は2年(令和5年度～令和6年度)であり、総勢21人の指導員により活動し、登下校中の

児童への指導を実施したほか、交通安全運動期間中及び三島警察署の要請による街頭指導に参加した。 

交通指導員地区別人数 

函南小学校区 4人 丹那小学校区 3人 桑村小学校区 3人 東小学校区 5人 西小学校区 6人 

  ア 出動について 

    月例の役員会・定例会及び火曜日・金曜日の通学時重点指導日のほか、交通安全運動期間中及び三島

警察署の要請による街頭指導など幅広く活動を実施した。 

交通指導員出動状況（通学指導を除く）      （単位：回、人） 

項 目 延べ回数 項 目 延べ人数 

出動回数 32 活動人員 408 

  イ 広報紙の発行 

    各交通安全運動前に発行される広報かんなみに指導員会広報「青信号」を掲載し、住民への交通安全

運動の周知やあおり運転の厳罰化などの新たな交通ルールの周知を行った。 

 ⑷ 交通安全母の会 

   町内保育園（若葉保育園を除く）こども園・幼稚園・小学校・中学校から推薦を受けた委員34人を中心 

  に、「交通安全は家庭から」をスローガンに、園児、児童、生徒の登下校時における横断指導、通学路・ 

  通園路でのストップマークの設置・補修を実施し、交通安全意識の向上を図った。 

 ⑸ 各区交通安全会 

   各区において、各交通安全運動時における広報やカーブミラーの点検・清掃を実施した。また、区内の

交通安全施設の新設や改修を検討した。 

 ⑹ 交通事故統計による函南町内における人身事故発生状況は次のとおりである。 

                                         （単位：件、人） 

     年 

 

区 分 
令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 

前年対比 

増減 

件 数 169 165 171 165 163 △2 

死 者 3 1 1 1 2 1 

負傷者 205 207 215 222 200 △22 

   交通事故発生件数と交通事故による負傷者数は減少したが、交通事故による死者数は増加した。 
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 ⑺ 交通安全施設の整備 

  ア カーブミラー管理台帳作成業務委託料 （事業費 1,870,000円） 

    函南町内のカーブミラーの保守管理の徹底を図るため、桑村小学校区及び函南小学校区一部の点検及

び管理台帳を作成した。（4年計画の2年目） 

契約者：有限会社アイロード 

  イ 交通安全施設設置工事  (事業費 3,003,000円) 

各区から要望のあった箇所やカーブミラーの点検により損傷が判明した箇所のうち、危険性の高い 

22箇所の交通安全施設の修繕・撤去、設置を行った。 

 契約者：有限会社アイロード 

 ⑻ 交通安全関係団体への協力 

   負担金として 5,651,809円（静岡県交通安全指導員設置費負担金 5,639,809円、静岡県交通指導員会連

合会負担金 12,000円）を支出した。 

   交通安全協会三島地区支部交通安全指導員により、町内通学路や交通事故多発地域及び路線での街頭指

導を実施した。また、園児、児童、生徒及び高齢者に広報資料及び啓発品の配布を行い、啓発活動を実施

したほか、次のとおり交通安全教室を開催した。 

 

交通安全教室の開催状況                        （単位：回、人） 

開 催 場 所 回  数 対 象 人 数 

未就学児・幼稚園・保育園 36 1,766 

小学校 24 1,535 

中学校 2 288 

高等学校 2 227 

一般（外国人含む） 12 682 

高齢者 20 279 

合   計 96 4,777 

 

２ 防犯対策  

  駿豆線沿線地域活性化協議会防犯部会 

  駿豆線沿線地域の犯罪減少を目的にした駿豆線沿線地域活性化協議会防犯部会を設置し、地域全体の防犯

意識の向上及び連携を強化するために、駿豆線沿線市町の協力体制を確認した。 

⑴  参加団体：函南町、三島市、伊豆の国市、伊豆市、三島警察署、伊豆中央警察署、伊豆箱根鉄道株式

会社 

⑵  防犯部会：年2回開催 

⑶  活動内容： 6月11日（火） 子ども見守り強化の日街頭啓発 

10月11日（金） 全国地域安全運動街頭啓発 

⑷  防犯灯設置工事 (事業費 281,600円) 

    安全対策として、各区から設置要望のあった14箇所にLED灯を新設した。 

  契約者：株式会社長沢電機 
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防犯灯設置工事箇所一覧表 

設置地区 LED灯新設数 LED灯交換数(既設) 

仁田 1 0 

柏谷 2 0 

畑毛 2 0 

桑原 2 0 

日守 1 0 

細沢 1 0 

新幹線 1 0 

函南 1 0 

柿沢台 1 0 

エンブルタウン 2 0 

合計 14 0 

⑸  三島警察署管内防犯協会への協力 

    負担金1,651,000円を支出し、広報誌発行、地域安全活動として防犯指導、少年非行防止活動に協力

した。 

⑹  犯罪被害者等支援  

   令和5年3月に犯罪被害者等支援条例を制定し、犯罪行為により死亡した者の遺族または傷害を受けた

者に対し、これらの者が被る経済的負担を軽減することを目的に、死亡した者の遺族に 30 万、傷害を受

けた者に10万円の見舞金の支給制度を創設しており、令和6年度の支給実績はなかった。 

見舞金支給件数           （単位：件） 

区 分 令和５年度 令和６年度 

遺族見舞金 0 0 

傷害見舞金 0 0 

 

対前年度比較事業効果内容 

 交通安全対策としては、交通事故等を減少させるため、交通安全運動期間中に啓発活動、街頭指導等

を実施し、交通安全運動意識の向上を図り、前年に比べ事故件数の減少に寄与した。 

 町民全体の交通安全意識の向上を図るため、年4回の交通安全運動期間を中心として、多くの年齢層を

ターゲットとした様々な活動を実施し、また、令和５年度から自転車乗車時にヘルメット着用が努力義

務化されたことを受け、自転車利用者に対しヘルメット着用の推進や自転車マナー向上のため啓発活動

を継続的に実施し、交通事故防止に努めた。 

 通園、通学中の交通事故を減少させるため、町内の幼稚園、保育園、小中学校、高等学校で交通安全

教室を実施し、交通指導員会では、児童、生徒が安心安全に通学できるように街頭指導を実施し、交通

事故防止に努めた。 

交通安全母の会では、各種行事への参加や研修会を通じて交通安全の知識を深め、学校や家庭で指導的 

な役割を担った。また、交通安全の啓発活動として、通学路・通園路でのストップマークの設置・補修を 

実施し、交通安全意識の向上を図った。 

防犯対策として、防犯灯をLED灯に14箇所新設し、地域住民の安全対策に寄与した。 
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（決算書 Ｐ75～Ｐ76）                               主管課 地域安全課  

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

２款 

総務費 

１項 

総務管理費 

９目 

諸費 
公共交通対策事業 

32,574,930 

（43,333,301） 

一般 32,574,930 

特定      0 

施策の成果 

１ 公共交通対策 

⑴ 地域公共交通計画策定業務  

   令和５年度に作成した地域公共交通計画（素案）をもとに、地域公共交通計画策定支援の委託を実施し、 

実施事業及び評価に関する事項の検討や地域公共交通会議での協議など行い、計画を策定した。 

   件 名：函南町地域公共交通計画策定等業務委託（事業費 6,259,000円） 

  契約者：日本工営都市空間株式会社沼津事務所 

⑵ 函南町拠点循環コミュニティバス運行業務  

 令和3年11月から始まった実証運行を令和6年6月からジャンボタクシーに変更し、運行経路、ダイヤを

変更した計画で実証運行を実施した。 

 件 名：令和６年度函南町コミュニティバス実証運行業務委託   （事業費7,218,666円） 

 件 名：令和６年度函南町コミュニティバス実証運行（その２）業務委託（事業費11,410,500円） 

   契約者：函南タクシー株式会社 

                                        （単位：人／１便） 

 道の駅行き平均乗車人数 役場行き平均乗車人数 

運行月 平日 休日 平日 休日 

 4月     

 5月     

 6月 1.5 1.3 1.4 1.1 

 7月 2.2 2.0 1.7 1.3 

 8月 2.1 1.7 1.5 1.4 

 9月 2.1 1.3 2.1 1.1 

10月 2.2 2.1 1.8 1.7 

11月 2.1 2.2 1.9 1.7 

12月 2.2 1.5 1.7 1.4 

 1月 1.8 1.4 1.5 1.3 

 2月 1.9 1.2 1.8 1.4 

 3月 2.1 1.5 1.8 1.6 

年間平均 2.02 1.62 1.72 1.4 
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 ⑶ 大場函南デマンドタクシー運行業務 

   令和５年度末に民間バス会社が運行していた「大場-函南線」の運行退出を受け、令和６年４月より大

場駅-函南駅間をデマンド型タクシーによる実証運行を実施した。 

   件 名：大場函南デマンドタクシー実証運行業務委託（事業費 860,920円） 

   契約者：函南タクシー株式会社 

運行月 
運行経費 

（円） 

運賃収入 

（円） 

町負担額 

（円） 

収支率 

（％） 

乗合率 

（％） 

 4月 146,630 61,500 85,130 41.9 1.337 

 5月 137,150 54,000 83,150 39.4 1.227 

 6月 146,480 63,000 83,480 43.0 1.326 

 7月 153,260 68,000 85,260 44.4 1.378 

 8月 117,380 48,000 69,380 40.9 1.297 

 9月 114,220 54,500 59,720 47.7 1.473 

10月 126,130 56,000 70,130 44.4 1.349 

11月 117,730 51,000 66,730 43.3 1.308 

12月 134,040 53,500 80,540 39.9 1.216 

 1月 85,540 36,500 49,040 42.7 1.237 

 2月 103,130 40,500 62,630 39.3 1.174 

 3月 115,730 50,000 65,730 43.2 1.316 

合計 1,497,420 636,500 860,920 42.5 1.306 

年間平均 124,785 53,042 71,743 42.5 1.306 

 

２ 函南町地域公共交通会議  

 ⑴ 第1回函南町地域公共交通会議 

   日 時  令和6年7月18日（木） 

   場 所  庁舎2階大会議室 

   内 容  函南町公共交通計画策定について、拠点循環バス実証運行の継続等について、高齢者移動支

援事業について、大場函南デマンドタクシー実証運行の開始について、丹那小学校区高校生

の函南中学校スクールバス利用について 

 ⑵ 第2回函南町地域公共交通会議 

   日 時  令和6年11月１日（金） 

   場 所  庁舎2階大会議室 

   内 容  函南町地域公共交通計画（素案）について、大場函南デマンドタクシー事業について、拠点

循環コミュニティバス事業について、高齢者移動支援事業について、畑停留所の乗車人数に

ついて 

 ⑶ 第3回函南町地域公共交通会議 

   日 時  令和７年１月21日（火） 

   場 所  庁舎4階特別会議室 

   内 容  函南町地域公共交通計画（案）について、大場函南デマンドタクシー事業について、令和７

年度拠点循環コミュニティバス事業について、丹那小学校区高校生の函南中学校スクールバ

ス利用について 
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３ 公共交通助成事業  

 ⑴ 自主運行バス等運行事業 

   地域コミュニティの育成及び住民の生活の足を確保するため、自主的にバス等を運行する自治会に対し、 

函南町自主運行バス等運行事業費補助金交付要綱に基づき補助金180,000円を交付した。 

  ア 丹那区    80,000円 

  イ パサディナ区 100,000円 

 ⑵ 路線バス維持事業 

   地域住民の交通の利便を確保するため、不採算の生活路線の運行を維持する路線バス事業者に対し、函

南町路線バス維持費補助金交付要綱に基づき補助金 6,000,000円を交付した。 

 

対前年度比較事業効果内容 

令和５年度まで実施していた拠点循環バスについては、バス会社の運転手不足等により、継続運行が不

可能となったため、令和６年度からはジャンボタクシーに変更し、運行経路やダイヤ等を変更して実証運

行を実施し、町民の足の確保に努めた。 

地域公共交通網形成計画の計画期間が令和６年度末であるため、令和５年度に実施した地域公共交通実

態調査を基に、令和６年度は地域公共交通計画の策定に向け、実施する事業や評価に関する事項について

検討するとともに、函南町地域公共交通会議での協議を重ねて計画の策定をした。 

伊豆箱根バス株式会社が運行している「大場-函南線」が令和 5 年度末で退出することを受け、令和 6 年

4 月 1 日より函南タクシー株式会社に委託し、「大場函南デマンドタクシー実証運行」を実施し、町民の足

の確保に努めた。 

また、沿線自治会と運賃、運行経路、ダイヤ等について意見交換を実施し、次年度の実証運行に繋げる

意見を聴取した。 
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（決算書 Ｐ177～Ｐ178）                            主管課 地域安全課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

９款 

消防費 

１項 

消防費 

１目 

常備消防費 
常備消防事業 

535,764,000 

(503,511,000) 

一般 535,613,936 

特定   150,064 

特定財源の内容 

 子ども・子育て支援事業費補助金           （P30）    31,000円 

駿東伊豆消防組合通信設備負担金（平井基地局電気料） （P48）   119,064円 

施策の成果 

１ 駿東伊豆消防組合 予算・決算の状況  

令和6年度 決算(見込)報告                               （単位：円） 

項 目 予算額 決算見込額 差引増減額 

歳 入 6,995,360,000 6,980,503,578 ▲14,856,422 

歳 出 6,995,360,000 6,815,727,894 ▲179,632,106 

差引繰越金  164,775,684  

 

２ 負担金内訳表                                 （単位：円、％） 

市町名 共通経費分 個別経費分 その他経費分 負担金計 負担割合 
方面 

本部 

沼 津 市 739,822,000 1,797,492,000  2,537,314,000 37.93 
第1 

清 水 町 168,913,000 342,532,000  511,445,000 8.66 

函 南 町 186,272,000 316,049,000 33,443,000 535,764,000 9.55 

第2 伊豆の国市 267,997,000 470,236,000 49,757,000 787,990,000 13.74 

伊 豆 市 211,044,000 431,630,000 45,672,000 688,346,000 10.82 

伊 東 市 285,163,000 673,139,000  958,302,000 14.62 
第3 

東 伊 豆 町 91,284,000 213,045,000  304,329,000 4.68 

合  計 1,950,495,000 4,244,123,000 128,872,000 6,323,490,000 100 

※「その他経費分」は、広域化前の田方地区消防組合の消防庁舎に係る起債の償還金 

 

３ 主要事業  

 ⑴ 被服支給事業（事業費 51,732,747円） 

   （警防隊員用防火衣 25着、消防職員用活動服(上衣)  157着・(ズボン)  206着ほか） 

 ⑵ 車両整備事業（事業費 155,875,340円） 

   （水槽付ポンプ消防自動車 １台、資機材搬送車 １台、高規格救急自動車 ３台ほか ） 

 ⑶ 消防資機材整備事業（事業費 41,617,741円） 

     （消防ホース182本、高圧空気容器35本、画像探索機Ⅰ型１基、アナログ署活動系無線機29式ほか） 

 ⑷ 消防指令施設管理事業（事業費 240,449,000円） 

   （AVM装置更新 １式） 

 ⑸ 田方消防庁舎整備事業（事業費 54,316,320円） 

   （田方消防訓練場庁舎解体工事、田方消防訓練場新庁舎トイレ及び資器材庫建設工事ほか） 
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４ 消火活動状況  

  令和6年中に駿東伊豆消防本部管内（4市3町）で発生した火災件数は、126件（前年比36件減）発生し

た。 

  火災種別では、「建物火災」が60件で全体の47.6％と最も多く、次いで枯草などが燃える「その他の火

災」が49件。火災による死傷者は26人で、前年より８人減少している。主な出火原因は、「電気機器・電気

装置」が19件（15.1％）、「たき火・火入れ・取灰」が19件（15.1％）、「たばこ」が17件（13.5％）、と

なっている。 

火災発生状況（4市3町）                           （単位：件、人、千円） 

          年別 

区分 
令和5年 令和6年 比較増減 

火災件数 162 126 ▲36 

死者 5 4 ▲1 

負傷者 13 22 9 

損害額 407,597 273,641 ▲133,956 

火
災
種
別 

建物火災 80 60 ▲20 

その他の火災 61 49 ▲12 

車両火災 18 15 ▲3 

林野火災 3 2 ▲1 

船舶火災 0 0 0 

主
な
出
火
原 

電気機器・電気装置 11 19 8 

たき火・火入れ・取灰 24 19 ▲5 

たばこ 24 17 ▲7 

上記以外 103 71 ▲32 

市町別火災発生件数                                  （単位：件） 

          年別 

市町別 
令和5年 令和6年 比較増減 

沼津市 74 46 ▲28 

清水町 9 6 ▲3 

函南町 18 6 ▲12 

伊豆の国市 20 15 ▲5 

伊豆市 17 22 5 

伊東市 19 26 7 

東伊豆町 5 5 0 

合  計 162 126 ▲36 
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火災発生状況（函南町）                           （単位：件、人、千円） 

          年別 

区分 
令和5年 令和6年 比較増減 

火災件数 18 6 ▲12 

死者 2 0 ▲2 

負傷者 1 1 0 

損害額 55,001 43 ▲54,958 

火
災
種
別 

建物火災 9 1 ▲8 

その他の火災 8 4 ▲4 

車両火災 0 1 1 

林野火災 1 0 ▲1 

船舶火災 0 0 0 

主
な
出
火
原
因 

電気機器・電気装置 0 2 2 

たばこ 4 2 ▲2 

たき火・火入れ・取灰 2 1 ▲1 

上記以外 12 1 ▲11 

 

５ 救急活動状況  

  令和6年中に駿東伊豆消防本部管内（4市3町）の救急活動状況は、救急出動件数が27,999件（前年比 

 177件）、搬送人員が24,527人（前年比 422人）であった。 

  事故種別出動件数は、「急病」が17,500件（構成比62.5％）、「転院搬送」が3,676件（構成比13.1％）、

「一般負傷」が4,544件（構成比16.2％）、「交通事故」が1,243件（構成比4.4％）となっている。 

  また、年齢区分別搬送人員では、65歳以上の高齢者が16,993人（構成比69.3％）と最も多い状況となって

いる。 

事故種別救急活動状況                               （単位：件、人） 

   件数・人員 

 

事故種別 

出動件数 搬送人員 

令和5年 令和6年 比較増減 令和5年 令和6年 比較増減 

急病 17,456 17,500 44 15,037 15,177 140 

転院搬送 3,404 3,676 272 3,355 3,626 271 

一般負傷 4,376 4,544 168 3,964 4,090 126 

交通事故 1,365 1,243 ▲122 1,249 1,159 ▲90 

上記以外 1,221 1,036 ▲185 499 475 ▲24 

合 計 27,822 27,999 177 24,105 24,527 423 
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年齢区分別搬送人員状況                              （単位：人、％） 

          搬送人員 

 

年齢区分 

令和5年 令和6年 
比較増減 

搬送人員 構成比 搬送人員 構成比 

新生児・乳幼児 
（0歳～満7歳未満） 825 3.4 665 2.7 ▲160 

少年 
（満7歳～満18歳未満） 648 2.7 649 2.6 1 

成人 
（満18歳～満65歳未満） 6,268 26.0 6,220 25.4 ▲48 

高齢者 
（満65歳以上） 16,364 67.9 16,993 69.3 629 

合 計 24,105 100.0 24,527 100 422 

市町別救急活動状況                                （単位：件、人） 

   件数・人員 

 

市町別 

出動件数 搬送人員 

令和5年 令和6年 比較増減 令和5年 令和6年 比較増減 

沼津市 11,304 11,455 151 9,581 9,779 198 

清水町 1,738 1,792 54 1,525 1,540 15 

函南町 2,105 2,033 ▲72 1,811 1,772 ▲39 

伊豆の国市 3,470 3,652 182 3,054 3,305 251 

伊豆市 2,201 2,191 ▲10 1,925 1,951 26 

伊東市 5,906 5,864 ▲42 5,266 5,302 36 

東伊豆町 1,073 981 ▲92 926 858 ▲68 

その他(高速等) 25 31 6 17 20 3 

合 計 27,822 27,999 177 24,105 24,527 422 

６ 救助活動状況  

  令和6年中に駿東伊豆消防本部管内（4市3町）の救助活動状況は、救助出動件数が327件（前年比▲51件）
であった。 

  事故種別出動件数は、「建物等による事故」が131件（構成比40.1％）、「交通事故」が66件（構成比  
20.2％）、「水難事故」が24件（構成比7.3％）、「火災」が4件（構成比1.2％）となっている。 

事故種別救助活動状況                               （単位：件、人） 

   件数・人員 

 

事故種別 

出動件数 活動件数 救助人員 

令和 
5年 

令和 
6年 

比較 
増減 

令和 
5年 

令和 
6年 

比較 
増減 

令和 
5年 

令和 
6年 

比較 
増減 

建物等による事故 149 131 ▲18 98 84 ▲14 97 85 ▲12 

交通事故 68 66 ▲2 39 35 ▲4 45 42 ▲3 

自然災害 9 2 ▲7 8 1 ▲7 26 1 ▲25 

水難事故 27 24 ▲3 21 18 ▲3 24 19 ▲5 

火災 5 4 ▲1 5 4 ▲1 4 6 2 

機械による事故 7 4 ▲3 4 3 ▲1 3 3 0 

ガス及び酸欠事故 1 0 ▲1 0 0 0 0 0 0 

破裂事故 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

上記以外 112 96 ▲16 70 64 ▲6 62 64 2 

合 計 378 327 ▲51 245 209 ▲36 261 220 ▲41 
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市町別救助活動状況                                （単位：件、人） 

   件数・人員 

 

市町別 

出動件数 活動件数 救助人員 

令和 
5年 

令和 
6年 

比較 
増減 

令和 
5年 

令和 
6年 

比較 
増減 

令和 
5年 

令和 
6年 

比較 
増減 

沼津市 158 133 ▲25 106 85 ▲21 117 85 ▲32 

清水町 16 16 0 11 9 ▲2 11 9 ▲2 

函南町 28 19 ▲9 14 10 ▲4 14 10 ▲4 

伊豆の国市 24 26 2 13 18 5 12 21 9 

伊豆市 44 44 0 26 31 5 29 38 9 

伊東市 101 75 ▲26 69 48 ▲21 70 49 ▲21 

東伊豆町 7 14 7 6 8 2 8 8 0 

その他(高速等) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合 計 378 327 ▲51 245 209 ▲36 261 220 ▲41 

 

対前年度比較事業効果内容 

 函南町、伊豆の国市、伊豆市により構成されていた田方地区消防組合は、平成28年4月1日に4市3町（沼

津市、伊豆市、伊豆の国市、伊東市、函南町、清水町、東伊豆町）の消防本部広域化により駿東伊豆消防

組合として新たに設立され、9年が経過した。 

 駿東伊豆消防本部は、第一方面本部（沼津市、清水町）、第二方面本部（函南町、伊豆の国市、伊豆

市）、第三方面本部（伊東市、東伊豆町）の3方面本部体制として活動した。 

 第二方面本部には、田方北消防署・田方中消防署・田方南消防署・田方南消防署西出張所の3署1出張所

により構成されている。 

 消防本部の広域化により、人員、車両等の相互運用が可能となり、消火活動・救助活動において広域化

による効果が発揮されている。 

 函南町においては、昨年に比べ火災件数が18件から６件に減少し、その内、建物火災においては、９件

から１件に減少した。また、令和６年度は、建物火災が少なかったことから損額額が減少した。 
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（決算書 Ｐ177～Ｐ182）                            主管課 地域安全課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

９款 

消防費 

１項 

消防費 

２目 

非常備消防費 
非常備消防事業 

152,380,862 

(84,144,093) 

一般 56,944,562 

特定 95,436,300 

特定財源の内容 

消防防災施設整備費補助金         （P30）   6,242,000円 
地震・津波対策等減災交付金        （P36）  23,328,000円（27,428,000円の内） 
消防団員退職報償金            （P46）   2,449,000円 
消防団員福祉共済事務費等交付金      （P46）     8,300円 
箱根山御山組合補助金           （P46）    300,000円 
自治総合センターコミュニティ助成事業助成金（P46）   1,000,000円 
静岡県消防協会補助金           （P46）    209,000円 
緊急防災・減災事業債           （P52）  61,900,000円 

施策の成果 

１ 消防団活動  

 ⑴ 消防団員数（定数と現団員数） 

   定数 191人（ 消防団本部及び5箇分団 ）に対し、令和5年度末の退団者28人、令和6年度の入団者25人

により、令和6年4月現在の現団員数は 166人となった。また、令和6年10月に途中退団者があり11月以降

団員数は165人となった。 

（単位:人） 

区分 
団 

長 

副
団
長 

指
導
員 

分
団
長 

副
分
団
長 

部 

長 

班 

長 

団 

員 

計 位置 管轄区域 

本部 
定数 1 4 1     10 16 

 全域 
現数 1 4 5   1 1 3 15 

第1分団 
定数    1 1 5 5 23 35 

仁田 八ツ溝・仁田・大土肥・上沢 
現数    1 1 5 3 21 31 

第2分団 
定数    1 1 5 5 23 35 

丹那 

丹那・畑・軽井沢・ 

田代・鬢之沢・細沢・ 

ダイヤランド・エメラルド 現数    1 1 5 3 17 27 

第3分団 
定数    1 1 5 5 23 35 

大竹 

大竹・桑原・冷川・函南・奴

田場・新幹線・冷川団地・パ

サディナ・ヒューマンヒルズ 現数    1 1 5 3 21 31 

第5分団 
定数    1 1 5 5 23 35 

間宮 
間宮・塚本・肥田・新田・ 

日守 現数    1 1 5 5 21 33 

第6分団 
定数    1 1 5 5 23 35 

柏谷 

柏谷・畑毛・平井・城山・ 

柿沢台・宝蔵台・白道坂・ 

鶴巻・エンブルタウン 現数    1 1 5 2 19 28 

合計 
定数 1 4 1 5 5 25 25 125 191   

現数 1 4 5 5 5 26 17 102 165 

   令和6年度 退団者   20人（消防団退職報償金 3,693,000円） 

   令和7年度 当初入団者 20人（令和7年4月現在の現団員数 165人） 

 ⑵ 火災等出動報告 

   令和6年度中における火災等の出動件数は 11件であった。出動の内訳は火災出動（建物2件、林野3件、

その他4件 計9件（その内非火災3件））水害対応（大雨に伴うパトロール等）2件であった。 

   水害（6.18/11.2） 
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火災等出動状況                                    （単位：人） 

No. 発生年月日 出動等種別 発生場所 
出動人員 

消防団 役場消防隊 

1 4月16日 林野火災 桑原 47 5 

2 6月18日 大雨対応 町内全域 53 8 

3 9月26日 建物火災 白道坂 81 - 

4 10月1日 その他火災（非火災） 肥田 65 - 

5 10月29日 その他火災（非火災） パサディナ 72 - 

6 11月2日 大雨対応 町内全域 10 - 

7 1月18日 その他火災 ダイヤランド 60 - 

8 2月17日 林野火災（非火災） 丹那 71 12 

9 2月23日 その他火災 仁田 70 - 

10 2月27日 林野火災 桑原 58 11 

11 3月11日 建物火災 間宮 83 - 

合 計（延べ出動人員） 670 36 

所属別出動状況                                  （単位：件、人） 

所属名 / 事 項 訓練・その他 火災・警戒 合  計 

本  部 
出動件数 126 10 136 

延べ人員 708 73 781 

第1分団 
出動件数 101 10 111 

延べ人員 864 104 968 

第2分団 
出動件数 95 10 105 

延べ人員 800 120 920 

第3分団 
出動件数 102 10 112 

延べ人員 1,117 127 1,244 

第5分団 
出動件数 113 11 123 

延べ人員 1,056 140 1,196 

第6分団 
出動件数 87 10 97 

延べ人員 613 106 719 

役場消防隊 
出動件数 23 4 27 

延べ人員 181 36 217 

合  計 
出動延べ件数 647 64 711 

延べ人員 5,339 706 6,045 
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出動費年間比較表                                   （単位：円） 

年度 

事項 
令和4年度 令和5年度 令和6年度 

訓練・その他 8,364,000 7,914,000 

8,008,500 

消防団出動報酬：7,737,000 

役場消防隊費用弁償：271,500 

火災・警戒 2,556,000 2,956,000 

1,550,000 

消防団出動報酬：1,478,000 

役場消防隊費用弁償：72,000 

合計 10,920,000 10,870,000 

9,558,500 

消防団出動報酬：9,215,000 

役場消防隊費用弁償：343,500 

 消防団員出動報酬 ：訓練・その他（1,500 円/回）、火災・警戒（2,000 円/回。ただし、出動時間が 2 時

間を超える場合は2時間ごとに2,000円を加算し、1日8,000円が上限。） 

 役場消防隊費用弁償：訓練・その他（1,500円/回）、火災・警戒（2,000円/回） 

 ⑶ 消防団活動実績  令和6年度の消防団の主行事は、次のとおりである。 

  ア 消防団本部 

    本部役員会   定例会議  毎月1回 

    指導部・広報部 定例会議  毎月1回 

    音楽部     定期訓練  毎月2回 

 

 【消防団主要行事】 

4月12日 第１回田方支部団長会及び主任者会議（伊豆市） 

6月30日 函南町水防訓練（町内） 

7月26日 第2回田方支部団長会及び主任者会議（熱海市） 

10月6日 消防防災フェア（川の駅 伊豆ゲートウェイ函南） 

11月3日 秋季全国火災予防週間防火パレード・中継訓練（町内） 

11月16日 静岡県消防大会・消防団員意見発表会（三島市） 

12月8日 第3回田方支部団長会及び主任者会議（伊豆の国市） 

1月12日 函南町消防団出初式（函南中学校体育館） 

2月19日 第4回田方支部団長会及び主任者会議（伊東市） 

2月23日 春季全国火災予防週間防火パレード（町内） 

3月23日 函南町消防団入退団式（函南中学校体育館） 

  イ 消防団分団 

    月4～5回 放水訓練や消防ポンプ自動車及び機器の点検整備を実施。 

    年2回消防水利の点検、その他地区の要請により消火訓練等の指導を実施。
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２ 消防団施設等整備事業 

  消防団の設備や資機材の整備を行うため、静岡県、一般財団法人自治総合センター等の交付金・補助金等

を活用し、主に次の事業を実施した。 

⑴ 消耗品費 （事業費 1,230,870円） 

ア 消防用ホース購入（事業費 561,000円） 

            （県交付金 1/3：187,000円、一般財源：374,000円） 

契約者：株式会社東海消防機材商会 

⑵ 被服費 (事業費 2,925,010円) 

  ア 消防団員用制服等購入（事業費 2,783,220円、交付金対象事業費：2,240,040円） 

              （県交付金 1/3：746,000円、一般財源：1,494,040円） 

契約者：株式会社東海消防機材商会 

⑶ 委託費  

  ア 消防団詰所（第１分団）建替工事監理業務委託（事業費1,602,700円） 

(緊急防災・減災事業債1,600,000円、一般財源2,700円) 

    履行期間  令和6年8月9日～令和7年3月28日 

    契 約 者  株式会社小林建築事務所 

    業務内容  建替工事における全工程の設計監理を行う 

 ⑷ 工事請負費  

ア 消防団詰所（第１分団）建替工事（事業費78,485,000円）（県交付金 1/3：18,119,000円、 

緊急防災・減災事業債60,300,000円、一般財源：66,000円） 

    工  期  令和6年8月2日～令和7年2月27日 

    契 約 者  小野建設株式会社 

    構  造  鉄骨造2階建て（延べ面積121.98㎡） 

    そ の 他  ホースタワー、物置（2基） 

  イ 畑毛地区耐震性貯水槽設置工事（事業費25,586,000円） 

（県交付金2,080,000円 国庫補助金6,242,000円 一般財源17,264,000円） 

工  期  令和6年10月28日～令和7年3月14日 

契 約 者  有限会社竹之内建設 

    施工箇所  畑毛地内（谷戸山運動場） 

    内  容  耐震性貯水槽設置 40m3 2基 

 ⑸ 機械器具費 （事業費1,471,800円） 

ア 小型チェーンソー・パワーカッター等購入 （事業費 1,122,000円） 

                     （コミュニティ助成：1,000,000円、一般財源：122,000円） 

契約者：株式会社東海消防機材商会 

  イ 充電式特殊LEDライト購入 （事業費349,800円） 

（箱根山御山組合補助金：300,000円、一般財源：49,800円） 

    契約者：株式会社東海消防機材商会 

 

３ 消防施設整備 

 ⑴ 消防施設整備費補助金 （事業費5,817,000円） 

             （県交付金 1/3：1,939,000円、一般財源：3,878,000円） 

   地区の消防力の強化を図るため、静岡県の補助事業を活用し、地区内消防施設及び消防機材の整備に対

し補助金を交付した。 

   内 容：⑴ 交付先  仁田区 外21区 

       ⑵ 交付額  5,817,000円 

       ⑶ 町補助率 70％ 
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４ 水防事業  

  台風などの水害による被害の軽減を図るため、次の事業を実施した。 

⑴ 重要水防箇所合同河川巡視 

   国土交通省沼津河川国道事務所主導による管内の一級河川における河川巡視を実施した。 

   日 付  5月26日（月） 

   場 所  日守地区狩野川右岸14.0k、堂川排水機場柿沢川左岸0.6k 

 ⑵ 函南町水防訓練の実施 

   町、消防団、田方北消防署の協働による水防訓練を実施した。 

   日 付  6月30日（日）函南町肥田簡易グランド 

   内 容  土のうの作り方講習、消防団、田方北消防署、役場消防隊による模擬火災中継放水訓練 

 

５ 全国火災予防運動  

 ⑴ 秋季全国火災予防運動（期間 11月9日～11月15日） 

   防火パレード  11月3日（日） 

   参加者     消防団員、田方北消防署員 

 ⑵ 春季全国火災予防運動（期間 3月1日～3月7日） 

   防火パレード  2月23日（日） 

   参加者     消防団員、田方北消防署員 

 

６ 消防ポンプ自動車運転技能講習  

  消防団員の運転技能向上及び安全意識の高揚を図るため、運転技能講習を実施した。 

  日 付  6月1日（土）～6月2日（日）、6月16日（日） 

場 所  田方自動車学校 

  参加者  消防団員13人（各分団3人以内で選出）  

 

７ 消防団応援の店事業  

  令和3年4月1日運用開始 

  令和6年度末時点登録店舗 40店舗(内訳 飲食店：27、観光施設・ゴルフ場：5、小売・サービス業：8） 

 

対前年度比較事業効果内容 

 令和6年度は、前年度に比べ火災件数が減少し、令和6年4月17日から令和6年9月25日までの5カ月以上無

火災が続いたことから、静岡県消防協会田方支部の規定により無火災表彰を受賞した。各分団において

は、平時から火災への備えとして、中継訓練や想定訓練を実施した。 

 新型コロナウイルス感染症の5類感染症移行後、初の消防・防災フェアを川の駅伊豆ゲートウェイ函南で

開催し、1,500人を超える来場者に対して消防団活動をPRすることができた。消防ポンプ車の乗車体験や放

水体験は普段体験することができないことであり、来場者が消防団を身近に感じてくれるいい機会となっ

た。 

 令和5年10月24日に発生した畑毛フジタウン建物火災を教訓に耐震性貯水槽を設置し、水の確保が可能と

なり、有事の際の消火活動に備えた。また、火災等の災害時に使用するホースや照明資機材等の装備品、

チェーンソーやエンジンカッターなどの救助資機材を静岡県の交付金や一般財団法人自治総合センター、

箱根山御山組合の助成金等を活用し整備を行った。また、計画的に実施をしてきた詰所の建替えについ

て、令和6年度は第1分団の詰所の建替えを行い、団員の安全確保に努めた。次年度以降も継続的な環境整

備に努めていく。 

 そのほか、令和6年度は4名に対して消防ポンプ車の運転に必要な準中型免許の取得にかかる費用の補助

を実施した。今後も、新たに入団する団員に対して消防団活動を円滑に行ってもらえるよう、継続した補

助を実施していく。 
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（決算書 Ｐ181～ Ｐ184）                             主管課 地域安全課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

９款 

消防費 

１項 

消防費 

３目 

災害対策費 
災害対策事業 

47,915,297 

(50,904,760) 

一般 26,756,723 

特定 21,158,574 

特定財源の内容 

地震・津波対策等減災交付金             （P36） 4,100,000円（27,428,000円の内） 
ふるさと納税寄付金（安心・安全及び防災）       （P40）10,448,000円 
市町村振興協会地震・津波対策事業交付金       （P46）   360,000円（   821,000円の内） 
防災ラジオ販売代金                 （P46）  160,000円 
全国町村会災害対策費用保険金            （P48）  990,574円 
防災対策事業債                   （P52） 5,100,000円 

施策の成果 

１ 災害対策事業 

  大規模地震災害等に備えるため、防災拠点施設・防災資材整備等の実施及び施設・機器の維持管理を実施

するとともに、自主防災組織等に対する助成をすることにより防災体制の強化を図った。 

 ⑴ 需用費 

ア 消耗品費 (事業費7,806,734円)の内 

   (ｱ) ＭＣＡ無線機用電池パック購入 （事業費 595,650円） 

      契約者：静岡無線サービス株式会社 

   (ｲ) 救護所用医療資材購入 （事業費 3,212,000円） 

                 （県交付金 1/3：1,070,000円、市町村振興協会：356,000円、 

一般財源：1,786,000円） 

      救護所(庁舎、農村環境改善センター)に配備してある医療資機材のうち、更新が必要な資機材（ 

庁舎）の更新を実施した。 

      契約者：サンコー薬品株式会社静岡営業所 

   (ｳ) 災害対策用排水ポンプパッケージ用排水ホース購入（事業費756,800円） 

      契約者：株式会社第一テクノ 静岡営業所 

  イ 燃料費 （事業費1,008,267円)の内 

   (ｱ) 非常用発電機燃料取替 （事業費 990,000円） 

      契約者：株式会社二和工業商会 

  ウ 食糧費 （事業費2,353,320円) の内 

   （県交付金 1/3：784,000円、一般財源：1,569,320円) 

    災害に備え中期的避難者用の食料を計画的に備蓄・更新した。 

   (ｱ) 備蓄用食料購入 

      契約者：株式会社平和防災産業 

      購入品：マジックライス6,000食（うちアレルギー対応1,000食）、クラッカー1,800食 

  エ 修繕料 （事業費3,390,200円) の内 

   (ｱ) 同時通報無線子局バッテリー交換修繕 （事業費 2,310,000円） 

      契約者：有限会社榎本無線 

   (ｲ) 非常用発電設備ディーゼルオイル等交換修繕 （事業費660,000円） 

      契約者：平井工業株式会社 

  オ 被服費 （事業費935,484円) の内 

   (ｱ) 職員用防災服及びヘルメット購入 （事業費 907,500円） 

      契約者：株式会社東海消防機材商会 
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⑵ 役務費 

  ア 手数料 受講料 （事業費486,484円) の内（県交付金 1/2：234,000円、一般財源：252,484円） 

   (ｱ) ドローンスクール受講料 （事業費440,000円) 

      契約者：株式会社東部自動車学校 

災害発生時にドローンを活用するための人材育成として、国家資格を取得させ、情報収集力の強

化を図った。 

  イ 補償費保険料 災害対策用保険料 （事業費1,003,178円）の内 

   (ｱ) 全国町村会災害対策費用保険 保険料分担金 （事業費929,498円） 

      災害救助法の適用を受ける手前の風水害や土砂災害などの自然災害またはその恐れが高まった場

合に、町の避難情報の発令後の避難所の設置等に係る費用に対する保険に加入した。 

      高齢者等避難を発令した場合は50％、避難指示を発令した場合は100％の保険金が支払われる。 

     ａ 保険の対象 

       ａ避難所の設置、ｂ炊き出しその他による食品の供与、ｃ飲料水等の供給、ｄ被服、寝具その

他の生活必需品の給与又は貸与、ｅ医療及び助産、ｆ学用品の給与、ｇａ～ｆに関する救助の

ための輸送費、ｈ応急救助費(職員時間外勤務手当、消防団員出動費など) 

     ｂ 保険の種類 プランＣ（年間支払限度額 5,000,000円） 

ｃ 保険金 1,000,000円 

 ⑶ 委託費 

  ア 物品管理委託 (事業費5,688,100円) の内 

   (ｱ) 全国瞬時警報システム保守管理業務委託 （事業費572,000円） 

      契約者：有限会社榎本無線 

   (ｲ) 防災行政無線局保守管理業務委託 （事業費3,113,000円） 

      契約者：有限会社榎本無線 

   (ｳ) ＭＣＡ無線設備保守点検業務委託 （事業費369,600円） 

      契約者：静岡無線サービス株式会社 

   (ｴ) 非常用発電設備保守点検業務委託 （事業費583,000円） 

      契約者：平井工業株式会社 

   (ｵ) 緊急時用浄水装置等保守点検業務委託 （事業費660,000円） 

      契約者：大学産業株式会社 静岡営業所 

  イ 事務事業委託 （事業費531,300円） 

   (ｱ) 気象防災アドバイザー業務委託 （事業費495,000円） 

      契約者：株式会社ハレックス 

   (ｲ) 家具転倒防止器具設置業務委託 （事業費36,300円） 

                     （県交付金 1/3：12,000円、市町村振興協会：4,000円、 

一般財源：20,300円） 

      契約者：有限会社大隅建設 

 ⑷ 使用料及び賃借料 

  ア 使用料  

   (ｱ) 住民・職員向けメール配信システム使用料 （事業費 1,639,000円） 

      契約者：バイザー株式会社 

年度 
項目 

令和4年度 令和5年度 令和6年度 
対前年度 
増減数 

対前年度 
増減率 

メール登録件数 5,263 5,123 5,073 ▲50 0.99 

LINE登録件数 774 2,156 3,155 999 1.46 

合計 6,037 7,279 8,228 949 1.13 

    ※ 令和4年12月より町公式LINE導入 

 

 

 

58



 ⑸ 工事請負費 

  ア 工事請負費 (事業費7,615,300円) の内 

   (ｱ) 戸別受信機デジタル化整備工事 （事業費 415,800円） 

                     （県交付金 1/3：138,000円、一般財源：277,800円） 

      同報無線を受信する戸別受信機を計画的に更新した。 

      契約者：有限会社榎本無線 

   (ｲ) 指定避難所非常用発電設備自動始動搭載盤交換工事 （事業費6,930,000円） 

      契約者：平井工業株式会社 

 ⑹ 備品購入費 

  ア 機械器具費 (事業費992,673円) 

(ｱ) 要配慮者用簡易トイレ購入 （事業費214,500円） 

      契約者：株式会社平和防災産業 

   (ｲ) 災害対策用資機材購入（ワンタッチイベントテント、ユニテント）（事業費：778,173円） 

      契約者：旭産業株式会社 沼津営業所 

 ⑺ 負担金補助及び交付金 

  ア 負担金 

(ｱ) 静岡県防災ヘリコプター運航連絡協議会負担金 （負担金 1,610,000円） 

      県内の火災、救助、救急等の有事の際に緊急運航する静岡県防災航空隊（静岡県内29市町で構成

（静岡市、浜松市、島田市、牧之原市、吉田町、川根本町を除く）へ負担金を支出した。 

  イ 補助金  

   (ｱ) 自主防災組織整備事業費補助金 （事業費4,091,000円） 

      資機材（事業費2,610,000円）（県交付金 1/3：870,000円、一般財源：1,740,000円） 

      運営費（事業費1,481,000円）（県交付金 1/3：493,000円、一般財源：988,000円） 

      自主防災組織が購入する資機材の整備に加え運営を補助し、組織の機動力の強化を図った。 

      補助内容：（資機材） 対象組織：仁田区自主防災組織外14組織 

      補助内容：（運営費）対象組織：仁田区自主防災組織外30組織 

 
２ 各種防災訓練の実施状況  
  大規模地震、大雨等による土砂災害等を想定とした実践的な訓練を実施し、発災後の対応力の強化を図っ

た。 
 ⑴ 情報伝達・参集訓練 
   日 時：4月23日(火) 6:50～7:44 
   会 場：函南町役場大会議室 
   目 的：大規模地震発生時の職員の情報伝達訓練及び参集訓練により、初動体制の確認 
   内 容：ア 災害時等情報伝達ルート(各課緊急連絡網による電話)、緊急連絡/安否確認システム（職

員一斉配信システム）による情報伝達訓練 
       イ 災害対策本部 参集訓練、初動体制確立訓練 
         参加者：町職員 255人（特別職含む） 
 ⑵ 土砂災害対応等防災訓練 
   日 時：6月2日(日) 9：00～12：00 
   会 場：役場大会議室、日守公民館、第1浄水場、役場駐車場 
   目 的：土砂災害から大切な生命・財産を守るためには、住民が“自らの命は自らで守る”という意識

を持ち、土砂災害に対する防災意識の高揚を図る必要があるため、日守区と連携した避難誘
導訓練を実施後、応急手当講習会や土砂災害の基礎講義により、土砂災害から身を守るため
の自助、共助、公助の取組みを確認することを目的に訓練を実施 

   内 容：ア 緊急連絡/安否確認システム（職員一斉配信システム）による送受信訓練 
       イ 各自主防災組織とのＭＣＡ無線を使用した通信訓練 
       ウ 日守地区における避難誘導訓練 
        (ア)  応急手当講習会 
        (イ)  土砂災害の基礎講義座学 
       エ ドローン操作訓練 
       オ 応急給水訓練 
   参加者：町職員 260人（特別職含む） 
 
 

59



 ⑶ 函南町総合防災訓練 
   日 時：8月25日(日) 7:30～11:30 
   目 的：南海トラフ巨大地震等の大規模地震災害が発生した際の、災害対策本部の設置及び各地区自主

防災との連携強化、災害情報の収集及び伝達体制等の強化 
       また、指定避難所開設・運営訓練や簡易トイレ設営訓練等を実施し、知識及び技術の習得 
       参加者：町職員 259人（特別職含む） 

  【訓練会場】 

  ア 災害対策本部運営訓練      ：大会議室 

  イ 応急危険度判定訓練       ：桑村小学校 

  ウ 指定避難所開設・運営訓練    ：桑村小学校 

  エ 簡易トイレ設営訓練       ：桑村小学校 

  オ ＥＶを活用した非常用電源設置訓練：桑村小学校 

  カ 救護所開設・運営訓練      ：函南町保健福祉センター 

  キ ドローン操作・映像配信訓練   ：桑村小学校・川の駅 

ク 大規模断水対応訓練       ：本庁舎 大会議室 

  ケ 災害ボランティア本部設置・運営訓練：桑村小学校 

  コ アマチュア無線情報伝達訓練   ：町内 

  サ 各自主防災組織訓練       ：各地区 

  【訓練内容】 
  ア 災害対策本部運営訓練 
    突発的な大規模地震発生時の訓練として、本庁舎大会議室に災害対策本部を立上げ、初動等の本部運

営訓練を実施するとともに、各区自主防災組織とのMCA無線を使った情報伝達訓練を実施した。 

   (ア) 緊急連絡／安否確認システム（職員一斉配信システム）送受信訓練 

   ( イ ) 職員非常参集訓練 

   (ウ) 災害対策本部立上げ 

   (エ) 各区自主防災組織とのMCA無線を使った情報伝達訓練 
  イ 応急危険度判定訓練 
    函南町（都市計画課）と町内の応急危険度判定士が協力し、指定避難所である桑村小学校の応急危険

度判定の訓練を実施した。 
ウ 指定避難所開設・運営訓練 

    感染症に対応した避難所の開設運営訓練を桑村小学校で実施し、地元自主防災組織(桑原区、大竹区、
冷川区、函南区、パサディナ区、ヒューマンヒルズ区)と連携し、避難所開設までの流れの確認及び
防災倉庫資器材等を確認し、初動の受入れ等の対応を自主防災組織と共に検証した。 

  エ 簡易トイレ設営訓練 
衛生面、健康面を考慮した被災 者の安心安全な避難生活を確保するため指定避難所に保管されてい
るトイレ用資器材の利用方法や設置場所、排せつ物の処分の対応などを正しく理解するための訓練を
実施した。 

  オ ＥＶを活用した非常用電源設置訓練 
    災害時に電気が使えないことを想定した中で、町所有の電気自動車の電気を利用し、避難所等で使用

するための電源設置訓練を実施した。 
  カ 救護所開設・運営訓練 
    函南町（健康づくり課）、医師会、歯科医師会、薬剤師会が協力し、保健福祉センターに救護所に開

設し、２次トリアージの勉強会・意見交換を実施した。 
  キ ドローン操作・映像配信訓練 

ドローンの免許取得者やドローン隊（町消防隊）の他、災害時現場状況の把握が求められる職員に対
し、基本操作や技術の向上及び活用方法等の整理を目的に訓練を実施した。 

  ク 大規模断水対応訓練 
    大規模断水時に的確な情報を発信し、施設や管路異常に対応するなどの対応手順を確認することによ

り町民に対する安心・安全なライフラインの確保を目的として訓練を実施した。 
  ケ 災害ボランティア本部設置・運営訓練 
    函南町(福祉課)と社会福祉法人 函南町社会福祉協議会が協力し、函南町災害ボランティア本部を設

置し、運営等について検証を行った。 
  コ アマチュア無線情報伝達訓練 
    函南町と函南町ボランティア・アマチュア無線クラブが協力し、災害時における迅速かつ的確な情報

の収集伝達のため、職員の無線操作方法の確認などを実施した。 
  サ 各自主防災組織訓練 
    防災の日に合わせた各自主防災組織の訓練を実施した。 
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 ⑷ 函南町地域防災訓練 

   日 時：12月1日(日) 8:00～12:00 

   目 的：南海トラフ巨大地震等の大規模地震災害が発生した際の、指定避難所開設運営訓練及びやすら

ぎ西公園内にある防災ベンチや資機材の使用方法の知識や技術の習得を図る。また、警察署、

医療関係者及び葬祭事業者と連携した遺体収容所開設・運営訓練を実施し、町と関係機関と

の協力体制の強化・知識の向上を目的とする。その他、ＭＣＡ無線等による情報伝達訓練を

通じて、関係者及び各地区自主防災組織との連携強化、情報収集及び伝達体制の強化 

   参加者：町職員254人（特別職含む） 

  【訓練会場】 

  ア 情報伝達訓練         ：本庁舎 大会議室他 (各自主防災組織との情報伝達等) 

  イ 指定避難所開設・運営訓練   ：函南中学校 

    防災ベンチ活用・資機材確認訓練：やすらぎ西公園 

    応急措置訓練         ：やすらぎ西公園 

  ウ 遺体収容所開設・運営訓練   ：函南町体育館 

  エ 下水道広域被害対応訓練    ：本庁舎内外 

  オ アマチュア無線情報伝達訓練  ：町内 

  カ 自主防災組織防災訓練     ：各地区 

  【訓練内容】 

  ア 情報伝達訓練 

   (ア) 自主防災組織との情報伝達訓練 

     各自主防災組織に貸与しているＭＣＡ無線を活用し、通信訓練を実施した。(町職員と自主防災組

織との通信) 

   (イ) 緊急連絡／安否確認システム（職員一斉配信システム）送受信訓練 

     緊急連絡／安否確認システム（職員一斉配信システム）を活用し送受信訓練を実施した。 

   (ウ) 町内在留者への情報伝達訓練 

     緊急速報メールを活用し、町内在留者への情報伝達を実施した。 

  イ 指定避難所開設・運営訓練 防災ベンチ活用・資機材確認訓練 

   (ア) 指定避難所開設・運営訓練 

感染症に対応した避難所の開設・運営訓練を間宮区の自主防災組織と連携し、函南中学校で実施し

た。また、避難所開設までの流れの確認及び防災倉庫資機材等を確認し、初動の受入れ等の対応を

自主防災組織と共に検証した。 

   (イ) 防災ベンチ活用・資機材確認訓練 

     やすらぎ西公園にある、防災ベンチの活用及び防災倉庫資機材の使用方法を確認した。 

   (ウ) 応急措置訓練 

     災害時、家屋の倒壊や家具の転倒等により重傷者が発生した場合を想定し、女性消防団員による救

命救急講習を実施した。 

  ウ 遺体収容所開設・運営訓練 

    町と警察、医療関係者及び葬祭事業者が協力・連携し、受付から遺体収容までの流れを確認した。 

  エ 下水道広域被害対応訓練 

     地震や台風などによる停電や土砂災害等により下水道施設に支障が出たことを想定し、職員の対応能

力の向上を図るため、災害時の初動訓練、主要幹線管きょ確認訓練及び仮設トイレ設置場所等検討訓

練を実施した。 

   オ アマチュア無線情報伝達訓練 

     函南町と函南町ボランティア・アマチュア無線クラブが協力し、災害時における迅速かつ的確な情報

の収集伝達のため、無線の操作方法などを確認した。 

  カ 自主防災組織防災訓練 

    地域防災の日に合わせた各地区の自主防災訓練（避難誘導訓練、消火訓練、資機材確認等） 
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 ⑸ 函南町災害対策本部運営訓練 
   日 時：2月7日（金） 13：00～16：30 
   目 的：南海トラフ巨大地震等の大規模地震災害が発生した際の災害対策本部運営について、災害情報

の入手から対策指示、対策実行状況の報告までの一連の活動について、実災害において的確
に行動できる体制を確立し、問題点を明らかにして解決策を見出すとともに今後の函南町災
害対策本部運営の改善につなげる 

   参加者：63人（町職員39人、県職員17人、防災関係機関7人） 
   会 場：役場大会議室 
  【訓練内容】 
  ア 災害対策本部の円滑な運営の検証 
   (ア) 災害対策本部の運営 
     情報収集・情報トリアージ・対策立案などの本部体制（役割）を確認した。 
   (イ) 対策の意思決定 
     重要事項の確認、決定に係る協議、本部会議の開催方法、手順の確立を検証した。 
   (ウ) 的確な広報活動の実施 
     報道関係:記者提供資料作成要領の確認をした。 
     住民関係：情報集約・資料作成・発信方法、手順の確認を実施した。 
  イ 函南町の課題事案への対策についての検証 
   (ア) 大規模断水への対応 
     大規模で広範囲な断水を想定し、新たな第1浄水場等を活用した給水支援対応を検証した。 
   (イ) 複合的な災害への対応 
     大地震の発生に加えて豪雨などの水害による被害など、複合的に発生した災害への対応を検証した。 
   (ウ) 孤立集落への対応 
     土砂災害や落橋等により孤立が想定される地区への対処を検証した。 
   (エ) 災害時のＳＮＳ等情報への対応 
     正確な情報の把握と、偽・デマ等の情報への対応を検証した。 

 

３ 研修会の開催  

  自主防災組織の育成及び関係機関の職員の防災知識、意識の高揚を図るため、研修会を実施した。 

⑴ ＭＣＡ無線機操作講習会 

   日 時：5月23日(木)  19：00～20：00 

   場 所： 函南町役場2階 大会議室 

   内 容： ＭＣＡ無線機の使用方法研修 

   参加者： 各自主防災組織役員(区長・防災委員等) 

 ⑵ 職員防災勉強会 

   日 時：8月23日（金） 9：00～10：00（入庁２～５年目職員対象） 

10：00～11：55（新規採用職員対象） 

   場 所：函南町役場2階 大会議室 

   内 容：（入庁２～５年目職員対象） 

防災資機材（ワンタッチパーテーション等）の設置、災害対策本部配置図を使用した本部設

置訓練 

（新規採用職員対象） 

ＭＣＡ無線・防災行政無線機の使用方法及び無線機を使用した災害現場から災害対策本部へ 

の状況報告訓練、防災服着用のレクチャー、日直業務に関する基礎知識 

   参加者：一般事務職員 32人（入庁5年目以内：18人／新規採用職員：14人） 

 

４ 無線従事者の養成  

  町防災行政無線（移動系）や防災相互無線、アマチュア無線の交信に必要な資格を取得し、無線に関する

専門知識を習得することにより、防災力の向上を図った。 

  また、函南町ボランティア・アマチュア無線クラブが実施するロールコールに参加し、無線技術の向上を

図った。 

⑴  第二級陸上特殊無線技士 

    新規取得者 4人（男性：3人、女性：1人）（累計 90人） 

⑵  第四級アマチュア無線技士 

    新規取得者 3人（男性：3人）（累計17人） 
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５ 防災出前講座の実施  

  地震災害、土砂災害、風水害に対する基礎知識、対策について防災出前講座を開催し、地域防災力の向上

を図った。 

  〔参加者・団体内訳〕 

   ⑴ 地区(各地区自主防災会役員、隣組組長)            5地区     231人 

   ⑵ 団体(民生児童委員協議会、社会福祉協議会、チャレンジ大学等) 6団体     137人 

   ⑶ 小学校(児童)出前講座                    4学校     389人 

   ⑷ 中学校(生徒)出前講座                    2学校     292人 

                               合計    17団体     1,049人 

 

６ 地震体験車による地震体験の実施  

  小中学校における出前講座において、地震体験車により地震の怖さを学ぶことで、日ごろからできる地震

対策について考えるきっかけづくりを行い、防災意識の向上を図った。 

 ⑴ 函南小学校出前講座  5月2日（木） 

⑵ 桑村小学校出前講座  7月5日（金） 

 ⑶ 東小学校出前講座 10月3日（木） 

⑷ 西小学校出前講座   11月12日（火） 

⑸ 函南中学校出前講座  1月20日（月） 

 

７ 学校防災連絡会議への参加  

  「静岡県防災教育推進委員会設置要綱」及び「静岡県防災教育推進委員会地域部会及び連絡会議」に基づ

く学校防災連絡会議に出席し、町の防災計画・避難所の運営方法等、町の防災対策について説明し、地域

の防災力の向上を図った。 

 

参加学区一覧                                       （単位：人） 

日 程 校 区 参加者 内  容 参加人数 

7月4日 

函南中学校(函南小・西

小・函南中・田農高(沼

津特別支援学校含)・春

光幼・みのり幼・間宮

幼・西部保) 

 
・自主防災会役員 

・教職員 

・学校教育課職員 

・地域安全課職員 

・学校防災計画について 

・町の防災対策について 

・避難所運営について 

27 

7月8日 
丹那小学校(丹那小・丹

那幼) 
16 

7月16日 
東中学校(東中・東小・

自由ヶ丘幼) 
29 

7月18日 
桑村小学校(桑村小、二

葉こ) 
17 

合 計 89 

 

８ 駿豆線沿線地域活性化協議会 防災部会  

  「駿豆線沿線地域活性化協議会災害時等における協力に関する協定書」に基づき、災害時における駿豆線

沿線市町の協力体制を確立し、駿豆線の旅客避難及び地域住民への情報提供の円滑な実施に万全を図るた

め、意見交換、合同訓練を実施した。 

 ⑴ 参加団体：函南町、三島市、伊豆の国市、伊豆市、伊豆箱根鉄道株式会社、静岡県 

 ⑵ 防災部会：年2回開催 

 ⑶ 合同訓練： 12月5日（木）第1回情報伝達訓練（衛星電話通信訓練、FUJISANシステム入力訓練） 

          3月26日（水）旅客避難誘導訓練（大場駅から函南中学校への避難） 

第2回情報伝達訓練（県防災行政無線FAX、FUJISANシステム入力訓練） 
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９ 東海道五十三次災害時相互応援協定  

  「東海道五十三次災害時相互応援協定」に基づき、災害時における協力体制を確立するために、情報伝達

訓練を実施した。 

 ⑴ 参加団体：函南町、品川区、大田区、横浜市、大磯町、小田原市、箱根町、三島市、清水町、長泉町、

藤枝市、掛川市、袋井市、豊明市、桑名市、鈴鹿市、亀山市、甲賀市、湖南市、草津市、

大津市 

 ⑵ 防災会議：2月13日（木）web会議 

 ⑶ 合同訓練：2月13日（木）県防災無線等ＦＡＸ通信訓練 

 

10 防災会議 

  国の防災基本計画、県地域防災計画の変更に基づき、函南町防災会議を開催し、町独自の修正を含め、町

の地域防災計画の修正を実施した。 

  防災会議：3月10日（月） 

 

11 気象情報に係る災害対応状況 

  台風の発生や気象警報等の発表に対応し、町職員や消防団員等の人員を配備し、災害に備えるとともに被

害に対し迅速に対応することにより、被害を最小限に抑え町民の生命と財産の保全に努めた。 

対応状況 

日 程 気象警報等 配備体制 対応状況 

6月18日(火) 

～19日(水) 

大雨(土砂災害・浸水害)・洪

水警報、雷注意報 

 

「土砂災害警戒情報」発表 

 

町全域「高齢者等避難」発令 

第2次配備 

（警戒体制） 

排水ポンプパッケージによる

河川への排水 

狩野川放水路開放 

指定避難所開設(函中、環境

改善、桑村小、保健センタ

ー) 

避難者7世帯9名(函中)、4世

帯7名(保健福祉センター)の

11世帯16名 

排水機場稼働 8箇所 

樋管等稼働  16箇所 

8月29日(木) 

～9月1日(日) 

大雨(土砂災害・浸水害)・洪

水警報、雷注意報 

 

「土砂災害警戒情報」発表 

 

町全域「高齢者等避難」発令 

第3次配備 

（警戒本部体制） 

狩野川放水路開放 

指定避難所開設(函中、農

村、桑村) 

避難者4世帯6名(函中) 

排水機場稼働 7箇所 

樋管等稼働  1箇所 

11月2日(土) 大雨(浸水害)・洪水警報 
第1次配備 

（情報収集体制） 

排水機場稼働 4箇所 

樋管等稼働  2箇所 
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12 南海トラフ地震臨時情報 

  南海トラフ地震臨時情報は、運用から初めての発表となり、函南町地域防災計画及び職員災害時活動マニ

ュアルに基づき対応した。 

対応状況 

日 時 発 表 等 配備体制 対応状況 

8月8日(木)16時43分 

      17時00分 

 

      19時15分 

 

8月15日(木)17時00分 

日向灘震源の地震発生 

南海トラフ地震臨時情報（調査

中）発表 

南海トラフ地震臨時情報（巨大

地震注意）発表 

南海トラフ地震臨時情報（巨大

地震注意）の特別な呼びかけ終

了 

第2次配備 

（警戒体制） 

メール、LINEの発

信、HP掲載 

1月13日(月)21時19分 

       21時55分 

 

       23時45分 

 

日向灘震源の地震発生 

南海トラフ地震臨時情報（調査

中）発表 

南海トラフ地震臨時情報（調査

終了）発表 

第1次配備 

（情報収集体制） 

メール、LINEの発

信、HP掲載 

 

13 自衛官募集事務 

  自衛官の募集について、広報誌への募集案内の掲載や自衛隊静岡地方協力本部三島募集案内所が実施する

広報活動（自衛隊採用制度説明会）に協力した。 

  自衛官採用制度説明会 

  ⑴ 7月24日（水） 役場庁舎1階 東側玄関付近 

  ⑵ 8月4日（日） 知恵の和館1階 ギャラリーコーナー 

  ⑶ 8月10日（土） 知恵の和館1階ギャラリーコーナー 

 

対前年度比較事業効果内容 

南海トラフ・相模トラフ巨大地震などの地震や台風、豪雨による浸水・土砂崩壊から被害の軽減を図る

ため、様々な対策を行った。 

ハード面では、戸別受信機のデジタル化整備の更新・整備を行い情報伝達の強化を図った。 

なお、同報系防災行政無線（同報無線）については、令和3年度にデジタル化整備が完了したため、点

検・整備等の維持管理に努めるとともに、同報無線の難聴対策として防災ラジオを希望する町民へ販売

し、より一層の情報伝達の強化を図った。 

その他にも、防災資機材及び備蓄食料等の更新・整備や自家用発電設備、無線設備等の適切な維持管理

に努めた。 

ソフト面では、感染症対策に対応した避難所開設運営訓練の実施や自主防災組織と連携した避難誘導訓

練を実施するとともに、各課主体での訓練や消防団等の防災関係機関と連携した訓練を実施し、関係団体

との連携及び情報収集、伝達体制の強化を図った。 

また、防災出前講座や小中学校の防災連絡会議において、防災の基礎知識等を周知し、地域防災力の向

上を図った。 
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主要な施策の成果と予算執行状況報告書 

 

（一般会計） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

企 画 財 政 課 
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（決算書 Ｐ59～Ｐ62）                             主管課 企画財政課 

科     目 事業名称 事業費（円） 財源内訳（円） 

２款 

総務費 

１項 

総務管理費 

１目 

一般管理費 
企画調整事務事業 

3,882,961  

(18,090,511) 

一般     3,587,053 

特定     295,908 

特定財源の内容 

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金返還金（P48）     295,908円 

 

施策の成果 

１ 企画調整・秘書 

⑴ 行政運営を円滑にするため庁内の各種調整を行った。 

⑵ 近隣市町と協力し、各団体に要望活動を行った。 

⑶ 近隣市町との各種協議会などを通して意見交換を行い、行政課題など積極的な検討・調整を行った。 

⑷ 各種新聞等により町の広報宣伝を行うとともに各種団体の慶弔などの交際儀礼を行った。 

  交際費 21件169,653円（会費15件、慶弔費2件、賛助会費4件） 

 ⑸ 町長の公務に係る運転業務を行った。 

 ⑹ 町長の定例記者会見を行った。 

 

２ 財政 

⑴ 予算編成 

令和6年度は、第六次函南町総合計画後期基本計画3年目として、将来都市像「環境・健康・交流都市

函南」の実現に向け、環境・健康・交流の3つの政策分野に定められた6つの柱の各分野において行政効

果が最大限に発揮できるような予算編成を行った。 

 ⑵ 健全化判断比率等 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律により健全化判断比率等を求め、監査委員への審査を依頼し、

将来負担比率や実質公債費比率などの比率がいずれも適正となるよう健全な財政運営を行った。 

 ⑶ 地方公会計財務書類等作成（事業費 2,145,000円 内企画財政課分1,024,608円） 

固定資産台帳の更新、財務書類の作成及び分析業務を専門的な知識、経験を有する業者に委託すること

で、財務書類の早期完成、精度の向上を図るとともに分析結果を行財政運営へ活用した。 

   地方公会計財務書類等作成支援・分析業務委託 

   契約業者 LPAパートナー株式会社 

 

３ まち・ひと・しごと創生総合戦略（2年間の延長） 

  令和2年3月に策定した第2期函南町まち・ひと・しごと創生総合戦略が令和6年度をもって計画期間満

了となったが、第六次函南町総合計画の計画期間との整合性を図るため、計画期間を2年間延長した。 

  延長に伴い、数値目標は変更していないが、既に目標達成しているものについてはKPIの見直しを行った。 

 

４ 企業版ふるさと納税（地域再生計画） 

  企業版ふるさと納税を受けるために計画策定を行っている地域再生計画について、地方創生応援税制が令

和6年度をもって終了し、令和7年度税制改正の大綱により同税制の期間が3年間延長されたことを受け、

計画期間等の延長を実施した。 
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企業版ふるさと納税寄附金額             （単位：件、円） 

年度 件数 寄附金額 

令和4年度 1 5,000,000 

令和5年度 1 2,000,000 

令和6年度 3 5,200,000 

 

５ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金償還金 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴い、令和4年度新型コロナウイルス感染症対応地方

創生臨時交付金の一部を静岡県に返還した。 

 ⑴ 公衆浴場等エネルギー価格高騰対策支援金 3件 

   返還金額 459,545円 

 ⑵ 民営水道事業者等電気料金高騰支援金 1件 

   返還金額  18,181円 

 

対前年度比較事業効果内容 

町長秘書業務及び町の交際儀礼等日常業務を迅速に進めるとともに、健全な町財政運営を行った。また交

際費の支出状況の公表に向け、約 15 年ぶりに交際費の支出基準を見直し、社会通念上適正なものとなるよ

う図った。 

令和 6 年度の当初予算額は、13,728,000 千円で、前年度比10.1％の増額となり、計6 回の補正予算によ

り、予算総額は15,416,268千円(繰越明許費168,779千円及び事故繰越35,489千円を含む。)で、前年度比

7.2％の増額となった。 

また、デフレ完全脱却のための総合経済対策における物価高騰支援予算として、補正予算を組み、きめ細

かい予算を編成したことで、価格高騰の影響を受けた住民の支援につなげることができた。 

毎月第4火曜日を原則として、町長の定例記者会見（12回）と臨時記者会見（1回）を実施し、報道機関

等へ合計で170件の情報提供を行うなど、広く町内外への情報発信に努めた。 

第2期函南町まち・ひと・しごと創生総合戦略が計画期間満了となるが、第六次函南町総合計画の計画期

間との整合性を図るため、計画期間を2年間延長した。また、企業版ふるさと納税を受けるための地域再生

計画について、税制改正の大綱により同税制の期間が3年間延長されたことを受け、延長を行った。 
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（決算書 Ｐ61～Ｐ64）                             主管課 企画財政課 

科     目 事業名称 事業費(円）   財源内訳（円） 

２款 

総務費 

１項 

総務管理費 

２目 

文書広報費 
文書広報事務事業 

20,075,040  

(18,597,981 ) 

一般   19,405,040 

特定    670,000 

特定財源の内容 

 自衛官募集事務委託金（P32）   30,000円 

広告掲載料     （P46）  640,000円（760,000円の内）  

 

施策の成果 

１ 広報かんなみの発行（事業費 8,517,460円） 

町からのお知らせ等を発信するため、広報紙を作成し毎月(4 月から 3 月)発行した。広報かんなみの内容

として、行事カレンダー、休日当番医、夜間診療医、文芸散歩(俳句・川柳・短歌など)を掲載した。 

 ⑴ 広報かんなみ印刷製本費  5,329,351円 

   契約業者 アサダ印刷株式会社 函南営業所 

 ⑵ 隣組数（配布委託世帯数）580組（9,405世帯）  2,912,109円（配布手数料） 

   契約業者 公益社団法人 静岡県シルバー人材センター 

 ⑶ アパート等郵送世帯数  796世帯  276,000円（郵便料） 

 ⑷ 配架場所 

 公共施設：11箇所  コンビニエンスストア：16箇所  その他の施設：12箇所 

 

２ 町民カレンダーの発行（事業費 2,271,500円） 

  令和7年版町民カレンダーを13,500部作成し、町内各世帯に配布した。町民カレンダーは、函南町の文化、

自然、風景などの写真を一般公募し、応募作品の中から12点を選んで作成し、町内医療施設等の案内図や医

療機関、公共施設の電話番号を掲載した。 

 ⑴ 町民カレンダー製作業務委託料 

契約金額 2,255,000円 

   契約業者 アサダ印刷株式会社 函南営業所 

 ⑵ 写真応募者用図書カード 33名（応募総数82点） 16,500円 

 

３ 有線放送施設整備補助金（事業費 1,654,000円） 

各地区が情報伝達するための放送施設整備の充実と円滑な運営を図るため、有線放送施設整備補助金とし

て6地区に7件の補助を行った。整備内容は、ケーブル交換、放送設備更新、スピーカー更新、鋼管柱の建

て替え等であった。 

補助金交付実績                           （単位：円） 

地区名 対象経費 補助金額 

パサディナ区 58,300 29,000 

冷川区 23,650 11,000 

平井区① 89,980 44,000 

柏谷区 2,057,000 1,000,000 

軽井沢区 185,680 92,000 

平井区② 635,580 317,000 

大土肥区 322,080 161,000 

合 計 3,372,270 1,654,000 
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４ エフエム番組制作委託（事業費 7,105,560円） 

  FM みしま・かんなみ(ボイスキュー)に、広報紙の内容のお知らせやイベント情報などの放送を委託した。

1週間の放送割り振りは、平日は3分番組を3回、これに加え火曜日と木曜日は3分番組を2回、また土曜

日と日曜日は3分番組を1回放送した。 

また、ピックアップしたい情報を提供し、20秒スポットCMを毎月作成委託をし、月間50回の放送を実施

した。 

 

５ SNS等を活用した情報発信 

  町が公式で開設しているSNS（マチイロ、Facebook、Instagram、LINE）を運用し、SNSが持つ即時性や拡

散性を活かし町の情報発信ツールの１つとして、情報発信を実施した。 

マチイロでは広報かんなみのアプリ配信、Facebook、Instagram では函南町の「今」や「魅力ある写真」

の配信、LINEでは函南町のタイムリーな情報を配信し、それぞれのSNSの特徴を把握し、ホームページや広

報かんなみで伝えきれない情報を補い発信した。 

 

町公式SNSフォロワー数                                  （単位：人） 

 マチイロ Facebook Instagram LINE 

R5.3.31 1,687 702 1,052 960 

R6.3.31 1,935 752 1,237 2,592 

R7.3.31 2,088 804 1,479 3,771 

 

対前年度比較事業効果内容 

町行政やイベント情報を広報紙により発信した。広報紙は、各自治会組長を経由して各戸へ配布している

ほか、公共施設や駅、スーパー、コンビニに配架した。また、スマートフォンのアプリ「マチイロ」の配信

を活用し、幅広い情報の発信を実施した。(令和6年度末登録者数2,088人) 

また、広報紙の内容や緊急性のある話題を随時報道機関等に提供し、情報の発信に努めるとともに、SBS

ラジオ、K-MIX、フリーペーパー等の町のイベント情報を無料で発信可能な媒体を活用し、町民のみならず

近隣市町の方への情報発信を行った。 

SNS について、情報発信ツールの操作研修をすることで職員の運用向上に努めた。Facebook、Instagram

の運用に加え、LINEを活用しホームページや安心情報メールと連携し町民に素早く情報を伝えた。 

財源確保として、民間の事業者へ町民カレンダーへの広告、ホームページへのバナー広告の広告掲載依頼

を行い、有料広告を掲載した。（町民カレンダー24事業所、ホームページバナー5事業所） 
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（決算書 Ｐ69～Ｐ70）                                主管課 企画財政課 

科     目 事業名称  事業費（円） 財源内訳（円） 

２款 

総務費 

１項 

総務管理費 

４目 

財政調整基金費 
基金管理事業 

456,386,194 

(566,311,029) 

一般  455,750,390 

特定    635,804 

特定財源の内容 

  丹那、大竹駐在所賃貸料（P38）  198,900円 

 函南町交番賃貸料   （P38）   50,710円 

 基金積立金利子     （P38）  386,194円（386,200円の内） 

 

施策の成果 

災害復旧その他財源の不足を生じたときの財源となる財政調整基金の管理を行った。 

令和5年度末残高  1,563,163,065円 

令和6年度取崩額   567,000,000円 

令和6年度積立額   456,386,194円（新規積立金456,000,000円、元加積立金386,194円） 

令和6年度末残高  1,452,549,259円（前年比110,613,806円減） 

 

対前年度比較事業効果内容 

財政調整基金は、567,000,000円の取崩しを行い、普通交付税の臨時財政対策債償還基金費や前年度繰越

金、財産貸付収入、運用益である基金利子など456,386,194円の積立てを行った。 

これにより令和6年度末の基金残高は、現金で1,452,549,259円（前年度比110,613,806円の減）となっ

た。 

減債基金は、平成18 年度から決済用普通預金としたことにより運用収益がないため、令和6年度末の基

金残高は、前年度末残高と同額の5,741,145円となった。 
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（決算書 Ｐ69～Ｐ70）                             主管課 企画財政課 

科     目 事業名称  事業費（円） 財源内訳（円） 

２款 

総務費 

１項 

総務管理費 

５目 

自治振興費 
自治振興事業 

35,045,599 

(17,670,882) 

一般   9,896,599 

特定   25,149,000 

特定財源の内容 

 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（P28）  25,149,000円（328,100,347円の内） 

 

施策の成果 

区長会を通じて各区へ町行政の情報等を伝達することにより、細かい行政サービスの提供を行った。 

１ 区等へ委託事務（事業費 8,753,040円） 

⑴ 区長連絡事務委託：各区連絡事項及び取りまとめ等（全34区） 

  委託料 2,753,040円（世帯数×世帯割（160円）＋均等割35,000円） 

⑵ 組連絡事務委託：広報その他町情報紙等の配布、回覧等を委託（全600組） 

   委託料 6,000,000円（組×10,000円） 

 

２ 区長会補助金（事業費 1,048,000円） 

  区長会へ運営費、事業費として補助金を交付した。 

⑴ 区長会の開催 

町等の事業について、区民に理解と協力を得ることや各種行事等へ参加要請を行うなど、各区との相互

連絡を密にするため、区長会を年8回開催した。 
開催日  4月15日、5月15日、7月12日、9月13日、10月15日、11月15日、1月15日、2月14日 

（6月、8月、12月及び3月は資料のみ配布） 

 ⑵ 自治会アプリ「結ネット」導入事業 

   デジタル田園都市国家構想推進交付金を活用した事業として、令和5年度より自治会業務の効率化・省

力化を目的として自治会アプリ「結ネット」の試行運用を開始した。区長にアプリを登録していただき、

町との情報連携における電子化の推進を図った（令和7年度までの3ヶ年事業）。 

 

３ 伊豆仁田駅前防犯立寄所 

伊豆箱根鉄道駿豆線の伊豆仁田駅周辺における防犯上の不安解消策として、平成14年8月にポリスボック

スを設置し、関係する自治会、機関及び団体が当番制で巡回し犯罪防止に努めてきた。治安が安定してきた

ことから令和4年度にポリスボックスに防犯カメラを設置し、巡回当番の見直しを行うことで関係自治会の

人的な負担軽減を行った。防犯カメラは24時間稼働し映像を撮影しているため犯罪抑止効果も向上しており、

警察署との協力体制の構築にも寄与している。 

 

４ 函南町表彰式の実施 

  例年1月5日に「新年初顔合わせ会」にて行っていた表彰式を、近年のライフスタイルの変化や出席者の負

担軽減等を踏まえ、函南町表彰条例で定められた表彰の時期を「1月5日」から「1月中」に改正し、令和7年

から各種表彰に係る式典を「函南町表彰式」として開催することとした。令和7年は1月14日に、町議会議員、

区長会役員等を招待し、町政の発展に尽くした功労者等を表彰した。 

  表彰者 功労表彰2名、善行表彰2名・1団体、スポーツ奨励賞1団体 

 

５ 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業（事業費 25,149,000円） 

高騰している電気料金等の負担軽減を目的に、町内の自治会が管理する公民館及び街灯の照明において、

省エネの推進を図るため、既存照明をＬＥＤ照明へ取り替える費用に対し、国の交付金を活用し27自治会に

補助を実施した。 

  補助自治体 パサディナ区、平井区、新幹線区、大土肥区、柏谷区、間宮区、仁田区、塚本区、宝蔵台区、

丹那区、鶴巻区、新田区、八ツ溝区、桑原区、畑区、城山区、柿沢台区、ダイヤランド区、

冷川区、日守区、エメラルドタウン区、肥田区、畑毛区、軽井沢区、上沢区、函南区、鬢之

沢区 
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対前年度比較事業効果内容 

自治会と行政の連絡機関として、また自治会間の情報交換の場として重要な役割を果たしている区長会を

年8回開催し、地域コミュニティ活動を推進した。また、区長会共催事業として、地域住民による支え合い

活動の仕組みづくりの促進、ニーズに基づいた町が取り組む政策への反映を目的とした区長会研修事業を開

催した。 

函南町表彰条例により表彰の時期は1月5日と規定されていたことから、例年1月5日に「新年初顔合わ

せ会」で表彰を行っていたが、近年の社会情勢や出席依頼者の負担軽減も考慮し、表彰の時期を1月中とす

る条例改正を行い、令和7年から各種表彰に係る式典を「函南町表彰式」に変更して開催した。 

青少年健全育成会地区推進委員、地域安全推進委員の協力を得て、伊豆仁田駅前防犯立寄所を基点とした

パトロールの実施や防犯カメラの活用により地域住民や乗降客の防犯、生活環境対策に寄与した。 

国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、電気料金等の負担軽減を目的に自治会が管理す

る集会施設の照明及び街灯のLED化を推進し、電力高騰による費用負担の軽減に寄与した。 
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（決算書 Ｐ73～Ｐ74）                             主管課 企画財政課 

科     目 事業名称  事業費（円） 財源内訳（円） 

２款 

総務費 

１項 

総務管理費 

８目 

企画費 
まちづくり事業 

30,469,051 

現年24,210,051 

繰越 6,259,000 

(23,827,520) 

一般 13,879,409 

特定 16,589,642 

特定財源の内容 

 デジタル田園都市国家構想推進交付金      （P28）  12,021,342円 

 移住就業支援事業費補助金           （P34）   4,350,000円 

 地域づくり推進事業助成金            （P46）    118,300円（203,497円の内） 

 市町村振興協会地域コミュニティ活性化事業助成金（P46）    100,000円 

 

施策の成果 

１ 町長と語る地域懇談会 

  今後の町政運営や自治会活動に活かすため、要望のあった地区へ直接町長が出向き、町民の皆様の意見や

要望を直接聞くことのできる懇談会を開催した。18地区、計302名の町民の皆様の参加により意見交換を行

った。 

開催地区 丹那区、畑区、奴田場区、新田区、大土肥区、桑原区、ヒューマンヒルズ区、パサディナ区、

エメラルド区、田代区、細沢区、上沢区、ダイヤランド区、仁田区、新幹線区、畑毛区、鬢之

沢区、八ツ溝区 

 

２ 移住定住事業 

   函南町への移住促進のため、移住情報サイト「ゆとりすと静岡」や町ホームページを活用した情報発信、

窓口や電話での移住相談を行った。令和6年度はオンラインでの相談も多く、移住希望者が様々な方法で相談

が受けられる環境を整えた。また、首都圏で開催される「富士山・伊豆移住相談会」、「静岡まるごと移住フ

ェア」などの移住相談会に出展した。 

⑴ 相談件数 57件 （内オンライン3件） 

  移住相談会負担金 70,000円（内10/10助成金） 

⑵ 移住・就業支援金 

申請件数 6件（世帯3件・単身3件） 

補助額 5,800,000円（内3/4補助金） 

  

３ 熱海・函南広域行政推進協議会 

熱海市との広域行政に係る事業の円滑な推進及び調整を図るため、10月31日、協議会を対面式により開催

し、広域幹線道路網（伊豆縦貫道路及び仮称伊豆湘南道路）整備の促進、日曜朝市の開催、県道熱海函南線

並びに県道十国峠伊豆山線の改良整備、廃棄物処理等にかかる広域的対応の検討やパンフレット等相互設置

事業について協議を行った。 

協議会負担金 100,000円 

 

４ 伊豆ファン倶楽部事業（デジタル田園都市国家構想交付金活用事業） 

  三島市、熱海市、函南町が連携し、伊豆の関係人口（伊豆ファン）の強化と、それにより創出された新た

な需要とサービス産業の生産性向上に取り組む事業として、令和6年2月からサービスを開始した。マイナ

ンバーカードを活用した伊豆ファンパスポートを構築し、伊豆エリアの利用者の行動データを活用して伊豆

ファンの増加と地域活性化を図るもので、令和6年度末時点で、町内の加盟店は41店舗、三島・函南エリア

のタクシー加盟業者は9社となった。 

  事業費 デジタル田園都市国家構想交付金事業負担金 18,032,013円（内2/3交付金） 
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５ 地方創生に関する包括連携 

  福祉・環境・防災・まちづくりなど地域が抱えている様々な分野の課題解決をすることを目的に、自治体

と民間事業者が双方の強みを生かして協働し、町民サービスの向上を図るとともに地域の活性化を推進する

ために地方創生に関する包括連携を実施した。 

地方創生包括に関する協定先 

協定等の名称 協定先 締結日 

地方創生に関する包括連携協定 株式会社セブンイレブンジャパ

ン 

令和元年7月25日 

地方創生に関する包括連携協定 第一生命保険株式会社 令和2年10月20日 

地方創生に関する包括連携協定 日本郵便株式会社 令和3年2月22日 

地方創生の推進に向けた包括連携に関する協定 明治安田生命保険相互会社 令和3年6月30日 

地方創生の推進に向けた関する包括連携協定 中北薬品株式会社 令和4年5月10日 

地方創生の推進に向けた包括連携に関する協定 三井住友海上火災保険会社 令和4年7月19日 

地方創生の推進に向けた包括連携に関する協定 日本生命保険相互会社沼津支社 令和4年8月30日 

地方創生に関する包括連携協定 ダイハツ沼津株式会社 令和4年9月27日 

地方創生に関する包括連携協定 あいおいニッセイ同和損害保険

株式会社 

令和5年2月13日 

スポーツを通じた地域づくりに関する連携協定 東レアローズバレーボールクラ

ブ静岡 

令和6年12月18日 

 

６ 水道事業行政移管手法検討業務委託（繰越明許費）（事業費6,259,000円） 

  東部簡易水道給水区域内における伊豆エメラルドタウンの函南町エリアの水道事業の行政移管を検討する

上で、専門的知識を活用し、手法の検討、法令の整理、関連団体との調整、課題等を整理し、行政移管に対

する手法の検討を行った。 

    契約業者 株式会社 中央設計技術研究所 

 

対前年度比較事業効果内容 

町長と語る地域懇談会では、町民の皆様との直接的な意見交換により、区の要望や期待していること、直

面している諸問題を町、区でお互いに共有することがきた。また、そこで確認し直ちに取り組むことができ

る課題については懇談会後速やかに対応した。 

令和5年度に引き続き、移住定住事業では、首都圏での移住相談会に出展して町のPRを行い、相談数の増

加に繋がるよう取り組んだ。また、移住後の子育て支援や医療、就業についてなど、移住希望者が望む情報

を提供できるよう関係課と連携し、相談体制を整えた。 

伊豆ファンクラブ事業は、三島市、熱海市、函南町の2市1町の連携により、伊豆地域の関係人口の拡大、

地域経済の活性化などデジタル技術を活用した地域課題の解決を目指し、令和 6 年 2 月からサービスを開始

した。更なる伊豆エリアの地域振興や活性化、地域事業者の取組への応援・共創のため会員数や加盟店数の

増加に努めた。 

地方創生に向けた包括連携として、協定に基づき民間事業者の協力のもと福祉・環境・防災・まちづくり

など地域が抱えている様々な分野の事業を協働することとし、町民サービスの向上を図るとともに地域の活

性化を図った。 

伊豆エメラルドタウン函南町エリアの水道事業の行政移管に向けて、専門的知識を活用し、可能性につい

て検討を行った。行政移管を実現するための必要事項、料金への影響等を整理するとともに、県水資源課、

企業局、伊豆の国市等関係団体との協議を行い、水道事業の行政移管が進むよう取り組んだ。 
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（決算書 Ｐ75～Ｐ76）                             主管課 企画財政課 

科     目 事業名称  事業費（円）   財源内訳（円） 

２款 

総務費 

１項 

総務管理費 

９目 

諸費 
都市交流事業 

 391,100 

(412,400) 

一般    391,100 

特定       0 

 

施策の成果 

１ 都市交流事業 

 都市交流協会へ都市交流に関する事業費として補助金を交付した。（補助金額 390,000円）   

⑴ 令和7年カーマン市教育研修訪問団の派遣に向け準備を行った。6年ぶりの派遣となるため、事業の認

知度の低下、円安による渡航費の大幅な値上げなどの懸念があったが、町ホームページやQRコードを活

用した事業周知を行い、7名の団員確保に繋げた。 

⑵ ふれあい広場や町内の小学校が実施するイングリッシュデーに都市交流協会として参加し、姉妹都市交

流や異文化交流についての広報活動を行った。また、スマイルパーティーや土曜サロンなどを開催し、町

民に異文化に触れてもらう機会を作り多文化共生を図った。 

⑶ 次回のカーマン市訪問団の来日に備え、研修活動として視察研修を行った。今後は町の大型バスが使用

できないことから、近場で日本文化を学べる場所等を踏まえ、小田原周辺を次回のカーマン市訪問団の案

内場所の候補地として検討した。 

 

対前年度比較事業効果内容 

令和7年カーマン市教育研修訪問団派遣に向け、都市交流協会として小学校の英語教育にも積極的に参加

し、姉妹都市の紹介や交流事業の説明を行うなど継続的な啓発に取り組んだ。かーマン市教育訪問団の派遣

は、令和元年以来6年ぶりとなるため、校長会での説明や対象生徒全員への案内配布に加え、過去の派遣事

業内容を閲覧できるよう町ホームページに募集ページを設け、募集案内の QR コード機能等を実施し、事業

周知を行った。 

スマイルパーティーは、コロナ禍以降初めて飲食を伴う従来の形で実施した。以前から外国人参加者が少

ないことが課題となっていたため、初めての試みとして外国人ゲスト3名を公益財団法人静岡県国際交流協

会の「ふじのくに親善大使」に依頼した効果もあり、約 90 名が参加した。ゲストと協会が事前に打合せを

重ねたことで、楽しみながら異文化を学ぶことができた。 

日本語教室の開設など新たな事業を始めるにあたり、会員の減少や理事の高齢化が課題となっているた

め、現状に見合った活動を継続できるよう、慣例で毎年実施している事業の見直しや、規約の改正を実施し

た。 
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（決算書 Ｐ75～Ｐ76）                             主管課 企画財政課 

科     目 事業名称  事業費（円）   財源内訳（円） 

２款 

総務費 

１項 

総務管理費 

９目 

諸費 

定額減税補足給付金給付

事務事業 

 304,183,445 

(0) 

一般   1,232,098 

特定  302,951,347 

特定財源の内容 

 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（P28）  302,951,347円（328,100,347円の内） 

 

施策の成果 

１ 定額減税補足給付金給付事務事業 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、定額減税しきれないと見込まれる方へ定額減税補足 

給付金（調整給付）の給付を行った。 

⑴ 事業費 

ア 支給総額 283,990,000 円 

イ 対象者数 7,101人（納税義務者数） 

ウ 支給者数 6,889人（納税義務者数） 

エ 給付率  97％ 

⑵ 事務費    20,193,445 円 

    ア 振込手数料  759,000 円 

    イ 委託料   19,434,445 円 

    契約業者 株式会社 東海道シグマ 

⑶ 申請期間  8 月 13 日から 10 月 31 日まで 

⑷ 基準日   令和 6 年１月１日 

 

対前年度比較事業効果内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和 5 年 11 月 2 日閣議決定）を踏まえ、定額減税

をしきれないと見込まれる所得水準の方への支援として、定額減税補足給付金の給付を行った。 

対象者は、納税者及び配偶者を含めた扶養親族（国外居住者を除く。）に基づき算定される定額

減税可能額が、令和 6 年に入手可能な課税情報を基に把握された当該納税者の令和 6 年分推計所

得税額又は令和 6 年度分個人住民税所得割額を上回る方であり、当該上回る額の合算額を基礎と

して 1 万円単位で切り上げて算定した額を支給した。 

国が示す期限までに支給確認書の提出があった方全てに支給することができ、物価高騰対策と

して十分な効果があった。 
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（決算書 Ｐ89～Ｐ90）                              主管課 企画財政課 

科      目 事業名称   事業費（円）  財源内訳（円） 

２款 

総務費  

５項 

統計調査費 

１目 

統計調査総務費 
統計調査事業 

1,450,995 

(1,310,855) 

一般     56,762 

特定   1,394,233 

特定財源の内容 

 統計調査費委託金（P38）                   1,394,233円 

内訳 ⑴ 学校基本調査委託金                  18,000円 

⑵ 県単独統計調査委託金                 52,000円 

⑶ 経済センサス調査区管理委託金             5,000円 

⑷ 統計調査員確保対策事業委託金            15,000円 

⑸ 国勢調査準備（調査区設定等分）市町交付金     106,233円 

⑹ 農林業センサス市町交付金             1,198,000円 

 

施策の成果 

１ 令和6年版「統計書かんなみ」の作成 

主として、当町における人口・行財政・産業・経済・教育等の広範囲にわたる基本的な統計資料を総合的

に収録し、A4版・87ページを作成した。製本した冊子を函南町立図書館及び庁舎１階閲覧コーナー書庫へ設

置した。 

 

２ 国・県からの委託調査として、次の調査等を実施した。 

⑴ 学校基本調査（毎年） 

学校教育法による幼稚園から高等学校、専修学校及び各種学校の学校数、在籍者数、教職員数及び卒業

後の進路状況等学校に関する基本的事項を明らかにするための調査を行った。 

   調査基準日 5月1日 

 ⑵ 静岡県単独統計調査（毎年） 

   県内に常住する人口の移動状況を把握するために、毎月の県・市町村別人口を推計した。（令和2年国勢

調査確定値による令和2年10月1日現在の人口に毎月の住民基本台帳に基づく移動数を加減して推計） 

⑶ 経済センサス調査区管理 

事業所及び企業を対象とした調査における令和6年度調査区の見直しを行い、調査の円滑な実施及び結果

の精度向上を図った。令和6年度経済センサスの調査区は、令和5年度と変わらず、42調査区(うち原野1)

とした。 

⑷ 統計調査員確保対策事業 

   統計調査員の選任が困難となっている現状を改善するため、「統計の日」に合わせて新規登録調査員の確

保対策を行った。また、登録統計調査員の期間満了に伴う登録更新により令和5年度登録者32人中21人が継

続、11人が取消となったが、新規に2人が登録し令和6年度末の登録調査員は23人となった。（登録基準数21

人） 

  ⑸ 令和7年国勢調査準備 

令和7年国勢調査に向け、説明会へ参加し、調査区設定と調査の円滑な実施及び担当者の資質の向上を 

  図った。調査区設定では、円滑な調査の実施ができるよう、調査区を分割し新たに264調査区とした。ま 

た、新規に社会施設として4施設を特別調査区として設定を行った。 

⑹ 2025年農林業センサス委託金 

   就農状況、農地面積、生産状況などを調査し、農林業の生産構造や就業構造の実態を明らかにした。    

1名の指導員、36名の調査員で調査を実施。（調査員報酬等 1,054,290円）    

   調査基準日 2月1日 
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対前年度比較事業効果内容 

個人情報保護の意識が高まり、統計を取り巻く環境は年々厳しくなっている。統計調査を装った「かたり

調査」も多く発生していることから、調査員が円滑に調査を実施できるよう調査実施前の広報や協力依頼を

行い、広く周知を図った。統計の回答精度を高めるため、事務打合せ会で調査員が調査を正しく理解できる

よう努めた他、県の研修制度を利用し、調査員経験の浅い登録統計調査員を対象に研修への参加を呼びかけ

た。また、令和7年国勢調査の実施に向け、調査員の募集を広報、町ホームページ、安心情報メールを用い、

より多くの方の目に留まるよう努めた。令和 6 年度末の登録統計調査員数は 23 人であり、登録基準数の 21

人を確保できた。 
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（決算書 Ｐ155～Ｐ158）                           主管課 企画財政課 

    科      目 事業名称 事業費 (円)   財源内訳 (円) 

 ６款   

 農林水産業費 

１項 

農業費 

５目 

農地費 
農業集落排水事業 

7,176,000 

(8,931,000) 

一般    7,176,000 

特定        0 

  

施策の成果 

 田代地区農業集落排水事業管理費分、地方債元金及び利子償還分として負担金を支出した。 

 

対前年度比較事業効果内容 

田代地区農業集落排水事業管理費分として7,176,000 円(前年度比 1,755,000 円の減)の負担金を支出し、

田代地区農業集落排水事業の安定した運営に寄与した。 

 

 

 

（決算書 Ｐ173～Ｐ174）                             主管課 企画財政課 

         科    目 事業名称 事業費(円)  財源内訳 (円) 

８款 

土木費 

４項 

都市計画費 

１目 

都市計画総務費 

都市計画事業基金 

管理事業 

     5 

(5) 

一般        0 

特定        5 

特定財源の内容 

  基金積立金利子（P38)  5円（386,200円の内） 

 

施策の成果 

 都市計画事業基金運用益（利子）5円を積み立てた。 

 

対前年度比較事業効果内容 

令和5年度末基金残高279,441円に、運用収益である基金利子5円の積立てを行った。令和6年度末の 

基金残高は、279,446円となった。 

 

 

 

（決算書 Ｐ173～Ｐ174）                            主管課 企画財政課 

        科     目 事業名称  事業費(円)  財源内訳(円) 

 ８款 

 土木費 

５項 

下水道費 

１目 

下水道整備費 
下水道事業 

355,065,000 

(361,689,000) 

一般  355,065,000 

特定       0 

 

施策の成果 

 下水道事業特別会計の地方債元金及び利子償還分として、また公共下水道補助や単独事業費分と

して355,065,000円の負担金を支出した。 

 

対前年度比較事業効果内容 

公営企業会計への負担金として355,065,000 円(前年度比6,624,000円の減)を支出し、公共下水道事業 

の安定した運営に寄与した。 
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（決算書 Ｐ195～Ｐ196）                         主管課 企画財政課 

   科      目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

１０款 

教育費 

２項 

小学校費 

１目 

学校管理費 

町立学校建設基金 

管理事業 

1 

(150,000,001) 

一般       0 

特定        1 

特定財源の内容 

基金積立金利子（P38）  1円（386,200円の内） 

 

施策の成果 

元加積立として 1 円を積み立てた。 

 

対前年度比較事業効果内容 

令和 5 年度末基金残高 388,886,456 円から小中学校管理事業に充当するため 120,000,000 円を取崩し、

元加積立として 1 円の積立てを行った。 

令和6年度末の基金残高は、268,886,457円（前年度比119,999,999円の減）となった。 

 

 

 

（決算書 Ｐ235～Ｐ236）                           主管課 企画財政課 

    科    目    事業名称  事業費(円) 財源内訳(円) 

１２款 

公債費 

１項 

公債費 

１目 

元金 
起債元金償還事業 

942,193,083 

(938,506,751) 

一般    942,193,083 

特定         0 

  

施策の成果 

 据置期間の経過した町債の元金分を償還した。 

  借入先別 決算書のとおり 

  事 業 別 決算附属資料「地方債現在高の状況」のとおり 

 

対前年度比較事業効果内容 

 元金償還額は、平成25年度に借り入れた東小学校大規模改修事業などの元金償還が完了したものの、令

和 2 年度に借り入れた減収補てん債などの元金償還が開始されたことにより、前年比 3,686,332 円の増額

となった。 

 

 

 

（決算書 Ｐ235～Ｐ236）                          主管課 企画財政課 

    科    目    事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

１２款 

公債費 

１項 

公債費 

２目 

利子 
起債利子償還事業 

33,816,704 

(35,238,505) 

一般    33,816,704 

特定         0 

 

施策の成果 

 令和5年度借入分までの町債の利子分を償還した。 

  借入先別 決算書のとおり 

  事 業 別 決算附属資料「地方債現在高の状況」のとおり 

 

対前年度比較事業効果内容 

利子償還額は、令和 5 年度に借り入れた臨時財政対策債などの利子償還が開始となったが、平成 25 年度

に借り入れた臨時財政対策債の利率見直しにより 0.6％が 0.5％に下がったため、償還額は前年度より

1,421,801円減少した。 

令和6年度の元利償還額合計は976,009,787円で、前年度比2,264,531円の増額となった。 
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主要な施策の成果と予算執行状況報告書 
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（決算書 Ｐ63～Ｐ68）                            主管課 管財課 

科 目 事業名称 事業費（円） 財源内訳（円） 

２款 

総務費  

１項 

総務管理費  

３目 

財産管理費  
財産管理事業  

233,467,023 

  （168,202,548）

一般   196,511,446 

特定   36,955,577 

特定財源の内容 

地図情報システム利用負担金         （P20）        42,480円 

函南駅前町営駐車場普通駐車使用料      （P22）     17,647,900 円 

函南駅前町営駐車場定期駐車使用料      （P22）       9,160,000円 

函南駅前町営駐車場定期駐車使用料滞納繰越分 （P22）          45,000円 

施設使用料                 （P22）         262,590円 

行政財産使用料               （P22）         124,590円 

普通財産使用料               （P22）          88,220円 

公図土地台帳手数料                       （P24）          91,800円 

車両売払収入                             （P40）         558,000円 

冷凍庫売払収入               (P40)           65,041円 

木材売払収入                             （P40）          56,291円 

線下補償料                 （P46）         459,525円 

自動販売機等電気使用料                   （P46）         446,490円 

市町村振興協会省エネルギー機器導入等助成金 （P46）       4,400,000円 

職員等駐車場利用料                       （P46）       2,159,000円 

庁舎案内表示看板広告料                   （P46）         180,000円 

コピー料金                               （P46）          62,220円 

情報公開費用負担金                       （P46）           5,430円 

クリーンエネルギー自動車導入促進補助金   （P48）       1,100,000円 

入札保証金（不返還分）           （P48）          1,000円 

施策の成果 

１ 庁舎等の維持管理 

    施設管理は、業務委託により総合的に、適正な管理を実施した。 

⑴ 消耗物品の調達（事業費 5,872,492円） 

    消耗物品の購入は、年度中の単価契約、必要量の調査を行い一括購入をすることにより、購入金額の削

減を図った。 

   ア コピー用紙の購入 3,193,520円 

     使用頻度の多い、A4コピー用紙について年間使用量を基に単価契約を実施し、購入した。 

   イ 事務用品の購入 1,463,000円 

     ファイル、筆記用具、付箋等の事務用品の必要量を調査し、一括購入した。 

 ⑵ 燃料の購入（事業費 2,913,507円） 

   庁用車燃料費 2,913,507円 

⑶ 光熱水費の内訳（事業費 27,045,089円） 

庁舎設備については、ガス空調の効率的な使用やＬＥＤ照明への切替など、コスト削減に努めたが、国

による軽減措置が縮小した為、電気料、ガス代の使用料金は増加した。 

    ア 庁舎光熱水費 

区  分 電気料 ガス代 上下水道料 合 計 

金額（円） 21,196,657 2,625,087 968,990 24,790,734 

前年度比率(％) 9.7 13.3 1.1 9.7 

使 用 量 777,087KWh 15,640㎥ 4,093㎥ ― 

前年度比率(％) 2.7 1.3 1.1 ― 

⑷  庁舎、庁用車等の修繕（事業費 7,619,972円） 

   庁舎、庁用車の修繕を速やかに行うことで、適正な施設及び設備の管理、事故の防止に努めた。 

 ア 庁舎設備の修繕 5,816,335円（24件） 

 イ 庁用車の修繕  1,803,637円（20件） 

⑸ 手数料（事業費 4,089,831円） 

 ア 庁舎敷地内樹木剪定業務 2,970,000円 

   庁舎敷地内の繁茂している樹木の一部の剪定を実施した。 

   契約業者：田中造園 
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⑹ 保険料（事業費 8,527,760円） 

   自然災害等による公共施設等の被災及び事故による損害に備えて保険に加入した。 

  ア 町有建物災害共済 6,206,624円 

  イ 庁用車賠償保障保険料 1,792,240円 

 ⑺ 財産の維持管理（事業費 80,656,566円） 

 ア 庁舎の維持管理 

函南町役場庁舎及び保健福祉センター建物等総合管理業務委託 70,950,000円 

庁舎の機能及び環境を良好に保つため、業務委託を実施した。 

契約業者：株式会社エム・アイ・総合美装 

   イ 町営駐輪場の維持管理 

     駐輪場等管理業務委託 1,205,766円 

      自転車等の整理、駐輪場内の清掃等を定期的に実施することにより、駐輪場を快適に利用していただ

けるよう実施した。 

契約業者：公益社団法人函南町シルバー人材センター 

ウ 町営駐車場の維持管理  

     函南駅前・町営駐車場管理業務委託 6,468,000円 

     函南駅前町営駐車場普通駐車料金の精算、徴収に係る業務の効率化、省力化を図り、利用者の利便性

を向上させるために実施した。 

契約業者：アマノマネジメントサービス株式会社 

エ 町有地の維持管理 

     柏谷町有地草刈業務委託 679,800円 

     柏谷町有地の維持管理のため、草刈業務委託を実施した。 

契約業者：株式会社日進 

オ 庁舎耐震性貯水槽の維持管理  

     庁舎内耐震性貯水槽点検等業務委託 1,353,000円 

     地震等の震災発生時に、庁舎敷地内に設置している耐震性貯水槽の確実な作動の為、点検及び清掃を

実施した。 

契約業者：株式会社カナサシテクノサービス 

⑻ 事務事業の委託（事業費 10,235,392円） 

  ア 地方公会計財務書類等作成支援・分析業務委託（固定資産台帳更新他更新業務委託） 

2,145,000 円 内管財課分 1,120,392 円 

    固定資産台帳の更新を行うために、財務書類の作成及び分析業務を専門的な知識、経験を有す

る業者に一括して委託した。 

    契約業者：ＬＰＡパートナー株式会社 

  イ 地図情報システム運用保守業務委託 2,332,000円 

    令和4年度に導入した統合型・公開型GISについて、安定的な運用をするため、機器及びシステムの

保守に努めた。 

    契約業者：株式会社パスコ静岡支店 

  ウ 入札参加資格審査申請等入力業務委託 770,000円 

   令和7・8年度の入札参加資格審査申請におけるシステムへの入力作業について、業務委託を実施した。 

    契約業者：株式会社ウィンディネットワーク 伊東支店 

  エ 町有地測量・分筆業務委託 5,863,000円 

   （ア） 庁舎敷地測量分筆登記業務委託 2,134,000円 

     函南交番の老朽化等に伴う庁舎敷地内への移転のために、用地の測量・分筆を実施した。 

     契約業者：東和設計株式会社 

   （イ） 柏谷町有地測量分筆登記業務委託 3,729,000円 

     未利用地の柏谷町有地の売払いを実施するために、用地の測量・分筆を実施した。 

     契約業者：東和設計株式会社 

⑼ 賃借料（事業費 10,738,695円） 

ア 庁用車リース料 7,793,412円 

イ 庁舎電話交換機設備賃借料 2,633,400円 
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⑽ 借地料（事業費 1,674,000円） 

 

 

 

 

 

 

⑾  工事請負費 （事業費 63,390,300円） 

安心安全な施設を提供するための各種整備を実施した。 

ア 老人いこいの家跡地整備工事 1,507,000円 

  令和5年度解体した老人いこいの家跡地について、住民の憩いの場・地域交流の場として活用が出来

るように跡地の整備を実施した。 

  契約業者：株式会社しょうじ建設 

イ 役場庁舎照明設備ＬＥＤ化工事 40,892,500円 

  経済産業省「エネルギー基本計画」に基づく、高効率次世代照明（LED 照明等）の普及や、照明器具

メーカーの蛍光灯器具の生産終了に対応するため、庁舎1・2階照明設備の蛍光灯をLED照明に更新した。 

  契約業者：株式会社長沢電機函南営業所 

ウ 役場庁舎中央監視装置用リモートユニット更新工事 3,300,000円 

  6 階議場に設置している空調等の遠隔操作に必要な自動制御機器の不具合を解消するため、各部品交

換を実施した。 

  契約業者：日本電技株式会社沼津営業所 

エ 役場庁舎自動火災報知設備更新工事 9,900,000円 

  役場庁舎に設置している自動火災報知設備について、耐用年数の経過により更新工事を実施した。 

  契約業者：能美防災株式会社 静岡支社 

オ 庁舎玄関前庇防水工事 1,733,600円 

  庁舎正面玄関前の庇部に施している防水加工が経年劣化し、雨天時等、雨漏り・漏電が生じたため、

防水工事を実施した。 

  契約業者：株式会社シズコン 

カ 庁舎南側駐車場調整池浚渫工事 2,002,000円 

  調整池に堆積した土砂等により雨水を敷地外に排水できていないため、浚渫工事を実施した。 

  契約業者：有限会社竹之内建設 

キ 庁舎南側駐車場整備工事 2,700,000円 

  庁舎敷地内への函南町交番移転に伴う外構工事を実施した。 

  契約業者：有限会社小山内組 

⑿ 備品購入（事業費 1,092,196円） 

   庁舎用備品購入 890,010円 

   庁舎で使用する机や椅子等の備品の一括購入を実施した。 

   契約業者：株式会社インク 

 ⒀ 庁用車管理 

  正副4名の安全運転管理者を選任し、運行日誌の管理、始業点検の励行指導、毎月1回の定期点検及び

運転前後のアルコールチェックを実施し安全運転管理に努めた。また、庁用車2台のリース替えを行い、

電気自動車については3台の運用に加え、小型電気自動車2台を活用し、環境への配慮に努めた。車両管

理は、特殊車両を除いた庁用車について集中管理を行い、運行効率の向上に努めた。 

 ⒁ 公図土地台帳等管理 

  土地登記済通知書により土地台帳への転記及び土地台帳閲覧79件、公図の謄写185件、座標の写しの交

付を42件実施した。 

  

施設名 借地面積(㎡) 借地料(円) 

宮川サイクルポ－ト敷地 894.88 1,450,600 

大竹グラウンド用地 839.00 167,800 

函南駅駐輪場敷地 38.00 55,600 

合   計 1,771.88 1,674,000 
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２ 契約事務 

 ⑴ 建設工事等の入札並びに契約に関する事務 

 入札結果集計表 

入札区分 種別 
入札 

件数 

不調・ 

取止め 

落札 

件数 
落札金額(円) 

平均落札率(%) 

令和6年度 令和5年度 

契
約
方
式 

指名競争 

入札 

工 事 1 0 0 40,645,000 92.98 - 

委 託 - - - - - - 

物品等 - - - - - - 

小 計 1 0 0 40,645,000 92.98 - 

一般競争 

入札 

工 事 105 17 88 3,257,518,000 97.18 90.03 

委 託 136 6 130 721,320,385 85.02 87.80 

物品等 55 7 48 60,428,502 82.21 89.78 

小 計 296 30 266 4,039,266,887 88.14 88.78 

合計 

工 事 106 17 89 3,298,163,000 95.08 90.03 

委 託 136 6 130 721,320,385 85.02 87.80 

物品等 55 7 48 60,428,502 82.21 89.78 

合 計 297 30 267 4,079,911,887 87.44 88.78 

上
記
契
約
に
係
る
入
札
の
別 

紙入札 

工 事 1 0 1 40,645,000 92.98 - 

委 託 79 4 75 419,714,485 91.93 92.31 

物品等 55 7 48 60,428,502 82.21 89.78 

小 計 135 11 124 520,787,987 88.68 91.45 

電子入札 

工 事 105 17 88 3,257,518,000 97.18 90.03 

委 託 57 2 55 301,605,900 78.11 78.66 

物品等 - - - - - - 

小 計 162 19 143 3,559,123,900 87.12 85.52 

合計 

工 事 106 17 89 3,298,163,000 95.08 90.03 

委 託 136 6 130 721,320,385 85.02 87.80 

物品等 55 7 48 60,428,502 82.21 89.78 

合 計 297 30 267 4,079,911,887 87.44 88.78 

【参考】 令和5年度合計 293 36 257 2,042,862,907       88.78 

前年度比率(%) 101.37 88.33 103.89 199.72 98.49 

 

 

 見積り合せ結果集計表 

年度 種別 件数 
不調・ 

取止め 

落札 

件数 
落札金額(円) 平均落札率(%) 

令和6年度 

工事又は製造の請負 198 3 195 138,554,613 85.49 

財産の買入れ 166 1 165 51,180,055 90.83 

物件の借入れ 10 0 10 3,515,710 78.20 

財産の売払い 14 0 14 - - 

物件の貸付け 0 0 0 - - 

上記以外のもの 524 4 520 487,936,660 93.42 

合 計 912 8 904 681,187,038 86.99 

参考 令和5年度合計 818 5 813 561,827,251 99.62 

前年度比率(%) 111.49 160 111.19 121.24 87.32 

 

 ⑵ 電子入札の導入 

   実施件数 162件（工事（一般競争入札）105件、委託（一般競争入札）57件） 

   静岡県共同利用電子入札システム利用に係る負担金489,000円 
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３ 函南駅前駐車場の利用状況 

   時間貸駐車場（普通駐車）利用台数は23,758台で、令和5年度から1,400台増（使用料791,000円増額）

となった。 

 

対前年度比較事業効果内容 

 役場庁舎1・2階及び仁田サイクルポートのＬＥＤ化により、温室効果ガスの削減に努めることで、環境

に配慮したまちづくりを推進することができた。 

施設の維持管理については、法令等に基づき適切に点検等を実施するとともに、不具合が生じた箇所を

その緊急度に応じて適切に対応することにより、良好な維持管理が実施できた。 

庁舎竣工時から18年経過した火災報知設備を更新することで、誤報や誤作動のリスク低減に努め、信頼

性の高い機器への移行が行えた。 

契約事務については、書類の審査を入念に行うことにより、適正な執行を行うことができた。 

 

(決算書 Ｐ67 ～Ｐ68 )                               主管課 管財課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

２款 

総務費 

１項 

総務管理費 

３目 

財産管理費 
公園管理事業 

38,255,609  

(36,150,921) 

一般   38,231,609 

特定     24,000 

特定財源の内訳 

都市公園使用料             （P22）       24,000円 

施策の成果 

１ 公園管理 

  都市公園 9 箇所（柏谷・間宮児童・間宮かわむかい・仁田さくら・日守山・原生の森・ヒューマンヒル

ズふれあい中央、やすらぎ西、ふれあい東）及び小公園の維持管理を行った。 

 ⑴ 柏谷公園利用状況一覧表（利用団体数、一般利用者数含まず）                         単位：件 

 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 

野 球 場 38 41 39 44 35 45 41 38 30 30 31 34 446 

イベント 0 0 0 1 0 1 0 0 0 2 0 1 5 

そ の 他 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

計 38 42 40 45 35 46 41 38 30 32 31 35 453 

令和5年度 40 42 37 88 31 40 50 53 30 37 30 40 518 

令和6年度 38 42 40 45 35 46 41 38 30 32 31 35 453 

前年度比87.45% 

⑵ 修繕料（事業費 1,410,024円） 

 ア ヒューマンヒルズふれあい中央公園排水設備修繕 179,300円 

   ヒューマンヒルズふれあい中央公園排水設備内部のモルタルが欠落し、グレーチングの傾きが生じて

いた為、周辺住民や通行人等の安全確保のため修繕を実施した。 

   契約業者：有限会社竹之内建設 

 イ 上沢西公園ネットフェンス修繕 297,000円 

   劣化・破損し、危険な状態となっていたネットフェンス修繕を実施した。 

   契約業者：有限会社アイロード 

 ウ 間宮かわむかい公園ベンチ修繕 264,000円 

   座板等が経年劣化により破損し、使用に支障をきたしていたため修繕を実施した。 

   契約業者：株式会社富士見園 

 エ 公園遊具危険箇所修繕 187,000円 

   令和6年度に実施をした遊具点検において、使用禁止の判定を受けた遊具等について、倒壊等の危険

があるため、修繕を実施した。 

   契約業者：有限会社大隅建設 

⑶ 施設管理の委託（事業費 18,459,348円）  

  ア 公園管理業務委託 6,600,000円 

     都市公園の日常管理を委託し、環境の良い都市公園の維持に努めた。 

    契約業者：公益社団法人函南町シルバー人材センター     

イ 都市公園等芝生管理業務委託 7,920,000円 

     都市公園の芝生管理等を委託し、良好な状態の維持を図った。 

契約業者：株式会社日進     
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  ウ 都市公園花壇植栽業務委託 1,067,000円 

    柏谷公園・仁田さくら公園の花壇に夏と秋、花を植栽し公園を彩った。 

    契約業者：株式会社日進    

⑷ 公園借地一覧（事業費 7,477,542円） 

公 園 名 借地面積(㎡) 借地料(円) 

間宮児童公園   2,057.00    3,410,506 

仁田さくら公園   3,017.00   1,752,877 

仁田さくら公園駐車場       986.87 573,371 

日守山公園 29,995.00     599,900 

原生の森公園  198,839.00    1,140,888 

合  計 234,894.87 7,477,542 

 ⑸ 工事請負費（事業費 7,339,860円） 

  ア 柏谷公園南ネットフェンス改修工事 905,960円 

        劣化・破損し、危険な状態となっていたネットフェンスについて改修工事を実施した。 

     契約業者：COCO建設株式会社     

  イ 公園遊具等撤去工事 1,243,000円 

    遊具点検にて危険であると判断され、修繕を実施しても安全基準を満たすことができない遊具の撤去

を実施した。 

契約業者：有限会社芹澤建設 

  ウ 間宮児童公園遊具設置工事 3,641,000円 

    令和 5 年度に撤去をした公園遊具（ブランコ）の跡地に、4 連ブランコを新設し、公園利用者の拡大

に努めた。 

契約業者：株式会社スルガ  

  エ 公園内危険樹木伐採工事 1,034,000円 

    公園内に災害時倒木する恐れがある危険樹木があるため、公園利用者の安全確保を目的に伐採工事を

実施した。 

    契約業者：株式会社日進 

 

対前年度比較事業効果内容 

施設の維持管理を行うことで、利用者が安全で快適に利用できる公園を維持することができた。 

地元のスポーツ少年団（函南サッカースポーツ少年団）の50周年記念イベントの会場として、柏谷公園

のイベント広場等を貸し付けたことで、地域の賑わいの創出に寄与することができた。 

間宮児童公園の遊具（4連ブランコ）を更新することで、公園利用者の拡大に繋がった。 

 

 

  

89



(決算書 Ｐ71～Ｐ72)                                主管課 管財課 

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳（円） 

２款 

総務費 

１項 

総務管理費 

７目 

電子計算管理費 
電子計算事務事業 

164,123,778  

(174,280,130) 

一般   148,477,778 

特定     15,646,000 

特定財源の内容 

社会保障・税番号制度システム整備費補助金（中間サーバ分） （P28）  3,876,000円 

デジタル基盤改革支援補助金                （P46）  11,770,000円 

施策の成果 

１ 電算業務の管理委託等 

 ⑴ 物品管理委託（事業費 13,528,086円） 

基幹系システムの安定稼働維持、各業務データ安全保管のために物品管理を委託した。 

   基幹系システム機器保守業務委託 

  ア 基幹系システムネットワーク機器等保守業務委託 11,378,532円 

    基幹系システムのネットワーク機器等の保守業務を委託した。 

  契約業者：エフサステクノロジーズ株式会社西日本ビジネス本部東海・北陸ビジネス統括部 

イ 連帳プリンタ保守業務委託 1,474,000円 

    基幹系システムで使用する連帳プリンタの保守業務を委託した。 

  契約業者：富士通Japan株式会社静岡公共ビジネス部 

ウ 住民基本台帳ネットワークシステム機器等保守延長業務委託 675,554円 

住民基本台帳ネットワークシステム機器等の保守業務を委託した。 

    契約業者：行政システム株式会社静岡支店 

 ⑵ 事務事業委託（事業費 12,418,120円） 

  ア テープ保管集配業務委託 159,720円 

    住基ネットサーバ等バックアップデータの保管集配業務を委託した。 

契約業者：株式会社NXワンビシアーカイブズ名古屋支店 

  イ ガバメントクラウド運用管理補助業務委託 3,300,000円 

    自治体システム標準化に向けてガバメントクラウド環境の調査や設計、利用料の申請補助業務等を委

託した。 

    契約業者：株式会社SBS情報システム 

  ウ 自治体システム標準化環境構築業務委託 8,470,000円 

    自治体システム標準化に向けて機能要件、帳票要件、運用設計等を確定する業務を委託した。 

    契約業者：株式会社SBS情報システム 

  エ 財務会計システム改修業務委託料 488,400円 

    口座振込手数料有料化に備え、口座振込件数を集約するためのシステム改修業務を委託した。 

    契約業者：株式会社SBS情報システム 

 

２ 電算業務の運用、システム維持管理 

  基幹系ネットワークのファイルサーバ及びパソコン機器、住民異動、各種証明書発行、各税・料金賦課徴

収、国民健康保険、介護保険、福祉、教育関係、財務会計等の各システムの運用、維持管理を行った。 

 ⑴ 複写機等使用料（事業費 66,621円） 

   契約業者：株式会社インク 

 ⑵ ＯＡ機器使用料（事業費 105,666,924円）  

   基幹系システムの運用、維持管理をするためのシステム使用料 

  ア 自治体クラウドシステム使用料 100,146,684円 

契約業者：株式会社SBS情報システム 

  イ 住民票等証明書コンビニ交付サービス使用料 3,550,800円 

契約業者：株式会社SBS情報システム 

ウ AI-OCRサービス使用料 625,680円 

契約業者：株式会社SBS情報システム 

エ 申請管理システム使用料 1,343,760円 

契約業者：株式会社SBS情報システム 

 ⑶ 賃借料（事業費 1,854,600円） 

   電算業務に関連する機器の賃借料 

  ア 無停電電源装置蓄電池等賃借料 1,177,440円 

契約業者：FLCS株式会社静岡支店 
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  イ フォームバースター機器等賃借料 677,160円 

契約業者：株式会社JECC 

 ⑷ ＯＡ機器賃借料（事業費 20,816,048円） 

   基幹系システムの運用、維持管理をするための関連機器賃借料 

  ア 住民基本台帳ネットワークシステム機器賃借料 2,489,960円 

    契約業者：FLCS株式会社静岡支店 

  イ 住民基本台帳ネットワークシステムソフトウェア等賃借料 457,600円 

    契約業者：FLCS株式会社静岡支店 

  ウ 介護保険システムサーバ機器等賃借料 1,650,000円 

    契約業者：FLCS株式会社静岡支店 

  エ 新ネットワーク機器賃借料 6,520,800円 

    契約業者：FLCS株式会社静岡支店 

  オ 新ネットワーク機器（その2）賃借料 9,018,240円 

    契約業者：FLCS株式会社静岡支店 

  カ 中間サーバ接続用端末及びＦＷ機器賃借料 679,448円 

    契約業者：FLCS株式会社静岡支店 

   

３ 負担金（事業費 7,777,443円） 

  電算関連業務の知識習得のため研修会へ参加した。また、番号制度に伴い地方公共団体情報システム機構

で整備された自治体中間サーバ・プラットフォーム利用に伴う交付金を負担した。 

 ⑴ 富士通講習会負担金 73,480円 

負担金支出先：エフサステクノロジーズ株式会社西日本ビジネス本部東海・北陸ビジネス統括部 

 ⑵ 地方公共団体情報システム機構負担金（交付金等の情報収集、無料講習会(ｅラーニング)の開催、コン

ビニ交付負担金） 726,963円 

負担金支出先：地方公共団体情報システム機構  

 ⑶ 番号制度中間サーバー・プラットフォーム利用負担金 6,977,000円 

負担金支出先：地方公共団体情報システム機構  

 

対前年度比較事業効果内容 

介護保険システムについて、システム業者と連携を取りながらクラウド環境への移行作業を行い、システ

ムの安定稼働に努めた。 

基幹系システム標準化・共通化については、令和7年度までの標準準拠システムへの移行を見据え、ガバ

メントクラウド環境の構築を開始するための調査や設計業務、デジタル庁への申請等を実施した。また、計

画的に移行作業を実施するため、業務システムごとにプロジェクト会議を実施し、担当課職員とシステム業

者による課題整理を行った。 
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(決算書Ｐ71～Ｐ74)                                主管課 管財課 

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳（円） 

２款 

総務費 

１項 

総務管理費 

７目 

電子計算管理費 
ＩＴ推進事務事業 

73,636,167  

(65,161,614) 

一般   73,636,167 

特定      0 

施策の成果 

１ IT推進業務の管理委託等     

 ⑴ 物品管理委託（事業費 200,376円） 

   情報系システムの安定稼働維持、各業務データ安全保管のために物品管理を委託した。 

   情報系システム機器等保守業務委託 200,376円 

   LGWAN系システムのサーバ及びFWの保守業務を委託した。 

   契約業者：エフサステクノロジーズ株式会社西日本ビジネス本部東海・北陸ビジネス統括部 

 ⑵ 事務事業委託（事業費 23,159,400円） 

  ア 情報化推進支援業務委託 21,806,400円 

専門的スキルを持つ外部業者による課題解決支援と日々の業務支援を委託した。 

    契約業者：株式会社テクノプロ テクノプロ・IT社公共ソリューション事業部 

  イ ふじのくに自治体情報ネットワーク機器更新業務委託 440,000円 

    運用開始から8年経過したLGWAN系システムのネットワーク機器等の更新業務を委託した。 

    契約業者：ソフトバンク株式会社 

  ウ 外部施設ネットワーク設定業務委託 913,000円 

    外部施設でLGWAN系回線を利用するため、庁内ネットワークの設定変更業務を委託した。 

    契約業者：エフサステクノロジーズ株式会社西日本ビジネス本部東海・北陸ビジネス統括部 

 

２ 情報系システムの運用、維持管理 
  情報系ネットワークのファイルサーバ及びパソコン機器、町のホームページ、グループウェア、電子申請

システム等の運用、維持管理を行った。 

 ⑴ ＯＡ機器使用料（事業費6,893,062円）  

   情報系システムの運用、維持管理をするためのシステム使用料 

  ア 函南町ホームページ使用料 4,375,800円 

契約業者：株式会社スマートバリュークラウドイノベーションDivision 

  イ 議事録作成支援システム使用料 660,000円 

契約業者：株式会社アイネス中部支社 

  ウ チャットシステム使用料 435,600円 

    契約業者：株式会社フューチャーイン静岡支社 

  エ 電子申請システム使用料 670,890円 

    契約業者：株式会社フューチャーイン静岡支社 

  オ zoomライセンス使用料 61,600円 

    契約業者：日興通信株式会社沼津支店 

  カ ウイルス対策ソフト使用料 125,180円 

    契約業者：日興通信株式会社沼津支店 

  キ 資源管理ソフト使用料 563,992円 

    契約業者：エフサステクノロジーズ株式会社西日本ビジネス本部東海・北陸ビジネス統括部 

 ⑵ ＯＡ機器賃借料（事業費 33,203,005円） 

  情報系システムの運用、維持管理をするための関連機器賃借料 

  ア LGWAN系機器等賃借料 5,619,845円 

    契約業者：株式会社JECC 

  イ 第四次LGWAN接続ルータ賃借料 55,440円 

    契約業者：ソフトバンク株式会社 

  ウ セキュリティクラウド用ネットワーク機器等賃借料 9,794,400円 

契約業者：FLCS株式会社静岡支店 

  エ LGWAN系パソコン機器等賃借料 5,009,400円 

契約業者：FLCS株式会社静岡支店 

  オ 新グループウェア機器等賃借料 3,379,200円 

契約業者：FLCS株式会社静岡支店 

  カ LGWAN系パソコン機器等（その2）賃借料 2,063,160円 
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契約業者：FLCS株式会社静岡支店 

  キ 新セキュリティ機器等賃借料 5,262,840円 

契約業者：FLCS株式会社静岡支店 

  ク 令和6年度更新分 LGWAN系パソコン機器等賃借料 1,108,800円 

契約業者：FLCS株式会社静岡支店 

  ケ LGWAN・インターネットサーバ等機器賃貸借 909,920円 

契約業者：FLCS株式会社静岡支店 

 

３ 工事請負費（事業費 260,700円） 

  外部施設でLGWAN回線に接続するための工事を実施した。 

  外部施設ネットワーク敷設工事 260,700円 

  契約業者：株式会社TOKAIケーブルネットワーク 

 

４ 備品購入（事業費 2,805,605円） 

  情報系システム運用等に係る備品を購入した。  

機械器具費  

 ⑴ JUST Government5 2,669,755円 

   契約業者：TOKAIコミュニケーションズ 

 ⑵ 高性能ICレコーダー 43,670円 

   契約業者：株式会社コジマ コジマ×ビックカメラ沼津店 

 ⑶ ネームランド（ラベルライター） 16,500円 

   契約業者：株式会社インク 

 ⑷ パソコン用ディスプレイ 49,830円 

   契約業者：エフサステクノロジーズ株式会社西日本ビジネス本部東海・北陸ビジネス統括部 

 ⑸ クロスカットシュレッダー 25,850円 

   契約業者：株式会社インク 

   

５ 負担金（事業費 1,280,928円） 

  総務省が奨める地方公共団体情報セキュリティ強化対策に伴い、県の整備するセキュリティクラウドへの

接続により、情報セキュリティの向上を図り、各課に配置しているセキュリティクラウド端末から安全にイ

ンターネットに接続するための負担金を支出した。 

 静岡県セキュリティクラウド利用負担金 1,280,928円 

 負担金支出先：静岡県 

 

対前年度比較事業効果内容 

パソコン等機器の一部が運用開始から5年以上を経過したため、老朽化によるシステム障害が発生しない

よう機器を更新したことで、安定稼働に繋げることができた。 

LGWAN 回線が未整備の外部施設と役場庁舎をネットワークで結ぶことで、グループウェアやフォルダを共

有することが可能となり、業務効率化の推進やセキュリティの強化に努めた。 

事務用ソフトウェアのサポート終了に対応するため、最新版office製品及び最新版officeに互換性のあ

るJustofficeを導入し、事務処理に支障をきたさないよう環境を整備した。 
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(決算書Ｐ175～Ｐ178 )                                       主管課 管財課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

８款 

土木費 

６項 

住宅費 

１目 

住宅管理費 
町営住宅管理事業 

29,905,570 

（28,570,069）

一般   2,635,270 

特定   27,270,300 

特定財源の内容 

町営住宅使用料現年度分                 （P24）    10,674,800円 

町営住宅使用料滞納繰越分               （P24）      830,500円 

社会資本整備総合交付金（函南町地域住宅等整備計画） 

           （P30）     5,765,000円  

 町営住宅建設基金繰入金                 （P44）    10,000,000円 

施策の成果 

１ 町営住宅の維持管理 

町営住宅5箇所（85戸）の維持管理を実施した。 

 ⑴ 修繕費（事業費 2,032,421円） 

   住居環境の維持のため、修理については各入居者からの申し出により管財課にて現地を調査し、町負担か

入居者負担かを判断し、修理を実施した。また、退去の際には、新規入居者が入居できるよう老朽化した箇

所を修繕した。 

ア 柏谷住宅34号室 浴室ドア等修繕 147,400円 

  契約業者：有限会社大隅建設 

イ 塚本住宅7号室フローリング張替等修繕 682,000円 

  契約業者：有限会社小田切建創 

ウ 仁田住宅16～20号換気口及び換気扇閉鎖修繕 179,850円 

  契約業者：株式会社あおき消毒 

エ 塚本住宅2号室漏水修繕 737,000円 

  契約業者：有限会社サクライ 

オ 冷川住宅122号室前水道管漏水修理 81,400円 

  契約業者：有限会社遠藤工業 

 ⑵ 手数料（事業費 515,300円） 

  ア 冷川住宅合併処理浄化槽汚泥引き抜き清掃業務  506,000円 

    冷川住宅の合併処理浄化槽2基の汚泥の引き抜きを実施した。 

    契約業者：有限会社朋栄 

 ⑶ 火災保険料 161,747円 

   契約業者：公益社団法人全国公営住宅火災共済機構 

 ⑷ 施設管理委託料（事業費 1,270,340円） 

  ア 冷川住宅合併処理浄化槽保守点検業務委託 385,940円 

    契約業者：有限会社朋栄 

  イ 冷川住宅合アスベスト調査業務委託料 884,400円 

    契約業者：環境未来株式会社静岡営業所 

 ⑸ 町営住宅の入居状況及び借地一覧 （事業費 3,711,727円） 

令和7年3月末入居戸数                                        

⑹ 工事請負費（事業費 21,725,000円） 

  ア 冷川住宅法面防草シート設置工事 2,475,000円 

契約業者：五百蔵建設株式会社  

  イ 冷川住宅1・2棟解体工事 18,056,500円 

    契約業者：株式会社しょうじ建設  

  ウ 塚本住宅2号棟屋根防水改修工事 1,193,500円 

    契約業者：有限会社サクライ 

 入居（戸） 全体（戸）  借地面積(㎡) 借地料(円) 

冷川住宅 22 45    15,001.65 360,039 

塚本住宅 10 10   529.33 444,107 

仁田住宅 10 10 1,210.04 2,055,858 

上沢住宅 10 10    0 0 

柏谷住宅 7 10 1,027.41 851,723 

合計 59 85 17,768.43 3,711,727 

94



 

２ 使用料の調定・収入・繰越の状況 

 

調定額 

収入 

不納欠損額 

収入未済 

金額 率 金額 率 

令和5年度 
現年 10,564,300 10,564,300 100.0 0 0 0 

過年 5,611,400 1,052,200 18.75 0 4,559,200 81.25 

令和6年度 
現年 10,674,800 10,674,800 100.0 0 0 0 

過年 4,540,300 830,500 18.29 660,200 3,049,600 67.17 

 

対前年度比較事業効果内容 

 日々の維持管理、修繕等に加え、防草シートを設置することで、維持管理費の削減に努めるとともに、

入居者が安全に暮らすことできる住環境整備に努めた。また、函南町営住宅長寿命化計画に基づき、政策

空き家として管理していた冷川住宅101 号室から110 号室について、社会資本整備総合交付金を原資に解

体工事を実施し、火災発生等のリスク軽減に努めた。 
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主要な施策の成果と予算執行状況報告書 

 

（一般会計） 
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(決算書 Ｐ75～Ｐ78)                                主管課 税務課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

２款 

総務費 

２項 

徴税費 

１目 

税務総務費 

 

税務総務事務事業 

103,469,730 

（95,174,035) 

一般   32,714,585 

特定   70,755,145 

特定財源の内容 

評価証明等交付手数料               (P24)  1,686,500円 

運行許可手数料                  (P24)   282,000円 

個人県民税徴収委託金               (P38)  68,786,645円 

内訳 納税義務者数割分    64,890,000円 

個人県民税割分           21,787円 

過年度還付金分    3,874,858円 

 

 

施策の成果 

地方税法、函南町税条例、函南町税条例施行規則の規定に基づき、令和6年度の町税を賦課した。税務課の 

人事体制として、税務課職員(14 人)の給与、旅費、図書購入、法規追録費用等を支出し、併せて税務事務研

修への参加及び税務関係団体との連絡調整を行った。 

 

１ 町民税（住民税） 

 ⑴ 定額減税の実施 

   令和 6 年度税制改正大綱により決定した定額減税において、町民税を 27,680 人分 159,350 千円の減税

を実施した。 

⑵ 未申告調査の実施 

令和6年度（令和5年分）町民税・県民税申告書の提出がない者に対して申告書を送付し、7月1日か

ら7月31日まで申告受付を行った結果179件の申告があった。 

送付件数：457件(前年度346件) 

⑶ 三島税務推進協議会税法研修会の開催 

函南町役場で実施する確定申告受付職員を対象とした税務署職員による確定申告研修会が開催され、令

和6年分の申告書等作成業務の変更点などを確認した。 

 ⑷ 所得税還付申告及び年金受給者事前相談会の開催 

三島税務署と協力して、1 月 30 日・1 月 31 日に、住宅借入金等特別控除、医療費控除、雑損控除、中

途退職者や年金受給者に係る所得税の還付申告相談会を開催した。 

受付者数：106人(前年度93人) 

⑸ 確定申告の受付  

三島税務署、税理士会と協力して、2月17日から3月17日までの期間に、確定申告受付事務を行った。 

確定申告の受付件数                                （単位：件数） 

区  分 令和5年度 令和6年度 増減 

町職員受付 1,570 1,544 △1.7 

（内所得税相談） 1,428 1,438 0.7 

（内町民税） 142 106 △25.4 

所得税自主申告 480 442 △8.0 

税務署員、税理士 164 172 4.9 

合計件数 2,214 2,158 △2.5 
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⑹ 現年課税分の状況 

ア 個人町民税 

調定額及び収入済額                           （単位：人、件、千円、％) 

   区 分 

年 度 

納税義務者数 特徴 

事業所数 
調定額 収入済額 収納率 

特徴 年金特徴 普徴 

令和5年度 12,979 3,207 5,325 4,554 1,948,940 1,918,953 98.5 

令和6年度 12,981 3,259 5,391 4,562 1,835,400 1,807,944 98.5 

※5/31時点の納税義務者数 

 

納税義務者数及び調定額の内訳                          （単位：人、千円、％) 

年 度 

区 分 

納税義務者数 調 定 額 

令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度 増減率 

均 

等 

割 

現年課税分 21,511 21,631 75,286 64,898 △13.8 

現年課税翌年度収入 － － 5,653 5,425 △4.0 

前年課税現年度収入 － － 5,558 5,637 1.4 

計 21,511 21,631 75,191 65,110 △13.4 

所 

得 

割 

現年課税分 

（譲渡所得分） 

18,065 

(140) 

17,022 

(180) 

1,875,798 

(61,810) 

1,776,443 

(68,060) 
△5.3 

現年課税翌年度収入 － － 222,368 227,973 2.5 

前年課税現年度収入 － － 220,319 221,820 0.7 

計 18,065 17,022 1,873,749 1,770,290 △5.5 

合

計 

現年課税分 

（譲渡所得分） 

21,511 

(140) 

21,631 

(180) 

1,951,084 

(61,810) 

1,841,341 

(68,060) 
△5.6 

現年課税翌年度収入 － － 228,021 233,398 2.4 

前年課税現年度収入 － － 225,877 227,457 0.7 

計 21,511 21,631 1,948,940 1,835,400 △5.8 

 

イ 法人町民税 

調定額及び収入済額                             (単位：件、千円、％) 

年 度 申告件数 
調定額 

収入済額 収納率 
法人税割額 均等割額 合計 

令和5年度 1,266 215,556 85,716 301,272 299,538 99.4 

令和6年度 1,314 303,076 87,770 390,846 391,064 100.1 

※還付未済を含む 
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申告件数及び調定額の内訳                               (単位：件、千円、％) 

年 度 

区 分 
令和5年度 令和6年度 増減率 

申告件数 

確定申告 930 993 6.8 

修正申告 78 63 △19.2 

中間申告 258 258 0 

計 1,266 1,314 3.8 

法人税割額 

確定申告 102,861 167,007 62.4 

修正申告 824 588 △28.6 

中間申告 111,871 135,481 21.1 

計 215,556 303,076 40.6 

均等割額 

確定申告 65,768 67,353 2.4 

修正申告 0 △4 － 

中間申告 19,948 20,421 2.4 

計 85,716 87,770 

 
2.4 

調定額合計 

確定申告 168,629 234,360 39.0 

修正申告 824 584 △29.1 

中間申告 131,819 155,902 18.3 

計 301,272 390,846 29.7 

 

法人数 （令和7年3月31日現在）                           （単位：社) 

法

人

の

区

分 

区 分 9号法人 8号法人 7号法人 6号法人 5号法人 

資本金等の額 50億円超 
10億円超 

50億円以下 
10億円超 

1億円超 

10億円以下 

町内従業者数 50人超 50人超 50人以下 50人超 50人以下 

均等割額 300万円 175万円 41万円 40万円 16万円 

町内存在法人 

（内:連結法人） 

R05 
6 

(3) 

0 

(0) 

36 

(8) 

3 

(0) 

26 

(5) 

R06 
6 

(3) 

0 

(0) 

34 

(7) 

2 

(0) 

25 

(4) 

 

法

人

の

区

分 

区 分 4号法人 3号法人 2号法人 1号法人 

合 

計 

増 

減 

率 

資本金等の額 
1千万円超 

1億円以下 
1千万円以下 

町内従業者数 50人超 50人以下 50人超 50人以下 

均等割額 15万円 13万円 12万円 5万円 

町内存在法人 

（内:連結法人） 

R05 
13 

(0) 

129 

(2) 

5 

(0) 

741 

(1) 

959 

(19) 2.7 

(△10.5) 
R06 

14 

(0) 

127 

(2) 

5 

(0) 

772 

(1) 

985 

(17) 
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２ 固定資産税 

⑴ 土地及び家屋等価格の縦覧 

4 月 1 日から 5 月 31 日までの期間に、固定資産税の納税者が、自己の土地や家屋の評価額と近隣の他

の土地や家屋の評価額を比較することにより、自己の土地や家屋が適正に評価されていることを確認して

もらうため、土地価格及び家屋価格等縦覧帳簿の縦覧を行った。 

縦覧者数：3人(前年度1人) 

⑵ 固定資産課税台帳の閲覧 

固定資産の所有者に所有する土地・家屋等の内容や評価額等の記載状況を確認してもらうため、固定資

産課税台帳の閲覧を行った。 

閲覧者数：267人(前年度290人） 

⑶ 家屋評価実地調査 

新築、増築家屋の実地調査のほか、未登記家屋の調査を実施し適正な評価、課税を行った。 

（単位：件） 

年 度 新 築 増 築 未登記家屋調査 合 計 

令和5年度 112 4 0 116 

令和6年度 112 5 13 130 

 

⑷ 固定資産評価審査委員会 

固定資産評価審査委員会が2回開催された。 

開催日：6月5日  審査申出1件に対する審査 

    6月11日 審査申出1件に対する審査 

審査委員会への審査申出件数：2件(前年度0件) 

⑸ 現年課税分の状況 

ア 調定額及び収入済額                         （単位：件、千円、％) 

   項 目

年 度   

納税義務

者数 

調 定 額 
収入済額 収納率 

土 地 家 屋 償却資産 合 計 

令和5年度 19,410 931,757 1,021,507 420,308 2,373,572 2,324,831 97.9  

令和6年度 19,399 926,800 1,002,132 436,812 2,365,744 2,312,109 97.7 

※納税義務者数は、賦課決定時点 

 

イ 土地（法定免税点 300,000円）                 （単位：筆、千㎡、千円、％) 

  区 分 

 

地 目 

評 価 

総筆数 

法定免税 

点以上の 

筆数 

評 価 

総地積 

法定免税 

点以上の 

地積 

課 税 標 準 額 

令和5年度 令和6年度 増減率 

田 2,722  2,536  2,727  2,600  795,885  787,268 △1.1 

畑 5,657  5,004  5,806  5,231  1,376,372 1,327,103 △3.6 

宅 地 24,250  22,758  6,852  6,537  56,216,938  55,905,334 △0.6 

山 林 5,938  4,531  12,242  10,843  275,460  275,474  0.0 

その他 6,894  5,712  9,308  8,436  8,082,288  8,084,666 0.0 

合 計 45,461  40,541  36,935  33,647  66,746,943  66,379,845 △0.5 
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（単位：千円、％) 

区 分 

地 目 

調  定  額 

令和5年度 令和6年度 増減率 

田 11,110  10,992 △1.1 

畑 19,214  18,529 △3.6 

宅 地 784,763  780,554 △0.5 

山 林 3,845  3,847  0.1 

その他 112,825  112,878 0.0 

合 計 931,757  926,800 △0.5 

 

ウ 家屋（法定免税点 200,000円）                      （単位：千円、％) 

区 分 

種 別 

課 税 標 準 額 軽 減 税 額 

令和5年度 令和6年度 増減率 令和5年度 令和6年度 

木 造 34,887,790  34,659,602 △0.7 21,172  21,368 

非木造 40,680,635  39,428,387 △3.1 10,285  8,781 

合 計 75,568,425  74,087,989 △2.0 31,457  30,149 

       （単位：千円、％) 

区 分 

種 別 

調  定  額 

令和5年度 令和6年度 増減率 

木 造 464,984  461,586 △0.7 

非木造 556,523  540,546 △2.9 

合 計 1,021,507  1,002,132 △1.9 

 

エ 償却資産（法定免税点 1,500,000円）                   （単位：千円、％) 

区 分 

種 別 

課 税 標 準 額 調  定  額 

令和5年度 令和6年度 増減率 令和5年度 令和6年度 増減率 

町
長
が
価
格
を
決
定
し
た
も
の 

構築物 3,562,651  3,707,342 4.1 49,810  51,838 4.1 

機械・装置 4,204,467  4,851,720 15.4 58,782  67,840 15.4 

船舶 0  0 0 0  0  0 

車輌・運搬具 38,527  50,997 32.4 538  712 32.3 

工具・器具 

及び備品 
2,700,092  3,076,717 14.0 37,750 43,021 14.0 

（小 計） 10,505,737  11,686,776 11.2 146,880  163,411 11.3 

県知事が価格を決

定したもの 
313,700  317,302 1.1 4,392  4,442 1.1 

総務大臣が価格を決

定したもの 
19,216,877  19,211,388 0.0 269,036  268,959 0.0 

合 計 30,036,314  31,215,466 3.9 420,308  436,812 3.9 
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３ 国有資産等所在市町村交付金                          (単位：千円、％) 

年 度 団 体 数 価 格 算定基準額 交付金額 
増 減 率 

(交付金額前年比) 

令和5年度 2（国・県） 428,537 124,334 1,741 
△0.0 

令和6年度 2（国・県） 427,861 124,221 1,741 

 

４ 軽自動車税 

⑴ 現年課税分の状況  

ア 環境性能割                                (単位：台、円、％) 

年 度 台 数 調定額 収入済額 収納率 

令和5年度 333 7,988,900 7,988,900 100.0 

令和6年度 463 10,728,200 10,728,200 100.0 

増減率 39.0 34.3 34.3 － 

 

イ 種別割                                   （単位：台、円、％) 

年 度 台 数 調定額 収入済額 収納率 

令和5年度 16,303 123,502,400 120,633,400 97.7 

令和6年度 16,373 126,580,400 124,499,200 98.4 

増減率 0.4 2.5 3.2 － 

 

種別割の内訳                                  （単位：台、円、％) 

          区 分 

種 別 

台  数 調  定  額 

令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度 増減率 

原
動
機
付
自
転
車 

50CC 1,656 1,599 3,312,000 3,196,000 △3.5 

90CC 120 124 240,000 248,000 3.3 

125CC 432 433 1,034,400 1,036,800 0.2 

ミニカー 30 33 111,000 122,100 10.0 

特定小型 － 1 － 2,000 皆増 

軽
自
動
車 

軽二輪車 588 568 2,116,800 2,044,800 △3.4 

軽二輪（トレーラー） 15 15 54,000 54,000 0.0 

四輪貨物（自） 2,847 2,843 14,654,000 14,823,300 1.2 

四輪貨物（営） 90 86 348,300 331,100 △4.9 

四輪乗用車（自） 9,566 9,683 97,228,200 100,169,700 3.0 

四輪乗用車（営） 0 0 0 0 0.0 

小型特殊（農耕用） 374 381 897,600 914,400 1.9 

小型特殊（その他） 39 38 230,100 224,200 △2.6 

二輪小型自動車（自動二輪） 546 569 3,276,000 3,414,000 4.2 

計 16,303 16,373 123,502,400 126,580,400 2.5 
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 ⑵ 異動台数                                                                         （単位：台) 

    種 別 

年度・区分 

原動機付自転車 小型特殊自動車 
計 

50CC 90CC 125CC ミニカー 特定小型 農耕作業 その他 

R05 
新規登録 153 18 70 15 1 22 1 280 

廃車 204 14 64 10 0 14 3 309 

R06 
新規登録 176 11 77 5 7 16 2 294 

廃車 201 9 76 3 0 11 2 302 

 

５ 町たばこ税（2件） 

現年課税分の調定額及び収入済額                        （単位：本、円、％) 

年 度 売渡し本数 調定額 収入済額 収納率 

令和5年度 42,500,578 278,463,786 278,463,786 100.0 

令和6年度 41,208,500 269,998,092 269,998,092 100.0 

増減率 △3.0 △3.0 △3.0 － 

 ※税率 千本当たり6,552円 

 

６ 入湯税（3件） 

現年課税分の調定額及び収入済額                         （単位：人、円、％) 

年 度 入湯者数 調定額 収入済額 収納率 

令和5年度 38,531 5,779,650 4,063,050 70.3 

令和6年度 26,997 4,049,550 4,049,550 100.0 

増減率 △29.9 △29.9 △0.3 － 

※税率：1人1日150円 

 

７ 都市計画税 

 現年課税分の調定額及び収入済額                     （単位：件、千円、％) 

年 度 
納税義務 

者数 

調 定 額 
収入済額 収納率 

土 地 家 屋 合 計 

令和5年度 9,261 130,481 86,391 216,872 214,082 98.7 

令和6年度 9,271 129,590 84,809 214,399 211,515 98.7 

※納税義務者数は、賦課決定時点 

                                          （単位：千円、％) 

区 分 

 

種 別 

課税標準額（法定免税点以上のもの） 調  定  額 

令和5年度 令和6年度 増減率 令和5年度 令和6年度 増減率 

土地 65,436,085 64,984,262 △0.7 130,481 129,590 △0.7 

家屋 43,433,767 42,630,657 △1.8 86,391 84,809 △1.8 

合計 108,869,852 107,614,919 △1.2 216,872 214,399 △1.1 

 ※都市計画税は、市街化区域内の土地と家屋を課税対象としている。 
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８ 税証明等手数料                               （単位：件、円、％) 

      区 分 

種 別 

令和5年度 令和6年度  
単価 収入額 

件数の 

増減率  内公用  内公用 

評価証明 1,071 1 997 15 300 294,600 △6.9 

評価通知 311 0 275 0 0 0 △11.6 

納税証明 499 0 604 0 300 181,200 21.0 

課税（所得）証明 1,337 9 1,293 48 300 373,500 △3.3 

非課税証明 1,088 14 994 87 300 272,100 △8.6 

住宅用家屋証明 163 0 152 0 1,300 197,600 △6.7 

営業証明 8 0 9 0 300 2,700 12.5 

公課証明 427 0 493 2 300 147,300 15.5 

名寄証明 257 16 297 24 300 81,900 15.6 

家屋台帳閲覧 2 1 4 0 300 1,200 200.0 

その他の証明 525 425 144 0 300 43,200 △72.6 

コンビニ交付 
（課税・非課税証明） 

264 0 304 0 300 91,200 15.2 

証 明 計 5,952 466 5,566 176  1,686,500 △6.5 

臨時運行許可証交付 344 0 376 0 750 282,000 9.3 

合   計 6,296 466 5,942 176  1,968,500 △5.6 

 

９ 各種団体との協力 

⑴ 三島税務推進協議会 

各種研修会や実行委員会を開催し、三島税務署管内における国・県・市町の相互協力、連絡協調及び情

報交換を図り、適正公平な賦課徴収と納税思想の高揚及び会員相互の連携を図った。確定申告実施に係る

注意事項や支援等について情報共有を行った。 

負担金：37,700円 

⑵ 三島田方租税教育推進協議会 

三島税務署及び、県、市町、法人会、税理士会などの関係機関並びに教育関係機関が協力し、租税教室 

や税に関する作品募集を行い、租税教育の充実、推進のため環境整備を行った。 

ア 租税教室 

町内小中学校等において租税教室を開催し、税に関する啓発を実施した。 

実施校数  8校（前年度7校） 

参加者 636人（前年度529人） 

実施一覧                                      （単位：人) 

実施日 学校名 参加者 講 師 実施日 学校名 参加者 講 師 

R6.6.7 丹那小 10 税務署 R6.9.18 中京学院 17 税理士会 

R6.6.19 桑村小 11 税務署 R6.9.25 東 小 130 函南町 

R6.7.3 函南小 88 函南町 R7.2.6 函南東中 150 法人会 

R6.7.8 西 小 77 税理士会 R7.2.20 函南中 153 法人会 

イ 税に関する作品募集 

町内小・中学校を通して作品を募集し、それぞれ習字223 点、ポスター202 点、作文128 点の応募が

あった。入選及び推薦作品73点を11月の「税を考える週間」に合わせて、庁舎1階ロビーに展示した。 

展示期間：11月8日～11月22日 
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⑶ 財団法人 資産評価システム研究センター 

資産の状況及びその評価の方法に関する調査研究結果の情報を提供してもらい、適正な評価に活用する

ことができた。 

負担金：60,000円 

⑷ 三島田方税務研究会 

三島田方地区市町相互間における、税務行政の研究並びに適正な賦課徴収と会員相互の連絡協調として、

課税、徴収部門ごとに担当者の研修会を実施し知識向上を図るとともに、困難事例への対策や情報共有を

行った。 

負担金：20,000円 

⑸ 地方税共同機構 

地方税共同機構が提供している地方税共通納税システムを導入したことにより、給与等の支払者(個人

住民税の特別徴収義務者)の納入の利便性を高めた。また、同機構が提供する地方税の手続きをオンライ

ンで受付する地方税ポータルシステム(eLTAX)を利用し、安全かつ安定的な課税を実施した。 

負担金：2,145,011円 

 

対前年度比較事業効果内容 

個人町民税現年課税分の調定額については、均等割は復興特別税の廃止により、所得割は定額減税によ

り減少したため、前年度対比で 5.8％減となった。また、法人町民税現年課税分の調定額は、法人税割額・

均等割額ともに増加し、前年度対比で29.7％の増となった。 

住民税課税支援システムにより、確定申告相談時の各種資料の確認、課税計算及び国税連携をスムーズ

に行うことができ、適正かつ効率的な課税事務ができた。また、確定申告や納付書発送等の繁忙期に会計

年度任用職員を任用することにより、遅滞なく効率的に事務処理ができた。 

確定申告の受付について、令和 6 年度から新たに Logo フォームによる事前予約を導入したことで、待ち

時間を減らし効率よく対応することができた。 

令和 6 年度は評価替え年度として家屋の減価や土地の課税見直し等、適格な課税の更新に努めた。ま

た、前年度の業務委託で撮影した航空写真を活用し、未登記家屋の確認及び実地調査の実施に繋げること

ができ、調定額が増加した。 

軽自動車税環境性能割の調定額は、取得台数の増加により前年度対比で 34.3％の増となった。また、種

別割現年課税分の調定額は、原動機付自転車の課税台数は減少しているが、軽四輪車の購入が増加し、課

税台数も増加していることから全体では前年度対比で 2.5％増加した。道路交通法の一部を改正する法律の

施行に伴い、新たに電動キックボードなどに対する車両区分として、「特定小型原動機付自転車」が定義

され、令和6年度から課税が開始された。 

町たばこ税については、たばこの売渡し本数が減少したことにより、前年度対比3.0％の減となった。 

 入湯税現年課税分の調定額は、1 施設の休館により入湯者数が減少したため、前年度対比 29.9％の減と

なった。 

都市計画税現年課税分の調定額は、評価替えにより前年度対比で1.1%減少した。 

役場で交付する課税(所得)・非課税証明書の交付件数は前年度対比で 5.7％減少したが、マイナンバーカ

ードの普及により、コンビニでの交付件数は前年度対比で15.2％増加した。 
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(決算書 Ｐ77～Ｐ80)                                主管課 税務課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

２款 

総務費 

２項 

徴税費 

２目 

賦課徴収費 

 

賦課徴収事務事業 
71,358,344  

（78,679,127) 

一般   71,158,292 

特定     200,052 

特定財源の内容 

 広告掲載料                      (P46)  120,000円(760,000円の内) 

 定額減税に伴うシステム改修違約金           (P50)   80,052円 

 

施策の成果 

滞納者に対し、法令に基づく督促、催告を実施し、滞納者を増やさないように努めた。滞納者の財産調査を

実施し、資産の状況把握、滞納者の生活状況の把握に努め、これらの調査を基に、換価性の高い債権(預貯金、

生命保険、給与)を中心に差押え処分を実施し、滞納額の早期回収に努めた。 

また、平日の納税相談・納税が困難な納税者のために休日納税相談を実施し、納税意欲を欠くことのないよ

う納税の機会を設けた。 

 令和6年度も前年度に引き続き、納税通知書に掲載する広告を募集し、3件の広告を掲載した。 

 

１ 収納の状況 

⑴ 調定額                                    （単位：円、％) 

税目        年度 令和5年度 令和6年度 増減率 

現 

 

年 

 

分 

町民税（個人） 1,948,940,147 1,835,400,064 △5.8 

町民税（法人） 301,271,800 390,846,100 29.7 

固定資産税 2,373,571,900 2,365,744,800 △0.3 

国有資産等交付金 1,741,400 1,740,600 △0.0 

軽自動車税(環境性能割) 7,988,900 10,728,200 34.3 

軽自動車税（種別割） 123,502,400 126,580,400 2.5 

町たばこ税 278,463,786 269,998,092 △3.0 

入湯税 5,779,650 4,049,550 △30.0 

都市計画税 216,872,100 214,398,500 △1.1 

合 計 5,258,132,083 5,219,486,306 △0.7 

滞 

 

納 

 

分 

町民税（個人） 90,201,974 82,607,757 △8.4 

町民税（法人） 3,991,445 4,123,345 3.3 

固定資産税 150,070,497 150,927,536 0.6 

軽自動車税（種別割） 8,852,359 8,158,974 △7.8 

入湯税 0 1,716,600 皆増 

都市計画税 8,360,719 7,608,536 △9.0 

合 計 261,476,994 255,142,748 △2.4 

町 税 合 計 5,519,609,077 5,474,629,054 △0.8 

国民健康保険税 

現年分 820,221,400 766,406,100 △6.6 

滞納分 214,719,602 185,324,927 △13.7 

合 計 1,034,941,002 951,731,027 △8.0 

総 合 計 6,554,550,079 6,426,360,081 △2.0 
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⑵ 収入済額                                   （単位：円、％) 

年 度 

税 目 

令和5年度 令和6年度 
収入済額 

増 減 率 

令和5年度 

収 納 率 

令和6年度 

収 納 率 

令和6年度 

還付未済額 

現 
 

年 
 

分 

町民税（個人） 1,918,953,399 1,807,944,245 △5.8 98.5 98.5 1,395,900 

町民税（法人） 299,538,200 391,063,800 30.6 99.4 100.1 872,900 

固定資産税 2,324,831,607 2,312,108,917 △0.5 97.9 97.7 111,000 

国有資産等交付金 1,741,400 1,740,600 △0.0 100.0 100.0 0 

軽自動車税 

(環境性能割) 
7,988,900 10,728,200 34.3 100.0 100.0 0 

軽自動車税 

（種別割） 
120,633,400 124,499,200 3.2 97.7 98.4 14,900 

町たばこ税 278,463,786 269,998,092 △3.0 100.0 100.0 0 

入湯税 4,063,050 4,049,550 △0.3 70.3 100.0 0 

都市計画税 214,082,676 211,515,139 △1.2 98.7 98.7 0 

合 計 5,170,296,418 5,133,647,743 △0.7 98.3 98.4 2,394,700 

滞 
 

納 
 

分 

町民税（個人） 27,785,113 23,225,028 △16.4 30.8 28.1 21,029 

町民税（法人） 777,600 252,900 △67.5 19.5 6.1 0 

固定資産税 23,819,992 23,143,806 △2.8 15.9 15.3 0 

軽自動車税 

（種別割） 
1,989,684 1,913,984 △3.8 22.5 23.5 12,900 

入湯税 0 150,000 － －  8.7 0 

都市計画税 2,387,040 1,971,199 △17.4 28.6 25.9 0 

合 計 56,759,429 50,656,917 △10.8 21.7 19.9 33,929 

町 税 合 計 5,227,055,847 5,184,304,660 △0.8 94.7 94.7 2,428,629 

国民健康

保険税 

現年分 764,034,151 715,623,288 △6.3 93.1 93.4 1,144,300 

滞納分 58,107,620 44,049,477 △24.2 27.1 23.8 0 

合 計 822,141,771 759,672,765 △7.6 79.4 79.8 1,144,300 

総 合 計 6,049,197,618 5,943,977,425 △1.7 92.3 92.5 3,572,929 

 ※収入済額は、還付未済額を含む。 
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⑶ 納付方法の内訳 

スマートフォン決済アプリ等での支払いに加え、令和 5 年度より納付書に印刷された QR コードを用い

て、地方税お支払いサイトや全国の地方統一QR対応金融機関等での納付が可能となった。 

（単位：件、％) 

               区 分 

税 目 
令和5年度 令和6年度 

増減率 

件 数 割 合 件 数 割 合 

納付書

納付 

バ
□
コ
□
ド
納
付 

個人町県民税 6,585 3.5 5,905 3.2 △10.3 

固定資産税 18,912 10.1 18,688 10.3 △1.2 

軽自動車税 6,651 3.6 6,788 3.7 2.1 

国民健康保険税 7,885 4.2 7,781 4.3 △1.3 

小 計 40,033 21.4 39,162 21.5 △2.2 

Ｑ
Ｒ
コ
□
ド
納
付 

個人町県民税 3,740 2.0 4,036 2.2 7.9 

固定資産税 12,949 6.9 15,108 8.3 16.7 

軽自動車税 3,677 2.0 4,376 2.4 19.0 

国民健康保険税 5,574 3.0 5,367 3.0 △3.7 

小 計 25,940 13.9 28,887 15.9 11.4 

金
融
機
関
・
会
計
課
窓
口 

個人町県民税 1,911 1.0 1,811 1.0 △5.2 

個人町県民税（特徴分） 41,663 22.3 36,959 20.3 △11.3 

固定資産税 5,348 2.9 4,287 2.4 △20.0 

軽自動車税 1,850 1.0 1,275 0.7 △31.1 

国民健康保険税 3,014 1.6 3,732 2.0 23.8 

小 計 53,786 28.8 48,064 26.4 △10.6 

口座振替 

個人町県民税 6,296 3.4 5,443 3.0 △13.5 

固定資産税 37,946 20.3 37,252 20.5 △1.8 

軽自動車税 3,635 1.9 3,570 2.0 △1.8 

国民健康保険税 14,526 7.8 13,695 7.5 △5.7 

小 計 62,403 33.4 59,960 33.0 △3.9 

電子納付 個人町県民税（特徴分） 4,585 2.5 5,885 3.2 27.7 

合   計 186,747 100.0 181,958 100.0 △2.6 

※バーコード納付…コンビニ及びスマートフォン決済アプリ等での納付書のバーコードを用いた納付 

※QRコード納付…地方税お支払いサイトを経由した納付、全国の地方統一QR（eL-QR）対応金融機関での納付 

※金融機関・会計課窓口…上記方法以外での納付書を用いた納付 

※口座振替が現年のみであることから、比較するために現年分のみの件数を計上している 
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 ⑷ 過去3年間の町税の調定・収入・繰越・不納欠損の推移              (単位：千円、％) 

年 度 
調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 

備    考 
 増減率  増減率 収納率  増減率 

令
和
4
年
度 

現

年 
5,274,937 1.9 5,196,297 1.9 98.5 77,638 0.5 

不納欠損 1,983千円 

還付未済   982千円 

過

年 
306,288 △10.1 99,018 8.2 32.3 184,594 △19.8 

不納欠損 22,683千円 

還付未済     7千円 

令
和
5
年
度 

現

年 
5,258,132 △0.3 5,170,296 △0.5 98.3 85,251 9.8 

不納欠損 3,311千円 

還付未済   727千円 

過

年 
261,477 △14.6 56,759 △42.7 21.7 170,103 △7.9 

不納欠損 34,615千円 

還付未済      0千円 

令
和
6
年
度 

現

年 
5,219,486 △0.7 5,133,648 △0.7 98.4 86,309 1.2 

不納欠損 1,924千円 

還付未済  2,395千円 

過

年 
255,143 △2.4 50,657 △10.8 19.9 181,827 6.9 

不納欠損 22,693千円 

還付未済     34千円 

 

町税の不納欠損額内訳                              （単位：件、千円) 

根拠法令 

年 度 

地方税法第15条の7 

 第4項 

地方税法第15条の7 

 第5項 
地方税法第18条 合 計 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

令和4年度 
現年 0 0 292 1,983 0 0 292 1,983 

過年 180 4,414 684 6,442 1,165 11,827 2,029 22,683 

令和5年度 
現年 0 0 315 3,311 0 0 315 3,311 

過年 185 3,609 393 12,231 1,087 18,775 1,665 34,615 

令和6年度 
現年 0 0 263 1,924 0 0 263 1,924 

過年 234 4,140 2 21 1,322 18,532 1,558 22,693 

※不納欠損の根拠法令 

地方税法第15条の7第4項…滞納処分の執行停止(3年間継続した場合消滅) 

地方税法第15条の7第5項…滞納処分の執行停止(即時消滅) 

地方税法第18条     …徴収権の時効消滅(5年間) 

 ⑸ 町税延滞金加算金収入済額                            （単位：円、％) 

令和4年度 令和5年度 令和6年度 対前年度比増減率 

24,200,729 15,252,511 11,651,747 △23.6 
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 ⑹ 償還金、還付加算金明細                            （単位：件、円) 

区

分 税 目 
令和5年度 令和6年度 

件 数 金 額 件 数 金 額 

償

還

金 

個人町県民税 ※ 148 7,985,178 57 9,709,252 

法人町民税 10 3,759,400 16 1,729,600 

固定資産税・都市計画税 24 2,508,600 30 1,884,000 

軽自動車税 4 50,400 5 53,900 

町 税 合 計 186 14,303,578 108 13,376,752 

国民健康保険税 75 2,590,200 59 3,422,000 

合 計 261 16,893,778 167 16,798,752 

還

付

加

算

金 

個人町県民税 ※ 4 6,400 2 3,900 

法人町民税 3 22,700 4 6,400 

固定資産税・都市計画税 9 429,745 13 111,899 

軽自動車税 0 0 0 0 

町 税 合 計 16 458,845 19 122,199 

国民健康保険税 2 2,900 9 22,431 

合 計 18 461,745 28 144,630 

※配当割額の充当も含む。 

 

２ 滞納処分の状況 

⑴ 町税現年課税分の督促状及び催告状の発送状況等               （単位：件、人、％) 

税    目 
 

督促状 

 

催告状 
滞納繰越者数 

令和5年度 令和6年度 増減率 

町県民税（普通徴収分） 3,367 

 

542 603 11.3 

町県民税（特別徴収分） 1,570 70 74 5.7 

法人町民税 46 18 13 △27.8 

固定資産税・都市計画税 7,147 814 815 0.1 

軽自動車税 1,350 374 291 △22.2 

入湯税 0 1 0 － 

町 税 合 計 13,480 1,819 1,796 △1.3 

国民健康保険税合計 5,612 557 575 3.2 

総 合 計 19,092 2,613 2,376 2,371 △0.2 

 

⑵ 過去3年間の滞納処分状況の推移                           （単位：件) 

年度 
財産差押処分 差押解除 交付 

要求 不動産 動産 債権 計 不動産 動産 債権 計 

R04 3 4 439 446 5 0 89 94 18 

R05 2 10 417 429 9 0 106 115 18 

R06 1 0 102 103 9 0 41 50 21 
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⑶ 静岡地方税滞納整理機構への徴収事務移管 

地方税に係る徴収困難事案の中から高額、長期滞納案件などを抽出して 30 件を滞納整理機構に徴収事

務移管した。徴収事務移管に先立ち予告書を発送した結果として、納付約束などの収納効果があった。 

ア 滞納整理機構移管･徴収実績                         （単位：件、千円) 

年 度 
移管件数 移管滞納額 機構徴収額 

全 県 函南町 全 県 函南町 全 県 函南町 

令和4年度 905 30 1,300,194 72,264 669,900 27,127 

令和5年度 892 30 1,187,776 56,568 601,486 27,091 

令和6年度 845 30 1,102,912 82,829 530,574 22,033 

  イ 静岡地方税滞納整理機構負担金：7,166,550円 

機構による課税研修、軽自動車税申告書処理業務件数、移管件数、徴収実績等から算出される負担金 

⑷ 休日納税相談会の実施 

滞納事案等の解消を目的として、平日に納税相談・納税が困難な方のために休日納税相談会を実施した。 

令和6年度は、県の滞納整理強化月間に併せ2回実施した。 

   第1回 11月17日(日)納税・納税相談来庁者等：8名 

   第2回 12月8日(日)納税・納税相談来庁者等：2名 

 

３ 各種手数料の内訳 

 ⑴ 口座振替及び公売関係等手数料 2,433,187円 

   公売関係手数料や口座振替手数料、データ伝送手数料、預金照会手数料等の金融機関に対する手数料の 

他、登記所が保有する固定資産登記情報の提供サービス利用手数料 

⑵ 課税資料電子化手数料 1,199,273円 

  ア 電算業務マスター作成に係る労働者派遣 238,700円 

    契約業者 株式会社データサービスセンター 

  イ 軽自動車検査情報提供料 140,025円 

       契約業者 地方公共団体情報システム機構 

ウ 給与支払報告書パンチ業務 820,548円 

    契約業者 株式会社データサービスセンター 

  ⑶ 給与支払報告書等封入手数料 31,193円 

    契約業者 株式会社グロップ（名古屋国税局が契約した共同封入業者） 

⑷ コンビニ収納代行事務手数料 2,120,649円 

契約業者 静銀経営コンサルティング株式会社 

⑸ 環境性能割徴収取扱手数料 426,045円 

⑹ コンビニ証明交付代行手数料 36,168円 

⑺ 電子決済代行事務手数料 23,324円 

⑻ 窓口取扱手数料 3,004,743円 

 

税金の納付に係る手数料内訳                            （単位：件、円) 

   年度 

手数料 

令和5年度 令和6年度 

件数 金額 件数 金額 

口座振替手数料 48,910 487,716 38,643 843,579 

コンビニ収納代行手数料 
（収納事務月額基本料含む） 

34,083 2,178,735 33,150 2,120,649 

窓口取扱手数料（R6～） － － 32,400 3,004,743 

合 計 82,993 2,666,451 118,572 5,968,971 

 

４ 各種業務の委託 

⑴ 固定資産税評価資料作成業務委託 

ア 固定資産税基礎資料作成業務委託 9,020,000円 

   契約業者 株式会社パスコ静岡支店 
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イ 固定資産情報管理システム保守管理業務委託 2,343,000円 

  契約業者 株式会社パスコ静岡支店 

ウ 標準宅地鑑定評価時点修正業務委託 2,274,800円 

  契約業者 静岡県不動産鑑定協同組合 

 ⑵ 徴収関連業務委託 

 ア 税務賦課徴収事務補助業務委託 7,812,200円 

契約業者 株式会社データサービスセンター 

 イ 地方税電子申告支援システムデジタル化支援業務委託 220,000円 

   契約業者 株式会社ＴＫＣ 

⑶ 税務基幹システム改修業務委託 

 ア 定額減税に伴うシステム改修業務委託 3,575,000円 

   契約業者 株式会社ＳＢＳ情報システム 

イ 森林環境税新設に伴うシステム改修業務委託 4,840,000円 

   契約業者 株式会社ＳＢＳ情報システム 

ウ 定額減税補足給付金対応システム改修業務委託 1,980,000円 

   契約業者 株式会社ＳＢＳ情報システム 

 

５ 各種システム使用料等 

  地方税電子申告支援サービスシステム 4,105,200円 

地方税電子申告支援サービス（国税連携利用料を含む）及び地方税共通納税システムサービス利用料 

契約業者 株式会社ＴＫＣ 

 

６ 負担金 

  地方税共同収納手数料負担金 1,077,652円 

  eL-QRコードを使用して納付された税金の収納手数料について、地方税共同機構に支払う負担金。 

 

対前年度比較事業効果内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町税全体の調定額は、個人町民税や固定資産税等の減額により、5,474,629,054円で44,980,023円減額、収 

入済額は 5,184,304,660 円で 42,751,187 円の減額となり、ともに前年度対比 0.8 ポイントの減となった。町

税全体の収納率は前年度と同率の94.7%となり、現年分収納率は98.4％で前年度対比0.1ポイントの増、滞納

分は積極的な滞納処分に努めたものの、前年度対比1.8ポイントの減となった。 

現年分の主要税目別の調定額と収納率は、個人町民税は、定額減税等の影響により前年度比で 5.8％の減と

なり、収納率は前年と同率であった。法人町民税は事業の回復傾向を受け前年度対比 29.7%増となり、収納率

は 0.7 ポイント増となった。固定資産税は、調定額が前年度対比で 0.3％の減となり、収納率は前年度対比で

0.2 ポイントの減となった。軽自動車税の環境性能割は、脱炭素の世相から環境負荷の少ない軽四輪乗用自家

用車等の購入の増加により、前年比 34.3％増となった。国民健康保険税の調定額は、対象者の減少等により前

年度対比で6.6％の減となったが、収納率は前年度対比で0.3ポイントの増となった。 

 納税者の利便性を高め、納期限内納付率及び収納率の向上を図るため、口座振替の推進やコンビニ納付、QR 

コードを用いた納付などの周知により、金融機関等での窓口納付が10.6ポイント減となり、QRコードによる 

納付が11.4ポイント増加した。 

口座振替手数料や預金照会手数料等の手数料については、令和6年度から金融機関窓口における納付書取扱 

手数料の徴収が開始されたことにより増加した。 

滞納管理システムで滞納者の情報を一元化し、正確で効率的な滞納管理及び滞納処分を行った。納税相談に 

おいては、法令順守と毅然とした対応により、計画的な納付管理に努めた。催告強化として、軽自動車の廃車

手続きを周知するチラシを同封し、現年納付を勧奨したことにより、軽自動車税の滞納繰越件数の減少につな

がった。また、税務賦課徴収事務補助業務委託として滞納者への電話催告を行い、納付の促進に努めた。 

 各種システムの委託業務等については、適正な土地評価に資するため、土地評価で使用している固定資産情 

報管理システムのソフトウェアの保守管理を実施するほか、評価替え後の基礎資料更新・不動産鑑定評価等を 

実施し、情報管理や最新データの把握をすることで適正課税に努めた。また、現在使用している住民税システ 

ムを改修し、森林環境税創設や定額減税等の法律改正を遵守した課税を実施した。 

 令和5年度から開始したeL-QR コードによる納付利用件数の増加に伴って、実績等により支払う地方税共同

機構に対する収納負担金が増加した。 
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（決算書 P79～P84）                                主管課 住民課 

科      目 事業名称 事 業 費(円) 財 源 内 訳（円） 

２款 

総務費 

３項 

戸籍住民 

基本台帳費 

1目 

戸籍住民 

基本台帳費 

戸籍住民基本台帳

事務事業 

90,483,974 

現年 77,041,974 

繰越13,442,000 

(79,770,175) 

一般 48,951,185 

特定 41,532,789 

現年 28,090,789 

繰越  13,442,000 

特定財源の内容 

 戸籍謄抄本交付手数料等                 （P24）12,720,350円 

   内訳   戸籍謄抄本交付手数料           （P24） 2,331,450円 

        除籍謄抄本交付手数料           （P24） 2,623,500円 

        住民票交付手数料             （P24） 4,160,700円 

        印鑑証明交付手数料            （P24） 2,809,200円 

        印鑑手帳交付手数料            （P24）  312,000円 

        その他諸証明交付手数料          （P24）  483,500円 

 社会保障・税番号制度マイナンバーカード交付事務費補助金 （P28）10,872,000円 

 社会保障・税番号制度戸籍システム整備費補助金（法務省分） (P28） 1,309,000円 

 社会保障・税番号制度戸籍システム整備費補助金（法務省分） 

（繰越明許分）                       （P28） 3,212,000円 

 社会保障・税番号制度戸籍システム整備費補助金（総務省分） 

（繰越明許分）                       （P28） 2,200,000円 

 社会保障・税番号制度住基システム整備費補助金（総務省分） 

(繰越明許分)                                             （P28） 8,030,000円 

 中長期在留者住居地届出等事務委託費            （P32）  405,000円 

 人口動態調査市町交付金                  （P32）  41,228円 

 人権啓発活動地方委託費                  （P38）  631,211円 

 デジタル基盤改革支援補助金(15,192,000円の内) 

（地方公共団体情報システムの標準化・共通化に係る事業）    （P46） 2,112,000円 

 

施策の成果 

１ 戸籍、住民基本台帳事務、社会保障・税番号制度マイナンバーカード事務 

  戸籍事務、住民基本台帳事務、中長期在留者住居地届出等事務、印鑑登録及び証明事務、戸籍の届出等に

関する事務、旅券に関する事務、社会保障・税番号制度マイナンバーカード事務等を、法・条例等に基づき

適正に執行した。住民票及び戸籍証明書等の交付に当たっては、運転免許証等による本人確認を実施し、法

令に基づき厳格に処理した。 

  令和3年12月から開始した証明書のコンビニ交付については、住民票、印鑑登録証明書に加えて、令和5

年3月から戸籍の全部事項証明書並びに個人事項証明書、附票の発行を開始し、コンビニでの使用件数が増

加した。 

  また、令和5年3月から戸籍広域交付が開始され、本籍地だけでなく全国の市区町村で戸籍の全部事項証

明書の申請が可能となり、函南町に本籍地がない申請者（非本籍）の戸籍全部事項証明書の発行も開始した。 

  なお、駿豆地区広域12市町間による戸籍や住民票の写し等の交付が令和6年10月をもって終了した。 
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 ⑴ 戸籍法及び住民基本台帳法等に基づく住民関係窓口事務取扱件数並びに手数料      (単位：件) 

種

目 
内 訳 

一  般 公用等件数 令和 

6年度 

件数計 

令和 

2年度 

   

令和 

3年度 

   

令和 

4年度 

   

令和 

5年度 

   
件数 

単価 

(円) 

金額 

(円) 
件数 

免除 

件数 

戸

籍 

全部事項証明 

（内 非本籍） 

4,798 

(1,237) 

450 

 

2,159,100 

 

964 

(234) 

18 

 

5,780 

(1,471) 

4,442 

- 

4,615 

- 

4,746 

- 

5,343 

(130) 

個人事項証明 383 450 172,350 36 0 419 680 577 683 494 

計 5,181 - 2,331,450 1,000 18 6,199 5,122 5,192 5,429 5,837 

除籍・改製原謄本 

（内 非本籍） 

3,396 

(1,505) 

750 

 

2,547,000 

 

1,696 

(909) 

4 

 

5,096 

(2,414) 

3,268 

- 

3,648 

- 

3,945 

- 

3,860 

(86) 

除籍・改製原抄本 102 750 76,500 11 0 113 50 56 35 33 

計 3,498 - 2,623,500 1,707 4 5,209 3,318 3,704 3,980 3,893 

住

民

票 

住 民 票 等 13,869 300 4,160,700 884 25 14,778 16,619 15,852 15,778 14,947 

印

鑑 

証 明 書 9,364 300 2,809,200 35 9 9,408 10,271 9,498 8,993 9,467 

登 録 証 1,040 300 312,000 0 0 1,040 1,250 1,193 1,105 1,141 

そ

の

他 

戸籍の附票 685 300 205,500 961 1 1,647 1,715 1,748 1,764 1,870 

住民記載証明 258 300 77,400 0 0 258 333 355 341 323 

身分証明書 280 300 84,000 0 0 280 353 294 295 292 

受理証明 84 350 29,400 0 0 84 63 68 91 91 

受理証明(上質) 0 1,400 0 0 0 0 1 0 2 1 

閲覧 198 100 19,800 0 0 198 288 304 39 50 

広域住民票 27 300 8,100 0 0 27 67 88 62 46 

広域印鑑証明 12 300 3,600 0 0 12 47 52 28 20 

広域戸籍証明 49 450 22,050 0 0 49 672 637 652 618 

不在住籍証明 14 300 4,200 0 0 14 27 29 30 23 

戸籍記載証明 37 350 12,950 0 0 37 58 81 64 35 

ネット住民票 15 300 4,500 0 0 15 10 18 14 13 

その他証明 40 300 12,000 2 36 78 145 10 100 165 

電子証明 206 — — 0 0 206 23 39 66 79 

計 1,905 - 483,500 963 37 2,905 3,802 3,723 3,548 3,626 

合   計 34,857 - 12,720,350 4,589 93 39,539 40,382 39,162 38,833 38,911 

 住民票の写し等のコンビニ交付（上掲の内数）                      (単位：件) 

区 分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

住民票の写し 1,509 2,698 3,170 

印鑑登録証明書 1,072 2,053 2,439 

戸籍証明書 32 535 534 

戸籍の附票 3 42 46 

計 2,616 5,328 6,189 

住民票の写し等の郵政官署における交付（上掲の内数）（令和6年3月末まで）       (単位：件) 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

住民票の写し 55 41 37 17 - 

印鑑登録証明書 65 25 16 17 - 

計 120 66 53 34 - 
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 ⑵ 戸籍の附票事務                                  (単位：件) 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

記 載 1,951 2,022 2,051 2,434 2,933 

消 除 766 777 787 745 859 

計 2,717 2,799 2,838 3,179 3,792 

 ⑶ 戸籍処理件数                                   (単位：件) 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

新 戸 籍 編 成 274 254 249 238 224 

戸 籍 全 部 消 除  243 244 269 249 284 

計 517 498 518 487 508 

 ⑷ 戸籍に関する受付件数                               (単位：件) 

件 名 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 
令和6年度 

本籍 非本籍 計 

出  生 318 304 277 265 157 64 221 

国籍留保 3 0 5 3 2 0 2 

認  知 10 4 4 7 4 1 5 

養子縁組 57 43 36 34 23 2 25 

養子離縁 15 15 5 10 7 1 8 

婚  姻 326 324 339 295 288 31 319 

離  婚 114 102 99 90 80 9 89 

親権・後見等 0 0 0 1 1 0 1 

死  亡 503 515 577 568 459 182 641 

入  籍 88 90 89 79 58 4 62 

分  籍 5 6 5 7 10 0 10 

帰  化 1 0 0 2 2 0 2 

国籍取得 0 1 0 0 0 0 0 

国籍喪失 0 0 1 1 1 0 1 

氏の変更 7 6 3 3 2 0 2 

名の変更 5 0 0 0 1 3 4 

転  籍 192 176 158 169 175 2 177 

就  籍 0 0 0 0 0 0 0 

そ の 他 87 78 74 79 49 7 56 

合  計 1,731 1,664 1,672 1,613 1,319 306 1,625 

 ⑸ 住民基本台帳関係事務件数                             (単位：件) 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

転 入 届 1,125 1,028 1,325 1,145 1,149 

転 出 届 1,113 1,105 1,327 1,251 1,104 

転 居 届 406 372 453 399 371 

その他の届 1,099 1,022 976 812 798 

計 3,743 3,527 4,081 3,607 3,422 
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 ⑹ 住民登録者数（各年度末現在）                      (単位：世帯、人、％) 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 増 減 前年度対比 

世 帯 16,582 16,683 16,790 16,819 16,851 32 100.19 

人

口 

男 18,387 18,258 18,137 17,884 17,633 △251 98.59 

女 19,009 18,925 18,745 18,528 18,373 △155 99.16 

計 37,396 37,183 36,882 36,412 36,006 △406 98.88 

 ⑺ 印鑑登録者数（各年度末現在）                           (単位：件) 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 増 減 

印鑑登録者数 25,004 24,955 24,803 24,698 24,517 △181 

 ⑻ 駿豆地区広域12市町間による住民票の写し等の相互交付の状況 （令和6年10月まで） (単位：通数) 

 他市町住民分 当町住民分 

市町名 
住民票 

の写し 

印鑑登録 

証 明 書 

戸  籍 

全部事項 

戸  籍 

個人事項 

住民票 

の写し 

印鑑登録 

証 明 書 

戸  籍 

全部事項 

戸  籍 

個人事項 

 通数 通数 通数 通数 通数 通数 通数 通数 

沼津市 7 0 2 5 15 16 2 2 

熱海市 0 0 0 4 3 0 0 0 

三島市 7 10 6 10 7 2 5 5 

伊東市 1 0 0 1 0 0 0 0 

御殿場市 0 0 0 0 1 1 2 0 

裾野市 1 0 3 1 1 0 0 0 

伊豆市 1 0 1 8 4 0 1 0 

伊豆の国市 7 2 1 6 13 7 22 4 

清水町 1 0 0 1 0 1 2 0 

長泉町 2 0 0 0 3 1 0 1 

小山町 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 
27 12 13 36 47 28 34 12 

88 121 

 ⑼ 水曜日証明窓口延長時の住民票の写し等の交付の状況                 (単位：件) 

区 分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 R02 R03 R04 R05 

取

扱

件

数 

住 民 票 18 20 16 11 15 18 17 14 ⒓ 21 23 16 201 272 236 258 228 

印鑑証明 16 16 16 11 12 13 17 12 5 17 12 15 162 213 167 149 184 

戸籍謄抄本等 5 0 2 4 8 2 14 10 4 5 9 6 69 56 71 77 110 

戸籍附票 2 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 3 3 1 2 3 

身分証明 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 3 8 1 

パスポート 8 10 9 2 2 6 4 3 2 3 7 4 60 9 14 11 60 

印鑑登録 6 6 8 7 2 3 4 7 1 4 13 4 65 54 46 47 56 

そ の 他 0 1 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 3 10 17 19 12 

マイナンバー 13 19 23 10 25 33 45 36 48 22 29 28 331 234 336 871 402 

合  計 68 73 74 45 64 75 102 84 72 72 93 73 895 851 891 1,442 1,056 

利用者数（人） 68 73 74 45 63 75 97 82 72 72 93 73 887 594 688 1,332 1,043 
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２ 外国人住民登録事務 

  外国人住民登録事務では、住民基本台帳法による住民登録事務に併せて、入管法による中長期在留者住居

地届出等事務を実施した。窓口での住居地届出の処理、法務省との連携端末により、外国人の住居地情報の

通知を発信し、法務省からの通知による外国人住民に係る在留資格情報の住民票への更新・修正を行い、法

令に基づき厳格に処理した。 

 ⑴ 外国人住民の国籍別登録者数（各年度末現在）                    (単位：人) 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 増 減 

朝鮮及び韓国 30 30 31 28 30 2 

中  国 32 32 35 46 53 7 

フィリピン 62 59 71 63 65 2 

ブラジル 12 17 16 12 11 △1 

ベトナム 104 102 140 136 128 △8 

米  国 12 14 15 15 15 0 

インドネシア 31 25 29 39 51 12 

タ  イ 19 19 19 17 20 3 

そ の 他 40 35 53 46 65 19 

計 342 333 409 402 438 36 

 ⑵ 年度別人口の増減状況（各年度末現在）                       (単位：人) 

 
３ 旅券事務 

  旅券事務については、申請者から受けた申請書等を審査し台帳を作成するとともに、静岡県に申請書を送

付し、出来上がった旅券を受領した後、申請者に交付した。 

  令和5年3月から開始した残存有効期間1年未満における更新申請に加え、令和7年3月からは新規申請

等のほとんどの申請について、マイナンバーカード所有者によるマイナポータルからの電子申請を開始した。 

 ⑴ パスポート申請受付件数                              (単位：件) 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

5年用(一般) 22 16 98 219 247 

5年用(こども) 5 10 7 47 44 

10 年 用 57 89 209 388 360 

限  定 0 0 0 0 0 

紛 失 届 0 1 3 6 3 

記載事項変更 2 3 5 10 9 

電子申請 － － 0 20 16 

合 計 86 119 322 690 679 

 

 

 

 

 

 

区 分 日本人 前年度増減 前年度対比(％) 外国人 前年度増減 前年度対比(％) 

令和2年度 37,054 △233 99.38 342 △10 97.16 

令和3年度 36,850 △204 99.45 333 △9 97.37 

令和4年度 36,473 △377 98.98 409 76 122.82 

令和5年度 36,010 △463 98.73 402 △7 98.29 

令和6年度 35,568 △442 98.77 438 36 108.96 
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 ⑵ パスポート交付件数                                (単位：件) 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

5年用(一般) 28 15 86 215 246 

5年用(こども) 7 10 7 46 48 

10 年 用 64 85 191 385 359 

限  定 0 0 0 0 0 

紛 失 届 0 0 0 0 0 

記載事項変更 3 3 5 8 11 

電子申請 － － 0 15 9 

合  計 102 113 289 669 673 

 

４ 相談業務 

  定例相談業務は、毎月15日を基準日に人権・行政・法律相談を開催し、人権擁護委員6人、行政相談委員

2人、弁護士1人の計9人の相談員で、相談者の悩み事相談に応じた。交通事故相談については、令和6年

度より県による巡回交通事故相談が廃止となり、県の交通事故相談所における電話等での対応となった。 

 相談区分等                                      (単位：件) 

区 分 
自宅 

来訪 

相談 

自宅 

電話 

相談 

定例 

相談 
その他 

巡回交通

事故相談 

令和 
6年度 
合計 

令和 

2年度 
令和 

3年度 
令和 

4年度 
令和 

5年度 

離  婚 0 0 13 0 － 13 20 24 9 19 

家庭内紛争 0 0 22 0 － 22 15 15 29 22 

相続問題 0 0 90 0 － 90 70 56 79 85 

遺  言 0 0 18 0 － 18 8 7 15 14 

貸  借 0 0 4 0 － 4 5 3 2 2 

交通事故 0 0 1 0 － 1 3 2 7 0 

債権債務 0 0 22 0 － 22 9 21 17 35 

借地借家 0 0 10 0 － 10 10 7 1 13 

所 有 権 0 0 12 0 － 12 5 18 11 7 

登  記 0 0 4 0 － 4 3 6 2 8 

損害賠償 0 0 17 0 － 17 4 6 9 5 

農  地 0 0 0 0 － 0 2 3 0 0 

行  政 0 0 7 0 － 7 13 7 14 6 

そ の 他 0 0 68 0 － 68 55 48 55 58 

合 計 0 0 288 0 0 288 222 223 250 274 

 

５ マイナンバーカード交付事務 

  「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」及び関係法令が制定された

ことにより、平成28年2月からマイナンバーカードの交付を実施している。マイナポイント付与対象の申請

が令和5年2月で終了したこともあり、一定数の町民はマイナンバーカードの取得を既にしていることから、

申請者が減少した。 
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 マイナンバーカード取扱枚数                            (単位：枚、％) 

区 分 
平成  

27 年度 

平成  

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 

2年度 

令和 

3年度 

令和 

4年度 

令和 

5年度 

令和 

6年度 

累 計 

申 請 2,804 809 579 481 734 7,486 3,734 14,785 1,287 1,030 33,729 

取止め 93 14 10 10 12 20 30 35 53 20 297 

交 付 345 2,545 664 446 693 4,295 5,264 10,609 9,915 2,839 37,615 

交付率     12.1 21.5 37.2 66.7 73.7 79.5  

※交付率は人口に対する保有枚数率（1月1日時点の人口における、その年の3月末時点の保有枚数） 

 

６ 戸籍システム改修業務委託        （国庫補助10/10） 

 ⑴ 戸籍情報システム改修業務委託（法務省分） 1,309,000円 

戸籍情報システム改修業務委託（法務省分） 3,212,000円（繰越明許分） 

   戸籍附票システム改修業務委託（総務省分） 2,200,000円（繰越明許分） 

   戸籍法改正に係るシステム改修業務であり、町の戸籍情報システムを法務省提示の「戸籍情報システム

標準仕様書」に対応するための改修を実施した。 

   委託業者：富士フィルムシステムサービス株式会社 

 ⑵ 住基システム改修業務委託（総務省分）8,030,000円（繰越明許分） （国庫補助10/10） 

   法務省提示の「戸籍情報システム標準仕様書」に対応するために必要となる戸籍及び戸籍の附票の「振

り仮名」対応、総務省提示の「住基システムマイナンバーカードへの氏名ローマ字表記」対応等に係るシ

ステム改修を実施した。 

   委託業者：株式会社ＳＢＳ情報システム 

 

７ 標準化・共通化に係る戸籍データ移行業務委託 2,112,000円 （国庫補助10/10） 

    地方公共団体情報システム標準化基本方針において定められた標準準拠システムへ移行するため、戸籍情

報システム及び戸籍附票システムのデータクレンジングを実施した。 

       委託業者：富士フィルムシステムサービス株式会社 

 

８ マイナンバーカード交付・総合窓口業務委託 11,327,800円（国庫補助含(マイナンバー関連分)） 

  マイナンバーカードの交付に関する業務及び各種証明書の作成、発行等を行う総合窓口業務を一括して業

者に委託した。マイナンバーカード交付関連業務2人、総合窓口業務2人を常時配置した。 

  委託業者：株式会社 データサービスセンター 
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対前年度比較事業効果内容 

 戸籍証明・住民票・印鑑登録証明等の交付件数は39,539件あり、うち郵送による請求は2,929件あった。 

 戸籍に関する受付件数は1,625件あり、その中で届出が多かったのは、出生221件、婚姻319件、死亡641

件であった。 

 転入・転出等の異動届は 3,422 件あり、転入届が転出届を 45 件上回った。住民登録者数は、前年度末比

406人の減少となった。 

 駿豆地区広域 12 市町間による住民票の写し等の相互交付については、令和 5 年 3 月から戸籍証明も含め

てマイナンバーカードによるコンビニ交付が開始となったことから、本サービスは令和 6 年 10 月末で終了

した。 

 水曜日午後7時までの証明窓口の延長では、51日間実施し、887人の利用があり、住民票の交付等895件

取り扱った。コンビニ交付の周知により前年度比で利用者156人、取扱件数161件減少した。 

 旅券の申請受付件数は679件で、交付件数は673件であった。海外への旅行者も徐々に戻り、前年度比で

申請受付件数11件減、交付件数4件増とほぼ横ばいであった。 

 無料の人権・行政・法律相談を月1回開催し、延べ相談件数は288件であった。その中で相談件数が多か

ったのは相続問題であった。相談員の丁寧な傾聴により、相談件数は年々増加傾向にある。 

 人権啓発活動の一環として、令和6年12月に人権講演会を文化センターで開催した。東部地区12市町か

ら、人権擁護委員や学校関係者等208人が参加し、人権に関する意識を深めた。 

 マイナンバーカードの申請数は1,030枚で、前年度比257枚の減、総申請数は33,729枚となった。また、

交付数は2,839枚となり、前年度比7,076枚の減、総交付枚数は37,615枚となった。 

 マイナンバーカード交付・総合窓口業務について業者への委託を行った。マイナンバーカードの交付は基

本的に予約制とし、総合窓口業務においては、番号発券機システムを活用した目的別の発券により、待ち時

間の解消と窓口混雑緩和、また、番号呼び出しによるプライバシーの保護を図った。マイナンバーカードを

利用したコンビニ交付は、証明書等の発行が来庁せずに可能となったことから、開庁時間に来庁できない利

用者にとって有益である。令和6年度の交付枚数は、住民票の写し3,170件、印鑑登録証明書2,439件、戸

籍謄抄本534件、戸籍附票46件であり、開始以来着実に増加しており、マイナンバーカードの普及、また、

その活用の状況が伺える。 

 また、令和5年2月からマイナンバーカードを利用したマイナポータルからの申請による転出・転入ワン

ストップサービスを開始した。転出については来庁せずに手続きが行えるようになり、転出予約110件、転

入予約120件の申請があり、増加傾向にある。 
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（決算書 P97～P98）                               主管課 住民課 

科      目 事業名称 事 業 費(円) 財 源 内 訳（円） 

３款 

民生費 

１項 

社会福祉費 

２目 

国保国民年金費 

国保国民年金 

事務事業 

268,703,759 

（299,374,225） 

一般 117,991,951 

特定 150,711,808 

特定財源の内容 

 国民健康保険基盤安定負担金（国）（P26）        34,176,431円 

   基盤安定負担金  33,579,529円（保険者支援分67,159,058円×1/2） 

   未就学児均等割負担金  527,861円（繰入金額 1,055,722円×1/2） 

   産前産後保険料負担金 69,041円（繰入金額 138,082円×1/2） 

 拠出年金事務委託金       （P32）        9,218,763円 

   国民年金事務費交付金等 8,984,913円 

   年金生活者支援給付金支給業務市町村事務取扱金交付金 233,850円 

 国民健康保険基盤安定負担金（県）（P32）         99,965,614円 

   基盤安定負担金 99,667,164円（保険税軽減分110,503,200円×3/4） 

                  （保険者支援分67,159,058円×1/4） 

   未就学児均等割保険料負担金 263,930円（繰入金額1,055,722円×1/4） 

   産前産後保険料負担金 34,520円（繰入金額 138,082円×1/4） 

 国民健康保険特別会計繰入金   （P42）        7,351,000円 

 

施策の成果 

 国民年金に関する事務、国民健康保険、後期高齢者医療事務に従事する職員の人件費の支出、国保財政の中

で一般財源化された経費を含め、一般会計より国民健康保険特別会計への繰出しを法・条例等に基づき適正に

執行した。 

 

１ 国民年金事業 

  被保険者総数5,479人（第１号被保険者3,731人、任意加入被保険者42人、第3号被保険者1,706人）で、

前年度比266人の減少である。町の事務は、被保険者資格関係の届出受理、保険料免除申請等の受理、給付

関係受付が主である。 

 ⑴ 国民年金被保険者数（各年度末現在）                        (単位：人) 

  区分 

年度 

第1号被保険者 任意加入被保険者 第3号被保険者 総    数 

男 女 小計 男 女 小計 男 女 小計 男 女 合計 

令和２年度 2,169 1,950 4,119 14 29 43 28 2,148 2,176 2,211 4,127 6,338 

令和３年度 2,139 1,903 4,042 18 29 47 27 2,047 2,074 2,184 3,979 6,163 

令和4年度 2,104 1,877 3,981 17 27 44 35 1,945 1,980 2,156 3,849 6,005 

令和5年度 2,016 1,824 3,840 15 29 44 30 1,831 1,861 2,061 3,684 5,745 

令和6年度 1,982 1,749 3,731 16 26 42 27 1,679 1,706 2,025 3,454 5,479 

※第1号被保険者は、他の公的年金に加入していない人 
※第3号被保険者は、他の公的年金に加入している人に扶養されている配偶者 
 ⑵ 国民年金事務処理件数                               (単位：人) 

  区分 

年度 

取  得 
喪失 

変  更 
死亡 転居 転入 転出 

請 求 

新規 再取得 申出 種別 氏名 老齢 障害 

令和２年度 143 526 8 394 121 52 17 122 234 311 0 14 

令和３年度 712 856 11 485 462 50 20 130 18 306 4 10 

令和4年度 893 901 11 1,544 370 53 19 150 2 337 1 29 

令和５年度 918 910 17 1,687 383 32 23 119 1 351 0 27 

令和6年度 872 905 15 1,547 415 35 21 130 1 340 1 35 
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※令和3年度の基幹系システム変更に伴い、それまで転入分となっていた分を新規及び再取得へ計上するよう

に変わったため、令和3年度からの数値に変動あり。喪失は60歳到達による資格喪失件数。 

 ⑶ 国民年金受給者件数（各年度末現在）                        (単位：件) 

    区分

年度     

拠     出     年     金 

老 齢 障 害 寡 婦 老齢基礎 障害基礎 遺族基礎 計 

令和2年度 190 7 7 11,421 593 79 12,297 

令和3年度 154 6 7 11,520 608 56 12,351 

令和4年度 124 5 7 11,520 641 52 12,349 

令和5年度 100 6 7 11,609 647 65 12,434 

令和6年度 78 6 6 11,607 648 62 12,407 

 

２ 国民健康保険事業 

  国民健康保険事業の安定を図るため、国保財政の中で一般財源化された経費も含め、一般会計より前年度

比33,771,032円減の219,465,062円を繰り出した。 

 ⑴ 保険基盤安定繰出金     178,856,062円 

   国保税軽減世帯及び被保険者に対して、国と地方（県・市町）が、国保の財政健全化のため共同して取

り組むもので、国保特別会計に軽減相当額を繰り出す事業である。その繰り出しに要する費用について、

軽減相当額の内、軽減支援分については国が1/2、県が1/4、軽減基準額分については、県が3/4を負担し

ている。 

   令和4年度より交付が開始された国民健康保険未就学児均等割負担金については、未就学児である被保

険者が属する世帯の保険税負担の軽減に対し、軽減相当額の 1/2 を国が、1/4 を県が負担している。市町

の負担率については、軽減相当全体額の1/4である。 

   また令和5年度より交付が開始された国民健康保険産前産後保険料負担金については、出産した被保険

者が属する世帯の保険税負担の軽減に対し、軽減相当額の 1/2 を国が、1/4 を県が負担している。市町の

負担率については、軽減相当全体額の1/4である。 

  ア 保険基盤安定繰出金     177,662,258円 

  イ 未就学児均等割保険料繰出金  1,055,722円 

  ウ 産前産後保険料繰出金      138,082円 

 ⑵ 財政安定化支援事業繰出金    40,609,000円 

   国民健康保険財政の健全化及び保険税負担の平準化に資する等のため一般会計から繰り出した経費であ

り、内訳としては次の4つの繰出金からなる。 

  ア 出産育児一時金繰出金     5,000,000円 

  イ 事務事業等繰出金       16,296,000円 

  ウ 財政安定化支援事業繰出金   13,313,000円 

  エ その他繰出金          6,000,000円 

 

対前年度比較事業効果内容 

 国民年金の加入者は、厚生年金加入促進により、前年度と比較して第1号被保険者が109人、第3号被保

険者が155人減少した。 

 免除申請、納付、障害基礎年金等、年金に関する電話や窓口での問い合わせに対し、丁寧に説明し対応し

た。中でも、障害基礎年金の申請については、福祉課や各医療機関等からの相談件数も前年度より増えてお

り、申請の相談を予約制にすることで住民サービスの向上に努めた。また、年金未納者及び免除申請者に対

して、免除関係制度の多段階、継続申請などを周知するため、ホームページを通じて制度の周知を図った。 

 国民健康保険事業では、国民健康保険特別会計の保険給付等支払準備基金残高を考慮し、国民健康保険事

業の安定を図るため、国民健康保険特別会計への法定内での繰出しを行った。 
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（決算書 P99～P102）                               主管課 住民課 

科      目 事業名称 事 業 費(円) 財 源 内 訳（円） 

３款 

民生費 

１項 

社会福祉費 

４目 

老人保健費 

後期高齢者医療

事業 

593,777,859 

（533,966,967） 

一般   484,280,408 

特定   109,497,451 

特定財源の内容 

 後期高齢者医療保険基盤安定負担金    （P32）86,955,779円 

  （保険料軽減分 115,941,039円×3/4） 

 後期高齢者医療広域連合市町負担金精算金 （P46） 5,696,649円 

 後期高齢者医療特別対策補助金      （P46）   309,111円 

 後期高齢者健康診査受託事業収入     （P50）16,535,912円 

 

施策の成果 

 静岡県後期高齢者医療広域連合負担金及び後期高齢者医療特別会計への繰出金の支出が主な事業である。 

 静岡県後期高齢者医療広域連合からの健康診査受託事業を実施した。 

 

１ 静岡県後期高齢者医療広域連合負担金 453,026,215円 

  後期高齢者医療制度に係る事務経費及び医療給付費であり、静岡県後期高齢者医療広域連合に支出した。 

  一般会計分            1,580,000円      ※県全体   127,206,000円 

                        (均等割1/10・人口割4/10・高齢者割5/10) 

  特別会計分            17,152,000円      ※県全体   1,381,023,000円 

                        (均等割1/10・人口割4/10・高齢者割5/10) 

  医療給付費分          417,267,967円      ※県全体  38,667,735,588円  

  令和５年度医療給付費精算分    17,026,248円      ※県全体     956,262,234円 

 

２ 後期高齢者医療特別会計繰出金      115,941,039円(県3/4、町1/4) 

  高齢者の医療の確保に関する法律第99条第1項及び第2項の規定に基づき、保険料軽減分を特別会計に繰

り出した。 

 

３ 後期高齢者医療特別対策事業      1,303,339円 

  静岡県後期高齢者医療広域連合からの委託事業として、健康の保持増進を図るため、後期高齢者医療被保

険者のうち人間ドック受診者55人に対して費用の一部を助成した。 

                                            (単位：人) 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

人間ドック受診者（人） 33 41 55 68 55 

 

４ 後期高齢者医療健康診査事業      18,537,570円 

  静岡県後期高齢者医療広域連合からの委託事業として、後期高齢者医療被保険者に対して健康診査の受診

券を送付し、6,836人の対象者の内1,815人が受診した。 

 

 ⑴ 委託料        16,546,748円 

    健診等委託     16,348,832円 

    健診データ入力委託   197,916円 

 ⑵ 健診に係る事務費    1,990,822円 

    郵便料          861,672円（3,910,868円の内） 

    印刷製本費      1,129,150円（1,965,370円の内） 
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 ⑶ 受診状況                                   (単位：人、％) 

    区 分 

年 度 

男  性 女  性 総  計 

対象者 受診者 受診率 対象者 受診者 受診率 対象者 受診者 受診率 

令和2年度 2,540 640 25.2 3,406 802 23.5 5,946 1,442 24.3 

令和3年度 2,596 697 26.8 3,445 855 24.8 6,041 1,552 25.7 

令和4年度 2,605 718 27.6 3,437 864 25.1 6,042 1,582 26.2 

令和5年度 2,848 697 24.5 3,752 887 23.6 6,600 1,584 24.0 

令和6年度 2,957 802 27.1 3,973 1,013 25.5 6,930 1,815 26.2 

 

対前年度比較事業効果内容 

 静岡県後期高齢者医療広域連合負担金は、453,026,215円で対前年度比45,565,810円の増となった。年々

被保険者が増加していることから、県全体の医療給付費が増額し、静岡県後期高齢者医療広域連合への市町

負担金が増額したことが要因と考えられる。 

 静岡県後期高齢者医療広域連合からの受託事業として、健康診査事業を実施し、田方医師会との契約に基

づき後期高齢者医療被保険者に受診券を送付した。対象者数6,930人に対し1,815人が受診した。前年度比

231 人の増で、受診率は2.2 ポイントの増となった。令和６年度から受診における自己負担を無くし、集団

健診の回数や開催会場を増やしたことで受診率の向上に繋がったと考えられる。 
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主要な施策の成果と予算執行状況報告書 

 

（一般会計） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

福 祉 課 
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（決算書 Ｐ91 ～ Ｐ94 ）                            主管課 福祉課 

 

施策の成果 

１ わかくさ共同作業所指定管理者の選定（事業費 106,400 円 内訳 報酬 80,000 円、費用弁償 26,400 円） 

わかくさ共同作業所は、平成17 年度より（福）函南町社会福祉協議会が指定管理者となり、平成21 年度における

障害者自立支援法改正により、平成22年4月1日から就労継続支援Ｂ型事業所として県の指定を受け、より充実した

福祉サービスの提供を図っている。令和6年度、7人の委員により指定管理者選定委員会を2回開催し、令和7年度か

ら5年間、（福）函南町社会福祉協議会を指定管理者として選定した。 

 

２ 地域自殺対策強化事業（事業費 205,710 円）内訳 報償金 111,110 円 委託料 39,600 円  

消耗品 55,000 円 

  地域自殺対策計画に基づき、地域自殺対策強化事業費補助金により自殺予防のゲートキーパー養成研修 

会および若年層を対象とした SOS出し方講座を開催した。 

講師は、小学生に対しては公認心理師の羽畑あい子氏、中学生に対してはエムオーエー奥熱海クリニッ 

ク院長の佐久間哲也医師に依頼した。 

 ⑴ ゲートキーパー養成研修会               （単位：人) 

 

⑵  SOS 出し方講座                    （単位：人) 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

科      目 事業名称 事業費(円)  財源内訳（円） 

３款 

民生費 

１項 

社会福祉費 

 １目 

社会福祉総務費 
 社会福祉総務事務事業 

135，733，875 

(144,313,240) 

一般 110,590,326 

特定  25,143,549 

 
特定財源の内容 

重層的支援体制整備事業交付金（国）       （P28）   5,631,000円（24,745,000円の内） 

民生委員活動費県負担金             （P32）    5,330,220円 

民生委員・児童委員協力員制度活動費負担金    （P32）      12,000円 

地域自殺対策強化事業費補助金（県）       （P34）    120,000円 

重層的支援体制整備事業交付金（県）       （P34）   1,878,000円（10,798,000円の内） 
成年後見推進事業費補助金（県）                 （P34）    2,500,000円 

地震・津波対策等減災交付金（県）         （P34）      14,000円 

ふるさと納税寄附金（福祉・健康及び医療）      （P40）    3,637,000円 

災害援護資金償還金                (P46)    482,769円 

成年後見立替払清算金                (P46)         8,560円 

公共施設等適正管理推進事業債          (P52）  5,600,000 円 

 

区 分 参加対象者 参加人数  

6 月 4日 函南町保健委員会 53 

区 分 参加対象者 参加人数  

4 月 30日 函南町立東小学校 6年生 130 

5 月 1日 函南町立函南小学校 6年生 87 

 5 月 2日 函南町立西小学校6年生 77 

 5 月 22日 函南町立函南中学校1年生 140 

7 月 10日 函南町立東中学校1年生 144 

7 月 22日 函南町立桑村小学校6年生 12 

9 月 13日 函南町立丹那小学校4年生5年生 6年生 25 

 合 計  615 
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３ 避難行動要支援者名簿登録の実態調査（事業費 37,960 円）内訳 印刷製本費 10,120 円 通信運搬費 

27,840 円 

  令和 3 年 5 月の災害対策基本法の改正に伴い、避難支援を要する人から優先的に個別避難計画を作成す

るため、地震・津波対策等減災交付金を活用し、令和6年度名簿登録対象者 222人に対して、自助共助の重要性

について理解を求め、避難行動要支援者名簿の登録及び個別避難計画作成の同意の意向調査を実施した。 

 

個別避難計画作成の意向調査                      （単位：件） 

  

 種     別 

 

発送数 

 

回答数 

避難行動 

要支援者 

名簿掲載の 

同意者数 

うち個別避

難計画作成

の同意者数 

障害者 65 16 16 16 

要介護 3.4.5 認定者 121 34 24 22 

85 歳以上独居高齢者 34 11 9 8 

希望者（難病等） 2 0 0 0 

合計 222 61 49 46 

 ※障害者は、身体障害者手帳 1.2級、精神保健福祉手帳 1.2級、療育手帳 A・B判定の手帳保持者 

   

４ 成年後見制度利用促進中核機関事業（事業費 4,106,520円） 

  (福)函南町社会福祉協議会へ中核機関としての機能を委託し、実施した。広報・啓発業務の他、成年後見制度に関

する相談対応、後見人等の支援を行い、司法書士、弁護士、社会福祉士、函南町行政成年後見人担当者の4人の委員に

よる検討委員会を6回開催した。検討委員会では、個別事案に関する制度利用や支援策について検討した。そのほか、

専門職団体、金融機関等17人の委員による成年後見制度利用促進連携協議会を開催した。 

 ⑴ 広報・啓発                               （単位：人) 

 ⑵ 相談・支援対応状況                               （単位：件） 

  区   分 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

相談件数（延べ） 143 108 285 

検討委員会 対応件数（延べ） 6 6 6 

後見人支援件数（延べ）      16 2 1 

市民後見人養成研修受講修了者  5 4 4 

  

５ 戦没者追悼式運営事業（事業費 100,000 円） 

  先の大戦等により亡くなられた函南町の戦没者に対し、追悼の意を表すため、戦没者追悼式を委託により開催した。 

⑴  開催期日  8月15日（木） 

⑵ 開催場所  函南町保健福祉センター2階多目的研修室 

⑶ 参集人数  46名 

 

６ わかくさ共同作業所改修工事（事業費 6,260,100 円） 

  （福）函南町社会福祉協議会が指定管理により運営する就労継続支援Ｂ型事業所の利用者の安全のため、作業室

の壁・床、多目的室（和室）のフローリング化、トイレの洋式化、水道の蛇口の自動化の改修を行った。 

区 分 講演会 参加人数  

7 月 23日 
司法書士による「相続の基礎知識について」 

（市民後見人養成研修修了者のフォローアップ研修） 
33 

11 月 26日 
就労支援事業所による「コミュニケーションについて」 

（市民後見人養成研修修了者のフォローアップ研修） 
32 

2 月 26日 
市民後見人による「市民後見人の実務について」 

（市民後見人養成研修修了者のフォローアップ研修） 
    31 

合 計  96 
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                                     （単位：円） 

工事名 請負人 請負金額 

わかくさ共同作業所

改修工事 
株式会社 水口建設 6,260,100 

 

７ 社会福祉協議会事業費等補助事業（事業費 30,304,000 円） 

  (福)函南町社会福祉協議会の健全な事業運営を図るため運営費等の補助を行った。 

 ⑴ 運営費補助金 

   運営費助成    職員 9人の給料及び職員手当を助成 

 ⑵ 事業費補助金 

  ア ふれあい広場事業    10 月 20日（日）役場駐車場、公用車駐車場、保健福祉センターを活用し

開催 

  イ ボランティア活動事業  16 グループ、186 名 ボランティア連絡協議会活動助成 

  ウ 高齢者・障害者福祉事業 おもちゃ図書館、ふれあい懇親会、いきいきサロン 

  エ 地域福祉活動推進事業  社会を明るくする運動、災害支援ネットワーク、居場所づくり  

 ⑶ 会員の状況                               (  )は口数 （単位：件） 

  区   分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

普通会員(500 円/件) 7,886 7,763 7,734 7,341 7,259 

施設団体会員(1,000 円/口) 23(84) 21(71) 23(71) 26(90)     27（99） 

特別会員(法人) (1,000 円/口) 40(199) 51(260)    51(250)   40(223)    67（331）

賛助会員(個人) (1,000 円/口) 89(89) 102(123)   116(126) 110(110)   124（126） 

 

８ 民生委員児童委員協議会活動推進事業（事業費 9,441,000 円） 

  民生委員児童委員活動状況 

 ⑴ 民生委員児童委員   定数 74名（民生委員児童委員 71人、主任児童委員 3人） 

 ⑵ 定例会        毎月 1回 （年間 12回）  

 ⑶ 企画部会（役員 10名) 毎月 1回 （年間 12回） 

 ⑷ 民生委員児童委員活動状況                           （単位：日、回） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

活動延日数 6,865 6,813 6,765 7,072 7,306 

訪問延回数 5,851 5,790 5,277 5,135 4,984 
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ア 関係制度別相談・指導件数内訳                         （単位：件） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

在宅福祉 18 30 37 55 95 

介護保険 38 27 36 35 26 

健康・保健医療 42 105 38 39 49 

子育て・母子保健 11 11 12 16 2 

子どもの地域生活 26 2 1 4 5 

教育・学校生活 5 6 7 12 8 

生活費 49 39 29 36 28 

年金・保険 3 0 2 4 4 

仕事 1 6 1 1 1 

家族関係 15 12 34 30 86 

住居 26 13 27 12 12 

生活環境 46 48 23 41 46 

日常的な支援 245 277 224 253 265 

その他 185 163 391 320 300 

計 710 739 862 858 927 

イ 調査、公的機関との連携、諸会合・行事への参加、訪問等の件数        （単位：件） 

令和2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

4,703 4,431 4,635 5,488 4,984 

 

 ⑸ 主任児童委員活動状況                           （単位：日、回） 

    区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

活動延日数 239 204 228 110 112 

訪問延回数 48 0 1 1 2 

ア 子育て等に関する相談・指導件数                         (単位：件） 

令和2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

2 2 1 0 0 

   イ 公的機関との連携、諸会合・行事への参加、訪問等の件数               （単位：件） 

令和2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

166 161 197 117 112 

 

９ 民生委員・児童委員協力員制度活動事業（事業費 12,000 円） 

 民生委員児童委員協議会の活動負担の軽減及び精神的負担を緩和するため、民生委員・児童委員協力員

制度を活用し、エリアサポーターを 1名委嘱し、民生委員児童委員の補助や助言を行った。   

  （単位：件） 

区  分 令和 5年度 令和 6年度 

活動回数 46 64 
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10 生活保護法による扶助の状況                        （単位：世帯、人） 

区   分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

総 数 
世帯数 292 300 317 301 296  

世帯人数 367 371 402 380 359  

生活扶助 
世帯数 243 253 267 246 247  

世帯人数 305 309 340 312 303  

教育扶助 
世帯数 11 11 15 12 10  

世帯人数 14 19 23 18 17  

住宅扶助 
世帯数 246 260 275 256 249  

世帯人数 310 321 352 321 299  

医療扶助 
世帯数 247 254 276 258 268  

世帯人数 289 281 313 289 293  

出産扶助 
世帯数 0 0 0 0 0  

世帯人数 0 0 0 0 0  

生業扶助 
世帯数 8 3 5 5 4  

世帯人数 8 3 6 5 4  

葬祭扶助 
世帯数 1 1 3 2 1  

世帯人数 1 1 3 2 1  

介護扶助 
世帯数 66 73 75 73 72  

世帯人数 67 74 75 74 73  

 

対前年度比較事業効果内容 

  

自殺対策については、自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応を図ることができる人（ゲート

キーパー）を養成するため、静岡県地域自殺対策強化交付金を活用し、ゲートキーパー養成研修会を、

函南町保健委員会を対象に開催しゲートキーパーの役割について理解していただいた。また令和 6年度

より中学生だけでなく、町内小学生を対象に公認心理師による SOSの出し方講座を開始し、若年層の自

殺対策強化を図った。 

成年後見制度の利用を促進するため中核機関による業務の委託が 4年目となり、司法の専門職による

検討委員会にて助言を受けやすくなったことで、相談から支援に早期に繋ぐ体制が構築されつつある。

 また、新規の市民後見人養成研修受講者を増やす活動の他、修了者を対象としたフォローアップ研修

を行い、市民後見人を受任できる体制を整えている。令和 5年度から市民後見人として１名受任してお

り活動を続けている。 

令和 3年 5月、改正された災害対策基本法により避難行動要支援者名簿の作成が義務付けられ、令和

8年度を目途に個別避難計画の作成が市町村の努力義務とされた。毎年１回、新規名簿登録者の調査を

実施し、名簿登録が完了している。また、個別避難計画の作成の同意を得られた名簿登録者 66 名につ

いて新規に個別避難計画を作成できた。地域では、間宮区の協力を得て、「個別避難計画の作成」にお

ける出前講座を開催し、自治会役員、民生委員、地域住民の協力により個別避難計画を作成し、対象者

と地域住民の顔の見える関係性の構築を図ることができた。 

令和 5年度まで遺族会が実施していた戦没者追悼式について、遺族会が解散したことにより、令和 6

年度から町が主催し開催することとなった。戦没者に対する追悼の意を表し、平和の尊さに対する意識

を高めることができた。 

わかくさ共同作業所指定管理の最終年度にあたり、感染予防や事故防止のための改修工事を行い、障

害のある利用者の安全を図った。 
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（決算書 Ｐ95 ～ Ｐ96）                                主管課 福祉課 

 

施策の成果 

１ 物価高騰支援給付金給付事務事業（事業費 169,358,877 円） 

物価高騰による負担増を踏まえ、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、低所得世帯１世帯

あたり10万円、18歳以下（平成17年 4月 2日～令和6年 4月 1日に生まれた児童の世帯）の児童1人当た

り5万円を加算し支給した。 

⑴ 物価高騰支援給付金給付事務事業（繰越明許分） 

  ア 事業費 

支給総額 78,500,000 円（１世帯あたり 100,000 円） 

対象世帯 令和5年度分住民税均等割のみ課税世帯 809 世帯 

   支給世帯 785 世帯  

   給付率  97％ 

  イ 事務費 

    総額   5,487,900 円（需用費・役務費・委託料 等） 

         ＊子育て世帯臨時加算給付金と同時に実施 

  ウ 申請期限 令和 6年 7月 1日 

  エ 基準日  令和 5年 12月 1日 

⑵ 物価高騰支援給付金給付事務事業 子育て世帯臨時加算給付金（繰越明許分） 

ア 事業費 

支給総額 22,200,000 円（児童１人当たり 50,000 円加算） 

対象世帯 258 世帯 457 人 

・令和5年度分住民税非課税世帯の18歳以下の児童 

・令和5年度住民税均等割のみ課税世帯の18歳以下の児童 

    支給世帯 252 世帯 444 人 

    給付率  97.2％ 

⑶ 令和 6年度 物価高騰支援給付金給付事務事業  

ア 事業費 

支給総額 53,200,000 円（1世帯当たり 100,000 円） 

    対象世帯 606 世帯 

令和 5年度 7万円、10万円の給付対象者は対象外 

・令和 6年度新たに住民税非課税となる世帯 

・令和 6年度新たに住民税均等割のみ課税となる世帯 

    支給世帯 532 世帯  

    給付率  87.8％ 

  イ 事務費 

    総額   5,520,977 円（需用費・役務費・委託料 等） 

         ＊子育て世帯臨時加算給付金と同時に実施 

  ウ 申請期限 令和 6年 10月 31日 

  エ 基準日  令和 6年 6月 3日 

⑷ 令和６年度 物価高騰支援給付金給付事務事業 子育て世帯臨時加算給付金  

ア 事業費 

科          目 事業名称 事業費(円) 財源内訳（円） 

３款 

民生費 

１項 

社会福祉費 

 １目 

社会福祉 

総務費 

物価高騰支援給付 

金給付事務事業 

169，358，877 

現年 28,870,977 

繰越 140,487,900 

（0)  

一般        0 

特定   169,358,877 

現年 28,870,977 

繰越 140,487,900 

 

 

特定財源の内容 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（繰越明許分）     (P28）    140,487,900 円 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金           （P28）    28,870,977 円      

                                   （29,669,437 円の内） 
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支給総額 4,450,000 円（児童１人当たり 50,000 円加算） 

対象世帯 61 世帯 94人 

・令和 6年度新たに住民税非課税となる世帯の 18歳以下の児童 

・令和 6年度新たに住民税均等割のみ課税となる世帯の 18歳以下の児童 

給付率  93.5％ 

 

対前年度比較事業効果内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 5 年 11 月 2 日「デフレ脱却のための総合経済対策」が閣議決定し、低所得者支援として住民税均

等割のみ課税がなされる世帯への 10万円給付、1人 5万円のこども加算、新たに住民税非課税または住民

税均等割のみ課税がなされる世帯となる世帯への 10万円給付を行った。物価高騰支援給付金は 97%に支給

することができ、低所得世帯の生活支援に効果があった。 
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（決算書 Ｐ95 ～ Ｐ96）                               主管課 福祉課 

 

施策の成果 

１ 物価高騰対策給付金給付事務事業（事業費 826,784 円） 

⑴ 事務費 

   総額 826,784 円（需用費・役務費・委託料等） 

⑵ 基準日 

令和 6年 12月 13日 

 

対前年度比較事業効果内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科          目 事業名称 事業費(円) 財源内訳（円） 

３款 

民生費 

１項 

社会福祉費 

 １目 

社会福祉 

総務費 

物価高騰対策給付金給付 

事務事業 

826，784 

（0)  

一般      28,324  

特定     798,460 

 

特定財源の内容 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金         （P28）        798,460 円 

（29,669,437 円の内） 

 

令和 6年 11月 22日の閣議決定により特に物価高騰の影響を受ける低所得世帯に対し、引き続き迅速に

支援を届けるため、令和 6年度住民税非課税世帯に 3万円、こども加算として 1人 2万円を支給するため

の準備を行った。令和 7年度に予算を繰り越し支給する。 
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（決算書 Ｐ97 ～ Ｐ100)                                 主管課 福祉課 

 

施策の成果 

１ 食の自立支援事業（事業費 198,300 円） 

在宅のひとり暮らしの高齢者等に、食事の宅配を行うことにより食生活の改善・安否確認・孤独の解消等

高齢者福祉の向上を図った。 

⑴ 委 託 先  株式会社 丸食、宅配クック 123沼津三島店 

⑵ 利用状況                                                   （単位：人、食） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

実人数 17 15 9 7 4 

延食数 2,178 1,666 1,440 906 661 

 

２ 養護老人ホーム入所判定運営協議会負担金（事業費 18,500 円） 

伊豆の国市、伊豆市、長泉町、清水町、小山町と共同で、養護老人ホームへの適正な入所の措置を実施するために  

開催する入所判定部会の運営に関する協議会を2回開催した。函南町の案件協議はなかった。 

⑴ 入所判定部会委員 5 人（精神科医師、内科医師、養護老人ホーム施設長、市町高齢者福祉担 

当課長、静岡県東部健康福祉センター医監兼東部保健所長） 

 ⑵ 入所判定部会開催回数及び函南町在住者の入所希望者の協議実績    （単位：回、件） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

入所判定部会開催回数 5 2 3 3 6 

函南町協議分実績 0 0 0 0 0 

 

３ 敬老会補助事業（事業費 4,608,623 円） 

各地区で開催される敬老会の運営を対象に助成。コロナ禍以降、令和 3 年度から、祝いの品の配

布も補助対象とし、令和 6 年度は 27 地区で開催され、前年度より 2 地区増加した。 

延べ参加者数 4,799 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科          目 事業名称 事業費(円) 財源内訳（円） 

３款 

民生費 

１項 

社会福祉費 

３目 

老人福祉費 
老人福祉事業 

79，593，442 

(75,689,443)

一般   77,839,942 

特定   1,753,500 

 
特定財源の内容  

老人保護措置入所者負担金           （P22）     652,500円 

在宅福祉事業費補助金             （P34）   1,101,000円 
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 敬老会実施状況                           （単位：人、円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 函南町シニア活動補助事業（事業費 1,732,800 円） 

⑴ 老人クラブ連合会への助成 

   高齢者の生きがいと健康づくり活動を促進するため、函南町老人クラブ連合会に対し、活動促進事業

費 991,000 円、健康づくり事業費 58,000 円、計 1,049,000 円助成した。 

⑵ 単位老人クラブへの助成 

    高齢者福祉の増進を目的に活動する、町内15地区の単位老人クラブの活動に計683,800 円助成した。 

ア 助成内容                        （ ）は前年度 (単位：円、地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区名 参加者数 内容（配布・郵送） 補助額 

仁田 546   記念品     497,107 

柏谷 925   記念品     784,400 

畑毛 48 お茶・弁当 112,474 

平井 311 記念品 380,715 

丹那 77 祝い菓子 88,400 

畑 69 記念品 65,200 

軽井沢 34 祝い菓子 38,000 

田代 30 記念品 34,800 

桑原 39 記念品 141,200 

大竹 129 祝い菓子 99,588 

上沢 462 記念品 296,570 

塚本 262 祝い菓子 316,824 

肥田 79 記念品 60,000 

日守 74 記念品 69,200 

鬢の沢 38 記念品 40,400 

細沢 6 弁当 14,800 

八ツ溝 107 記念品 110,720 

冷川 48 記念品 48,000 

函南 33 祝い菓子 40,000 

城山 20 祝い菓子 39,609 

柿沢台 194 祝い菓子 167,600 

白道坂 125 記念品 94,250 

宝蔵台 166 記念品 147,600 

パサディナ 284 記念品 266,000 

エメラルド 90 記念品 57,366 

ヒューマンヒルズ 80 記念品 74,800 

ダイヤランド 523 記念品 523,000 

合 計 4,799  4,608,623 

会員数 月 額 
51 人以上 

1人あたり 

新規加入 

1人あたり 
老人クラブ数 補助金額 

50 人以上 4,800 400 

0
   1,000  6（6） 381,800 

49 人以下 2,500 -     2,000 9（9）

）
302,000 
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イ 老人クラブ加入状況                       ( )は前年度 （単位：人） 

地区名 
老人クラブの名称 

(老人クラブの有無) 

 

加入者数 地区名 
老人クラブの名称 

(老人クラブの有無) 

 

加入者数 

 

仁 田 休会   －（－） 鬢之沢 無 － 

大土肥 大土肥幸会  28(31） 細 沢 無 － 

柏 谷 柏谷シニアクラブ   56(55） 八ツ溝 八ツ溝花園会 26(31） 

畑 毛 休会  －（－） 冷 川 無 － 

平 井 平井友愛老人クラブ   21(20） 新幹線 無 － 

丹 那 休会  －（－） 函 南 無    － 

畑 休会   －（－） 城 山 無 － 

軽井沢 無 － 柿沢台 柿沢台交友会 50(52） 

田 代 無 － 白道坂 白道坂シニアクラブ 51(58） 

桑 原 桑原シニアクラブ   24(23） 宝蔵台 無 －

大 竹 大竹睦会   14(17） 冷川団地 無 － 

上 沢 上沢福寿会  42(45） パサディナ ﾊﾟｻﾃﾞｨﾅｼﾆｱｸﾗﾌﾞ 50(54） 

間 宮 間宮老人クラブ  69(70) 鶴 巻 無 －

塚 本 塚本シニアクラブ  36(39） ｴﾝﾌﾞﾙﾀｳﾝ 無 － 

肥 田 肥沃の会 18(21) エメラルド ｴﾒﾗﾙﾄﾞｼﾆｱｸﾗﾌﾞ   35(28）

日 守 無 －  ﾋｭｰﾏﾝﾋﾙｽﾞ 無 － 

新 田 休会  －（－） ﾀﾞｲﾔﾗﾝﾄﾞ ﾀﾞｲﾔﾗﾝﾄﾞｼﾆｱｸﾗﾌﾞ  52(53）

奴田場 無 － 合  計 老人クラブ 15(15)  572（597）

 

５敬老祝い金支給事業（事業費 28,401,000 円） 

高齢者の健康長寿を祝し、町内の公民館等に出向き敬老祝い金を支給した。 

⑴ 支給内容  1人当たり 3,000 円の現金、又は湯～トピアかんなみ入館券 6枚綴 

⑵ 対 象 者  令和 6年 9月 15日現在、満 70歳以上で、1年以上引き続いて函南町に居住している方 

⑶ 支給者数                                     （単位：人、％、円） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

対象者数 9,058 9,347 9,487 9,593 9,633 

支給者数 8,917 9,213 9,370 9,467 9,467 

内 

訳 

祝い金支給者数 7,952 8,330 8,360 8,446 8,508 

入館券支給者数 965 883 1,010 1,021 959 

支給率 98.44 98.56 98.77 98.69 98.27 

支給額 26,751,000 27,639,000 28,110,000 28,401,000 28,401,000 

 

６ 紙おむつ支給事業 （事業費 10,017,189円） 

高齢者の健全で安らかな生活の確保と介護者の負担軽減を図ることを目的に、要介護度が3・4・5、又は認知症高 

齢者の日常生活自立度がⅢａ以上の在宅高齢者を対象に紙おむつを支給した。 

  申請者数                                            （単位：人） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

1,000 枚支給 114 137 146 136 131 

500 枚支給 174 182 184 200 208 

計 288 319 330 336 339 

＊生活保護法による被保護世帯又は世帯全員が住民税非課税世帯 1,000枚支給  ＊左記以外 500枚支給 
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７ 老人保護措置費（事業費 4,342,739円） 

  65 歳以上で、家庭の状況や経済的な理由、身体・精神的理由により在宅での介護が困難な人が、安心し

て健やかに暮らせるよう養護老人ホームに措置することにより高齢者の福祉の向上を図った。 

⑴ 養護老人ホーム  令和 7年 3月 31日現在の措置状況  

    入所者人数 2人（前年度 2人）＊長岡寮湯の家 2人 

 ⑵ 措置費・費用徴収額一覧表                            （単位：円） 

総支弁額 自己負担額 総支弁額 

内 訳 

生活費 事務費 その他 

4,342,739 652,500 1,300,340 2,569,376 473,023 

 

８ 居宅介護サービス利用者負担助成事業（事業費 991，556 円） 

介護保険法に規定する訪問介護サービス及び訪問入浴サービスに係る利用者負担額の一部を助成する

ことにより、居宅介護サービスの普及及び低所得者に対する利用者の軽減を図った。 

 利用状況（利用延べ件数）                              (単位：件） 

区 分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

訪問介護サービス 185 195 195 200 172 

訪問入浴サービス 14 12 20 13 24 

計 199 207 215 213 196 

 

９ 福祉タクシー等利用料金助成事業［高齢者分］（事業費 27,528,152 円） 

在宅の高齢者の生活圏の拡大と社会参加を支援するため、タクシー、バス及び鉄道の利用料金の一部を

助成した。 

 ⑴ 利用対象者  80 歳以上の高齢者 

⑵ 利 用 限 度  1 人につき、100 円の利用券、年間 150枚を限度として交付 

⑶ 利 用 状                                 （単位：人、枚、円） 

 区 分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

申請者数 2,193 2,447 2,563 2,960 3,139 

使用枚数 213,291 244,048 267,824 254,008 275,300 

平均使用枚数 97 99 104 86 88 

事業費 21,329,100 24,404,800 26,782,400 25,400,800 27,530,000 

 

10 高齢者運転免許自主返納支援事業 （事業費 469,300 円） 

  運転免許の返納後も社会参加の機会を確保し介護予防を図るため、運転免許証を自主返納した高齢者に

対し地域交通利用券を交付した。 

 ⑴ 利用対象者  運転免許自主返納時に 70歳以上 80歳未満で返納後 6か月以内に申請した者 

 ⑵ 利 用 限 度   1 人につき、100 円の利用券 100 枚を、申請翌年度末まで利用有効期間として交付 

 ⑶ 申 請 状 況                                    （単位：人） 

 区 分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

申請者数 86 100 108 57 82 

免許返納 

年齢 

70～74歳 50 56 60 20 52 

75～79歳 36 44 48 37 30 
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対前年度比較事業効果内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コロナ禍以降、敬老会の開催は参集せず、お祝いの品を贈る場合も補助の対象としており、開催地区は2か所増加

し27地区となった。参集して開催した地区は6地区で、長きにわたり地域に貢献された高齢者の敬老を祝い、地域

の活性化に寄与できた。 

65歳以上の高齢者人口は減少が始まり、事業によっては利用が減少しているが、長寿化の影響により、80歳以上

を対象にした福祉タクシー券の利用者は増加している。高齢者の外出機会が増え生活圏の拡大と社会参加の促進に寄

与できた。 

食の自立支援事業は対象者の減少により令和6年度をもって廃止し、重層的支援体制整備事業により、地域ぐるみ

の見守り体制や居場所づくりを強化する。 
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（決算書 Ｐ99 ～ Ｐ100）                          主管課 福祉課 

科    目 事業名称 事 業 費 (円) 財 源 内 訳 (円) 

３款 

民生費 

１項 

社会福祉費 

３目 

老人福祉費 
介護保険事業 

465,365,000 

(433,328,000) 

 一般   426,695,025 

 特定    38,669,975 

 

特定財源の内容 

介護保険事業低所得者保険料軽減国庫負担金   （P26）  14,115,350 円 

介護保険事業低所得者保険料軽減県負担金    （P32）   6,943,775 円 

介護認定審査委託金              （P38）    20,000 円 

介護保険特別会計繰入金（介護給付費精算分）      （P42）   17,787,000円 

＊特定財源の収入額と充当額の差額196,150円については令和７年度に償還予定 

介護保険事業低所得者保険料軽減国庫負担金  196,150円 

 

 

施策の成果 

介護保険事業を運営するため､一般会計から介護保険特別会計へ 465,365,000 円を繰出し、町の法

定負担分（事業費の 12.5％、地域支援事業の包括的支援事業･任意事業費については 19.25％）を負

担し、低所得者の介護保険料の負担軽減を実施することにより、円滑な介護保険事業の推進に寄与し

た。 

  

対前年度比較事業効果内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計からの繰出金による財源を確保し、介護保険事業の安定的な運営を図った。決算額と

しては前年度と比較し、32,0370,000 円増額となり、7.4 ポイント増の負担分を介護保険特別会計

へ繰り出した。 
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（決算書 Ｐ101 ～ Ｐ104）                            主管課 福祉課 

 

施策の成果 

１ 障害者総合支援認定審査会事業 (事業費 858,000 円) 内訳 報酬 712,800 円、費用弁償 145,200 円 

障害者総合支援法に基づき障害者の福祉サービスの必要性を総合的に判定するため、5人の委員により障

害者総合支援認定審査会を開催し判定業務を行った。 

審査会開催回数 15回 

 

  障害者総合支援認定審査委員                        (単位：人） 

区 分 医 師 精神科相談員 施設指導員 計 

人 数 1 1 3 5 

 障害支援区分決定者実人数                               （単位：人） 

区 分 区分1 区分2 区分3 区分4 区分5 区分6 計 

令和2年度  0 12 20 22 9 28 91 

令和3年度  3 19 32 27 14 26 121 

令和4年度 3 13 18 16 16 28 94 

令和5年度 0 13 20 20 11 25 89 

令和6年度 0 19 22 23 17 19 100 

 

科      目 事業名称 事業費(円) 財源内訳（円） 

３款 

民生費 

１項 

社会福祉費 

５目 

心身障害者 

福祉費 

心身障害者福祉事業 
1,362,195,042 

(1,260,217,753) 

一般   416,071,030 

特定   946,124,012 

特定財源の内容 

自立支援医療費国庫負担金                 （P26）   19,031,000円 

 障害者自立支援給付費国庫負担金              （P26）   428,234,590円 

 障害児入所給付費等国庫負担金               （P26）    152,566,104円 

 地域生活支援事業費等国庫補助金              （P28）   10,822,000円 

 重層的支援体制整備事業交付金               （P28）    622,000円（24,745,000円の内） 

特別児童扶養手当事務取扱費交付金             （P32）      146,584円 

 自立支援医療費県負担金                  （P32)     9,515,500円 

 障害者自立支援給付費県負担金               （P32）   214,117,295円 

 障害児入所給付費等県負担金                （P32）   76,283,051円 

 重層的支援体制整備事業交付金               （P34）    311,000円（10,798,000円の内） 

重度心身障害者医療費補助金                （P34）   30,136,475円 

難病患者等介護家族リフレッシュ事業費補助金         （P34）        6,516円 

 地域生活支援事業費県補助金                （P34）    5,410,000円 

特別障害者手当事務取扱委託金               （P38）      27,880円 

 心身障害者扶養共済事務委託金               （P38）     45,360円 

 心身障害者扶養共済掛金                  （P46）     576,470円 

デジタル基盤改革支援補助金                （P46）   1,310,000円（15,192,000円の内） 

 心身障害者扶養共済給付保険金               （P46）    2,960,000円 

高額医療・高額介護合算制度助成額調整金(重度医療分)    （P48）      770,281円  

＊特定財源の収入額と充当額の差額6,768,094円については令和７年度に償還予定 

自立支援医療費国庫負担金              3,123,408円 

自立支援医療費県負担金               1,561,704円 

障害児入所給付費等国庫負担金            1,388,648円 

障害児入所給付費等県負担金              694,334円 
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２ 障害程度区分認定調査 （事業費 704,000 円） 

  障害者総合支援認定審査会において障害支援区分を決定するため、その資料となる、障害の状況や生活 

能力など 80項目にわたる調査書の作成を 149件委託した。 

 

３ ピアサポーター交流会（事業費 14,400 円 内訳 報償費 12,000 円、旅費 2,400 円） 

開催日 令和 7年 1月 21日（火） 

参加者 ピアサポーター3人、当事者 5人、家族・支援者等 13人 

内 容 ピアサポーターがピア活動について説明し、発症から回復までの体験（リカバリーストーリー）

を語り、グループで参加者と交流会した。 

   

４ 障害者相談支援事業（事業費 29,191,800 円） 

 ⑴ 障害児者相談支援事業（事業費 15,491,300 円）（29,191,800 円の内） 

   (福)共済福祉会に委託し、相談支援事業所リベルテにおいて、在宅サービスの利用援助、社会資源の活 

用や社会生活力を高めるための支援、介護等に関する相談及び情報の提供を総合的に行うことにより、

 障害者やその家族の地域における生活を支援し、もって在宅の身体障害者の自立と社会参加の促進を図 

  った。 

⑵ 基幹相談支援センター等機能強化事業（事業費 1,967,900 円）（29,191,800 円の内） 

(福)共済福祉会に委託し、基幹相談支援センター事業を併せて、福祉サービス利用申請の支援や困難

事例の対応等の総合的な相談支援を行うとともに、地域の相談支援事業所の人材育成支援や専門的な指

導、助言など地域の相談機関との連携強化を図った。 

 

   相談件数                                    (単位：件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑶ 精神障害者相談支援事業  (事業費 6,781,500円)（29,191,800 円の内） 

  (医)新光会に委託し、サニープレイスかんなみにおいて、精神障害者からの日常生活全般に関する相談及びサービス

の利用計画の作成など精神障害者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて適切なサービスが提供されるよう支

援を実施した。 

 

 

 

 

 

 

相談区分 令和 2年度 令和 3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

福祉サービスの利用 626 612 691 724 775 

障害や病状の理解 91 95 85 133 163 

健康・医療 282 287 338 405 444 

不安の解消・情緒安定 225 161 182 368 716 

保育・教育・進路 94 72 98 147 87 

家族関係・人間関係 110 142 166 371 367 

家計・経済 117 131 162 175 215 

生活技術 33 77 79 88 119 

就労 42 41 93 85 163 

社会参加・余暇活動 9 5 28 27 15 

権利擁護 16 25 21 36 45 

その他 118 35 8 8 15 

計 1,763 1,683 1,951 2,567 3,124 
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相談件数                                         (単位：件） 

相談区分 令和2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

福祉サービスの利用 217 188 135 112 124 

障害や病状の理解 3 2 8 4 3 

健康・医療 160 128 120 105 128 

不安の解消・情緒安定 216 240 232 246 300 

保育・教育・進路 0 0 1 0 0 

家族関係・人間関係 29 40 34 27 43 

家計・経済 31 28 25 29 34 

生活技術 72 35 44 35 47 

就労 8 19 43 14 7 

社会参加・余暇活動 5 0 0 1 2 

権利擁護 0 1 0 0 0 

その他 3 9 8 2 3 

計 678 751 688 575 691 

 

⑷ 障害者相談支援事業 (事業費 1,336,500 円)（29,191,800 円の内） 

令和５年度から、新たに合同会社望への障害者相談支援事業の委託を開始し、ハートフルサポート希において、障害

者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて適切な相談支援体制の提供を行った。 

相談件数                  (単位：件） 

相談区分 令和5年度 令和 6年度 

福祉サービスの利用 15 12 

健康・医療 7 0 

不安の解消・情緒安定 28 36 

家族関係・人間関係 3 22 

家計・経済 5 9 

生活技術 24 19 

就労 3 1 

その他 7 5 

計 92 104 

 

⑸ 障害児相談支援事業（事業費 195,800 円）（29,191,800 円の内）  

  多様化する障害児の相談支援の充実を図るため、 (福)富岳会に委託し、障害児若しくは障害の可能性のある児童に

対し、障害児等及び保護者が住み慣れた地域で生活するための支援や福祉の向上を図るために家庭療育相談や福祉サー

ビスの利用の援助や指導を行った。 
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相談件数                                      （単位：件） 

相談区分 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6年度 

福祉サービスの利用 17 27 20 34 25 

障害や病状の理解 1 0 0 2 0 

健康・医療 2 1 1 0 0 

保育・教育・進路 1 4 9 4 7 

家族関係・人間関係 0 0 0 0 0 

生活技術 0 0 0 0 0 

その他 3 0 0 1 0 

合計 24 32 30 41 32 

 

⑹ 障害児者相談支援事業（事業費 177,100 円）（29,191,800 円の内） 

令和６年度から、新たに一般社団法人さくらキャンプに委託し、さくらキャンプ相談支援事業所において、障害者

の心身の状況、その置かれている環境等に応じて適切な相談支援体制の提供を行った。 

相談件数            (単位：件） 

相談区分 令和6年度 

福祉サービスの利用 13 

障害や病気の理解 4 

健康・医療 2 

不安の解消・情緒安定 7 

家族関係・人間関係 5 

就労 1 

その他 1 

計 33 

 

⑺ 函南町障がい者自立支援協議会運営事業（事業費 3,241,700円）（29,191,800 円の内） 

   相談支援事業所リベルテの委託業務として事務局を設置し、全体会議、運営会議、就労支援部会、プロジェクトチー

ムによる活動を展開し、地域生活を営む障害者等の地域課題や困難事例を解決するための検討を行った。また、関係者

との連絡調整、各種会議資料を作成し、円滑な運営を担った。また、障害者週間の実行委員会を立ち上げ、「函南町あ

いのわふれあいマルシェ」を開催した。 

ア  開催期日  12月2日 

イ 開催場所  道の駅 伊豆ゲートウェイ函南 

ウ 内  容  事業所紹介動画の上映、作品展示、就労支援事業所の製品販売、点字ボランティアによる名刺づくり

体験、じゃんけん大会、視覚障害者用福祉用具の展示等 

 

５ 難病患者等家族リフレッシュ事業（事業費 13,032円） 

医療的ケアを必要とする特定疾患患者及び重症心身障害者（児）等に対し、訪問看護等を実施するための費用として

１割を自己負担とし、９割を助成し、介護に従事している患者家族の介護負担の軽減を行う。 

利用者数             （単位：人） 

区 分 令和6年度 

在宅支援事業 1 

就学支援事業 0 
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６ 障害者地域活動支援センター事業（事業費 316,082円） 

令和5年度から（福）函南町社会福祉協議会に地域活動支援センター事業を委託し、身近な地域で障害者等が利用しや

すい創作的活動の提供等、障害者の状況に応じた活動や、社会との交流機会を提供し、地域生活の支援を行った。 

   利用者数                                         （単位：人） 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

利用者実人数 13 22 11 5 5 

利用者延人数 816 1,000 831 60 60 
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７ 等級別身体障害者手帳所持者数（各年度末現在）             （単位：人、％） 

 

 

 

 

 

年度 
等 級 

区 分 

重   度 中   度 軽   度 
合 計 

構成 

比率 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 

 

令 

和 

2 

年 

度 

視覚障害者 20 19 4 3 17 3 66 5.5 

聴覚平衡障害者 0 16 10 19 1 22 68 5.7 

音声言語障害者 2 2 7 4 0 0 15 1.2 

肢体不自由障害者 154 129 111 160 44 29 627 52.1 

内部障害者 290 3 46 88 0 0 427 35.5 

合   計 466 169 178 274 62 54 1,203 100.0 

構 成 比 率 
38.7 14.0 14.8 22.8 5.2 4.5 

100.0 － 
52.7 37.6 9.7 

 

令 

和 

3 

年 

度 

視覚障害者 23 23 4 6 16 3 75 6.1 

聴覚平衡障害者 0 13 12 19 1 23 68 5.5 

音声言語障害者 2 2 8 6 0 0 18 1.5 

肢体不自由障害者 162 121 110 156 41 31 621 50.3 

内部障害者 302 4 48 98 0 0 452 36.6 

合   計 489 163 182 285 58 57 1,234 100.0 

構 成 比 率 
39.6 13.2 14.8 23.1 4.7 4.6 

100.0 － 
52.8 37.9 9.3 

 

令 

和 

4 

年 

度 

視覚障害者 25 24  5 5 17 2 78  6.5 

聴覚平衡障害者 0 13  12 20 1 23 69  5.7 

音声言語障害者 2 1  8 7 0 0 18  1.5 

肢体不自由障害者 159 117  98 150 41 33 598  49.5 

内部障害者 292 4  54 95 0 0 445  36.8 

合   計 478 159  177 277 59 58 1,208  100.0 

構 成 比 率 
39.6 13.1  14.7 22.9 4.9 4.8 

100.0   － 
52.7 37.6 9.7 

 

令 

和 

5 

年 

度 

視覚障害者 24 28 5 5 14 3 79  6.7

聴覚平衡障害者 0 10 11 22 1 23 67  5.7

音声言語障害者 1 1 8 7 0 0 17  1.5

肢体不自由障害者 149 114 95 143 39 30 570  48.6

内部障害者 285 3 57 94 0 0 439  37.5

合   計 459 156 176 271 54 56 1,172  100.0

構 成 比 率 39.2 13.3 15.0 23.1 4.6 4.8
100.0   － 

52.5 38.1 9.4 

 

令 

和 

6 

年 

度 

視覚障害者 19 28 6 5 16 3 77 6.7

聴覚平衡障害者 0 12 10 19 1 23 65 5.6

音声言語障害者 1 1 6 7 0 0 15 1.3

肢体不自由障害者 136 112 89 138 39 28 542 47.1

内部障害者 283 4 62 103 0 0 452 39.3

合   計 439 157 173 272 56 54 1,151 100

構 成 比 率 38.1 13.6 15.0 23.6 4.9 4.7
100.0   － 

51.8 38.6 9.6 
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８ 療育手帳所持者数（各年度末現在）                       （単位：人） 

 

区 分 

Ａ(重度) Ｂ(中軽度) 計 

18歳 

以上 

18歳 

未満 
計 

18歳 

以上 

18歳 

未満 
計 

18歳 

以上 

18歳 

未満 
計 

令和2年度 77 10 87 165 74 239 242 84 326 

令和3年度 74 13 87 170 68 238 244 81 325 

令和4年度 75 18 93 180 72 252 255 90 345 

令和5年度 74 15 89 183 72 255 257 87 344 

令和6年度 71 14 85 192 63 255 263 77 340 

 

９ 精神障害者保健福祉手帳所持者数（各年度末現在）             （単位：人） 

         

10 移動支援事業（事業費 1,832,783円） 

  屋外での活動に困難がある障害者等の外出のための支援を行い、地域での自立生活及び社会参加の促進を図った。 

                                            （単位：人、時間、円） 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

実利用者数 20 18 24 19 17 

延利用時間 1,112 1,163 1093.5 717.8 743.0 

委託料 2,956,020 3,535,731 3,182,328 1,963,524 1,832,783 

 

11 日中一時支援事業 (事業費 12,628,680 円） 

  障害者等を一時的に預かることにより、障害者の日中活動の場を提供し、見守り及び社会に適応するための日常的な

訓練等を行った。 

                                            （単位：人、回、円） 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

実利用者数 32 35 52 58 62 

延利用回数 2,351 3,012 5361 6,573 5,682 

委託料 8,147,079 10,400,369 13,808,080 15,832,600 12,628,680 

 

12 入浴サービス事業 （事業費 1,108,800円） 

  自力あるいは家族のみでは入浴することができない重度心身障害者に対し、入浴サービスを行い、障害者の健康維持

と家族等の介護の軽減を図った。 

                                       （単位：人、円） 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

実利用者数 2 2 2 1 １ 

延利用者数 84 67 100 82 88 

委託料 945,000 753,750 1,260,000 1,033,200 1,108,800 

 

 

 

 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

１級 20 25 27 29 28 

２級 178 199 227 245 265 

３級 95 103 110 108 103 

合計 293 327 364 382 396 
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13 意思疎通支援事業 (事業費 127,301円) 

聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障害や難病のため、意思疎通を図ることに支障がある障害者に、手話通 

訳者や要約筆記者の派遣事業を社会福祉協議会に委託し、意思疎通の円滑化を図り社会参加の促進を図った。  

                                               （単位：件、円） 

     区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

手話通訳者派遣 
件数 4 2 2 4 4 

委託料 24,557 25,927 27,962 78,920 48,181 

要約筆記者派遣 
件数 2 0 3 3 6 

委託料 19,440 0 69,480 55,936 79,120 

 

14 地域生活支援拠点コーディネーター配置事業（事業費 7,090,600円） 

  相談支援事業所リベルテにおいて、地域における様々なニーズや緊急時に対応できるサービスの調整を行う職員を地

域生活支援拠点コーディネーターとして1人配置した。同居する家族が急に入院した場合等、緊急対応が必要な障害者

のニーズをあらかじめ把握するため登録制とし、現在9名の障害者の緊急対応に備えている。また自立支援協議会にお

いて地域生活支援拠点整備委員会を年1回開催し、拠点整備状況の報告や現行体制の見直しを行い、地域で生活する障

害者の高齢化、重度化、親なき後を見据えた機能の確保、相談体制の強化を促進するよう検討した。 

 

15 障害者台帳・障害福祉サービス管理システム標準化対応業務（事業費 1,310,100 円） 

令和 6 年 4 月からの障害者自立支援給付費の報酬改定後、円滑に支給決定事務及び支払い審査事

務等を行うことができるよう、障害者福祉管理システムの改修を行った。 

 

16 自動車運転免許取得改造費補助事業（事業費 100,000円） 

  満18歳以上の1、2級の肢体不自由の身体障害者で、就労等に伴い自ら所有し、運転する自動車を一部改造する必要

がある者を対象に10万円を限度に自動車改造費を補助し福祉の増進を図った。 

（単位：件、円） 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和 6年度 

利用件数 1 1 1 1 1 

補助金額 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 

 

17 心身障害者扶養共済助成事業 (事業費 4,112,940円) 

⑴ 心身障害者扶養共済給付金 (事業費 2,960,000円) 

   障害者の保護者が病気及び死亡した場合に、残された障害者に支払われる拠出年金で、静岡県から送金された保険

金を個々に振り分け支払っている。 

                           （単位：人、月、円） 

月給付額 受給権者数 合計支払月数 年給付額 

20,000 9 100 2,000,000 

 40,000（2口） 2 24 960,000 

計  2,960,000 

 

⑵ 心身障害者扶養共済事業掛金助成 (事業費 1,152,940円) 

   保護者の死亡などにより残された障害者へ支払われる年金の掛金で、加入者の経済的負担軽減のため心身障害者扶

養共済事業における掛金の半額を助成した。 

   加入者数 13人 (前年度 11人)、加入口数 16口 (前年度 13口) 
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心身障害者扶養共済年金掛金月別内訳表             （単位：円、月） 

区 分 掛金月額平均 加入月数 年間合計 

助成額 48,039 12 576,470 

自己負担額 48,039 12 576,470 

合 計      96,078 12 1,152,940 

 

18 福祉タクシー等利用料金助成事業［障害者分］（事業費 2,269,500円） 

在宅の障害者の生活圏の拡大及び社会参加を援助するため、タクシー、バス及び鉄道の利用料金の一部を助成した。 

 ⑴ 利用対象者  身体障害者手帳1・2級、精神障害者保健福祉手帳1級、療育手帳Ａ所持者 

⑵ 利 用 限 度   1人につき、100円の利用券、年間150枚を限度として支給 

⑶ 利 用 状 況                                                                （単位：人、枚、円） 

 区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和 5年度 令和 6年度 

申請者数 300 304 299 301 284 

使用枚数 21,873 23,488 24,615 23,405 22,695 

平均使用枚数 72 77 82 78 79 

事業費 2,187,300 2,348,800  2,461,500 2,340,500 2,269,500 

 

19 自立支援給付事業（事業費 852,749,711 円）内訳 自立支援給付費 852,729,011 円、高額障害者福祉 

サービス等給付費 20,700 円 

障害者総合支援法による、利用者を基本とした福祉サービスの提供で、相談支援員によるサービス利用 

計画を基に利用者にサービスを供給し、日常生活の自立の促進を図った。 
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区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和 6年度 

介 

護 

給 

付 

・ 

訓 

練 

等 

給 

付 

 

居宅介護 
624 628 666 656 644 

44,829,565 49,551,534 46,631,286 49,227,032 48,223,505 

重度訪問介護 
70 68 58 49 61 

43,322,644 40,442,871 37,217,831 23,629,562 24,286,908 

同行援護 
80 95 121 136 129 

2,941,326 3,643,519 4,636,277 4,945,454 5,103,872 

行動援護 
11 8 10 10 12 

412,875 330,836 380,667 563,592 716,839 

生活介護 
915 939 960 963 965 

200,225,098 206,180,085 213,187,069 218,781,686 224,564,347 

短期入所 
99 123 122 150 182 

7,385,038 10,858,941 10,467,390 12,246,699 15,418,851 

共同生活介護 
- - - - - 

- - - - - 

施設入所支援 
563 557 559 553 559 

73,148,545 71,852,446 74,290,485 76,626,924 88,996,907 

自立訓練 

(機能訓練) 
12 2 0 0 7 

2,332,930 335,120 0 0 566,184 

自立訓練 

(生活訓練） 
334 364 233 214 185 

36,502,026 45,264,337 35,772,858 43,368,006 32,989,714 

療養介護 
60 60 60 60 60 

16,379,578 17,068,420 17,248,450 17,653,580 18,032,210 

就労移行支援 
65 105 70 38 6 

14,471,611 23,111,625 15,041,961 6,798,193 749,556 

就労継続 

支援Ａ型 

238 237 248 243 281 

38,157,794 38,401,866 42,076,069 40,477,345 48,046,655 

就労継続 

支援Ｂ型 

1,221 1,323 1,464 1,609 1,673 

160,225,512 174,945,268 185,000,132 205,147,810 227,815,104 

就労定着支援 
30 58 64 56 55 

990,214 1,752,800 1,956,723 1,837,265 1,761,621 

共同生活援助 
283 422 468 488 491 

40,292,048 67,480,164 77,727,102 81,745,535 83,913,700 

その他 
846 980 1,029 1,041 951 

8,991,286 9,383,056 9,278,292 9,192,134 9,591,369 

計画相談支援 
951 1,035 1,003 1,034 1,056 

16,276,048 17,939,233 17,122,111 17,893,937 21,799,459 

地域移行支援 
- - - - 4 

- - - - 152,210 

小  計 
6,402 7,004 7,135 7,300 7,321 

706,884,138 778,542,121 788,034,703 810,134,754 852,729,011 

高額障害福祉 

サービス等給付費 

100 56 29 21 9 

741,844 296,276 98,936 66,276 20,700 

 合  計 
6,502 7,060 7,164 7,321 7,330 

707,625,982 778,838,397 788,133,639 810,201,030 852,749,711 

自立支援給付費の推移 
（単位：上段-件、下段-円） 
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20 自立支援医療費（療養介護医療費）給付事業 (事業費 4,649,616 円)  

病院における医療的ケアに加え、常時介護を要する障害者の機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下にお

ける介護及び日常生活上の療養介護のうち医療に係るものへ給付した。 

                       （単位：件、円）  

区 分 利用件数 金 額 

令和 2 年度 106 16,678,741 

令和 3 年度 72 7,243,032 

令和 4 年度 61 4,717,832 

令和 5 年度 60 4,673,044 

令和 6年度 60 4,649,616 

 

21 補装具給付事業 (事業費 6,378,255 円)    

  身体障害者の日常生活や社会生活の向上を図るために、失われた身体機能や損傷のある身体機能

を補うための装具の交付及びその修繕費用を給付した。 

給付状況                                    （単位：件、円） 

年 度 区 分 (者)件数 金 額 (児)件数 金 額 (者児)件数 合計金額 

令和 2 年度 

交 付 18 3,040,338 2 780,228 20 3,820,566 

修 理 28 3,712,337 2 488,952 30 4,201,289 

合 計 46 6,752,675 4 1,269,180 50 8,021,855 

令和 3 年度 

交 付 23 2,848,370 3 406,106 26 3,254,476 

修 理 26 980,680 1 101,432 27 1,082,112 

合 計 49 3,829,050 4 507,538 53 4,336,588 

令和 4 年度 

交 付 26 1,689,438 6 2,765,052 32 4,454,490 

修 理 24 1,475,492 7 631,094 31 2,106,586 

合 計 50 3,164,930 13 3,396,146 63 6,561,076 

 交 付 34 5,174,682 2 370,507 36 5,545,189 

令和 5 年度 修 理 22 1,821,211 1 18,762 23 1,839,973 

 合 計 56 6,995,893 3 389,269 59 7,385,162 

 交 付 23 3,733,137 4 832,557 27 4,565,694 

令和 6年度 修 理 17 1,291,853 6 520,708 23 1,812,561 

 合 計 40 5,024,990 10 1,353,265 50 6,378,255 

 

22 障害児施設措置費給付等事業 (事業費 302,354,872 円） 

内訳 障害児通所給付等 302,329,572 円、高額障害児通所給付費 25,300 円 

児童福祉法による利用者を基本とした福祉サービスを提供するために相談支援事業所が作成した計画に基

づき、福祉事業所において日常生活における基本動作の指導や知識技能の付与、集団生活への適応訓練等を

行い、障害児の療育支援の促進を図った。 
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利用延件数                                  （単位：件、円） 

区  分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和 6年度 

通所 

給付費等 

児童発達支援 
322 368 449 631 785 

32,773,298 49,614,222 59,440,457 94,434,365 113,390,648 

放課後等 

デイサービス 

944 1,116 1,280 1,447 1,504 

87,782,712 105,831,439 133,729,160 156,670,261 177,381,530 

保育所等 

訪問支援 

31 6 11 44 96 

397,239 89,560 193,180 978,065 1,974,324 

相談支援 

給付費 

252 264 355 376 405 

5,154,494 5,277,051 7,136,989 7,562,868 9,583,070 

小 計 
1,549 1,754 2,095 2,498 2,790 

126,107,743 160,812,272 200,499,786 259,645,559 302,329,572 

高額障害児通所給付費 
14 22 21 14 6 

31,696 49,977 50,600  38,145 25,300 

合 計 
1,563 1,776 2,116 2,512 2,796 

126,139,439 160,862,249 200,550,386 259,683,704 302,354,872 

 

23 自立支援医療費（更生医療）給付事業 (事業費 27,165,569 円) 

身体障害者が日常生活、職業生活により適合できるよう、身体の機能障害を軽減又は改善するための医療費の給付

を行った。 

                        （単位：件、円） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※件数と金額については、医療分と調剤分を含む。 

 

24 心身障害者（児）日常生活用具給付等事業  (事業費 16,745,170円） 

重度心身障害者が居宅で使用する日常生活用具(主にストマ用装具、おむつ、拡大読書器他)の購入について助成を

行った。 

 

 

 

 

年 度 区   分 
入院外（通院） 

件数 金額 

令和 2年度 

免疫機能障害他 21 840,289 

腎臓機能障害 153 17,954,909 

合計 174 18,795,198 

令和 3年度 

免疫機能障害他 22 875,027 

腎臓機能障害 170 22,309,822 

合計 192 23,184,849 

令和 4年度 

免疫機能障害他 20 698,951 

腎臓機能障害 177 25,560,264 

合計      197 26,259,215 

令和 5年度 

免疫機能障害他 23 985,747 

腎臓機能障害 231 28,651,220 

合計 254 29,636,967 

 免疫機能障害他 23 1,926,513 

令和 6年度 腎臓機能障害 204 25,239,056 

 合計 227 27,165,569 
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                                         （単位：件、円） 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

給付件数 758 959 1,026 899 929 

内 児童分 25 33 56 61 60 

給付金額 11,734,455 14,036,173 15,436,041 14,085,298 16,745,170 

 

25 重度障害者(児)医療費助成事業 (事業費 58,891,218円) 

重度障害者(児) （身障手帳1・2級、療育手帳Ａ判定、特別児童扶養手当1級、内部障害3級、精神障害者保健福

祉手帳 1 級所持者で該当する者）が医療機関等を受診した際の医療費を助成し自己負担の軽減を図り、その療育を推

進した。 

                                        （単位：人、件、円）  

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

認定者数 792 807 807 698 704 

件数 13,300 13,720 13,934 14,338 14,094 

事業費 57,261,052 56,241,429 57,534,524 58,362,699 58,891,218 

 

26 精神障害者医療費助成  （事業費 2,854,428 円） 

  精神障害者にかかる医療費（入院）の1/3を助成することにより障害者の適正な医療の確保と、家族の経

済的負担の軽減を図り、もって障害者の健康の保持と福祉の増進を図った。 

                                          (単位：件、円) 

区 分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和6年度 

件 数 311 267 286 234 283 

交付額 2,963,608 2,343,860 2,664,525 2,910,520 2,854,428 

 

27 わかくさ共同作業所運営事業 

就労困難な在宅の障害者に作業指導をすることにより、地域社会の一員として生活することを促進し、障害者の自

立の助長を図った。 

 ⑴ 作 業 内 容 自主作業  クッキ－作り、菜園作業、手芸品、ぼかし、古紙、アルミ缶回収等 

            下請作業  お菓子の箱折、ペット用食品の袋詰め 

 ⑵ 通 所 者 21 人 (前年度18人) 

 ⑶ 施 設 職 員 施設長 1人、指導員 3人、臨時職員 2人 計 6名 

 

対前年度比較事業効果内容 

 

難病患者等家族リフレッシュ事業について、利用を勧めていた医療的ケアを必要とする重症心身障害者の家族より申請

があり、介護負担を軽減しリフレッシュの時間を提供できた。 

函南町障がい者自立支援協議会において、障害者週間に「函南町あいのわふれあいマルシェ」を開催した。来場者が多

い、道の駅伊豆ゲートウェイ函南にて、事業所紹介動画の上映、作品展示、就労支援事業所の製品販売、VR 動画を用いた

パラスポーツ体験、○×クイズ大会を行い、広く町民に障害について啓発を図った。 

自立支援給付事業においては、社会との関わりの機会の確保や、生活リズムの安定・維持等のため、就労継続支援事業

所の利用者が増加している。 

障害児通所給付について、町内の事業所の増加（放課後等デイサービス7カ所、児童発達支援事業所3カ所）により、

年々利用する児童が増えている。早期療育と児童の特性に配慮した支援を選択できる体制が整備されてきている。 

日常生活用具は、ストマ装具について交付できる単価の上限を増額し、利用者の負担を軽減できた。 

令和 6 年度から精神障害者医療費助成事務が健康づくり課から福祉課へ移管され、利用件数が増加し

ている。 

わかくさ共同作業所は令和 6 年度から条例改正により、通所者の住所の条件が緩和され、利用者が

3 人増加した。 
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（決算書 Ｐ103 ～Ｐ104）                            主管課 福祉課 

 

施策の成果 

 令和 4年度より開始した重層的支援体制整備事業の包括的相談支援事業のうち総合相談事業、権利擁護事業、

包括的継続的ケアマネジメント支援事業を（福）函南町社会福祉協議会への委託により函南町地域包括支援セ

ンターで実施した。 

 

１ 総合相談事業 （事業費 7,614,600 円） 

  高齢者を中心に多様な福祉分野のまるごと相談に対応した。相談経路としては、電話によるものが 2,680

件ともっとも多く、次いで来所、訪問であった。相談内容の上位は、介護保険、健康状態、福祉用具に関す

ることであり、函南町地域包括支援センターが高齢者の相談窓口として認知されてきている。また、高齢化

や核家族化等の相談を要する世帯が増加しており、重層的な相談窓口ともなっている。高齢者以外の相談件

数は26件であり、高齢者以外の相談も増加傾向である。 

               （単位：件、回） 

区 分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和6年度 

相談延対応回数 1,466 1,912 2,887 3,366 4,076 

   

２ 権利擁護事業 （事業費 7,323,600 円）          

消費者被害の防止、高齢者虐待対応、認知症や身寄りがない人等、必要な人を成年後見制度の利用につなぐよう支援

した。地域住民に対する出前講座や事業所、施設等での研修を実施し、知識の普及、相談窓口の周知をした。 

（単位：件） 

区 分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和6年度 

権利擁護相談 36 171 246 286 264 

相

談

内

訳 

虐 待 24 122 149 183 197 

日常生活自立支

援事業、成年後見 
4 42 55 48 38 

消費者被害 4 2 9 3 12 

認知症 4 5 33 52 17 

 

３ 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業（事業費 6,091,400 円）  

  介護支援専門員の抱える困難事例への対応への助言、地域ケア会議の開催、介護支援専門員の資質向上に

関わる勉強会支援等により、関係機関の人材育成と連携を行った。 

                                                                         （単位：回） 

区 分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和6年度 

地域ケア会議 

（うち個別ケア会議） 

12 

（7）     

29  

（12） 

26 

（12） 

12 

（8） 

12 

(8) 

 

 

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳（円） 

３款 

民生費 

１項 

社会福祉費 

６目 

重層的支援

体制費 

包括的相談支援事業 
21,030,600 

(19,726,700) 

一般  4,049,792 

特定  16,980,808 

特定財源の内容 

重層的支援体制整備事業交付金（国）           （P28）   8,096,000円（24,745,000円の内） 

重層的支援体制整備事業交付金（県）           （P34）   4,048,000円（10,798,000円の内） 

介護保険特別会計繰入金（重層的支援体制整備事業交付金分）（P42）   4,836,808円（6,809,000円の内） 
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対前年度比較事業効果内容 

重層的支援体制整備事業において、役場職員を対象にまるごと相談を受け止められるよう研修会を継続実施してお

り、役場職員や医療機関から健康や生活困窮等の相談が増加傾向にある。権利擁護事業においては、増加している

8050問題を含む在宅での虐待相談に対応した。包括的・継続的ケアマネジメント支援事業においてはケースに

係る関係機関との調整件数が倍増しており、地域包括支援センターが安心して相談できる場所として周知され、

関係機関と連携できる体制が強化されてきている。 
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（決算書 Ｐ103～Ｐ106 ）                           主管課 福祉課 

 

施策の成果 

１ 生活支援コーディネーター設置事業（事業費 6,662,000 円） 

  地域づくり事業を(福)函南町社会福祉協議会への業務委託により第1層生活支援コーディネーターを1人

配置し、地域でお互いに支え合うしくみづくりのための人材育成や関係機関とのネットワークを構築した。 

   実施内容 

地域の支えあい勉強会 
桑原区3回、奴田場区3回、間宮区2回、畑毛区1回、平井１回 

合計10回 

ボランティア養成講座 

運転ボランティア養成講座開催 

・新規：4月25日（木）７名受講 

・フォローアップ：12月10日（火）20名受講 

生活支援ボランティア養成講座 

・2月13日（木）15名受講 

地域の支えあい協議会 

①テーマ「高齢者等の生活援助の担い手」 

実施日：6月5日（水）12名参加 

②テーマ「ゴミが片付けられない環境への支援の在り方」 

実施日：9月19日（木）12名参加 

③テーマ「ゴミの片付けが困難で福祉的支援が必要な世帯に対する支

援」 

実施日：1月20日（月）14名参加 

フォーラムの開催 

テーマ「つながりから始まる地域づくり」 

居場所などの交流の場がフレイル予防につながる 

場所：役場大会議室 100名参加 

居場所活動の継続支援 町内居場所、サロン交流会の開催 8月22日（木） 24名参加 

 

２ 生活困窮者支援のための地域づくり事業（事業費 2,497,264 円）内訳 印刷製本費 770,000 円 

委託料 1,727,264 円 

⑴  (福)函南町社会福祉協議会が運営している居場所「またあした Café」にて、多様な世代が参

加するイベントや相談会の開催業務を委託により実施。地域住民が、属性や世代の垣根を越えて地域

の様々な人と気軽に関わり、安心して過ごすことのできる場を提供した。 

 実施内容 

地域住民のニーズ、生活課題の把握 相談支援機関の出張相談会（12 回） 

地域コミュニティを形成する多様な居場所づくり 
麻雀、親子映画会、介護家族者のつどい、手芸

教室等の開催 

 

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳（円） 

３款 

民生費 

１項 

社会福祉費 

６目 

重層的支援

体制費 

地域づくり事業 
9,780,264 

(9,542,931) 

一般   2,515,004 

特定    7,265,260 

特定財源の内容 

重層的支援体制整備事業交付金（国）            （P28)     4,059,000円（24,745,000円の内） 

重層的支援体制整備事業交付金（県）            （P34）      1,392,000円（10,798,000円の内） 

介護保険特別会計繰入金（重層的支援体制整備事業交付金分）（P42）     1,972,260円（6,809,000円の内） 

＊特定財源の収入額と充当額の差額 158,000円については令和７年度に償還予定 

重層的支援体制整備事業交付金（国）     114,000円 

重層的支援体制整備事業交付金（県）     44,000円 
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⑵ 地域の支えあいガイドブックの作成 

   地域コミュニティを形成する居場所、多様な担い手の情報を発信し、身近な地域における共助

の取り組みを活性化させ、地域福祉の推進を図ることを目的とするため、地域の支え合いガイド

ブックを作成。作成したガイドブックは広報３月号配布時に全戸配布を実施。 

 

３ 介護予防・生活支援団体助成事業（事業費 530,000 円） 

  誰もが参加・交流でき、地域の支え合いの拠点となる居場所づくりを支援するため、住民主体で

運営する 17 か所の居場所に対し、1 回 1,000 円、年間上限 40,000 円を助成した。 

（単位：団体、円） 

区 分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

団体数 16 14 14 17 17 

事業費 407,000 320,000 391,000 522,964 530,000 

 

対前年度比較事業効果内容 

生活支援コーディネーターが中心となり、支えあい協議会を開催し、高齢者、障害者、子育て、生活困窮の各福祉

分野の共通課題であった「ゴミが片付けられない環境への支援の在り方」について協議し、「ゴミの片付けが困難

で福祉的支援が必要な世帯に対する支援」のガイドラインを作成した。 

生活困窮者支援のための地域づくり事業では、社会福祉協議会が運営する多様な居場所「またあしたCafé」にて、

様々なイベントを開催し住民同士の交流を図ることができた。また、地域の支えあいガイドブックを作成し、多様な

担い手の情報を発信することで、身近な地域のおける共助の取り組みを推進することができた。 
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（決算書 Ｐ105～Ｐ106 ）                          主管課 福祉課 

 

施策の成果 

１ 多機関協働事業 （事業費 6,025,910 円） 

  (福)共済福祉会への業務委託により実施。複雑化・複合化した課題（8050 問題・生活困窮・ひきこもり・

ヤングケアラー等）を抱えた世帯に対しては、重層的支援会議および支援会議を開催し、個別支援計画を

作成し支援の方向性、支援機関の役割を整理し町全体の包括的な相談支援体制を構築した。支援会議にお

いては、教育分野と福祉分野の連携会議とし、長期不登校を対象にした「つながり続ける支援会議」を開

催した。 

                              （単位：回、件） 

区  分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

重層的支援会議 

（対象件数） 

2 

    （2）

7 

  (6）

 3 

(2) 

支援会議 

（対象件数） 

 9 

 (9）

11 

(8）

7 

(5) 

  

２ アウトリーチ等支援・参加支援事業（事業費 6,813,972 円)  

多機関協働事業のアウトリーチ等支援・参加支援事業を(福)函南町社会福祉協議会への業務委託により実施。 

⑴  アウトリーチ等支援 

本人と直接かつ継続的に関わる信頼関係の構築や、本人とのつながりに向けた支援を実施した。また対 

象者を見つけるために支援関係機関のネットワークや地域住民とのつながりを構築し情報収集を実施した。 

                                        （単位：件） 

 

 

 

⑵ 参加支援事業 

本人やその世帯の支援ニーズを踏まえた丁寧なマッチングとメニュー作り、本人やその世帯への定着 

支援、フォローアップ 、地域における社会資源の活用体制構築を実施した。 

                               （単位：件） 

 
 

 

対前年度比較事業効果内容 

多機関協働事業では、ひきこもりなどの支援が必要な世帯について、支援会議で情報共有し、対象者の同意により、

重層的支援会議を開催し効果的な支援に努めている。アウトリーチ支援の件数も増加し、多様な支援者によるネット

ワークの構築を進めている。また、支援会議では教育分野と福祉分野の連携会議として「つながり続ける支援会議」

を開催し、長期不登校者においての支援方法を検討し連携の強化を図ることができた。制度の周知により、各相談支

援事業所からつながったケースが増え、困難事例に対して支援者間が協働し連携した対応がとれるようになった。 

  

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳（円） 

３款 

民生費 

１項 

社会福祉費 

６目 

重層的支援

体制費 

多機関協働事業 
12,840,882 

(12,108,404) 

一般  3,334,882 

 特定   9,506,000 

特定財源の内容 

重層的支援体制整備事業交付金（国）            （P28）      6,337,000円（24,745,000円の内） 

重層的支援体制整備事業交付金（県）          （P34）       3,169,000円 (10,798,000円の内）  

区  分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

支援件数 2 5 9 

区  分 福祉事業所 民間企業 地域の居場所 

事業者数 14 6 6 
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（決算書 Ｐ119～Ｐ120 ）                           主管課 福祉課 

 

施策の成果 

１ 災害見舞金等支給事業（事業費 80,000円）                      （単位：件、円） 

 

対前年度比較事業効果内容 

暴風、豪雨、洪水、地震その他異常な自然現象及び火災を含む小規模災害の被害を受けた世帯に対し弔慰金及び見

舞金を支給する。令和6年度は大雨により住居被害を受けた町民に対し災害見舞金（床上浸水20,000円 4件）を

支給し、町民の福祉及び生活の安定に寄与した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳（円） 

３款 

民生費 

３項 

災害救助費 

１目 

災害救助費 
災害救助事業 

80,000 

(0) 

一般   80,000 

特定     0 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和 6年度 

弔慰金件数 0 0 0 0 0 

見舞金件数 0 0 0 3 4 

給付金額 0 0 0 110,000 80,000 
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（決算書 Ｐ145～Ｐ146）                           主管課 福祉課 

 

施策の成果 

１ 勤労者住宅建設資金に対する利子補給 (事業費 1,500,000円) 

勤労者の住宅の新築・購入・増改築等を推進するために、勤労者住宅建設資金に対する利子補給を年 30,000 円、5

年間実施した。 

利子補給状況                           （単位：件、円） 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

30,000円補給 27 36 48 51 50 

補給金額 810,000 1,080,000 1,440,000 1,530,000 1,500,000 

 

２ シルバー人材センター運営費補助事業（事業費 13,597,000円） 

高齢者が働くことを通じて生きがいを得るとともに、地域社会の活性化に貢献する活動を行っているシルバー人材セ

ンターを支援するため運営費の助成を行った。 

  シルバー人材センター受託事業実績                  （単位：人、件、円） 

 

３ 勤労者福祉増進事業（事業費 150,000円） 

 メンタルヘルスセミナー・管理栄養士による講演等の労働者福祉教育やフードバンク・清掃等のボランティア活動の

推進、幼稚園・保育園への絵本の寄贈等の勤労者の福祉活動の増進を図るため、田方地区労働者福祉協議会へ150,000

円助成した。 

 

 対前年度比較事業効果内容 

勤労者の住宅建設を育成援助するための利子補給については、勤労者世帯が函南町に定住することを促進し、勤労

者の経済的負担の軽減に寄与した。 

シルバー人材センターは、ふれあいセンターの廃止に伴い10月に西部コミュニティセンターに事務所を移転し、

新たな地域で普及啓発を行った。役場でジョブステーションと連携して就労相談会を開催し、高齢者の就労機会の確

保に努めた。 

 

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳（円） 

５款 

労働費 

１項 

労働諸費 

１目 

労働諸費 雇用促進事務事業 
15,277,000 

(14,190,000) 

一般 15,277,000 

特定         0 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

会員数 275 281 273 275 258 

受注件数 2,199 1,988 1,798 1,667 1,480 

実人数 200 213 198 186 175 

補助金額 11,638,000 11,638,000 11,638,000 12,510,000 13,597,000
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主要な施策の成果と予算執行状況報告書 

 

（一般会計） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

子育て支援課 
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(決算書 P105～P108）                                 主管課 子育て支援課 

 

施策の成果 

１ 要保護児童対策事業 

⑴ 児童虐待等の通告状況 

虐待種別の状況と通告経路                                   (単位：件) 

区  分 

通 告 経 路 別 内 訳 合計 

県 

等 

他
市
町
村 

警
察 

学
校 

幼
稚
園 

保
育
園 

こ
ど
も
園 

町
の
他
課 

病 

院 

家
族
・
親
戚 

近
隣
・
知
人 

児
童
委
員 

そ
の
他 

 

身体的虐待 0 1 0 10 0 1 0 1 0 0 0 0 0 13 

性的虐待 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 

心理的虐待 0 3 0 10 3 2 0 0 0 2 1 1 2 24 

ネグレクト 1 6 0 1 0 7 0 1 2 2 5 0 0 25 

虐待危惧 

特定妊婦等 
0 2 0 0 0 0 0 19 0 0 0 0 0 21 

計 1 12 0 21 3 10 0 21 2 4 6 1 4 85 

 

過去の状況                                          (単位：件) 

令和元年度 1 1 3 19 4 3  23 0 8 4 0 1 67 

令和２年度 5 10 0 5 1 8  11 0 9 9 0 6 64 

令和３年度 6 10 1 21 1 4  15 0 9 10 1 9 87 

令和４年度 3 7 3 34 0 8  10 1 10 8 0 3 87 

令和５年度 9 5 0 8 2 16 2 15 0 11 2 0 5 75 

 

虐待通告の主な虐待者(通告により虐待が判明したもの)                             (単位：件) 

相談件数 実 父 
実父以外

の父親 
実 母 

実母以外

の母親 
両親 その他 計 

令和２年度 15 0 23 1 － 10 49 

令和３年度 24 1 37 0 － 11 73 

令和４年度 38 7 21 0 － 5 71 

令和５年度 19 9 25 0 － 9 62 

令和６年度 17 0 34 0 12 1 64 

 

 

科      目 事業名称 事業費(円) 財源内訳（円） 

３款 

民生費 

２項 

児童福祉費 

１目 

児童福祉総務費 

児童福祉総務 

事務事業 

118,256,046 

(112,973,878)

一般 116,100,046 

特定 2,156,000 

特定財源の内容 

子ども子育て支援交付金              (P28)  1,036,000円（50,303,000円の内) 

母子家庭等対策総合事業費補助金          (P28)   216,000円 

子育て支援事業費補助金              (P34）  1,018,000円（ 6,734,000円の内） 

 ※特定財源の収入額と充当額の差額については令和７年度に償還予定 
  子ども子育て支援交付金          38,000円 
  子育て支援事業費補助金          20,000円 
  母子家庭等対策総合事業費補助金   56,000円 
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被虐待者の年齢・相談種別                                            (単位：件) 

区   分 身体的虐待 性的虐待 心理的虐待 ネグレクト 計 

０歳～３歳未満 2 0 7 9 18 

3歳～就学前 3 0 7 4 14 

小学生 7 1 6 9 23 

中学生 1 0 3 3 7 

高校生･その他 0 1 1 0 2 

計 13 2 24 25 64 

過去の状況                                   (単位：件) 

令和元年度 15 1 26 14 56 

令和２年度 19 0 12 18 49 

令和３年度 18 0 39 16 73 

令和４年度 23 0 32 16 71 

令和５年度 15 0 34 13 62 

⑵ 要保護児童の状況 

   ア 令和６年度末現在・・・160件  (令和５年度末・・・147件) 

   イ 要保護児童対策地域協議会関係 

      代表者会議・・・１回 

      実務者会議・・・３回 

      ケース検討会議・・・51回開催 （対象ケース数 52ケース） 

⑶ 児童虐待等防止講習会の開催（事業費 講師謝礼 60,000円） 

ア 令和６年度 第１回 児童虐待等防止講習会 

日 時 10月18日（金）18：00～20：00 

場 所 函南町役場 ２階 大会議室 

テーマ 『からだを窓口にした理解と支援の実際』 

講 師 静岡大学教育学部 教授 香野 毅 先生 

参加者 保育園保育士・幼稚園教諭・小学校教職員・放課後デイサービス職員 

児童発達支援施設職員・町職員・その他福祉関係者      参加人数 72人 

イ 令和6年度 第２回 児童虐待等防止講習会 

日 時 ３月６日（木）16：00～18：00 

場 所 函南町役場 ２階 大会議室 

講演Ⅰ テーマ：「ヤングケアラーについて～県のヤングケアラー支援について～」 

講師：静岡県こども家庭課 北川 明宏 氏 

講演Ⅱ テーマ：「ヤングケアラー支援～事例を通して地域連携の必要性を考える～」 

講師：静岡県ﾔﾝｸﾞｹｱﾗｰｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 安藤 千晶 氏 

参加者 地区役員・保育園こども園保育士・幼稚園教諭・中学校教職員 

児童福祉施設職員・相談支援事業所職員・社会福祉協議会職員 

町職員                             参加人数 52人 

⑷ 職員の資質向上のための外部研修への参加 

児童虐待対応に関する研修だけでなく、発達障害、子どもの発達、女性相談、ヤングケアラー、ひき

こもりなど様々なテーマの研修に参加し、自己研鑽に努めた。昨今の相談業務は多種多様であり、相談

員の持つ知識向上が求められている。ひとつの相談から、ほかの相談に派生していくことも少なくない。

即対応できることとそうでないことを見極め、間違った情報を伝えることがないよう努めた。新型コロ

ナウイルス感染症拡大以降、オンラインでの研修が充実しており、多種多様の研修を簡便に受けること

ができるようになっており、さらなる職員の資質向上につながった。 

参加した研修会 33件  延べ参加人数 47人 
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⑸ 児童虐待リスクの早期発見 

児童虐待に発展してしまう前に支援関係を作るため、子育て世代包括支援センターで母子手帳を交付

する際から、保健師と共に面談に立ち会い、関係性を作ることに努めた。また、新生児訪問時に産後鬱

等のリスクが高まっている産婦に対しては、いち早く情報共有を行い、保健師事例検討会で一緒に協議

を行った。 

     令和６年度は、前年度より外国籍である妊婦の母子手帳交付が多く、日本語が話せない人には翻訳ア

プリを使いながら対応を行った。母国に帰って出産をする人も多く、その際住民票を置いたまま帰国す

ることも多いため、病院との連携が不可欠であり要保護児童対策地域協議会へ登録して情報共有を行っ

た。 

     乳幼児健診においても、子育て相談窓口を設け、家庭児童相談員と発達障害児等相談員が相談を受け

た。健診会場での対応は、46件であったが、そこから発達相談へつなげたり、別の日に相談日を設けた

りして丁寧な対応に努めた。 

健康づくり課や教育支援センター、相談支援事業所などの各相談機関とは情報共有をこまめに行い、

複数の機関での連携が必要だと判断したものについては、要保護児童対策地域協議会へ登録を行い、情

報共有を図った。 

⑹ 教育支援センターとの協働 

学齢期の子どもたちに対する学校からの相談を主として受けている教育支援センターとは、随時情報

共有を行い、役割分担を行った。学校現場だけでは対応できない問題が起こった時には、家庭に踏み込

んだり医療機関につないだりする役割を担った。スクールソーシャルワーカーが中心となってケースワ

ークが行えるようになり、それぞれの立場の強みを生かした相談対応ができるようになった。 

⑺ 函南町子ども家庭総合支援拠点 

子ども家庭総合支援拠点を子育て支援課に設置してから、直接子育て支援課へ相談が入ることが増

えている。また事務手続きに来庁された方が“ついでに”相談していくことも増えてきている。一方

で、まだまだ自ら相談に来られない人も多い。何気ない会話から少しずつ気持ちを聞きとり、一人で

思い悩むことがないよう支援につなげるよう努めた。 

 

２ 子育て短期支援事業（事業費 153,180円） 

  児童の保護者に疾病や社会的な事由のほか、育児疲れ、慢性疾患時の看病疲れ、育児不安など身体上又は精神 

上の事由がある場合に、こどもを一時的に預けることができる事業として子育て短期支援事業を実施した。令和 

６年度中に児童養護施設、助産院、里親（３人）と委託契約を結び、保護者の通院や就労のためにこどもの一時 

預かりを行った。これまでは、このような場合には児童相談所に一時保護を依頼することしかできなかったが、 

気軽に利用を促し、迅速に対応できるようになった。 

   委託児童実数 ２人 （延べ ７人） 

   委託日数   ７日間 

   委託先  助産院、里親 

 

３ 町内幼稚園・保育園・こども園を対象にした発達障害児等巡回相談事業（事業費 57,698円） 

⑴ 発達障害児等巡回相談 

発達障害児等相談員が町内園等を巡回し、発達障害などの発達面や行動が気になる園児についての相談を受

け、園児の見立てや障害の早期発見、対応のための検討を行った。また、療育に通う必要性があると考えられ

る園児の保護者と一緒に療育施設の見学を行った。療育施設入所後は、児童の成長に伴い、園の先生や保護

者と情報共有しながら園との並行通園を進めた。 
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発達障害児等巡回相談事業の状況                （単位：回、件） 

年  度 巡回訪問 相談・助言・指導 

令和２年度 47 66 

令和３年度 43 91 

令和４年度 38 85 

令和５年度 54 106 

令和６年度 49 71 

⑵ 幼稚園・保育園の支援員研修会  

令和５年度より、研修の実施は幼児教育センターが主となり実施。 

令和６年度は、８月に講師を招いて研修会を行った。 

⑶ 就学に向けての支援 

学校教育課指導主事と教育支援センターのカウンセラーで、支援学級の検討が必要な児童について、町内園

や療育施設の見学、様子の聞き取りを行った。年長児の知的スクリーニング３次検査を15件実施した。就学支

援委員会ではその検査結果を参考として、小学校就学に向けた支援を実施した。 

 

４ 少子化対策事業 

かんなみ子育て出産応援金事業 (町単独事業)（事業費 1,800,000円） 

町の出生率の向上と、子育てで選ばれるまちの実現を目標に、結婚・妊娠・出産・育児の切れ目のない支援の 

ため、町独自の経済的支援として、函南町に住民登録後1年が経過し、第３子以上を出産した母親に対し、

50,000円の応援金を支給する「子育て出産応援金支給事業」を実施した。 

【内訳】第３子 22人、第４子 ６人、第５子 ６人、第６子 １人、第７子 １人 

 過去の実績                              （単位：人、円） 

年  度 対象者数 支給金額 

令和２年度 39 1,950,000 

令和３年度 43 2,150,000 

令和４年度 37 1,850,000 

令和５年度 23 1,150,000 

令和６年度 36 1,800,000 

 

５ ベビー・キッズ用品貸出業務委託(町単独事業)（事業費 440,000円） 

子育て世代の経済的支援を目的として、ベビー・キッズ用品を無料で貸し出す業務を社会福祉協議会へ委託し

た。チャイルドシートやベビーベッド、ベビーカーの貸し出しを行った。 

貸し出し状況(各年3月31日現在)                 (単位:件) 

年  度 貸出数 備 考 

令和２年度 38 購入品なし 

令和３年度 40 購入品なし 

令和４年度 29 購入品なし 

令和５年度 25 購入品なし 

令和６年度 16 購入品なし 

 

６ 第３期函南町子ども・子育て支援事業計画策定業務委託 （事業費 2,112,000円） 

「第２期函南町子ども・子育て支援事業計画」(令和２～６年度)の計画年度満了に伴い、「第３期函南町子ど

も・子育て支援事業計画」(令和７～11年度)策定業務委託を行った。昨年度実施した基礎調査の結果により、現

状と課題を踏まえ、統計資料の整理、現計画の検証、ニーズ量の算出、計画素案の作成、計画書（100部）・概要

版（500部）の印刷業務を委託し、計画を策定した。 
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７ 子ども・子育て会議（事業費 167,300円） 
子ども・子育て支援法の規定に基づき函南町子ども・子育て会議を置き、子ども・子育て支援事業計画や特定

教育・保育施設の審議を行った。 
子ども・子育て会議の委員 15人(学識経験者３人、子どもの保護者３人、事業主を代表する者１人、 

労働者を代表する者１人、支援事業に従事する者３人、公募町民２人、関係行政機関の職員２人) 

第１回  日時 11月20日（水） 

    場所 函南町役場 ４階 特別会議室 

       内容 「第３期子ども・子育て支援事業計画（素案）」についての審議  

第２回  日時 ３月７日（金） 

    場所 函南町役場 ２階 大会議室 

       内容 「第３期子ども・子育て支援事業計画（案）」についての審議 

 

対前年度比較事業効果内容 

 

要保護児童等対策事業における児童虐待通告数は、令和５年度に比べ14件増加し89件であった。こ

のうち、実際虐待に該当するケースは85件（特定妊婦21件、虐待ではなかったもの4件）であり、すで

に要保護児童として登録されている児童に対する通告もあった。令和６年度は多子世帯に対する通告

がいくつかあったことが増加の原因と考えられる。また、国際化が進み外国籍である妊婦の母子手帳

交付が増加していることから、特定妊婦の登録が増えたことも増加の一因である。 

令和６年度より、子育て短期支援事業が始まり、保護者がこどもの世話をすることが困難な場合に

町が契約している里親や助産院に一時的に預け、保護者の負担を軽減することができた。費用負担も

子どもの年齢や課税状況に応じて決まっており、気軽に利用することができる。昨年度までは、この

ようなケースの場合に児童相談所の一時保護に頼るしかなく、保護者から難色を示されることも多か

った。本事業は新たな子育て支援サービスとして、保護者の育児不安やストレス等の軽減に寄与し

た。今年度は２家庭、合計７日間の利用があり、今後も利用ニーズが高まると考えられる。 

発達障害児等巡回相談事業における相談の延べ件数は、令和５年度に比べると35件減少している。療育教

室が療育施設と園に並行通園している児童への園での対応や保護者対応について助言をすることがあ

り、各園が当該児童に対して支援を行う際のサポートにもなっていると考えられる。 

療育が必要であると考えられる児童の保護者には、不安や心配事を聞きながら、園と療育教室の環

境の違いや長所を伝え、安心して子どもの成長がスムーズに繋がっていけるよう支援を行った。 

働く母親の増加による保育ニーズの増加や少子化が加速されている中で、より幼稚園児は減少傾向にあ

る。様々な法改正や社会情勢の変化に対応し、町の現状にあった「第３期函南町子ども・子育て支援事業計

画」を策定することができた。 
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(決算書P107～P114)                                   主管課 子育て支援課 

科     目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

３款 

民生費 

２項 

児童福祉費 

１目 

児童福祉総務費 

公立保育園 

管理事業 

 362,754,485 

（323,730,596）

一般  314,964,488 

特定   47,789,997 

 特定財源の内容 

 

 
 

 
 

 

保育園利用者負担金 現年度分 
保育園利用者負担金 滞納繰越分 
三島函南広域行政組合派遣職員人件費負担金 
（若葉保育園） 
子ども子育て支援体制整備総合推進事業費補助金 
子育て支援事業寄附金 
西部保育園給食費 
植物性廃油売却代金 

(P22) 
(P22) 
(P22) 
 
(P28) 
(P40) 
(P48) 
(P48) 

21,441,700円
44,000円

20,506,663円

8,000円
415,102円

5,341,180円
33,352円

(69,202,700円の内) 
(50,000円の内) 

 
 

(17,000円の内) 
(4,100,000円の内） 
 

(39,688円の内) 

 
施策の成果 
１ 保育の実施  保育を必要とする子どもを預かり、次のとおり保育を実施した。 
保育所別入所状況(他市町からの受託を含む) (上段は４月１日現在 下段は３月31日現在)       (単位:人) 

保育所名等 定員 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計 令和５年度  
 

町 
 
 

内 

西部保育園  190  
25 
29 

36 
37 

40 
40 

37 
36 

32 
32 

170 
174 

173 
174 

若葉保育園   45 
0 
1 

4 
4 

7 
6 

10 
9 

6 
6 

8 
8 

35 
34 

38 
40 

ひまわり保育園  ※注1   60 
5 
9 

11 
11 

12 
12 

12 
12 

12 
12 

12 
12 

64 
68 

63 
67 

函南さくら保育園※注1  120 
6 
11 

17 
19 

23 
24 

25 
25 

28 
27 

28 
28 

127 
134 

134 
142 

仁田ﾏｰｶﾞﾚｯﾄ保育園※注1  120 
9 
16 

18 
22 

23 
24 

26 
26 

26 
27 

26 
26 

128 
141 

133 
139 

はなみずき保育園※注1   60 
9 
10 

11 
11 

12 
12 

14 
13 

12 
12 

7 
7 

65 
65 

44 
50 

保育所ｸﾞﾛｰｱｯﾌﾟ函南園※注1   19 
0 
6 

7 
7 

6 
6 

 
 

 
 

 
 

13 
19 

13 
19 

仁田ふじさん保育園※注1   19 
4 
7 

6 
6 

7 
6 

 
 

 
 

 
 

17 
19 

19 
19 

二葉こども園(2号)※注2   60 
 
 

  
15 
14 

7 
5 

16 
19 

38 
38 

28 
32 

小 計  693 
33 
60 

99 
109 

126 
127 

142 
139 

128 
125 

129 
132 

657 
692 

645 
682 

町 

外 

委 

託 

 

沼津市  
1 
0 

1 
0 

0 

0 
1 
1 

2 
2 

0 
0 

5 
3 

4 
5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三島市  
0 
0 

0 
0 

1 
1 

1 
1 

1 
0 

3 
3 

6 
5 

15 
18 

伊豆の国市  
0 
0 

0 
0 

1 
0 

2 
2 

2 
2 

0 
0 

5 
4 

4 
5 

伊豆市  
0 
0 

0 
0 

0 

0 
0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

1 
1 

長泉町  
0 
0  

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

清水町  
0 
0 

0 
0 

1 
1 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

1 
1 

1 
1 

熱海市  
0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
4 

その他  
0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
2 

小 計  
1 

0 

1 

0 

3 

2 

4 

3 

5 

4 

3 

3 

17 

13 

25 

36 

合 計  
34 

60 

100 

109 

129 

129 

146 

143 

133 

129 

132 

135 

674 

705 

670 

718 
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※注1 私立保育所、私立小規模保育事業所は「民間保育施設管理事業」で事業の管理、支出などを行っているが、

町内全体の保育実施状況を示すため、本表に掲載している。 

※注2 二葉こども園は「幼稚園管理事業」で管理、運営を行っているが、町内全体の保育実施状況を示すため、本

表に掲載している。 

 

２ 西部保育園運営 

⑴ 職員構成(令和６年５月１日現在)                         (単位：人) 

  区 分                                       １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 園長等 栄養士等 合 計 

正規職員 5 4 4 3 3 3 2 24 

再任用職員 0 0 0 0 0 0 0 0 

会計年度任用職員 5 5 5 1 2 0 1 19 

合 計 10 9 9 4 5 3 3 43 

 ※「正規職員」に育休中の職員は除く。 

 ※「園長等」の内訳は園長１人、副園長１人、主任１人の計３人。 

※「栄養士等」の内訳は栄養士１人、用務員１人、事務補助職員１人の計３人。 

⑵ 給食の実施 

食材料費として4,800円/月を保護者から徴収（１～２歳児は利用者負担額（世帯の所得等により額が異なる）

に含む。）し、園児に対し年間283日の給食を提供した。 

 

３ 主な修繕 (事業費 1,507,536円) 

施設の修繕を実施し、保育環境の整備に努めた。 (１件５万円以上）          (単位：円) 

修  繕  名 請 負 人 修繕金額 

遊具塗装修繕 有限会社 大隅建設 396,000 

回転釜修繕 北沢産業株式会社 三島営業所 118,470 

暖房便座交換修繕 有限会社 岩城ホームサービス 297,000 

食器洗浄機修繕 静岡アイホー調理機 株式会社 439,846 

非常用照明器具交換修繕 株式会社 デンマル 62,700 

  ほか11件、合計193,520円の修繕を実施。 

 

４ 西部保育園送迎者誘導業務委託(町単独事業)（事業費 1,227,600円） 

保護者が送迎に慣れるまでの期間（４～６月）に安全確保のため、西部保育園入口の交通整理及び駐車場内の

送迎車両の誘導業務を委託した。（実質62日） 

誘導時間 午前７時30分から午前９時30分 

誘導人数 ２名 

委託業者  東光ガード株式会社 三島営業所 

 

５ 西部保育園給食調理業務委託(町単独事業)（事業費 23,738,000円） 

  園児の身体の健全な発達に資し、栄養バランスのとれた給食およびおやつの調理等業務を委託した。委託業務 

内容は、給食およびおやつの調理等業務、配缶及び運搬業務、食器具等の洗浄、消毒、保管業務、施設、設備の

清掃及び日常点検業務、残菜及び厨芥の処理業務、園行事等への協力、帳票類の作成業務を実施した。 

  委託業者  フジ産業株式会社 静岡支店 
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６  主な工事 (事業費 826,320円) 

園児の安心安全な保育園生活のため、下記工事を実施した。              (単位：円) 

 

  

 

 

  

７  主な購入備品（事業費 2,067,088円） 

備品等を購入し、保育施設の充実を図った。（単価５万円以上）          (単位:円、台)  

備   品   名 単 価 数量 金  額  

業務用冷凍庫 339,268 １ 339,268 

液晶プロジェクター 176,000 １ 176,000 

フロアタイプスクリーン 63,800 １ 63,800 

モバイルロッカー 189,200 １ 189,200 

ビルトインＥＶセット 56,320 １ 56,320 

冷凍冷蔵庫 451,000 １ 451,000 

ほか14品目、合計791,500円の備品を購入。 

 

８ 三島函南広域行政組合（若葉保育園）運営費の負担（事業費 78,679,030円） 

保育園運営費負担額78,679,030円を負担し三島函南広域行政組合(若葉保育園)の運営に努めた。 

   【負担金内訳】 

   児童数割        29,179,030円 

   均等割         49,500,000円 

 

対前年度比較事業効果内容 

保育所の入所者数については、令和５年度末の718人（町内682人、町外36人）に対して、令和６年度末

では、705人（町内692人、町外13人）で13人の減となった（他市町からの受託を含む）。 

働く母親は増加しているが少子化の影響もあり、令和６年４月１日現在、待機児童では０人であった。

今後も保育ニーズに対応していく。 

西部保育園では園児数も多く、保育業務以外の時間を作ることが難しいため、伝票処理等の事務を行う

ための園事務を会計年度任用職員として雇用し、保育士の保育業務への専念、また、日常業務の負担の軽

減を図った。 

また、令和５年度から西部保育園の給食調理の業務委託を行い、安心、安全な給食を安定的に提供する

ことができた。 

※保育所の入所状況等に関する記述について  

  私立保育所、私立小規模保育事業所は「民間保育施設管理事業」で事業の管理、支出などを行ってお

り、二葉こども園は「幼稚園管理事業」で管理、運営を行っているが、町内の保育実施状況を総合的に

説明するため、それらを含めここで記載している。 

 

 

 

 

工  事  名 請 負 人 請負金額 

ロールスクリーン設置工事 有限会社 大隅建設 82,500 

ブランコ用クッションマット設置工事 有限会社 駿河フレーベル 445,720 

給食室温水手洗い設備設置工事 有限会社 岩城ホームサービス 298,100 
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(決算書P113～P114)                                  主管課 子育て支援課 

科     目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

３款 

民生費 

２項 

児童福祉費 

１目 

児童福祉総務費 

民間保育施設 

管理事業 

  805,496,155 

 （739,929,412）

一般   214,864,023 

特定    590,632,132 

 特定財源の内容 

 保育園利用者負担金 現年度分 (P22) 47,761,000円(69,202,700円の内) 

保育園利用者負担金 滞納繰越分 (P22) 6,000円 (50,000円の内) 

子どものための教育・保育給付費国庫負担金 (P26) 329,385,855円 

子ども子育て支援交付金 (P28) 14,365,000円(50,303,000円の内) 

子ども子育て支援体制整備総合推進事業費補助金 (P28) 9,000円 (17,000円の内) 

子育てのための施設等利用給付交付金 (P28) 1,655,040円 (3,720,040円の内) 

重層的支援体制整備事業交付金 (P28) 8,294,000円 

子ども子育て支援給付費県負担金 (P32) 123,949,733円 

多様な保育推進事業費補助金 (P34) 10,668,500円 

保育対策等促進事業費補助金 
子育て支援事業費補助金 

  (P34)
 (P34)

11,159,000円
1,888,000円

 
(6,734,000円の内) 

年度途中入所サポート事業費補助金 (P34) 1,453,764円 

子ども・子育て支援給付費補助金 (P34) 1,467,102円 

子育てのための施設等利用費負担金 (P34) 827,520円 (1,860,020円の内) 

重層的支援体制整備事業補助金 (P34) 8,294,000円 

他市町委託児保育所受託事業収入 (P50) 31,383,186円 

  (内 施設型給付費分 26,675,210円) 

(内 伊豆の国市乳幼児健康支援一時預り事業受託収入 2,005,640円) 

  (内 三島市乳幼児健康支援一時預り事業受託収入 2,702,336円) 

※特定財源の収入額と充当額の差額については令和７年度に償還予定 

 子ども子育て支援交付金 1,318,000円 

 子育てのための施設等利用給付交付金 411,045円 

 子育てのための施設等利用費負担金 205,523円 

   

 
施策の成果 

１ 民間保育施設の保育の実施委託（事務事業委託料）  

⑴ 乳幼児健康支援一時預かり事業委託（事業費 29,920,000円） 

病気の回復期（病後児）や病気中（病児）で集団保育が困難な期間に預かりを行う事業 

【事業費内訳】 

函南さくら保育園         病後児保育委託料    3,807,000円 (年間延利用者数 47人) 

函南平出クリニック函南ペンギン病児保育室 病児保育委託料  

26,113,000円 (年間延利用者数 1,649人) 

⑵ 子育て支援センター事業委託（事業費 24,884,000円） 
子育て相談等の援助のために乳幼児及びその保護者の相互交流を行う場の開設及び運営事業 

【事業費内訳】 

函南さくら保育園               11,331,000円 (週6日年間278日開設  延利用数2,263人) 

仁田マーガレット保育園       13,553,000円 (週5日年間222日開設  延利用数1,425人) 

⑶ 保育所施設型給付委託（事業費 693,740,779円） 

民間保育所における保育所運営事業（入所児童数や年齢に応じて算出） 

【事業費内訳】 

ひまわり保育園            116,685,200円      函南さくら保育園        156,411,710円 

仁田マーガレット保育園   160,729,700円      はなみずき保育園     113,206,020円 

保育所グローアップ函南園  47,482,860円      仁田ふじさん保育園     55,298,550円 

町外委託分(2号、3号)     41,921,639円(私立 36,441,539円、公立 5,480,100円) 

町外幼稚園・こども園分(1号)  2,005,100円 
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２ 町内私立保育園への各種補助事業 

⑴ 多様な保育推進事業補助金（事業費 21,527,000円） 

多様な保育推進事業のうち、子育て家庭を支援するため1～2歳児の保育を実施する乳幼児保育事 
業を行う民間保育所に補助金を交付した。 

【補助基準額】 

１歳児一人当たり月額  21,000円 
２歳児一人当たり月額   8,000円 

【事業費内訳(歳児別実績)】 

ひまわり保育園        3,924,000円(１歳児 132人、2歳児 144人) 

函南さくら保育園       6,103,000円(１歳児 187人、2歳児 272人) 

仁田マーガレット保育園    7,045,000円(１歳児 233人、2歳児 269人) 

はなみずき保育園       3,627,000円(１歳児 119人、2歳児 141人) 

町外委託保育園分              828,000円(１歳児 28人、2歳児 30人) 

⑵ 民間保育所運営費補助金(町単独事業)（事業費 17,363,095円） 
児童福祉の増進を図ることを目的に、町内において民間保育所の適切な運営を行う社会福祉法人に補助金

を交付した。(町単独事業) 
ア 補助基準額 

(ｱ)施設運営費補助     定員100人未満施設              400,000円 

定員100人以上施設              500,000円 

(ｲ)施設研修費補助     保育士１人                     20,000円 

給食職員１人                   10,000円 

(ｳ)保育充実費(予備保育士雇用経費)          3,635,500円 

イ 事業費内訳 

ひまわり保育園       4,335,500円 

函南さくら保育園       4,495,500円 

仁田マーガレット保育園   4,401,265円 

はなみずき保育園      4,130,830円 

⑶ 子育て支援事業費交付金（事業費 5,710,050円） 
次世代を担う子どもたちが健やかに育つ環境を確保するため、一時預かりを実施する保育所に補助金を交

付した。 
仁田マーガレット保育園   2,833,000円(年間利用数  281人  開所日数  182日) 
はなみずき保育園      2,833,000円(年間利用数  181人  開所日数  177日) 
認定こども園しょうえい幼稚園  44,050円(年間利用数   34人  開所日数  290日) 

⑷ 保育対策促進事業費補助金（事業費 3,560,000円） 
就労形態の多様化に伴い、児童の適切な保育を確保するための延長保育と、保育士の人材確保対策を推進

するため、保育士の処遇改善に取り組む保育所に補助金を交付した。 
ア  補助基準額 

      １時間延長する事業所  １施設当たり  1,760,000円 

    30分延長する事業所  １施設当たり   600,000円 

イ  事業費内訳 

函南さくら保育園              1,760,000円 (実績額 1,790,970円) 平均対象児童数 6人 

仁田マーガレット保育園      600,000円 (実績額 1,242,070円) 平均対象児童数 1人 

はなみずき保育園         600,000円 (実績額   658,332円) 平均対象児童数 1人 

仁田ふじさん保育園              600,000円 (実績額   987,631円) 平均対象児童数 1人 

⑸ 年度途中入所サポート事業費補助金（事業費 3,120,000円） 
０歳児の年度途中入所に対して、あらかじめ入所枠を用意するための保育士を配置した保育所に 

補助金を交付した。 

     ア 補助基準額 

１園当たりの上限額          780,000円 

イ 事業費内訳 

ひまわり保育園            780,000円 

函南さくら保育園           780,000円 
仁田マーガレット保育園    780,000円 
はなみずき保育園       780,000円 
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町内私立保育園毎支払い状況集計表                              (単位：円) 

         園 名       

 区 分       
ひまわり保育園 

函南 

さくら保育園 

仁田マーガ 

レット保育園 

はなみずき 

保育園 
合 計 

施設型給付費(他市町委託分含) 116,685,200 156,411,710 160,729,700 113,206,020 547,032,630 

乳幼児健康支援一時預かり事業委託料 0 3,807,000 0 0 3,807,000 

子育て支援センター事業委託料 0 11,331,000 13,553,000 0 24,884,000 

多様な保育推進事業補助金 3,924,000 6,103,000 7,045,000 3,627,000 20,699,000 

民間保育所運営費補助金 4,335,500 4,495,500 4,401,265 4,130,830 17,363,095 

子育て支援事業費交付金(一時預かり) 0 0 2,833,000 2,833,000 5,666,000 

保育対策等促進事業費補助金（延長保育） 0 1,760,000 600,000 600,000 2,960,000 

年度途中入所サポート事業費補助金 780,000 780,000 780,000 780,000 3,120,000 

合  計 125,724,700 184,688,210 189,941,965 125,176,850 625,531,725 

上記給付費の内、他市町受託分 939,670 11,204,520 3,107,160 2,707,530 17,958,880 

 

町内私立小規模保育所毎支払い状況集計表                                             (単位：円) 

     区  分 保育所グローアップ函南園 仁田ふじさん保育園 合  計 

地域型給付費（他市町委託分含） 47,482,860 55,298,550 102,781,410 

保育対策等促進事業費補助金（延長保育） 0 600,000 600,000 

合  計 47,482,860 55,898,550 103,381,410 

上記給付費の内、他市町受託分 3,430,080 3,513,400 6,943,480 

※給付費の他市町受託分については、町が毎月立替払いを行い、年度末に受託市町より町へ一括納付される。 

 

対前年度比較事業効果内容 

二葉幼稚園のこども園化やはなみずき保育園の開園により、令和６年４月１日の待機児童数は０人であ

った。 

令和６年度は、国の子ども・子育て支援交付金交付要綱が改正され、各種事業に係る補助金の基準額が

増額となったため、令和５年度に比較し私立保育園への補助額は増加している。適正な補助金の交付によ

り、各園の安定的な運営を支援し、保育ニーズに対応した安心安全な園運営を行うことができた。 
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(決算書 P113～P116）                                          主管課 子育て支援課 

 

施策の成果 

１ プレイルーム等の利用者の状況 

プレイルーム等の利用者数 月別一覧表                               (単位：人、件) 

月 

午前 午後 月の合計 
相談 

件数 組 大人 子ども 計 組 大人 子ども 計 組 大人 子ども 計 

4 365 444 445 889 251 289 317 606 616 733 762 1,495 9 

5  359 427 435 862 241 286 291 577 600 713 726 1,439 12 

6  420 481 502 983 283 321 335 656 703 802 837 1,639 12 

7  425 469 511 980 211 246 259 505 636 715 770 1,485 28 

8  426 480 549 1,029 243 300 309 609 669 780 858 1,638 11 

9  396 464 457 921 204 245 253 498 600 709 710 1,419 19 

10  394 430 454 884 302 354 356 710 696 784 810 1,594 8 

11  416 472 491 963 258 303 304 607 674 775 795 1,570 13 

12  392 450 496 946 165 192 215 407 557 642 711 1,353 6 

1  375 435 452 887 227 265 304 569 602 700 756 1,456 22 

2  417 490 507 997 323 393 455 848 740 883 962 1,845 17 

3  489 567 638 1,205 302 384 412 796 791 951 1,050 2,001 15 

合

計 
4,874 5,609 5,937 11,546 3,010 3,578 3,810 7,388 7,884 9,187 9,747 18,934 172 

プレイルーム等の利用者数 年別一覧表                         

Ｒ

02 3,915 4,138 5,252 9,390 1,527 1,626 1,865 3,491 5,442 5,764 7,117 12,881 242 

Ｒ

03 3,342 3,532 4,091 7,623 1,295 1,395 1,501 2,896 4,637 4,927 5,592 10,519 269 

Ｒ

04 4,193 4,490 5,097 9,587 2,134 2,368 2,565 4,933 6,327 6,858 7,662 14,520 232 

Ｒ

05 4,771 5,424 5,809 11,233 2,815 3,266 3,498 6,764 7,586 8,690 9,307 17,997 152 

Ｒ

06 4,874 5,609 5,937 11,546 3,010 3,578 3,810 7,388 7,884 9,187 9,747 18,934 172 

 

 

 

 

 

 

科      目 事業名称 事業費(円) 財源内訳（円） 

３款 

民生費 

２項 

児童福祉費 

１目 

児童福祉総務費 

子育て・交流 

センター運営事業 

22,052,728 

(18,906,500) 

一般     14,129,145 

特定      7,923,583 

 特定財源の内容 

 

子育てふれあい・地域交流センター使用料 

子ども子育て支援交付金 

子育て支援事業費補助金 

子育て支援事業寄附金 
 市町村振興協会市町交付金 
※特定財源の収入額と充当額の差額については令和
 子ども子育て支援交付金    

(P22) 

(P28) 

(P34) 

(P40) 
(P46）   
７年度に償還予定 

184,100円

570,000円

562,000円

453,900円
  6,161,583円
     
   8,000円 

 

(50,303,000円の内) 

( 6,734,000円の内) 

( 4,100,000円の内） 
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２ 利用者･市町別の状況 

令和５年度は町制施行60周年イベントを多数開催したが、令和６年度は大々的なイベントを開催する機会がな

かったにもかかわらず、プレイルーム等の利用者数が937人の増となった。 

町外からの利用も徐々に回復傾向にあり、三島市からの利用が増加している。 

≪年間集計≫ 函南町 63.4％、三島市 19.5％、伊豆の国市 6.0％、その他県内 7.5％、県外 3.6％ 

 

３ 貸出施設の利用状況 

  新型コロナウイルス感染症対策として行っていた利用制限もなくなり、研修室、多目的室の公の利用や一般の

方の利用も増加した。また、ギャラリーについては様々な団体の展示などで利用された。 

  ≪年間集計（延べ数）≫ 476団体（件） 5,505人 

   

貸出施設の利用者数等 月別一覧表                          (単位:団体、人) 

月 
研修室 多目的室 パティオ ギャラリー 合計 

団体数 人数 団体数 人数 団体数 人数 団体数 人数 団体数 人数 

4 23 142 15 311 0 0 0 0  38 453 

5 18 120 19 260 0 0 0 0 37 380 

6 18 113 22 248 0 0 1 3 41 364 

7 22 195 24 217 0 0 2 108 48 520 

8 13 309 8 107 0 0 4 58 25 474 

9 17 97 29 232 0 0 1 100 47 429 

10  19 180 25 394 0 0 2 200 46 774 

11  20 168 21 203 0 0 0 0 41 371 

12  15 97 19 167 0 0 2 8 36 272 

1 18 104 20 240 0 0 1 100 39 444 

2 16 226 22 222 0 0 0 0 38 448 

3 19 99 18 227 1 100 2 150 40 576 

合計 218 1,850 242 2,828 1 100 15 727 476 5,505 

貸出施設の利用者数等 年別一覧表                         

Ｒ02 0 0 0 0 0 0 8 750 8 750 

Ｒ03 198 1,033 7 160 0 0 0 0 205 1,193 

Ｒ04 25 53 10 183 0 0 5 508 40 744 

Ｒ05 139 1,484 135 1,392 1 100 17 855 292 3,831 

Ｒ06 218 1,850 242 2,828 1 100 15 727 476 5,505 

 

４ 自主事業・自主イベント等の状況 

  就学前の親子のふれあい・交流を目的として、自主事業・自主イベント等を開催した。 

自主事業・自主イベント等の一覧表                                    (単位:回、組、人) 

事 業 名 開催回数 参加組数 参加人数 

わくわくまつり(夏冬) 7/27,12/15 2 70 182 

パパママ力向上講座 11/16 1 8 11 

子育てママのミニ講座 7/12他 

（ヨガ・ベビーマッサージ・交通安全教室） 
6 44 86 

親子ふれあい講座 5/16他 20 332 757 

ボランティアによる活動 4/11他 

(読み聞かせ・ママ体操・英語・防災の話 等)  

45 

 

236 

 

505 

 
誕生会・ハーフバースデー・ベビー運動会等 4/12他 35 542 1,218 

避難訓練 4/15他 12 86 195 

ハグ♡ハピ 5/15他 11 250 502 

合  計 132 1,568 3,456 
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５ ホームスタート事業（事業費 委託料1,400,400円） 

⑴ 事業概要 

就学前の乳幼児を養育し、育児不安や悩みなどの高いストレスを抱える家庭を対象に、研修を受けたホーム

ビジターを派遣。母親の気持ちを受け止め話を聞く「傾聴」、家事や育児を母親と一緒に行う「協働」の家庭

訪問型子育て支援活動の実施や、子育て世帯の交流を図るためのイベントを子育てサロン事業と合同開催し、

母親の子育てに対する不安の解消に努めた。 

⑵ 委託先   特定非営利活動法人 かんなみ子育てネットワーク・ぴあ 

⑶ 委託期間 令和６年４月１日～令和７年３月31日  

⑷ 派遣状況 派遣世帯／33世帯、訪問回数／延べ190回 

⑸ そ の 他 構成員：オーガナイザー２人、ホームビジター15人（うち事務１人） 計17人 

        定例ホームビジター等連絡会議 年12回開催 

研修会等への参加、伊東市「いとう子育てネットワーク・ゆう」交流会 

      

６ ファミリー・サポート・センター事業（事業費 289,602円） 

 ⑴ 事業概要 

   「子育ての援助を行いたい人」と「子育ての援助を受けたい人」が会員になり、子どもの預かりなど地域で

子育てを支援する会員間の相互援助活動を目的とした「函南町ファミリー・サポート・センター事業」を平成

25年12月1日から開始し運営している。 

 ⑵ 主な活動状況 

令和７年３月末会員数・・・123人 

援助日数     ・・・62日(預かり 45日、送迎 17日)   

事業費内訳       ・・・講師謝金(7,500円)、消耗品費(34,402円)、事業補償保険料(187,700円)、会員年

会費(60,000円) 

 

７ 子育てコンシェルジュ事業（町単独事業） 

⑴ 事業概要 

  専門職として保健師、保育士及び認定心理士（相談業務）を配置し、子どもの生活や健康の相談、発育の相

談を受けた。 

⑵ 相談件数（１人につき複数の相談を含む） 

   ア 保健師                                       (単位:件) 

栄 

養 

授 

乳 

離 

乳 

排 

泄 

睡 

眠 

身 

体 

健 

康 

こ
と
ば
き
こ
え 

生
活
リ
ズ
ム 

生
活
習
慣 

社
会
性 

情 

緒 

障 

害 

育
児
方
法 

し
つ
け 

就
園
問
題 

関
係
な
し 

そ
の
他 

(

内
容
数) 

件
数
合
計 

2 8 6 0 2 6 4 0 3 0 1 1 0 0 0 1 0 2 36 

 イ 保育士・心理士                                   (単位:件) 

栄 

養 

授 

乳 

離 

乳 

排 

泄 

睡 

眠 

身 

体 

健 

康 

こ
と
ば
き
こ
え 

生
活
リ
ズ
ム 

生
活
習
慣 

社
会
性 

情 

緒 

障 

害 

育
児
方
法 

し
つ
け 

就
園
問
題 

関
係
な
し 

そ
の
他 

(

内
容
数) 

件
数
合
計 

3 3 0 1 4 8 1 4 3 5 15 8 0 13 10 17 0 43 138 

 

８ 主な修繕(事業費 354,970円) 

施設の修繕を実施し、安全に配慮した環境整備に努めた。 (1件10万円以上）   （単位:円) 

修  繕  名 請 負 人 金額 

子育て交流センター女性用トイレ 

手洗器修繕 
有限会社 岩城ホームサービス  196,900 

   ほか２件、合計354,970円の修繕を実施。 
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９ 主な備品購入(事業費 499,028円) 

センターの運営に必要な備品の整備に努めた。 （単価２万円以上のものを記載） 

                                (単位：円) 

備 品 名 単 価  数量 金 額  

大型ブロックベーシックセット 23,870 1セット 23,870 

大型ブロックダイナミックセット 30,030 1セット 30,030 

短焦点プロジェクター 250,800 １台 250,800 

フロアタイプスクリーン 85,800 １台 85,800 

   ほか６件、合計499,028円の備品を購入。 

 

対前年度比較事業効果内容 

前年度に比べ、プレイルーム等の利用者数は937人の増、貸出施設は前年度に比べ184団体、1,674人の増と

なった「町外者が誰でも利用できるのがよい」という声も聞かれ、町外利用者も増えてきている。 

自主事業の主なものとして、町民からいただいた寄附金を活用し、鈴木香里武講師による親子ふれあいイ

ベント『お魚王子カリブさんと海のモンスターを探そう』を開催した。小学生親子も参加し、生き物への興

味・関心を広げることができた。また父親の育児参加が増え、父子での利用やイベントへの参加者が増加し

た。父親が「子どもとの時間を楽しむ」「講師の話を聞きたい」と目的をもって遊びに来ている様子が見られ

た。 

ホームスタート事業においては、特定非営利活動法人かんなみ子育てネットワーク・ぴあに委託し、健診

等で事業利用についてＰＲを行い、育児支援の利用促進を図った。その他、間宮公民館にて「ぴあサロン」

を実施し、５組の親子が参加した。伊東市「いとう子育てネットワーク・ゆう」との交流、ホームスター

ト・オーガナイザー＆トラスティ南関東エリア交流研修会に参加し、子育て事業先進市との交流を図った。 

ファミリーサポートセンター事業は、送迎利用・子育て交流センターでの預かりを希望するケースが多

く、希望に対する支援を会員間の相互援助で行うことで、子育て世代の孤立の解消、育児負担の軽減に繋げ

ることができた。 

コンシェルジュ事業として行っている相談業務は昨年度に比べ22件増となった。園生活・就園問題など些

細なことでも、気軽に話せる環境が増加につながったと思われる。気がかりな相談者に対しては、子育て支

援課や健康づくり課とも情報を共有し見守ることができた。 
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(決算書 P115～P118）                                 主管課 子育て支援課 

 

施策の成果 

１ こども医療費助成事業 (事業費216,174,628円 (内扶助費 205,685,356円、手数料 10,489,272円）) 

  子どもの疾病を早期に発見し、早期に適切な療養を受けさせ、疾病の慢性化予防と保護者の経済的な負担 

軽減を図り、子どもの健全な育成に寄与するため、治療に要する医療費の助成を行った。 

こども医療費助成事業 支給状況表                                           (単位：件、日、円) 

区    分 給付件数 給付日数 支 出 額 県補助対象額 県補助金 町負担額 

入 

 

 

 

院 

乳幼児 

医療費 207 1,726 36,019,632 

 
(補助率

1/2) 
 徴収額等 0 0 0 

事務手数料 177  24,072 

小  計  1,726 36,043,704 10,353,888 5,176,000 30,867,704 

こども 

（乳幼児

を除く） 

医療費 138 842 16,859,385 

 
(補助率

1/3) 
 徴収額等 11 37 52,090 

事務手数料 115  15,640 

小  計  879 16,927,115 5,685,429 1,895,000 15,032,115 

通 

 

 

 

 

院 

乳幼児 

（幼児を

除く） 

医療費 3,013 4,625 5,478,861 

 
(補助率

1/2) 
 徴収額等 0 0 0 

事務手数料 2,907  395,352 

小  計  4,625 5,874,213 4,641,703 2,320,000 3,554,213 

幼児 

医療費 25,043 36,091 34,916,941 

 
(補助率

1/3) 
 徴収額等 0 0 0 

事務手数料 24,812  3,374,432 

小  計  36,091 38,291,373 28,626,643 9,542,000 28,749,373 

こども 

（乳幼児

を除く） 

医療費 49,604 65,804 111,791,467 

 
(補助率

1/4) 
 徴収額等 134 138 566,980 

事務手数料 49,116  6,679,776 

小  計  65,942 119,038,223 95,629,043 23,907,000 95,131,223 

扶 助 費 計(医療費＋徴収額等) 205,685,356 
   

事務手数料計 10,489,272 

総 合 計 216,174,628 144,936,706 42,840,000 173,334,628 

【参考】 令和２年度 159,086,398 106,961,537 31,064,000 128,022,398 

【参考】 令和３年度 181,692,295 130,396,572 39,945,000 141,750,295 

【参考】 令和４年度 176,311,328 121,766,799 34,822,000 141,489,328 

【参考】 令和５年度 206,749,227 155,058,345 46,004,000 160,745,227 

科      目 事業名称 事業費(円) 財源内訳（円） 

３款 

民生費 

２項 

児童福祉費 

１目 

児童福祉総務費 

こども医療費等 

助成事業 

223,363,024 

(215,493,352)

一般   139,725,892  

特定    83,637,132 

特定財源の内容 

 

 

未熟児養育医療等国庫負担金 

未熟児養育医療県負担金 

こども医療費助成事業費補助金 

ひとり親家庭等医療費助成事業費補助金 

町村自治振興協会こども通院医療費助成金 

こども医療費高額療養費相当分保険者負担金 

※※特定財源の収入額と充当額の差額は令和７年度に償 

未熟児養育医療等国庫負担金 

 未熟児養育医療県負担金 

(P26) 

(P32) 

(P34) 

(P34) 

(P46) 

(P48) 

還予定 

 

 

105,000円

52,500円

42,840,000円

3,429,000円

1,000,000円

36,368,132円

105,000円

52,500円
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２ 未熟児養育医療助成事業（事業費 ０円（内扶助費 ０円、手数料 ０円）） 

未熟児は、正常な新生児に比べて生理的に未熟であり、疾病にもかかりやすく、その死亡率は高率である。そ

ればかりでなく、心身に障害を残すこともあり、生後速やかに適切な処置を講ずることが必要であるため、養育

に必要な医療費の給付を行うことにより、未熟児の健康管理と健全な育成を図る。令和６年度は助成件数は０件

であった。 

※診療報酬 該当なし  事務費手数料 ０件 

未熟児養育医療 助成状況                             （単位:人、件、日、円） 

年度 実人員 延べ件数 入院延べ日数 医療給付額 事務手数料 自己負担相当額 

R02 1 2 31 343,610 76 343,610 

R03 3 7 175 909,087 266 201,916 

R04 1 3 73 419,055 76 84,593 

R05 0 0 0 0 41 0 

R06 0 0 0 0 0 0 

 

３ ひとり親家庭等医療費助成事業（事業費 6,858,636円（内扶助費 6,522,308円、手数料 336,328円）） 

ひとり親家庭等の経済的負担を軽減し、福祉の増進を図るために、ひとり親家庭等の医療費を助成した。 

受給対象者一覧                         令和７年３月31日現在（単位：世帯、人） 

年度 
母 子 家 庭 父 子 家 庭 両親のいない児童 合  計 

世  帯 人  数 世  帯 人  数 世  帯 人  数 世  帯 人  数 

R02 182 485 5 15 1 2 188 502 

R03 186 489 5 12 0 0 191 501 

R04 185 496 4 10 0 0 189 506 

R05 163 431 6 17 0 0 169 448 

R06 152 398 6 18 0 0 158 416 

 

支給状況一覧                                           （単位：円） 

年度 母  子  家  庭 父  子  家  庭 両親のいない児童 合      計 

R02 5,801,917 79,340 25,440 5,906,697 

R03 6,588,667 19,960 18,730 6,627,357 

R04 6,524,046 50,070 0 6,574,116 

R05 7,262,000 191,910 0 7,453,910 

R06 6,364,228 158,080 0 6,522,308 

 

対前年度比較事業効果内容 

  

 こども医療費助成事業については、子どもの疾病の早期発見・早期治療を目的に、適切な医療費給付を行

うことで子育て世帯へ経済的な支援を行った。こども医療費助成事業における総支出額は、令和５年度比で

9,425,401円の増となった。主な増加要因は、乳幼児の入院の大幅な増加によるものである。対象年齢として

は、高校生相当年齢までこども医療費を利用できることとなっており、子育て世帯の医療費負担軽減の一助

となっている。 

未熟児養育医療助成事業は、未熟児に対し養育に必要な医療費の給付を行うことにより、未熟児の健康管

理と健全な育成が図られるようになり、未熟児を養育している世帯の医療費を軽減する制度であるが、令和

６年度は該当となる診療報酬はなかった。 

ひとり親家庭等医療費助成事業については、所得税が課税されていないひとり親家庭等に対して、医療費

の自己負担金(保険診療分)を助成した。令和６年度の対象世帯は158世帯で令和5年度から11世帯減で、支給

総額は6,522,308円となり令和5年度から931,602円の減となった。医療費の助成により、ひとり親家庭等への

経済的負担の軽減と医療福祉の安定を図ることができた。 
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施策の成果 

１ 事業の概要 

児童手当は児童手当法第８条の規定に基づき支給を行っている。父母その他の保護者が子育てについての第一

義的責任を有するという基本的認識の下、児童を養育している者に児童手当を支給することにより、家庭等にお

ける生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に資することを目的として事業を推

進した。また令和６年10月から法改正により、所得制限の廃止、高校生年代まで支給、第３子加算等が拡充され

た。改正に伴うシステム改修費に関する経費や会計年度任用職員の人件費は国庫負担で事業を実施した。 

 

２ 児童手当給付件数・支払金額・国県等負担割合 

⑴ 国・県等負担割合一覧 

ア 旧制度（９月まで） 

区   分 
負担割合 

国 県 町 

0歳～3歳未満分 
被用者 37/45 4/45 4/45 

非被用者 4/6 1/6 1/6 

3歳以上～ 

小学校修了前分 

被用者 
第1子・第2子 4/6 1/6 1/6 

第3子以降 4/6 1/6 1/6 

非被用者 
第1子・第2子 4/6 1/6 1/6 

第3子以降 4/6 1/6 1/6 

中 学 生 分 4/6 1/6 1/6 

特例給付分 (所得制限該当) 4/6 1/6 1/6 

  

 

 

 

 

 

 

 

科      目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

３款 

民生費 

２項 

児童福祉費 

２目 

児童手当費 

児童手当等給付 

事務事業 

553,777,073 

(491,789,112)

一般    76,336,583 

特定   477,440,490 

特定財源の内容 

国分 ０歳～３歳未満被用者分      (P26)     65,969,665円 

０歳～３歳未満非被用者分     (P26)     10,751,000円 

３歳以上～小学校修了前被用者分  (P26)     184,321,109円 

３歳以上～小学校修了前非被用者分 (P26)     30,957,777円 

     中学生分             (P26)     75,674,444円 

     特例給付分            (P26)      3,276,666円 

高校生分             (P26)         30,240,000円 

子ども・子育て支援事業費補助金  （P28)          5,097,000円 

  県分 ０歳～３歳未満被用者分      (P32)      4,160,000円 

     ０歳～３歳未満非被用者分     (P32)      1,862,000円 

     ３歳以上～小学校修了前被用者分  (P32)     37,490,277円 

     ３歳以上～小学校修了前非被用者分 (P34)      7,165,277円 

     中学生分             (P34)         15,377,777円 

特例給付分            (P34)        840,833円 

高校生分             (P34)          4,256,665円 
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イ 新制度（10月以降) 

区   分 
負担割合 

   国 県 町 

0歳～3歳未満分 
被用者 1/1 - - 

非被用者 13/15 1/15 1/15 

3歳以上～ 

小学校修了前分 

被用者 7/9 1/9 1/9 

非被用者 7/9 1/9 1/9 

中学生分 
被用者 7/9 1/9 1/9 

非被用者 7/9 1/9 1/9 

高校生分 
被用者 7/9 1/9 1/9 

非被用者 7/9 1/9 1/9 

 

⑵ 児童手当給付件数・支払金額・国県等負担金等一覧                    

ア 旧制度（４月～９月）                             （単位：円、人) 

区   分 手当額  延人数 支 給 額 国負担金 県負担金 町負担額 

0歳～3

歳 未 満

分 

被 用 者 15,000 3,120 46,800,000 38,504,665 4,160,000 4,135,335 

非 被 用 者 15,000 598 8,970,000 5,980,000 1,495,000 1,495,000 

3歳以上

～ 

小 学 校

修 了 前

分 

被用者 

第1子 

第2子 
10,000 12,550 125,500,000 

104,303,333 26,059,166 25,992,501 
第3子 

以降 
15,000 2,057 30,855,000 

非被用

者 

第1子 

第2子 
10,000 2,396 23,960,000 

15,596,666 4,940,833 9,107,501 
第3子 

以降 
15,000 379 5,685,000 

中 学 生 分 10,000 6,452 64,520,000 43,093,333 10,753,333 10,673,334 

特例給付分(所得制限) 5,000 1,009 5,045,000 3,276,666 840,833 927,501 

合    計 28,561 311,335,000 210,754,663 48,249,165 52,331,172 
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 イ 新制度                                     （単位：円、人) 

区   分 手当額  延人数 支 給 額 国負担金 県負担金 町負担額 

0歳～3歳

未満分 

被用者 

第1子 

第2子 
15,000 1,273 19,095,000 

27,465,000 0 120,000 
第3子 

以降 
30,000 283 8,490,000 

非被用

者 

第1子 

第2子 
15,000 203 3,045,000 

4,771,000 367,000 367,000 
第3子 

以降 
30,000 82 2,460,000 

3歳以上～

小学校修

了前分 

被用者 

第1子 

第2子 
10,000 6,508 65,080,000 

80,017,776 11,431,111 11,431,113 
第3子 

以降 
30,000 1,260 37,800,000 

非被用

者 

第1子 

第2子 
10,000 1,201 12,010,000 

15,361,111 2,224,444 2,434,445 
第3子 

以降 
30,000 267 8,010,000 

中学生分 

被用

者・非

被用者 

第1子 

第2子 
10,000 3,136 31,360,000 

32,581,111 4,624,444 4,414,445 
第3子 

以降 
30,000 342 10,260,000 

高校生分 

被用

者・非

被用者 

第1子 

第2子 
10,000 3,225 32,250,000 

30,240,000 4,256,665 3,813,335 
第3子 

以降 
30,000 202 6,060,000 

合    計 17,982 235,920,000 190,435,998 22,903,664 22,580,338 

新制度と旧制度の総合計 46,543 547,255,000 401,190,661 71,152,829 74,911,510 

過去の実績 

令和元年度 児童手当 50,864 558,535,000 386,498,999 85,271,332 86,764,669 

令和２年度 児童手当 49,792 544,920,000 378,988,998 82,853,665 83,077,337 

令和３年度 児童手当 48,543 530,255,000 367,945,332 80,799,498 81,510,170 

令和４年度 児童手当 46,912 514,435,000 357,074,664 78,616,830 78,743,506 

令和５年度 児童手当 44,654 489,310,000 337,697,666 75,626,332 75,986,002 
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参考：所得制限限度額、所得上限限度額 (令和４年６月～令和６年９月)             (単位：人、万円) 

扶養親族の数 
所得制限限度額 所得上限限度額 

所得額 収入額の目安 所得額 収入額の目安 

０ 622.0   833.3   858.0 1,071.0 

１ 660.0   875.6   896.0 1,124.0 

２ 698.0   917.8   934.0 1,162.0 

３ 736.0   960.0   972.0 1,200.0 

４ 774.0   1,002.0 1,010.0 1,238.0 

５ 812.0   1,040.0 1,048.0 1,276.0 

注１）所得税法に規定する同一生計配偶者（70歳以上のものに限る）又は老人扶養親族がある者についての限度

額(所得額ベース）は、上記の額に当該同一生計配偶者又は老人扶養親族１人につき６万円を加算した額 

注２）扶養親族等の数が６人以上の場合限度額（所得額ベース）は、１人につき38万円（扶養親族等が老人控除

対象配偶者又は老人扶養親族であるときは44万円）を加算した額 

  ※ 所得が所得制限限度額以上、所得上限限度額未満の場合、特例給付となる。所得上限限度額以上の場合、

児童手当は支給されない。 

注３）令和６年10月より法改正により、所得制限が撤廃された。 

 

対前年度比較事業効果内容 

児童手当の支給実績は、少子化の影響により対象者、支給額とも年々減少傾向となっていたが、令和６年

度は10月より法改正によって制度拡充したことにより、事業費が前年度から大幅に増加した。特に高校生が

支給対象児童に加えられたことで新たに464人の受給者が認定され、令和４年６月分の手当から設けられた

所得制限についても撤廃されたことにより16人の受給者が認定された。第３子は支給額が３万円／月となる

ことから、児童を養育している者に児童手当を支給することにより、今後の社会を担っていく人材を養育す

る家計の負担軽減が図られ、家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健や

かな成長を支援した。 

186



(決算書 P117～P120)                                主管課 子育て支援課 

     科     目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円)  

 

３款 

民生費 

２項 

児童福祉費 

３目 

児童福祉施設費 

留守家庭児童 

保育所管理事業 

126,403,632 

(99,439,874) 

 一般     43,000,632 

 特定     83,403,000 

 特定財源の内容 

  留守家庭児童保育所入所料 現年度分        (P22)    23,214,000円 

  子ども子育て支援交付金              (P28)    31,066,000円(50,303,000円の内) 

放課後児童対策事業補助金             (P34)    29,912,000円 

  ひとり親家庭放課後児童クラブ利用支援事業費補助金 (P34)       365,000円 

 

※特定財源の収入額と充当額の差額については令和７年度に償還予定 

 子ども子育て支援交付金                       1,154,000円 

 

施策の成果 

仕事等により保護者が家庭を留守にする児童に対し、留守家庭児童保育所において小学校終了後の児童に健全

育成活動を行うことで、保護者が安心して就労でき、子育てに対する負担を軽減することができた。 

 

１ 開所状況                         （令和７年３月31日現在）   (単位:人、日) 

留守家庭児童保育所 定員 指導員 開設年月日 設置場所 年間開所日数 

東部第1 50 

  11(7) 

平成 4年1月6日 

平井1010-1 289 
東部第2 50 平成23年4月1日 

東部第3 50 平成29年4月1日 

小 計 150  

西部第1 50 

 10(9) 

平成 5年4月1日 

間宮458-1 289 
西部第2 50 平成21年4月1日 

西部第3 50 令和 4年4月1日 

小 計 150  

中部第1 50 

 10(8) 

平成 6年9月1日 

大土肥126-1 289 
中部第2 50 平成22年4月1日 

中部第3 50 令和 4年4月1日 

小 計 150  

北部 20  3(2) 平成16年4月1日 桑原933 280 

丹那 30  3(2) 平成20年4月1日 丹那480-1 285 

合 計 500  37(28)    

※ 留守家庭児童保育所に入所できる児童：下校時に保護者が家庭にいないか、又は養護に欠ける、原則小学校第

１学年から第５学年までの児童 

※ 指導員（ ）は支援員数（内数） 
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２ 入所児童数                                (毎月１日現在)(単位：人) 

    月別 

保育所名 

４ 

月 

５

月 

６

月 

７

月 

８

月 

９

月 

10

月 

11

月 

12

月 

１

月 

２

月 

３

月 
計 

東部 

 

１ 54 54 53 60 62 49 51 51 52 48 48 53 635 

２ 58 56 55 55 54 55 54 51 50 48 47 46 629 

３ 58 53 53 52 48 47 47 47 46 45 43 42 581 

小計 170 163 161 167 164 151 152 149 148 141 138 141 1,845 

 

中部 

 

 

１ 53 52 52 55 61 50 50 48 48 48 49 51 617 

２ 54 53 53 50 49 49 49 49 48 48 48 48 598 

３ 48 45 47 46 46 46 44 43 42 41 41 41 530 

小計 155 150 152 151 156 145 143 140 138 137 138 140 1,745 

 

西部 

 

１ 43 43 43 49 53 42 41 41 43 43 39 46 526 

２ 38 36 36 36 36 34 34 34 34 34 32 32 416 

３ 40 37 36 35 35 35 34 34 33 33 32 32 416 

小計 121 116 115 120 124 111 109 109 110 110 103 110 1,358 

北部 23 22 22 26 26 19 19 19 19 18 18 18 249 

丹那 15 15 15 15 15 15 14 14 14 14 13 13 172 

合計 484 466 465 479 485 441 437 431 429 420 410 422 5,369 

 

入所児童数の推移             (単位：人) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 施設の修繕 (事業費 851,290円)  

施設の修繕を実施し、保育環境の維持管理に努めた。 

主な修繕内容（1件10万円以上）                            (単位：円) 

件  名 請 負 人 請負金額 

中部留守家庭児童保育所第２保育

室扉外修繕 
有限会社 小田切建創 308,000 

西部留守家庭児童保育所第２保育

室屋上漏水修繕 
有限会社 サクライ 187,000 

 ※ ほか小破修繕13件 356,290円 

 

 

 

区  分 R02 R03 R04 R05 

東部 

１ 573 562 570 607 

２ 562 566 570 554 

３ 528 517 564 584 

小計 1,663 1,645 1,704 1,745 

 

中部 

１ 714 1,147 613 566 

２ 617 569 609 596 

３ - - 607 635 

小計 1,331 1,716 1,829 1,797 

 

西部 

１ 669 670 467 622 

２ 522 669 461 519 

３ - - - 301 

小計 1,191 1,339 928 1,442 

北部 285 287 233 224 

丹那 265 227 274 192 

合 計 4,735 5,214 4,968 5,400 

188



４ 施設の改修工事(事業費 1,034,000円) 

丹那留守家庭児童保育所施設の改修工事、西部学童留守家庭児童保育所駐車場増設工事、中部留守家庭児童保

育所日除けカーテン設置工事を実施し、安心、安全な保育環境の整備を図った。 

 

５ 備品購入(事業費 319,000円) 

既存備品の故障に伴い新たに備品を購入し、適正な保育環境の整備に努めた。  

備品購入内容 （単価５万円以上）                          (単位：円) 

保育所名 備 品 名 単 価  数量 金 額  

丹那留守家庭児童保育所 保育室カーペット 101,200 ２枚 202,400 

ほか３品目、合計116,600円の備品を購入。 

 

対前年度比較事業効果内容 

令和６年度の留守家庭児童保育所の年間利用延人数は5,369人で、令和５年度と比べると31人の減少と

なっている。留守家庭児童保育所によっては、定員の弾力運用により定員を超える児童の受入れを行う

等、留守家庭児童保育所の需要は引き続き高いと考えられる。 

安全で、利用しやすい環境を整備するため、施設の修繕、改修工事及び備品購入を実施し、保育環境の

整備、維持管理向上を図ることができた。 

指導員の資質向上を目的に、県が主催する認定資格研修に２名の指導員が参加し、４日間の研修課程を

修了し資格を得て、放課後児童支援員が合計28名となった。町独自の研修として、指導員会を５回実施

し、各留守家庭児童保育所の保育指導活動の発表や意見交換、個人情報の取扱いに係る情報セキュリティ

研修等を行ったほか、全指導員を対象とした研修会や救命講習、職員と統括指導員による年2回の個別面

談を行い、指導員の資質向上を図った。 
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(決算書  P208～P212)                                             主管課 子育て支援課 

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

１０款 

教育費 

４項 

幼稚園費 

１目 

幼稚園費 幼稚園管理事業 
386,504,941 

   (347,198,001) 

一般    371,550,305 

特定     14,954,636 

 特定財源の内容 

幼稚園利用者負担金 現年度分           (P22) 

幼稚園預かり保育料 現年度分           (P22) 

子ども子育て支援交付金              (P28) 

子育てのための施設等利用給付交付金        (P28) 

子育て支援事業費補助金              (P34) 

子育てのための施設等利用費負担金         (P34) 

子育て支援事業寄附金               (P40)  

間宮幼稚園太陽光発電売電収入           (P48) 

二葉こども園給食費                (P48) 

植物性廃油売却代金                (P48) 

 

※特定財源の収入額と充当額の差額については令和７年度償還予定 

 子育てのための施設等利用給付交付金  

子育てのための施設等利用費負担金 

23,900円 

140,100円 

3,266,000円 

2,065,000円 

3,266,000円 

1,032,500円 

3,230,998円 

230,847円 

2,275,030円 

6,336円 

 

 

388,050円 

194,025円 

 

 

(50,303,000円の内) 

(3,720,040円の内） 

(6,734,000円の内) 

(1,860,020円の内） 

(4,100,000円の内） 

 

 

(39,688円の内) 
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施策の成果 

１ 学校教育法に基づき学齢簿の編成、幼稚園入園、退園の手続きを行った。 

⑴ 職員・学級・園児数                        (各年５月１日現在) (単位：人、クラス) 

 

幼稚園名 

 

 

年度 

 

職員数 
学級数 

園     児     数  

３歳児 ４歳児 ５歳児 計 

ｸﾗｽ 定員 ｸﾗｽ 園児 ｸﾗｽ 園児 ｸﾗｽ 園児 ｸﾗｽ 園児 

春光幼稚園 

R02 7(4) 6 180 1 23 2 42 1 30 4 95 

R03 6(5) 6 180 1 23 1 26 2 43 4 92 

R04 5(5) 6 180 1 22 1 23 1 28 3 73 

R05 5(5) 6 180 1 18 1 23 1 18 3 59 

R06 5(7) 6 180 1 13 1 20 1 21 3 54 

丹那幼稚園 

R02  3(1) 2 70 1 8 複式 7 複式 4 2 19 

R03 3(1) 2 70 1 4 複式 8 複式 6 2 18 

R04 3(1) 2 70 複式 2 複式 4 1 8 2 14 

R05 2(2) 2 70 複式 5 複式 2 1 5 2 12 

R06 3(1) 2 70 複式 3 複式 6 1 2 2 11 

 

二葉幼稚園 

 

R02 8(3) 6 180 1 13 1 14 1 13 3 40 

R03 7(3) 6 180 1 10 1 15 1 13 3 38 

R04 11(5) 4 105 1 7 1 8 1 11 3 26 

二葉こども園

（１号） 

R05 10(3) 4 105 1 5 1 9 1 8 3 22 

R06 10(5) 4 105 1 4 1 4 1 5 3 13 

間宮幼稚園 

R02 5(2) 6 180 1 11 1 16 1 14 3 41 

R03 5(2) 6 180 1 20 1 12 1 15 3 47 

R04 5(3) 6 180 1 14 1 21 1 13 3 48 

R05 5(4) 6 180 1 19 1 14 1 21 3 54 

R06 5(4) 6 180 1 12 1 17 1 17 3 46 

みのり幼稚園 

R02 6(4) 6 180 1 15 1 20 1 32 3 67 

R03 6(4) 6 180 1 22 1 17 1 20 3 59 

R04 6(3) 6 180 1 10  1 23 1 17 3 50 

R05 6(3) 6 180 1 13 1 11 1 21 3 45 

R06 5(4) 6 180 1 7 1 12 1 10 3 29 

自由ケ丘幼稚園 

R02 10(7) 9 270 2 48 2 69 2 59 6 176 

R03 10(7) 9 270 2 47 2 49 3 70 7 166 

R04 9(8) 9 270 2 45 2 49 2 48 6 142 

R05 9(9) 9 270 2 38 2 41 2 46 6 125 

R06 8(10) 9 270 2 26 2 38 2 43 6 107 

合 計 

R02 39(22) 35 1,060 7 118 8 168 6 152 21 438 

R03 37(22) 35 1,060 7 126 7 127 8 167 22 420 

R04 39(25) 33 985 7 100 6 128 7 125 20 353 

R05  37(26) 33 985 7 98 6 100 7 119 20 317 

R06  36(31) 33 985 7 65 6 97 7 98 20 260 

※職員数（ ）は会計年度任用職員数（外数） 
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⑵幼稚園中途入園及び退園の状況                                  (単位：人) 

幼稚園名 
令和6年4月1日 

現在の在園児数 中途入園 中途退園 
令和7年3月31日 

現在の在園児数 R03末 R04末 R05末 

春光幼稚園 54 0 1 53 87 70 62 

丹那幼稚園 11 1 0 12 18 16 13 

二葉こども園 

（1号） 
13 5 5 13 37 26 18 

間宮幼稚園 46 1 2 45 47 49 54 

みのり幼稚園 29 2 3 28 62 48 42 

自由ケ丘幼稚園 107 1 3 105 164 139 126 

計 260 10 14 256 415 348 315 

※二葉こども園について、２号（保育園部）から１号（幼稚園部）への異動３人、１号（幼稚園部）から２号 

（保育園部）への移動４人を含む。  

 

２ 預かり保育事業の状況(延人数)                               (単位：人) 

幼稚園名 年間 
長期 

休業中 

一時 

計 R04 R05 兄弟姉妹の 

学校行事 

家族の 

通院 

保護者等の

就労 

その他 

春光幼稚園 215 3 9 3 1 0 231 386 316 

丹那幼稚園 12 2 0 1 0 0 15 36 12 

二葉こども園 

（1号） 

 
2 15 3 3 0 23 40 28 

間宮幼稚園   15 1 28 1 45 5 10 

みのり幼稚園 103 11 5 19 0 1 139 312 218 

自由ケ丘幼稚園 433 31 20 13 51 3 551 561 670 

合計 763 49 64 40 83 5 1,004 1,340 1,254 

※「年間」は１月の利用を１人としてカウント、それ以外は１回ごとの利用を１人としてカウント。 

 

３ 主な修繕(事業費 4,185,254円) 

施設の修繕を実施し、教育環境の整備に努めた。(１件10万円以上）              (単位:円) 

幼稚園名 修  繕  名 請 負 人 修繕金額 

二葉こども園 プールサイド修繕 有限会社 大隅建設  167,200 

間宮幼稚園 幼児用トイレ修繕 有限会社 杉本ホームサービス 104,500 

春光幼稚園 テラス外修繕 有限会社 小田切建創 379,500 

自由ケ丘幼稚園 花壇修繕 有限会社 大隅建設 231,000 

みのり幼稚園 内装外修繕 有限会社 大竹工務店 356,400 

 ほか34件、合計2,946,654円の修繕を実施。 
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４ 給食配送業務委託 (事業費 7,124,700円) 

間宮幼稚園は函南中学校、みのり幼稚園は西小学校、自由ケ丘幼稚園は東小学校で給食を作り幼稚園に運ぶ配

送方式で実施し、年間157日配送を実施した。 

委託業者：東海輸送株式会社 

契約額：21,374,100円（契約期間：令和５年４月１日～令和８年３月31日 債務負担行為） 

 

５ 給食調理業務委託（事業費 17,127,000円） 

   二葉こども園の給食について、年間281回調理業務を実施した。 

委託業者：株式会社 レクトン 

契約額：51,381,000円（契約期間：令和５年４月１日～令和８年３月31日 債務負担行為） 

 

６ 主な工事(事業費 4,070,528円) 

施設の老朽化に対応する工事を実施し、教育環境の整備に努めた。（１件100万円以上）       (単位:円) 

幼稚園名 工  事  名 請 負 人 請負金額(円) 

 二葉こども園 滑り台更新工事 株式会社 駿河フレーベル 1,097,988 

みのり幼稚園 屋上防水改修工事 株式会社 シズコン 1,078,000 

ほか５件、合計1,894,540円の工事を実施。 

 

７ 主な備品購入(事業費 2,926,746円)（単価５万円以上）                   (単位:円) 

幼稚園名 備  品  名 単 価 (円) 数 量 単 位 金 額 (円) 

春光幼稚園 ポイントアスレチック 

半割ネットトンネル 

513,700 1 台 513,700 

 

丹那幼稚園 ワイヤレスアンプ 187,000 1 台 187,000 

チューナー 97,570 1 台 97,570 

除湿器 97,900 1 台 97,900 

みのり幼稚園 屋外テーブル 63,800 4 台 255,200 

自由ケ丘幼稚園 給食台ワゴン 64,504 1 台 64,504 

ほか、59品目、合計1,710,872円の備品を購入。 

 

対前年度比較事業効果内容 

幼稚園の令和６年度末の入所園児数は256人で、令和５年度の315人と比較して59人の減となった。少子化の

進行や保育園への入園希望者が増加してしていることで、園児数は年々減少している。 

また、平成27年４月より待機児童解消対策の一環として開始した「預かり保育事業」の令和６年度の利用延

人数は1,004人で、令和５年度と比較して250人の減となっている。令和５年４月からの私立保育園の開園もあ

り、預かり保育事業の利用者が保育園に移動したことが影響していると考えられる。 

園児の安全確保と充実した教育の推進を図ることと併せて、正規職員36人、会計年度任用職員31人を町内幼

稚園、こども園に配置した。職員は、幼児教育センターの主催による研修を受講し、多様化する児童や様々な

ニーズに対応するためのスキルの習得に努める等、幼稚園教育の推進を図った。 
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主要な施策の成果と予算執行状況報告書 

 

（一般会計） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

健 康 づ く り 課 
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（決算書Ｐ119～Ｐ124）                          主管課 健康づくり課 

科     目 事 業 名 称 事業費(円) 財源内訳（円） 

４款 

衛生費 

１項 

保健衛生費 

１目 

保健総務費 
保健総務事務事業 

134,126,066 

(129,090,383) 

一般 126,141,529 

特定  7,984,537 

特定財源の内容 

 疾病予防対策事業費等補助金   (P30)  720,000円 (1,169,000円の内) 

 健康増進事業費補助金      (P34)  643,000円 (2,184,000円の内) 

学校実習生受入に係る謝礼    (P48)   70,000円 

東部看護専門学校         34,000円 

   順天堂大学保健看護学部      36,000円 

高齢者保健事業・介護予防一体的実施事業受託事業収入  (P50) 6,551,537円 

 

施策の成果 

１ わが町の保健作成  （事業費 41,800円） 

  保健事業の統計書「わが町の保健」を作成し、地域の特性に応じた保健施策の展開を図る基礎資料として

活用するとともに町内医師会・歯科医師会の医療機関や関係者等に配布した。（印刷部数 100部） 

 

２ 保健師等の活動 

 保健師等による各種事業活動を実施した。 

 保健活動状況実績 

⑴ 健康増進法による健康相談(40～64歳)                     (単位：回、人) 

区  分 

重 点 健 康 相 談 

高血圧 
脂質異

常症 
糖尿病 

歯周 

疾患 

骨粗 

鬆症 

女性の

健康 
病態別 

総合健

康相談 
計 

開催回数 37 1 0 0 0 0 1 49 88 

被相談延人員 128 1 0 0 0 0 1 151 281 

                                         (単位：回、人) 

区  分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

開催回数 33 62 83 67 88 

被相談延人員 48 87 292 318 281 

⑵ 健康増進法による健康教育(40～64歳)                     (単位：回、人) 

区 分 R02 R03 R04 R05 R06 

集団健康教育内訳 

歯周 

疾患 
ﾛｺﾓﾃｨﾌﾞ 
ｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ 

病態別 COPD 薬 一般 

開催回数 46 36 42 43 79 2 2 8 0 0 67 

参加延人員 195 156 180 451 454 15 21  92 0 0 326 

⑶ 健康増進法による訪問指導(40～64歳)                       （単位：人) 

区 分 R02 R03 R04 R05 R06 

訪問指導内訳 

家庭に 
おける 
療養方 
法指導 

介護予 
防(閉じ
こもり・ 
転倒等) 

機能訓 
練・住 
宅改修 
等 

介護家 
族の健 
康管理 

生活習
慣病予 
防 

認知症 
等 

その他 

延人員 50 20 19 22 20 0 0 0 0 18 0 2 
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⑷ 対象別訪問指導                                 (単位：人) 

訪問指導 

延人員 

R02 R03 R04 R05 R06 
訪問指導内訳 

助産師 

訪 問 

乳児全 

戸 訪 問 

母子保 

健 訪 問 
健康増進
(65歳以上) 

精神保健

福祉等 

646 632 638 553 574 22 165 275 106 6 

⑸ 随時の健康相談実績                               (単位：人) 

健康相談 

延人員 

R02 R03 R04 R05 R06 

健康相談内訳 

来所 

電話相談 
不妊治療 母子保健 

精 神 保 

健 福 祉 

健康増進
(45歳未満、

65歳以上) 

1,557 1,200 1,586 2,229 1,598 0 536 5 605 452 

 

３ 高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な事業受託事業（事業費 6,551,537円） 

  静岡県後期高齢者医療広域連合からの受託業務として実施。住み慣れた地域で自立した生活ができる期間

（健康寿命）の延伸、QOL(クオリティオブライフ）の維持向上を図るために、高齢者の特性を踏まえ、地域

課題を考慮しながら健康支援・相談を行う。 

⑴ ハイリスクアプローチ（個別介入）                  （単位：人） 

種  類 対象者 訪問実人数 訪問延人員 

口腔機能低下予防 80 12 21 

重症化予防（糖尿病性腎症） 
コントロール不良者 

8 2 2 

重症化予防（糖尿病性腎症） 
治療中断者 

5 3 3 

重症化予防（その他） 
血糖を除くコントロール不良者 

150 2 2 

重症化予防（その他） 
糖尿病を除く治療中断者 

20 9 9 

重症化予防（その他） 
腎機能不良未受診者 

10 5 5 

健康状態不明者 80 29 29 

合  計 353 62 71 

⑵ ハイリスクアプローチ（個別介入）経年実績              （単位：人） 

種  類 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

口腔機能低下予防 8 4 10 12 

低栄養予防 1 ― ―  

生活習慣病重症化予防 16 17 22  

糖尿病性腎症重症化予防 ― ― 3  

重症化予防（糖尿病性腎症） 
コントロール不良者 

― ― ― 2 

重症化予防（糖尿病性腎症） 
治療中断者 

― ― ― 3 

重症化予防（その他） 
血糖を除くコントロール不良者 

― ― ― 2 

重症化予防（その他） 
糖尿病を除く治療中断者 

― ― ― 9 

重症化予防（その他） 
腎機能不良未受診者 

― ― ― 5 

健康状態不明者 7 20 18 29 

合  計 32 41 53 62 

※ 令和６年度より種類に変更あり 
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⑶ ポピュレーションアプローチ（集団介入）                    （単位：人) 

種  類 日  程 受講団体 
参加者
延人数 

「健康教育・健康相談」 

オーラルフレイル予防講座 

講師 歯科衛生士 白井博子 外 

6/13、10/10、2/13 介護予防教室 楽々体操 21 

9/26、10/7 湯～トピアかんなみ来所者 11 

10/27 畑毛区敬老会 44 

「健康教育・健康相談」 

低栄養予防講座 

講師 町管理栄養士 外 

5/9 函南地区神社総代会 70 

6/6、10/24、1/30 介護予防教室 楽々体操 19 

7/18 間宮老人クラブ 36 

「健康教育・健康相談」 

フレイル予防講座 

講師 町保健師 

8/22 居場所・サロン交流会 31 

1/29 シルバー人材センター 8 

3/10 健康友の会 8 

「気軽に相談できる環境づくり」 

出張健康相談 

講師 町栄養士、町保健師 

5/14、8/6、12/17、3/18 DCカフェ 99 

6/26、11/26 またあしたカフェ 24 

7/27、9/28、3/13 まるごとキャラバン隊 29 

8/22 知恵の和館 7 

8/23 湯～トピアかんなみ 11 

8/29 函南町役場庁舎 1 

その他複合的取り組み 
「フレフレ教室」 
講師 健康運動指導士 眞野知美 外 

8/27、9/3、9/17、9/24、
10/1、10/8 町民参加者 1クール目 32 

11/5、11/12、11/19、12/3、
12/10、12/24 町民参加者 2クール目 51 

合  計 502 

 ⑷ ポピュレーションアプローチ（集団介入）経年実績                （単位：人） 

種  類 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

健康教育・健康相談 103 269 284 248 

気軽に相談できる環境づくり ― 166 96 171 

その他複合的な取り組み ― ― 42 83 

合  計 103 435 422 502 

 

４ 沼津夜間救急医療センター関係   

 （負担金11,910,300円 内訳 沼津夜間救急医療協議会負担金 11,797,000円） 

               沼津夜間救急医療対策協会負担金 113,300円） 

  町民の安心安全を確保することを目的とし、沼津夜間救急医療対策協会が休日及び夜間における初期救急

医療を提供するため負担金を支出した。 

沼津夜間救急医療センター患者取扱数                          （単位：人) 

区  分 
救 急 患 者 数 救急車で運ばれた 

患者数 管内（内：函南町） 管 外 計 

令和2年度 8,968 （274） 414 9,382 1,015 

令和3年度 9,190 （263） 453 9,643 1,049 

令和4年度 9,711 （325） 606 10,317 1,233 

令和5年度 12,179 （414） 804 12,983 1,377 

令和6年度 11,708 （386） 823 12,531 1,307 

※ 管内：沼津市、三島市、裾野市、長泉町、清水町、函南町 
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５ 田方救急医療関係  （負担金 7,306,069円） 

  町民の安心安全を確保することを目的とし、2市1町で構成する田方救急医療協議会が田方地区における救

急医療を提供するため負担金を支出した。 

田方救急医療患者取扱数                               （単位：人) 

区  分 

救 急 患 者 数 
救急車で

運ばれた

患者数 

交通事 

故の患 

者数 

患者を 

扱った医

療機関数 

診療 

時間内 

診療 

時間外 

夜間 

19:00～ 

7:00 

深夜 

22:00～

6:00 

計 

令和2年度 4,346 5,141 3,495 2,381 15,363 6,945 466 49機関 

令和3年度 4,806 5,583 3,577 2,420 16,386 7,804 454 48機関 

令和4年度 4,723 5,421 3,771 2,653 16,568 7,901 512 48機関 

令和5年度 4,858 6,329 3,229 2,743 17,159 9,205 493 48機関 

令和6年度 5,425 6,610 3,078 2,893 18,006 9,945 539 48機関 

※ 夜間は、深夜分を除く患者数 

 

対前年度比較事業効果内容 

保健師活動のうち健康増進法による健康相談では、特定健診会場や婦人科検診会場での待ち時間を活

用し、野菜摂取量測定を実施し相談に応じた。また、随時健康相談における出張健康相談として様々な

場面で野菜摂取量測定や血圧・体組成などの健康測定の結果を個別返却するなど相談対応をした。 

 健康増進法による健康教育では、からだスッキリ教室を年間30回のほかに、出前講座や保健委員の地

区活動において野菜摂取を促す教室や高血圧、慢性腎臓病予防教室などの病態別の講座を開催した。 

健康増進法による訪問保健指導では、国民健康保険加入者に対して健診結果から高血圧、糖尿病、慢

性腎臓病のリスクがある人に対して、受診勧奨や保健指導を行うことにより、重症化予防を目的とした

訪問を実施した。生活習慣病が悪化する前に運動習慣や食習慣を見直す機会を提供することが重要であ

り、特定健診結果から必要な人に保健指導やあらゆる機会を利用した健康教育や健康相談を今後も継続

していく。 

 静岡県後期高齢者医療広域連合から受託した高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な実施事業で

は、前年度よりハイリスクアプローチ及びポピュレーションアプローチともに介入実績を伸ばし、「身体

活動」「低栄養」「口腔」「社会参加」の面からフレイル予防について普及啓発した。ハイリスクアプロー

チでは62人、ポピュレーションアプローチでは延べ502人に対して実施することができた。また、施策

の検討や評価に論理的な技法を用いて福祉課、住民課、社会福祉協議会、地域包括支援センターと協議

し、共通の目標に向かって実効性のある事業を取り入れることができた。 
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（決算書Ｐ123～Ｐ124）                           主管課 健康づくり課 

科     目 事 業 名 称 事業費(円) 財源内訳（円） 

４款 

衛生費 

１項 

保健衛生費 

１目 

保健総務費 

保健福祉センター 

管理事業 

11,857,510  

(11,165,579) 

一般 8,127,560 

特定 3,729,950 

特定財源の内容 

デイサービスセンター使用料     (P48) 3,720,000円 

公衆電話使用料           (P48)   9,950円 (25,730円の内） 

 

施策の成果 

１ 保健福祉センター管理事業 

  保健福祉センターは、町民の健康増進維持や社会福祉を目的とした事業に利用された。 

保健福祉センター年間利用状況                             （単位：回） 

      月  

施設 
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 合計 

多目的研修室 12 14 18 26 23 16 19 22 18 16 25 23 232 

中会議室 11 11 17 20 23 14 14 17 17 15 17 14 190 

会議室※ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

和室 3 12 14 12 10 9 7 15 10 9 10 9 120 

機能訓練室 9 11 11 13 15 13 12 15 13 10 11 12 145 

調理室 6 9 13 17 15 10 9 2 12 9 9 7 118 

健診ホール 10 14 16 21 21 17 14 17 13 12 13 13 181 

※ 新型コロナワクチン接種の資材や予診票の保管のため一時使用を中止。 

 

２ 保健福祉センター施設の維持管理  （事業費 2,996,180円） 

  利用者の安全と利便性の向上を図るため保健福祉センター施設の適正な維持管理を行った。 

 ⑴ 修繕関係  （事業費 1,809,280円）                       （単位：円) 

№ 修 繕 名 金 額 施工業者 

1 保健福祉センター前花壇散水栓止水不良修繕 37,400 ㈲杉本ホームサービス 

2 和室畳表替え修繕 146,575 ㈲ニシナ 

3 ロビーチェア座面張替え修繕 220,000 ㈱インク 

4 給湯用循環ポンプ修繕 27,500 ㈲岩城ホームサービス 

5 消火栓ホース交換修繕 473,000 ㈲タカギ防災設備 

6 2階社会福祉協議会室ドアクローザー交換外修繕 314,600 ㈲小田切建創 

7 非常用発電設備クーラント液交換外修繕 187,000 平井工業㈱ 

8 歯科診療台修繕 20,405 ㈱イシダリンク 

9 2階雨漏り修繕 253,000 ㈲小田切建創 

10 多目的トイレ鍵修繕 129,800 ㈲岩城ホームサービス 

合   計 1,809,280   

 

 ⑵ 委託関係  （事業費 356,400円）                        （単位：円) 

業 務 名 委 託 料 委 託 先 委 託 内 容 

警備業務委託 356,400 セコム㈱ 保健福祉センターの夜間休日警備 
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 ⑶ 工事関係  （事業費 830,500円）                        (単位：円) 

№ 工 事 名 金 額 請負業者 

1 和室ロールスクリーン交換外工事 330,000 ㈲小田切建創 

2 やすらぎ広場樹木撤去工事 226,600 ㈱日進 

3 多目的トイレベビーシート更新工事 273,900 ㈲岩城ホームサービス 

合   計 830,500   

 

３ 備品関係  （事業費 35,200円）                          (単位：円) 

備品名 金 額 購入内容 

消火器 35,200 
粉末ABC10型4本 

保健福祉センター内消火器の使用年数経過による更新 

 

 

対前年度比較事業効果内容 

保健福祉センターは、平成8年度に建築された施設であり、施設全体の設備が経年劣化し毎年修繕等が必

要となっている。令和6年度は和室畳表替え修繕を始め、計13件の修繕、工事を実施した。工事及び修繕を

実施したことにより施設の適正な維持管理を行うことができ、施設利用者等の利便性向上及び安全の確保

につなげることができた。 

保健福祉センターでは、保健・福祉の連携の拠点として健診など各種保健事業等を実施しているが、利

用した人が安心、安全にご利用いただけるよう施設の維持管理に努めていく。 
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（決算書Ｐ123 ～Ｐ126）                          主管課 健康づくり課 

科     目 事 業 名 称 事業費(円) 財源内訳（円） 

４款 

衛生費 

１項 

保健衛生費 

２目 

健康づくり対策費 
健康づくり推進事業 

1,712,512  

(6,647,746) 

一般 1,097,512 

特定  615,000 

特定財源の内訳 

健康増進事業費補助金        (P34)  312,000円 (2,184,000円の内) 

教室参加者負担金          (P48)  303,000円 

 (からだスッキリ教室 年間参加料3,000円/人) 

 

施策の成果 

１ からだスッキリ教室  （事業費 660,000円） 

本教室は生活習慣病の予防、メタボリックシンドロームの改善を目的に開催した。教室を前半・後半に分

けて年間を通して実施した。各コース年間30回開催 

 ⑴ 実施状況                                    （単位：人) 

年 度  

 区 分 

令和4年度 令和5年度 令和6年度 

実人員 延人員 実人員 延人員 実人員 延人員 

前  半 A36/B19 702 55 1,289 62 1,480 

後  半 A15/B26 543 37 845 39 929 

合  計 96 1,245 92 2,134 101 2,409 

 ※ 前半：9時15分～10時00分 後半：10時45分～11時30分 

 ※ 令和3年度と令和4年度は密集を防ぐためAとBに分けて開催し令和5年度からは分けずに実施した。 

⑵ 受講者の年齢別人員                            （単位：人) 

区  分 R04 R05 R06 
年代別内訳 

30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上 

受講者数 96 92 101 0 0 5 25 62 9 

 

２ 食育推進事業  （事業費 252,864円） 

  食育に関する様々なイベントや教室を行うことにより、食育の普及と推進を図った。 

 ⑴ あさごはん教室の開催  （事業費 21,600円） 

   幼児期に望ましい朝食摂取習慣と朝食の栄養バランス向上を図るため、常駐栄養士のいない町立幼稚園5

園で開催し、そのうち2園は保護者も一緒に参加した。また、食育下敷き、保護者用資料を配布し、周知や

啓発に努めた。 

   参加者：町立幼稚園（自由ヶ丘幼稚園、春光幼稚園、丹那幼稚園、間宮幼稚園、みのり幼稚園） 

に在籍する5歳児77人、4歳児16人、3歳児1人、保護者44人） 

   日 時：5月 7日（火）、6月17日（月）10時～10時40分 

5月29日（水）9時30分～10時40分 

6月25日（火）9時30分～10時 

       9月 4日（水）9時30分～10時10分 

   内 容：パワーポイント、ペープサートを使用し、朝食摂取と栄養バランスについての栄養士が講話を

した。 

 ⑵ 夏休みおやこ食育教室の開催  （事業費 37,983円） 

   学童期の望ましい食習慣の定着、また災害時に備え食の備蓄や災害食についての知識普及を図った。 

   参加者：①年長～小学３年生と保護者 ②小学4～6年生と保護者 計13組 34人 

   日 時：①8月6日（火） ②8月9日（金） 10時～12時 

   会 場：函南町保健福祉センター 

   内 容：①食生活改善推進協議会講義「食育5つの力について」、調理実習（ロールサンドほか） 

②栄養士講義「災害食について」、調理実習（焼き鳥の炊き込みご飯ほか）、ミニ講話（食生活

改善推進協議会） 

   共 催：函南町食生活改善推進協議会  

202



 

 ⑶ 食育下敷きの配布   

   6月の食育月間に合わせ栄養バランスと食事マナーに関する資料を配布し、園児と保護者へ幼児期の適切

な食習慣の確立及び食事の栄養バランス向上のため知識普及を図った。 

   対 象：町内のこども園、保育園に在籍する5歳児 134人 

   内 容：食育下敷き、保護者用資料を配布  

 ⑷ 食育推進委員会の開催  （事業費 55,000円） 

   規則正しい食生活習慣や、食品の安全性を確保するため、家庭、学校、幼稚園等、地域が連携して食育

の推進を図ることを目的に食育推進委員会を開催した。 

   構成員：保育園、幼稚園、小・中学校関係職員の代表者、各種団体の代表者、町民の代表者、関係行政

機関の職員 

 月 日 内   容 

 6月21日 第1回 

 第4次函南町食育推進計画について 

 令和5年度食育推進事業実績報告について 

 令和6年度食育推進事業計画について 

10月25日 第2回 

 災害時の食の備えに関する普及啓発について 

 函南町の食育課題について 

 グループワーク「食育課題への対策」 

⑸ 食生活改善推進協議会 

ア 食生活改善推進協議会活動補助  （事業費 100,000円） 

    地区において食生活改善の普及指導を自主的に活動するため、活動費として補助金を交付した。町内

の全29人で組織している。 

イ エプロン学級 （事業費 38,281円） 

    各地区の代表者（エプロン学級生）は、リーダー育成も兼ねて保健福祉センターにおいて、栄養に関

する知識、料理の実習を栄養士の指導で学習し、学んだことを地域に広めるため地区別に講習会を実施

した。 

  エプロン学級日程及び内容                            （単位：人） 

 月 日 内   容 参加人数 

 5月15日 第1回 
 食生活改善推進員について、第4次函南町食育推進計画に
ついての講義、調理実習 

（しらすの山椒ご飯、春キャベツの食べるスープ、柏餅） 
22 

 7月10日 第2回 
 災害食について講義、調理実習 
（焼き鳥の炊き込みご飯、サバのトマト煮ほか2品） 

25 

 9月11日 第3回 
 災害食について講義、調理実習：パッククッキング 
（和風パスタ、わかめスープ、ココア蒸しパン） 

24 

12月 4日 第4回 
 牛乳・乳製品について講義、調理実習 
（きのこご飯、鮭と青梗菜のクリーム煮ほか1品） 

25 

 2月12日 第5回 
 災害食について講義、調理実習 
（サバカレー、ごはん、わかめコーンサラダ） 

21 

 3月12日 第6回 
 災害食について講義、調理実習 
（親子丼、ごはん、すまし汁、団子） 

23 

 出席者延人数 140 

  エプロン学級実績                                （単位：人) 

年  度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

参加者数 155 170 156 151 140 
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３ 歯と口腔の健康づくりに関する事業 

  歯科保健推進事業の一環として、函南町民の歯と口腔の健康づくり推進条例に基づいて、歯科疾患を予防

することにより、医療費の削減・町民の健康長寿を維持することを目的に、函南町歯と口腔の健康づくり推

進委員会を開催した。 

 ⑴ 歯と口腔の健康づくり推進委員会開催の状況  （事業費 184,700円） 

   構成員：歯科医師・歯科衛生士・関係団体の代表者・関係行政機関の職員 

 月 日 内   容 

 7月 8日 第1回 

・委嘱状伝達 

・第3次函南町歯と口腔の健康づくり推進計画について 

・第3次静岡県歯科保健計画と函南町の歯科保健の現状について 

・令和6年度事業計画について 

 3月 4日 第2回 

・令和6年度事業報告について 

・歯周病検診結果等について 

・幼児歯科保健･学校歯科保健の現状について 

・令和7年度事業計画(案)について 

 ⑵ 活動状況 

時  期 内   容 

5月 
 中学校にて歯科医師が作成した動画「むし歯にならないために知っていてほし

いこと」を配信 

5月中旬～下旬  8020コンクール募集案内を健(検)診受診券に同封して対象者に送付、応募受付 

6月  8020コンクール実施 

6月～9月  歯周病検診実施 

6月・10月 

 広報かんなみ6月号・10月号に記事掲載 

  6月号：けんこうの窓 第39回「オーラルフレイルを予防しよう！」 

 10月号：「11月8日はいい歯の日」8020コンクール達成者発表 

11月7日  8020コンクール表彰式 

1月～  町内14歯科医院及び2婦人科医院に妊婦歯科検診受診勧奨ポスター掲示 

 ⑶ 歯の無料検診無料相談 （事業費 71,190円） 

   函南町ふれあい広場の会場で歯の検診、相談会を開催した。 

  日 時：令和6年10月20日(日) 

  場 所：函南町保健福祉センター 

  内 容：歯科医師による歯科検診、歯科相談、オーラルフレイルテスト（65歳以上）、記念品贈呈 

  参加者：成人35人、小児33人、歯科相談4人 

  従事者：町内歯科医師3人、歯科衛生士3人、健康づくり課職員8人 

 

４ 健康づくり推進協議会の開催 （事業費 62,300円） 

  町民の健康づくりの推進、健康づくりのための組織及び町民の自主的活動の育成に関する事項や健康増進

計画の推進及び管理に関する事項等を協議する協議会を開催した。 

  構成員：住民の代表者、保健医療関係団体の代表者、婦人青少年団体の代表者、学識経験者 

 

  

 月 日 内   容 

 3月13日 令和6年度事業報告について 
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５ 委託関係 （事業費 666,000円） 

業 務 名 委託料(円) 委 託 先 委 託 内 容 

健康づくり教室委託 660,000 
㈱シンコースポーツ

静岡支店 

健康づくり教室委託(からだスッキリ教

室)に係る運動指導 

栄養改善地域伝達 

講習業務委託 
6,000 

函南町食生活改善 

推進協議会 

老人会への出前講座やイベント等に食生

活改善推進員を派遣し、栄養や食生活に

関する知識の普及 

合   計 666,000   

 

対前年度比較事業効果内容 

からだスッキリ教室は、メタボリックシンドロームの改善を主な目的として前半、後半に分けて年間30

回実施した。猛暑、極寒時期を除き年間を通じて実施する教室であり、定期的な運動習慣の定着を意識付

ける機会として寄与できたと考える。課題としては70歳代の参加者が多くなっているため、40歳代から60

歳代までの参加者を獲得できるよう健診後の保健指導で勧奨するなど新規の参加者募集について検討して

いきたい。 

 歯と口腔の健康づくり推進事業は、第3次函南町歯と口腔の健康づくり推進計画に基づきライフステージ

ごとの課題に取り組んだ。「胎児期及び妊娠期」では妊婦歯科検診の実施及び受診率向上のため、町内の

歯科医院及び婦人科クリニックに受診勧奨ポスターを掲示した。「乳幼児期」及び「学童期・思春期」では

乳幼児健診等でのフッ素塗布、園・小学校へフッ素洗口及びブラッシング教室、また小中学校へむし歯予

防教育に関する資器材や歯みがきカレンダー配布を実施した。「青年期」、「壮年期」、「高齢期」では歯周病

検診、8020コンクールを実施した。歯周病検診の受診率は7.0%で、前年度より0.4ポイント減となった。男

女ともに壮年期の受診率が低い傾向が見られるので、壮年期に向けた受診勧奨を検討していきたい。8020

コンクールの参加者数(達成者数)は58人(うち新規参加者数18人)で、参加者数は前年度より8人減少した。

多くの対象者に応募してもらい、コンクール受賞者を広報することで早期に口腔衛生に努め、高齢になっ

ても自分の歯で噛むこと大切さを町民に周知した。 

 その他、多世代の口腔衛生の向上に向けた取組として、広報かんなみへの特集記事の掲載、ふれあい広

場での歯の無料検診・無料相談を実施した。広い世代に歯と口腔の保健について周知活動を継続した。 

 栄養改善地域伝達講習業務委託事業では、災害食をテーマに講義し、災害時でも簡単に調理できるパッ

ククッキングについて知識普及を図り、受講後アンケート結果から多くの参加者が「食品の備蓄をする」

という回答をしており、災害時の食を意識してもらうことに寄与できた。 
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（決算書Ｐ125～Ｐ128）                           主管課 健康づくり課 

科     目 事 業 名 称 事業費(円) 財源内訳（円） 

４款 

衛生費 

１項 

保健衛生費 

２目 

健康づくり対策費 

生活習慣病予防

事業 

46,845,865  

(45,699,438) 

一般  44,546,865 

特定   2,299,000 

特定財源の内容                                 

 疾病予防対策事業費等補助金      (P30)  191,000円 (1,169,000円の内) 

 健康増進事業費補助金         (P34) 1,229,000円 (2,184,000円の内) 

 若年がん患者等支援事業費補助金    (P34)  130,000円 

 健康診査個人負担金 

  大腸がん検診            (P46)  848,000円 

  肺がん検診             (P46)   1,000円 

※特定財源の収入額と充当額の差額100,000円分については令和７年度に償還予定 

  疾病予防対策事業費等補助金          100,000円 

 

施策の成果 

１ 健康栄養相談  (事業費 267,300円) 

定期的な健康栄養・母乳相談を実施した。 

実施状況                                      (単位：人、回) 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 
内 訳 

成人 乳幼児 

健康相談 286(33) 49(21) 88(35) 197（46） 295（49） 20 275 

栄養相談 122(33) 17(21) 162(35) 289（45） 474（49） 390 84 

母乳相談 40(17) 22(15) 34(23) 30（22） 27（23） 27 0 

合 計 448(83) 88(57) 284(93) 516（113） 796（121） 437 359 

※（ )は実施回数。上記相談には一部母子保健事務事業の相談を含む。 

 

２ 健康教室  (事業費 40,740円) 

 ⑴ CKD（慢性腎臓病）予防教室 

   令和5年度及び令和6年度の特定健診の結果から腎機能の低下がみられる70歳未満の方を対象に、慢性腎

臓病に対する知識の普及を図り、日常生活における正しい腎機能低下予防につなげるための教室を実施し

た。 

   日時・講師：2月 4日（火）医師講義  順天堂大学医学部附属静岡病院 矢ケ崎元洋医師 

                薬剤師講義 NTT東日本伊豆病院 鈴木航薬剤師 

         2月14日（金）運動講義  NTT東日本伊豆病院 荻野奈実理学療法士 

                栄養講義  町管理栄養士 

 参加状況                                      (単位：人) 

区  分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

延べ人数 93（発送数） 41（発送数） 26 36 102 

 ⑵ 生活習慣病予防講座(高血圧予防教室) 

   特定健診において高血圧（収縮期血圧140mmHg以上又は拡張期血圧90mmHg以上）で服薬のない方を対象に、

高血圧に対する知識の普及を図り、日常生活において正しい予防行動につなげるための教室を実施した。 

   日時・講師：12月19日（木） 医師講義 函南さくらクリニック 杉山達郎医師 

                 運動講義 NTT東日本伊豆病院 江島和見理学療法士 

         12月20日（金） 生活講義 NTT東日本伊豆病院 市川真脳卒中認定看護師 

                 栄養講義 町管理栄養士 

 参加状況                                      (単位：人) 

区  分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

延べ人数 中止 中止 46 49 40 

 ※ 令和2年度、3年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響で実施せず  

206



 

⑶ 出前講座   

「自分や地域の健康は自分や地域で守る」という意識を育て主体的に活動できるようにしていくために、 

地域保健活動の一環として疾病予防を図り、生涯にわたり健康的に社会生活が送れるよう講座を実施した。 

出前講座の申込みの対象は、後期高齢者が多いため高齢者の保健事業と介護予防等の一体的実施として

実施した。 

ア 年度別実施状況                                (単位：人) 

 イ 講座内容 

  ※ 後期高齢欄の〇は、高齢者の保健事業と介護予防等の一体的実施事業として実施 

 

３ 保健委員の活動  （事業費 782,200円） 

  函南町保健委員会は、町内より選出された55人が町長より委嘱を受け委員会を組織している。保健委員自

らが健康づくりに参加するとともに、住民と保健師とのパイプ役として、保健事業への協力、地域住民への

周知啓発を図ることを目的にして活動している。 

(1) 保健委員活動実績                                (単位：人) 

 月 日 内   容 人 員 

 4月19日 委嘱状伝達、地区リーダー選出、保健委員とは、 46 

 6月 4日 ゲートキーパー養成講座 43 

 8月22日 
かんなみ健康ウォーキング、ちょっくらトレーニング講習 

（運動指導士による講習会） 

38 

10月 8日 地区活動について、回覧用のチラシの作成 43 

10月20日 ふれあい広場への参加 4 

 2月 5日 保健委員活動のまとめ、保健委員だよりの作成 44 

(2) 保健委員地区活動実績                              (単位：人) 

 月 日 内  容 人 員 

11月 9日 函南小学校区「ウォーキング」 16 

11月20日 桑村小学校区「べジチェック測定と栄養士講話」 29 

12月21日 東小学校区「認知症について学ぶ＆脳トレリズム体操」 15 

 1月19日 西小学校区「べジチェック等測定・栄養士講話・ちょっくらトレーニング」 21 

 1月19日 丹那小学校区「ウォーキング」 20 

(3) 保健委員だより第23号 3月発行（年1回）  

区  分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

団 体 数 4 2 9 9 8 

受講者数 64 26 167 294 255 

実施日 開催団体名 
後期 
高齢 

内   容 

 5月 9日 函南地区神社総代会 〇 
低栄養予防講座 
（管理栄養士） 

 6月 8日 
畑毛修活倶楽部 
（余威処） 

 
防ごう熱中症「油断は危険！熱中症から命を守る！」 
（保健師） 

 7月18日 間宮老人クラブ 〇 
低栄養予防講座 
（管理栄養士） 

 8月22日 居場所・サロン交流会 〇 
フレイルについて 
（保健師） 

10月27日 畑毛区敬老会 〇 
歯とお口の健康について 
（歯科衛生士、保健師） 

12月18日 
沼津特別支援学校伊豆田方分校 
高校1～3年生 

 
野菜をバランス良く摂ることの大切さについて 
（管理栄養士、保健師） 

 1月29日 シルバー人材センター 〇 
フレイルと低栄養予防について 
（管理栄養士、保健師） 

 3月10日 健康友の会 〇 
健診の受け方とフレイル予防 
（管理栄養士、保健師） 
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４ 一般健康診査  （事業費 493,510円） 

  6月1日から9月30日までの3か月間、生活習慣病を早期に発見するための検査を30歳代及び生活保護受給者

を対象に、町内の指定医療機関で実施した。 

受診状況                                     （単位：人、％) 

 

５ 肺がん検診  （事業費 1,942,679円） 

⑴ 胸部レントゲン直接撮影検査（集団検診） 

 受診状況                                    (単位：人、％) 

 ※ がん発見数は令和7年6月末時点。令和4年度より胸部デジタル撮影による検査を実施 

⑵ 喀痰検査（胸部レントゲン、低線量CT検査と同時実施） 

 受診状況                                      (単位：人) 

区  分 R02 R03 R04 R05 R06 

年代別内訳 

40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上 

受診者数 7 3 3 6 4 0 0 1 1 2 

要精検者数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

肺がん発見数 0 0 0 0 0  

 ⑶ 低線量CT検査  

 受診状況                                      （単位：人) 

区  分 R02 R03 R04 R05 R06 

年代別内訳 

40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上 

受診者数※ 35 33 24 47 48 8 8 16 12 4 

要精検者数 4 1 3 11 5 0 0 2 2 1 

肺がん発見数 0 0 0 0 0  

 ※ 低線量CT検査は、令和元年度より検査条件を喫煙者は5年に1回、非喫煙者は1回のみに変更 

 ※ がん発見数は令和7年6月末時点 

 

  

区  分 R02 R03 R04 R05 R06 
内 訳 

30～39歳 40歳以上 

受診者数 65 78 83 68 86 81 5 

異常なし 
数 29 37 41 32 34 34 0 

率 44.6 47.4 49.4 47.1 39.6 41.9 0 

要指導 
数 20 25 26 15 26 25 1 

率 30.8 32.1 31.3 22.0 30.2 30.9  20.0 

要医療 
数 16 16 16 21 26 22 4 

率 24.6 20.5 19.3 30.9 30.2 27.2 80.0 

区  分 R02 R03 R04 R05 R06 
年代別内訳 

40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 

受診者数 1,930 2,720 2,771 2,728 2,769 162 229 469 1,909 

要精検者 
数 37 66 96 27 13 0 1 2 10 

率 1.9 2.4 3.5 1.0 0.5 0 0.4 0.4 0.5 

肺がん発見数 0 1 1 3 1  
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６ 胃がん検診  （事業費 10,614,200円） 

 ⑴ 胃バリウム検査 

   健康増進法に基づき、40歳以上を対象に検診車で胃のバリウム検査を実施した。 

 受診状況                                    （単位：人、％) 

区  分 R02 R03 R04 R05 R06 
年代別内訳 

40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 

受診者数 538 831 806 839 793 98 101 184 410 

要精 

検者 

数 19 10 13 48 51 6 4 14 27 

率 3.5 1.2 1.6 5.7 6.4 6.1 4.0 7.6 6.6 

胃がん発見数 1 0 0 0 0  

 ※ がん発見数は令和7年6月末時点 

 ⑵ 胃がんリスク検査 

   血液検査により胃がんのなりやすさを判定する検査を、指定医療機関にて実施した。 

 受診状況                                      （単位：人) 

区  分 R02 R03 R04 R05 R06 
年代別内訳 

40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 
80歳 
以上 

受診者数 59 84 75 76 87 24 23 19 20 1 

要精密検査者数 15 27 34 33 23 7 6 4 5 1 

 ⑶ 胃内視鏡検査 

   健康増進法に基づき、50歳以上で偶数年齢を対象に、指定医療機関にて実施した。 

 受診状況                                    （単位：人、％) 

区  分 R02 R03 R04 R05 R06 
年代別内訳 

50歳代 60歳代 70歳以上 

受診者数 92 174 141 212 199 68 55 76 

要精 

検者 

数 2 11 6 9 9 1 4 4 

率 2.1 6.3 4.3 4.2 4.5 1.5 7.3 5.3 

胃がん発見数 0 2 0 1 1  

※ 胃内視鏡検査の要精検者は、一次検査で生検実施者と精密検査実施者を計上 

※ がん発見数は令和7年6月末時点 

 

７ 子宮がん検診（頸部細胞診）  （事業費 14,312,140円） 

  健康増進法に基づき、7月、11月の12日間、保健福祉センターと地区公民館計4か所を検診車で巡回した。

また、指定医療機関において6月から12月まで実施した。 

受診状況                                     （単位：人、％) 

区  分 R02 R03 R04 R05 R06 

年代別内訳 

20 
歳代 

30 
歳代 

40 
歳代 

50 
歳代 

60 
歳代 

70歳 
以上 

受診者数 1,818 2,030 2,139 2,079 2,194 109 306 474 520 370 415 

要精 

検者 

数 10 19 52 41 51 9 23 10 6 2 1 

率 0.6 0.9 2.4 2.0 2.3 8.3 7.5 2.1 1.2 0.5 0.2 

子宮がん発見数 2 2 2 3 2  

※ 無料クーポン利用者 10人（前年度18人） 

※ 子宮がん検診(体部細胞診)は93人が受診し、90人が異常なし 

※ 子宮がん発見数に高度異形成含む 

※ がん発見数は令和7年6月末時点 
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８ 乳がん検診（超音波検査・マンモグラフィ検査）  （事業費 8,687,745円） 

  健康増進法に基づき、7月、11月の12日間、保健福祉センターと地区公民館 計4か所を巡回した。また、指

定医療機関において6月から12月まで実施した。 

受診状況                                     （単位：人、％) 

区  分 R02 R03 R04 R05 R06 
年代別内訳 

30 
歳代 

40 
歳代 

50 
歳代 

60 
歳代 

70歳 
以上 

受診者数 1,968 2,258 2,299 2,241 2,346 256 453 536 465 636 

要精 

検者 

数 69 57 75 92 78 1 26 25 11 15 

率 3.5 2.5 3.3 4.1 3.3 0.4 5.7 4.7 2.4 2.4 

乳がん発見数 9 4 8 7 11  

※ 無料クーポン利用者37人（前年度27人） 

※ がん発見数は令和7年6月末時点での状況 

 

９ 大腸がん検診  （事業費 2,692,360円） 

  健康増進法に基づき、6月から12月までの間、検体容器を配布し集団検診会場及び指定医療機関において検

体を回収し実施した。 

受診状況                                     （単位：人、％) 

区  分 R02 R03 R04 R05 R06 
年代別内訳 

40 
歳代 

50 
歳代 

60 
歳代 

70歳 
以上 

受診者数 1,592 1,940 1,986 2,074 2,041 176 275 409 1181 

要精 

検者 

数 106 107 125 160 90 6 11 17 56 

率 6.7 5.5 6.3 7.7 4.4 3.4 4.0 4.2 4.7 

大腸がん発見数 6 7 6 6 3  

※ がん発見数は令和7年6月末時点での状況 

 

10 歯周病検診  （事業費 1,288,000円) 

  高齢期の健康を維持し、食べる楽しみを享受できるよう歯の喪失を予防することを目的に20歳、30歳、40

歳、50歳、60歳、70歳、80歳を対象に、医療機関で実施した。 

受診状況                                     （単位：人、％) 

区  分 R04 R05 R06 
年代別内訳 

20歳 30歳 40歳 50歳 60歳 70歳 80歳 

対象者数 3,043 3,215 3,038 286 287 403 604 524 469 465 

受診者数 256 240 212 10 19 18 29 44 47 45 

受診率 8.4 7.5 7.0 3.5 6.6 4.5 4.8 8.4 10.0 9.7 

要精検者数 184 173 159 6 13 13 24 28 36 39 

 

11 骨密度検査（DXA方式による前腕X線検査）  （事業費 322,500円） 

  健康増進法に基づき、40、45、50、55、60、65、70歳を対象に実施した。 

⑴ 年齢別受診状況                                 （単位：人) 

区  分 40歳 45歳 50歳 55歳 60歳 65歳 70歳 計 

伊豆保健医療センター 0 1 0 0 0 0 0 1 

ＮＴＴ東日本伊豆病院 7 20 31 42 40 40 34 214 

計 7 21 31 42 40 40 34 215 

要精検者数 0 0 0 4 10 18 15 47 
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⑵ 年度別受診者数                                 （単位：人) 

区  分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

骨密度検査 220 248 199 239 215 

要精検者数 26 28 25 27 47 

 

12 前立腺がん検査（PSA検査）  （事業費 1,017,750円） 

  前立腺がんに罹患している可能性を示す腫瘍マーカーの検査を50歳以上の男性を対象に実施した。 

受診状況                                     （単位：人、％) 

区  分 R02 R03 R04 R05 R06 
年代別内訳 

50 
歳代 

60 
歳代 

70 
歳代 

80歳 
以上 

受診者数 832 963 962 903 885 76 175 425 209 

要精密検査者数 
(PSA4.01以上) 

数 77 87 80 66 81 2 12 47 20 

率 9.3 9.0 8.3 7.3 9.2 2.6 6.9 11.1 9.6 

前立腺がん発見数 3 6 2 1 4  

※ がん発見数は令和7年6月末時点 

 

13 肝炎ウイルス検診  （事業費 444,090円） 

  肝炎ウイルス検診は健康増進法に基づき、40、45、50、55、60、65、70、75歳で今までに検査を受けたこ

とのない人を節目検診として自己負担金無料で実施した。41歳以上で節目検診でなく今までに検査を受けた

ことのない人は自己負担を徴収し、70歳以上は自己負担無料で実施した。 

⑴ 節目検診の受診状況                               （単位：人) 

区  分 R03 R04 R05 R06 
年代別内訳 

40歳 45歳 50歳 55歳 60歳 65歳 

C
型 

高力価及び陽性 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

陰性 84 58 76 88 19 10 12 17 18 12 

計 84 58 76 88 19 10 12 17 18 12 

B
型 

陽性 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 

陰性 84 58 75 88 19 10 12 17 18 12 

計 84 58 76 88 19 10 12 17 18 12 

⑵ 節目以外の受診状況                               （単位：人) 

区  分 R03 R04 R05 R06 
年代別内訳 

41～44 
歳 

46～49 
歳 

51～54 
歳 

56～59 
歳 

61～64
歳 

66～69 
歳 

70歳 
以上 

C
型 

高力価及び陽性 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

陰性 53 50 83 113 11 8 3 10 12 13 56 

計 53 51 83 113 11 8 3 10 12 13 56 

B
型 

陽性 0 0 0 2 0 0 0 1 0 0 1 

陰性 53 51 83 114 11 8 3 10 12 15 55 

計 53 51 83 116 11 8 3 11 12 15 56 

  

14 健康マイレージ事業  （事業費 181,240円） 

  日々の運動や食事などの目標を達成できた場合や各種健康診査の受診、健康教室やボランティア活動など

の社会参加をすることで、一定ポイントを獲得し「ふじのくに健康いきいきカード」を取得すると協力店で

サービスを受けられる事業（静岡県と協働）協力加盟店  静岡県内 1,035店舗(内函南町 16店舗) 

達成者数                                       （単位：人) 

区  分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

男性 44 26 33 35 24 

女性 87 57 65 73 64 

計 131 83 98 108 88 
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15 委託関係 （事業費 41,872,214円） 

業 務 名 委託料(円) 委 託 先 委 託 内 容 

保健委員会指導員派

遣業務委託 
16,500 

㈱シンコースポー

ツ静岡支店 
保健委員会における運動指導 

CKD（慢性腎臓病)予防

教室 
20,370 

一般社団法人田方

医師会 
慢性腎臓病予防教室における医師の講話 

生活習慣病予防講座 20,370 
一般社団法人田方

医師会 
生活習慣病予防講座における医師の講話 

一般健康診査委託 493,510 

伊豆函南鈴木内科泌

尿器科クリニック 

外14医療機関 

一般健康診査(①問診②身体計測③視診、

打聴診、触診④血圧測定⑤血液化学検査

等)を実施 

肺がん検診委託 

1,942,679 

集団 1,645,039 

個別(低線量CT) 

297,640 

集団：(公財)静岡県

結核予防会 

個別(CT）：NTT 東日

本伊豆病院 

外1医療機関 

集団検診による胸部デジタル撮影を実施 

喀痰検査を条件に該当する希望者に実施 

医療機関における個別検診 胸部低線量

CTを実施 

喀痰検査を条件に該当する希望者に実施 

胃がん検診委託 

10,614,200 

集団8,326,500

リスク247,950 

内視鏡 

2,039,750 

胃バリウム：(公財)

静岡県結核予防会 

胃リスク：一般社団

法人 田方医師会 

胃内視鏡：一般社団

法人 田方医師会 

胃がんX線バリウム検診を実施 

胃がんリスク検査を指定医療機関にて血

液検査により実施 

胃内視鏡検査を指定医療機関にて実施 

子宮がん検診委託 

14,312,140 

集団4,220,200 

個別10,091,940 

集団：聖隷沼津健診

センター 

個別：一般社団法人

田方医師会 

子宮がん検診を医療機関（個別検診）、 

検診車（集団検診）で実施 

乳がん検診委託 

8,687,745 

集団3,962,935 

個別エコー 

3,114,060 

個別マンモ 

1,610,750 

集団：聖隷沼津健診

センター 

個別：一般社団法人 

田方医師会 

外1医療機関 

乳がん検診(エコー又はマンモグラフィ)

を医療機関(個別検診）、検診車(集団実施)

で実施 

大腸がん検診委託 

2,692,360 

集団2,395,660 

個別296,700 

集団：公益財団法人

伊豆保健医療ｾﾝﾀｰ 

個別：一般社団法人 

田方医師会 

大腸がん検診(便潜血二日法)を実施 

医療機関(個別検診）、保健センター回収

（集団検診）で実施 

歯周病検診委託 1,288,000 
いで歯科医院 

外13医療機関 
医療機関(個別検診)で歯周病検診を実施 

骨粗しょう症検診委託 322,500 
(公財)伊豆保健医

療ｾﾝﾀｰ外1医療機関 

医療機関(個別検診)で骨粗しょう症検診

(DXA法)を実施 

前立腺がん検診委託 1,017,750 
一般社団法人田方

医師会 

前立腺がん検診を実施(個別と国保特定健

診受診者は集団で実施) 

肝炎ウイルス検査委託 444,090 
一般社団法人田方

医師会 

肝炎ウイルス検査を実施(個別と国保特定

健診受診者は集団で実施) 

合   計 41,872,214   
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16 若年がん患者等支援事業 （事業費 260,158円） 

がん患者の医療用補整具購入やがん治療前の妊娠する力を温存するための治療に係る経済的支援を行う

事業 

実施状況                                      (単位：件、円) 

区  分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 
 

補助額 

若年がん患者妊孕性温存治療 1  3  0 0 

がん患者医療用補整具購入 12  9  14 260,158 

小児・若年がん患者在宅療養生活支援 0  0  0 0 

合  計 13  12  14 260,158 

 

17 備品関係  （事業費 49,610円）                          (単位：円) 

備品名 金 額 購入内容 

栄養指導フードモデル 49,610 

一日に摂取することが推奨されている350g 分の野菜サ

ンプル及び1kgあたりの体脂肪サンプルを購入し、住民

の健康意識向上とともに、令和6年度の重点事業として

高血圧対策及び野菜不足の解消を図るため、健診会場

や特定保健指導の中で活用した。 

・野菜サンプル350ｇ分 9種（ほうれん草、トマトほか） 

・体脂肪サンプル1㎏ 1個 
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対前年度比較事業効果内容 

健康教室では医師会の協力のもとCKD（慢性腎臓病）予防教室、高血圧をテーマに生活習慣病予防講座を

実施し、医師、管理栄養士、理学療法士、薬剤師、脳卒中認定看護師などの多職種の専門職から正しい知識

の普及を図ることができた。 

令和6年度に2年任期で各地区55名に保健委員を委嘱し、委員は「ゲートキーパー養成講座」「かんなみ健

康ウォーキング、ちょっくらトレーニング講習」等の研修を受け、それらに基づいた地区活動を企画し地域

住民に知識を伝達する役割を担った。 

一般健康診査は前年度より受診者数が18人増加した。30歳代の健診への関心が高まりを見せていることか

ら、受診が習慣化するよう今後も受診勧奨を行っていく。肺がん検診(レントゲン)の受診者は、前年度より

41人増加した。また、肺がん検診(低線量CT検査)の受診者は48人と過去5年間の中で一番多い受診者数とな

った。胃がん検診の受診者数は、前年度に比較してバリウム検査46人減少、内視鏡検査13人減少と胃がん検

診全体で59人減少した。うち内視鏡検査ではがん罹患者1人が発見された。胃がんリスク検査の受診者は前

年度に比較して11人増加した。子宮頸がん検診の受診者数は前年度より115人増加し、現時点で子宮がん罹

患者が2人おり、20から30代の要精検者率が高い。乳がん検診の受診者数は前年度より105人増加し、がん罹

患者が11人発見され、40から50代の要精検者率が高い。大腸がん検診の受診者数は、前年度に比較し33人減

少した。また、現時点で大腸がん罹患者が2人発見された。 

歯周病検診の受診率は全体で前年度より0.5ポイント減少したが、30歳と60歳の女性の受診率は大きく伸

びた。骨粗しょう症の受診者数が前年度より24人減少したが、要精検者率は増えている。前立腺がん検診の

受診者数が前年度より18人減少し、現時点で前立腺がん罹患者は4人である。肝炎ウイルスの受診者数は前

年度より45人増えた。 

子宮頸がん検診や乳がん検診では受診者数が増加傾向であった。胃がん検診、大腸がん検診は、前年度は

前々年度と比較して受診者数が大きく増えていたが、今年度は各々減少に転じていることから、その年によ

ってばらつきがある。また、子宮頸がんでは20代から30代、乳がん検診では40代から50代の要精検者率が高

く、がんの好発年齢であることからこの年代の精密検査受診率を向上させることが重要であり、特定健診と

セットで検診が受けられるようにすることや個別の受診勧奨を行う等、工夫して受診率向上に努め、住民の

がん死亡率の低下を目指した検診体制を構築し、同時に要精密検者が迅速に受診できるよう精密検査受診勧

奨を適切に行うことが重要である。 

健康マイレージ事業では、前年度より申請者数が13人減少し申請者数が88人であった。健康マイレージ達

成者にアンケートを実施したところ、健康マイレージ事業の参加方法がわかりづらい、また認知度が低いの

ではないかという意見があったため、健康マイレージ参加案内リーフレットを改良し、更に町公共施設や商

業施設等設置箇所数を増やすなど、町民が取り組みしやすい環境整備を図る。 

若年がん患者等支援事業ではがん患者医療用補整具購入に14件の申請があり、がん患者の生活の質の向上

と経済的負担の軽減を図った。 

  

214



 

（決算書Ｐ127～Ｐ128）                          主管課 健康づくり課 

科     目 事 業 名 称 事業費(円) 財源内訳（円） 

４款 

衛生費 

１項 

保健衛生費 

３目 

予防費 
予防接種事業 

124,133,434 

(81,552,505) 

一般 105,511,500 

特定  18,603,099 

特定財源の内容 
 新型コロナウイルス予防接種健康被害給付費負担金   (P28) 3,403,708円 
 疾病予防対策事業費等補助金             (P30)  258,000円 (1,169,000円の内) 
 冷凍庫売払収入                   (P40)   65,041円 
 ワクチン生産体制等緊急整備基金助成金        (P48) 15,479,500円 
 ※特定財源の収入額と充当額の差額603,150円の内、602,150円は令和5年度新型コロナウイルス予防

接種健康被害給付費負担金の追加交付分につき一般財源とし、また1,000円は令和7年度に償還予定 
  疾病予防対策事業費等補助金                  1,000円 

 

施策の成果 

１ 予防接種   （事業費 119,785,820円） 

  予防接種法（第3条、第5条、第6条）の規定により各種予防接種を実施した。 

⑴ 定期予防接種集計結果（A類）                         (単位：人、％) 

区  分 接種時期 
接種 
回数 

R04 R05 R06 
  

対象者 接種率 

ロタウイルス 

ワクチン 

1価 

5価 

出生6週0日～24週0日 
出生6週0日～32週0日 

2回 
3回 

230 
212 

208 
159 

193 
160 

386 91.5 

ヒブワクチン 生後2月～60月 4回 772 658 209 255 82.0 

小児用肺炎球菌ワクチン 生後2月～60月 4回 774 663 619 655 94.5 

BCG 生後5月～12月未満児 1回 196 166 152 163 93.3 

不活化ポリオ 生後3月～90月 4回 1 1 0 ― ─ 

4種混合※1 1期(生後2月～90月) 4回 769 719 221 255 86.7 

5種混合※2 1期(生後2月～90月) 4回   412 400 103.0 

2種混合※3  11歳～12歳 1回 216 255 253 284 89.1 

水痘 生後12～36月 2回 376 371 324 351 92.3 

B型肝炎 生後2～12月 3回 566 480 457 492 92.9 

麻疹風疹混合(MR) 
1期(1歳～2歳) 1回 209 178 155 163 95.1 

2期(就学前1年間) 1回 242 246 213 245 87.0 

日本脳炎 

1期（生後6月～90月） 3回 686 621 562 608 92.4 

2期（9～12歳） 1回 309 269 259 303 85.5 

特例対象者※4  30 16 14 ― ― 

子宮頸がん予防ワクチン※5 

中学校1年生～高校 
1年生相当の女子 

3回 208 182 203 906 22.4 

平成9～19年度生の 

未接種者の女性※6  179 186 675 1,667 40.5 

合  計   5,975 5,378 5,081   

 ※1 ジフテリア・破傷風・百日咳・不活化ポリオ  

 ※2 ジフテリア・破傷風・百日咳・不活化ポリオ・ヒブ（令和6年4月1日から接種開始） 

※3 ジフテリア・破傷風 

 ※4 平成17年度から平成21年度にかけての日本脳炎予防接種の積極的勧奨差し控えにより、平成7年4月2日

から平成19年4月1日までに生まれた者については20歳未満まで接種可能 

 ※5 令和6年度「ヒトパピローマウイルス感染症の予防接種実施状況に関する調査」提出の数値 

 ※6 平成25年6月14日から令和3年11月26日まで、子宮頸がん予防ワクチンの積極的勧奨の差し控えにより接

種の機会を逃した平成9年度から平成19年度に生まれた者のうち、自費で接種をした者を除き、定期接種

として接種可能 

 ※  前年度未受診者が本年度に接種したため接種率が100％を超える場合がある。  
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⑵ 定期予防接種集計結果（B類）                      (単位：回、人、％) 

区  分 接種時期 
接種 

回数 
R04 R05 R06 

 

対象者 接種率 

新型コロナウイル

ス感染症 
65歳以上、60歳～65

歳未満(予防接種法

施行令で定める者) 

1 ― ― 1,865 12,272 15.2 

インフルエンザ 1 5,505 5,235 5,214 12,272 42.5 

高齢者肺炎球菌 

65歳、60歳～65歳未

満(予防接種法施行

令で定める者) 

1 347 399 64 461 13.9 

合  計     5,852 5,634 7,143 ― ― 

⑶ 任意予防接種集計結果                            (単位：回、人) 

区  分 接種時期 
接種 

回数 
R02 R03 R04 R05 R06 

麻疹風疹・風疹 

ワクチン 

妊娠を希望する女性 

又は妊婦の夫で風疹

抗体価の低い人 

1 17 10 16 27 19 

帯状疱疹ワクチン

（生ワクチン） 
50歳以上の希望者 

令和6年11月制度開

始※ 

1 － － 

 

－ 

 

－ 69 

帯状疱疹ワクチン

（不活化ワクチン） 
2 － － － － 380 

合  計   17 10 16 27 468 

※ 令和6年4月1日以降に自費で接種した者及び田方医師会会員の医療機関以外で自費により接種した者

については、接種日から1年以内の申請に限り、田方医師会会員の医療機関で接種した場合の委託料と

同額を助成する償還払い制度も併せて開始した。令和6年度申請件数は93件。 

 

２ 緊急風しん抗体検査等事業  （事業費 684,485円） 

平成31年4月1日から令和7年3月31日までの期間で、昭和37年4月2日から昭和54年4月1日の間に生まれた男

性を風しんの第5期定期接種の対象者とし、風しん抗体検査を実施した。また抗体価の低い人には予防接種を

実施した。 

実施状況                                     (単位：人、％) 

区  分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 
 

対象者※ 実施率 

抗体検査 172 178 44 45 3,669 1.2 

陽性者（抗体あり） 110 115 28 33 ― ─ 

陰性者（抗体なし） 62 63 16 12 ― ─ 

麻疹風疹ワクチン 

又は風疹ワクチン 
64 43 16 15 76 19.7 

※ 令和6年度対象者は、令和5年度末時点で抗体検査未実施の人3,669人、抗体検査の結果予防接種対象と  

なったが未接種の人が76人。 

※ この事業は令和6年度で終了した。 
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３ 委託関係  （事業費 118,295,315円） 

業 務 名 委託料(円) 委 託 先 委 託 内 容 

緊急風しん抗体検査委託 269,885 
公益社団法人 日本医
師会外 

風しん抗体検査個別委託 

第5期風しん予防接種委託 165,000 
公益社団法人 日本医
師会外 

第5期麻疹風疹混合ワクチン 

定期予防接種委託 

112,761,430 
 
 

接種中止者診察料 
284,580込 

一般社団法人 田方医
師会外県内医療機関 

定期予防接種（A類）個別委託 
(ヒブ・小児用肺炎球菌、BCG、4種
混合、5種混合、MR、日本脳炎、 
2種混合、水痘、B型肝炎、子宮頸が
んワクチン、ロタウイルス等) 

定期予防接種（B類）個別委託 
(インフルエンザ、高齢者肺炎球菌、
新型コロナウイルス感染症) 

麻疹風疹・風疹ワクチ
ン予防接種委託 

88,000 
一般社団法人 田方医
師会 

麻疹風疹、風疹ワクチン予防接種個別
委託（任意接種助成） 

帯状疱疹ワクチン予防
接種委託 

4,076,000 
一般社団法人 田方医
師会 

帯状疱疹生ワクチン、帯状疱疹不活化
ワクチン予防接種個別委託（任意接種
助成） 

新型コロナウイルスワ
クチン高齢者接種予診
票等作成封入業務委託 

935,000 ㈱SBS情報システム 
健康管理システム帳票作成、予診票印
刷、封入・封緘、シール貼り作業 

合   計 118,295,315   

 

４ 新型コロナウイルスワクチン予防接種健康被害給付費負担金  （事業費 2,820,393円） 

 臨時接種時の新型コロナウイルスワクチン予防接種健康被害を受けた人に対する給付金 

支給実績                 （単位：人、回、円） 

区  分 令和5年度 令和6年度 

対象者 3 2 

給付回数 4 5 

給付額 1,058,580 2,820,393 
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対前年度比較事業効果内容 

 令和6年4月1日から4種混合ワクチンとヒブワクチンが一緒になった5種混合ワクチン接種を開始した。

4種混合ワクチンとヒブワクチンで接種を始めた場合、4回を同じワクチンで完了しなければならないが、

状況により5種混合ワクチンでの接種が可能となっていることもあり、4種混合ワクチンとヒブワクチン

の接種率は80％台、5種混合ワクチンの接種率は103％となっている。 

乳幼児期に接種する予防接種の接種率は90％以上となっているが、就学前1年間に実施するMRワクチン

の接種率は87.0％、学齢期の2種混合ワクチン接種は89.1％、日本脳炎（2期）ワクチン接種は85.5％と

接種率が低くなっているため、広報やSNS、個別通知等で周知を図る等、接種勧奨に努めている。特にMR

ワクチンは流通不足により対象年齢内に接種できない事例が発生し、2年間の延長措置が取られることに

なったため、未接種者が期日内に適正接種ができるよう努めていきたい。 

子宮頸がん予防ワクチンは、平成25年度より定期接種となったが、重篤な副反応が発生し平成25年6月

14日から令和3年11月26日まで積極的な接種勧奨差し控えとなっていた。しかし、令和4年度から積極的

勧奨が再開され、更に定期接種対象者に加え、差し控え期間の対象者も接種対象者として定期接種同様

の扱いで接種を受けられるようになった。令和6年度は定期接種22.4％、キャッチアップ接種40.5％と接

種率は上昇した。定期接種は微増であるが、キャッチアップ接種に関しては、令和6年度末までに1回以

上接種している未完了者に限り、令和7年度末まで引き続き公費で接種ができることになり、再勧奨を実

施したことで接種率の大幅な上昇につながった。 

 令和元年度に開始した国の風しん追加的対策事業は、令和6年度が事業最後の年度となった。クーポン

券の利用及び再発行申請を促す勧奨はがきを抗体検査と予防接種それぞれの未利用者計3,745人に送付

した。受診者数は令和5年度と変わらなかった。 

令和6年11月より、帯状疱疹ワクチンの任意接種助成制度を開始した。併せて令和6年4月1日まで遡り、

4月1日以降自費で接種を済ませた者（田方医師会以外の医療機関で自費で接種した者も含む）に対して

も、接種日から1年以内の申請に限り接種費用を任意接種助成制度と同額で助成する償還払いも開始し、

年度末までに93件の申請があった。令和6年度は生ワクチン69人、不活化ワクチン380人(延べ人数)が助

成を受けて接種した。引き続き希望者が接種しやすい体制を構築し、接種勧奨を適切に行い疾病の発生

及び蔓延予防に努めていく。 

  

218



 

（決算書Ｐ127～Ｐ130）                           主管課 健康づくり課 

科     目 事 業 名 称 事業費(円) 財源内訳（円） 

４款 

衛生費 

１項 

保健衛生費 

３目 

予防費 
母子保健事務事業  

34,501,352  

(35,277,313) 

一般 30,969,352 

特定  3,532,000 

特定財源の内容 

 子ども子育て支援交付金       (P30)   155,000円 

 母子保健衛生費国庫補助金      (P30)  1,506,000円 

 重層的支援体制整備事業交付金（国） (P30)   572,000円 

 医療施設運営費等補助金       (P30)  1,210,000円 

 子育て支援事業費交付金       (P34)   130,000円 

 不育症治療費助成事業補助金     (P34)   28,000円 

 重層的支援体制整備事業交付金（県） (P36)   143,000円 

 ※特定財源の収入額と充当額の差額212,000円については令和7年度に償還予定 

  子ども子育て支援交付金            25,000円 

  母子保健衛生費国庫補助金          135,000円 

  重層的支援体制整備事業交付金（国）      41,000円 

  重層的支援体制整備事業交付金（県）      11,000円 

 

施策の成果 

１ 子育て世代包括支援センター事業（利用者支援事業母子保健型）   

 ⑴ 母子手帳の交付及び支援プランの策定  （事業費 857,706円） 

   妊娠期から子育て期にわたる妊娠・出産・育児等に関し、身近な場所で保健師等が専門的な見地から各

種の相談に応じ、必要な支援プランの策定や、妊産婦及び乳幼児の健康の保持及び増進に関する包括的な

支援を行うことにより、切れ目ない支援を提供した。 

 実施状況                                     (単位：件、回) 

区  分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

母子手帳発行時の個別面接 238 214 192 185 187 

定期ケース検討会議 月1回 12 11 12 12 12 

支援プランの策定 41 33 47 37 48 

 ※ 個別面接には 妊娠中の転入15、産後転入１を含む 

 ⑵ 函南町子育て世代包括支援推進協議会  （事業費 38,500円） 

   函南町子育て世代包括支援センター事業の円滑な運営を行うため、町と関係機関の連携を深め、利用者

に対する適切なサービスの提供を図ることを目的として、2月に協議会を開催し関係機関での情報の共有を

図った。 

 

２ 妊婦健康診査事業  （事業費 15,661,150円） 

  安全な分娩と健康な児の出産のために、医療機関に委託し妊婦健康診査を実施することにより、妊婦の保

健管理の向上を図った。 

 ⑴ 一般健康診査実績                              （単位：人、件) 

  

区分 
令和5年度 令和6年度 

区分 
令和5年度 令和6年度 

交付数 受診数 交付数 受診数 交付数 受診数 交付数 受診数 

初回 172 169 172 167  8回 179 161 186 159 

 2回 173 153 174 156  9回 181 145 187 126 

 3回 174 149 177 150 10回 182 151 190 146 

 4回 175 165 179 160 11回 183 156 190 150 

 5回 177 165 181 160 12回 183 145 190 135 

 6回 177 167 184 154 13回 184 113 190 107 

 7回 179 162 185 157 14回 184 86 190 73 
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 ⑵ 個別検査実績                                （単位：件、人） 

区  分 
令和5年度 令和6年度 

交付数 受診数 交付数 受診数 

超
音
波
検
査 

1回目 173 153 174 156 

2回目 175 165 179 160 

3回目 177 162 185 156 

4回目 183 155 190 147 

血液検査 177 158 181 155 

血算検査 183 111 188 102 

GBS検査 181 151 189 152 

 ⑶ 歯周病検診実績                               (単位：件、人) 

区  分 
令和5年度 令和6年度 

交付数 受診数 交付数 受診数 

歯周病検診 181 55 187 51 

 ⑷ 多胎妊婦健康診査事業 

  単胎妊婦よりも負担の大きい多胎妊婦のより安全な分娩と健康な児の出産のため、令和4年度より公費負担

による多胎妊婦健康診査制度を整備し一人5回の追加受診券（多胎用）を交付した。 

                                         （単位：件、人） 

区  分 
令和5年度 令和6年度 

交付数 受診数 交付数 受診数 

多胎妊健康診査 3 0 2 1 

 

３ 乳幼児健康診査   （事業費 5,314,808円） 

  母子保健法第5条第1項及び第12条の規定に基づき、小児科医師・歯科医師による健康診査を行い、身体の

異常の早期発見と治療の指導を行った。また栄養士・歯科衛生士等の協力により、生活・身体・育児・栄養・

歯科の相談・指導を実施し、乳幼児における健康増進を図った。 

  なお、4か月児・10か月児健康診査については個別方式とし、医療機関に委託して実施した。 

 ⑴ 乳幼児健康診査及び7か月児健康相談受診状況                (単位：回、人、％) 

区  分 R04 R05 R06 

健診内訳 

個別健診 集団健診 7か月児

健康相談 4か月児 10か月児 1歳6か月児 2歳児 3歳児 

回  数 47 48 48   12 12 12 12 

対象者数 1,253 1,131 1,053 161 167 165 189 203 168 

受診者数 1,255 1,116 1,032 157 159 164 186 202 164 

受 診 率 100.2 98.7  98.0 97.5 95.2 99.4 98.4 99.5 97.6 

 ※ 前年度未受診者が本年度に受診した数を受診者数に含めるため、受診率が100％を超える場合がある。 

 ⑵ 3歳児健診視力検査 

   3歳児健診の視力検査にスポットビジョンスクリーナーを活用し、視力異常等の早期発見・早期受診へと

つなげた。 

 実施状況                                       (単位：人） 

区  分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 
要
精
密
検
査
者 

異常なし 5 

検査者数 247 256 221 202 要経過観察 6 

要精密検査者数 30 23 18 22 要治療 4 

判定不能者数 2 2 1 2 未受診 6 

 既治療中 1 

 ※ 判定不能者は後日の面談時に再検査実施。 
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４ 新生児聴覚スクリーニング検査事業   （事業費 623,400円） 

  全ての新生児を対象に新生児聴覚スクリーニング検査費用の一部助成を行い、聴覚障害の早期発見・早期

療育を図ることで、聴覚障害による弊害を最小限に抑え、生活の質の向上に努めた。 

実施状況                                      (単位：人、％) 

区  分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 
内  訳 

自動ABR OAE 

対象者数 227 208 189 169 163   

実施者数 180 189 164 149 133 133 0 

実 施 率 79.3 90.9 86.8 88.2 81.6   

要精検者数 3 1 1 2 2 2 0 

※ 自動ABR：自動聴性脳幹反応検査   OAE:耳音響放射検査 

※ 令和5年度生まれの新生児検査費用の償還が1件あったため、対象者数を1人追加した。 

※ 未実施者30人のうち29人は保険診療等にて検査済みのため、検査全体の受診率は99.4％である。 

 

５ 産婦健康診査 （事業費 1,141,000円） 

  産婦健康診査にかかる費用の公費助成を行うことにより、産後の初期段階における母子に対する支援を強

化し、妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援体制を整えるとともに、産後ケア事業につなげ、安心し

て出産・子育てできる環境を整えた。また必要に応じ、医療機関と連携し、早期介入、早期支援することで、

産後うつの予防や、新生児への虐待予防に努めた。 

実施状況                                   （単位：人、％) 

区  分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 
内  訳 

1回目 2回目 

対象者数 426 389 334 320 160 160 

実施者数 339 289 265 229 73 156 

実 施 率 79.6 74.3 79.3 71.6 45.6 97.5 

要支援者数 27 25 37 31 10 21 

 

６ 妊娠出産包括支援事業  （事業費 1,891,250円）  

⑴ 産前・産後サポート事業 

妊産婦等が抱える妊娠・出産や子育てに関する悩み等について、助産師等の専門職による相談支援及び 

子育て経験者やシニア世代等の相談しやすい「話し相手」等による相談支援を行い、家庭や地域での妊産 

婦等の孤立感の解消を図った。 

ア パートナー型  

  実施状況                                     (単位：件) 

区  分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

妊婦への保健師電話相談 180 196 151 162 143 

妊婦への保健師訪問 10 11 8 4 21 

助産師よる産婦（産後1か月以内）相談訪問 17 27 16 19 11 

先輩ママの家庭訪問 12 10 0 0 8 

  ※ 先輩ママの家庭訪問は、特定非営利活動法人かんなみ子育てネットワーク・ぴあ（ホームスタートか 

んなみ）へ委託 
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イ 参加型 

子育てほっとサロン事業 

対 象：妊婦及び生後6か月未満の乳児と保護者 

内 容：母親同士育児交流の場の提供、保健師・助産師による相談 

  実施状況                                 （単位：回、組、人） 

区  分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

回 数 7 2 7 12 12 

参加者 

延人数 

親子 46 10 53 91 104 

妊婦 0 0 0 0 0 

  ※ 令和元年度末から令和4年度は新型コロナウイルス感染症拡大状況や新型コロナワクチン接種の実施

状況に合わせ一部開催を中止した。令和2年度から令和6年度まで妊婦の参加を見合わせている。 

  ※ 令和2年度より赤ちゃん体操、産婦体操の動画を町ホームページに掲載継続中 

 ⑵ 産後ケア事業 

   退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てができる支援体

制を確保した。 
  ア 宿泊型 

    対 象：生後2か月未満の乳児と母 

    内 容：産科・産院・助産院の空きベッドを活用し、母子で宿泊することにより休養の機会を提供す

るとともに、心身のケアや育児サポート等のきめ細かい支援の実施 

  実施状況                                   （単位：人、泊） 

区  分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

利用者実人数 3 2 5 7 6 

利用宿泊数 9 4 12 10 16 

  イ 通所型 

    対 象：生後4か月未満の乳児と母 

    内 容：日中、委託医療機関において来所した母子に対し、個別又は集団で健康チェックや授乳、沐

浴などの指導、育児相談等きめ細かい支援の実施 

  実施状況                                   （単位：人、日） 

区  分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

利用者実人数 1 5 1 2 4 

利用日数 1 6 1 2 7 

  ※ 令和6年度開始：短時間デイサービス5日利用含む 

  ウ 一時預かり型 

    対 象：生後6か月未満の乳児 

    内 容：生後6か月未満の乳児を産院・助産院で預かり、産婦の休養の機会を提供するとともに、授 

乳や沐浴等乳児のケアの実施  

  実施状況                                   （単位：人、日） 

区  分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

利用者実人数 0 1 1 7 6 

利用日数 0 1 2 11 11 
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 ⑶ ママお助け隊参上！事業 

   妊娠期からの育児支援を充実させ、安心して出産・子育てできる環境を整備することで、乳幼児サポー

ト力の向上、夫婦の子育て協力体制の強化、妊娠中から出産後の支援に努めた。 

   対 象：妊婦及び生後12か月未満の乳児と母 

内 容：ア 育児支援サービス（助産師による育児支援訪問） 

イ 寄り添い支援サービス（妊娠中から出産後にかけて特に支援が必要な妊産婦へのサポート） 

ウ 家事支援サービス（ヘルパーによる家事支援） 

エ 相談支援サービス（保健センターにおける助産師による相談） 

オ 配食サービス（昼食の宅配弁当の提供） 

 実施状況                                （単位：人、回、件、食） 

区  分 
令和4年度 令和5年度 令和6年度 

利用者実人数 利用件数等 利用者実人数 利用件数等 利用者実人数 利 用 件 数 等 

育児支援 6 9 20 39 40 94 

寄り添い支援 1 10 0 0 3 22 

家事支援 4 17 5 9 2 8 

相談支援 31 34 30 40 27 44 

配食サービス 18 214 8 142 14 305 

 ⑷ 子育てサポート「かんｎａｖｉ」事業   

   子育て情報や健診・予防接種のお知らせ通知を子育てアプリにて配信することで、うっかり忘れの防止

など保護者の負担を軽減し、ゆとりある安心した子育てができるよう支援した。また、電子母子手帳を運

用し、成長の記録や子育て情報を家族で共有し、家族のきずな（家族力）を深め、母親が孤立しないよう

努めた。 

登録状況                                      （単位：件） 

区  分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

登録延件数 570 693 781 851 190 

 

７ フッ素洗口事業  （事業費 1,782,000円） 

永久歯のう歯予防対策として、フッ素洗口を実施することにより子どもたちの健康被害を防止し、地域歯 

科保健の向上を図ることを目的として実施した。 

  対    象：園児（4、5歳児）～小学校6年生 

  実施予定回数：30回 

  実 施 回 数：幼稚園・保育園・こども園は平均30回、小学校は12～19回で平均15回実施 

実施状況                                     （単位：人、％) 

区  分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

施設内訳 

幼稚園・ 

こども園(6園) 

保育園 

(4園) 

小学校 

(5校) 

対象者数 2,252 2,200 2,082 217 144 1,721 

実施者数 2,160 2,098 1,980 208 133 1,639 

実 施 率 95.9 95.4 95.1 95.85 92.36 95.24 

※ 三島函南広域行政組合立若葉保育園は、三島市が実施 
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８ フッ素塗布事業  （事業費 97,200円） 

  乳歯のう歯予防対策として、フッ素塗布を実施することにより、乳歯のう歯の罹患率を下げることを目的

とする。歯科衛生士による塗布及び歯科指導を行い歯科保健の向上を図った。 

  対 象：1歳6か月児、2歳児、2歳6か月児、3歳児、3歳6か月児 

実施状況                                     （単位：人、％) 

区  分 R02 R03 R04 R05 R06 

内  訳 

1歳 

6か月児 
2歳児 3歳児 

定期フッ素 
塗布 
(2歳6か月、 
3歳6か月)  

対象者数 － － 1,184 1,061 963 165 189 200 409 

実施者数 732 868 887 815 725 153 162 174 236 

実 施 率 － － 74.9 76.8 75.3 92.7 85.7 87.0 57.7 

※ 令和元年度から令和3年度は新型コロナウイルス感染症対策のため一部中止、また定期健診時の実施を定 

期フッ素塗布時に振り分けて実施のため対象者数の算出は不可 

  

９ ブラッシング教室  （事業費 81,000円） 

  保育園・幼稚園・こども園・小学校・中学校において、幼児、学齢期に適切な口腔衛生習慣を身につける

ことを目的に、歯科衛生士と保健師、歯科医師によるブラッシング教室を実施した。 

  内 容：ア 幼稚園、保育園 → 紙芝居、講義、歯の赤染め、ブラッシング指導 

      イ 小学校     → 講義、歯の赤染め、ブラッシング指導 

      ウ 中学校     → 講義、ブラッシング指導 

実施状況                                     （単位：人、回） 

区分 保護者 3歳児 4歳児 5歳児 1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 中学生 計 

R04 − − 
246 

11 

195 

10 

8 

1 
− 

70 

1 
− − − − 

519 

23 

R05 − 
9 

1 

207 

12 

175 

10 
- − 

100 

2 
− − − 

772 

2 

1,263 

27 

R06 − 
2 

1 

205 

13 

165 

10 
- − 

7 

1 
− − − 

385 

1 

764 

26 

※ 上段は参加者数、下段は実施回数 

※ 令和4年度は新型コロナウイルス感染症対策のため希望する園・学校のみ実施した。 

※ 令和4年度はブラッシング教室の代替として、中学校は全学年、小学校は各1学年を対象に、う歯予防のた

めの資器材を配布した。 

※ 令和5年度から中学校の全クラスに歯科医師の講話を配信 

 

10 歯科保健推進協議会  （事業費 89,000円） 

  乳幼児から継続したむし歯予防体制の確立等歯科保健を推進するため歯科保健推進協議会を開催した。 

 

 

 

 

 

  

 月 日 内   容 

 2月13日 

・令和6年度事業報告について 

・歯周病検診結果等について 

・幼児歯科保健・学校歯科保健の現状について 

・令和7年度事業計画案について 
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11 幼児事後教室（チューリップの会）  （事業費 537,011円） 

  1歳6か月児健診、2歳児健診、3歳児健診で言葉の遅れや情緒面の問題、母子関係上の問題を持つ幼児の事

後指導として行い、小集団の中で他の幼児とのふれあいを通し、また生活指導員、臨床心理士の協力を得て

問題の改善を図った。 

  実施期間：原則 月2回 月曜日 

  内  容：散歩、紙遊び、ボール遊び、工作、プール、運動会、季節の行事遊び、粘土遊び等 

実施状況                                      (単位：回、人） 

区  分 令和2年度 令和3年度※ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

回  数 34 7 36 34 30 

延べ参加者数 297 80 398 212 261 

※ 令和3年度は新型コロナウイルス感染症対策のため教室を開催できない時期があった。 

 

12 発達相談  （事業費 120,000円） 

  精神発達面又は運動発達面において発達の遅れが疑われる就学前の幼児と保護者に対し、医師・心理士に

よる相談を実施し適切な療育環境につなげることができた。 

実施状況                                      (単位：回、人) 

区  分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

医師相談 （回数） 4 5   4 3 4 

心理士相談（回数） 15 17 21 19 22 

延べ相談者人数 45 39 52 42 53 

 

13 ことばの相談  （事業費 0円 ※言語聴覚士は学校教育課より派遣） 

  ことばについて、遅れや発音がおかしい等心配のある幼児について、言語聴覚士等による相談の場を設け、

保護者へ望ましい成長や発達に役立つような助言をした。 

実施状況                                     （単位：回、人) 

区  分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

回  数 10 11 11 11 11 

延べ相談者人数 28 31 22 19 22 

 

14 衛生教育  （事業費 179,206円） 

 ⑴ 離乳食講習会 

   生後4か月児とその保護者を対象に、乳児期からの正しい食生活と離乳食の望ましい与え方を学んでもら

うため、離乳食の調理動画の解説を交えながら、栄養士による講話やおかゆ作りの実習を行った。 

体重測定も行いながら相談しやすい場となるように実施した。 

受講状況                                  （単位：回、人、％) 

区  分 令和2年度 令和3年度 
令和4年度 

令和5年度 令和6年度 
前期 後期 

回  数 6 5 6 4 11 12 

対象者数 116 134 195 170 147 158 

受講者数 45 37 37 17 66 71 

受 講 率 38.8 27.6 19.0 10.0 44.9 44.0 

 ※ 令和4年度は講習会をオンラインで実施し、7か月児健康相談で栄養の集団講義を実施できなかった時期

は、後期離乳食講習会を生後7・8か月の乳児をもつ保護者を対象にオンラインで実施した。 
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 ⑵ 両親学級・母親学級（ニューファミリーセミナー・プレママ集まれ！）  

   夫婦や家族を対象に、様々なライフスタイルに合わせて参加しやすいように、日曜や夜間に教室を開催

した。教室内容は、新生児の保育、出産後の生活リズムと利用できるサービスなど保健師が講話を行い、

育児の手技に関して実技を実施し、知識の普及を行った。また妊婦のみが参加するプレママ集まれ！を開

催し、栄養士・歯科衛生士・助産師の講話と、妊婦体操や妊婦同士の交流時間を設け、出産子育てに対す

る不安解消の場を提供した。 

  ア ニューファミリーセミナー受講状況                      (単位：回、人) 

区  分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

回  数 8 3 5 11 8 

延べ受講者数 93 22 50 110 92 

  イ プレママ集まれ！受講状況                          (単位：回、人） 

区  分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

回  数 0 1 3 4 4 

延べ受講者数 0 6 10 29 14 

  ※ 令和2年度から令和4年度は新型コロナウイルス感染症対策のため事業を一部中止した。 

  ※ 令和4年度はオンラインで実施した。 

  ※ 令和5年度のニューファミリーセミナーは個別対応で3回行った。 

 

15 こんにちは赤ちゃん事業  （事業費 251,100円） 

  生後4か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育てに関する情報並びに乳児及びその保護者の心身 

の状況及び養育環境の把握を行うほか、養育についての相談を実施した。（母子保健法に基づく新生児訪問

指導と合わせて実施） 

実施状況                                       （単位：件) 

区  分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

訪問件数 228 206 196 163 165 

（うち第2子以上） 80 118 121 80 89 
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16 委託関係  （事業費 23,298,448円） 

業 務 名 委託料(円) 委 託 先 委託内容 

産前産後サポート事業・ 

産後ケア事業委託 

 

(育児支援訪問(母乳･寄り

添い)) 

(家事支援訪問) 

(配食サービス) 

(通所・宿泊・一時預かり、 

短時間デイ) 

(先輩ママの家庭訪問） 

1,445,200 

内訳 

781,000 

 

17,600 

61,000 

568,000 

17,600 

静岡県助産師会三島地区 

社会福祉法人函南町社会福祉協議会 

㈱丸食、Age-ageコーポレー 

ション（宅配クック123沼津三 

島店） 

独立行政法人地域医療機能機 

構三島総合病院、桃太郎助産 

院、島田産婦人科医院、小田 

原レディスクリニック 

特定非営利活動法人かんなみ 

子育てネットワーク・ぴあ 

助産師の育児支援訪問、 

ヘルパーによる家事支援

訪問、ランチ配達、宿泊・

通所による産後支援、一時

預かりによる支援、子育て

経験者やシニア世代等に

よる相談 

各種健診委託 

 

(歯科健診業務委託) 

(幼児健康診査委託) 

1,099,800 

内訳 

659,880 

439,920 

いで歯科医院外13医療機関 

一般社団法人 田方医師会 

1歳6か月児、2歳児、3歳児

健診の歯科健診、内科健診 

健康診査委託 

 

(乳児健康診査委託) 

(妊婦健康診査委託) 

(産婦健康診査委託) 

(新生児聴覚スクリーニン

グ検査委託) 

(多胎妊婦健康診査委託) 

18,931,848 

内訳 

2,026,508 

15,229,820 

1,080,000 

587,500 

 

8,020 

医療機関と県が契約 

乳児(4か月児、10か月児)

健診、妊婦健診 (基本健診

14回、超音波4回、血液検

査2回、GBS、歯科検診)、

産婦健診(2回)、新生児聴

覚スクリーニング検査（自

動ABR・OAE）多胎妊婦健診

（5回）を各医療機関にお

いて実施 

感染症廃棄物処理委託 39,600 ㈱タカヤナギ 

幼児健診実施時に発生す

る感染症廃棄物の廃棄処

理を委託 

ペール缶40ℓ 

フッ素洗口液調剤・配布 

業務委託 
1,782,000 ㈱瀧鳳凰 

う歯予防のためにフッ素

洗口液及び資材を準備し、

各施設(小学校、幼稚園、

保育園、こども園)へ配布

(30回) 

合   計 23,298,448   
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17 不妊・不育症治療費助成事業  （事業費 4,473,300円） 

  少子化対策の推進を図るため、不妊・不育症治療を受ける夫婦の経済的支援を行う事業 

年度別交付状況                                   (単位：件、円) 

区  分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

件 数 45 49 34 39 45 

金 額 6,426,600 6,261,700 2,832,700 3,826,500 4,473,300 

 

 

対前年度比較事業効果内容 

子育て世代包括支援センター業務により、母子手帳発行時から産前産後サポート事業・産後ケア事業等

の情報提供を行い、産前産後及びその後の子育て期までの切れ目ない支援を提供した。妊婦健診受診支援

など、妊娠期からの早期介入を必要とする対象者には保健師の個別ケースプランを作成し、妊婦が安心し

て子供を産み、育てられるように支援した。子育て世代包括支援推進協議会では、産前産後サポート事業・

産後ケア事業等について実績報告を行い、次年度も引き続き質の良いサービスが提供できるよう、町の方

針を確認した。 

妊婦健診で妊娠経過を把握し、妊娠後期の電話相談において産後ケアサービスの紹介を行う等、妊娠中

から産後につながる支援ができている。 

また、産婦健診で医療機関からの情報提供により支援が必要と認められたケースが増加傾向にあるため、

医療機関との連携を密にとり早期に介入できるよう努めた。 

各種幼児健診、衛生教育、健康相談等、継続的に母子を支援するために必要な母子保健サービスは、町

民が安心して参加・来所できるよう工夫した。より周知を徹底するために、子育てアプリを5月よりリニュ

ーアルし、より町民の利便性の向上と子育てしやすい町づくりのために、SNS を活用し行政サービスのみ

える化に努めた。子育てアプリのリニューアルに伴い登録者数が減少してしまったため、チラシ配布やSNS

での広報を強化し登録者数の増加を図りたい。 

新生児聴覚スクリーニング検査事業では、低出生体重等で保険診療によって検査を実施した乳児を含め

ると受診率は99.4％であった。静岡県と連携を図り異常の早期発見、早期療育に努めるものとする。 

産後ケア・産前産後サービスのママお助け隊参上！事業では、短時間デイといった新たな利用形態を創

設し、訪問を受け入れにくい対象者でも助産院で気軽に相談ができる体制を整えた。 

フッ素洗口事業は、希望者数は95％を超えているため、関係機関と連携し、子どもたちの口腔衛生が向

上するよう働きかけていく。 

不妊・不育症治療助成事業は、申請件数が45件、交付金額4,473,300円となり少子化対策の推進と子育て

世代夫婦の経済的負担軽減を図った。 

 

  

228



 

（決算書Ｐ129～Ｐ132）                           主管課 健康づくり課 

科     目 事 業 名 称 事業費(円) 財源内訳（円） 

４款 

衛生費 

１項 

保健衛生費 

３目 

予防費 

新型コロナウイルス

ワクチン接種事業 

62,583,114  

現年62,129,434  

繰越  453,680  

(175,604,802) 

一般 62,129,434

特定   453,680 

特定財源の内容 

 新型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担金(繰越明許)     (P28) 1,999,866円 

 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費国庫補助金(繰越明許)(P30)  620,000円 

 ※特定財源の収入額と充当額の差額2,166,186円については令和7年度に償還予定 

  新型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担金(繰越明許)       1,847,109円 

  新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費国庫補助金(繰越明許)    319,077円 

 

施策の成果 

１ 新型コロナウイルスワクチン接種事業  

  令和6年3月31日で臨時接種が終了した。令和5年度の予防接種に係る経費を繰り越して支出した。また、償

還金については、接種実績に伴う前年度の国庫補助金や国庫負担金の返還によるもの。 

接種実績                                       （単位：回) 

項  目 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 合 計 

接種数 77,285 41,331 16,621 64 135,301 

※ 令和6年度実績は、令和5年度接種実績に基づく請求数（精算分） 

 

２ 委託関係  （事業費 427,757円：事務事業委託料275,000円・医務事業委託料152,757円） 

業 務 名 委託料(円) 委 託 先 委 託 内 容 

予防接種業務 

(繰越明許） 

 

152,757 静岡県国保連合会 

一般社団法人田方医師会管内、及び

全国委任状提出先医療機関での個別

予防接種業務 

番号連携における健康かる

て改修業務委託 

(繰越明許） 

275,000 ㈱SBS情報システム 
番号連携のため、健康管理システム

を更新する業務 

合   計 427,757   

 

３ 令和5年度負担金及び補助金の償還金  （事業費 62,129,434円）           (単位：円) 

 

 

対前年度比較事業効果内容 

 

  

名  称 返還金 内  容 

新型コロナウイルス接種対策費国庫負担金償還金 30,612,434 

令和5年度実施した接

種費用に対する負担金

の超過分の返還 

新型コロナウイルス接種体制確保事業費国庫補助金償還金 31,517,000 

令和5年度に実施した

接種体制に対する補助

金の超過分の返還 

          合    計 62,129,434  

 令和2年から新型コロナウイルス感染症の流行は、町民の生命・健康はもとより、社会経済に大きな被

害を及ぼしたが令和6年3月31日で臨時接種が終了した。令和6年度は5年度まで実施した接種費用等の精算

を行った。 
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（決算書Ｐ131～Ｐ132）                           主管課 健康づくり課 

科     目 事 業 名 称 事業費(円) 財源内訳（円） 

４款 

衛生費 

１項 

保健衛生費 

３目 

予防費 
出産・子育て応援事業 

19,306,338  

(18,090,383) 

一般  3,870,338 

特定 15,436,000 

特定財源の内容 

出産・子育て応援交付金（国）  (P30) 13,379,000円 

出産・子育て応援交付金（県）  (P36)  3,234,000円 

※特定財源の収入額と充当額の差額1,177,000円については令和7年度に償還予定 

 出産・子育て応援交付金（国）     1,177,000円 

 

施策の成果 

妊娠届出時より妊婦や低年齢期の子育て家庭に寄り添い、出産・育児等の見通しを立てるための面談や継続

的な情報発信を行うことを通じて必要な支援につなぐ伴走型相談支援の充実を図った。また、妊娠届出や出生

届出を行った妊婦等に対し、各々50,000円を支給する経済的支援を実施した。 

１ 経済的支援  （事業費 17,200,000円）            （単位：件） 

区  分 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

出産応援ギフト 286 174 172 

子育て応援ギフト 168 167 172 

※ 令和4年度は令和4年4月1日以降に出産をした産婦にも出産応援ギフトを支給した。 

 

２ 伴走型相談支援  （事業費 858,600円） 

支援件数                                   (単位：件) 

支援内容 
令和4年度

(2/1～) 

令和5年度 令和6年度 

妊娠届出時の面談 35 174 172 

妊娠8か月時の電話相談（アンケートを基に） 17 162 143 

赤ちゃん訪問時の面談 7 167 169 

 

対前年度比較事業効果内容 

 母子手帳交付時に出産・子育て応援事業として出産準備費用に充てることができる出産応援ギフト

（50,000円/人）の支給と出産後の新生児訪問時には子育て応援ギフト（50,000円/人）を支給し、妊婦や

低年齢期の子育て家庭に対して経済的支援を行った。インセンティブがあることで町と母親が相談しやす

い関係づくりのきっかけにすることができた。 

伴走型相談支援については、妊娠8か月時アンケートで出産準備状況や心配事や相談事の聴取を行い、アン

ケート結果を基に助産師や保健師等の専門職が電話相談を行うことで、より妊婦の状況を把握することが

可能となり、妊婦の不安の解消につながった。 
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（決算書Ｐ131～Ｐ132）                           主管課 健康づくり課 

科     目 事 業 名 称 事業費(円) 財源内訳（円） 

４款 

衛生費 

１項 

保健衛生費 

４目 

結核検診費 
結核検診事業 

6,247,857  

(6,247,857) 

一般 6,247,857 

特定     0 

 

施策の成果 

１ 結核予防 

  感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第53条第2項の規定に基づき、65歳以上を対象に

胸部デジタル撮影検査（集団検診）を実施した。 

結核検診実施状況                                  （単位：人) 

項  目 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

受診者数   1,542 2,167 2,221 2,193 2,193 

異常なし・経過観察 1,509 2,102 2,133 2,168 2,182 

要精密者数 33 65 88 25 11 

※ 令和4年度より胸部デジタル撮影による検査を実施。令和3年度以前は胸部間接撮影による検査 

 

２ 委託関係  （事業費 6,247,857円）                        （単位：円） 

業 務 名 委 託 料 委 託 先 委 託 内 容 

結核検診委託(集団) 
6,247,857 

単価1件税込み2,849 
(公財)静岡県結核予防会 

胸部レントゲンデジタル 

撮影（65歳以上読影） 

合   計 6,247,857   

 

対前年度比較事業効果内容 

 結核検診において受診者数は前年度と同数、要精密検査者数は減少した。検診での結核の発見はなかっ

た。要精密者11人の精検受診率は100%である。 
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決算書（Ｐ135～Ｐ138）                          主管課 健康づくり課 

科     目 事 業 名 称 事業費(円) 財源内訳（円） 

４款 

衛生費 

１項 

保健衛生費 

7目 

温泉会館費 
温泉会館管理事業 

67,559,794  

(88,281,466) 

一般 66,714,944 

特定   844,850 

特定財源の内容 

 温泉スタンド給湯料        (P24) 844,850円 

         スタンド現金収入分  239,850円 

         ﾌﾟﾘﾍﾟｲﾄﾞｶｰﾄﾞ売上分  605,000円 

 

施策の成果 

１ 湯～トピアかんなみ管理運営事業 

町民の健康増進と福祉の向上及び地域住民の憩いの場として、平成14年10月20日から日帰り温泉入浴施設

を運営している。平成22年4月1日から Fun Space 株式会社が第1期(5年)、第2期(5年)、第3期(5年)の指定

管理者を引き続きFun Space株式会社が運営している。令和6年度末に指定期間が満了となるため、選定委

員会を開催し、令和7年度より第4期(5年)の指定管理者としてFun Space株式会社を再度指定した。 

 ⑴ 職員数 常勤職員5人、臨時職員48人 計53人（令和7年3月末現在） 

       職務内訳 事業所長1人、支配人1人、副支配人1人、業務責任者2人、パート業務員48人 

⑵ 月別利用状況                                （単位：人、日) 

区 分 
令和6年度 

入館者数 

利用状況再掲 
令和5年度 

入館者数 営業日数 日平均人数 
最高 

入館者数 

最低 

入館者数 

 4月 12,845 25 514 969 378 13,380 

 5月 15,458 27 573 1,220 389 16,160 

 6月 13,394 26 515 728 312 7,667 

 7月 13,706 26 527 888 352 14,854 

 8月 14,738 28 526 912 264 14,104 

 9月 14,344 26 552 883 380 13,862 

10月 14,140 26 544 1,102 395 9,141 

11月 16,412 26 631 1,012 454 16,235 

12月 16,784 27 622 1,144 390 12,822 

 1月 18,222 26 701 1,368 400 18,112 

 2月 17,473 24 728 1,218 542 16,705 

 3月 20,458 27 758 1,085 517 18,738 

合 計 187,974 314 599     171,780 

⑶ 入館者内訳                                 （単位：人、%) 

区 分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 割 合 

大 人 99,315 118,850 147,559 149,517 164,422 87.5 

子 供 6,415 7,801 10,508 10,638 11,724 6.2 

障害者 11,373 10,858 12,331 11,625 11,828 6.3 

合 計 117,103 137,509 170,398 171,780 187,974 100 
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２ 修繕関係事業費  （事業費 12,688,500円）                    （単位：円) 

№ 修 繕 名 金 額 施工業者 

 1 打たせ湯系統濾過ポンプ修繕 324,500 菱和設備㈱沼津支店 

 2 箱根の湯オンドルサウナピット内蒸気配管修繕 792,000 菱和設備㈱沼津支店 

 3 箱根の湯サウナ室修繕 671,000 ㈲小田切建創 

 4 ミキシングバルブ外交換修繕 550,000 菱和設備㈱沼津支店 

 5 プール入口床塗装修繕 374,000 ㈲岩城ホームサービス 

 6 箱根の湯浴槽木製框交換修繕 2,035,000 ㈲小田切建創 

 7 各系統温度指示調節器交換修繕 1,276,000 菱和設備㈱沼津支店 

 8 温調三方弁交換修繕 1,045,000 菱和設備㈱沼津支店 

 9 温泉加圧ポンプユニット修繕 297,000 菱和設備㈱沼津支店 

10 露天風呂外壁パラペット修繕 2,475,000 ㈲小田切建創 

11 寝湯系統ジェットポンプ修繕 1,122,000 菱和設備㈱沼津支店 

12 消防用設備修繕 1,012,000 ㈲タカギ防災設備 

13 泡風呂系統No.1ジェットポンプ修繕 566,500 菱和設備㈱沼津支店 

14 温泉スタンド圧力計交換修繕 148,500 ㈲エム・テック 

合   計 12,688,500    

 

３ 委託関係事業費  （事業費 9,745,184円）                     （単位：円) 

№ 業 務 名 金 額 委託先 

1 
湯～トピアかんなみ換水業務委託 
(債務負担行為契約) 

3,000,000 Fun Space ㈱ 

2 
湯～トピアかんなみ施設設備点検保守業務委託 
(債務負担行為契約) 

6,000,000 Fun Space ㈱ 

3 休日等源泉ポンプ場異常確認業務委託 144,100 Fun Space ㈱ 

4 温泉スタンド送湯ポンプ点検業務委託 361,900 ㈲ エム・テック 

5 温泉スタンド自動販売機点検業務委託 239,184 ㈲浅田電機 

合   計 9,745,184  

 

４ 工事関係事業費  （事業費 18,615,300円）                     (単位：円) 

№ 工 事 名 金 額 請負業者 

1 温泉スタンド新硬貨対応改修工事 95,700 ㈲浅田電機 

2 源泉送湯ポンプ1号機更新工事 2,640,000 ㈲エム・テック 

3 湯～トピアかんなみ照明設備LED化工事 13,475,000 ㈱長沢電機 

4 伊豆の湯高温サウナ電気ヒーター交換工事 1,254,000 菱和設備㈱沼津支店 

5 浴槽隔測温度計設置工事 1,150,600 ㈲岩城ホームサービス 

合   計 18,615,300    

 

５ 温泉スタンド利用状況                             (単位：件、円) 

区  分 

令和5年度 令和6年度 

利用件数 
現金売上 

利用件数 
現金売上 

ﾌﾟﾘﾍﾟｲﾄﾞ 現金機 ﾌﾟﾘﾍﾟｲﾄﾞ 現金機 

50ℓ( 80円) 969 698 55,840 813 765 61,200 

100ℓ(150円) 1,442 317 47,550 1,051 453 67,950 

200ℓ(300円) 1,714 342 102,600 1,749 369 110,700 

合 計 4,125 1,357 205,990 3,613 1,587 239,850 

  プリペイドカード売上状況                           (単位：枚、円) 

単  価 令和5年度 令和6年度 

5,000円／枚 
売上枚数 金 額 売上枚数 金 額 

147 735,000 121 605,000 

 

233



 

６ 借地料  （事業費 1,814,433円）                     (単位：人、㎡、円) 

場  所 地権者数 借地面積 借地金額 1㎡あたり単価 

湯～トピアかんなみ 2 941.00 670,933 713 

温泉スタンド施設及び駐車場 1 263.53 1,143,500 4,339 

合  計 3 1,204.53 1,814,433  

 

７ 備品関係  （事業費 1,013,980円）                        (単位：円) 

№ 備品名 金 額 購入内容 

1 業務用テーブル形冷蔵庫 243,540 厨房用既存冷蔵庫1台の経年更新 

2 全自動製氷機 407,990 厨房用既存製氷機1台の経年更新 

3 籐丸椅子 362,450 更衣室等設置の既存籐丸椅子29脚の経年更新 

 

８ 補償金 （事業費 17,703,625円） 

⑴ 入館料割引券等に対する補填                (単位：枚、円) 

区  分 使用枚数 金  額 

販売済入館回数券 41 23,944 

町民割引券 31,453 12,222,400 

健康マイレージ割引 69 27,400 

温泉スタンドプリぺイド優待券 32 22,400 

健康マイレージ温泉入館料 当選者優待券 43 30,100 

健康マイレージ平日ランチ 当選者優待券 12 8,400 

合  計 31,650 12,334,644 

⑵ 消費税相当分に対する補填          （単位：円) 

区  分 金  額 

補填金額 5,368,981 

 

 

対前年度比較事業効果内容 

湯～トピアかんなみの管理運営は、Fun Space株式会社が引き続き令和2年4月1日から第3期(5年)の指定

管理者を行った。令和6年度は、令和7年度から5年間の4期目の指定管理者を選定する選定委員会が開催さ

れ、審査の結果、引き続きFun Space株式会社が指定管理者となった。 

令和6年度の入館者は、前年度と比較し、16,194人の増加（前年度比109％）となった。前年度と比べ、

本年度は臨時休館等がなく、年間通じて安定した営業が実施できたことが増加につながったと考えられる。

また指定管理者が積極的に実施したイベントやキャンペーン等により、利用者の関心を高めたことも入館

者数増加に寄与した要因の一つと考えられる。 

施設の老朽化に伴う建屋及び設備機器の修繕のほか、投資的事業として照明設備 LED 化工事（工事費

13,475,000円）を実施した。施設照明をLED 化したことにより、その後の電気使用料及び電灯等の消耗部

品費の抑制が図られ、ランニングコストの低減及び環境負荷低減が期待される。また、令和5年度にレジオ

ネラ属菌が発症し休館措置となったことから、箱根の湯浴槽木製框交換修繕を行い、発生防止に努め町民

に安心して利用できるよう対策を行った。 

令和2年度からは換水業務委託、施設設備保守点検業務委託を締結し、更に消費税相当分の補填を行って

いる。施設の営業開始から20年以上が経過し、老朽化に伴う機械設備の不具合等が発生したが、優先順位

を定め計画的に修繕や工事を行うことにより、利用者が安全で快適に利用していただくための環境整備を

図った。 

温泉スタンドの売上げは、前年度と比較し10.2ポイント減少した。ただし、令和6年度から温泉スタンド

を新硬貨に対応できるよう改良し利便性を向上させた結果、現金での売上げは前年度よりも増加傾向とな

った。今後は、定期利用客の人数を増やしプリペイドカードの購入枚数を増加させる対策を講じる。 
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(決算書 Ｐ131～Ｐ134)                             主管課 環境衛生課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳 (円) 

４款 

衛生費 

１項 

保健衛生費 

５目 

環境衛生費 
環境衛生総務事務事業 

46,432,308  

(44,285,417) 

一般 45,154,978 

特定  1,277,330 

特定財源の内容 

 畜犬登録手数料         (P26)    366,000 円 (3,000 円×  122 頭)    

 狂犬病予防注射済票交付手数料  (P26)     870,650 円 ( 550 円×1,583 頭)     

 畜犬鑑札再交付手数料      (P26)     40,000 円 (1,600 円×   25 頭)    

 狂犬病予防注射済票再交付手数料 (P26)        680 円 ( 340 円×    2 頭)    

 

施策の成果 

１ 消毒薬剤の配布 (事業費 1,038,180 円) 

  病害虫の発生を抑制するため、各区からの希望数量の消毒薬剤等を購入・配布をし、消毒薬剤の使用方法

や保管方法の説明をした。また、これらの薬剤を各区において散布等を実施し、ハエや蚊の衛生害虫等の大

量発生を防止した。 

配布の状況   (単位:乳剤①500mℓ／本、乳剤②18ℓ／缶、油剤 18ℓ／缶、粒剤 1㎏／袋、発泡錠 100 錠／袋) 

区 名 仁田 大土肥 柏谷 畑毛 平井 丹那 上沢 軽井沢 桑原 大竹 間宮 肥田 
乳剤①       12  26 60   

乳剤②     1      8  

油剤            3 

粒剤             

発泡錠 16 1 10 12 5 3 8 1   17 1 

 

区 名 新田 奴田場 函南 エメラルド 柿沢台 冷川 合計  R01 R02 R03 R04 R05 

乳剤①  36 10    144 0 0 0 180 86 

乳剤②       9 25 19 20 5 23 

油剤       3 9 2 8 5 1 

粒剤       0 9 4 3 2 3 

発泡錠 8   4 2 2 90 90 107 97 106 30 

※ 乳剤①については、令和 4年度から購入・配布を実施。 

 

２ 啓発用看板の配布 (事業費 110,687 円) 

散歩中の犬の糞放置の防止を図るため、啓発用の看板を作成し、各地区及び希望者に 56枚配布した。 

 

３ 狂犬病予防事業(注射済票交付事務委託 事業費 165,242 円) 

  狂犬病予防法に基づき実施している、飼い犬の登録及び狂犬病予防集合注射について、町内２か所で狂犬

病予防集合注射を実施した。その他に、飼い主への狂犬病予防注射の啓発として、広報かんなみや動物病院

へチラシの配布、接種依頼の通知を発送するなどし、各動物病院で個別に接種するよう促した。また、狂犬

病予防法に基づき、実在しない飼い犬の登録抹消など登録台帳の精査を実施し、狂犬病予防注射接種率の向

上を図った。 

年間の登録頭数・注射頭数                             (頭) 

区 分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 
累計登録頭数 2,215 2,133 2,026 2,009 1,959 

 年度登録頭数 177 143 116 129 122 

注 射 頭 数 1,461 1,461 1,494 1,500 1,582 

 集合注射頭数 0 0 0 206 198 

 委託病院頭数 1,139 1,113 1,172 1,015 1,073 

 町受付頭数 322 348 322 279 311 
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４ 町内動物死骸処理清掃委託事業(事業費 741,095 円) 

道路上で死亡していた犬や猫等の死骸を回収し処理した。       

回収状況                                        (頭、匹) 

区 分 R02 R03 R04 R05 R06 備   考 
道路上で死亡した犬猫等数 174 169 104 133 152  

 
内死亡処理委託数 106 142 100 121 138 委託単価 5,090 円／頭 
内職員による処理数 68 27 4 12 14  

通報により委託した未発見数 9  17  14 16 19 委託単価 3,257 円／頭 
※ 委託先：公益社団法人 函南町シルバー人材センター 委託料：1日の限度額は、10,180 円とする。 

 

５ ポッチとニャンチの愛の伝言板事業((一社)静岡県動物保護協会の伝言板設置事業)  

  庁舎 1階ロビーにポッチとニャンチの愛の伝言板を設置し、家庭で飼っている犬や猫等を譲りたい人と飼

いたい人との情報交換の場を提供し、動物の遺棄抑制に努めた。 

ポッチとニャンチの愛の伝言板年間利用状況                      

年 度 
犬（頭） 猫（匹） その他(件) 計(件) 

申込 成立 申込 成立 申込 成立 申込 成立 

令和 2年度 1 0 0 0 0 0 1 0 

令和 3年度 9 1 29 8 0 0 38 9 

令和 4年度 12 1 9 1 0 0 21 2 

令和 5年度 0 0 47 16 0 0 47 16 

令和 6年度 34 0 17 4 0 0 51 4 

 

６ 動物の苦情及び保護 

  動物の飼養等に対する苦情件数は 16件であった。 

  内容は犬と猫によるものであり、そのうち犬に関するものは放し飼いや鳴き声等、近隣住民トラブル等の

解決が困難な案件によるものが多く、猫に関するものは繁殖や無責任なえさやり・糞尿被害によるものが多

かった。このため、犬をはじめとするペットの適正な飼養について広報かんなみや区長会を通じて町民に促

し、飼い主のいない猫への理解促進として TNRm 活動の重要性について啓発した。 

令和 5年度から比べると、苦情件数は大幅に 11件減少した。要因は、飼い犬の登録などの手続きの際に、

鑑札及び注射済票の着用や適切な飼育などに関する注意喚起を口頭での説明に加え、チラシ等による周知を

徹底したことが考えられる。 

※ TNRm の m とは、飼い主のいない猫への不妊去勢手術(TNR)以外の、餌やりや排泄物の清掃・トイレの用

意など、日頃の管理(management)のこと。 

⑴ 犬・猫等飼養関係苦情件数                        (件) 

区 分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

犬 9 25 14 12 4 

猫 14 30 32 15 12 

合 計 23 55 46 27 16 

⑵ 迷い犬を町で保護した頭数                       （頭） 

区 分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 
犬 6 2 4 1 4 

 

７ 地域猫活動(TNRm)推進事業 (事業費 662,200 円) 

  動物愛護と環境保全の観点から、飼い主のいない猫の増加を防止するため、町内外の５つの動物病院に不

妊・去勢手術及び耳カットを業務委託し、TNRm 活動を推進した。また、猫への適切な接し方・飼い方、TNRm

活動の周知を行い、地域住民・動物ボランティア・東部健康福祉センター・町で協働し地域猫対策を進めた。 
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飼い主のいない猫の不妊・去勢手術及び耳カットを実施した頭数及び委託料 

年 度 実施した地区 雄 雌 
合計

(頭) 
委託料 (円) 

令和 2年度 エメラルド区外 13地区 17 頭(105,000 円) 38頭(433,000円) 55 538,000 

令和 3年度 ダイヤランド区外 15地区 21 頭(130,000 円) 40頭(455,000円) 61 585,000 

令和 4年度 ダイヤランド区外 14地区 58 頭(385,200 円) 66頭(747,600円) 124 1,132,800 

令和 5年度 ダイヤランド区外 14地区 59 頭(397,200 円) 68頭(798,000円) 127 1,195,200 

令和 6年度 丹那地区 外 12地区 30 頭(207,400 円) 35頭(454,800円) 65 662,200 
※ 令和 6年度実施地区：丹那、柏谷、上沢、肥田、桑原、大土肥、パサディナタウン、ダイヤランド、柿沢

台、畑毛、塚本、エメラルドタウン、仁田、軽井沢、鬢の沢、畑、間宮 

 

８ 町内大型動物処理業務委託事業（事業費 620,400 円） 

道路上で死亡していた大型動物の死骸を回収し処理した。    

回収状況                                         （頭、匹） 

区 分 R05 R06 備   考 

道路上で死亡した大型動物数 2 8  

 
内死亡処理委託数 2 8 委託単価 71,500 円／頭 

内職員による処理数 0 0  

通報により委託した未発見数 1 2 委託単価 24,200 円／頭 

※ 委託先：株式会社しょうじ建設  

※ 大型動物：哺乳類に属する非飼育動物（シカ、イノシシ等） 

 

９ 墓地・埋葬等に関すること 

  墓地、埋葬等に関する法律に基づき、経営の許可等の申請の手続き、墓地、納骨堂及び火葬場の設置場所

及び構造設備の基準等に必要な事務手続きを実施しており、令和 6年度の申請件数は 1件だった。 
  また、町内墓地 30か所に管理状況の確認通知を送付。墓地の管理状況に変更があった墓地において、届出

書の提出を促した。 
 ⑴申請・届出状況 

種 別 
件  数 

備  考 
R02 R03 R04 R05 R06 

墓地等経営許可申請 0 0 0 0 1 R06（心浄寺：永代供養塔（納骨堂）の建設・経営） 

墓地等変更許可申請 0 1 0 2 0  

墓地等廃止許可申請 0 0 0 0 0  

住所等変更 0 0 0 0 10  

 ⑵管理状況確認通知 

⑴送付数 30 件 

       ⑵住所等変更届出書 10 件 

（慶音寺、六萬部寺、臨江寺、心浄寺、法輪寺、東陽院、東光寺、長光寺、長源寺、宗源寺） 

 

10 その他 

 ⑴ 4 月 24日に環境衛生担当委員会議(環境美化指導員・廃棄物減量等推進員)を開催し、要望があった各区

に配布する消毒用薬剤の使用方法や保管方法の注意事項の説明、環境の日に併せて各区で実施する環境美

化事業の計画書の提出に関すること、各区を対象にした「ごみ分別方法等説明会」の職員派遣に関するこ

とに加え、各委員の役割について説明をした。 
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対前年度比較事業効果内容 

 6 月 5 日の「環境の日」に合わせ、各区へ消毒薬剤を配布し、区内一斉清掃の際に散布を実施していただ

いたことにより、害虫の大量発生を防止した。 

犬や猫に関する苦情に迅速に対応し、犬や猫の適正な飼養について指導を実施した。狂犬病予防事業とし

て、令和 5 年度と同様に町内２か所（ダイヤランド管理事務所、函南町役場東側駐車場）で狂犬病予防集合

注射を実施し、198 頭接種した。その他に、東部健康福祉センターとの個別訪問、広報かんなみへの掲載、

動物病院へのチラシを配布、組回覧や注射未接種の畜犬飼い主を対象に注射の督促通知を発送するなど、狂

犬病予防注射の接種及び適切な飼養方法を飼い主に促した。 

飼い主のいない猫の増加防止を図るため、不妊・去勢手術及び耳カットの費用の助成事業を実施した。令

和 5年度と比べると 62頭減少している。主な要因として手術費用の助成に加え、飼い主のいない猫への接し

方等について回覧板・ホームページで周知を図ったことや、「猫の適正管理推進モデル事業」を令和 4 年度

に実施した塚本地区では、引き続き、地域住民・動物ボランティア・東部健康福祉センター・町で協働し地

域猫対策を進め、猫の増加抑制に努めたことが考えられる。 
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(決算書 Ｐ133～Ｐ134)                             主管課 環境衛生課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳 (円) 

４款 

衛生費 

１項 

保健衛生費 

５目 

環境衛生費 
葬祭会館総務事務事業 

43,504,115  

(39,328,599) 

一般 35,920,172 

特定  7,583,943 

特定財源の内容 

 三島函南広域行政組合派遣職員人件費負担金(みしま聖苑) (P22)    7,583,943 円  

 

施策の成果  

１ 「三島函南広域行政組合に派遣する職員の取扱いに関する協定書」に基づき、同組合に職員 4人を派遣し、

内 1人が葬祭会館「みしま聖苑」の管理・運営事務に従事している。 

 

２ 経費負担割合  

  事業費は全額を三島と函南の人口割で按分（人口は、前年度の 10 月 31日現在の住民基本台帳人口で計算） 

 

３ 令和 6年度事業等の負担金支出明細 （事業費 35,923,000 円※函南町分） 

⑴ 聖苑管理事業 

火葬業務委託料      25,159,200 円       修繕料               42,355,294 円 

植栽管理業務委託料     6,380,000 円      会計年度任用職員   6,575,173 円 

総合管理業務委託料    17,999,520 円      （報酬・給料・職員手当等） 

その他委託料        9,973,634 円      派遣人件費負担金   14,515,057 円 

光熱水費          38,272,612 円      積立金        30,119,581 円 

その他        13,080,673 円       

計           204,430,744 円 

 

              36,692 人(函南町の R05.10.31 日現在住基) 

             142,923 人(三島・函南の R05.10.31 日現在住基) 

 ⑵ 組合経費負担金等（※市町負担金は予算金額を基に算定していますので、決算金額から算定したものと

一部金額が異なります。） 

  ア 組合経費負担金 8,859,851 円(議会費 143,379 円+監査委員費 32,516 円+管理費 8,683,956 円) 

             36,692 人(函南町の R05.10.31 日現在住基) 

            142,923 人(三島・函南の R05.10.31 日現在住基) 

  イ 前年度繰越分   18,878,831 円 

             37,097 人(函南町の R04.10.31 日現在住基) 

                      144,432 人(三島・函南の R04.10.31 日現在住基) 

  ウ 本年度収入  66,986,990円(衛生使用料53,765,974円＋利子及び配当金119,581円＋雑入519,195円 

＋繰入金 12,582,240 円) 

   36,692 人(函南町の R05.10.31 日現在住基) 

   142,923 人(三島・函南の R05.10.31 日現在住基) 

  差し引き負担金(ア－(イ＋ウ))= △19,771,708 円 ……………………………………………………  ② 

 

 ⑶ 次年度への繰越金    12,511,772 円(本年度繰越金) 

               36,692 人(函南町の R05.10.31 日現在住基) 

              142,923 人(三島・函南の R05.10.31 日現在住基) 

 

令和 6年度函南町負担金(①～③までの合計)               35,923,000 円 

  

 ⑷ 組合派遣職員人件費 

     全  体  14,525,502 円      内函南町職員分    7,583,943 円 

 

≒ 52,482,616 円 …… ① 

≒  2,274,551 円 ……… ア 

204,430,744 円× 

8,859,851円× 

18,878,831 円× ≒  4,848,981 円 ……… イ 

12,511,772円× ≒  3,212,092 円…………  ③ 

66,986,990 円× ≒ 17,197,278 円 ……… ウ 
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 ⑸ 平成 4年(建設準備)～令和 6年度分までの負担金累計額（函南町分）1,695,937,138 円 

 ⑹ みしま聖苑施設設備整備基金令和 6年度末現在高 107,671,493 円 

 

４ みしま聖苑火葬炉使用状況                      （体・頭） 

区 分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 
三島市 1,154 1,191 1,350 1,369 1,396 

函南町 422 435 486 493 534 

管外 177 223 250 243 414 

合計 1,753 1,849 2,086 2,105 2,344 

小動物 847 853 761 783 713 

 

対前年度比較事業効果内容  

 みしま聖苑は、平成 9年度の事業開始から 27年が経過し、施設及び設備の経年劣化による老朽化が見られ

るため、大規模な改修等に備え、平成 24年度より施設設備基金の積立を行っている。 

 令和 6年度末の施設設備整備基金は、空調設備修繕等を実施するため、施設整備基金から 12,582,240 円の

取り崩しを行ったが、基金利息を含めた 30,119,581 円の積立をし、基金残高 107,671,493 円となった。また、

タイル剥落があったため、みしま聖苑回廊外壁修繕（12,424,734 円）を行い、回廊外壁の既存タイルの撤去

と吹付塗装を実施した。 

現在、人体火葬炉が平成 29年度に 2基の増設工事を実施し 6基、動物火葬炉が 1基あり、全て稼働中であ

る。令和 6年 8月 30日の熱海市火葬場被災に伴い、広域火葬協力として熱海市民の火葬受入を行ったことな

どから、管外火葬件数が 171 件増加した。その結果、令和 6年度の火葬件数は、人体が 2,344 件であり、令

和 5年度から 239 件増加となったが、小動物の火葬件数は 713 件で 70件減少となった。令和 6年度の町の負

担金額については、人件費の増加や材料費高騰などから昨年度より3,488,000円増の35,923,000円となった。

（前年度比 10.8％増） 
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(決算書 Ｐ133～Ｐ136)                             主管課 環境衛生課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳 (円) 

４款 

衛生費 

１項 

保健衛生費 

６目 

公害対策費 
環境保全事業 

10,484,467  

(14,298,910) 

一般  5,317,467 

特定  5,167,000 

特定財源の内容 

 ふるさと納税寄附金(自然環境保全) (P40)             5,167,000 円 

 

施策の成果 

１ 環境基本条例・環境基本計画 

  現在及び将来にわたる町民の健康で文化的な生活の確保に寄与するとともに、町民の福祉に貢献すること

を目的に令和 4年 10月 5日に函南町環境基本条例を施行した。また、第六次函南町総合計画の基本目標「快

適に安心して暮らせる環境づくり」の主要事業である環境基本計画を令和 4年度に策定した。 

計画では、脱炭素化社会の実現、地球温暖化対策、循環型社会の構築などを環境施策の大綱として掲げ、

目標に向かって施策の推進・実行を行っている。 

⑴ 環境基本計画年次報告書作成支援業務委託 （事業費 2,145,000 円） 

令和 5年度の環境基本計画の施策の進捗状況を把握・評価し、環境審議会での点検・評価資料とするため、

年次報告書を作成した。 

環境指標の達成状況 

環境指標（数値目標）達成状況 R05 

A 100％以上達成 ８ 
B 80％以上～100％未満達成 11 

C 50％以上～80％未満達成 ２ 

D 50％未満達成 １ 

 

２ 地球温暖化対策実行計画(事務事業編) 

 函南町地球温暖化対策実行計画(事務事業編)は、主に庁舎等の町管理運営施設からの温室効果ガスの排出量

を対象としており、平成 30 年度から令和 12 年度までの 13 年を第四次計画期間とし、令和 5 年 3 月に中間

見直しを行い、温室効果ガスの総排出量を平成 25 年度実績に対し、令和 8 年度までに 31.4％(短期目標)、

令和 12年度までに 50.0％(中期目標)削減することを目標としている。 

⑴ 地球温暖化対策実行計画(事務事業編)による点検・評価業務 (事業費 1,672,000 円) 

令和 5年度の点検・評価結果は、温室効果ガス総排出量は 8,945t-CO2／年であり、基準年度である平成 25

年度の実績(9,937.6 t-CO2／年)に対し 992.6t-CO2／年(基準年度比-10.0％)の減少となった。減少の要因

は、温室効果ガスの多くの割合を占める廃棄物の焼却量について、各家庭から排出される廃棄物の量が減

少し、ごみ焼却場での廃棄物の焼却量が減少したことが考えられる。削減目標達成のためには再生可能エ

ネルギーの活用や省エネルギー施策の導入等の取組みが必要である。 

温室効果ガス総排出量の推移                (単位：t-CO2／年) 

計 画 H25 R01 R02 R03 R04 R05 

総排出量 

(第 3次計画) 
11,105 

     

(第 4次計画) 9,937.6 10,032.0 9,333.0 9,424.9 9,085.8 8,945.0 

 ※マニュアル、ガイドライン等の変更に伴い、第四次計画から新しい算定方式を使用。 

(平成 25年度は第 4次計画の基準年度のため、新算定方式での排出量を再算出しているが、平成 29年度以降の

値は再算出していない。) 
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３ 脱炭素化戦略及び地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

環境基本計画の基本施策「省エネルギー社会の実現」の中で、町の取り組みの一つとして、令和 6年 1月

に脱炭素戦略及び地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定し、町、町民及び事業者が一体となって温

室効果ガス排出削減に努めることとしている。 

脱炭素化戦略では町が有する再生可能エネルギー導入ポテンシャルを把握し、町の地域特性や課題を整理

し、再生可能エネルギーの導入目標として令和5年11月時点の導入ポテンシャルに対して、2030年度は38.0%、

2050 年度は 65.0%と定めた。 

また、温室効果ガス削減目標は、2013 年度の排出実績に対して、2030 年度の中期目標は 46.0%削減、2050

年度の長期目標として実質ゼロを掲げ、町、町民及び事業者が一体となって取り組みを進めていく必要があ

ることを示した。令和 7年度より、令和 6年度の計画の点検・評価をし、目標達成を目指す。 

 

４ 環境審議会 （事業費 142,840 円） 

環境基本計画に関する事項及び環境施策を総合的かつ計画的に推進する上で必要な事項を、函南町環境審

議会の委員（学識経験者 1人、町内の各種団体等を代表する者 8人、町民委員 1人）で審議していただいて

いる。令和 6 年度は、函南町環境基本計画年次報告（案）及び令和 7 年度重点行動指針（案）等について 2

回における審議をしていただき、広報紙等に公表した。また、12 月 4日の委員の任期満了により町民委員 1

名が変更となった。 

 日時 令和 6年 11月 18日（月）、令和 7年 2月 17日（月） 

 場所 函南町役場 4階 特別会議室 

 内容 函南町環境基本計画年次報告、令和 7年度重点行動指針 

 

５ 公害指導等 

  廃棄物等の野外焼却・水質汚濁・騒音等の公害に関する苦情に迅速に対応し、原因の調査及び起因者に対

する指導を実施した。 

 公害苦情件数                                      (単位：件) 

年 度 大気汚染 水質汚濁 土壌汚染 騒音 振動 地盤沈下 悪臭 その他 合 計 

令和元年度 11 3 0 7 0 0 4 21 46 

令和 2年度 25 1 0 7 0 0 5 35 73 

令和 3年度 27 3 0 3 0 0 8 39 80 

令和 4年度 8 1 0 2 0 0 5 28 44 

令和 5年度 6 2 0 1 0 0 3 15 27 

令和 6年度 4 0 0 3 0 0 1 26 34 

 令和 6年度の各項目の内訳 

⑴  大気汚染 4 件のうち 3 件は野外焼却によるもの、1 件は自宅敷地で筍をドラム缶で茹でる煙における

苦情によるものであった。起因者に対しては、適正なごみ処理方法を指導するとともに、例外的に認め

られた焼却であっても、近隣住民が迷惑を訴えていることを説明し、消火するよう指導した。 

⑵  騒音 3 件のうち 2 件は、民間事業所の機械作動音等によるものであり、うち 1 件は機械の不具合を修

繕し、騒音は改善された。いずれの案件も起因者に対しては、事情を確認し、改善を図るとともに、通

報者からの話を伝え、機械作業中に発生する音に配慮するよう指導した。 

⑶  悪臭 1件は、発生源が不明の事案であり、現地調査を実施したが、原因が特定できなかった。 

⑷  その他の内訳は、不法投棄の苦情が 6件、ごみ置場等での違反ごみの相談が 17件、ポイ捨てなどの相

談が 3件であった。不法投棄に関しては、県や他課の職員との情報共有や合同パトロールなどを実施し、

防止策を図っている。また、家庭ごみの排出ルールは、クリーンかんなみ（ごみカレンダー）・ごみ分

別便利帳の各家庭への配布に加え、広報にも啓発記事を掲載するなどして、周知に努めている。 
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６ 公害関係届出等 

  公害関係法令に係る特定施設・特定建設作業の届出を受付するとともに、県が実施する特定施設の立入検

査に随行した。 

年間の特定施設等の届出件数                               (単位：件) 

届出内容 
大気汚染 

防 止 法 
騒音規制法 振動規制法 

水質汚濁 

防 止 法 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類

対策特別 

措 置 法 

県生活環境

の保全等に

関する条 

例 

計 

施設設置 0 1 1 0 0 0 2 

施設廃止 0 0 0 4 0 0 4 

氏名等変更 0 3 2 6 0 0 11 

その他 0 0 0 3 0 0 3 

特定建設作業 0 4 2 0 0 0 6 

測定報告 0 0 0 0 3 0 3 

計 0 8 5 13 3 0 29 

 

７ 町内河川等の水質検査 (事業費 1,406,900 円)   

 ⑴ 調査対象 河川(生活環境項目他)               17 箇所×3回(7月、11月、1月) 

        河川(健康項目)                   1 箇所×1回(7月) 

        井戸(有機塩素系溶剤と健康項目、生活環境項目の一部) 6 箇所×1回(7月) 

        井戸(水道法の基準項目他)                           1 箇所×1回(7月) 

        企業排水(生活環境項目)                      9 箇所×2回(7月、1月) 

 ⑵ 調査項目 大腸菌数、有機塩素系化合物、重金属類等 59項目 

 ⑶ 看板設置 大土肥橋、八ツ溝神社前、落合機場、神戸橋、畑毛機場、鈴川橋、大洞川、観音橋 

 ⑷ 検査結果   

1 日の排水量が、50㎥以上の事業所に適用される排出基準を準用し、水質汚濁防止法の一律排水基準を

超過した事業所については、文書等で浄化対策を講じるよう指導した｡検査対象の多くの水質は、基準値以

内で良好であった。水質汚濁の指標として最も重要視されている BOD については、以下の表のとおりであ

る。やや汚れている、汚れているという判定に至った地点のうち、下丹那入口については、令和 5 年度に

おいて BOD が環境基準値を上回っていた河川であったが、令和 6年度は良好な検査結果であり、改善され

た。一方で、AA類型の指定を受けている蛇ヶ橋は、3回目の調査時に基準値を満たしていなかった。また、

河川類型が A類型である桑原香音橋上流と大土肥橋において BOD が環境基準値を上回った。Bランク(やや

きれい)以上にきれいな地点は17地点述べ51回の検査で46回となった。このBランク以上の割合は90.2％

となり、令和 5年度より減少した。 

水質のランクが低い箇所は、水位及び河川等の流量（水の流れ）に影響があると考えられるため、周囲

の生活環境や河川の流量等を引き続き注視していく必要がある。 

また、町が水質検査を行っている河川であることを住民に対し周知し、河川の水質に関して意識・関心

をもってもらうために、市街地の採水箇所 8箇所に河川の水質検査を実施する地点であることを記した看

板を設置している。 
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ア 河川等水質検査結果(BOD における検査結果に基づく) 

年 度 検査月 

来光川水系 八ツ溝川水系 冷川水系 

河川 AA 河川 A 河川 A 河川 A - - - - - 

蛇ヶ橋 
香音橋 

上流 
大竹橋 

大土肥

橋 

八ツ溝 

神社前 

塚本 

機場 

落合 

機場 

高源寺 

上流 
神戸橋 

R05 

7 月 Ａ ＡＡ Ａ ＡＡ Ａ Ｂ Ａ ＡＡ Ａ 

12 月 Ａ ＡＡ Ａ ＡＡ ＡＡ ＡＡ Ａ ＡＡ ＡＡ 
1 月 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ 

 

R06 
7 月 ＡＡ ＡＡ Ｂ ＡＡ ＡＡ ＡＡ Ｂ ＡＡ ＡＡ 

11 月 ＡＡ ＡＡ Ｂ ＡＡ Ａ ＡＡ Ｂ ＡＡ Ａ 
1 月 Ｂ Ｃ Ａ Ｃ Ｂ Ａ Ｃ Ａ Ａ 

  

年 度 検査月 

柿沢川水系 その他河川 

- - - - - - - - 

丹那 

記念碑 

下丹那

入口 

畑毛 

機場 
鈴川橋 谷下川 大洞川 

(石渡) 
観音橋 

(間宮) 

真ﾅｼ洞 

排水路 

R05 

7 月 Ａ Ａ Ａ ＡＡ ＡＡ Ａ Ａ ＡＡ 

12 月 Ａ Ａ ＡＡ Ｂ ＡＡ ＡＡ Ａ ＡＡ 
1 月 Ｄ Ｃ Ａ Ａ Ａ ＡＡ Ａ Ａ 

 

R06 
7 月 ＡＡ ＡＡ ＡＡ Ａ ＡＡ ＡＡ ＡＡ ＡＡ 

11 月 Ａ ＡＡ ＡＡ ＡＡ ＡＡ ＡＡ ＡＡ ＡＡ 
1 月 Ｄ Ａ Ａ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ａ 

 

河川の「生活環境の保全に関する環境基準」による分類 

基準項目 濃 度 判 定 慣用語 

BOD 

生物化学的酸素要求量 

 1mg／Ｌ以下 ＡＡ 非常にきれい 

 2mg／Ｌ以下 Ａ きれい 

 3mg／Ｌ以下 Ｂ ややきれい 

 5mg／Ｌ以下 Ｃ やや汚れている 

 8mg／Ｌ以下 Ｄ 汚れている 

10mg／Ｌ以下 Ｅ 非常に汚れている 

10mg／Ｌ以上 >Ｅ 極めて汚れている 

 イ 井戸水検査箇所 

山本宅(仁田)、かんなみスプリングスカントリークラブ、西原宅(平井)、折田医院宅(仁田)、㈱協和ア

ルテック、三田宅(柏谷) 

※ 全箇所とも環境基準又は水質基準の基準値に対して基準値以下で、汚染は見られなかった。 

ウ 企業排水検査箇所 

  ボゾリサーチセンター、石渡食品㈲、駿豆給食センター㈱、日清煉乳㈱、丸中青果、パサディナ下水処

理場、伊豆函南病院、日本ベーレー㈱、伊豆平和病院 

   ※ BOD(生物化学的酸素要求量)や全窒素等が基準値より高い事業所が 2社あった。1日の排水量が、50

㎥以上の事業所に適用される排出基準を準用し、計測した日時や環境が影響したことも考慮されるが、

企業として、今後も排水に注視する等浄化対策を講じるよう文書で指導した｡ 
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８ ゴルフ場からの排水残留農薬水質検査 (事業費 231,000 円) 

 ⑴ 調査対象ゴルフ場  かんなみスプリングスカントリークラブ、凾南ゴルフ倶楽部 

 ⑵ 採水年月日     令和 6年 11月 29日 

 ⑶ 調査項目 

かんなみスプリングスカントリークラブ 

除草剤 アシュラム、ジチオピル 

殺菌剤 プロピネブ、クロロタロニル 

殺虫剤 クロチアニジン 

     凾南ゴルフ倶楽部 

除草剤 アシュラム、トリフロキシスルフロンナトリウム塩 

殺菌剤 チフルザミド、フルキサピロキサド 

殺虫剤 フルキサメタミド 

 ⑷ 検査結果 全項目について、定量下限値未満で、農薬は検出されなかった。 

 

９ 水生生物観察会 

  川に棲む生物や水質状況を調査することにより、身近な川に関心を持ち水質保全・環境保護の意識啓発を

図ることを目的として、観察場所を変更し実施した。今回の観察場所ではサワガニ等多くの生物を発見でき

た。水質の判別を行い水質階級はきれいな水（水質階級Ⅰ）であった。 

 ⑴開催日 令和６年８月２日 

 ⑵場 所 来光川松川橋付近 

 ⑶講 師 (株)東洋検査センター 永松氏 

 ⑷参加者 小学生高学年 24名 （付添保護者 6名） 

 

10 東部五市四町地下水汚染防止対策協議会 

  東部地域五市四町の地下水の水質状況を共有し、トリクロロエチレン等化学物質による広範囲な地下水汚

染を防止し、地下水の保全を図るために、継続的な調査及び情報の共有を実施している。町内の井戸水調査

の結果は、水質基準を超えている箇所はなく、地下水の汚染は見られなかった。 

 

11 狩野川水系水質汚濁対策連絡協議会 

  狩野川水系及び水路における水質事故発生時に備え、漏油事故時における対処技術を習得するための訓練

に参加した。また、狩野川水系内における水質の現況把握と水質汚濁対策検討の基礎資料のため、水質測定

結果の収集整理を行った。 

 

12 狩野川水系水質保全協議会 

  狩野川水系における水質の保全を促進し、住みよい生活環境を確保するため、狩野川流域における水生生

物観察会や河川美化活動を通して水質の調査を行い、身近な河川の現状と河川への親近感、保護の大切さな

ど、水辺環境に対する意識向上に努めた。 
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13 住宅用太陽光発電システム等設置事業費補助金の交付 (事業費 3,315,000 円) 

  家庭から排出される温室効果ガスの排出量削減の方策として、町内の住宅へ太陽光発電システム・蓄電池

システムを設置する者に対し、補助金を 45件交付した。 

補助額 1kw／1kwh 当り 10,000 円(上限：太陽光発電システム 50,000 円、蓄電池システム 50,000 円) 

項 目 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

補助件数(件) 30 32 47  48 45 

補助金(円) 1,362,000 1,456,000 3,195,000  3,200,000 3,315,000 

対象住宅 新築・既築 新築・既築 新築・既築 新築・既築 新築・既築 

※ 令和 4年度より蓄電池を補助対象として拡充。(太陽光発電システム：12件、蓄電池：10件、両方：23件) 

 

14 省エネ家電製品購入費補助金の交付 （事業費 1,435,000 円） 

  令和 6年度より、家庭及び事業者から排出される温室効果ガスの排出量削減の方策として、エネルギー消

費性能の優れた家電製品を購入及び LED 照明への改修をする人・事業者に対し、補助金を 147 件交付した。 

補助額 個人  エアコン、冷蔵庫：購入経費（税込）に 10分の 1を乗じた額以内（上限 10,000 円） 

             LED 照明：購入経費（税込）に 10分の 3を乗じた額以内（上限 30,000 円） 

      事業者 エアコン：購入経費（税込）に 10分の 1を乗じた額以内（上限 30,000 円） 

             LED 照明：購入経費（税込）に 10分の 3を乗じた額以内（上限 50,000 円） 

対

象 
品目 令和 6年度 

個

人 

エアコン 
18 件 

180,000 円 

冷蔵庫 
74 件 

697,000 円 

ＬＥＤ照明 
53 件 

499,000 円 

事

業

者 

エアコン 
1件 

9,000 円 

ＬＥＤ照明 1 件 
50,000 円 

計 
147 件 

1,435,000 円 
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対前年度比較事業効果内容  

令和 4 年度に策定した環境基本計画や、令和 5 年度に町の取組みの一つとして策定された脱炭素化戦略及

び地球温暖化対策実行計画（区域施策編）に基づき、町・町民・事業者が一体となり環境施策に取り組むこ

とができるよう、環境審議会を 2 回開催し、有識者、町内各種団体の代表、町民委員から意見を聴取して、

今後の町の取組みの参考とした。 
函南町地球温暖化対策実行計画(事務事業編)は、主に庁舎等の町管理運営施設における温室効果ガスの削

減計画であり、職員が削減目標に向けて取り組むものである。職員に対してのごみの分別説明会の開催や省

エネ対策（クールビズ、ウォームビズ）を呼び掛け、日々の業務での削減を啓発した。それに加え、廃棄物

の削減等を重点課題としており、目標の達成には住民・事業者の協力も不可欠であるため、小学校へのごみ

減量出前授業や広報かんなみでの特集記事掲載等を通して PR活動を実施し、意識高揚を図った。 
脱炭素戦略及び地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の取組みとして、カーボンニュートラル、脱炭素

化社会の実現に向けて、住宅用太陽光発電システム等設置事業費補助金を交付しており、令和 4 年度より家

庭用蓄電池システムを補助対象機器として追加した。補助金の交付件数は 45件だった。また、令和 6年度よ

り家庭および事業者を対象に省エネ家電購入費補助金を交付を開始した。交付件数は 147 件で、内訳はエア

コン 19件、冷蔵庫 74件、LED 照明 54件を交付した。広報かんなみやホームページ、組回覧にて制度の周知

をし、家庭及び事業者での再生可能エネルギーへの活用や省エネルギーへの取組みを呼びかけた。 
河川、企業排水、井戸水等を採水し、水質の汚濁度を調査することで水質環境の保全に資するために毎年

河川等水質検査を実施している。令和 6 年度は B ランク(ややきれい)以上が、前年度より減少した。水質が

悪い要因が水位であることも考えられるため、令和 4 年度から採水時に水位を計測している。加えて、河川

周辺の生活環境や企業からの排水が水質に影響することも考えられるため、住民に対して、町が水質検査を

実施していることを周知し、水質に対する意識・関心を高めてもらうために水質検査の実施地点であること

を記した看板を 8 箇所（大土肥橋、八ツ溝神社前、落合機場、神戸橋、畑毛機場、鈴川橋、大洞川(石渡)、

観音橋(間宮)）に設置している。 
環境教育の一環として、小学校高学年の児童を対象に、水生生物観察会を開催した。身近な川に河川に

住んでいる生き物を調べ、河川に親しむとともに身近な河川の水質を判別した。 
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(決算書 Ｐ137～Ｐ138)                             主管課 環境衛生課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳 (円) 

４款 

衛生費 

２項 

清掃費 

１目 

清掃総務費 
清掃総務事務事業 

35,539,693  

(36,480,195) 

一般 35,539,693 

特定          0 

 

施策の成果  

１ 一般廃棄物(ごみ)処理基本計画及び一般廃棄物(ごみ)処理実施計画 

  廃棄物に関する基本事項（発生量・処理量、排出抑制、分別収集、処理及び処理者、処理施設等）を定め、

5 年毎に基本的な事項を定める一般廃棄物処理基本計画と各年度の事業を定める一般廃棄物(ごみ)処理実施

計画がある。一般廃棄物処理実施計画は、一般廃棄物(ごみ)処理基本計画を円滑に推進していくために、年

度ごとの町のごみ処理排出抑制のための種類・分別の区分を周知し、発生量や処理量の見込みを踏まえて適

正な処理、施設の整備を進める計画で、年度ごとの町のごみ処理事業の実施方法や処理量を定めている。 

町では、町民１人当たりに換算すると１日約 1,000g のごみを排出しているため、資源やものを大切にし、

ごみを減らすために、6R活動を推進し、一人ひとりの意識高揚に努めている。 

 ⑴ １人当たりのごみ排出量 

種別 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 
人口 37,396 37,183 36,882 36,412 36,006 

ごみ総排出量(t) 15,425.34 14,906.32 14,258.33 13,988.57 13,566.33 

町１人１日排出量(g) 1,130 1,098 1,059 1,052 1,032 

県１人１日排出量(g) 858 843 840 － － 
※ごみ排出量のうち、R06 は、災害廃棄物 18.58t を含む。 

 

２ 廃棄物処理施設の管理、運営 

  事務職員 3人(内会計年度任用職員 1人)、衛生工手 3人(内会計年度任用職員 1人)(焼却場及びリサイクル

プラザ 2人、し尿処理場 1人)により、各施設の効率的な運営を図った｡ 

 

３ 廃棄物処分委託実施状況の確認(事業費 154,840 円) 

  廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令に基づき、一般廃棄物の処分又は再生処理を委託している実施

の状況の確認を行った。 

  実地検査 ５箇所 

 

４ 函南町のごみ削減等の啓発 

⑴ ごみ処理施設見学(函南町ごみ焼却場・リサイクルプラザ) 

(小学生)                    (一般) 

日 付 名 称 人数(人)  日 付 名 称 人数(人) 

5月27日 桑村小学校 11 7 月 11 日 チャレンジ大学 13 

6月21日 函南小学校 86 3 月 31 日 マックスバリュ函南店 4 

6月27日 チャレンジ教室 10 計 17 

 6月28日 長岡南小学校 68 

7月 1日 西小学校 78 

 7月 5日 東小学校 111 

 7月16日 丹那小学校 9 

計 373 

 

⑵ ごみ分別説明会等開催回数の推移 

年 度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

回数(回) 3 7 13 12 14 
人数(人) 180 275 433 421 419 
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 ⑶ ごみ分別説明会等   

種 別 日 付 名 称 回数(回) 参加人数(人) 

学校 6 月 12日 丹那小学校 1 9 

学校 6 月 14日 函南小学校 1 86 

学校 6 月 26日 東小学校 4 111 

学校 6 月 24日 西小学校 3 89 

学校 5月 21 日 桑村小学校 1 9 

学校 6月 12 日 チャレンジ教室 1 7 

町民 7月 11 日 チャレンジ大学 1 13 

町民 9月 6日 畑区婦人会 1 15 

自治会 12 月 15 日 柏谷区 1 80 

計 14 419 

 

⑷ 食品ロス削減講座 

日 付 名 称 参加人数(人) 

9 月 26日 丹那小学校 25 

10 月 7日 東小学校 150 

10 月 10 日 函南小学校 93 

10 月 16 日 西小学校 68 

11 月 7日 桑村小学校 22 

計 358 
 

５ 災害廃棄物処理計画 

  国の災害廃棄物対策指針及び静岡県災害廃棄物処理計画を踏まえ、災害廃棄物を適正かつ迅速に処理する

こと、廃棄物に起因する初期の混乱を最小限にすることを目的に、平成 31 年 3 月に函南町災害廃棄物処理

計画を策定した。また、令和元年東日本台風の際の災害廃棄物処理の対応状況や課題を見直すとともに、令

和 3年 7月に発生した熱海市土石流災害の際の災害廃棄物処理の対応等を確認し、令和 4年 9月に計画を修

正した。同計画に基づき、令和 6年度に災害廃棄物の処理に関する協定を結んでいる事業者と連携して災害

廃棄物仮置場の現地確認を行った。 

 

⑴ 災害廃棄物に関する応援協定先一覧 

協定等の名称 協定先 協定締結日 

災害廃棄物処理に係る応援に関する協定 函南町一般廃棄物収集運搬業許可業者 13社 令和 5年 2月 

令和 5年 4月 

災害廃棄物等の処理に関する協定 大栄環境 株式会社 令和 5年 4月 

災害時における応急救援活動への応援に

関する協定 函南町建設事業防災協力会 平成 19年 9月 

令和 5年 6月修正 
災害時に必要な資機材等の調達に関する

協定 
太陽建機レンタル 株式会社 令和 5年 7月 

処理不能事態における函南町の可燃ごみ

処分に関する協定 オリックス資源循環 株式会社 令和 7年 3月 
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６ 遺体措置計画 

  南海トラフ巨大地震等の大規模災害発生時に多数の死者が発生することを想定し、町が災害救助法及び災

害対策基本法に基づいて行う遺体措置の実施に関し、必要事項を定めるため、函南町遺体措置計画を令和 4

年 3月に計画を策定した。同計画に基づき、令和 3年度、令和 4年度に遺体収容所開設運営訓練（以下「訓

練」いう。）を実施し、三島警察署、医師会、歯科医師会、葬祭関係業者と協議をした結果、準備資機材の

追加等が必要となったため、資機材の整備を行い令和 5年 6月に計画の一部修正を行い、修正した計画に基

づき、令和 6年 12月に町職員及び関係機関合同での訓練を実施した。 

⑴ 遺体措置対策に関する応援協定先一覧 

協定等の名称 協定先 協定締結日 
災害時における遺体収容等に関する協定 一般社団法人 全日本冠婚葬祭互助協会 令和 4年 1月 

災害時における遺体収容等に関する協定 株式会社 農協葬祭 令和 4年 2月 

 

対前年度比較事業効果内容 

 函南町一般廃棄物(ごみ)処理基本計画及び函南町一般廃棄物(ごみ)処理実施計画に基づき、町民１日１人

当たり約 1,000g 排出しているごみを減らすために、6R活動を推進し、一人ひとりの意識高揚に努めている。 

 安定的な焼却業務を行うため、ごみ焼却場・リサイクルプラザ、最終処分場及びし尿処理場の各施設の効

率的な管理運営に努めた。 

環境保全・環境教育の一環として、小学 4年生の社会科見学でごみ焼却場・リサイクルプラザの施設見学

を実施し、ごみ処理方法、リサイクルへの理解を深めることができた。また、令和 5年度と同様に、小学 4

年生を対象とした社会科見学前の事前学習であるごみ分別出前講座を町内すべての小学校で実施し、函南町

のごみの分別方法を周知するとともに、小学生でもできるリサイクル方法や SDGs について説明をした。その

他に、今後の事業系ごみに関する対策の資料とするために町内の大型スーパー5店舗を対象とした、ごみの

搬出量に関するアンケート調査の結果を基に一部大型量販店にごみ減量に対する取り組み課題等に関するヒ

アリングを実施した。また、一部の自治会やチャレンジ大学等でも同説明会を開催し、住民との協働による

ごみの分別・ごみの減量・地球温暖化防止対策の啓発及び地球温暖化防止対策を実施できるように促した。 

また、令和 6年度より、10月の食品ロス削減月間に合わせて、食品ロス削減出前講座を実施し、町内の全

小学生で、身近な給食の食べ残しを通して、食品ロスの削減を呼びかけた。 

南海トラフ巨大地震や豪雨等の水害等の有事に備えて、災害廃棄物処理計画、遺体措置計画に基づき、訓

練の実施、協定の締結、計画の修正等を実施した。 
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(決算書 Ｐ137～Ｐ140)                             主管課 環境衛生課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳 (円) 

４款 

衛生費 

２項 

清掃費 

１目 

清掃総務費 
環境美化事業 

4,226,799  

(3,949,181) 

一般    4,185,299 

特定       41,500 

特定財源の内容 

 フリーマーケット開催時収入 (P48）     41,500 円  

 

施策の成果 

１ 廃棄物減量等推進審議会 (事業費 70,600 円) 

  一般廃棄物の減量のための町の施策で必要な事項を、函南町廃棄物減量等推進審議会で審議していただい

ている。令和 6年度は、諮問した令和 7年度函南町一般廃棄物処理実施計画について審議をしていただき、答

申された。 

⑴審議会 

日時 令和 7年 3月 18日（火） 

場所 函南町役場 4階 特別会議室 

内容 令和 7年度函南町一般廃棄物処理実施計画について 

 ⑵答申書伝達式 

日時 令和 7年 3月 25日（火） 

場所 函南町役場 町長室 

内容 令和 7年度函南町一般廃棄物処理実施計画について 

 

２ 函南町廃棄物減量等推進員・函南町環境美化指導員報酬 (事業費 363,200 円) 

 ⑴ 函南町廃棄物減量等推進員 

廃棄物減量等推進員は、ごみの減量及び資源化並びに環境美化について、地域と連携を取りながら町民

のごみ問題に対する意識の高揚を図ることを目的として平成 8年度に発足した｡廃棄物減量等推進員 50人

が、ごみステーションの見回り監視、ごみの出し方の指導、ごみ減量指導、資源ごみ集団回収等の資源化

活動の推進指導、不法投棄防止のためのパトロールを実施した。 

⑵ 函南町環境美化指導員  

   環境美化指導員 48人が、空き缶や空き瓶、タバコの吸殻や紙屑等のごみのポイ捨てや飼い犬の散歩中に

糞の処理用具を携行せず、犬の糞の始末をしない飼い主に指導を実施した。また、必要に応じてポイ捨て

禁止や飼い犬の糞の始末についての看板の設置を実施した｡ 

 

３ クリーンかんなみ印刷業務 (事業費 169,400 円) 

  ごみの収集日・ごみの分別方法を周知徹底し、効率的な資源回収をするため、ごみ分別カレンダー「クリ

ーン函南」を作成し、3月中旬に全戸に配布した。クリーン函南の印刷 19,000 枚（A2版） 

 

４ ごみ分別便利帳印刷業務 （事業費 212,300 円） 

  町民のごみの分別に関する理解を深め、ごみの減量化・再資源化を図るため、令和４年度に作成したごみ

分別便利帳を、現在のごみ分別情報に修正及び増刷をして、窓口等での配布を継続して実施した。 

 

５ 環境美化啓発ポスター印刷（事業費 49,500 円） 

  環境問題啓発運動の一環として、町内の小中学生を対象に「地球温暖化防止」、「リサイクル」、「エコ」、

「食品ロス」をテーマとした環境美化啓発ポスターを募集し、250 点の応募作品の中から優秀作品 4 点、佳

作 19点の計 23点を選出した。入賞作品は、知恵の和館にて展示し、町民の環境問題に対する意識啓発を行

った。また、優秀作品 4点を掲載したポスターを作成し、町内公共施設等に展示した。 

 

６ フリーマーケットの開催 

  持続可能な社会の実現・3Ｒ(リデュース、リユース、リサイクル)の取組みを実践する場として、例年 6

月と 11月にフリーマーケットを開催している。令和 6年度は、年 2回開催し、多くの来場があった。 

252



開催状況 

開催日時 場所 出店店舗数 来客数(人) 

6 月 9日(日)9時～11 時 30分 函南町役場駐車場 42 約 600 

11月 10日(日)9時～11時30分 函南町役場駐車場 41 約 600 

 

７ 不法投棄廃棄物の適正処理 

⑴ リサイクル対象家電処分 (事業費 0円) 

※不法投棄廃棄物はあったが処分については令和 6年度に実施していない。 

⑵ 処理困難物処分 (事業費 63,360 円) 

   不法投棄として搬入された処理困難物(タイヤ)を、廃棄物処理法にのっとり、適正に処分した。 

    ・普通自動車用 73 本 

    ・大型自動車用 16 本 

 

８ 町内クリーン化事業 (事業費 1,915,540 円)  

 ⑴ 町内の山間地の道路等に不法投棄されたごみ(タイヤ・家具・家電品等)の回収を実施した。不法投棄の

防止を図るため、「ポイ捨て禁止」「不法投棄禁止」の看板を作成し、各地区及び希望者に配布した。 

   また、町内クリーン化事業で道路沿線等不法投棄の監視を行い、巡回車両での回収と町内ごみステーシ

ョンのごみ出し指導を実施した。不法投棄されたごみの回収量は前年度より 630kg の増となった。 

 

 不法投棄ごみの回収実績(ﾀｲﾔ、ﾃﾚﾋﾞ、車部品、缶、びん、ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ、布団、家具・家電品等) 

項 目 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 
作業日数(日) 95 72 96 96 100 

作業員延べ人数(人) 190 144 192 192 200 

総回収量(kg) 4,710 3,660 4,490 3,690 4,320 

１日当り回収量(kg) 50 50 47 38 43 

 

９ 環境の日・ごみ削減推進キャンペーン 

  6 月 5日の「環境の日」に合わせ、5月から 6月の間に、町内 22地区 8団体 5,100 名の町民参加により一

斉清掃が実施された。また、町職員、町議会議員、一般廃棄物収集運搬許可業者、町内協力企業等と計 163

名で実施した「ごみゼロ運動統一美化キャンペーン」は、90㎏のごみを回収し、環境美化の啓発を図った。 

 

10 ごみ減量の啓発 

  ごみ減量の普及啓発としてホームページや広報かんなみへ、ごみの内容物の割合やごみ減量の必要性やリ

サイクルの方法を紹介し、ごみ削減と分別のルールを守るよう周知、徹底を促した。また、「庁舎ごみ削減

計画」「雑がみ分別図鑑」を周知するとともに「職員向けごみ分別説明会」を開催し、啓発及び定期的な調

査をし、庁舎から出るごみの排出を抑制及びリサイクル推進の徹底を促した。 

⑴ 事業者から排出される食品廃棄物量が増加傾向にあることから、食品ロス削減に重点を置き、今後の事

業ごみ対策の資料とするために、町内の一部大型量販店にごみ減量に対する取り組み課題等に関するヒ

アリングを実施した。 

⑵ 食品ロス削減への取組み  

  10 月の食品ロス削減月間に合わせて、食品ロス削減を温暖化防止につながるアクションの一つとしてい

る「クルポ事業」や、静岡県の食品ロス削減キャンペーンへの参加を呼び掛けた。 

 

11 機密文書の溶解処理  

庁舎内や公共施設等で出された保存期間を経過した廃棄文書及び機密文書をごみの削減と資源としての

リサイクル推進を目的に、溶解処理業者へ引き渡し、溶解処理を実施した。この溶解処理により、21,650 ㎏

のごみ減量となった。 

項 目 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 
溶解処理量（㎏） 15,570 16,820 18,660 21,650 
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12 蜂防護服の購入 （事業費 139,370 円） 

  蜂の駆除用の貸出用品として、在庫としてあった蜂防護服が経年劣化による破損等のため、新たに冷却フ

ァン付き蜂防護服を貸出用として１着購入し、住民へ安全で快適な用品の貸し出しを行った。 

項 目 令和 6年度 

貸出件数（件） 2 

 

13 生ごみ処理機設置費補助金 (事業費 677,300 円) 

  生ごみの減量と資源化を図るため、生ごみ処理機等の設置者に対し補助金を交付した。補助件数は 32件と

なり、前年度より 11件増加した。補助金交付者に対し利用状況のアンケートを実施し、ごみの減量や衛生面の

向上等、利用による効果を伺った。アンケートの集計結果では、設置者の 56％が毎日使用している、57％が、

使用により生ごみが 7割以上減ったことなど、設置者の多くが効果を実感していることが分かった。また、臭

いや虫の発生などが少なくなった意見も挙げられた。これらを参考に今後も、生ごみ処理機等の利用推進に向

けてごみ分別説明会やフリーマーケット等で更なる PRを実施していく。 

令和 6年度 
令和4年度 

補助件数

(件) 

令和 5年度 

補助件数

(件) 
 対象機器 

補助件数

(件) 

購入台数

(台) 
購入金額(円) 

補助金額

(円) 

1 台当たり 

平均補助金額

(円) 

コンポスト容器 6 6 53,316 20,100 3,350 7 4 

ボカシ容器 1 1 4,378 2,100 2,100 4 3 

生ごみ処理機 25 25 1,497,817 655,100 26,204 14 14 

合 計 32 32 1,555,511 677,300 － 25 21 

※ 補助額 購入価格の 1／2以内、限度額：30,000 円 

 

14 古紙等資源集団回収奨励金 (事業費 446,410 円) 

  古紙等資源集団回収奨励金交付要綱により、26団体(子ども会や老人会等)が回収した古紙等 148,853 ㎏に

対して、446,410 円の奨励金(１㎏あたり 3円)を交付した｡ 

  回収量の内訳は、新聞紙 48,270 ㎏、段ボール 63,720 ㎏、雑誌 29,517 ㎏、古布 2,157 ㎏、その他(牛乳パ

ック等)5,189 ㎏である。交付団体数・回収重量・交付金額ともに令和 5年度を下回った。 

項 目 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

交付団体(団体) 33 33 31 28 26 

回収重量(kg) 175,138 205,369 237,576 198,724 148,853 

交付金(円) 525,240 615,960 712,580 596,040 446,410 
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対前年度比較事業効果内容 

ごみ減量を図るため、ホームページ、広報かんなみへ掲載し周知を行うことで、住民への意識啓発に努め

た。また、令和 4年度に作成したごみ分別便利帳を最新の情報に修正し、増刷を行った。「ごみ分別便利帳」

の窓口配付等を継続して行うことにより、町民のごみ分別やリサイクルへの更なる意識向上、ごみの分別の

徹底や資源ごみのリサイクルへ繋がった。 

また、「庁舎ごみ削減計画」「雑がみ分別図鑑」の周知をするとともに、「職員向けのごみ分別説明会」

を開催し、庁舎から出るごみの排出を抑制及びリサイクル推進の徹底を促した。 

環境問題について子どもたちの視点から考えてもらうことを目的に、環境美化啓発ポスターの製作を小中

学校へ依頼し令和 6 年度は 250 点の応募があり、優秀作品をかんなみ知恵の和館へ展示をするとともに、ポ

スターへ製本し、公共施設やスーパー等へ掲示を依頼した。 

リユース、リデュース、リサイクルを目的としたフリーマーケットを、年 2 回開催した。地球温暖化防止

対策やごみ削減についての展示を行うとともに、住民自らが家庭に眠る不用品の再利用とごみの減量、リサ

イクルの推進を行った。 

増加している事業者ごみの対策として、事業者から排出される食品廃棄物量が増加傾向にあることから、

食品ロス削減に重点を置き、今後の事業者ごみ対策の資料とするために、町内の一部大型量販店にごみ減量に

対する取り組み課題等に関するヒアリングを実施した。 

不法投棄廃棄物の回収等町内クリーン化事業として、委託による不法投棄パトロール及び回収を実施し、

山間地の環境美化の推進や看板の設置等を行い、不法投棄の防止を図った。 
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(決算書 Ｐ139～Ｐ140)                 主管課 環境衛生課(事業執行課 上下水道課) 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳 (円) 

４款 

衛生費 

２項 

清掃費 

１目 

清掃総務費 
合併処理浄化槽普及事業 

1,536,500  

(2,159,380) 

一般 1,032,500 

特定  504,000 

特定財源の内容 

 循環型社会形成推進交付金     (P28)     436,000 円  

 生活排水改善対策推進事業費補助金 (P34)      68,000 円  

 

施策の成果 

１ 合併処理浄化槽設置事業費補助金  (事業費 1,514,000 円) 

  公共下水道事業認可計画区域外及び田代地区農業集落排水事業処理区域を除く地域において、生活排水に

よる公共用水域の水質汚濁を防止するため、住宅における処理対象人員 10 人以下の合併処理浄化槽の設置

者に、補助金を交付した。 

人槽ごとの町の補助金限度額は、新設の場合 177,000 円(5 人槽)、204,000 円(6～7 人槽)、258,000 円(8

～10 人槽)、付替えの場合 221,000 円(5 人槽)、254,000 円(6～7 人槽)、322,000 円(8～10 人槽)で、8 件の

申請者に補助金を交付した。 

新設 （国交付金 1/3、県交付金 国交付金×0.108) 

付替え（国交付金 1/3、県交付金 国交付金×0.40) 

 

⑴ 建設補助金実績                              (単位：基、円) 

浄 化 槽 基数 算    式 建設補助金 

5人槽 6 （新設）177,000×5（付替え）221,000×1 1,106,000 

6～7人槽 2 （新設）204,000×1（更新※）204,000×1 408,000 

8～10 人槽 0  0 

計 8  1,514,000 

※更新（合併から合併）については、国・県交付金対象外。 

 

⑵ 合併処理浄化槽設置数                    (単位：基) 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

5人槽 3 3 5 8 6(1) 

6～7人槽 4(1) 2(1) 1(1) 1 2 

8～10 人槽 1 0 0 2 0 

計 8(1) 5(1) 6(1) 11 8(1) 

※( )は、付替え分の基数であり、内書き。 

 

対前年度比較事業効果内容 

 合併処理浄化槽の普及促進に努め、合併処理浄化槽を設置した 8 件の申請者に対して補助金を交付した。

補助金申請件数は令和 5 年度と比較して 2 件減少したが、単独浄化槽から合併処理浄化槽への付替えの申請

が 1 件あった。合併処理浄化槽の設置に係る費用の一部を補助することにより、生活排水による河川等の公

共用水域の水質汚濁の防止を図り、良好な環境保全に努めた。 
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 (決算書 Ｐ139～Ｐ142)                             主管課 環境衛生課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳 (円) 

４款 

衛生費 

２項 

清掃費 

２目 

し尿処理費 
し尿処理事業 

30,882,957  

(44,249,854) 

一般 30,872,957 

特定     10,000 

特定財源の内容 

 浄化槽清掃業許可申請手数料 (P26)     10,000 円 (5,000 円×2件) 

 

施策の成果 

１ し尿処理場運転管理補助業務委託 （事業費 7,260,000 円） 

  し尿処理場は、し尿及び浄化槽汚泥等を肥料化する施設であり、施設の運転特性と液肥の散布作業に対応

できる技術者等を適正に配置し、安定的な運転管理を図る必要があるため、補助業務を委託した。 

 

２ 液肥等分析検査 (事業費 511,500 円) 

 ⑴ 液肥(汚泥も含む)としての安全性を確認するため、放射性物質等(放射性ヨウ素、放射性セシウム 134・

137)の測定を年 2回実施し、不検出であった。(放射能物質含有量測定手数料 46,200 円) 

 ⑵ 浄化槽汚泥の搬入率が高いため、普通肥料としての成分を確認する分析検査を実施した。肥料主成分に

ついては、年 2回の検査では安定した成分であった。水銀、カドミウム等有害金属も基準値以内であり、

成分分析の結果では特に異常はなかった。また、施設周辺の臭気検査を行い、悪臭公害の発生防止及び監

視に努めた。 

  (年 2回調査、全項目基準値以下) (液状堆肥等分析検査業務委託料 465,300 円) 

 

３ 搬入量の推移                           (単位：kℓ) 

 

 

 

 

 

４ 液肥搬出量とその利用先                        (単位：kℓ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 施設維持補修工事 (事業費 9,347,800 円) 

  成熟槽内水中エアレーターと消泡機の分解整備及び予備品取り付け、電気設備等の更新を計画的に実施し、

施設の延命化を図るとともに、安定した液肥製造を図った。 

 

６ し尿処理場保有車両 

車  種 号  車 車両番号 登 録 年 

糞尿車 2.7ｔ 1 号車 沼津 88  さ 80-35 平成 6年 

糞尿車 2ｔ 2号車 沼津 800 さ 87-65 平成 16年 

糞尿車 4ｔ 3号車 沼津 88  す 26-45 平成 10年 

塵芥ダンプ車 2ｔダンプ  7 号車 沼津 44  ら 28-15 平成 10年 

 

項 目 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 
浄化槽汚泥 3,345 3,508 3,277 2,887 2,994 

生し尿 141 146 142 123 126 

合 計 3,486 3,654 3,419 3,010 3,120 

項 目 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

液

肥

利

用

先 

畑 70.40 65.80 76.60 77.70 481.00 

水 田 819.00 912.60 683.10 921.30 632.40 

果樹園 252.00 186.30 154.80 68.80 0.0 

竹 林 1,417.50 1,736.90 1,037.70 1,206.40 1,159.00 

その他 762.45 549.40 1,567.40 706.90 786.60 

合 計 3,321.35 3,451.00 3,519.60 2,981.10 3,059.00 

搬出日数 (日) 184 181 188 181 186 

延搬出台数(台) 1,409 1,503 1,445 1,203 1,353 
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対前年度比較事業効果内容 

こだま苑は、昭和 60 年に竣工し、40 年が経過しているが、施設の維持管理や設備改修を実施し、適正な

管理に努めている。令和 6 年度の修繕料及び工事費については、計画に基づき 6 箇所ある成熟槽のうち、2

箇所の水中エアレーターと消泡機の分解整備及び予備品取り付け、操作盤の改修等を実施し、施設の延命化

及び安定運転を図った。 

浄化槽汚泥に対する生し尿の割合は、ここ数年約 4％で、肥料成分も低率ではあるが安定している。 

し尿及び浄化槽汚泥等を肥料化する施設であるこだま苑の管理及び液肥散布作業等の補助を行い、施設の

安全管理を図るため、補助委託業務を実施した。 

農業用以外の液肥の利用として、広報かんなみや函南町のホームページにて処理施設の概要を周知した他、

液肥を無料で配布していることを PRするため、役場で期間限定で無償配布を行ったほか、フリーマーケット

での配布及びアンケートを実施した。 
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(決算書 Ｐ141～Ｐ142)                             主管課 環境衛生課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳 (円) 

４款 

衛生費 

２項 

清掃費 

３目 

塵芥処理費 
一般廃棄物収集事業 

81,972,174  

(78,462,275) 

一般 81,972,174 

特定      0 

 

施策の成果 

１ 燃やせるごみの収集 

 ⑴ 収集量の推移                         (単位：ｔ) 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

町収集分 7,428.84 7,117.30 7,000.23 6,678.11 6,436.79 

個人搬入分等 871.45 808.63 807.10 785.69 821.19 

事業所分 5,149.54 5,080.13 4,691.91 4,838.80 4,847.32 

合 計 13,449.83 13,006.06 12,499.24 12,302.60 12,105.30 

 

 ⑵ 月別収集量(町収集分)                           (単位：ｔ) 

  

 

 

 

 

⑶ 収集業務委託先 (事業費 39,982,800 円) 

4 月 ～ 3月 

Ａ・Ｄ・Ｅ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 

㈲仲川商事 ㈲村上商事 日本ﾄﾘｰﾄﾒﾝﾄ産業㈱ 

 

２ 燃やせないごみの収集 

 ⑴ 収集量の推移(資源ごみを含まない)                  (単位：ｔ) 

項 目 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 
町収集分 441.22 395.66 355.15 326.93 322.74 

個人搬入分等 728.62 658.67 594.72 616.79 622.22 

合 計 1,169.84 1,054.33 949.87 943.72 944.96 

 
 ⑵ 月別収集量（町収集分、資源ごみを含まない）                     (単位：ｔ) 

4 月 5月 6月 7月 8月 9月 10 月 11 月 12 月 1月 2月 3月 合 計 

26.42 29.66 27.90 21.79 24.34 25.96 26.58 30.10 31.90 25.68 28.91 23.50 322.74 

 

⑶ 不燃物資源化量                              (単位：kg) 

品 名 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

磁性物 
その他の鉄 52,880 51,100 56,590 42,750 47,360 

鉄シュレッター － 42,360 205,230 174,320 173,190 

アルミ 9,890 13,540 11,100 12,110 13,440 

小型家電 25,230 34,860 91,820 49,080 45,140 

蛍光灯・乾電池等 9,370 9,770 10,040 14,760 14,970 

合 計 97,370 151,630 374,780 293,020 294,100 

 

 ⑷ その他資源化量     (単位：個) 

品 名 令和5年度 令和6年度 

インクカートリッジ 2,579 3,120 

令和 5年 7月 1日～ 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10 月 11 月 12 月 

606.35 606.04 524.28 578.99 547.39 524.59 547.97 510.29 580.77 

1 月 2 月 3月 合 計 
 

501.96 422.24 485.92 6,436.79 
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 ⑸ 資源ごみ収集量                          (単位：kg) 

品 名 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

缶 71,850 69,710 64,620 53,850 49,610 

び ん 192,230 223,900 188,470 198,560 179,860 

 生びん 5,770 6,720 5,650 5,957 6,084 

 雑びん 186,460 217,180 182,820 192,603 173,776 

古紙 289,246 261,138 232,193 210,024 204,455 

 新聞 124,030 112,405 97,900 82,525 76,955 

 雑誌 68,645 64,010 54,260 50,545 51,615 

 和段 94,396 83,455 79,065 76,045 75,145 

牛乳パック 2,175 1,268 968 909 740 

ペットボトル 50,360 51,350 48,810 46,030 45,470 

トレイ 2,500 2,360 2,300 2,440 2,620 

廃食用油 7,920 7,340 6,650 6,400 6,380 

古布 3,130 12,100 15,860 14,265 15,995 

蛍光灯・乾電池等 13,300 12,680 12,740 11,960 12,720 

合 計 630,536 640,578 571,643 543,529 517,110 

 

 ⑹ 資源ごみ処理量                                   (単位：ｔ) 

品 名 処理量(ｔ) 
処理手数料等

金額(円) 
備 考 

雑びん 178.80 221,924 

資源ごみ再商品化委託料(対象重量×5％×10.4 円/kg(ガラ

スビン無色)、対象重量×12％×13.5 円(ガラスビン茶色)、

対象重量×8％×21.4 円(ガラスびんその他)）×1.10 

※対象重量は四半期毎 

小型家電 45.14 0 資源ごみ処理手数料(0円/kg) 

トレイ 1.09 750 
資源ごみ再商品化委託料(対象重量×1％×62 円/kg×1.10） 

※対象重量は四半期毎 

合 計 225.03 222,674  

 

 ⑺ 燃やせないごみ・資源ごみ収集業務委託先 (事業費 40,656,000 円) 

収集期間 4月 ～ 3月 

品名 缶・びん・ﾍﾟｯﾄ・ﾄﾚｲ・古紙・廃食用油・蛍光灯等 不燃ごみ 

収集者 ㈲丸萬産業 ㈲丸萬産業 

 

３ ごみ置場設置事業補助金 (事業費 300,000 円) 

  衛生的な生活環境を築く各区のごみステーションの設置費用に対し、補助金を交付した。 

対前年度比較事業効果内容 

区 分 補助率 
限度額 

(円) 

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

箇所数 
補助金 

(円) 
箇所数 

補助金 

(円) 
箇所数 

補助金 

(円) 

統合 全額 200,000 0 0 0 0 0 0 

新設 1/2 150,000 1 150,000 0 0 1 150,000 

作り直し 1/2 150,000 1 92,500 1 115,500 1 150,000 

改修 1/2 80,000 4 158,840 3 220,500 0 0 

合 計   6 401,340 4 336,000 2 300,000 
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委託車両の収集開始前の積載状況確認や事業所ごみの分別指導等により、不適切なごみの混入は減少した。 

燃やせるごみの搬入量は事業所分で約 0.2％増加、町収集分は約 3.6％減少、個人搬入分等は約 4.5％増加

し合計で 12,105.3ｔとなった。燃やせないごみの搬入量は、町収集分は約 1.3％減少し、個人搬入分等は約

0.9％増加し合計で 944.96ｔであった。 

不燃物の資源化量は、小型家電を拠点回収し 45.14ｔを資源化した。また、電球、水銀式体温計、蛍光灯、

乾電池、ライターは、14.97ｔを資源化した。これらを破砕せずに微量の水銀を含んだまま回収し処理・処分

を業務委託することにより、環境汚染の防止を図ることができた。 

地区によるごみステーションの新設や作り直しが行われた。令和 6年度は 2箇所（間宮）に、ごみ置場設

置事業補助金を支出し、町民のごみ出しの利便性と環境衛生が向上した。 
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(決算書 Ｐ141～Ｐ144)                                                 主管課 環境衛生課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳 (円) 

４款 

衛生費 

２項 

清掃費 

３目 

塵芥処理費 最終処分事業 
12,554,800  

(11,438,760) 

一般 12,554,800 

特定      0 

 

施策の成果 

１ 管理状況 

  昭和 62年 3月より供用開始し、不燃残渣の覆土や整地作業を行っている。なお、最終処分場の延命を図る

ため、焼却残渣の処分については、平成 21年度より全量リサイクル処理を行っている。 

 

２ 最終処分場搬入量等の推移(覆土量を含まない) 

項 目 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 適 用 

不燃残渣(ｔ) 173.51 158.70 11.36 12.99 16.21  

埋 立 量 

体積換算 

(㎥) 

不燃残渣 204.13 186.71 13.36 15.28 19.07 

転圧後比重 

1.00 ｔ ÷

0.85 

埋立地全体残量(㎥) 4,300.14 4,113.43 4,100.07 4,084.79 4,065.72  

 

３ 水質検査及び排水処理施設の維持管理  

 ⑴ 地下水・放流水水質分析検査業務委託 (事業費 456,500 円) 

   最終処分場維持管理規程により、地下水の水質検査については、毎月実施する自主測定に加え、請負業

者による塩素イオン及び電気伝導率の測定を年 2回、健康項目に関する測定を年 1回実施した。 

 ⑵ 汚水処理施設管理業務委託(水質試験、各種機器の運転及び監視等) (事業費 1,771,000 円) 

   汚水処理施設放流水については、毎月排水基準項目の測定をし、年に 1回環境項目測定を実施している。 

 

４ 汚水処理施設の工事 (事業費 3,531,000 円) 

⑴ 機器取替工事 (汚水処理施設 調整槽ポンプケーブル取替、中和混合槽取替、中和混合槽縦型撹拌機取

替)  

 

５ 最終処分場保有車両 ※点検業務委託(事業費 1,134,832 円) 

車  種 号  車 車両番号 登 録 年 

油圧パワーショベル 0.8 ㎥ － コマツ PC200-8N1 平成 21年 

 

対前年度比較事業効果内容  

焼却残渣資源再生処理業務委託により焼却残渣全量を焼成または溶融処理し、人工砂等に資源化している。 

令和 6 年度の埋立量は不燃残渣の 19.07 ㎥であるが、これまで資源ごみとして有償で引き取りされていた

磁性物（鉄シュレッター）が、鉄市場価格の急落に伴い逆有償となり、引取りが行われず不燃残渣として処

分場へ搬入したものを資源化するため、令和 4 年度から処理処分を業務委託したことにより、令和 3 年度ま

での埋立量と比較すると大幅に減少した。 

老朽化が進んでいる施設状況を把握し、改修・更新計画等に基づき計画的に施設の改修工事を実施し、施

設の維持管理と共に延命化を図った。 

地下水・放流水のダイオキシン類測定を実施したが、いずれも基準値以内であり異常は認められなかった。 
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(決算書 Ｐ143～Ｐ146)                             主管課 環境衛生課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳 (円) 

４款 

衛生費 

２項 

清掃費 

４目 

施設管理費 

廃棄物処理施設管理 

事業 

432,861,312  

(410,889,601) 

一般  272,937,156 

特定  159,924,156 

特定財源の内容 

 廃棄物処理手数料      (P26)      37,003,225 円  

ＰＥＴボトル等有償分寄附金 (P40)       1,241,649 円  

廃棄物処理場建設基金繰入金 (P42)      110,000,000 円  

資源ごみ売却代金      (P48)      11,306,082 円  

通信端末装置使用電気料   (P48)         7,200 円  

可燃ごみ焼却受託事業収入  (P50)         366,000 円  

施策の成果 

１ 施設稼働状況 

 ⑴ ごみ焼却場稼働状況 

年度別焼却量及び燃料消費量 

年 度 焼却量(t) 

（内東部浄化 

センター分）

(ｔ) 

(内伊豆の国市分) 

(ｔ) 

(内東河環境 

センター分) 

(ｔ) 

（内西伊豆町

分）（ｔ） 

日数

(日) 

燃料消費量

(ℓ) 

令和 2年度 15,230 3.63 313.80 － 28.22 330 22,072 

令和 3年度 15,417 3.97 247.83 － － 327 22,194 

令和 4年度 14,082 7.55 － － － 312 23,103 

令和 5年度 13,211 9.30 － － － 336 11,065 

令和 6年度 14,113 14.64 － － － 309 17,106 

 ⑵ リサイクルプラザ稼働状況 

稼働時間                             (単位:ｈ) 

年 度 空缶処理 
不燃・粗大ごみ処理 

ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ処理 
二軸 回転 

令和 2年度 192.74 92.29 404.46 324.08 

令和 3年度 187.42 232.86 758.63 267.50 

令和 4年度 177.48 201.59 1,121.03 272.01 

令和 5年度 175.23 259.32 903.36 350.29 

令和 6年度 164.75 322.92 874.67 353.41 

 ⑶ 処理物搬出量                                      (単位:㎏) 

年 度 

磁性物 

アルミ 小型家電 鉄缶 アルミ缶 
ペット 

ボトル 
トレイ 

生きびん 
(本) 

その他の

鉄 

鉄シュレッター 

令和2年度 52,880 － 9,890 25,230 35,320 33,490 42,510 1,270 - 

令和3年度 51,100 42,360 13,540 34,860 33,780 31,310 30,190 1,000 - 

令和4年度 56,590 205,230 11,100 91,820 32,110 29,430 32,610 730 - 

令和5年度 42,750 174,320 12,110 49,080 29,500 28,090 39,630 1,210 - 

令和6年度 47,360 173,190 13,440 45,140 27,070 27,000 44,650 1,090 2,120 

※生きびんは令和 6年度 3月から契約。 
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 ⑷ 資源ごみ売却代金(PET ボトル等有償分寄附金含む) 

 

⑸ 資源ごみ処理費用 

 

２ ばいじん等周辺環境調査  

 ⑴ 放射能物質含有量測定手数料 (事業費 46,200 円) 

   一般廃棄物焼却施設における放射性物質等(放射性ヨウ素、放射性セシウム 134・137)の測定を年 2回実

施し、国の基準より大幅に少ない値であり安全性が確認できた。 

 ⑵ ばいじん等及びダイオキシン分析検査委託 (事業費 2,728,000 円) 

   ダイオキシン類等分析検査業務委託により、ごみ質分析 12回、除じん排水分析２回、焼却残渣分析 12

回、焼却残渣溶出検査 1回、飛灰溶出検査 1回、ばい煙測定 1・2号炉各 6回、ばい煙内の水銀測定 1・2

号炉各 4回、焼却炉及びバグフィルター内部等での作業環境中のダイオキシン測定 2回、排ガス・ばいじ

ん・燃え殻中のダイオキシン類測定 1回を実施した。 

 

品 名 売却量 売却代等(円) 備 考 

磁性物 

(その他の鉄) 
47,360(㎏) 529,804 

有償 4月～9月(13.2 円/kg) 

10 月～3月(8.8 円/kg) 

アルミ 13,440(㎏) 739,200 
有償 4月～9月(55.0 円/kg) 

10 月～3月(55.0 円/㎏) 

鉄缶 27,070(㎏) 556,303 
有償 4月～9月(24.2 円/kg) 

10 月～3月(16.5 円/㎏) 

アルミ缶 27,000(㎏) 6,155,985 
有償 4月～9月(225.5 円/kg) 

10 月～3月(231.0 円/㎏) 

ペットボトル 28,160(㎏) 1,393,920 有償 4月～3月(49.5 円/㎏) 

新聞紙 76,955(㎏) 677,204 有償 4月～3月(8.8 円/kg) 

雑誌 51,615(㎏) 340,659 有償 4月～3月(6.6 円/kg) 

段ボール 75,145(㎏) 578,617 有償 4月～3月(7.7 円/kg) 

牛乳パック  740(㎏) 5,696 有償 4月～3月(7.7 円/㎏) 

廃食用油 6,010(ℓ) 304,106 有償 4月～3月(50.6 円/ℓ) 

古布 15,995(㎏) 17,592 有償 4月～3月(1.1 円/kg) 

生きびん 2,120(本） 6,996 有償 3月（3.3 円/本） 

小 計 11,306,082 資源ごみ売却代金(雑)で歳入した総額 

ペットボトル 16,490(㎏) 1,241,649 
有償分寄附金(再商品化合理化拠出金を含む) 

令和 6年度分(平均 75.297 円／㎏) 

売却代金等の合計 12,547,731  

品 名 処理量(㎏) 処理費用(円) 備 考 

磁性物 

(鉄シュレッター) 
173,190 475,486 

鉄シュレッター品処理・処分委託料 

4月～9月(3.3 円/kg) 10 月～3月(2.2 円/kg) 

廃プラスチック 5,640 462,792 
廃プラスチック類処理・運搬委託料 

処理 52,800 円/ｔ 運搬 82,500 円/1 回 

合計 178,830 938,278  
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 ⑶ 環境騒音調査業務委託 (事業費 286,000 円) 

   環境騒音調査業務委託により、騒音レベル測定 3地点で 1回実施した。 

 

３ ごみ焼却場運転管理業務委託 (事業費 87,595,200 円) 

  ダイオキシン対策のための 24 時間運転に対応する人員確保、有資格者・専門技術者・業務経験者の確保、

職員配置の硬直化防止のため運転管理業務を専門業者に委託し、実施した。 

⑴ 委託業者  邦英商興㈱ 

 ⑵ 業務委託料 437,999,100 円(令和 4年 12 月 1日～令和 9年 11月 30日) 5 年契約 

R04 29,221,500 円(R 4.12～R 5. 3) 

         R05 87,595,200 円(R 5. 4～R 6. 3) 

         R06 87,595,200 円(R 6. 4～R 7. 3) 

         R07 87,595,200 円(R 7. 4～R 8. 3) 

         R08 87,595,200 円(R 8. 4～R 9. 3) 

         R09 58,396,800 円(R 9. 4～R 9.11) 

４ 焼却残渣資源再生処理(処分・運搬)業務委託 (事業費 62,611,811 円) 

  焼却残渣のリサイクル及び最終処分場の延命化のため、三重中央開発㈱に焼却残渣の資源再生処理(焼成処

理、人工砂化)を委託。再生処理工場への焼却残渣の運搬を㈱しょうじ建設に委託した。 

また、リスク分散並びに災害等による搬出停止等の緊急対応として、中部リサイクル㈱に焼却残渣の資源

再生処理(溶融処理、スラグ化)を委託。再生処理工場への焼却残渣の運搬を㈱東亜環境コーポレーションに

委託した。 

 ⑴ 混合灰処分 

処分業者：三重中央開発㈱ 処分費 29,700 円/t 

運搬業者：㈱しょうじ建設 運搬費 12,100 円/t 

区 分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10 月 

混合灰処分量（t） 56.21 155.57 127.98 142.55 85.08 127.34 128.23 

運搬費（円） 680,141 2,056,274 1,374,681 1,724,855 1,199,352 1,370,930 1,551,583 

処分費（円） 1,669,437 4,620,429 3,801,006 4,233,735 2,526,876 3,781,998 3,808,431 

11 月 12 月 1月 2月 3月 合計 

114.17 113.44 98.73 114.50 83.03 1346.83 

1,381,457 1,372,624 1,367,421 1,383,151 834,174 16,296,643 

3,390,849 3,369,168 2,932,281 3,400,650 2,465,991 40,000,851 

 

⑵ 焼却灰・飛灰処分 

処分業者：中部リサイクル㈱ 処分費 58,960 円/t 

運搬業者：㈱東亜環境コーポレーション 運搬費 9,009 円/t 

区 分 1月 2月 3月 合計 

焼却灰・飛灰処分量（t） 30.92 10.65 51.33 92.90 

運搬費（円） 278,558 95,945 462,431 836,934 

処分費（円） 1,823,043 627,924 3,026,416 5,477,383 
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⑶ 年度別処理委託量                                                          (単位：t) 

区分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

焼 却 

残 渣 

焼却灰 83.86 82.17 91.87 72.87 82.61 

飛 灰 9.99 10.31 20.84 20.41 10.29 

混合灰 1,399.85 1,448.21 1,343.52 1,247.55 1346.83 

合 計 1,493.70 1,540.69 1,456.23 1,340.83 1439.73 

(内東部浄化ｾﾝﾀｰ分) 0.35  0.41 0.80 1.02 1.85 

(内東河環境センター分) － － － － － 

(内西伊豆町受託分) 3.73 － － － － 

処理委託量(t) 1,493.70 1,540.69 1,456.23 1,340.83 1439.73 

 ※ 平成 30年度から令和 3年度までの伊豆の国市の可燃ごみ焼却受託分で発生した焼却灰については、 

伊豆の国市が搬出し、処分したため、上記の表には含まない。 

 

５ 使用済み乾電池及び蛍光灯収集運搬・処理業務委託 (事業費 1,784,310 円) 

   処理・処分品目：電球(蛍光灯タイプ)・蛍光灯・水銀式体温計・乾電池 

  家庭から出た電球・蛍光灯等は、水銀回収率 100％の業者である野村興産㈱に処理・処分業務を委託した。 

  処理費用は 88円/㎏で運搬費用は 155,650 円/1 回となり 14,970kg の処理を完了した。 

 

６ 施設工事 (事業費 135,492,016 円) 

 工事の概要(契約金額が１件 130 万円以上のものを記載) 

工事名 請負業者名 契約額(円) 工事内容 

函南町ごみ焼却場 

1 号炉誘引送風機用インバ

ータ緊急工事 

平井工業㈱ 3,355,000 
1 号炉誘引送風機用インバータ

交換 

函南町ごみ焼却場 

ごみクレーンケーブル緊急

交換工事 

邦英商興㈱ 1,692,900 ごみクレーンケーブル交換 

函南町リサイクルプラザ 

不燃系アルミ選別機更新及

び破砕機外補修工事 

㈱キムラ伊豆営業所 21,780,000 

不燃系アルミ選別機更新 

竪型破砕機補修 

サイクロン・集塵ダクト補修 

函南町ごみ焼却場 

1号炉空気予熱器補修工事 
㈱キムラ伊豆営業所 46,420,000 1 号炉空気予熱器補修 

№2 雑用空気圧縮機緊急工

事 

コベルコ・エアサービス

静岡㈱ 
1,433,773 

№2 雑用空気圧縮機整備・一部

更新 

函南町ごみ焼却場 

2 号炉バグフィルター下部

外更新工事 

㈱キムラ伊豆営業所 36,000,800 

2 号炉バグフィルター下部更新 

2号炉投入ホッパーゲート更新 

2号炉バグフィルターろ布交換 

函南町ごみ焼却場 

1、2 号炉内耐火物補修外工

事 

㈱キムラ伊豆営業所 19,955,100 

1 号炉内耐火物補修 

2号炉内耐火物補修 

2号炉乾燥帯ストーカ駆動装置補修 

1、2号炉一次ガス冷却室下部補強 

2号炉再燃焼室耐火物補強 

小 計 7件 130,637,573  

小 計(上記以外の工事) 7 件 4,854,443  

合 計 14 件 135,492,016  

 ※ 施設の各設備機器の耐用年数と経年劣化状況を反映した整備計画を立て、この計画により優先順位を付

け、工事を実施した。これらの工事により安定してごみ焼却場が稼働している。 
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７ 毎月最終日曜日のごみ受入れ件数                            (単位:件) 

８ ごみ焼却場保有車両 

⑴フォークリフト・ショベルローダ点検業務委託 (事業費 561,000 円) 

⑵自動車重量税 (事業費 175,000 円) 

⑶車両一覧 

車  種 号  車 車両番号 登 録 年 

塵芥ダンプ 2ｔダンプ 5号車 伊豆 400 す 30-27 令和 6年 

塵芥ダンプ 2ｔダンプ 6号車 沼津 44  み 35-15 平成 3年 

塵芥ダンプ 2ｔダンプ 8号車 沼津 400 せ 31-41 平成 14年 

コンテナ車 4ｔコンテナ 10 号車 沼津 100 さ 19-90 平成 11年 

塵芥車 2ｔパッカー 12 号車 沼津 88  さ 88-36 平成 7年 

塵芥車 2ｔパッカー 13 号車 伊豆 800 さ 34-45 令和 5年 

フォークリフト 2,500kg － コマツ FD25T12 平成 12年 

フォークリフト 1,500kg － コマツ FD15T16 平成 12年 

ショベルローダ 1,700kg － コマツ SD25K03 平成 12年 

ショベルローダ 1,000kg － コマツ SD10T05 平成 12年 

 

対前年度比較事業効果内容  

焼却場の延命化を図るため、現在の各設備機器の耐用年数等を基に作成した整備計画と精密機能検査等の

結果等から経年劣化状況を確認しながら工事を実施している。突発的な故障等には、緊急修繕工事等で迅速

に対応し、安定してごみ焼却場が稼働している。 

資源を有効活用するため、積極的にリサイクルの推進に努めており、磁性物(その他の鉄)、アルミ、鉄缶、

アルミ缶、ペットボトル、古紙（新聞紙、雑誌、段ボール、牛乳パック）、廃食用油、古布を資源ごみとし

て売却した。磁性物(鉄シュレッター)、廃プラスチック、雑びん、トレイ、蛍光灯、電池については、逆有

償のため処理手数料を支出し資源化に努めた。小型家電については、今年度は処理費が 0円であった。 

焼却場運転管理業務委託は、令和 4年 12 月から令和 9年 11 月までの 5年間を契約期間として、ごみ焼却

場の運転特性を十分理解した運転技術者による運転管理を実施し、安定したごみ焼却業務運転管理体制を確

保している。 

安定したごみ焼却場の運転管理体制を確保するために、24時間の高温運転を実施することによりダイオキ

シンの発生を抑えている。さらにピット内で継続的にごみの攪拌を行って均一化を図り、燃焼効率を向上さ

せる運転に努めている。 

焼却残渣については、全量資源再生処理(焼成・溶融処理、人工砂化・スラグ化)することにより、最終処

分場の延命化及び焼却残渣のリサイクルを図った。 

災害廃棄物処理計画に基づき、有事の際の廃棄物の収集等に備え、車両更新を計画的に実施した。また、

令和７年３月 17日にオリックス資源循環株式会社と「処理不能事態における函南町の可燃ごみ処分に関する

協定」を締結し、町内で地震や風水害等による災害廃棄物が発生した場合やごみ焼却場の施設故障等の有事

の際の処理不能事態に備え、平時から可燃ごみ処理を依頼しバックアップ機能を計画的かつ継続的に活用し

ていく。 

 
 

 

 

 

月別 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10 月 11 月 12 月 1月 2月 3月 合 計 

件数 201 164 200 185 141 178 154 204 426 153 147 195 2,348 

※(12 月は 22日(最終日曜日)、29日(年末最終受入日)の 2日間で算定) 
R05 2,521 

R04 2,423 
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主要な施策の成果と予算執行状況報告書 

 

（一般会計） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

産 業 振 興 課 
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（決算書Ｐ147～Ｐ148）                            主管課 産業振興課 

科        目 事業名称 事 業 費(円） 財 源 内 訳(円） 

６款 

農林水産業費 

１項 

農業費 

１目 

農業委員会費 

農業委員会事務事

業 

5,941,255 

 (5,805,727) 

一般      5,834,631 

特定        106,624 

特定財源の内容 

 農業委員会交付金          （P36）       59,070円（1,465,070円の内） 

国有農地等管理処分事業事務取扱交付金（P36)             47,554円（65,000円の内） 

施策の成果 

１ 農業委員会事務事業  

  農地の適正かつ効率的な利用を図るため、利用関係を調整し、耕作者の地位の安定と農業経営の合理化、

農業生産力の増進を図り、農業の健全なる発展に寄与するため次の事業を行った。 

    農業委員及び農地利用最適化推進委員報酬 3,972,000円 

 ⑴ 会議の開催状況 

  ア 農業委員会等に関する法律第27条の規定による農業委員会総会   12回 

農地法等関係所掌事務処理件数                              (単位：件) 

農 地 法 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

第3条関係 25 21 23 38 34 

第4条関係 6 4 7 3 7 

第5条関係 22 29 28 22 21 

そ の 他 69 53 42 38 43 

計 122 107 100 101 105 

  イ 農地転用現地調査    12 回 

 ⑵ 耕作放棄地解消の推進を図るため、遊休農地の発生・解消状況に関する調査及び保全管理等の指導を実

施した。（遊休農地解消面積 10筆 8,820㎡） 

⑶ タブレット端末を用いて現地調査の効率化を図った。 

  インターネット利用料   43,560円 

ＯＡ機器使用料      15,510円 

   

２ 農業者年金事務 

  農業者年金事務の審査、手続きについて取扱うと共に、農業者年金受給権者現況届の受付事務を行った。 

また、新規加入者の推進を行った。 

⑴ 農業者年金受給者数                                (単位：件) 

内    容 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

経営移譲年金受給者 35 30 27 20 18 

農年老齢者年金受給者 42 45 44 38 31 

計 77 75 71 58 49 

 ⑵ 農業者年金新規加入者数 0件 

 

３ 国有農地等管理処分事務 

  国有農地の管理、処分及び開拓財産の管理に関する諸調査を実施し事務処理を行った。 

(桑原 計6筆 5,601㎡)  
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対前年度比較事業効果内容 

  農地転用の届出は市街化区域内 23 件、市街化調整区域内 5 件であったが、農業委員会及び農地利用最

適化推進委員の指導及び助言により適正な農地転用事務に努めた。 

  農地利用最適化推進委員の活動として、農地の利用状況と遊休農地の現地調査にタブレット端末を使

用し、調査の効率化を図った。また、県・町・JA 職員等と協力し、農地の所有者に対しての移行調査等

を実施し、農地中間管理事業を紹介し、遊休農地解消へ向けた活動を積極的に行い、遊休農地の削減に

努めた。 

  また、耕作放棄者への草刈り指導を実施し、周辺農地に対する影響の減少に努めた。 
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（決算書Ｐ147～Ｐ150）                              主管課 産業振興課 

科        目 事業名称 事 業 費（円） 財 源 内 訳(円） 

６款 

農林水産業費 

１項 

農業費 

２目 

農業総務費 
農業総務事務事業 

71,776,185 

(65,911,605) 

一般     68,662,639 

特定      3,113,546 

特定財源の内容 

 鳥獣飼養登録手数料         （P26）      3,400円 

 農業者年金業務等委託手数料     （P26）    163,700円 

農業委員会交付金          （P36）    1,406,000円（1,465,070円の内） 

国有農地等管理処分事業事務取扱交付金（P36)       17,446円（65,000円の内） 

鳥獣被害防止総合対策事業費補助金  （P36）  1,523,000円 

施策の成果 

１ 有害鳥獣捕獲事業 

  猟友会に委託し函南町全域において有害鳥獣の捕獲を行った。捕獲は銃器及びわなを使用し計47名で実

施した。 

業 務 委 託 名  有害鳥獣捕獲事業等業務委託 

業務委託期間  令和6年4月1日から令和7年3月31日まで 

業 務 委 託 料  1,062,000円  

委託契約団体  田方猟友会函南分会  

委託契約内容  有害鳥獣捕獲事業、有害鳥獣による被害地域の巡視及び未然防止指導 等 

捕獲実績の推移                 （単位：頭・羽） 

   年度 

鳥獣名 
令和4年度 令和5年度  令和6年度  

イノシシ 77 188 188 

シカ 57 56 48 

カラス 124 96 69 

ハクビシン 20 36 24 

アナグマ 6 13 3 

タヌキ 7 22 4 

 

２ 函南町鳥獣被害防止総合対策事業費補助金（経費の10分の10以内） 1,523,000円 

 ⑴ 国の鳥獣被害防止総合対策交付金実施要領に基づき、鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業を実施する函

南町有害鳥獣被害防止対策協議会に補助金を交付し、令和6年3月から令和7年2月までに捕獲した有害鳥獣

分を田方猟友会函南分会員に支払った。（1,513,000円） 

補助金対象捕獲頭数                             （捕獲単位：頭・羽） 

捕獲区域 
捕獲 

種別 
捕獲方法 鳥獣名 

捕獲数 

（補助対象） 
捕獲単価 支払金額 

函南町 

全 域 
捕獲 銃器及びわな 

イノシシ 成獣 

イノシシ 幼獣 

ニホンジカ 成獣 

ニホンジカ 幼獣 

カラス 

ハクビシン 

アナグマ 

タヌキ 

163  

 13  

42 

4 

85  

28  

     3 

13 

7,000円 

1,000円 

7,000円 

1,000円 

200円 

1,000円 

1,000円 

1,000円 

1,141,000円 

 13,000円 

294,000円 

4,000円 

17,000円 

28,000円 

3,000円 

13,000円 

― ― ― 1,513,000円 
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⑵ 国の鳥獣被害防止総合対策交付金実施要領に基づき鳥獣被害防止対策推進事業(鳥獣被害対策研修会)を

実施する函南町有害鳥獣被害防止対策協議会に対し、補助金を交付した。(10,000円） 

 

⑶ 函南町鳥獣被害防止計画に基づく鳥獣被害防止策を効果的に実施するため、函南町鳥獣被害対策実施隊 

設置要綱に基づき、「函南町鳥獣被害対策実施隊」を役場職員で構成し、鳥獣被害防止パトロールを実 

施した。 

   パトロール実施回数 ４回 

   パトロール実施場所  上沢、桑原２箇所、大竹地区、 

   パ ト ロ ー ル 内 容  電気柵設置状況確認 

   

３ 函南町有害鳥獣防除柵等設置事業費補助金（経費の2分の1以内 100,000円/件を限度） 918,000円 

  有害鳥獣による農作物又は家畜の被害を防止するため、有害鳥獣防除柵等を設置する農業者17人に補助金

を交付した。 

設備の種類 申請者数 設置面積 事業費 補助金額 

電気柵  16人 30,802㎡  1,667,903円   828,000円 

忌避装置   1人    700㎡    181,500円    90,000円 

―  17人 31,502㎡  1,849,403円   918,000円 

 

 

対前年度比較事業効果内容 

 有害鳥獣（イノシシ・シカ等）の出没エリアが人里に近づいている傾向にあり、目撃情報や苦情が多

く寄せられている。このため、農家からの被害申告に基づき実態を速やかに把握し、猟友会員へ迅速に

捕獲許可を出し、猟友会に捕獲の実施及び現地確認、パトロール実施を依頼した。 

また、鳥獣被害を防止する取り組みとして、産業振興課職員において組織される函南町鳥獣被害対策

実施隊による防除柵の見回り等を実施した。鳥獣被害防止対策協議会では、畑毛地区において鳥獣被害

対策研修会を開催し、農業への被害防止方法の周知啓発を行った。 

有害鳥獣からの農作物被害対策として、有害鳥獣防除柵等の設置費用の補助を行い、17件（31,502

㎡）の設置者に対して補助を行い、農地への被害を未然に防ぐことができた。 
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（決算書Ｐ149～Ｐ150）                            主管課 産業振興課 

科        目 事業名称 事 業 費（円） 財 源 内 訳(円） 

６款  

農林水産業費 

１項 

農業費 

３目 

農業振興費 
農業振興事業   

5,408,252 

(5,099,644) 

一般      4,950,452 

特定        457,800 

特定財源の内容 

 環境保全型農業直接支援事業費補助金（P36）    457,800円 

施策の成果 

１ 農業関係団体への負担金 

  静岡県農業共済組合、静岡県農業用廃プラスチック適正処理推進委員会に負担金を支出し、農業経営の安

定と農業生産力の向上に努めた。 

静岡県農業用廃プラスチック適正処理推進委員会会費    5,000円 

静岡県農業共済組合事務費負担金           1,389,000円    

 

２ 農業後継者の育成事業補助  500,000円 

  函南町中核農業者協議会育成事業費補助金（1/2 以内） 

中核農業者の育成と資質向上を促進し、地域農業の担い手としての確立を図るため、協議会に補助金を交

付した。（中核農業者協議会会員 48人） 

     ［総事業費 1,142,903円  補助対象事業費 1,019,593円  補助額 500,000円］ 

 

３ 函南町農業振興事業費補助金  2,000,000円 

⑴ 農業体質強化推進事業  300,000円 

  ア 函南西瓜のブランド力をさらに高め秀品率向上を目的とした比較調査を実施した函南西瓜組合に補助

金を交付した。（1/2 以内 150,000円を限度） 

     ［総事業費  548,400円  補助対象事業費  548,400円  補助額  150,000円］ 

  イ イチゴの収量増加を目指し、イチゴ環境モニタリング導入に伴う実証試験を実施した三島函南苺委員

会（函南町分）に補助金を交付した。（1/2 以内 150,000円を限度） 

［総事業費 2,627,944円  補助対象事業費 2,627,944円  補助額  150,000円］ 

 ⑵ 農業まつり事業  200,000円 

   地域住民との交流の機会の場を設け、消費者と生産者との交流を深め、農業に対する理解を深めるとと

もに、地域農政の活性化と農業振興を図るために12月8日に三島市長伏公園において農業まつりを実施し

た富士伊豆農業協同組合に補助金を交付した。（定額 200,000円） 

［総事業費 5,318,783円  補助対象事業費 5,318,783円  補助額  200,000円］ 

⑶ 農業用廃プラスチック適正処理事業   500,000円 

   農業用廃プラスチック（ビニ－ル・マルチ・飼料袋）類の処理について、従来の焼却、埋め立て処分か

ら脱却し、マニフェスト制度に基づき、農家から回収した廃プラスチック類を廃棄物処理業者による運

搬、洗浄、選別等の後、資源として再活用を図るための活動に資するため、富士伊豆農業協同組合に補

助金を交付した。 処理量 23,169㎏ 

   農業用廃プラスチック適正処理事業補助金 （1/4 以内 500,000円を限度） 

      ［総事業費  2,166,302円 補助対象事業費  2,166,302円 補助額  500,000円］ 

⑷ 環境保全型農業推進事業  1,000,000円 

   富士伊豆農業協同組合が農家に対して交付した環境保全型資材及び有機質肥料等の使用普及のための補

助に要する経費に対し、補助金を交付した。 (1/2以内) 

[総事業費 5,001,770円 補助対象事業費 5,001,770円 補助額 1,000,000円] 
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４ 環境保全型農業直接支援対策事業費補助金  610,400円  

  地球温暖化防止、生物多様性保全等に効果の高い営農活動に取り組む農業者等を補助金により支援した。 

  対象農業者は2件で 610,400円の補助金を交付した。補助金の内訳は、国が2分の1、県が4分の1、町が4分 

の1である。 [補助額 457,800円] 

  378a×1,400円/a＋51a×1,200円/a＋50a×400円/a＝ 610,400円（国・県費を含む補助金） 

 

５ 函南町農業推進協議会事業交付金 874,760円（内 補助金872,820円  事務費1,940円） 

  函南町農業推進協議会に交付金を交付し、協議会を通じて地域農業再生事業を実施した。 

  ⑴ 蕎麦種子配布事業 

   耕作放棄地の発生防止や初期段階での解消のため、蕎麦種子を無償配布し、計 14,489㎡に作付けを行

った。配布種子28袋(1㎏／袋)、配布数7件 35,420円 

 ⑵ レンゲ種子配付事業 

   農地の地力増進を図るため、レンゲ種子を無償配付し、計 26,600㎡にレンゲ播種を行った。 

   配布種子60㎏、配布地区数9地区 99,000円 

 ⑶ 水田消毒補助事業 

   部農会が行う水田一斉消毒事業に対して補助金を交付した。約 620,300㎡で水田の消毒が実施された。 

   7部農会  588,000円 

  ⑷ 水田防除農薬配付事業 

   部農会にジャンボタニシ駆除農薬を無償配布し、計 98,177㎡でジャンボタニシ対策が実施された。 

      6部農会  150,400円 

                   

 

対前年度比較事業効果内容 

 経営所得安定対策交付金の申請を13件国へ提出し、高収益作物等への転作を行っている農業者等への

サポートを行った。また、令和6年度は新たに畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）の申請を行った。 

 地域ブランドになった農作物の生産性、収益性の向上を図るため、函南西瓜組合では秀品率向上を目

的とした比較調査を行い、三島函南苺委員会では、イチゴ環境モニタリング導入に伴う実証試験を実施

し、収量の増加を図った。 

 富士伊豆農協が実施する農業まつりに対し補助金を交付した。地産地消や食育等を通じ、農業、農協

の役割を周知することで地域農政の活性化が図られた。 

農業用廃プラスチック類の処理に対して補助金を交付し、廃棄物処理業者によって適正に処理するこ

とにより、資源としての再活用や環境改善が図られた。 

農家が富士伊豆農業協同組合で購入した環境保全型資材及び有機質肥料等の経費に対して補助金を交

付することにより使用普及が図られた。 

 環境保全型農業直接支援事業費補助金を交付し、地球温暖化防止、生物多様性保全に効果の高い営農

活動に取組む農業者を支援した。令和6年度は前年度より申請件数が1件増加した。 
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(決算書Ｐ149～Ｐ152）                            主管課 産業振興課 

科        目 事業名称 事 業 費（円） 財 源 内 訳(円） 

６款 

農林水産業費 

１項 

農業費 

３目 

農業振興費 

地域農政推進対

策事業 

11,430,648 

（24,652,550） 

一般      7,285,204 

特定     4,145,444 

特定財源の内容 

農業経営基盤強化資金利子助成事業費補助金   （P36)       76,444円 

農業次世代人材投資事業費補助金        （P36）    2,100,000円 

経営所得安定対策等推進事業費補助金            （P36）     998,000円 

企業版ふるさと納税寄附金（農業振興）     （P42）     100,000円 

農地中間管理事業業務委託料           （P48）     971,000円 

施策の成果 

１ 経営所得安定対策推進事業 1,148,952円（県 998,000円） 

  農業者が経営所得安定対策を活用するために、国の補助金を活用して会計年度任用職員を任用し、制度の

案内や申請の取りまとめ、現地確認等を実施した。 

    会計年度任用職員報酬1人  1,792,518円の内、1,658,748円の1/2以内  （対象経費 829,374円） 

  会計年度任用職員期末手当   347,287円の1/2以内           （対象経費 173,643円） 

  会計年度任用職員勤勉手当   291,873円の1/2以内                    （対象経費 145,935円） 

 

２ 農地利用集積事業 990,126円（公社 971,000円） 

  農地の荒廃を防ぎ、担い手への農地集積を推進した。関係事務については静岡県農業振興公社からの委託

料を活用し、会計年度任用職員を任用し実施した。 

  農地中間管理事業による利用権設定 73筆 約11.1ha 

    会計年度任用職員報酬1人  1,792,518円の内、中間管理に係る報酬額（対象経費 647,855円） 

  その他人件費の内、中間管理に係る費用              （対象経費 342,271円） 

 

３ 地域計画策定事業 

  地域での話し合いにより、目指すべき将来の農地利用の姿を明確化する地域計画を9地区で策定した。計

画策定のため、昨年度に引き続き農地所有者の意向調査を実施し現状地図を作成し、10年後の農地利用の状

況を示した目標地図を作成した。 

  函南町地域計画(農地利用)策定に伴う目標地図作成業務委託  1,760,000円 

委託業者 株式会社フジヤマ 沼津支店 

履行期間 令和6年8月9日から令和7年3月14日まで 

   

４ 農業振興地域整備計画基礎調査 

  函南町の農業振興地域整備計画について、令和7年度の定期変更に向けて基礎資料の作成を行った。  

  農業振興地域整備計画基礎調査業務委託 3,685,000円 

委託業者 株式会社フジヤマ 沼津支店 

履行期間 令和6年5月27日から令和7年3月14日まで 

 

５ 函南町農業経営基盤強化資金利子助成金（県1/2  76,444円）   

  経営感覚に優れた効率的かつ安定的な農業経営体を育成するため、金融機関から農業経営基盤強化資金の 

貸付けを受けた農業者に対し利子助成を実施した。  3口 152,890円 

  

 

 

276



 

６ 農業次世代人材投資事業費補助金（県10/10  2,100,000円）  

青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、経営の不安定な就農初期段階の青年就農者に資金を交 

付した。（交付対象者 2人） 

  令和6年度分 1,500,000円（前期 2名分） 600,000円（後期 1名分）  2,100,000円 

         （※うち1名は前期で交付終了） 

 

７ 荒廃農地再生・集積促進事業費補助金（県1/2 961,700円、町1/2 961,700円） 

  [総事業費 2,021,247円 補助対象事業費 1,923,400円 補助額 961,700円］ 

荒廃農地の再生を通じた農地集積による経営規模拡大を促進するため、事業対象農地において荒廃農地再

生・集積促進事業を行う農業者等に対し、予算の範囲内において、補助金を交付した。 

 荒廃農地再生面積 7,285㎡（交付対象者2人） 

地区名 筆数 面積 導入作物 事業メニュー 

丹那 3筆 4,135㎡ 水稲 再生作業 

丹那 3筆 3,150㎡ 水稲 再生事業 

 

 

対前年度比較事業効果内容 

   農業経営者の安定化を促進するために、農業経営基盤強化資金の貸付を受けた農業者に対し利子の助

成を行い、農業経営の健全な育成に努めた。 

新規就農者の定着を図るため、就農初期段階の青年就農者に対し資金を交付し、農業経営の安定化に

努めた。 

荒廃農地再生・集積促進事業により再生された荒廃農地は前年度に比べ 1,881 ㎡増加した。また、農

地中間管理事業による利用権設定面積は前年度に比べ約 3.5ha 増加した。このことにより農地集積によ

る経営規模拡大を進めることができた。 

  農業経営基盤強化促進法により作成が義務づけられた地域計画策定について、令和7年3月に策定し

公告を行った。 

  農業振興地域整備計画については、総合的に農業の振興をするべき地域を明らかにし、土地の有効利

用と農業の近代化のための施策を総合的かつ計画的に推進するために法に基づき、5 年ごとに計画の定期

変更を実施している。当町では令和 7 年度に定期変更を控えていることから、基礎資料の作成や農振農

用地の編入・除外候補地の洗い出しを行い、円滑な定期変更の手続きに備えることができた。 
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（決算書Ｐ151～Ｐ152）                            主管課 産業振興課 

科        目 事業名称 事 業 費（円） 財 源 内 訳(円） 

６款 

農林水産業費 

１項 

農業費 

４目 

畜産業費 
畜産振興事業 

4,799,500 

（14,106,500） 

一般     4,799,500 

特定            0 

施策の成果 

１ 函南町畜産関係事業費補助金  3,602,500円 

⑴ 畜産共進会事業（1/2 以内 200,000円を限度）200,000円 

畜産の振興と向上を図るため畜産共進会への補助を行い、各畜産共進会へ参加出品し、県畜産共進会

では、未経産牛の2部門で最優秀賞を受賞した。 

   ［総事業費 688,613円  補助対象事業費 688,613円  補助額  200,000円］ 

共進会名 期日 会場 出品頭数 

第99回函南町畜産共進会 10月19日 酪農王国オラッチェ 17頭 

第98回静岡県畜産共進会 11月14日 三嶋常設家畜市場東部畜産センター (37頭のうち)12頭 

⑵ 雌雄判別精液導入事業 （雌雄判別精液1本当たり1,500円を限度）214,500円 

   雌雄判別精液を利用することにより、確実に雌牛を生産させることが可能となり、酪農家の経営支援を 

図った。 

   富士伊豆農協 購入本数  13本×1,500円/本 ＝  19,500円 

    ［総事業費   133,650円 補助対象事業費   133,650円  補助額  19,500円］ 

   函南東部農協 購入本数 130本×1,500円/本 ＝ 195,000円 

    ［総事業費  862,400円 補助対象事業費  862,400円  補助額 195,000円］ 

⑶ 肉用素牛導入事業 （1頭当たり10,000円を限度）650,000円 

   肉用素牛導入に係る費用の一部を補助し、肉牛農家経営の安定を図った。 

   富士伊豆農協 120頭（1頭当たり5,000円） 

    ［総事業費 47,520,000円  補助対象事業費 47,520,000円 補助額 600,000円］ 

   函南東部農協  10頭（1頭当たり5,000円） 

［総事業費  1,521,000円 補助対象事業費  1,521,000円 補助額 50,000円］ 

⑷ 畜産ヘルパー利用事業 （1/2以内 100,000円を限度）200,000円 

   両農協のヘルパー利用組合等が行うヘルパー派遣事業により、町内酪農家が安定した休暇取得を行った。 

   富士伊豆農協 

［総事業費16,940,734円  補助対象事業費16,940,734円  補助額 100,000円］ 

   函南東部農協  

［総事業費    202,887円  補助対象事業費   202,887円  補助額 100,000円］ 

⑸ 家畜防疫関連事業 （1/2以内）945,000円 

家畜の疾病を予防し畜産経営の安定を図るために、予防接種費用の1/2を畜産農家に対し、補助金を交 

付した。 農家戸数 7戸 

    ［総事業費 1,896,984円  補助対象事業費  1,896,984円  補助額 945,000円］ 

⑹ 優良牛導入事業 （1頭当たり100,000円を限度）500,000円 

   乳牛の優良家畜の導入により、酪農家の経営支援を図るために1頭当たり100,000円の補助金を交付し 

た。（函南東部農協 5頭）500,000円 

    ［総事業費 2,226,000円 補助対象事業費  2,226,000円  補助額 500,000円］ 

⑺ 函南町死亡獣畜処理事業費補助金 （1頭当たり 23,500円） 893,000円 

   化製場等に関する法律等に基づいて、死亡獣畜を適正に処理するため、処理経費の一部を畜産農家に 

補助した。 

死亡獣畜処理事業費補助金 893,000円 処理頭数38頭 
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 対前年度比較事業効果内容 

  死亡獣畜処理事業、雌雄判別精液導入事業、畜産ヘルパー利用事業、家畜防疫関連事業など様々な事

業を実施し、酪農経営に対する支援を行うことにより、酪農家の経費負担の軽減に努めた。 

  なお、家畜防疫関連事業費補助金の活用により、家畜の疾病を予防することができ、病気などによる

死亡が減少したため、畜産経営の安定を図ることができた。 

町では、より能力の高い乳牛の改良成果の検証と畜産経営の安定化を推進するため、毎年、畜産共進

会が開催されており、令和5年度より令和7年度に迎える第100回を見据え、一般客向けに牛乳消費PRを兼

ねた消費促進イベントを行っており、主催である畜産連合会へ補助を行うことで、多くの来場者に対し

て丹那牛乳の魅力を伝え、牛乳消費の促進の一助となった。 
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決算書Ｐ151～Ｐ152）                            主管課 産業振興課 

科        目 事業名称 事 業 費（円） 財 源 内 訳(円） 

６款 

農林水産業費 

１項 

農業費 

５目 

農 地 費 
県単土地改良事業 

19,570,477 

(8,132,479) 

一般     3,160,477 

特定   16,410,000 

特定財源の内容 

  伊豆の国市・函南町共同道路整備事業負担金（P22）   1,210,000円 

団体営ため池等整備事業費補助金          （P36）  15,200,000円 

施策の成果 

１ 市町境における道路整備事業 

  函南町新田地区と伊豆の国市長崎地区を跨ぐ道路整備について、伊豆の国市と共同で概略設計を行った。 

  町道肥田新田52号線外道路概略設計業務委託 2,420,000円 

  （財源内訳 一般財源 1,210,000円 伊豆の国市費 1,210,000円） 

内 容 等 請負業者 金 額  期  間 

道路レベル調整、既存道路

への擦りつけ方法 等 
株式会社フジヤマ 沼津支店 2,420,000円 

令和6年6月25日から 

令和7年1月24日まで 

 

共同事業に係る協定書 

協定相手 協定書内容 協定日 

伊豆の国市 
市町境(新田地内・伊豆の国市原木地内)における 

道路整備事業に係る概略設計の共同事業の負担割合 
令和6年5月17日 

 

２ 団体営ため池等整備事業 

緊急防災工事計画に基づき、牧場池の豪雨耐性確保と老朽化対策のため、牧場池改修工事を団体営ため池

等整備事業費補助金を活用し実施した。 

  牧場池改修工事  16,588,000円 

  （財源内訳 国費 8,800,000円 県費 6,400,000円、一般財源 1,388,000円） 

内 容 等 請負業者 金 額  期  間 

護岸整備工 

水路改修工 
有限会社 大塚土木 16,588,000円 令和6年10月24日から令和7年3月27日まで 

 

 

対前年度比較事業効果内容 

 新田地区の新設道路を整備するため、伊豆の国市と協定を締結し共同で事業を実施した。業務委託成

果や地元説明会の開催により、新設道路の高さや排水方法についての方針を決定した。 

丹那・畑地区における用水の取水源である牧場池は、緊急防災工事計画に基づき令和8年度までに豪雨

耐性の不足及び老朽化による堤体等の整備事業を行っており、令和6年度は護岸整備及び水路補修を行っ

た。これにより、浸食が進んでいた護岸や漏水が懸念されていた水路の改修を行うことができた。 
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（決算書Ｐ151～Ｐ154）                            主管課 産業振興課 

科        目 事業名称 事 業 費（円） 財 源 内 訳（円） 

６款 

農林水産業費 

１項 

農業費 

５目 

農 地 費 
町営土地改良事業 

8,731,508 

(16,621,795) 

一般      8,731,508 

特定          0 

施策の成果 

１ 農免農道など適正な利用を図るため、次の事業を実施した。 1,111,000円 

  農免農道三島函南線草刈業務委託   682,000円  施行業者  有限会社 大塚土木 

  軽井沢池草刈業務委託        429,000円  施行業者  有限会社 大塚土木 

 

２ 農免農道の土砂撤去、倒木処理等の維持補修を実施し、利用者の安全確保や機能保全を図った。 

農道維持修繕工事（農免農道三島函南線）         4件 1,016,950円 

 

３ 原材料支給（1箇所の事業費が500,000円以下）         833,338円 

  農業の振興を図るため、農業用施設の改良及び補修を行う区及び部農会等(丹那区外2件)からの申請に対

し、原材料を支給した。 

⑴ 農道整備      303,600円（生コンクリート 10㎥）  丹那区 

⑵ 農道補修整備     75,680円（再生砕石 16㎥） 新田土木用水組合 

⑶ 農業用水路改修   454,058円（ポリエチレン波付管 4.0ｍ×5本、継手4個） 畑区 

 

４ 函南町単独土地改良事業補助金              2,835,000円 

  小規模な農業用施設などの改良を図るため、農業用施設改良事業を行う区及び用水組合等(仁田用水組合

外7件)に対し補助を行った。 

総事業費 補助率(1件当たり) 補助金額 

5,679,115円 
事業費の50％以内 

限度額2,000,000円 
2,835,000円 

  事業内容：揚水ポンプ(補機)修繕整備工事、農業用水路補修工事、用水ポンプ制御盤修繕工事 ほか 

 

５ 田んぼダム事業 

流域治水プロジェクトに位置付けられている田んぼダム事業について、丹那・畑地区の水田2.0haで導入

の実証実験を実施した。 

田んぼダム堰板作成費   16,720円 

 

 

対前年度比較事業効果内容 

 農免農道の草刈り及び側溝土砂の撤去等の業務を実施し、利用者の通行に支障とならないよう安全な

維持管理に努めた。 

 区や部農会に地域住民の農作業用道路等を維持・補修する際に使用する原材料（砕石・生コンクリ－

ト等）を現物支給し、機能保全や安全確保を図った。 

 地区用水組合等で施工する小規模な農業用施設等の改良事業に対し補助金を交付し、用水路の補修や

揚水ポンプ点検整備を実施することで、農業用施設を適切に稼動ができ、土地改良事業の促進を図るこ

とができた。 

狩野川流域治水事業の浸水被害軽減対策として、田んぼダムの実証実験面積を増やし、大雨時の雨水

貯留効果や調整効果を検証し、下流域の湛水被害リスクを低減する取り組みを行うことができた。 

281



 

（決算書Ｐ153～Ｐ156）                            主管課 産業振興課 

科        目 事業名称 事 業 費（円） 財 源 内 訳(円) 

６款 

農林水産業費 

１項 

農業費 

５目 

農 地 費 
排水機場管理事業 

79,732,573 

(84,479,969) 

一般    38,816,266 

特定   40,916,307 

特定財源の内容 

 稲妻排水機場維持管理負担金（P22）         646,307円 伊豆の国市 

                         （4,308,716円×負担割合15％）  

 地震・津波対策等減災交付金（P36）         770,000円 

 緊急防災・減災事業債   （P52）        36,900,000円 

 緊急自然災害防止対策事業債（P52）        2,600,000円 

施策の成果 

１ 排水機場の維持管理及び運転 

  各排水機場の維持管理を実施し、大雨等の降雨時にはポンプを運転し内水排除を行った。 

⑴ 機場操作等 機場及びポンプ場操作員35人（6人体制×5機場＋5人体制×1ポンプ場） 

   出動回数11回（5月28日～29日、6月18日～19日、6月21日、6月28日、6月29日、8月20日、8月29日、 

8月29日～30日、8月30日～31日、8月31日～9月1日、11月2日～3日） 

        機場名 

月日 

新  田 

排水機場 

塚  本 

排水機場 

落  合 

排水機場 

畑  毛 

排水機場 

稲  妻 

排水機場 

畑毛川島排水 

ポンプ場 

5月28日 

5月29日 

大 雨 

出 動 

退 去 
(28日)23:30 

(29日)5:00 
※ポンプ稼働 

(29日)0:50 

(29日) 4:30 
※ポンプ稼働 

 
(28日)21:35 

(29日)3:40 
※ポンプ稼働 

  

6月18日 

6月19日 

大 雨 

出 動 

退 去 
(18日)12:15 

(19日)3:10 
※ポンプ稼働 

(18日)11:00 

(19日)1:00 
※ポンプ稼働 

(18日)13:00 

(19日) 1:00 
※ポンプ稼働 

(18日)9:30 

(19日) 6:00 
※ポンプ稼働 

(18日)13:40 

(18日)23:00 
※ポンプ稼働 

(18日)10:40 

(19日) 6:00 
※ポンプ稼働 

6月21日 

大 雨 

出 動 

退 去 
   

12:33 

14:33 
  

6月28日 

大 雨 

出 動 

退 去  
12:00 

15:00 

 11:04 

16:10 
※ポンプ稼働 

 12:30 

15:40 
※ポンプ稼働 

6月29日 

大 雨 

出 動 

退 去 

1:30 

7:55 

※ポンプ稼働 

2:00 

7:00 

2:00 

5:00 

0:00 

3:30 

※ポンプ稼働 

  

8月20日 

大 雨 

出 動 

退 去 
 3:00 

4:20 
    

8月29日 

大 雨 

出 動 

退 去 
   

14:30 

15:50 
  

8月29日 

8月30日 

大 雨 

出 動 

退 去 

(30日)3:00 

(30日)6:30 

(30日)4:30 

(30日)7:00 

 (29日)17:15 

(30日) 9:00
※ポンプ稼動 

 (30日) 2:15 

(30日) 8:15 
※ポンプ稼働 

8月30日 

8月31日 

大 雨 

出 動 

退 去 
(30日)13:00 

(31日)6:30
※ポンプ稼動 

(30日)13:00 

(30日)23:15
※ポンプ稼動 

(30日)13:30 

(30日)23:00
※ポンプ稼働 

(30日)11:00 

(31日) 9:30
※ポンプ稼動 

(30日)14:00 

(30日)20:00
※ポンプ稼働 

(30日)12:00 

(31日) 8:40 
※ポンプ稼働 

8月31日 

9月1日 

大 雨 

出 動 

退 去 

 

出 動 

退 去 

(31日)19:00 

(1日) 2:30 
※ポンプ稼働 

(1日)11:00 

(1日)13:20
※ポンプ稼働 

(31日)19:00 

(1日) 0:00 

 

(1日) 7:30 

(1日)11:40 

(31日)19:00 

(31日)21:00
※ポンプ稼働 

(31日)16:10 

(1日)14:00
※ポンプ稼働 

 

(31日)16:55 

(1日)  8:30 
※ポンプ稼働 

(1日) 9:50 

(1日)13:10 
※ポンプ稼働 
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        機場名 

月日 

新  田 

排水機場 

塚  本 

排水機場 

落  合 

排水機場 

畑  毛 

排水機場 

稲  妻 

排水機場 

畑毛川島排水 

ポンプ場 

11月2日 

11月3日 

大 雨 

出 動 

退 去 

(2日)19:50 

(2日)22:00 

(2日)19:30 

(3日)23:00 

(2日)20:00 

(2日)21:30 
(2日)19:30 

(3日) 0:30
※ポンプ稼働 

 
(2日)19:50 

(3日) 0:10 
※ポンプ稼働 

なお、畑毛川島排水ポンプ場についてはポンプ稼動の開始及び終了時刻、日時のみの表示は待機を表す。 

 

⑵ 施設維持管理費 各排水機場の光熱水費のうち 電気料9,326,915円 を支出した。 

                                           (単位：円) 

   機場名

年度 

新  田 

排水機場 

塚  本 

排水機場 

落  合 

排水機場 

畑  毛 

排水機場 

稲  妻 

排水機場 

畑毛川島

排水 

ポンプ場 

合 計 

R03 1,714,515 965,454 1,728,225 1,710,367 871,136 326,287 7,315,984 

R04 1,905,649 1,075,956 1,753,907 1,881,004 953,011 326,232 7,895,759 

R05 2,017,424 1,124,190 1,749,454 2,002,700 839,031 328,773 8,061,572 

R06 2,144,378 1,298,349 2,340,796 2,310,707 881,743 350,942 9,326,915 

   電気料以外の経常経費は、消耗品費 16,700円、燃料費 59,543円、光熱水費（水道） 272,100円、通信

運搬費 418,443円、手数料 319,914円、賠償補償保険料 235,850円、テレビ受信料 56,550円で計

1,706,015円を支出した。 

 

⑶ 各機場の維持管理に係る設備修繕等工事を実施し、2,638,474円を支出した。 

                             (単位：円) 

機 場 名 内 容 金 額 

落合排水機場 残土処分・伐採木処理 208,670 

塚本排水機場 ブロア補修工事 70,400 

畑毛排水機場 堆積土砂等撤去 447,150 

塚本排水機場 支障木撤去 299,420 

各排水機場 堆積土砂等撤去 213,950 

畑毛排水機場 屋外照明修繕 116,174 

畑毛排水機場 非常用発電設備部品交換 294,800 

新田排水機場 自動通報装置設定 105,600 

各排水機場 除塵機ゴミ等撤去 136,510 

稲妻排水機場 堆積土砂等撤去 291,500 

塚本排水機場 堆積土砂等撤去 282,700 

新田排水機場 UPSバッテリー交換 171,600 

合 計 2,638,474 
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 ⑷ 各機場の施設の概略 

機場名 
口径

（㎜） 

台

数 
型  式 

排水量 

（㎥／s） 

総排水量 

（㎥／s） 
設置年月 

非常用

発電機 

新田排水機場 

   800 

   700 

   600 

2 

1 

2 

立 軸 斜 流 

立 軸 斜 流 

横 軸 水 中 軸 流 ポ ン プ 

1.33×2台= 2.7 

1.00×1台= 1.0 

0.82×2台＝1.6 

 

      5.3 

H30.6 

H03.3 

H30.5 

有 

塚本排水機場    800 2 横 軸 斜 流 1.23×2台= 2.5       2.5 S53.6 有 

落合排水機場   1500 2 横 軸 斜 流 4.42×2台= 8.8       8.8 S55.3 有 

畑毛排水機場 

  1000 

   700 

  1200 

1 

1 

1 

横 軸 斜 流 

横 軸 斜 流 

立 軸 斜 流 

2.30×1台= 2.3 

1.10×1台= 1.1 

3.00×1台= 3.0 

 

      6.4 
S57.3 

S57.3 

H18.3 

 

有 

 

稲妻排水機場   1200 2 立 軸 斜 流 2.80×2台= 5.6       5.6 H10.3 有 

畑毛川島排水 

ポンプ場 

   600 1 横軸水中モーターポンプ 0.58×1台= 0.6 

 

     0.6 H17.3 無 

 

 ⑸ 機能維持のため、電気機械施設点検等の業務委託を実施した。       15,336,184円 

  ア 排水機場自家用電気工作物保安管理業務委託（5機場）          1,298,809円 

  イ 排水機場管理業務委託（5機場1ポンプ場）                2,366,375円 

  ウ 排水機場電気設備点検業務委託（落合排水機場・畑毛川島ポンプ場）   5,621,000円 

  エ 排水機場等ポンプ設備点検業務委託（畑毛・稲妻排水機場）        6,050,000円 

 

２ 排水機場の改修・整備 48,693,500円（排水機場改修事業負担金） 

 ⑴ 排水機場の遠隔化整備 

 県営農業用施設等災害管理対策事業「排水機場東部地区」により、排水機場の遠隔化のための実施設

計を行い、町は建設負担金を支出した。また、国庫補助対象外である塚本排水機場については同事業の

中で実施設計に係る費用を町が全額支出した。 

ア 建設負担金 

[落合排水機場、新田排水機場、稲妻排水機場、畑毛排水機場]   2,686,500円 

  (国負担50％、県負担35％、函南町負担15％)  

イ 建設負担金 

[塚本排水機場]                        2,810,000円 

  (函南町負担100％ 緊急自然災害防止対策事業債2,600,000円を充当) 

  ⑵ 新田排水機場非常用発電機設置  

   県営農業用施設等災害管理対策事業「新田排水機場保全災管地区」により、新田排水機場に非常用発電

機の整備を行い、町は建設負担金を支出した。ポンプ5台を同時に運転可能な容量を確保するために、町

営で設置したポンプ2台分（国庫補助対象外）についても共同事業で整備を実施し、町営ポンプにかかる

整備費用相当額を負担した。 

  ア 建設負担金 

［新田排水機場 国庫補助対象ポンプ3台相当分］         5,408,000円 

(国負担55％、県負担25％、函南町負担20％)  

  イ 建設負担金 

［新田排水機場 町営設置ポンプ2台相当分］           37,789,000円   

(函南町負担100％  緊急防災・減災事業債36,900,000円を充当) 
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３ 排水機場の耐震診断 

  塚本排水機場建屋の耐震診断を実施し、耐震性があることを確認した。 

  塚本排水機場建屋耐震診断業務委託                              2,310,000円 

   （地震・津波対策等減災交付金 770,000円 町費 1,540,000円） 

内 容 等 請負業者 金 額  期  間 

現地調査、耐震診断等 株式会社蒼設計 三島営業所 2,310,000円 
令和6年6月27日から 

令和7年1月31日まで 

 

 

対前年度比較事業効果内容 

 5機場と1ポンプ場は、台風など大雨による浸水被害を未然に防ぎ、機能を十分に発揮できるよう、施

設における老朽化した電気設備、ポンプ設備等を点検し、部品交換や修繕等を実施し機能の維持及び適

正な維持管理に努めている。 

県営農業用施設等災害管理対策事業により新田排水機場の非常用発電設備が整備され、停電時の災害

対策の推進が図られた。また、各排水機場を遠方から監視・操作を実施するための設計を静岡県が行っ

たため負担金を支出した。遠隔監視制御システムの導入事業が完了すれば、操作員が万が一退避せざる

を得ない事態となった場合でも、役場庁舎内から排水機場設備を遠隔に操作することで操作員の安全を

確保することが期待できる。 
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（決算書Ｐ157～Ｐ158）                            主管課 産業振興課 

科        目 事業名称 事 業 費（円） 財 源 内 訳(円) 

６款 

農林水産業費 

２項 

林業費 

１目 

林業振興費 
林業振興事業 

15,865,347 

(14,053,334) 

一般    15,072,027 

特定      793,320 

特定財源の内容                                      

  林道維持補修事業負担金（P22）     793,320円（2,644,400円×負担割合（30％）） 

                   （箱根山御山組合13％＋三島市外五ヶ市町箱根山組合17％） 

施策の成果 

１ 林道 3路線（箱根山線・中尾線・庚申松城山線）の安全な利用を図るため、草刈りを実施した。 

  林道草刈業務委託（年1回）1,298,000円   延長（Ｌ）＝ 10.4㎞  

 

２ 林道の維持補修工事を実施した。 1,346,400円 

林道維持修繕工事（箱根山線） 路面清掃   299,200円   

  林道維持修繕工事（箱根山線） 倒木処理   291,060円   

  林道維持修繕工事（箱根山線） 土砂撤去   299,200円 

  林道維持修繕工事（箱根山線） 路肩修繕   159,390円 

  林道維持修繕工事（箱根山線） 路面清掃   297,550円 

    

３ 環境緑化の推進 

 函南町花苗等支給事業  781,440円（うち維持修繕用原材料費 94,050円） 

 花苗の植栽による緑化活動により、町内の快適な生活環境を整えるため、公共的施設等への植栽用花苗、

堆肥を配布した。 

  1回目(6月）  23団体 5,070株 マリーゴールド外2種 堆肥185袋  

  2回目(11月)  22団体 3,070株 パンジー外2種    堆肥128袋 

   

４ 竹破砕機貸出事業 

  森林の適正な整備を推進することを目的に、竹の伐採処理を支援するための竹破砕機の貸出しを行った。 

  貸出者数 13人  森林整備面積 0.69ha 

    竹破砕機使用講習会の開催 計2回（6月15日 受講者6人、12月10日 受講者12人） 

 

５ 林業関係団体への負担金 

  各種団体に林業振興のため負担金を支出した。 112,500円 

   沼津地区林業研究会             20,000円 

  伊豆流域林業活性化センター会費       22,500円 

   静岡県さくらの会会費            10,000円 

   静岡県山林協会会費             35,000円 

   公益財団法人静岡県グリーンバンク会費    25,000円 

 

６ 森林環境譲与税を活用した事業 

森林整備に必要な既存林道の基盤整備、森林の適正な整備を行った。また、竹の伐採処理を支援する竹破

砕機貸出事業における竹破砕機の整備、町内小学生の対象とした自然体験教室に活用した。 12,788,201円 

  竹破砕機等修繕                   49,500円 

  林道箱根山線(H13,H14)落石防護柵設置工事    11,352,000円 

  わいわい塾自然体験教室樹海洞窟トレッキング    295,200円※ 
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  わいわい塾自然体験教室火起こし体験        282,000円※ 

  わいわい塾自然体験教室間伐体験           408,001円※ 

  わいわい塾自然体験教室猟師とトレッキング     401,500円※ 

    ※わいわい塾自然体験教室に係る費用は生涯学習推進事業から支出 

 

林道箱根山線(H13,H14)落石防護柵設置工事 

内 容 等 請負業者 金 額  期  間 

落石防護柵設置工 市川建設株式会社 11,352,000円 令和6年6月26日から令和6年12月13日まで 

 

 なお、森林環境譲与税13,610,000円の内12,788,201円の残額821,799円を森林環境整備基金に積み立てた。 

 

 

対前年度比較事業効果内容 

   林道箱根山線など町内林道の通行の支障となる倒木撤去や草刈り等の維持修繕工事を行い、利用者の

安全な通行を確保するなど大きな事故等を未然に防止する取組みを行った。 

  町内のPTAや学校等の協力により、花苗の配布を実施し、小・中学校をはじめとした、幼稚園、保育園

や地区公園等の緑化推進に努めた。 

令和6年度では、森林の適正な整備を推進することを目的に行う竹破砕機貸出事業を行っており、13人

に貸出を行い、0.69haの森林整備に活用した。また竹破砕機貸出事業を行うにあたり、計2回の竹破砕機

使用講習会を開催した。13人の竹破砕機貸出対象者の内、新規受講者は4人であり、より広範囲の竹林整

備に繋げることができた。 

森林環境譲与税は、森林整備に必要な既存林道の基盤整備、竹破砕機の整備、町内小学生を対象とし

た自然体験教室に活用し、森林整備の重要性について啓発することができた。 
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（決算書Ｐ157～Ｐ162）                            主管課 産業振興課 

科        目 事業名称 事 業 費（円） 財 源 内 訳(円) 

７款 

商工費 

１項 

商工費 

１目 

商工振興費 
商工振興事業 

79,455,297 

(154,843,446) 

一般     79,371,502 

特定       83,795 

特定財源の内容 

 消費者行政強化促進事業費補助金        （P36）     83,795円 

 企業版ふるさと納税寄附金（商工振興）      (P42)      100,000円 

施策の成果 

１ 消費者相談等 

  平成24年度に開設した消費生活センターに消費生活相談員を1人配置し、消費者トラブルの解消に努めた。 

⑴ 消費生活相談件数  202件（令和5年度 143件） 

  ア 消費生活相談員報酬等   3,316,168円 

  イ 主な相談内訳 架空請求                 12件（ 6％） 

定期購入等のインターネットトラブル    43件（22％） 

       身に覚えのない商品送付            9件（ 4％)  

       解約関係                 31件（15％） 

       その他 事業者の不適切対応 など      107件（53％） 

⑵ 消費者被害防止啓発 

   消費者被害防止のため、啓発用品を購入し1月18日に道の駅「伊豆ゲートウェイ函南」で開催した函南

ブランドマルシェにおいて配布した。ウェットティッシュ2,000個 74,800円  

 

２ 商工振興対策 

  町内商工業の振興と発展を図るための事業並びに商店街の環境整備等に対し補助金を交付した。 

  また、ふるさと納税の寄附者に函南ブランド認定品等の地域の特産品をお礼品として送付するなど商工業

等の販路拡大と活性化を図った。ふるさと納税運用代行業務として、寄附金受付から返礼品の配送手配、お

礼状の送付までの一連の業務を委託し業務の効率化を図った。 

⑴ ふるさと納税 

ア ふるさと納税寄附額   5,569件 62,412,000円（令和5年度 4,258件 50,236,900円) 

  内訳 さとふる     3,270件 31,533,000円 

     ふるさとチョイス  869件 13,159,000円 

     楽天       1,284件 14,759,000円 

     ふるなび      114件  1,746,000円 

ふるさとＧＯ     23件  1,010,000円 

直接寄附        9件    205,000円 

イ ふるさと納税広告料                306,646円 

ウ ふるさと納税手数料 ㈱トラストバンク他      738,789円 

エ ふるさと納税運用代行業務委託料 ㈱さとふる他 29,693,029円  

オ ふるさと納税使用料 ㈱トラストバンク他     2,512,930円 

カ 返礼品数 200品 (新規58件追加) 

⑵ 函南ブランド認定事業 

認定品を掲載したパンフレットを作成し、町内の観光施設等に配布し販路開拓のため情報発信をした。 

印刷製本費 587,950円  冊子パンフレット10,000部 蛇腹版パンフレット印刷10,000部 

⑶ 商工関係団体負担金                                2,485,000円（2,994,960円のうち） 

  ア 伊豆職業訓練協会負担金              166,000円 
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  イ 三島田方勤労者福祉サービスセンター負担金     2,116,000円 

  ウ 静岡県信用保証協会事務負担金              60,000円 

  エ 静岡県東部地域スポーツ産業振興協議会費       60,000円 

  オ 日本貿易振興機構静岡貿易情報センター事務分担金   83,000円 

⑷ 商工関係事業補助金 

  ア 函南町商工会事業費補助金 （定額分及び1/2 以内）17,640,000円  

     ［総事業費61,132,144円 補助対象事業費60,059,144円  補助額 7,640,000円］ 

   リフォーム補助金（総額の5万円以上（消費税抜）の20％、上限20万円） 

      建築関連需要を増やし、地域経済を活性化させるため、商工会が実施するリフォーム工事等の助成 

事業に補助金を交付した。（助成件数 66件） 

［総事業費10,223,748円 補助対象事業費10,000,000円 補助額 10,000,000円］ 

  イ 函南町商店街環境整備事業費補助金         847,000円 

   (ｱ) 函南町商店街環境整備事業費補助金（1/2以内） 

     ［総事業費 1,095,103円 補助対象事業費 1,095,103円 補助額   547,000円］ 

   (ｲ) イベント補助金（1/2以内） 

     ［総事業費   728,712円 補助対象事業費   728,712円 補助額    300,000円］ 

 

３ 中小企業融資 

  町内中小企業者に対し、函南町中小企業事業資金融資制度に基づき、利子補給を行った。 

  取扱件数      小口資金（融資額の0.18％）  11件 

           短期経営改善資金（融資額の0.20％）   4件 

         （上期）14,709円 （下期）18,794円 計33,503円 

 

４ 企業立地 

  ファルマバレープロジェクトによる産学官連携から創出される製品化シーズと地域企業の技術とのビジネ

スマッチングの推進及び企業立地を促進するため、展示会やオンラインセミナーによる情報発信及び産業支

援事業等の情報共有等の事業連携を実施した。 

富士山麓ビジネスマッチング促進事業費負担金   500,000円（2,994,960円のうち） 

静岡県企業立地市町推進連絡会費          8,000円（2,994,960円のうち） 

 

５ 創業支援 

  創業支援等事業計画に基づき、函南町商工会と連携し、経営、財務、人材育成、販路開拓等について、や

さしい創業セミナーを実施し町の産業を支える人材の育成を図った。 

  開 催 日 9月7日、9月21日、10月5日、10月19日 

参加人数 7人 

 

６ 中小企業経営相談 

中小企業者等に対し、函南町商工会と連携し、経営改善や資金繰りなどの巡回指導や窓口・通信・電話相

談などを行い、問題解決を図った。 

相談件数 906件 

    相談内容 事業計画の指導、新商品開発、販路開拓、融資、消費税申告相談、下請け取引トラブルなど 

 

７ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金償還金 20,486,425円 

新型コロナウイルスの影響を受けた中小企業への金融支援として、基金を設立し令和2年度から令和5年度

まで借入事業者への利子補給事業を実施した。事業が終了したことにより令和6年度に残高を国庫に返還し
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た。 

⑴ 新型コロナウイルス感染症対策利子補給基金財源 

                     (単位：円) 

 

⑵ 利子補給実績 

年度 金額（円） 件数 

令和2年度 14,011,396 52 

令和3年度 15,723,881 45 

令和4年度 13,599,224 43 

令和5年度 2,089,074 31 

合計 45,423,575 171 

 

 ⑶ 国庫返還額（償還金） 

                                           (単位：円) 

利子補給総額（Ｂ） 
事業終了時(R05末) 基金残高の配分 

基金残高(Ａ－Ｂ) 一般会計繰入金 国庫返還額(償還金) 

45,423,575 26,576,425 6,090,000 20,486,425 

 

 

対前年度比較事業効果内容 

基金総額(Ａ) 
財源内訳 

一般財源 国庫補助金（R2交付金） 

72,000,000 6,090,000 65,910,000 

函南町消費生活センターへの相談が202件あり、令和5年度より59件増加し、定期購入等のインターネ

ット通販のトラブルに係る相談が多くなっている中、消費生活相談員が適正なアドバイスをおこない、

被害が拡大しないように努めた。また、広報かんなみやホームページへの掲載や啓発品の配布、消費者

被害に関する講演会の開催など、消費者問題の啓発に努めた。 

函南ブランドの認定事業は、第9回認定審査委員会において10品認定し、現在の認定品目は計63品とな

った。 

函南ブランド認定品を紹介するパンフレットやポスターを町内施設や観光施設等に配架し、町の優れ

た地域資源のPR、販売支援及び町の魅力向上の効果が得られた。 

また、ふるさと納税では返礼品として多くのブランド認定品の登録を促し、新規ポータルサイトとし

てアイモバイルのふるなび、現地寄附型のふるさとGOを導入し、寄附の増額を図った。庁内においてふ

るさと納税推進のためのプロジェクトチームを立上げ、返礼品に係るアイディアやポータルサイトに掲

載されている写真や文書などの見直しを行った結果、返礼品をより魅力的に発信することができるよう

になった。 

プロジェクトチームが山梨県の2市町に視察に行き情報交換を行った結果、日用品を返礼品に追加する

ことができた。令和5年度と比較し、寄附申込が1,311件増加し、寄附額の12,175,100円増加に繋がっ

た。 

町内の商工業の振興と事業の充実及び発展を図るため、函南町商工会のリフォーム事業に補助金を交

付し、町内の建築関連事業者の活性化を図った。 

小規模事業者への事業資金の融資を円滑にするため、小口資金と短期経営改善資金の融資に対し利子

補給を行い、申請者の負担軽減を図った。 
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（決算書Ｐ161～Ｐ162）                             主管課 産業振興課 

科        目 事業名称 事 業 費（円） 財 源 内 訳(円) 

７款 

商工費 

１項 

商工費 

２目 

観 光 費 
観光振興事業 

9,730,278 

(12,504,567) 

一般   2,730,278 

特定   7,000,000 

特定財源の内容 

ふるさと納税寄附金(観光・地域及び産業振興) （P40）   7,000,000円（23,762,000円の内） 

施策の成果 

１ 観光振興事業 

⑴ ジオガイドツアー等講師謝礼     40,000円 

伊豆半島ジオパークの普及のため、伊豆半島ジオガイド協会のジオガイドを派遣して、町内小学生を対

象に出前講座と現地見学会を実施した。 

6月6日、10日 ジオサイト見学会 西小学校5年生69人 ジオガイド延べ4人 

⑵ 印刷製本費             75,900円 

函南町のジオガイドマップ「かんなみーる」を3,000部印刷した。伊豆半島ジオパーク函南エリアのジ

オサイト情報やジオサイトをめぐるドライブのモデルコースを掲載し、誘客を図った。 

 ⑶ 修繕料               646,140円 

観光施設等の設備の機能等の維持のため修繕等を実施した。 

  ア 畑毛温泉入口トイレ修繕      298,650円 

  イ ジオサイト解説板修繕       275,000円 

  ウ 畑毛温泉入口看板灯修繕       72,490円 

  ⑷ 工事請負費                        104,500円 

   函南町の観光資源として「こだま石」を案内するため、こだま石の解説板等を設置した。 

 ⑸ 負担金              1,293,600円 

函南町の観光振興を図るため、次の各関係団体に負担金を支出した。 

ア 静岡県観光協会運営会費                      562,000円 

イ 国民保養温泉地協議会会費                     45,000円 

ウ 全国観光地所在町村協議会会費                    8,000円 

エ 静岡県大型観光キャンペ－ン推進協議会負担金            211,000円 

オ 静岡県東部地域コンベンションビューロー負担金           180,000円 

カ 富士山静岡空港利用促進協議会会費                 120,000円 

  キ 静岡県温泉協会会費                        17,600円 

  ク 駿豆線沿線地域活性化協議会負担金                 140,000円 

  ケ 自転車を活用したまちづくりを推進する全国市区町村長の会会費    10,000円 

⑹ 観光振興事業費補助金       7,500,000円  

函南町観光協会に補助金を交付し、町の観光振興を図った。 

   ［総事業費 16,333,611円  補助額 7,500,000円］ 

「第35回かんなみ猫おどり」は8月3日に開催され、来場者は約5,700人となった。2月15日から3月16日

まで開催された「かんなみの桜まつり」においては、駐車場利用台数はバス291台、一般車1,137台、推

定来場者数は12,204人となった。また、地域資源活用事業として「かんなみとまぴよチキンカレー」の

レシピ化を田方農業高校の生徒が行い、3月に道の駅「伊豆ゲートウェイ函南」でお披露目会が行われた。 

 

対前年度比較事業効果内容 

 

  函南町観光協会が実行委員会を担う「かんなみ猫おどり」は川の駅伊豆ゲートウェイ函南で8月3日に

開催され、約5,700人の来場があり盛況であった。2月15日から3月16日の間に開催された「かんなみの桜

まつり」は、当初の開催予定より桜の開花が10日ほど遅れたため、開催期間を1週間延長した。バス291

台、一般車1,137台の利用があり、前年度以上の来場があった。各イベントを通じて、町外から多くの観

光客が訪れたことにより、町内外の周遊コース、ツアー等が組まれ、交流客数の増加に繋がった。 
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（決算書Ｐ161～Ｐ164）                             主管課 産業振興課 

科        目 事業名称 事 業 費（円） 財 源 内 訳(円) 

７款 

商工費 

１項 

商工費 

２目 

観 光 費 
道の駅管理事業 

139,210,149 

(159,747,350) 

一般    88,192,788  

特定    51,017,361 

特定財源の内容 

 道の駅使用料               （P24）  33,537,761円 

 道の駅定期借地料             （P38）   597,600円 

 ふるさと納税寄附金(観光・地域及び産業振興)（P40）  16,762,000円（23,762,000円の内） 

 道の駅表示灯看板広告料          （P48）   120,000円 

施策の成果 

１ 道の駅管理事業 

⑴ 道の駅維持管理運営委託料             69,351,968円 

  函南「道の駅・川の駅」PFI事業契約に基づき、道の駅「伊豆ゲートウェイ函南」の維持管理・運営を

実施した。 委託業者  いずもんかんなみパート―ナーズ株式会社  

委託内容  施設の維持管理・運営期間 15年（平成29年5月1日～令和14年4月30日） 

 ⑵ PFI事業管理運営等支援業務委託料          2,167,000円 

   函南「道の駅・川の駅」PFI事業契約に基づく施設の維持管理・運営等のモニタリング業務や関連書類

の確認等を実施した。   委託業者  国際航業株式会社 静岡支店 

委託内容  PFI事業管理・運営等監視支援業務 

 ⑶ 道の駅整備事業費償還金              66,907,788円 

   PFI事業契約に基づき、道の駅の施設整備費を償還した。（償還期間15年 平成29年度～令和13年度） 

   ［総額1,003,657,314円 令和6年度償還額  66,907,788円  償還残額  469,439,215円］ 

     償 還 先 いずもんかんなみパート―ナーズ株式会社 

 ⑷ 工事請負費                      275,000円 

      道の駅「伊豆ゲートウェイ函南」の井戸からの漏水対策工事を施工した。 

      ［井戸改修工事                275,000円］ 

  ⑸ 修繕料                    508,090円 

 道の駅「伊豆ゲートウェイ函南」の設備の機能等の維持のため修繕等を実施した。 

  防災用発電機バッテリー交換           29,150円 

  多目的トイレ等修繕工事  6回          478,940円 

  

対前年度比較事業効果内容 

  平成29年5月1日にオープンした道の駅「伊豆ゲートウェイ函南」には、令和6年度末までの7年11か月

間で12,790,595人が来場した。 

    令和6年度入場者は1,976,306人（令和5年度1,977,484人）で、駐車場の増設ができないことから入場

者数は頭打ち状態ではあるが、各テナントが客単価を増やす取組みを実施している。 

  物産販売所「いずもん」では、生鮮品売り場にカメラを設置し、出荷者協議会の会員に陳列棚の状況

をインターネットで配信することで在庫を確認し、品薄状態を回避することでサービスの向上につなげ

ている。生鮮品や加工品等の商品及び土産物等の仕入れ品と合わせ、1年間の総売り上げは413,454,794

円（令和5年度391,621,759円）であり、開業以来、最高の売上げを更新している。 

町の施設使用料収入は、令和6年度33,537,761円となった。（令和5年度32,457,295円） 

  なお、維持管理業務、運営業務・運営マネージメントの実施状況及び業績について、町職員で組織す

る業績監視委員会を毎月実施しており、業務計画に基づき、的確に業務を履行していることを確認し

た。 
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（決算書Ｐ163～Ｐ164）                             主管課 産業振興課 

科        目 事業名称 事 業 費（円） 財 源 内 訳(円) 

７款 

商工費 

１項 

商工費 

２目 

観 光 費 
川の駅管理事業 

18,275,606 

(7,768,904) 

一般    18,037,761 

特定      237,845 

特定財源の内容 

 川の駅使用料（P24）                   237,845円 

施策の成果 

１ 川の駅管理事業 

 ⑴ 川の駅施設管理運営業務委託料                 13,867,346円 

川の駅「伊豆ゲートウェイ函南」の維持管理・運営を指定管理者制度で行った。施設の維持管理・運営

期間は5年間である。 指 定 管 理 者  株式会社ＪＭ  

指定管理期間  令和6年4月1日から令和11年3月31日(5年間)   

⑵ 警備業務委託料                          237,600円 

川の駅（水防多目的センター）の施設警備を行った。 

［川の駅警備業務委託料                           237,600円］ 

 ⑶ 川の駅草刈業務委託料                       990,000円 

川の駅駐車場法面の草刈り（2回）を実施した。（実施範囲1,630㎡） 

［草刈業務委託料                         990,000円］ 

 ⑷ 機械器具費                            302,500円 

川の駅の施設管理のため、草刈機及び刈払機を購入した。 

 ⑸ 修繕料                                           513,040円 

川の駅(水防多目的センター)の設備や備品の修理を実施した。  

ア 川の駅入口自動ドアセンサー修繕                 91,630円 

イ 川の駅トイレ修繕 7回                      421,410円 

⑹ 工事請負費                                     2,365,000円 

川の駅「伊豆ゲートウェイ函南」の機能等を維持、機能向上のための工事を施工した。 

  ア 川の駅水防多目的センター外構不陸修繕工事   1,210,000円 

  イ 川の駅外水栓増設工事              1,155,000円 

   

 

対前年度比較事業効果内容 

  令和5年度末で5年間の指定管理委託期間が満了を迎えたため、新たに令和6年度から5年間の指定管理

者を募集し、応募者の審査を実施した結果、これまでの事業者が継続して受託することとなった。 

指定管理者が行う自主事業（おもしろ自転車、キャンプ、バーベキュー）や定期的なイベント（ドッ

グフェス、ハピフェス、犬とも広場等）の開催により、交流人口の増加や賑わいの創出を図ることがで

きた。8月3日に川の駅を会場として開催された「かんなみ猫おどり」への来場者は推計5,700人であっ

た。 

令和6年度より入場者数をAIカメラで集計をしており、年間で91,849人の入場者となった。 

  防災面での取組では、道の駅と連携した防災訓練、警察署と連携した水難救助訓練等を実施した。 

  台風などの増水により、水辺広場の芝生部分やドッグランなどが被害を受けたが、早期に原状復旧を

行った。河川増水に伴う土砂撤去回数は4回（7月3日、7月19日、9月11日、11月8日）で、いずれも指定

管理委託料から指定管理者が支出することで迅速に対応し復旧ができた。 

なお、維持管理業務、運営業務の実施状況及び業績について、町職員で組織する業績監視委員会を毎

月実施しており、基本協定書等に基づき、的確に業務を履行していることを確認した。 
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（決算書Ｐ163～Ｐ164）                             主管課 産業振興課 

科        目 事業名称 事 業 費（円） 財 源 内 訳(円) 

７款 

商工費 

１項 

商工費 

２目 

観 光 費 

美しい伊豆創造

センター総務事

務事業 

10,977,927 

(10,337,132) 

 

一般   10,318,761 

特定      659,166 

 

特定財源の内容 

 派遣職員共済組合負担金（P48）                   659,166円 

施策の成果 

１ 美しい伊豆創造センター総務事務事業 

 ⑴ 一般社団法人美しい伊豆創造センターに派遣している職員（1人）の人件費を支出した。 

［一般職給等 4,995,927円］ 

     

 ⑵ 伊豆地域の観光促進のため一般社団法人美しい伊豆創造センター会費規程に基づき負担金を支出した。 

［美しい伊豆創造センター負担金 5,982,000円］ 

 

 

対前年度比較事業効果内容 

  令和6年度も引き続き、「美しい伊豆創造センター」に職員1人を派遣し、基幹産業である観光産業の 

 振興、ジオパークの保全、教育及び地域振興支援に注力するため、観光展への出展の参加、観光振興の 

情報発信やインバウンドを含む観光客を誘致するなど様々な活動に協力することで伊豆半島並びに函南 

町における観光振興の活性化に努めた。 
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（決算書 Ｐ165～Ｐ168）                              主管課 建設課 

 

 

  

科   目 事業名称 事業費（円） 財源内訳（円)  

８款 

土木費 

１項 

土木管理費 

１目 

土木総務費 
土木総務事務事業 

80,672,536 
(79,282,066) 

一般   70,596,065 

特定    10,076,471 

 特定財源の内容 
道路占用料       （P24） 10,016,471円(214件) 
熱函道路料金所跡地電気料(P48)     60,000円(5,000円×12か月) 

  

施策の成果 

    道路の認定・廃止及び道路、河川の占用許可並びに、境界確認の事務を執行し、道路及び河川の適正な管

理を行った。また、東駿河湾環状道路の跨線橋部分に設置されているエレベーターの保守管理を行い、利用

者の利便性を図ることができた。 

 

１ 委託料(事業費 13,029,500円) 

⑴ 施設管理委託料(事業費 1,584,000円)                          (単位：円) 

事業名 請負業者等 金  額 備    考 

東駿河湾環状道路歩道用 

エレベーター保守管理 

三菱電機ビルソリューション

ズ株式会社横浜支社西湘支店 
1,584,000 エレベーター保守管理業務 

計 1,584,000 
一般 1,584,000 

特定      0 

 ⑵ 事務事業委託料(事業費 11,445,500円)                         (単位：円) 

事業名 請負業者等 金  額 備    考 

道路台帳更新 株式会社パスコ静岡支店 7,810,000 
認定1件、廃止1件 

区域変更22、供用開始22 

道路河川占用管理システム保守 
株式会社ウィンディ―ネット 

ワーク伊東支社 
290,400 占用システム保守 

道路パトロール 
公益社団法人函南町シルバー 

人材センター 
3,323,100 道路パトロール業務 

建設CADシステム保守 
福井コンピュータ株式会社

中部営業所 
22,000 建設CADシステム保守 

計 11,445,500 
一般 11,155,100 

特定   290,400 

 

２ 負担金補助及び交付金                                

 ⑴ 負担金(事業費 613,675円)                            (単位：円) 

 協議会等  金   額 備   考 

静岡県道路協会 30,000  

静岡県道路利用者会議 413,000  

静岡県国道協会 20,000  

静岡県市町村道整備促進期成同盟会 10,000  

伊豆縦貫自動車道建設促進期成同盟会 50,000  

新東名高速道路建設促進期成同盟会 10,500  

沼津・熱海土木事務所土木行政研究会 16,000  

伊豆湘南道路建設促進期成同盟会 60,000  

職員研修会 4,175 道路構造物管理(橋梁初級Ⅰ)実務者研修 

計 613,675 
一般  613,675 

特定     0 
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３ 事務取扱件数 

⑴ 土地境界確定        (単位：件) 

種 別 件数 

境界確定     51 

境界確認     3 

 ⑵ 道路・河川占用等      (単位：件) 

種 別 件数 

道路・河川占用    84 

道路・河川工事承認     24 

水道管取出協議     37 

 

対前年度比較事業効果内容 

建設課職員9人分の人件費に係る経費の支出、道路台帳整備、土地境界確定、道路･河川占用等申請許可

事務を実施した。道路パトロール業務を委託し道路施設等における異状の早期発見、軽易な維持補修を実

施したことにより、ポットホールが原因となる車両事故による損害賠償事件は0件であった。道路占用料

は、令和5年度に比べて、件数で4件、金額で29,680円増加した。建設課庶務全般と関係機関との連絡調整

など適正な道路・河川管理業務の執行ができた。 

 

 

（決算書 Ｐ167～Ｐ168）                               主管課 建設課 

施策の成果 

道路ふれあい月間(8月1日から8月31日)においては、懸垂幕の掲示、キャンペーングッズにより啓発活動

を実施した。また、10月11日には、防災協力会等の協力を得て、町内幹線道路の清掃及び草刈りを実施した。 

道路パトロール等で道路の緊急補修が必要な箇所は、シルバー人材センターへの業務委託及び職員により、

応急的に対応するための常温舗装合材を購入し、軽易な補修を実施した。また、冬季の町道凍結を防止する

ため、塩化カルシウムを購入し散布した。 

１ 原材料費(事業費 3,429,200円)                            (単位：円) 

 区     分 金    額 備            考 

維持修繕用原材料 3,429,200 
常温合材   (購入)1,500袋、(使用) 1,438袋 
凍結防止剤   (購入) 100袋、(使用)   90袋 

計 3,429,200 
一般 3,429,200 
特定     0 

 

２ 道路愛護事業                                     

 実 施 日 実  施  路  線 参 加 人 員 車両 

10月11日 
町道6路線 
Ｌ＝7.87㎞ 

町建設事業防災協力会・町漏水当番協力 
工事店・町内測量業者・町職員等  92人 

38台 

  

  対前年度比較事業効果内容 

道路ふれあい月間における啓発活動や道路愛護事業における町内幹線道路の草刈り及び清掃作業を実施

し、道路利用者への道路に対する理解・周知徹底を図ることができた。 

また、道路維持補修として維持補修材を購入し、シルバー人材センタ－への業務委託及び職員直営によ

る穴埋め舗装等を実施した。常温合材の使用量は、前年比で12％の増となった。頻繁にポットホールが発

生する箇所については住民サービス工事等で舗装工事を施工している。 

 

 

 

 

科   目 事業名称 事業費（円） 財源内訳（円) 

８款 

土木費 

２項 

道路橋梁費 

１目 

道路維持費 
 道路維持補修事業 

3,894,680 
(4,155,085) 

一般  3,894,680 
特定        0 
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（決算書 Ｐ167～Ｐ170）                                主管課 建設課 

 

 

 

 

科   目 事業名称 事業費（円） 財源内訳 （円) 

８款 

土木費 

２項 

道路橋梁費 

２目 

道路新設改良費 
国庫補助道路 

新設改良事業 

159,789,563 

(126,456,846) 

一般 68,842,563 

特定  90,947,000 

 特定財源の内容 

社会資本整備総合交付金       (P30) 

通学路の緊急合同点検結果に基づく交通安全施設整備     39,080,000円 

命と暮らしを守る”ふじのくに”のみちづくり(防災・安全) 1,500,000円 

函南町における住宅・建築物及び市街地の安全性の向上     8,713,000円(16,372,000円の内) 

  道路メンテナンス事業補助金    (P30)           11,754,000円 

道路整備事業債          (P52)           29,900,000円 

施策の成果 

「通学路の緊急合同点検結果に基づく交通安全施設整備」により、歩道整備のため、町道1-4号線は用地買

収を実施し、町道1-6号線及び町道1-8号線は、道路改良工事を実施した。 

「命と暮らしを守る”ふじのくに”のみちづくり(防災・安全)」により、太平洋岸自転車道のルート整備に

伴い、県道原木沼津線(ナショナルルート)から道の駅「伊豆ゲートウェイ函南」までのアクセスルート上に矢

羽根型路面標示や誘導サインを設置した。 

 「函南町における住宅・建築物及び市街地の安全性の向上」により、町内の幅員4ｍ未満の狭あい道路の拡

幅事業を町道平井(14)26号線において実施し、歩行者の安全性や緊急車両の通行幅員を確保し、利便性の向

上や住環境の充実に寄与した。 

道路メンテナンス事業補助金により、町内橋梁41橋(町発注分39橋、県一括発注分2橋)の点検、補修設計

及び補修工事を各2橋実施し、道路構造物の維持管理に努めた。 

 

１ 役務費 

⑴ 手数料(事業費 1,133,000円)                            (単位：円) 

区 分 内 容 等 請負業者等 金  額 備    考 

手数料 不動産鑑定 
国土鑑定研究所 

静岡事務所 
319,000 町道1-4号線(単独) 

手数料 分筆登記 東和設計株式会社 440,000 町道1-4号線(単独) 

手数料 不動産鑑定 細川不動産鑑定所 44,000 町道平井(14)26号線(単独) 

手数料 分筆登記 東和設計株式会社 330,000 町道平井(14)26号線 

計 1,133,000 
一般   968,000 

特定   165,000 

 

２ 委託料(事業費 18,227,880円) 

⑴ 施設管理委託料(事業費 7,513,000円)                        (単位：円) 

区 分 内 容 等 請負業者等 金   額 備    考 

委託料 点検業務 
新日本設計株式会社 

三島支店 
7,513,000 無名橋(町道入谷馬坂線)外38橋 

計 7,513,000 
一般  5,811,000 

特定  1,702,000 

 ⑵ 事務事業委託料(事業費  517,880円)                       (単位：円) 

区 分 内 容 等 請負業者等 金   額 備    考 

委託料 特別調査 株式会社新日静岡営業所 517,880 

町道1-6号線(単独) 

ボックスカルバート 

町道1-8号線(単独) 

門型カルバート 

無名橋(町道2-20号線)(単独) 

塗膜剥離工 

計 517,880 
一般    517,880 

 特定       0 
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 ⑶ 設計監理委託料(事業費 10,197,000円)                       (単位：

円) 

区 分 内 容 等 請負業者等 金   額 備    考 

委託料 設計業務 株式会社東日函南営業所 484,000 町道1-6号線(単独) 

委託料 設計業務 株式会社東日函南営業所 484,000 町道1-8号線(単独) 

委託料 設計業務 
静岡コンサルタント 

株式会社函南営業所 
2,145,000 町道1-4号線(単独) 

委託料 補償費算定 
静岡コンサルタント 

株式会社函南営業所 
1,705,000 町道平井(14)26号線 

委託料 設計業務 
静岡コンサルタント 

株式会社函南営業所 
440,000 町道平井(14)26号線(単独) 

委託料 補修設計 
株式会社スリーエスコンサ

ルタンツ静岡営業所 
4,939,000 馬坂橋外1橋 

計 10,197,000 
一般   8,304,500 

特定   1,892,500 

 

３ 工事請負費(事業費 123,277,000円)                          (単位：円) 

区 分 内 容 等 請負業者等 金   額 備    考 

工事請負費 道路改良 株式会社しょうじ建設 47,399,000 町道1-6号線 

工事請負費 道路改良 菅沼建設株式会社 22,858,000 町道1-8号線 

工事請負費 道路改良 有限会社順建設 8,899,000 町道平井(14)26号線 

工事請負費 区画線設置 株式会社水口建設   3,740,000 町道1-1号線外2路線 

工事請負費 橋梁補修 株式会社しょうじ建設 19,085,000 町道2-20号線 

工事請負費 橋梁補修 株式会社しょうじ建設 21,296,000 町道桑原(21)105号線 

計 123,277,000 

一般    45,271,876 

特定(国費) 49,905,124 

特定(起債) 28,100,000 

 

４ 公有財産購入費(事業費 6,167,780円)                         (単位：円) 

区 分 内 容 等 筆数 金   額 備    考 

公有財産購入費 土地購入 1筆 1,557,780 町道平井(14)26号線 

公有財産購入費 土地購入 2筆 4,610,000 町道1-4号線 

計 3筆 6,167,780 

一般    1,053,890 

特定(国費)  3,313,890 

特定(起債)  1,800,000 

 

５ 負担金補助及び交付金                                  

⑴ 建設負担金(事業費 3,269,200円)                         (単位：円) 

区 分 内 容 等 請負業者等 金   額 備    考 

負担金 点検業務 静岡県知事 2,209,000 新山橋 外1橋 

負担金 用地測量 静岡県知事 1,060,200 
都市計画事業(単独) 

間宮平井線 

計 3,269,200 
一般  2,768,200 

特定     501,000 
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６ 補償補填及び賠償金                                  

⑴ 物件補償(事業費 7,524,873円)                            (単位：円) 

区 分 内 容 等 件数 金   額 備    考 

物件補償 移転補償 1件 270,000 町道1-8号線(単独) 

物件補償 移転補償 1件 7,134,973 町道平井(14)26号線 

物件補償 移転補償 1件 119,900 
町道平井(14)26号線(単独) 

西日本電信電話株式会社 

計 7,524,873 
一般  3,957,387 

特定   3,567,486 

 

対前年度比較事業効果内容 

「通学路の緊急合同点検結果に基づく交通安全施設整備」により、町道1-6号線、町道1-8号線の道路改良

工事を実施し、安全な道路及び歩道が整備され、車両及び歩行者の安全性が向上した。なお、町道1-4号線

においては歩道整備に必要となる道路用地を取得した。 

「命と暮らしを守る”ふじのくに”のみちづくり(防災・安全)」により、太平洋岸自転車道のルートの整

備に伴い、県道原木沼津線(ナショナルルート)から道の駅「伊豆ゲートウェイ函南」までのアクセスルート

上に矢羽根型路面標示や誘導サインを設置し、自転車利用者の利便性向上に繋がった。 

「函南町における住宅・建築物及び市街地の安全性の向上」により、町道平井(14)26号線について、狭

あい道路解消に向けた業務を実施した。 

道路メンテナンス事業補助金により、町内橋梁41橋(町発注分39橋、県一括発注分2橋)の点検、補修設計

及び補修工事を各2橋実施し、道路構造物の安全な維持管理に努めた。 

 

 

（決算書 Ｐ169～Ｐ170）                               主管課 建設課 

施策の成果 

1・2級町道6路線、その他町道4路線の生活道路の舗装及び改良工事を実施した。また、維持管理としての住

民サービス工事により町道の安全性及び利便性の向上が図られた。 

 

１ 役務費                                        

⑴ 手数料(事業費 3,036,000円)                           (単位：円) 

区 分 内 容 等 請負業者等 金  額 備  考 

手数料 分筆登記 株式会社東日函南営業所 770,000 町道平井(14)58号線 

手数料 分筆登記 株式会社東日函南営業所 1,540,000 町道肥田新田20号線 

手数料 分筆登記 東和設計株式会社 726,000 町道2-23号線 

計 3,036,000 
一般  2,673,000 
特定   363,000 

 

２ 委託料(事業費 13,769,030円) 

⑴ 施設管理委託料(事業費 1,947,000円)                        (単位：円) 

内 容 等 請負業者等 金   額  備    考 

除草業務 有限会社大塚土木 1,947,000 
町道2-15号線外(丹那、軽井沢、 

田代、桑原、鬢之沢地区） 

計 1,947,000 
一般  1,947,000 

特定      0 

科   目 事業名称 事業費（円） 財源内訳（円) 

８款 

土木費 

２項 

道路橋梁費 

２目 

道路新設改良費 
町単独道路 

新設改良事業 

234,542,699 
(171,650,358) 

一般  229,177,764 
特定    5,364,935 

特定財源の内容 

 地震・津波対策等減災交付金   (P36)   4,950,000円 

箱根山御山組合道路改良事業負担金(P48)      414,935円 
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⑵ 事務事業委託料(事業費 173,030円)                        (単位：円) 

区 分 内 容 等 請負業者等 金   額 備    考 

委託料 特別調査 株式会社新日静岡営業所 173,030 
町道肥田新田32号線 U型側溝 

町道2-11号線 L型擁壁 

計 173,030 
一般    173,030 

 特定       0 

 ⑶ 設計監理委託料(事業費 11,649,000円)                        (単位：円) 

区 分 内 容 等 請負業者等 金   額 備    考 

委託料 測量分筆 東和設計株式会社 572,000 町道柏谷98号線 

委託料 測量分筆 東和設計株式会社 957,000 町道畑毛25号線 

委託料 占用申請 
伸東測量設計株式会社 

三島営業所 
2,541,000 無名橋(町道2-20号線外) 

委託料 測量分筆 東和設計株式会社 2,200,000 町道塚本7号線外 

委託料 測量分筆 東和設計株式会社 1,232,000 町道上沢10号線外 

委託料 測量分筆 東和設計株式会社 1,210,000 町道畑毛38号線 

委託料 測量分筆 東和設計株式会社 2,937,000 町道平井(14)12号線 

計 11,649,000 
一般  11,649,000 

特定           0 

 

３ 工事請負費(事業費 199,484,236円)                          (単位：円) 

区 分 内 容 等 請負業者等 金   額 備    考 

工事請負費 舗装工事 COCO建設株式会社 6,996,000 町道肥田新田34号線 

工事請負費 改良工事 株式会社水口建設 13,035,000 町道肥田新田32号線 

工事請負費 舗装工事 有限会社順建設 7,634,000 町道1-9号線 

工事請負費 舗装工事 サンワ建工株式会社 4,675,000 町道2-12号線 

工事請負費 舗装工事 有限会社小山内組 4,477,000 町道2-14号線 

工事請負費 改良工事 株式会社水口建設 18,568,000 町道2-2号線 

工事請負費 舗装工事 有限会社大塚土木 4,378,000 町道ダイヤランド7号線 

工事請負費 改良工事 株式会社水口建設 10,472,000 町道塚本2号線 

工事請負費 改良工事 有限会社竹之内建設 36,839,000 町道2-11号線 

工事請負費 交通安全施設工事 株式会社水口建設 8,734,000 町道肥田新田5号線外7路線 

工事請負費 
交通安全施設工事 

その2 
株式会社水口建設 4,961,000 町道2-9号線外11路線 

工事請負費 改良工事 有限会社小山内組 1,265,000 町道2-15号線 

工事請負費 住民サービス工事 有限会社岩城造園外 77,450,236 全280件 

計 199,484,236 
一般  199,484,236 

特定        0 
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４ 公有財産購入費(事業費 6,018,703円)                         (単位：円) 

区 分 内 容 等 筆数 金    額 備        考 

公有財産購入費 土地購入 2筆 635,300 町道塚本2号線 

公有財産購入費 土地購入 2筆 1,527,303 町道塚本52号線 

公有財産購入費 土地購入 1筆 798,801 町道塚本7号線 

公有財産購入費 土地購入 3筆 952,975 町道肥田新田20号線 

公有財産購入費 土地購入 1筆 1,701,997 町道畑毛38号線 

公有財産購入費 土地購入 10筆 313,775 町道2-23号線 

公有財産購入費 土地購入 3筆 88,552 町道平井(14)58号線 

計 22筆 6,018,703 
一般    6,018,703 

特定      0 

 

５ 負担金補助及び交付金 

⑴ 建設負担金(事業費 9,900,000円)                          (単位：円) 

区 分 内 容 等 金 額 備    考 

負担金 予防伐採 9,900,000 町道2-11号線 

計 9,900,000 
一般  4,950,000 

特定  4,950,000 

 

６ 補償補填及び賠償金                                  

⑴ 物件補償(事業費 2,334,730円)                            (単位：円) 

区 分 内 容 等 件数 金   額 備    考 

物件補償 移転補償 2件 2,169,700 町道2-11号線(東電柱、NTT架空線) 

物件補償 移転補償 3件 103,870 町道2-23号線 

物件補償 移転補償 2件 61,160 町道平井(14)58号線 

計 2,334,730 
一般  2,282,795 

特定    51,935 

 

対前年度比較事業効果内容 

身近な生活道路である町道の改良を図り、地区住民の利便性や歩行者の安全性を確保した。町の基幹道

路である1・2級町道は6路線、その他町道は4路線の舗装工事等を施工し、安全通行と快適な道路環境の整

備に努めた。 

住民サービス工事は、道路舗装補修、防護柵の新設及び補修、道路側溝の土砂排除等を280件実施し、事

故防止及び生活環境の改善に努めた。 

 

 

（決算書 Ｐ169～Ｐ172）                                    主管課 建設課 

   

 

 

 

科   目 事業名称 事業費（円） 財源内訳（円)   

８款 

土木費 

３項 

河川費 

１目 

河川維持費 
河川維持事業 

12,307,699 
(10,773,408) 

一般   4,640,859 

特定 7,666,840 

 特定財源の内容 

狩野川水系樋門等操作委託金(P32)    7,013,656円(国管理河川分) 

河川愛護事業補助金    (P36)     198,000円 

狩野川水系樋門等操作委託金(P38)     455,184円(県管理河川分) 

施策の成果 

河川愛護月間(7月1日から7月31日)における事業の一環として、住民及び役場職員による河川の草刈・清掃

を実施した。また、河川への排水管理、各樋管の操作、点検等の管理を自治会等へ委託した。 
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１ 役務費(事業費 245,880円)                              (単位：円) 

区 分 内 容 等 請負業者等 金  額 備  考 

賠償補償保険料 
排水機場運転者(水門

操作管理者)傷害保険 

有限会社 
扇保険事務所 

 194,490 国管理河川分 30名 

賠償補償保険料 
水門操作管理者傷害

保険 

有限会社 

扇保険事務所 
51,390 県管理河川分  6名 

計     245,880 
一般  245,880 
特定     0 

 

２ 委託料 

⑴ 施設管理委託料(事業費 9,704,286円)                        (単位：円) 

区 分 内 容 等 請負業者等 金  額 備  考 

委託料 操作管理 仁田区長外11区 6,186,695 
国土交通省及び県管理 
機場・樋門 

委託料 操作管理 函南観音川排水機場管理組合 1,343,743 函南観音川排水機場 

委託料 設備点検整備 株式会社二和工業商会 869,000 日守下の谷戸排水機場外 

委託料 保守管理 株式会社静岡ケイテクノ 61,848 自家用電気工作物 

委託料 除草 田中造園 1,243,000 ヒューマンヒルズ調整池 

計 9,704,286 
一般      2,235,446 
特定(国費)  7,013,656 
特定(県費)    455,184 

 

３ 負担金補助及び交付金 

⑴ 負担金(事業費 248,000円)                              (単位：円) 

 協議会等  金   額 備   考 

全国治水砂防協会静岡県支部 14,000  

静岡県河川協会 106,000  

狩野川改修促進期成同盟会 128,000  

計 248,000 
一般    248,000 

特定       0 

 

４ 交付金 

⑴ 堤防草刈交付金(事業費 2,101,400円)                       (単位：円) 

区 分 内 容 等 請負業者等 金 額 備    考 

交付金 堤防除草 仁田区外12区   2,101,400 県管理河川、普通河川 

計  2,101,400 
一般  1,903,400 

特定   198,000 

 ⑵ 河川・海岸統一美化運動 

11月9日(土)、狩野川水系来光川約3.5kmの堤防天端及び法面のゴミ拾いを実施し、役場職員9人で河川の美

化保全に努めた。 

 

５ 治水関係要望活動 

国土交通省、静岡県に対して治水対策等に係る要望活動を行った。また、自治会より提出された要望事項に

ついて、国土交通省及び静岡県に提出した。 

対前年度比較事業効果内容 

河川愛護月間における事業の一環として、自治会等の協力を得て河川の草刈・清掃を実施し、河川に対

する理解を得ることができた。 

国管理河川である1級河川狩野川水系樋管の管理は、操作及び監視を6区(仁田・間宮・塚本・肥田・日

守・新田)に委託、県管理河川については、7区（仁田･大土肥･柏谷･畑毛･平井･上沢・柿沢台)に委託して

いる。また、函南観音川排水機場は、函南観音川排水機場管理組合に施設の管理及び出水時の操作を委託
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し、台風や集中豪雨などの災害に対処するための適正な管理に努めた。 

（決算書 Ｐ171～Ｐ172）                               主管課 建設課 

科   目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

８款 

土木費 

３項 

河川費 

１目 

河川維持費 
河川改良事業 

38,398,567 
(60,237,625) 

一般 15,998,567 

特定 22,400,000 

特定財源の内容 

緊急浚渫推進事業債    (P52)     11,700,000円 

緊急自然災害防止対策事業債(P52)     10,700,000円 

施策の成果 

河川改良工事等を3件、住民サービス工事を40件実施し、河川、側溝及び排水路の流下能力の維持、向上

に努めた。 

 

１ 委託料 

⑴ 設計監理委託料(事業費 10,780,000円)                       (単位：円) 

区 分 内 容 等 請負業者 金   額 備    考 

委託料 詳細設計 
静岡コンサルタント株

式会社函南営業所 
10,780,000 

公共施設雨水貯留施設 

(柏谷公園駐車場) 

計  10,780,000 
一般    80,000 

特定  10,700,000 

 

２ 工事請負費(事業費 25,243,567円)                          (単位：円) 

区 分 内 容 等 請負業者 金   額 備    考 

工事請負費 浚渫工事 
市川建設株式会社 

函南営業所 
9,317,000 (準)谷下川 

工事請負費 浚渫工事 
市川建設株式会社 

函南営業所 
2,497,000 (普)八ツ溝川 

工事請負費 改修工事 有限会社大塚土木 1,298,000 畑高根排水路 

工事請負費 住民サービス工事 菅沼建設株式会社外 12,131,567 全40件 

計 25,243,567 
一般    13,543,567 

特定  11,700,000 

 

３ 負担金補助及び交付金 

⑴ 建設負担金(事業費 2,375,000円)                          (単位：円) 

区 分 内 容 等 請負業者等 金 額 備    考 

負担金 
河川海岸環境整備事

業(用地測量) 
静岡県知事 2,375,000 

一級河川来光川管理用道路 

(上沢地内) 

計  2,375,000 
一般   2,375,000 

特定       0 

 

対前年度比較事業効果内容 

普通河川等の改良事業は、浚渫や局部改修等3件の河川環境整備を施工した。また、住民サービス工事を

40件発注し、水路の浚渫や小規模改修を行い、河川の適正な維持管理に努めた。 

 

 

 (決算書 Ｐ173～Ｐ174)                                                   主管課 建設課 

科   目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

８款 

土木費 

４項 

都市計画費 

２目 

公園費 
公園整備事業 

50,000 

(50,000) 

一般    50,000 

特定       0 
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施策の成果 

公園整備を促進するための事業で、協議会へ負担金を支出した。また、運動公園整備は、5月29日に函南運

動公園再整備計画策定委員会を開催し、再整備計画の策定に向けた協議を実施した。 

 

 

１ 負担金補助及び交付金 

⑴ 負担金(事業費 50,000円)                              (単位：円) 

 協議会等  金   額 備   考 

日本公園緑地協会 25,000  

全国都市公園整備促進協議会 25,000  

計 50,000 
一般  50,000 

特定     0 

 

対前年度比較事業効果内容 

函南運動公園の整備工事については、平成30年度より休止しており、建設費用の圧縮、町民ニーズを反

映した整備内容の再検討を進めている。 

 

 

(決算書 Ｐ173～Ｐ174)                                                     主管課 建設課 

科   目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

８款 

土木費 

４項 

都市計画費 

３目 

街路整備費 
街路整備事業 

55,500 

(55,500) 

一般  55,500 

特定     0 

施策の成果 

街路整備を促進するための事業で、協議会へ負担金を支出し、関係市町と共に要望活動を実施した。 

 

１ 負担金補助及び交付金 

⑴ 負担金(事業費 55,500円)                              (単位：円) 

協議会等  金   額 備   考 

東駿河湾環状道路整備促進期成同盟会 33,500  

静岡県街路事業促進協議会 22,000  

計 55,500 
一般  55,500 

特定     0 

 

対前年度比較事業効果内容 

東駿河湾環状道路整備促進期成同盟会等の会議、研修会等の出席及び要望活動への参加協力を継続して

行っている。 
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主要な施策の成果と予算執行状況報告書 

 

（一般会計） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

都 市 計 画 課 
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(決算書 Ｐ171～Ｐ174)                               主管課 都市計画課 

科      目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳 (円) 

８款 

土木費 

４項 

都市計画費 

１目 

都市計画 

総務費 

都市計画総務 

事務事業 

    74,108,685 

    (76,950,974) 

  一般  60,741,875 

  特定  13,366,810 

特定財源の内容 

 

 宅地並課税証明交付手数料(Ｐ24)      1,800円 内訳 宅地並課税証明書  6件×300円= 1,800円 

 

開発行為等許可申請手数料(Ｐ26)     223,210円 内訳 29条 1件( 86,000円) 

                            43条 19件(131,100円) 

                             47条 13件(  6,110円) 計 33件 223,210円 

 

 社会資本整備総合交付金＜函南町における住宅・建築物及び市街地の安全性の向上＞(国)(Ｐ30) 

                    7,659,000円(16,372,000円の内) 

  内訳 TOUKAI-0わが家の専門家診断事業   39件  1,840,020円×  1/2   ≒  920,000円 

     木造住宅耐震補強助成事業（補強計画一体型） 

     （一般分）              7件   6,800,000円×  1/2   ＝ 3,400,000円 

     （高齢者等）                        3件   3,000,000円×  1/2   ＝ 1,500,000円 

     木造住宅除却事業           1件    300,000円×  1/2   ＝  150,000円 

     ブロック塀等撤去事業         1件   159,000円×  1/2   ≒   79,000円 

     ブロック塀等建替え事業       13件  3,220,000円×  1/2   ＝ 1,610,000円 

 

 プロジェクト「TOUKAI-0」総合支援事業費補助金(県)(Ｐ36) 

                    5,409,000円 

内訳 TOUKAI-0わが家の専門家診断事業   39件  1,840,020円×  3/8   ≒  689,000円 

     木造住宅耐震補強助成事業（補強計画一体型） 

          （一般分）              7件 × 300,000円             ＝ 2,100,000円 

（高齢者等)             3件 × 400,000円       ＝ 1,200,000円 

     木造住宅除却事業           1件 × 300,000円× 1/4   ＝   75,000円 

     ブロック塀等撤去事業         1件   159,000円× 1/4   ≒   39,000円 

     ブロック塀等建替え事業       13件  5,251,000円× 1/4   ≒ 1,306,000円 

 

 土地利用規制等対策費交付金(県)(Ｐ36)  40,000円 

                        内訳 消耗品費            6,000円 

                           複写機等使用料         28,580円 

                           旅費              5,420円 

 

 地形図売払収入(Ｐ38)          33,800円 

                        内訳 地形図 1/ 2,500  63枚×400円＝25,200円 

                               1/10,000   4枚×400円＝ 1,600円 

                               1/25,000   3枚×200円＝   600円 

                           都市計画図     8枚×800円＝ 6,400円 
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施策の成果 

 

１ 土地利用事業 

  開発行為等土地利用指導 

   開発行為等に関する規則、静岡県開発行為等の手引き及び土地利用事業の適正化に関する指導要綱等に

基づき、町土の均衡ある発展及び公共の福祉の増進に寄与することを目的とした許可業務や行政指導等を

行った。 

 

開発行為等取扱い件数                                   （単位：件） 

年 度 開発行為 42条許可 43条許可 53条許可 適合証明 土地利用 適用除外 土採取許可 合 計 

令和5年度 0 0 30 2 10 0 14 2 58 

令和6年度 1 0 19 1 10 2 9 2 44 

※開発行為・土地利用・土採取許可は変更分も含む。 

 

２ 建築確認申請等処理状況 

建築基準法に基づく建築確認に関連する事務を実施した。 

 

建築確認申請等処理件数                                  （単位：件） 

区 分 年  度 建築確認 工作物 昇降機等 計画変更 計画通知 合 計 

町(都市計画課) 

受付 

令和5年度 1  0  0  0  0 1  

令和6年度 0  0 0 0 1 1 

指定確認検査機関 

(民間)受付 

令和5年度 100  2  0  4  0  106  

令和6年度 66  1 0 5 0 72 

計 
令和5年度 101  2  0  4  0  107  

令和6年度 66  1 0 5 1 73 

※指定確認検査機関(民間)とは、(一財)静岡県建築住宅まちづくりセンターなどの受付分である。 

 

その他届出等取扱い件数                                  （単位：件） 

年 度 
長期優良 

住宅認定 

建設工事再資源化 
自然公園法 国土法 公拡法 合 計 

土 木 建 築 

令和5年度 49 40 51 4 10 0 154 

令和6年度 64 53 49 3 14 5 188 

※国土法は契約から2週間の期限内に提出された通常届出件数と期限後の提出(無届)を合計した件数。 
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３ 地震対策事業実施状況 

  TOUKAI-0わが家の専門家診断事業については、昭和56年5月末以前に建築された木造住宅39件に対して、静

岡県に登録された耐震診断士を派遣し、耐震改修の重要性の周知や耐震診断を実施した。 

   実施件数  39件 

事業費(委託料) 1,840,020円(47,180円×39件) 

    (事業費内訳 国庫補助1/2 920,000円、県補助3/8 689,000円、町負担1/8 231,020円) 

 

診断結果                                         （単位：件） 

年 度 
耐 震 総 合 評 点 

合  計 
0.7未満 0.7以上1.0未満 1.0以上 

令和5年度 23 1 0 24 

令和6年度 36 2 1 39 

 

地震対策事業費補助実施状況                               （単位：件、円） 

区 分 年度 件数 事業費 補助交付額 
補助交付額の内訳 事業費 

本人負担 国補助 県補助 町補助 

耐震補強 

（一体型） 

令和 

5年度 
5 10,437,180 5,316,000 2,208,000 2,100,000 1,008,000 5,121,180 

令和 

6年度 
10 28,219,000 10,400,000 4,900,000 3,300,000 2,200,000 17,819,000 

木造住宅 

（除却） 

令和 

5年度 
2 4,317,830 600,000 300,000 150,000 150,000 3,717,830 

令和 

6年度 
1 3,146,000 300,000 150,000 75,000 75,000 2,846,000 

ブロック塀  

（撤去） 

令和 

5年度 
4 1,192,598 630,000 315,000 155,000 160,000 562,598 

令和 

6年度 
1 361,614 159,000 79,000 39,000 41,000 202,614 

ブロック塀 

（建替え） 

令和 

5年度 
6 5,646,493 3,172,000 1,584,000 790,000 798,000 2,474,493 

令和 

6年度 
13 11,053,388 5,251,000 1,610,000 1,306,000 2,335,000 5,802,388 

計 

令和 

5年度 
17 21,594,101 9,718,000 4,407,000 3,195,000 2,116,000 11,876,101 

令和 

6年度 
25 42,780,002 16,110,000 6,739,000 4,720,000 4,651,000 26,670,002 

※耐震シェルター・防災ベッド設置事業について、令和6年度は事業実績なし。 
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４ 雨水浸透・貯留施設設置費補助実施状況 

  総合的な治水対策の一環として雨水の有効利用により、その流出を抑制するとともに地下水のかん養を図

るため雨水浸透・貯留施設の設置に対し補助金を交付した。        

                                                   （単位：件、円） 

区 分 年度 件数 事業費 町補助 本人負担 

雨水浸透施設 

浸透Ａ型 
令和5年度 0 0 0 0 

令和6年度 0 0 0 0 

浸透Ｂ型 
令和5年度 0 0 0 0 

令和6年度 1 77,000 50,000 27,000 

雨水貯留施設 

浄化槽転用型 
令和5年度 0 0 0 0 

令和6年度 0 0 0 0 

簡易貯留型 
令和5年度 4 331,661 163,000 168,661 

令和6年度 3 177,500 82,000 95,500 

計 
令和5年度 4 331,661 163,000 168,661 

令和6年度 4 254,500 132,000 122,500 

 

５ 都市計画事業に関する印刷製本の実施 印刷製本費 2,503,160円 

 ⑴ 函南町立地適正化計画印刷 2,410,760円 

   概要版 200部 ・計画編 200部 ・資料編 200部 ・届出の手引き 200部 

 ⑵ 空き家バンク案内チラシ印刷 92,400円 

   空き家バンク制度周知用チラシ 20,000部 

 

６ まちづくりに関する業務の実施状況 

⑴ 景観審議会の開催(委員8名 委員報酬53,000円 費用弁償22,720円 計75,720円) 

   函南町景観計画に基づく下記案件に対する方向性について検討するため、審議会を開催した。 

       令和６年８月22日(木) 案件 景観重要樹木の指定について 

                     写真コンテストについて 

                     眺望地点の案内看板設置について（報告） 

                     太陽光発電施設の景観形成基準の見直しについて 

                     景観計画の進捗状況の確認について（報告） 

⑵ 空家等審議会の開催(委員6名 委員報酬40,000円 費用弁償14,300円 計54,300円) 

   令和６年度から運用を開始した函南町空き家バンクの状況及び特定空家への対応状況等を報告し、各委

員の意見を伺うため、審議会を開催した。 

       令和６年11月８日(金) 案件 空家等対策の推進に関する特別措置法の改正概要について 

                     函南町空き家バンクの状況について 

                     特定空家等への対応状況について 

 

７ 届出等取扱い件数                                  （単位：件） 

年 度 

函南町自然環境等と再生可能エネ

ルギー発電事業との調和に関する

条例第9条第1項に基づく届出 

景観法第16条第1項に基

づく届出 
(景観計画) 

都市再生特別措置法第88

条に基づく届出 

(立地適正化計画) 

令和5年度 0 4 3 

令和6年度 0 5 0 
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対前年度比較事業効果内容 

開発行為等土地利用指導については、町土の合理的で均衡ある発展を推進するため、適切な誘導及び技術

指導等を行った。開発行為、土地利用等の取扱い件数は44件で、前年度に比べ14件減少した。 

地震対策事業については、町民の生命及び財産を保護することを目的とする事業であり、TOKAI-0わが家の

専門家診断事業については39件の診断を行い、前年度に比べ15件増加した。また、地震対策事業費補助事業

については、25件の補助を行い、前年度に比べ8件増加したことで木造住宅やブロック塀の耐震化に効果があ

った。 

雨水浸透・雨水貯留施設設置費補助事業については、治水対策の一環として実施しており、4件の補助を行

った。また、補助制度の周知のため庁舎内での雨水貯留タンクの現物による展示を継続するとともに、補助

制度について広報紙への定期的な掲載や、ふれあい広場での周知を行い制度利用の促進を図った。 

不適切な盛土への対応について、条例違反盛土事業者に対しては毅然とした対応を行っている。また、中

山間地の盛土パトロールを週2回継続して実施しており、新たな違反盛土現場の発生抑止に効果があった。 

景観まちづくり事業については、広報紙の令和7年度町民カレンダー掲載写真募集の記事とタイアップし、

指定済みの9か所の眺望地点の周知を行った。また、景観計画で景観重要樹木の指定候補となっている「柿沢

川沿いのかんなみの桜」の指定に向け、河川管理者である沼津土木事務所との打合せを行った。今後も段階

的な取組みにより、町民、事業者、町の3者が景観に対するそれぞれの役割を相互に理解し、連携することで

景観まちづくりの意識の向上に効果が期待できる。 

空家対策として函南町空家等審議会を開催し、令和6年度から運用を開始した函南町空き家バンクの状況及

び特定空家等への対応状況を報告し意見を伺った。今後の空家の利活用促進や流通拡大に期待できるものと

考える。 

軽井沢地区における大規模太陽光発電事業については、令和5年1月24日に売電事業者である株式会社トー

エネックが売電事業の開始が困難であることを理由に撤退を表明していたが、10月31日付けで設置事業者で

ある株式会社ブルーキャピタルマネジメントが県に林地開発行為廃止届を提出し、11月6日に県に受理され

た。町民・議会・町が一丸となって対応してきた結果である。 
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主要な施策の成果と予算執行状況報告書 

 

（一般会計） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

上 下 水 道 課 
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（決算書 P173～P174）                                   主管課 上下水道課 

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

８款 

土木費 

５項 

下水道費 

２目 

都市下水路事業費 

蛇ケ橋ポンプ場 

維持管理事業 

62,932,344 

(53,067,655) 

一般     30,647,344    

特定       32,285,000 

特定財源の内容 

 社会資本整備総合交付金(防災・安全交付金事業) (P30) 14,685,000円 

 防災対策事業債                (P52) 17,600,000円 

 

施策の成果 

１ 大雨等により来光川の水位が上昇した際に、逆流による浸水被害を防止するため、蛇ケ橋ポンプ場に出動

し、水位観測、ポンプ操作を行った。 

ポンプ場の出動状況   

 

               機場名 
月  日 

 蛇ケ橋ポンプ場 稼働状況 

5 月28 日～29 日 
大雨 

出   動 
退   去 
運転開始 
運転停止 
稼働時間 

23：19（28日） 
 5：35（29日） 
 0：27（29日） 
 0：59（29日） 
0時間32分 

稼働ポンプ台数 
最大1 台 

６月18 日～19 日 
大雨 

出    動 
退    去 
運転開始 
運転停止 
稼働時間 

12：30（18日） 
 3：36（19日） 
12：52（18日） 
23：39（18日） 
8時間28分 

稼働ポンプ台数 
最大3 台 

6 月29 日 
大雨 

出   動 
退   去 
運転開始 
運転停止 
稼働時間 

 1：52 
 8：00 
 1：52 
 5：07 

0時間52分 

稼働ポンプ台数 
最大1 台 

8 月30 日～9 月1 日 
大雨 

出   動 
退   去 
運転開始 
運転停止 
稼働時間 

 3：18（30日） 
14：30（ 1日） 
13：35（30日） 
19：19（31日） 
6時間29分 

稼働ポンプ台数 
最大2 台 

※その他 出動２件（ポンプ稼働なし、水位観測のみ） 

 

２ 常時、確実な運転ができるよう適正な維持管理及び修繕を行った。 

⑴ 維持管理                                      (単位：円) 

業   務   名 委 託 概 要 委託先 委託費 

自家用電気工作物保安管理 
業務委託（蛇ケ橋ポンプ場分） 高圧受電設備の保安管理業務 

株式会社静岡 

ケイテクノ 
383,458 

上下水道施設周辺草刈清掃業務委
託（蛇ケ橋ポンプ場分） 場内草刈清掃業務 

公益社団法人函南町 

シルバー人材センター 
578,275 

蛇ケ橋ポンプ場 
電気設備等点検業務委託 

電気設備等点検業務  平井工業株式会社 6,710,000 

計   7,671,733 
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⑵ 設計監理                                      (単位：円) 

業   務   名 委 託 概 要 請負業者 委託費 

蛇ケ橋ポンプ場耐震診断 
（非線形解析）業務委託 

耐震診断（詳細診断） 

株式会社日新技術 

コンサルタント静岡東

部出張所 

18,590,000 

蛇ケ橋ポンプ場ストック 
マネジメント計画策定業務委託 

ストックマネジメント計画策定 
株式会社建設技術 

研究所静岡事務所 
10,780,000 

計   

29,370,000 

(特定) 

14,685,000 

 

 ⑶ 修繕・工事                                     (単位：円) 

工   事   名 工 事 概 要 請負業者 工事請負費 

蛇ケ橋ポンプ場非常用発電設備 

始動用蓄電池交換 

非常用ガスタービン発電機の 

始動用蓄電池交換 
平井工業株式会社 17,600,000 

蛇ケ橋ポンプ場高圧ケーブル更新

工事 

経年劣化に伴う高圧ケーブルの

更新 
平井工業株式会社 1,562,000 

計   

19,162,000 

(特定) 

17,600,000 

 

対前年度比較事業効果内容 

来光川の水位上昇に伴う浸水被害を未然に防止するため、蛇ケ橋ポンプ場の電気設備等の点検業務、渇水期

における電気整備等の分解整備を行った。また、職員による操作訓練を行い、職員の技術向上及び適切な維持

管理に努めた。 

施設の長寿命化対策として、国費を活用した施設改築を実施するため、ストックマネジメント計画の策定に

着手し、令和６年度は、施設情報の収集を行った。また、耐用年数超過となったガスタービン発電機始動用蓄

電池の交換を行ったことで、工事請負費が大きく増加した。 

施設の耐震化対策として、令和５年度に実施した耐震診断結果により耐震強度不足箇所が多数あった土木構

造物について、非線形解析による詳細診断を行った結果、耐震補強必要箇所が大幅に減少したため、今後の耐

震化工事費用の縮減に繋がった。 

非常時の狩野川水系上流域における大雨の際には、蛇ケ橋ポンプ場に迅速に出動し、水位観測及び的確なポ

ンプ操作を行うことにより浸水被害の防止に努めた。 
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（決算書 P175～P176）                                   主管課 上下水道課 

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

８款 

土木費 

５項 

下水道費 

２目 

都市下水路事業費 

都市下水路 

維持管理事業 

1,180,000 

(7,252,000) 

一般  1,180,000 

特定 0 

 

施策の成果 

１ 大雨等による浸水被害を防止するため、都市下水路の流下能力を維持するための浚渫土の処分を行った。ま

た、大場川の水位が上昇した際に、狩野川東部浄化センター雨水排水機場が適切に運転できるように点検、操

作を委託した。 

ポンプ場の出動状況   

               機場名 

月  日 

 狩野川東部浄化センター 

雨水排水機場 
稼働状況 

５月29 日 

大雨 

出   動 

退   去 

運転開始 

運転停止 

稼働時間 

0：50 

4：30 

1：30 

4：05 

 2 時間35 分 

稼働ポンプ台数 

最大1 台 

６月18 日～19 日 
大雨 

 

出   動 

退   去 

運転開始 

運転停止 

稼働時間 

11：00 

1：00（19日） 

12：06 

 0：20 

21時間21分 

稼働ポンプ台数 

最大２台 

８月30 日 
大雨 

 

出   動 

退   去 

運転開始 

運転停止 

稼働時間 

13：00 

23：15 

14：40 

 21：50 

         ９時間40 分 

稼働ポンプ台数 

最大２台 

11 月2 日 
大雨 

 

出   動 

退   去 

運転開始 

運転停止 

稼働時間 

19：20 

23：00 

19：40 

 22：20 

５時間20分 

稼働ポンプ台数 

最大２台 

※その他 出動６件（ポンプ稼働なし、水位観測のみ） 

 

２ 常時、確実な運転ができるよう適正な維持管理及び修繕を行った。 

⑴ 維持管理                                      (単位：円) 

業   務   名 委 託 概 要 委託先 委託費 

狩野川東部浄化センター 

雨水排水機場操作管理委託 
雨水排水機場操作点検管理業務  塚本区長 80,000 

 ⑵ 修繕・工事                                     (単位：円) 

工 事 名 等 工 事 概 要 施工箇所 請負業者 工事請負費 

都市下水路浚渫土処理工事 浚渫施工量 V=20㎥  塚本・間宮 有限会社竹之内建設 1,100,000 

 

対前年度比較事業効果内容 

大場川の水位上昇に伴う浸水被害を未然に防止するため、間宮・塚本地区の都市下水路、狩野川東部浄化セ

ンター雨水排水機場の適切な維持管理に努めた。 

狩野川東部浄化センター雨水排水機場の水位観測及びポンプ操作業務を地元区に委託し、大雨の際の浸水被

害未然防止に努めた。 
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主要な施策の成果と予算執行状況報告書 

 

（一般会計） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

学 校 教 育 課 
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 (決算書 Ｐ183～Ｐ186)                             主管課 学校教育課 

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

１０款 

教育費 

１項 

教育総務費 

１目 

教育委員会費 
教育委員会事務事業 

2,197,700 

(1,926,900) 

一般     2,197,700 

特定       0 

 

施策の成果 

１ 教育委員会の開催 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律及び函南町教育委員会会議規則の規定に基づき定例教育委員会を

12回開催し、延べ4名の傍聴があった。町の教育方針と施策について審議し、教育振興及び教育行政の改善充

実を図った。また、会議録等をホームページで公表し、広く情報公開を行った。 

教育委員会審議事項 

教育委員会開催日 審議事項 

令和6年4月23日 

議案第26号 函南町立図書館協議会委員の委嘱について 

議案第27号 函南町社会教育委員の委嘱について 

議案第28号 函南町公民館運営審議会委員の委嘱について 

議案第29号 函南町放課後子どもプラン運営委員の委嘱について 

議案第30号 函南町立小中学校の主任等の任命について 

議案第31号 要保護及び準要保護児童生徒の認定について 

令和6年5月27日 
議案第32号 函南町結核対策委員会委員の委嘱について 
議案第33号 令和６年度函南町一般会計「教育費」補正予算について 
議案第34号 要保護及び準要保護児童生徒の認定について 

令和6年6月25日 
議案第35号 函南町社会教育委員会への諮問について 
議案第36号 小規模特認校（町立丹那小学校）の募集定員数について 
議案第37号 要保護及び準要保護児童生徒の認定及び廃止について 

令和6年7月17日 
議案第38号 函南町スポーツ推進審議会委員の委嘱について 
議案第39号 令和７～10年度使用の中学校教科用図書の採択について 

令和6年8月27日 
議案第40号 令和６年度函南町一般会計「教育費」補正予算について 
議案第41号 令和５年度函南町一般会計「教育費」歳入歳出決算について 
議案第42号 要保護及び準要保護児童生徒の認定について 

令和6年9月25日 

議案第43号 函南町独立行政法人日本スポーツ振興センターの共済掛金に関する要綱
の制定について 

議案第44号 要保護及び準要保護児童生徒の認定について 
議案第45号 指定校変更の承諾について 

令和6年10月23日 
議案第46号 函南町文化財保護審議委員の委嘱について 
議案第47号 函南町学校施設使用に関する規則の一部改正について 

令和6年11月22日 

議案第48号 要保護及び準要保護児童生徒の認定について 
議案第49号 指定校変更の承諾について 
議案第50号 令和７年度函南町立幼稚園、こども園入園許可について 
議案第51号 令和６年度函南町一般会計「教育費」補正予算について 
議案第52号 令和５年度函南町教育委員会自己点検・評価報告書について 
議案第53号 函南町部活動地域連携・地域移行推進協議会設置要綱の制定について 
議案第54号 第49回函南町駅伝大会に伴う函南町立図書館の開館時間の変更について 
議案第55号 函南町農村環境改善センターの設置及び管理等に関する条例の一部改正

について 
議案第56号 函南町農村環境改善センターの設置及び管理等に関する条例施行規則の

一部改正について 

令和6年12月19日 

議案第57号 要保護及び準要保護児童生徒の認定について 
議案第58号 小規模特認校（町立丹那小学校）の就学許可について 
議案第59号 指定校変更の承諾について 
議案第60号 函南町いじめ問題対策専門委員の委嘱について 
議案第61号 函南町立小・中学校処務規程の一部改正について 

令和7年1月21日 

議案第１号 要保護及び準要保護児童生徒の認定について 
議案第２号 令和７年度函南町教育推進構想及び令和７年度函南町保幼こ小中連携・ 

接続構想(案)について 
議案第３号 令和６年度函南町一般会計「教育費」補正予算について 
議案第４号 令和７年度函南町一般会計「教育費」予算について 
議案第５号 町立みのり幼稚園複式学級の編成について 

318



教育委員会開催日 審議事項 

令和7年2月26日 

議案第６号 要保護及び準要保護児童生徒の認定及び廃止について 
議案第７号 令和７年度函南町教職員人事異動について 
議案第８号 令和７年度教育課程等編成の申請について 
議案第９号 令和７年度図書特別整理期間による町立図書館の休館日について 
議案第10号 函南町特別支援教育就学奨励費支給要綱の一部改正について 
議案第11号 函南町立小・中学校処務規程の一部改正について 
議案第12号 函南町県費負担教職員の自家用車の公務使用に関する取扱要綱の一部改

正について 
議案第13号 函南町立自由ケ丘幼稚園の園歯科医の委嘱について 

令和7年3月21日 

議案第14号 要保護及び準要保護児童生徒の認定について 
議案第15号 要保護及び準要保護児童生徒の継続認定について 
議案第16号 函南町教育委員会町職員の人事異動について 
議案第17号 函南町教育委員会町職員(教諭）の人事異動について 
議案第18号 函南町学校運営協議会委員の委嘱について 
議案第19号 函南町就学支援委員会委員の委嘱について 
議案第20号 函南町いじめ防止等生徒指導連絡協議会委員の委嘱等について 
議案第21号 函南町校内適応指導教室「ステップ・ルーム」設置に関する基本方針の

一部変更について 
議案第22号 教育長に対する事務委任規則の一部を改正する規則について 
議案第23号 かんなみ仏の里美術館の設置、管理等に関する条例施行規則の一部改正

について 
議案第24号 函南町スポーツ推進委員の委嘱について 
議案第25号 函南町放課後子ども教室コーディネーターの委嘱について 
議案第26号 函南町放課後子どもプラン運営委員会委員の委嘱について 
議案第27号 かんなみ仏の里美術館運営審議会委員の委嘱について 

２ 教育委員の学校等教育施設訪問の実施 

  教育現場の現状確認や教育行政施策に資することを目的に、幼児・児童・生徒が学ぶ園や学校の訪問、また

社会教育施設の状況等の視察を定例教育委員会の開催日に合わせ、7月17日、9月25日、10月23日、11月22日の4

回実施した。 

 

３ 教育委員会活動等の自己点検・評価の実施 

  効果的な教育行政の推進に資するため、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の規定に基づき、教育委

員会の活動及び施策に対する自己点検及び外部者からの評価を実施した。報告書は告示しホームページに公開

した。 

 

４ 総合教育会議の開催 

  町長と教育委員会が相互の連携を図りつつ、より一層民意を反映した教育行政を推進していくため、地方教

育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、函南町総合教育会議を2回開催し、町の教育方針と施策に関して、

下表の内容を協議した。延べ5名の傍聴があった。また、会議録をホームページに公表した。 

総合教育会議協議内容 

総合教育会議開催日 協議事項 

第1回 令和6年8月27日 

⑴ 不登校児童生徒の現状について 

⑵ 乳幼児期から中学校までの接続教育について 

⑶ 自由ケ丘幼稚園の認定こども園化について 

⑷ 報告事項について 

ア 文化センター大ホール天井の耐震方針について 

イ 中学校部活動について 

第2回 令和7年3月21日 

⑴ こども家庭センターの設置について 

⑵ 第３期子ども子育て支援事業計画について 

⑶ 報告事項について 

ア 函南町部活動地域連携・地域移行の進捗状況について  

イ 文化センターの整備方針について  

ウ 児童生徒の不登校対策について  
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５ 就学支援委員会の開催 

  障害のある児童生徒の就学支援を円滑かつ適正に進めるため、就学支援委員会(委員17人)を4回開催し、教育

上特別な支援を要する児童生徒の障害の種類、程度等に応じた支援の審議を行った。 

就学支援委員会審議内容 

就学支援委員会開催日 審議事項 

令和6年 5月31日 就学支援対象幼児・児童・生徒2人の面接・審議を含む88人の措置確認 

令和6年 8月30日 就学支援対象幼児・児童・生徒5人の面接・審議を含む93人の措置確認 

令和6年11月29日 就学支援対象幼児・児童・生徒15人の面接・審議を含む103人の措置確認 

令和7年 2月 6日 

就学支援対象幼児・児童・生徒2人の面接・審議を含む104人の措置確認 

就学支援対象園児・児童・生徒の審議及び結果の確認（内訳 新就学児13人、中学

校入学予定者10人、小学校在学児53人、中学校在学生28人、合計104人） 

通級指導教室対象幼児・児童・生徒115人の審議 

 

６ いじめ問題への取り組み 

  社会的な問題であるいじめ問題に、積極的に対応するため、函南町いじめ防止等生徒指導連絡協議会を 2

回開催し、各校の生徒指導担当者での情報交換会も別途4回行った。これらの活動によりいじめ等の未然防止

対策、早期対応が図られた。 

また、過年度に発生した重大事態と認定するいじめ事案の調査を継続し、函南町いじめ問題対策専門委員会

を書面開催を含め6回開催し、弁護士による報告書を作成、報告し、終結に至った。 

 

７ 函南町教育研究会への補助金交付の実施 

  町内小中学校の児童・生徒・教職員の教育効果を高めるための教育研究活動を奨励し、教育振興を図るため、

函南町教育研究会に対し補助金を交付した。(補助額569,000円：補助率 総事業費8/10以内) 

 

対前年度比較事業効果内容 

 令和6年度は定例教育委員会を12回開催し、教育長提出議案63件（令和5年度は59件）を審議し教育行政の向

上に努めた。また、総合教育会議を2回開催し、自由ケ丘幼稚園の認定こども園化やこども家庭センターの設置、

第３期子ども子育て支援事業計画などについて協議を行った。また、函南町部活動地域連携・地域移行の進捗

状況や文化センターの整備方針、児童生徒の不登校対策について、報告を行った。 

 就学支援委員会は、専門家を交えて4回開催し、教育上特別な支援を要する子どもたちの障害の種類、程度に

応じた審議等を行った。 
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(決算書 Ｐ185～Ｐ188)                              主管課 学校教育課 

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円） 

１０款 

教育費 

１項 

教育総務費 

２目 

事務局費 
事務局事務事業 

123,264,148 

(110,363,148) 

一般      122,772,148 

特定          492,000 

特定財源の内容 

学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金 (P36)        492,000円 

 

施策の成果 

１ 在籍児童・生徒数の推移 

  学校教育法に基づき学齢簿の編成、小中学校入学・転学の手続きを行った。 

⑴ 小学校中途入学及び転学の状況                            （単位：人） 

小学校名 
令和6年4月1日 

現在の在籍児童数 
中途入学数 中途転学数 

令和7年3月31日 
現在の在籍児童数 

函南小学校 481 5 11 475 

丹那小学校 50 1 1 50 

桑村小学校 71 1 1 71 

東小学校 683 4 4 683 

西小学校 436   2 6 432 

計 1,721 13 23 1,711 

⑵ 中学校中途入学及び転学の状況                            （単位：人） 

学校名 
令和6年4月１日 
現在の在籍生徒数 

中途入学数 中途転学数 
令和7年3月31日 
現在の在籍生徒数 

函南中学校 439 1 2 438 

東中学校 457 0 1 456 

計 896 1 3 894 

 

２ 就学時健康診断 

  学校保健安全法に基づき、新入学予定児童を対象に、就学時健康診断(内科・歯科検診)を実施した。 

⑴ 内科検診受診件数     （単位：人）   ⑵ 歯科検診受診件数     （単位：人） 

会場 受診人数 

 

会場 受診人数 

丹那幼稚園 3 丹那幼稚園 2 

二葉こども園 18 二葉こども園 16 

自由ケ丘幼稚園 45 自由ケ丘幼稚園 45 

間宮幼稚園 16 間宮幼稚園 17 

みのり幼稚園 11 みのり幼稚園 12 

春光幼稚園 23 春光幼稚園 23 

西部保育園 33 西部保育園 31 

ひまわり保育園 16 ひまわり保育園 15 

仁田マーガレット保育園 25 仁田マーガレット保育園 28 

函南さくら保育園 30 函南さくら保育園 28 

若葉保育園 10 若葉保育園 10 

はなみずき保育園 8 はなみずき保育園 7 

その他 0 その他 4 

計 238 計 238 
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３ ことばの教室、ことばの相談を実施した園児・児童数の状況 

  ことばの発達に悩みがある子どもの保護者から相談を受け、言語聴覚士2人がことばの相談や1回40分程度の

通級（訓練）を個別に行った。 

参加園児・児童数及び参加延べ回数                           （単位：人、回） 

年度 
園児 児童 計 

人数 延べ回数 人数 延べ回数 人数 延べ回数 

令和2年度 54 556 13 251 67 807 

令和3年度 83 599 6 181 89 780 

令和4年度 135 756 8 166 143 922 

令和5年度 71 811 7 131 78 942 

令和6年度 61 762 9 156 70 918 

 

４ 田方地区教員研修協議会事業内容 

  田方地区2市1町(伊豆市、伊豆の国市、函南町)で構成する田方地区教員研修協議会に負担金を支出し、若手

及び中堅教諭等の資質向上のために研修を実施した。 

⑴ 研修事業参加実績                                  （単位：人） 

研修内容 実施回数 対象者 参加人数 

若手教員育成事業（授業研修） 年2回訪問 採用2～5年目 75 

若手教員育成事業（実技研修） 年3回 採用2～5年目 延べ23 

若手教員育成事業（英語師範授業+講話） 年1回 採用2～5年目、英語部 50 

教頭研修事業（経営講座） 年1回 教頭 25 

中堅教員研修事業（運営講座） 年2回 主幹・主任等 延べ54 

中堅教員研修事業（研修講座） 年2回 研修主任 延べ48 
臨時講師研修（教育基本講座） 年1回 非常勤職員 15 

⑵ 要請訪問事業実績(各学校が講師を依頼)  （単位：回） 

総回数 うち小学校回数 うち中学校回数 

85 40 45 

 ⑶ その他研修事業実績 

   管理職の交代期にあることから、新任教頭訪問を行い、教頭職務の基礎基本について支援・指導を行った。

また、管理職の資質向上を目的としたアフターファイブ研修も実施した。 

  ア 論文講座… 6回 9名参加 

  イ アフターファイブ研修… 5名参加 

  ウ 教育課程講座… 37名参加 

エ 講師派遣事業… 各種団体、市町教委の要請を受けて研修会等に講師を派遣 2回 

 

５ 地域学校協働本部事業内容 

  学校支援ボランティアと学校を結ぶ地域学校協働本部において、学校支援活動を実施した。 

学校支援ボランティア活動実績                             （単位：人、日） 

年度 ボランティア登録人数 活動延べ人数 活動延べ日数 

令和2年度 93 10,038 2,134 

令和3年度 153 9,574 2,215 

令和4年度 157 11,132 2,286 

令和5年度 152 11,999 2,886 

令和6年度 164 11,729 2,793 
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対前年度比較事業効果内容 

 「ことばの教室」による指導は、就学前のことばの出始めるときに訓練すると効果が高く、訓練によってす

ぐに改善されることもあるが、家族などの家庭環境による場合や、ことばだけの問題ではなく、発達全体に遅

れがある場合など、個々に応じた訓練が必要となっている。専門的な知識と経験を持つ2人の言語聴覚士が70

人の園児及び児童に対し、年間で延べ918回のことばの相談及び訓練を実施し個々の課題の改善に努めた。また、

令和6年度は年度途中に35人の新規申込者のことばの相談を実施し、令和7年度のことばの教室への参加に繋ぐ

ことができた。 

 田方地区2市1町（伊豆市、伊豆の国市、函南町）で創設した田方地区教員研修協議会に負担金を支出し、集

合型研修を12回、個別研修を延べ147回、各校の要請に応じた研修支援を延べ85回実施することができた。それ

ぞれのキャリアステージに立つ教員のための手厚い支援体制が確立され、充実した研修実施となった。田方地

区全体の教員の資質向上につながっている。 

特別支援教育の推進は、子育て支援課と連携し、公立・組合立・私立園および療育施設等を巡回して、園児

の困り感を把握するとともに当該保護者との面談を行い、困り感のある園児の早期発見・早期対応を目指した。 

函南町学校運営協議会設置要綱に基づき設置された学校運営協議会（コミュニティ・スクール）においては、

「地域とともにある学校づくり」の定着に向け、教育委員会事務局が支援し各学校において活動を実施した。 

地域学校協働活動推進事業として地域学校協働活動推進員5人、地域学校協働活動支援員1人を配置し、学校

での各種支援活動を実施した。登下校時の不審者対策としてボランティアで結成する「登下校見守り隊」を募

り、児童、生徒の安全確保に努めた。令和6年度は50人の方々により、延べ1,274日の活動を行った。 

ICT支援員を2人雇用し各小中学校へ配置した。ICT支援員の配置により端末機器の操作や活用方法の指導、

軽微な保守点検、整備など、ICT教育が円滑に行われる体制を整備できた。 
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(決算書 Ｐ187～Ｐ190)                              主管課 学校教育課 

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

１０款 

教育費 

１項 

教育総務費 

２目 

事務局費 
教育支援センター事務事業 

29,352,665 

(22,888,814) 

一般    19,134,665 

特定    10,218,000 

特定財源の内容 

 ふるさと納税寄附金（教育・人づくり及び子育て支援）(P40） 10,218,000円 

 

施策の成果 

１ 教育支援センター事業内容 

  教育支援センターの業務として「不登校児童生徒への支援・指導」、「児童生徒の問題行動等について」、「学

校への支援チーム体制構築の連絡調整と支援」、「児童生徒、保護者及び教職員に対する教育相談と支援」、「チ

ャレンジ教室の運営と指導」等を行った。具体的な業務としては学校訪問、個別相談、ケース会議、訪問支援

及び研修会等を実施した。 

教育支援センター事業実績                               （単位：回、件） 

年度 学校訪問回数 個別相談件数 ケース会議回数 訪問支援回数 研修会回数 

令和2年度 215 346 87 176 24 

令和3年度 169 319 80 261 28 

令和4年度 124 292 54 221 15 

令和5年度 143 273 46 254 17 

令和6年度 141 308 59 248 17 

 

２ 教育備品等購入  

主な購入備品                                        （単位：円、台） 

配置箇所 備品名 単価 数量 金額 

チャレンジ教室 デジタルカメラ 13,200 1 13,200 

 

対前年度比較事業効果内容 

教育支援センターにおいてはセンター長1人、チーフカウンセラー1人、発達相談員3人、ステップルーム担当

SSW（スクールソーシャルワーカー）1人及び適応指導教室指導員3人を配置し、業務を実施した。教育支援セン

ター業務のうち、学校訪問においては、学校、児童生徒、家庭が抱える諸課題等の情報を共有でき、「ケース会

議の開催」等の適切な対応に繋がった。また、学習障害(LD)を抱える児童生徒への個別支援のため、訪問支援

回数を増やして対応に当たった。個別相談件数については「センターの相談業務」が保護者へ浸透してきたこ

とから、件数は依然として多く、保護者が子どもに抱える様々な不安を取り除く一助となっている。研修会に

ついては、不登校・発達障害等における、現状分析、支援方法の確認、情報共有及び最新の国・県の動向につ

いての情報提供等を行ったほか、教職員向けの「発達障害等をかかえる児童生徒への支援」に関する研修会を

実施した。 

また、教育支援センター主催以外に、地教委主催の小中学校特別支援コーディネーターや通級指導担当教諭

を対象とした研修会に講師として参加し、教育支援センターの役割や函南町の児童生徒の現状等を提示するこ

とにより、函南町の取組の成果や今後の課題を共有した。 

令和6年度の不登校児童生徒数 (年間30日以上欠席)は、小・中学校併せて100人であった。不登校児童・生徒

を対象としたチャレンジ教室(適応指導教室)を週5回開催(水曜日は午前中のみ)し、体験活動、一人ひとりに寄

り添った心理的支援、学習指導、集団生活への適応指導等の手厚い支援を実施し、該当児童生徒の「心のより

どころ」、「活動できる居場所づくり」が可能となるよう努めた。令和6年度は22人(小学生6人、中学生16人)が

通級した(令和5年度36人(小学生3人、中学生33人))。 

また、中学校2校に校内教育支援センター（ステップルーム）を設置し、生徒に寄りそった居場所の提供、学

習機会の確保に努め、年間60名(1日あたり7～9名程度)の利用があった。 
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(決算書 Ｐ189～Ｐ190)                              主管課 学校教育課 

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

１０款 

教育費 

１項 

教育総務費 

２目 

事務局費 
幼児教育センター事務事業 

6,140,187  

(5,585,083) 

一般     3,295,187 

特定     2,845,000 

特定財源の内容 

 教育支援体制整備事業費交付金 (P30） 2,845,000円 

 

施策の成果 

１ 幼児教育センター事業内容 

  令和2年度に幼児教教育センターを設置してから5年目となり、令和6年度は幼児教育指導主事、幼

児教育アドバイザー、幼児教育主査など4人を配置した。保育者の業務改善を図るため、個別面談やアン

ケートを実施し、課題を明確にした。これにより幼児教育の実態(保育者の勤務・研修実態等)を把握し、

多岐にわたる課題解決に継続して取り組んでいる。また、幼児教育アドバイザーや子育て相談員による全

施設種の園巡回訪問や公開保育訪問、研修会等を主催し、保育の質向上に向けた支援を行った。幼保こ小

中の接続に関する「接続研究推進会議」を立ち上げ、架け橋期の重要性を再確認し、架け橋プログラムに

向けた取り組みを進めている。 
 

幼児教育センター事業活動実績                             （単位：回、人） 

  アドバイザー 

訪問回数 

保育者面談 

延べ人数 

研修会・連絡会 

等回数 

研修会・連絡会・

講演会等延べ人数 

特別支援関係 

園訪問延べ回数 

令和2年度 62 177 46 715 80 

令和3年度 101 199 44 753 119 

令和4年度 103 188 49 753 88 

令和5年度 115 194 47 708 123 

令和6年度 70 99 49 540 82 

 

対前年度比較事業効果内容 

令和5年度は全幼児教育施設を対象に園内研修支援を対象に園内研修支援を115回、経験年数に応じての保育

者に応じた研修会を47回、特別支援教育に係る巡回訪問を123回実施し、保育者面談延べ人数194名、研修会・

連絡会・講演会等の受講者数708名（小中教員を含む）であった。保育者の質向上、幼児教育の大切さを小中学

校の教職員に対して啓発した、その中でこれまで接続カリキュラムを作成してきたが、カリキュラムに関わり

取組むべき課題が明確になった。 

令和6年度には課題の解決を目指して、「仮称函南町接続研究推進会議」を設置し、年3回開催した。会議設置

に際し、校長会、園長会で協議を行い、町教育研究会と密に連携できる体制を構築した。また、「函南町接続研

究推進会議設置要項」に基づき、組織的な取組ができるようになった。令和5年度に比べ、アドバイザー訪問回

数、保育者面談延べ人数等が減少したが、幼保こ小の接続に係る課題解決に向けての取り組みを進めたことに

よる。 
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(決算書 Ｐ189～Ｐ196)                              主管課 学校教育課 

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

１０款 

教育費 

２項 

小学校費 

１目 

学校管理費 

 

小学校管理事業 

1,332,697,404 

現年 1,297,208,404 

繰越   35,489,000 

(356,944,477)  

一般  488,529,061 

現年  453,040,061 

繰越   35,489,000 

特定   844,168,343 

特定財源の内容 

 教育支援体制整備事業費補助金 （P30）    768,000円 

学校施設環境改善交付金    （P30）  126,077,000円 

 町立学校建設基金繰入金    （P44）  120,000,000円 

 線下補償料地元交付金     （P48）     23,343円 

 学校教育施設等整備事業債   （P52）  597,300,000円 

 

施策の成果 

１ 各学校施設の改修工事を実施し、施設の安全性及び教育環境の向上に努めた。 

主な工事概要（1件100万円以上の工事）                          （単位：円） 

学校名 工事名 工事概要 請負人 請負金額 

函南小学校 函南小学校体育館消火栓ポンプ更新工
事 

消火栓ポンプの更
新 

有限会社タカギ
防災設備 

3,410,000 

函南小学校 函南小学校給食棟塗装工事 給食棟外壁の塗装
工事 

有限会社大隅建
設 

2,640,000 

東小学校 東小学校給食棟エアコン及び照明器具
外更新工事 

給食室内のエアコ
ン及び照明の更新 

株式会社デンマ
ル 

2,750,000 

西小学校 西小学校長寿命化改修工事 校舎の長寿命化改
修工事 

加和太建設株式
会社 

853,600,000 

 

２ 小学校等用地借地事業 

小学校等用地の借地概要                               （単位：㎡、円、人） 

学校名 町有面積 借地面積 合計面積 借地料 地権者数 

函南小学校 12,970.91 9,025.87 21,996.78 9,922,716  2 

丹那小学校 12,766.00 2,491.00   15,257.00   991,418 1 

桑村小学校 5,610.00   16,083.00   21,693.00   6,626,196 13 

東小学校 19,078.58 5,439.00   24,517.58 4,342,184 6 

西小学校  19,989.45 5,069.00   25,365.45 8,456,369 5 

学 校 林    0.00 140,581.00   140,581.00   28,120 1 

合計 70,414.94 178,688.87 249,103.81 30,367,003 28 
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３ 学校管理及び給食用備品 

購入備品契約内容                                （単価及び金額単位：円） 

学校名 備品名 単価 数量 金額 

函南小学校 

ポータブルワイヤレスアンプセット 150,700 1式 150,700 

OAチェア 9,670 3台 29,010 

配膳台（給食用） 77,385 2台 154,770 

リフト用運搬車（給食用） 84,480 1台 84,480 

冷蔵庫（給食用） 298,100 1台 298,100 

冷凍冷蔵庫（給食用） 408,320 1台 408,320 

自動製氷機 198,000 1台 198,000 

散水タイマー 22,000 1台 22,000 

デジタル台はかり（給食用） 21,340 2台 42,680 

移動台（給食用） 26,400 2台 52,800 

自走介助兼用車いす 17,600 1台 17,600 

電子視力計 架台セット 100,100 1台 100,100 

丹那小学校 
ドライ式移動台（給食用） 80,190 １台 80,190 

冷蔵庫 132,000 1台 132,000 

ラミネーター 27,500 1台 27,500 

桑村小学校 

食器消毒保管庫（給食用） 551,760 1台 551,760 

移動台（給食用） 63,030 １台 63,030 

電子血圧計 18,997 1台 18,997 

パルスオキシメーター 9,240 1台 9,240 

キャンパスベッド 35,090 1台 35,090 

拡声器（メガホン） 24,200 1個 24,200 

高性能保温食缶シャトルドラム 29,700 1個 29,700 

 フードプロセッサー（給食用） 35,200 1台 35,200 

 食器消毒保管庫（給食用） 419,980 1台 419,980 

 パルスオキシメーター 8,426 1台 8,426 

 デジタル身長体重計 247,500 1台 247,500 

 外部表示ユニット 45,100 1台 45,100 

東小学校 インクジェット複合機 42,900 1基 42,900 

 ビックファン 48,620 6台 291,720 

 児童用机 14,960 30台 448,800 

 児童用椅子 10,780 30台 323,400 

西小学校 

冷蔵庫（給食用） 391,600 1台 391,600 

視力検査器 架台付き 119,900 1台  119,900 

環境管理温湿度計 9,350 1台 9,350 

ボールガード 3,740 1個 3,740 

防水型食品用温度計（給食用） 23,980 1台 23,980 
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４ 職員・学級・児童数 

5月1日現在職員・学級・児童数                            （単位：人、学級） 

学校名 年度 
職員数 学級数 児童数 

県費 町費 計 普通 特別支援 計 普通 特別支援 計 

函南小学校 

R02 31(11) 2(9) 33(20) 17 3 20 476 12 488 

R03 31(4) 2(9) 33(13) 17 3 20 479 13 492 

R04 30(3) 2(10) 32(13) 17 3 20 479 11 490 

R05 31(7) 2(9) 33(16) 18 2 20 485 9 494 

R06 30(5) 2(9) 32(14) 17 3 20 469 12 481 

丹那小学校 

R02 10(6) 1(3) 11(9) 6 0 6 60 0 60 

R03 11(3) 1(4) 12(7) 6 0 6 61 0 61 

R04 11(3) 1(4) 12(7) 6 0 6 59 0 59 

R05 11(5) 1(4) 12(9) 6 0 6 56 0 56 

R06 10(5) 1(4) 11(9) 6 0 6 50 0 50 

桑村小学校 

R02 11(5) 1(2) 12(7) 6 0 6 90 0 90 

R03 11(1) 1(3) 12(4) 6 0 6 86 0 86 

R04 11(1) 0(5) 11(6) 6 0 6 80 0 80 

R05 10(3) 1(4) 11(7) 6 0 6 68 0 68 

R06 11(2) 0(6) 12(7) 6 0 6 71 0 71 

東小学校 

R02 37(17) 0(12) 37(29) 23 2 25 677 12 689 

R03 38(6) 0(12) 38(18) 23 2 25 675 11 686 

R04 40(7) 0(11) 40(18) 24 2 26 688 13 701 

R05 38(5) 0(12) 38(17) 23 3 26 677 16 693 

R06 39(4) 0(9) 39(14) 22 2 24 670 13 683 

西小学校 

R02 31(7) 0(10) 31(17) 18 2 20 488 9 497 

R03 32(5) 1(8) 33(13) 18 2 20 464 10 474 

R04 27(4) 1(11) 28(15) 16 2 18 446 13 459 

R05 26(4) 1(9) 27(13) 15 2 17 438 11 449 

R06 27(5) 1(9) 28(14) 15 2 17 424 12 436 

合計 

R02 120(46) 4(36) 124(82) 70 7 77 1,791 33 1,824 

R03 123(19) 5(36) 128(55) 70 7 77 1,765 34 1,799 

R04 119(18) 4(41) 123(59) 69 7 76 1,752 37 1,789 

R05 116(24) 5(38) 121(62) 68 7 75 1,724 36 1,760 

R06 117(21) 5(37) 122(58) 66 7 73 1,684 37 1,721 

※ 職員数のうち、カッコ書きの人数は会計年度任用職員数等(外数)を表す。 

※ 1人で複数校兼務している会計年度任用の兼務者は、各学校1人ずつとして計上 
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５ 児童の健康診断等を実施し、健康の保持増進を図った。 

健康診断の内容及び実績                                  （単位：人） 

項目 人数  項目 人数  項目 人数  

内
科
検
診 

検査人員(全学年) 1,676 

目 

検査人員(全学年) 1,648 聴
力 

検査人員(1.2.3.5年) 1,030 

脊柱異常 32 結膜炎 0 難聴(含片耳) 5 

胸郭異常  0 その他の眼疾 5 
尿 

検査人員(全学年) 1,713 

    異常者(要受診者) 6 

耳
鼻
咽
頭 

検査人員(1.3.5年) 828 皮
膚 

検査人員(全学年) 1,676 

心
臓 

検査人員(全学年) 1,676 

鼻疾患 99 皮膚疾患 11 有所見者数 8 

咽頭疾患 12 貧
血
検
査 

検査人員(6年) 226 疾患者数 18 

耳疾患 76 要注意 4 心電図検査人員(1.4 年) 554 

  要受診 2 心電図異常 8 

目
の
屈
折
異
常 

検査人員(全学年) 1,715 運
動
機
能 

検査人員(全学年) 1,676 結
核
検
査 

検査人員(全学年) 1,695 

1.0 以上 1,041 運動機能障害 3 要精密 7 

0.9～0.7 206 その他疾病異常  1   

0.6～0.3 236 

歯 

検査人員(全学年) 1,241 

生
活
習
慣
病 

検査人員(5年) 226 

0.2 以下 231 う歯なき者 1,543 異常なし 168 

矯正視力のみ 1 処置完了者 34 要医学的管理 1 

身
体
測
定 

検査人員（全学年） 1,719 未処置歯のある者 48 要経過観察 24 

肥満度（-20％以下） 30 その他の歯疾 207 要食生活指導 35 

肥満度（20％以上） 149     

 

６ 小学校給食調理業務委託事業 

  児童の心身の健全な発達に資するため自校方式で学校給食を実施した。 

委託事業の契約概要（契約は令和5年度から令和7年度までの3年契約）         （単位：円/年、食/日） 

学校名 委託業者 委託料 調理食数 配送先幼稚園 

函南小学校 東京ケータリング㈱ 22,671,000 530  

丹那小学校 東京ケータリング㈱ 11,517,000 82 丹那幼稚園 

桑村小学校 ㈱サンユー 静岡支店 13,733,500 89  

東小学校 ㈱レクトン 34,736,000 878 自由ケ丘幼稚園 

西小学校 東京ケータリング㈱ 28,340,620 516 みのり幼稚園 

合計  110,998,120 2,095  

 

対前年度比較事業効果内容 

 町独自の支援員(会計年度任用職員：延べ38人)として、特別支援学級及び通級指導教室の教諭の授業全体を

補助する特別支援学級介助員を7人、円滑な集団生活への適応、基礎的な学習内容の習得等を支援するため学習

支援員を6人、小学校1、2年生のクラスで授業や生活の指導をする低学年支援や普通学級において個別の支援に

当たる特別支援教育の支援員を合わせて13人、学校図書館図書の整理や読み聞かせを行うことで、読書により

親しみやすい環境づくりのため学校司書3人を配置し児童の学校生活、学習活動の支援に努めた。 

また、医療行為が必要な児童に対応するために看護師を1人、学校事務員3人、用務員4人、栄養士1人を配置

し、学校の適正な管理、運営に努めた。 

施設関係では、維持及び改善のため12件の改修工事等(令和5年度12件)を実施した。主な改修工事としては、

西小学校長寿命化改修工事など老朽化した施設や設備の改修を実施し小学校の環境整備に努めた。 
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(決算書 Ｐ195～Ｐ196)                              主管課 学校教育課 

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

１０款 

教育費 

２項 

小学校費 

１目 

学校管理費 
各小学校管理事業 

7,727,076 

(8,103,054) 

一般     7,727,076 

特定         0 

 

施策の成果 

１ 学校運営に必要な一般用消耗品を購入し、児童が安心して集団生活を送れるよう教育活動の円滑及び適切な

管理運営に努めた。 

各小学校管理事業の事業費等                                （単位：円）

事業名 事業費 事業内容 

函南小学校管理事業 1,884,877 事務・給食関係等経常的管理消耗品費 

丹那小学校管理事業 934,542         〃 

桑村小学校管理事業 993,357         〃 

東小学校管理事業 2,185,173         〃 

西小学校管理事業 1,729,127         〃 

 

対前年度比較事業効果内容 

 各小学校運営に必要な学校事務用品のほか、保健室運営に必要な消耗品や薬品類、給食業務用の消耗品など、

常時使用する消耗品を購入し、児童が、安心して安全な学校生活を送ることができるよう、健全な学校運営を

図った。 
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(決算書 Ｐ195～Ｐ198)                              主管課 学校教育課 

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

１０款 

教育費 

２項 

小学校費 

２目 

教育振興費 
小学校教育振興事業 

41,320,569 

(46,482,228) 

一般    40,160,639 

特定    1,159,930 

特定財源の内容 

 要保護児童生徒援助費補助金          (P30)        11,000円 

 特別支援教育就学奨励費補助金         (P30)       548,000円(829,000円の内) 

 公立学校情報機器整備費補助金         (P30)       350,000円(490,000円の内) 

 教育総務費寄附金               (P42)       250,000円(500,000円の内) 

 日本スポーツ振興センター共済掛金保護者負担分 (P48)           930円(3,115円の内) 

 

施策の成果 

１ 外国語指導助手(ALT)の派遣業務を委託し、小学校において児童の英語力向上と、生きた英語を肌で実感す

る教育に努めた。 

委託事業の契約概要（契約は令和5年度から令和7年度までの3年契約）         （単位：円/年、日） 

委託名 委託業者 委託料 授業日数 

函南町立小学校外国語指導助手派遣業務委託 ㈱インタラック関西東海 19,361,760 201 

 

２ 学習用の教材備品を購入し、学習環境の向上に努めた。 

教材用備品購入概要                              （単価及び金額単位：円） 

学校名 備品名 単価 数量 金額 

函南小学校 
ファスナー連結パネル1600mm 10,890 4枚 43,560 

ライン入りとび箱(小型8段) 111,100 1台 111,100 

丹那小学校 水書板 8,800 1台 8,800 

桑村小学校 電子式直線ミシン 41,800 1台 41,800 

東小学校 

ワイヤレスアンプ 259,600 1式 259,600 

残留塩素計センサー CLセンサー 21,780 1台 21,780 

スタッキングチェア 14,300 13脚 185,900 

西小学校 
逆上がり補助器 69,850 1台 69,850 

ワイヤレスマイク 29,920 1台 29,920 

   （単価及び金額単位：円） 

学校名 備品名 単価 数量 金額 

共通 GIGAスクール端末 35,200 48台 1,689,600 
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３ 就学援助費のうち教育扶助費として、経済的理由により就学困難な生徒に対して就学援助を行い、義務教育

を等しく享受し得るための援助を行った。 

就学援助費支給実績（対象人数48人）                           (単位：人、円) 

項目 年度 学用品 通学用品 校外活動 新入学学用品 修学旅行 給食 医療 計 

人数 

R02 73 62 40 12(9) 0 71 0 258(9) 

R03 70 58 35 11(8) 17 70 0 261(8) 

R04 60 48 52 6(4) 8 60 0 234(4) 

R05 59 51 45 10(7) 16 59 0 240(7) 

R06 47 39 42 5(3) 9 47 0 189(3) 

支給額 

R02 738,496 127,112 43,248 
611,340 

(459,540) 
0 3,223,895 0 

4,744,091 
(459,540) 

R03 740,424 117,832 31,936 
561,660 
(408,480) 

109,492 3,397,646 0 
4,958,990 
(408,480) 

R04 610,567 97,604 68,444 
318,360 
(216,240) 

150,362 2,811,248 0 
4,056,585 
(216,240) 

R05 642,553 108,389 46,876 
540,600 
(378,420) 

363,040 2,956,747 0 
4,658,205 
(378,420) 

R06 510,747 81,717 56,327 
279,300 
(171,180) 

203,927 2,360,917 0 
3,492,935 
(171,180) 

※ 「新入学学用品」のうち、カッコ書きの数値は入学前支給分(内数)を表す。 

 

４ 小学校特別支援学級に在籍する保護者の経済的負担を軽減するため、必要な義務教育経費の一部を特別支援

教育就学奨励費により援助を行った。 

特別支援教育就学奨励費支給実績（対象人数31人）                    （単位：人、円） 

項目 年度 学用品 校外活動 新入学学用品 修学旅行 給食 計 

人数 

R02 23 12 5 0 23 63 

R03 24 12 1 3 23 63 

R04 23 21 1 5 22 72 

R05 24 26 4 2 25 81 

R06 31 21 4 6 30 92 

支給額 

R02 130,465 5,213 119,167 0 558,562 813,407 

R03 123,675 8,185 25,555 8,806 541,631 707,852 

R04 115,986 12,135 2,530 42,565 578,885 752,101 

R05 107,299 16,585 78,130 21,580 623,802 847,396 

R06 159,028 13,409 77,290 64,740 781,814 1,096,281 

 

５ GIGAスクール構想に伴い整備をした情報通信ネットワークの保守管理を行った。          （単位：円） 

委託名 業務内容 委託業者 委託料 

校内情報通信ネットワーク
保守管理業務委託 

GIGA スクール構想にて整備した各学校の情報通
信ネットワークの日常的な管理運用及び障害発
生時の迅速な復旧業務等に係る保守管理業務 

㈱関電工 
静岡支店 

2,907,100 

 

６ 令和2年度にGIGAスクール構想に伴い導入したタブレット端末（chromebook）について、児童生徒が授業

及び家庭学習において不自由なく効果的に使用するため、端末の年次更新作業や家庭からの問合せ業務を委託

し、学校ICT教育において切れ目のないサービスの提供に努めた。 

                                （単位：円） 

事業名 契約業者 事業費 

GIGA ｽｸｰﾙ端末保守管理業務委託 ㈱フューチャーイン 静岡支社 1,051,480 
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対前年度比較事業効果内容 

小学生の語学力向上及び国際感覚を養うため、外国語指導助手(ALT)を活用し、英語力の向上に努めた。 
 学習の充実を図るため、教材用備品の整備を図り教科教育の振興に資することができた。 

経済的理由により就学困難な児童及び特別支援学級就学児童の経済的負担の軽減のため、就学援助を実施し

保護者の支援を行うことができた(令和6年度対象児童79人（就学援助48人、特別支援31人）、令和5年度対象児

童93人)。特に保護者にとって負担が大きい新入学学用品費は、支給時期を前倒して支給し入学準備に支障がな

いよう支援した。 

GIGAスクール構想において整備をしたネットワーク環境の日常的な保守管理、障害発生時の迅速な対応を業

務委託することにより、円滑かつ快適な環境を提供できた。 

 

(決算書 Ｐ197～Ｐ200)                              主管課 学校教育課 

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

１０款 

教育費 

２項 

小学校費 

２目 

教育振興費 
各小学校教育振興事業 

2,271,336 

（2,631,002) 

一般    2,271,336 

特定        0 

 

施策の成果 

１ 教材用消耗品等を購入し、教育振興に努めた。 

各小学校教育振興事業の事業費等                              （単位：円）

事業名 事業費 事業内容 

函南小学校教育振興事業 468,820 授業に直接必要な教育消耗品費 

丹那小学校教育振興事業 269,846       〃 

桑村小学校教育振興事業 268,357       〃 

東小学校教育振興事業 778,563       〃 

西小学校教育振興事業 485,750       〃 

 

対前年度比較事業効果内容 

 授業で使用する学習用消耗品を購入し、計画的かつ円滑に教育振興を図った。 
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(決算書 Ｐ199～Ｐ204)                              主管課 学校教育課 

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

１０款 

教育費 

３項 

中学校費 

１目 

学校管理費 
中学校管理事業 

200,303,290 

(188,940,691) 

一般   200,300,760  

特定        2,530 

特定財源の内容 

私用電話料 (P48)      2,530円 

 

施策の成果 

１ 施設の改修等工事を実施し、教育環境の整備に努めた。 

主な工事概要（1件100万円以上の工事）                          （単位：円） 

学校名 工事名 工事概要 請負人 請負金額 

東中学校 東中学校外階段改修工事 外階段の改修工事 ㈲大隅建設 1,650,000 

 

２ 中学校用地借地事業 

中学校用地借地の内容                               （単位：㎡、円、人） 

学校名 町有面積 借地面積 合計面積 借地料 地権者数 

函南中学校 38,356.84 3,045.14 41,401.98 4,981,849  3 

東中学校 26,835.00   11,076.00  37,911.00   6,856,044 6 

合計 65,191.84 14,121.14 79,312.98 11,837,893 9 

 

３ 学校管理及び学校給食用備品 

購入備品                                  （単価及び金額単位：円） 

学校名 備品名 単価 数量 金額 

函南中学校 

冷蔵庫（給食用） 375,980 1台 375,980 

視力検査器 126,500 1台 126,500 

スクリーンついたて 79,200 1台 79,200 

洗濯乾燥機 105,600 1台 105,600 

東中学校 

冷蔵庫（給食用） 394,130 1台 394,130 

保温食缶（給食用） 44,550 8台 356,400 

配膳台（給食用） 82,307 8台 658,460 

残留塩素チェッカー 11,000 1台 11,000 
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４ 職員・学級・生徒数 

5月1日現在職員・学級・生徒数                                                  (単位：人、学級) 

学校名 年度 
職員数 学級数 生徒数 

県費 町費 計 普通 特別支援 計 普通 特別支援 計 

函南中学校 

R02 36(7) 2(5) 38(12) 14 2 16 430 14 444 

R03 35(4) 2(5) 37(9) 14 2 16 407 11 418 

R04 35(5) 2(5) 37(10)  14 2 16 412 9 421 

R05 37(3) 2(7) 39(10)  14 3 17 433 12 445 

R06 37(3) 2(7) 39(10) 13 3 16 427 12 439 

東中学校 

R02 32(7) 1(6) 33(13) 14 2 16 442 5 447 

R03 34(3) 1(4) 35(7) 15 2 17 466 10 476 

R04 34(2) 1(4) 35(6)  15 2 17 472 12 484 

R05 33(3) 1(6) 34(9)  15 2 17 450 9 459 

R06 35(3) 1(6) 36(9) 15 2 17 446 11 457 

合計 

R02 68(14) 3(11) 71(25) 28 4 32 872 19 891 

R03 69(7) 3(9) 72(16) 29 4 33 873 21 894 

R04 69(7) 3(9) 72(16)  29 4 33 884 21 905 

R05 70(6) 3(13) 73(19)  29 5 34 883 21 904 

R06 72(6) 3(13) 75(19) 28 5 33 873 23 896 

 ※ 職員数のうち、カッコ書きの人数は会計年度任用職員数等(外数)を表す。 

※ 1人で複数校兼務している会計年度任用の兼務者は、各学校1人ずつとして計上 

 

５ 生徒の健康診断等を実施し、健康の保持増進を図った。 

健康診断の内容及び実績                                  （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 人数  項目 人数  項目 人数 

内
科
検
診 

検査人員(全学年) 838 

目 

検査人員(全学年) 818 聴
力 

検査人員(1.3年) 597 

脊柱異常 34 結膜炎 0 難聴(含片耳) 3 

胸郭異常 2 その他目疾 0 
尿 

検査人員(全学年) 868 

    異常者(要受診者) 6 

耳
鼻
咽
頭 

検査人員（１年） 280 皮
膚 

検査人員(全学年) 841 

心
臓 

検査人員(全員) 841 

鼻疾患 35 皮膚疾患 1 有所見者数 2 

咽頭疾患 3 貧
血
検
査 

検査人員(２年) 208 疾患者数 6 

耳疾患 24 要注意 22 心電図検査人員(１年) 285 

  要受診 4 心電図異常 10 

目
の
屈
折
異
常 

検査人員(全学年) 876 運
動
機
能 

検査人員(全学年) 841 結
核
検
査 

検査人員(全学年) 882 

1.0 以上 378 運動機能障害 0 要精密 1 

0.9～0.7 52 その他の疾病異常 0   

0.6～0.3 122 

歯 

検査人員(全学年) 823 

生
活
習
慣
病 

検査人員(２年) 209 

0.2 以下 269 う歯なき者 702 異常なし 159 

矯正視力のみ 55 処置完了者 78 要医学的管理 1 

身
体
測
定 

検査人員(全学年) 865 未処置歯のある者 43 要経過観察 18 

肥満度（-20％以下） 44 その他の歯疾 144 要食生活指導 31 

肥満度（20％以上） 90     
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６ 中学校給食調理業務委託事業 

  生徒の心身の健全な発達に資するため自校方式で学校給食を実施した。 

委託事業の契約概要（契約は令和5年度から令和7年度までの3年契約）        （単位：円/年、食/日） 

学校名 委託業者 委託料 調理食数 配送先幼稚園 

函南中学校 ㈱レクトン 30,600,000 538 間宮幼稚園 

東中学校 ㈱サンユー 静岡支店 27,609,780 557 春光幼稚園 

合計  58,209,780 1,095  

 

対前年度比較事業効果内容 

町独自の支援員(会計年度任用職員：延べ12人)として、特別支援学級及び通級指導教室の教諭の授業全体を補

助する特別支援学級介助員を5人、円滑な集団生活への適応、基礎的な学習内容の習得等を支援するため学習支

援員を2人、通常学級において個別の支援に当たる特別支援教育の支援員を合わせて1人、学校図書館図書の整理

や読み聞かせを行うことで、読書により親しみやすい環境づくりのため学校司書1人を配置し生徒の学校生活、

学習活動の支援に努めた。 

また、用務員2人を配置し、学校の適正な管理、運営に努めた。 

特別支援学級において、授業全体の補助をする特別支援学級介助員を函南中学校に3人、東中学校に2人配置し

た。 

施設関係では、維持及び改善のため3件の改修工事(令和5年度3件)を実施し、中学校の環境整備に努めた。 

 

(決算書 Ｐ203～Ｐ204)                                主管課 学校教育課 

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

１０款 

教育費 

３項 

中学校費 

１目 

学校管理費 
各中学校管理事業 

3,485,148 

(3,784,148) 

一般    3,485,148 

特定        0 

 

施策の成果 

１ 学校運営に必要な一般用消耗品を購入し、生徒が安心して集団生活を送れるよう教育活動の円滑及び適切な

管理運営に努めた。 

各事業の経費概要                                      （単位：円）

事業名 事業費 事業内容 

函南中学校管理事業 1,781,625 事務・給食関係等経常的管理消耗品費 

東中学校管理事業 1,703,523         〃 

 

対前年度比較事業効果内容 

 各中学校運営に必要な学校事務用品のほか、保健室運営に必要な消耗品や薬品類、給食業務用の消耗品など、

常時使用する消耗品を購入し、児童が、安心して安全な学校生活を送ることができるよう、健全な学校運営を

図った。 
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(決算書 Ｐ203～Ｐ206)                               主管課 学校教育課 

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

１０款 

教育費 

３項 

中学校費 

２目 

教育振興費 
中学校教育振興事業 

35,824,752 

(37,455,318) 

一般    35,153,287 

特定       671,465 

特定財源の内容 

特別支援教育就学奨励費補助金         (P30)       281,000円(829,000円の内) 

公立学校情報機器整備費補助金         (P30)       140,000円(490,000円の内) 

 教育総務費寄附金               (P42)       250,000円(500,000円の内) 

日本スポーツ振興センター共済掛金保護者負担分 (P48)           465円(3,115円の内) 

 

施策の成果 

１ 外国語指導助手(ALT)の派遣業務を委託し、中学校において生徒の英語力向上と、生きた英語を肌で実感す

る教育に努めた。 

委託事業の契約概要（契約は令和5年度のみの1年契約）                （単位：円/年、日） 

委託名 委託業者 委託料 授業日数 

函南町立中学校外国語指導助手業務委託 ㈱ボーダーリンク 10,032,000 209 

 

２ 学習用の教材備品を購入し、学習環境の向上に努めた。 

購入備品                                   （単価及び金額単位：円） 

学校名 備品名 単価  数量 金額 

函南中学校 

簡易真空落下実験器（真空ポンプ付き） 33,000 1台 33,000 

簡易鈴実験セット(真空ポンプ付き) 63,800 1台 63,800 

かるい方眼黒板 20,350 2台 40,700 

かるい棒・折れ線グラフ黒板 20,350 1台 20,350 

東中学校 

簡易鈴実験セット(真空ポンプ付き) 63,800 1台 63,800 

ハードル 15,400 5台 77,000 

モノコード 23,320 5台 116,600 

デシケーター 19,690 1台 19,690 

ワイヤレスマイク（ハンド型） 38,500 1本 38,500 

床上マイクスタンド フリーストップ型 31,900 1台 31,900 

60cm水槽 標準セット 25,300 1式 25,300 

グループ発表ボード 36,300 1台 36,300 

お金模型セット 26,400 1式 26,400 

教育用オルガン 195,800 3台 587,400 

自動かんな盤 94,600 1台 94,600 

共通 GIGAスクール用端末 35,200 72台 2,534,400 

 

３ 生徒の自主的、自発的な参加により行われる部活動に対し補助金を交付し、学校教育が目指す資質・能力の

育成と合わせ活動の振興を図った。 

各補助事業の助成概要                                   （単位：円） 

事業 函南中学校補助額 東中学校補助額 合計 補助率 

部活動等振興事業 558,000 751,000 1,309,000 1/2補助 

大会派遣費事業 798,074 372,327 1,170,401 全額補助 

合計 1,356,074 1,123,327 2,479,401  
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４ 就学援助費のうち教育扶助費として、経済的理由により就学困難な生徒に対して就学援助を行い、義務教育

を等しく享受し得るための援助を行った。 

就学援助費支給実績（対象人数32人）                          （単位：人、円） 

項目 年度 学用品 通学用品 校外活動 新入学学用品 修学旅行 給食 医療 計 

人数 

R02 37 28 8 10(10) 0 36 0 119(10) 

R03 33 22 11 19(18) 13 33 0 131(18) 

R04 37 21 29 8(7) 10 36 0 141(7) 

R05 31 24 8 16(16) 8 29 0 116(16) 

R06 32 19 23 8(8) 9 32 0 123(8) 

支給額 

R02 786,076 60,531 18,480 
600,000 

(600,000) 
0 2,053,712 0 

3,518,799 
(600,000) 

R03 683,786 43,311 23,858 
1,140,000 

(1,080,000) 107,120 1,919,659 0 
3,917,734 
(1,080,000)

R04 769,028 42,181 31,010 
480,000 

(420,000) 609,100 1,993,061 0 
3,924,380 
(420,000)

R05 680,005 53,534 18,480 1,008,000 
(1,008,000) 

487,280 1,704,746 0 3,952,045 
(1,008,000)

R06 662,956 39,913 22,350 504,000 
(504,000) 

548,190 1,878,870 0 3,656,279 
(504,000)

※ 「新入学学用品」のうち、カッコ書きの数値は入学前支給分（内数）を表す。 

 

５ 中学校特別支援学級に在籍する保護者の経済的負担を軽減するため、必要な義務教育経費の一部を特別支援

教育就学奨励費により援助を行った。 

特別支援教育就学奨励費支給実績（対象人数13人）                    （単位：人、円） 

項目 年度 学用品 校外活動 新入学学用品 修学旅行 給食 通学費 計 

人数 

R02 11 6 4 0 11 1 33 

R03 13 3 3 4 12 1 36 

R04 12 2 4 5 11 0 34 

R05 11 8 4 2 12 0 37 

R06 13 7 3 4 12 0 39 

支給額 

R02 125,070 5,690 115,960 0 321,477 40,090 608,287 

R03 147,810 1,913 86,970 11,735 361,548 41,290 651,266 

R04 69,200 1,546 51,821 144,300 342,045 0 608,912 

R05 55,170 9,240 76,745 57,720 344,171 0 543,046 

R06 62,552 3,160 33,838 115,440 348,429 0 563,419 

 

６ GIGAスクール構想に伴い整備をした情報通信ネットワークの保守管理を行った。 

        （単位：円） 

委託名 業務内容 委託業者 委託料 

校内情報通信ネットワーク
保守管理業務委託 

GIGA スクール構想にて整備した各学校の情報通
信ネットワークの日常的な管理運用及び障害発
生時の迅速な復旧業務等に係る保守管理業務 

㈱関電工 
静岡支店 

1,162,900 

 

７ 令和2年度にGIGAスクール構想に伴い導入したタブレット端末（chromebook）について、生徒が授業及び

家庭学習において不自由なく効果的に使用するため、端末の年次更新作業や家庭からの問合せ業務を委託し、学

校ICT教育において切れ目のないサービスの提供に努めた。 

                                （単位：円） 

事業名 契約業者 事業費 

GIGA ｽｸｰﾙ端末保守管理業務委託 ㈱フューチャーイン 静岡支社 420,980 
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対前年度比較事業効果内容 

中学生の語学力向上及び国際感覚を養うため、外国語指導助手(ALT)を活用し、英語力の向上に努めた。 

経済的理由により就学困難な生徒及び特別支援学級就学生徒の保護者の経済的負担の軽減のため、就学援助

を行った(令和6年度対象生徒45人（就学援助32人、特別支援13人）、令和5年度対象生徒44人)。特に保護者にと

って負担が大きい新入学学用品費は、支給時期を前倒して支給し入学準備に支障がないよう支援した。 

GIGAスクール構想において整備をしたネットワーク環境の日常的な管理、障害発生時の迅速な対応を業務委

託することにより、円滑かつ快適な学習環境を整備、提供した。 

 

(決算書Ｐ205～Ｐ206)                              主管課 学校教育課 

科            目 事業名称 事業費(円) 財源内訳(円) 

１０款 

教育費 

３項 

中学校費 

２目 

教育振興費 
各中学校教育振興事業 

1,924,454 

(2,114,916) 

一般     1,924,454 

特定        0 

 

施策の成果 

１ 教材用消耗品を購入し、教育振興に努めた。                       （単位：円）

事業名 事業費 事業内容 

函南中学校教育振興事業 909,256 授業に直接必要な教育消耗品費 

東中学校教育振興事業 1,015,198       〃 

 

対前年度比較事業効果内容 

 授業で使用する学習用消耗品を購入し、計画的かつ円滑に教育振興を図った。 
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主要な施策の成果と予算執行状況報告書 

 

（一般会計） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生 涯 学 習 課 
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(決算書 P155～P156)                                主管課 生涯学習課 

科        目 事 業 名 称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

６款 

農林水産業費 

１項 

農業費 

５目 

農地費 

農村環境改善センター 

管理事業 

17,595,206 

(6,956,851) 

一般 17,525,196 

特定   70,010 

特定財源の内訳 

 農村環境改善センター使用料        (P24)      70,010円 

 

施策の成果 

 山間エリアの地域コミュニティに根ざした活動拠点や生涯学習活動の推進施設として、また、災害時の指定避難

所となるべく、適切な維持管理と利用促進を図るため、照明設備LED化工事および軒天修繕等の経年劣化に伴う施

設の修繕を行い、快適で安心な施設環境の維持と施設の長寿命化に努めた。 

 

１ 施設管理事業  (事業費 6,084,806円 うち特定財源 70,010円）            (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

需用費 1,772,127 光熱水費、軒天修繕 451,000円 等 

役務費 607,508 電話料、浄化槽清掃手数料 392,040円 等 

施設管理委託料 3,270,025 管理業務委託料 2,448,000円 等 

使用料及び賃借料 435,146 土地賃借料 2筆1,964㎡（丹那区） 390,836円 等 

 

２ 工事請負費  (事業費 11,117,700円)                          (単位：円) 

工 事 名 
金  額 契 約 業 者 

概 要 

照明設備LED化工事 

11,088,000 株式会社長沢電機函南営業所 

農村環境改善センターの省エネルギー及び長寿命化を図った 

LED照明器具設置工 257台 既設照明器具撤去工 257台 

プロジェクター撤去工事 
29,700 株式会社デンマル 

据付プロジェクターの撤去 

 

３ 備品購入費  (事業費 392,700円)                           (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

庁用器具費 392,700 脚立101,200円、冷蔵庫165,000円、消火器9本126,500円 

 

４ 農村環境改善センター運営事業 

 利用状況                                      (単位：件、人) 

部屋名 
多目的ホール 和  室 農事研修室 

件数 延人数 件数 延人数 件数 延人数 

令和5年度 278 2,590 88 764 133 959 

令和6年度 275 2,692 76 855 145 1,037 

対前年度比較(％) 98.9 103.9 86.4 111.9 109.0 108.1 

 

部屋名 
調理実習室 健康相談室 合  計 

件数 延人数 件数 延人数 件数 延人数 

令和5年度 46 417 51 237 596 4,967 

令和6年度 39 365 49 214 584 5,163 

対前年度比較(％) 84.8 87.5 96.1 90.3 98.0 103.9 
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 対前年度比較事業効果内容 

 令和4年度中に施設の利用制限を撤廃したため、そこから利用者が増加傾向にある。町内外の文化団体やスポ

ーツ団体、地元自治会の活動や生涯学習及びコミュニティ推進の場として利用され、拠点施設として効果があっ

た。また、照明設備LED化工事及び軒天修繕等の経年劣化に伴う施設の修繕を行うことにより、安心・安全の確

保及び快適な施設環境の維持と施設の長寿命化に努めた。 

 また、建築後28年経過し、経年劣化による修繕箇所が増え、今後も維持管理費が増加することが想定される

一方で、他の生涯学習課所管施設と比較し、受益者負担割合が著しく低かったことから、同等程度の受益者負担

を利用者に求めるため、函南町農村環境改善センターの設置及び管理等に関する条例及び同条例施行規則の一部

を改正し、令和7年度から施行することとした。 

 

(決算書 P211～P214)                                主管課 生涯学習課 

科        目 事 業 名 称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

１０款 

教育費  

５項 

社会教育費 

１目 

社会教育総務費 

社会教育総務 

事務事業 

90,998,353 

(77,502,945) 

一般 90,998,353 

特定      0 

 

施策の成果 

 少子高齢化・核家族化・高度情報化・グローバル化の進展等、目まぐるしく変化し続ける社会情勢の中で、社会

教育に求められるニーズは多様化・複雑化している。社会教育委員をはじめとし、各々が各々の関わりのある場所

で地域や町民と、小規模でも密接な関わりを持ちながら、社会教育の推進を図った。 

 

１ 会計年度任用職員  (事業費 11,506,670円) 

  文化センター 6人（平日事務職員4人、休日事務職員2人） 

  予約の受付、鍵の貸出し、電話対応、還付処理補助、函南町部活動地域連携・地域移行業務補助、資料整理等

の業務を行った。 

 

２ 社会教育委員  (事業費 433,207円) 

  社会教育委員会・公民館運営審議会  委員 9人 

 会議・研修等実績                                     (単位：人) 

項 目  開催日 参加者数 備 考 

社会教育委員会・ 

公民館運営審議会 

令和6年05月30日（第1回） 8 委員委嘱状交付 等 

令和6年09月13日（第2回） 8 農村環境改善センター条例改正諮問 等 

令和7年03月04日（第3回） 9 社会教育委員活動報告 等 

社会教育委員研修 

令和6年06月21日 4 第1回東部社会教育関係者等研修会 

令和6年08月18日 6 東部地区社会教育委員等研修会 

令和6年11月15日 7 第2回東部社会教育関係者等研修会 

令和7年01月23日 7 田方ブロック社会教育委員研修会 

令和7年02月21日 4 社会教育関係者研修会 

 

３ 施設予約管理システム構築業務  (事業費 1,957,780円) 

契約業者：株式会社パストラーレ 業者選定：公募型プロポーザル 

 実施日（実施期間） 内容 備  考 

令和6年4月10日～4月25日 優先交渉権候補者公募 3者申請 

令和6年5月20日 プレゼンテーション  

令和6年5月24日 優先交渉権候補者決定通知 株式会社パストラーレに決定 

令和6年6月17日 構築業務委託契約締結 契約金額：1,848,000円 

令和7年2月28日 構築業務委託完了  

令和7年3月01日 
施設予約管理システム運用開始 

長期継続契約(R7.3月～R12.2月) 

使 用 料：66,000円/月 

機器賃借料：43,780円/月 

令和6年度実績：109,780円（3月分） 
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４ 備品購入費  (事業費 392,700円)                           (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

庁用器具費 392,700  施設予約システムデジタルサイネージ用品 1式 

 

 対前年度比較事業効果内容 

 

(決算書 P213～P214)                                主管課 生涯学習課 

科        目 事 業 名 称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

１０款 

教育費 

５項 

社会教育費 

１目 

社会教育総務費 

コミュニティ 

推進事業 

21,585,498 

(18,735,802) 

一般 14,767,369 

特定  6,818,129 

特定財源の内訳 

 西部コミュニティセンター使用料      (P24)    1,197,525円 

 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金  (P30)    4,459,000円（21,329,000円の内） 

 西部コミュニティセンター光熱水費負担金  (P48)    1,161,604円 

 

施策の成果 

 社会教育団体への活動助成補助金やコミュニティ推進事業費交付金にて各地区で行われているコミュニティ推

進事業の拡充を図った。また、近隣自治会の行事など、コミュニティの活動拠点として施設の貸出しを行った。 

 

１ 施設管理事業  (事業費 8,331,104円 うち特定財源 2,359,129円）           (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

需用費 2,336,727 消耗品費、光熱水費 等 

役務費 689,204 電話料、樹木剪定手数料 等 

施設管理委託料 5,162,185 施設管理業務委託料 4,035,455円 等 

物品管理委託料 99,000 印刷機保守点検業務委託料 

使用料及び賃借料 43,988 テレビ受信料、賃借料 

 

２ 事務事業委託事業  (事業費 1,462,000円)                       (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

事務事業委託料 
1,000,000 平井公民館運営委託料 

462,000 建築物定期報告書作成業務委託料 

 

３ 工事請負費  (事業費 7,359,000円 うち特定財源 4,459,000円）            (単位：円) 

工 事 名 
金  額 契 約 業 者 

概 要 

西部コミュニティセンタ

ー照明LED化工事 

7,359,000 株式会社長沢電機函南営業所 

西部コミュニティセンターの省エネルギー及び長寿命化を図った 

詳細 「９物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業」に記載のとおり 

 社会教育委員会について、例年協議する生涯学習課主要事業に加え、農村環境改善センター料金改定に伴う

条例改正や東社連田方ブロック社会教育委員研修会の函南町開催などにより、令和6年度は3回開催した。各々

の立場での社会教育活動について、現状報告・課題を話し合うことができた。田方ブロック研修会では、図書

館の歩みや実践をテーマに、当町図書館長・前図書館長が発表を行い、他市町社会教育委員から好評を得た。 

 また、東部社会教育振興協議会主催の社会教育委員研修会に社会教育委員が積極的に参加し、近隣市町社会

教育委員との情報交換や講師からの新たな情報、知識を習得することができた。 

 施設予約システムの契約満了に伴い、新たな施設予約システムに更新するにあたり利用者及び受付事務を行

う職員の利便性の向上を図るため、公募型プロポーザルでの業者選定を行った。令和7年3月1日から新たな

施設予約システムの運用を開始し、利用者画面の視認性向上やネット予約方法の簡素化、予約検索方法の多様

等により、利便性の向上に繋がるとともに、事務が円滑に進められるようになった。 
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４ 備品購入費  (事業費 9,394円)                            (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

庁用器具費 9,394  掛け時計 2台 

 

５ シャギリ保存事業(函南町シャギリ保存事業費補助金)  (事業費 90,000円) 

  シャギリの伝統文化の継承と活動を育成し、併せて地域づくりの推進を図るため、シャギリ保存事業を行う区

又は区住民で組織するシャギリ保存会に対し、補助金を交付した。(1団体当たり定額30,000円) 

                 (単位：円) 

 

 

 

 

 

６ コミュニティ推進事業(函南町コミュニティ推進事業費交付金)  (事業費 370,000円) 

  コミュニティ活動の推進を図るため、区主催の体育大会等を実施した区に対して交付金を交付した。 

  交付の基準：参加人数500人未満 20,000円  参加人数500人以上 50,000円 

                                            (単位：人、円) 

補助金の交付対象区 対象事業 参加人数 交付金額 

仁田区 ニュースポーツ体験大会 47 20,000 

柏谷区 納涼祭 356 20,000 

畑毛区 区民大運動会 232 20,000 

大竹区 

グラウンドゴルフ大会 69 

60,000 どんど焼き 83 

春日神社祭典の開催に伴う子供向けイベント 112 

間宮区 

盆踊り納涼大会 730 

110,000 
区民体力測定 66 

親子ミニ運動会 109 

どんど焼き 106 

函南区 グランドゴルフ大会 25 20,000 

新田区 納涼祭 170 20,000 

塚本区 
ウォーキング大会 46 

40,000 
区民祭 100 

城山区 ウォーキング大会 95 20,000 

宝蔵台区 宝蔵台区フェス2024秋（区民交流イベント） 197 20,000 

エメラルド区 グラウンドゴルフ大会 21 20,000 

 

７ コミュニティ施設整備事業(コミュニティ施設整備費補助金)  (事業費3,964,000円) 

  地区公民館等のコミュニティ施設の整備に関する事業を実施する区に対し補助金を交付した。（8件） 

                                              (単位：円) 

補助金の交付対象区 対象事業 
補助対象事業

費の総額 
補助金総額 

間宮区 
間宮地区公民館外部塗装工事 2,526,920 1,263,000 

間宮地区公民館体育館床塗装等工事 1,888,502 944,000 

畑毛区 畑毛温泉多目的集会所分電盤更新工事 75,900 37,000 

上沢区 上沢公民館雨漏り修繕工事 179,850 89,000 

柏谷区 柏谷区公民館アスファルト舗装工事 1,042,250 508,000 

城山区 城山区公民館浄化槽漏水修繕工事 204,490 101,000 

八ツ溝区 八ツ溝区公民館可搬ポンプ置き場建替え工事 1,047,890 703,000 

パサディナ区 パサディナパーク昇降階段段板防水及び塗装工事 638,000 319,000 

交付対象実績 交付金額 

大土肥区しゃぎり保存会 30,000 

柏谷区シャギリ保存会 30,000 

仁田子供しゃぎり育成会 30,000 
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８ 西部コミュニティセンター運営事業 

 利用状況                                       (単位：件、人) 

部屋名 
学習室 調理実習室 多目的ルーム 図書室 

件数 延人数 件数 延人数 件数 延人数 件数 延人数 

令和5年度 228 2,178 45 714 764 8,300 － 29 

令和6年度 240 1,970 56 819 643 7,390 － 30 

対前年度比較(％) 105.3 90.4 124.4 114.7 84.2 89.0 － 103.4 

 

部屋名 
和 室 洋 室 和洋室 合 計 

件数 延人数 件数 延人数 件数 延人数 件数 延人数 

令和5年度 9 124 156 809 47 541 1,249 12,695 

令和6年度 9 47 173 790 54 712 1,175 11,758 

対前年度比較(％) 100.0 37.9 110.9 97.7 114.9 131.6 94.1 92.6 

 

９ 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業 

 西部コミュニティセンター照明LED化工事  7,359,000円（交付金額 4,459,000円） 

 契約業者：株式会社長沢電機函南営業所 

 概  要：多目的ルーム LED照明器具設置工 20台 既設照明器具撤去工 20台 

 

 対前年度比較事業効果内容 

 町内外の文化団体やスポーツ団体、地元自治会の活動や、生涯学習及びコミュニティ推進の場として利用さ

れている。利用人数については令和 5 年度と比較し、減少しているが主たる原因としては、物価高騰対応重点

支援地方創生臨時交付金活用して実施した多目的ルーム照明の LED 化工事に伴う貸出停止があったことが考え

られるため、それを除けば、概ね平年並みの利用人数と考えられる。 

 また、各自治会の活動拠点である公民館や集会場の整備事業に対する補助を行い、施設の長寿命化や利便性

向上に貢献した。既存の公民館や集会場は建築後30 年から40 年が経過している建物が多く、長寿命化のため

の修繕や建替えの相談件数が増加している。 

 

(決算書 P215～P216)                                主管課 生涯学習課 

科        目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

１０款 

教育費 

５項 

社会教育費 

２目 

文化センター費 

文化センター 

管理事業 

38,644,178  

(35,934,874) 

一般  34,140,048 

特定  4,504,130 

特定財源の内訳 

 文化センター使用料            (P24)    2,644,350円 

 地震・津波対策等減災交付金        (P36)    1,383,000円 

 市町村振興協会地震・津波対策事業交付金   (P46)     461,000円（821,000円の内） 

 公衆電話使用料              (P48)      15,780円（ 25,730円の内） 

 

施策の成果 

 文化振興や生涯学習・健全育成活動の場として施設利用を促進するとともに、適切な維持管理と経年劣化に伴う

改修工事を行い、施設の長寿命化に努めた。 
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１ 施設管理事業  (事業費 36,300,078円 うち特定財源 4,043,130円）          (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

需用費 11,964,332 光熱水費、修繕料 等 

役務費 1,113,767 電話料、ピアノ調律手数料 等 

施設管理委託料 13,276,406 施設管理業務委託料 10,472,000円 等 

物品管理委託料 56,100 長尺プリンター保守点検業務委託料 

事務事業委託料 924,000 建築物定期報告書作成業務委託料 

設計監理委託料 6,378,900 
外壁改修工事実施設計業務委託料1,813,900円 

大ホール改修基本設計業務委託料4,565,000円 

使用料及び賃借料 2,586,573 用地借地料 6筆 3,235㎡(6人) 2,241,855円 等 

 

２ 工事請負費  (事業費 1,562,000円)                          (単位：円) 

工 事 名 
金  額 契 約 業 者 

概 要 

外壁雨漏り改修工事 
539,000 有限会社小田切建創 

文化センター多目的ホール西側及び南側の外壁のコーキング改修 

非常用発電機改修工事 
1,023,000 有限会社タカギ防災設備 

令和6年4月発注の保守点検にて不動作を確認した非常用発電機の改修 

 

３ 備品購入費  (事業費 782,100円)                           (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

庁用器具費 

587,400 ポータブルワイヤレスアンプシステム １式 

62,700 グランドピアノ用防湿カバー １枚 

132,000 多目的ホール音響ミキサー １基 

 

４ 文化センター運営事業 

 利用状況                                       (単位：件、人) 

部屋名 
大ホール 多目的ホール 小ホール 会議室1 

件数 延人数 件数 延人数 件数 延人数 件数 延人数 

令和5年度 344 12,425 484 17,109 454 5,380 180 1,645 

令和6年度 308 3,715 491 22,087 434 5,311 204 2,185 

対前年度比較(％) 89.5 29.9 101.4 129.1 95.6 98.7 113.3 132.8 

 

部屋名 
会議室2 会議室3 会議室4 特別会議室 

件数 延人数 件数 延人数 件数 延人数 件数 延人数 

令和5年度 97 991 267 2,717 231 1,455 216 1,668 

令和6年度 96 1,214 324 3,050 257 1,791 248 1,998 

対前年度比較(％) 99.0 122.5 121.4 112.3 111.3 123.1 114.8 119.8 

  

部屋名 
和 室 工作室1 工作室2 ギャラリー 

件数 延人数 件数 延人数 件数 延人数 件数 延人数 

令和5年度 85 810 219 2,021 148 733 13 435 

令和6年度 118 904 218 1,738 162 701 24 570 

対前年度比較(％) 138.8 111.6 99.5 86.0 109.5 95.6 184.6 131.0 
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部屋名 
文化のプラザ 合 計 

件数 延人数 件数 延人数 

令和5年度 0 0 2,738 47,389 

令和6年度 0 0 2,884 45,264 

対前年度比較(％) - - 105.3 95.5 

 

 対前年度比較事業効果内容 

 大ホール天井耐震診断業務委託を実施し、その結果文化センター大ホール客席天井の耐震性が十分でないこ

とが判明した。そのため、令和6年7月から大ホールを貸出停止とし、開催予定であった行事を多目的ホール

で開催するなど対応したが、全体の利用件数は増加し利用者の減少もわずかであった。 

 また、耐震診断結果を受け、天井改修工事に向け、改修工事基本設計業務委託を実施し、工法の確認や選定

を行った。令和7年度は改修工事実施設計業務委託を実施し、令和8年度の改修工事施工に向けて準備を進め

ていく。 

 その他、令和 7 年度の工事施工に向け外壁改修工事の実施設計業務委託や外壁雨漏り改修工事、非常用発電

機改修工事を実施し、施設の維持管理に努めた。 

 

(決算書 P215～ P218)                               主管課 生涯学習課 

科        目 事 業 名 称 事業費(円) 財源内訳（円） 

１０款 

教 育 費 

５項 

社会教育費 

２目 

文化センター費 
生涯学習推進事業 

5,155,630  

(4,410,583) 

一般  5,032,887 

特定   122,743 

特定財源の内訳 

 学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金 (P36)      32,000円 

 地域づくり推進事業助成金         (P46)      85,197円（207,497円の内） 

 生涯学習塾音楽著作物使用料         (P46)       5,546円 

 

施策の成果 

 子どもから成人、熟年層といった幅広い世代を対象に各種講座やイベント等を実施し、町民の生きがいづくりや

生涯学習の場を提供した。また、青少年健全育成事業や社会教育関係団体・子ども会への助成を行い、青少年が健

全に成長できる環境作りを推進した。 

 

１ 家庭教育支援事業                                  (単位：回、人) 

講演・講座名 開催回数 受講者数 備 考 

家庭教育講座 1 15 令和6年07月03日 

家庭教育支援講演会 1 65 令和6年10月22日 

 

２ 青少年学習事業  (事業費 1,676,450円 うち特定財源 32,000円)        (単位：回、人、円) 

事  業  名 内   容 
開催

回数 

参加者数 

（延べ） 
開催日 金 額 

 

※
学
校
・
家
庭
・
地
域
連
携
協
力

推
進
事
業
費
補
助
金 

放
課
後
子
ど
も
教
室
推
進
事
業 

わいわい塾 

(体験教室) 
体験活動を通じた子

どもの仲間づくりと

リーダー精神の養成 

10 121 
令和6年06月15日 

～令和7年03月08日 

1,516,450 
わいわい塾 

(運動教室) 
15 167 

令和6年05月25日 

～令和7年03月01日 

わいわい塾 

(自然体験教室） 
5 112 

令和6年06月29日 

～令和7年03月22日 

ジュニアコーラス

函南 

合唱を通じて子ども

の情操教育を行う 
40 232 

令和6年04月06日 

～令和7年03月29日 
160,000 
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３ 青少年健全育成事業   (事業費 712,198円)                    (単位：人、円) 

 

４ 成人学習事業  (事業費 610,266円 うち特定財源 5,546円)          (単位：講座、人、円) 

事  業  名 講座数 参加者数 金 額 備 考 

かんなみ学びの杜講座 15 235 498,896 
募集案内作成業務委託料493,350円 

音楽著作物使用料5,546円 

                                            (単位：人、円) 

事  業  名 開 催 日 講 師（内容） 参加者数 金 額 備 考 

チャレンジ大学 

令和6年06月13日 (第1回) 伊藤 美佐緒（健康体操） 73 22,274  

令和6年07月11日 (第2回) 環境衛生課（ごみ・資源） 13 － 謝礼無 

令和6年09月19日 (第3回) 米山 裕子（ヨガ） 65 22,274  

令和6年10月12日 (第4回) 大坂 規久（地域学習） 46 22,274  

令和6年11月21日 (第5回) 地域安全課（防災） 12 － 謝礼無 

令和6年12月19日 （第6回） 鈴木 多希子（笑いヨガ） 40 22,274  

令和7年01月16日 （第7回） 竹内 恵美子（ボイトレ） 66 22,274  

 

５ 親子共同体験事業  (事業費 7,530円)                       (単位：人、円) 

事 業 名 参加者数 金 額 内容 

みんなで考える平和展 248 
7,530 

展示品送料 

戦争写真・資料等の展示 

期間：令和6年8月6日～8月15日 

 

６ 男女共同参画事業                                    (単位：人) 

事 業 名 開 催 日 参加者数 備 考 

男女共同参画週間PR用懸垂幕の掲出 令和6年06月21日～29日 － 役場庁舎前に懸垂幕を掲出 

お父さんと子どものそば打ち体験教室 令和6年08月04日 20  

おかしづくり教室 令和6年12月08日 18  

 

 

事  業  名 内   容 参加者数 開催日 金 額 備 考 

青少年健全育成大会 
小・中学生及び高校生

の主張発表講演 
269 令和6年06月23日 

67,647 

主張発表者用

記念品等 

 

はたちの集い 

20歳の節目に社会的

責任の自覚を持ち、

その門出を祝う 

243 令和7年0１月12日 

633,822 

新成人記念品

等 

 

県一斉少年補導・立入

調査 

一斉に少年補導等を

行い、青少年の非行

を未然に防止 

47 令和6年07月13日 8,941 

参加者飲物 
 

37 令和6年12月12日 

高等学校PTA連絡協議

会町内パトロール 

高等学校PTAを中心

に問題行動の見まわ

りや声掛けを行う町

内パトロール 

30 令和6年08月22日 
1,788 

参加者飲物 
 

21 令和7年03月06日 

あいさつ運動 

地域における子ども

と大人の人間関係づ 

くり 

394 令和7年04月12日  第2回は雨天

のため中止。

区独自で実

施。 

24 令和7年07月12日  

524 令和6年11月08日  
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７ 文化芸術振興事業  (事業費 820,000円)                      (単位：人、円) 

事  業  名 内   容 参加者数 委託先 金 額 

第56回函南町文化祭 
町民に作品の発表及び芸能

の発表と鑑賞の機会を提供 
  1,548 函南町文化協会 820,000 

 

８ 函南町社会教育関係団体運営費等補助金  (事業費 640,000円) 

  社会教育関係団体4団体の運営活動費を補助し、地域づくり、グループづくりの指導育成を図った。 

補 助 団 体 金  額 

ボーイスカウト函南第1団 60,000円 

ボーイスカウト函南第2団 60,000円 

かんなみ女性の会 320,000円 

函南町文化協会 200,000円 

 

９ 函南町PTA連絡協議会教育研修事業費補助金  (事業費 300,000円) 

  函南町PTA連絡協議会が行う教育研修事業に対し補助を行い、教育の振興を図った。 

 

10 函南町子ども会活動推進事業費補助金 （5団体、事業費 27,680円） 

  子ども会の活動に伴う保険料を補助し、子ども会活動の向上と子どもの健全育成を図った。 

 

11 廣瀬明日香＆中者あゆみ夢コンサート（音楽公演会） （事業費 85,197円 うち特定財源 85,197円） 

                                            (単位：人、円) 

事  業  名 参加者数 内  容 金 額 

廣瀬明日香＆中者あゆみ

夢コンサート 
500 

函南中卒業生のプロサクソフォン奏者による音楽公演会 

開催日：令和6年11月21日 会場：函南中学校体育館 
85,197 

 

 対前年度比較事業効果内容 

 函南町文化祭は、令和5年度の入場者数が約2,932名で、令和6年度は1,548名で前年比1,389名減少した。

これは大ホール客席天井の耐震強度の関係で大ホール客室の使用を休止したことにより、芸能発表会等大ホー

ルでの催事を中止したことが主な原因となる。 

 また、青少年学習や青少年健全育成事業では、関係団体や地域の人々と連携・協力を図り、未来を担う子ど

もたちが地域社会の中で心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進した。青少年学習わいわい塾では森林環

境譲与税を活用し、樹海洞窟探検体験教室、火おこし体験教室、間伐体験教室、猟師とトレッキング教室を実

施し、森林環境教育に繋げることができた。 

 その他、函南中学校にて同校卒業生でプロサクソフォン奏者の廣瀬明日香さんによる音楽公演会を実施し、

中学生がプロの演奏にふれる機会を提供するとともに、町の文化や芸術の振興に寄与し、さらに在校生に夢や

希望についてメッセージを伝えることで将来の視野を広げる会となった。 

 全事業を通し、多様化する要望に応じ、子どもから成人、熟年層といった幅広い世代に向け、生きがいづく

りや生涯学習の場を提供し、町民の自己の実現や生活の向上、人材育成につなげることができた。また、親子

がともに学ぶ体験や、性別にとらわれない社会形成について考える機会を提供するなど、住民の豊かな生活づ

くりの推進を図った。 
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(決算書 P217～P220)                                主管課 生涯学習課 

科        目 事 業 名 称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

１０款 

教育費 

５項 

社会教育費 

３目 

文化財保護費 
文化財保護事業 

47,614,793  

(14,691,871) 

一般 17,957,293 

特定 29,657,500 

特定財源の内訳 

 文化財保護事業費補助金(国庫補助)     (P30)    27,988,000円 

 文化財保護事業費補助金(県費補助)     (P36)     1,666,000円 

 函南町誌代金               (P46)       3,500円 

 

施策の成果 

 町民の文化財保護に対する意識が高まりを見せており、文化財を広く一般に公開し、活用することがこれまで以

上に求められている。 

 史跡箱根旧街道災害復旧整備事業では、災害復旧整備工事を施工し、洗堀箇所の埋戻しと土系舗装材を使用し路

盤を舗装し、今後の大雨等による洗堀防止や二次災害発生の防止を図った。施工監理業務をコンサルタントに委託

し、業務の効率化を図った。 

 また、各分野の専門家による災害復旧整備委員会を開催し、災害復旧整備工事に係る指導と助言、一般開放に係

る懸案事項について協議し、方向性を得た。 

 箱根旧街道、柏谷横穴群、丹那断層をはじめ国・県・町指定文化財及び付随施設の維持管理を行い、安全対策と

併せて文化財の保存継承及び公開を図った。 

 

１ 文化財保護審議会  (事業費 89,000円) 

  町内にある指定文化財等の保存や活用に係る案件及び史跡箱根旧街道の災害復旧事業に関する事案につい 

 て報告を行った。 

 文化財保護審議委員 6人                                 (単位：人) 

開催日 参加者数 備 考 

令和6年8月07日 (第１回) 4 
古民具資料の取扱い、保存資料選びのテーマについて協議を実

施。箱根旧街道災害復旧整備事業の進捗について報告。 

令和7年1月27日 (第2回) 6 
古民具資料の視察を実施し、資料の整理方法について協議を実

施。箱根旧街道災害復旧整備事業の進捗について報告。 

 

２ 史跡箱根旧街道災害復旧整備事業  (事業費 40,221,201円 うち特定財源 29,654,000円) 

 函南町史跡箱根旧街道災害復旧整備委員 6人                        (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

災害復旧整備委員会 

33,440 
令和6年9月03日 5名出席 災害復旧整備工事の進捗状

況報告、安全対策に係る懸案事項協議 

47,581 
令和7年3月11日 6名出席 一般開放に係る懸案事項に

ついて協議、災害復旧整備工事完成状況の視察 

文化庁調査官による現地指導 23,180 

令和7年2月27日 文化庁調査官１名、県担当１名 災害

復旧整備工事の進捗状況の確認と今後の維持管理について

指導及び協議を実施した 

災害復旧整備工事施工監理業務

委託 
6,930,000 

契約業者：株式会社フジヤマ沼津支店 

災害復旧整備工事に係る工事監理、工程管理、書類確認検討、

工事図面作成、委員会及び関係機関との協議支援に係る業務 

災害復旧整備工事 33,187,000 

契約業者：菅沼建設株式会社 

大雨等の災害から史跡を保護し、二次災害発生を防止し文化

財の保護を図るための工事 

・歩道復旧工 519㎡  

・スロープ工 6箇所 設置 
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３ 維持管理事業  (事業費 7,169,012円 うち特定財源 3,500円) 

 ⑴ 丹那断層公園の維持管理事業  (事業費 2,439,215円)                 (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

需用費 219,012 消耗品費、印刷製本費、光熱水費、修繕料 等 

役務費 227,557 サクラ剪定 163,000円 等 

施設管理委託料 1,111,700 草刈清掃業務委託料 759,000円 等 

借地料 21,516 公園借地料 1筆 66㎡(1人)  21,516円 

工事請負費 859,430 

ジオラマ模型塗装工事 

契約業者：株式会社富士見園 

概要：塗装剥離面の除去、再塗装、表示板の付け替え 

 

 ⑵ 柏谷横穴群の維持管理事業  (事業費 3,687,128円)                  (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

需用費 261,728 光熱水費、修繕料 

役務費 743,600 樹木剪定伐採手数料 

施設管理委託料 2,247,300 草刈整備業務委託料 2,200,000円 等 

工事請負費 434,500 

法面板柵設置工事 

契約業者：有限会社順建設 

概要：浸食の進んだ法面保護のため、板柵を設置し法面の

保護を図った。 

 

 ⑶ 箱根旧街道の維持管理事業  (事業費 1,042,669円)                  (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

需用費 193,469 消耗品費、修繕料 

施設管理委託料 849,200 箱根旧街道整備業務委託料 

 

４ 町・県指定文化財管理事業  (事業費 125,400円)                    (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

報償金 125,400 町指定文化財9件 県指定文化財2件の維持管理報償金 

 

 対前年度比較事業効果内容 

 町内にある国・県・町指定の文化財の維持管理を行った。 

 史跡箱根旧街道は、国庫、県費補助金を活用して、令和元年度の大雨災害及び令和元年東日本台風に伴う災

害復旧事業として、災害復旧整備委員会にて災害復旧整備工事に係る案件及び一般開放に係る懸案事項につい

て協議し、その方向性を得た。また災害復旧整備工事施工監理業務をコンサルタントに委託し、業務の効率化

を図ったことで、工事のスムーズな施工につながった。また災害復旧整備工事では洗堀箇所の埋戻しを行い、

土系舗装材により路盤を保護し、今後の洗堀被害の軽減や、二次災害発生の防止を図るとともに、史跡として

の価値、景観の維持並びに保護につながった。 

 柏谷横穴群では経年劣化した解説看板の貼替並びに定期的な草刈と樹木の剪定、法面の保護工事を実施し、

景観の維持と安全管理を図った。 

丹那断層では経年劣化したジオラマ模型の塗装工事、樹木の剪定を実施したことで、生涯学習の場としての施

設環境の整備に努めた。これにより文化財の保護及び生涯学習の場としての機能が向上し、利用しやすい施設

づくりにつながった。 
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(決算書 P219～P222)                               主管課  生涯学習課 

科        目 事 業 名 称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

１０款 

教育費 

５項 

社会教育費 

４目 

文化財調査費 
文化財調査事業 

3,317,768 

   （5,824,898） 

一般  3,317,768 

特定      0 

 

施策の成果 

 民間開発事業に伴う届出に基づき、文化財保護法第93条による埋蔵文化財の試掘調査を実施した。 

 併せて、過去の発掘調査によって出土した遺物の分類や測量図面・写真類のデータ化を含む整理作業を行い、発

掘調査報告書作成に向けた図版の作成を行った。 

 

１ 埋蔵文化財出土品の整理と保存活用事業  (事業費 2,260,794円) 

 ⑴ 町内遺跡発掘調査整理業務  (事業費 2,167,074円) 

   発掘調査報告書作成のための調査出土品の整理作業を実施した。 

   会計年度任用職員 1人 

 ⑵ 文化財整理室内線電話使用料 

   7,810円×12ヶ月＝93,720円 

 

２ 埋蔵文化財の調査事業 

  文化財保護法第93条による各種開発（宅地造成・住宅建築等）に伴う届出件数26件、うち試掘確認調査6件

を実施した。町単独事業としての支出は157,410円であった。 

  届出件数26件のうち、受託事業に伴う届出数は17件あり、うち3件で試掘調査を実施した。なお、重機は事

業者の都合により実費負担で対応した。 

 

 埋蔵文化財発掘調査作業一覧                                (単位：円) 

№ 遺跡名 調査の区別 調査原因 経費の負担 調査期間 

1 大土肥境遺跡（第11-2地点） 書類確認 車庫建築(単独) ― ― 

2 伊豆逓信病院敷地内遺跡（第127地点） 試掘調査 個人住宅(単独) 52,470   令和6年05月10日 

3 
伊豆逓信病院敷地内遺跡（第122-2地

点） 
書類確認 個人住宅(単独) ― ― 

4 十二天遺跡（第20地点） 試掘調査 宅地造成(受託) 
事業者による 

実費負担 
令和6年05月21日 

5 十二天遺跡（第20地点）① 書類確認 個人住宅(単独) ― ― 

6 鍛冶ヶ久保遺跡（第1-2地点）① 書類確認 建売住宅(受託) ― ― 

7 仲道遺跡（第17地点） 書類確認 地盤調査(単独) ― ― 

8 伊豆逓信病院敷地内遺跡（第126地点） 書類確認 建売住宅(受託) ― ― 

9 平井向原遺跡 書類確認 電柱建替(受託) ― ― 

10 仲道遺跡（第17地点） 書類確認 個人住宅(単独) 52,470   令和6年09月11日 

11 肥田館跡遺跡 書類確認 地盤調査(受託) ― ― 

12 十二天遺跡（第20地点）② 書類確認 個人住宅(単独) ― ― 

13 平井向原遺跡（第13地点） 試掘調査 
老人ホーム建築

(受託) 

事業者による 

実費負担 

令和6年10月24日 

～10月25日 

14 鍛冶ヶ久保遺跡（1-2地点）② 書類確認 建売住宅(受託) ― ― 

15 五反田遺跡（第3地点） 試掘調査 個人住宅(単独) 52,470   令和6年12月24日 

16 鍛冶ヶ久保遺跡（第16地点東） 書類確認 宅地造成(受託) ― ― 

17 町屋遺跡（第7地点） 書類確認 宅地造成(受託) ― ― 

18 肥田館跡遺跡（第5地点） 試掘調査 
宅地造成 

建売住宅(受託) 

事業者による 

実費負担 
令和6年11月19日 
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19 平井向原遺跡 書類確認 電柱建替(受託) ― ― 

20 五反田遺跡 書類確認 電柱撤去(受託) ― ― 

21 十二天遺跡（第13-2地点） 書類確認 地盤調査(受託) ― ― 

22 伊豆逓信病院敷地内遺跡 書類確認 電柱建替(受託) ― ― 

23 十二天遺跡 書類確認 電柱建替(受託) ― ― 

24 
伊豆逓信病院敷地内遺跡（第127-2地

点） 
書類確認 宅地造成(受託) ― ― 

25 大土肥境Ｂ遺跡（第10-2地点） 書類確認 個人住宅（単独） ― ― 

26 十二天遺跡（第13-2地点） 書類確認 
宅地造成 

個人住宅(受託) 
― ― 

 

 ⑴ 文化財保護法第99条による埋蔵文化財分布状況確認調査 

   届出件数0件 

 埋蔵文化財発掘調査作業一覧（文化財保護法第99条） 

№ 遺跡名 調査の区別 調査原因 経費の負担 調査期間 

 該当案件なし     

 

 対前年度比較事業効果内容 

 会計年度任用職員 1 人を雇用し、過去の調査遺跡における土器類の分類作業・実測作業を並行して進めるこ

とができた。 

 文化財保護法第93条の届出は、令和6年度は26件であり、令和5年度の15件に対し11件増加した。開発

行為に伴う埋蔵文化財試掘調査件数は、本発掘調査に至らなかったものの、6件で試掘調査を実施した。また、

文化財保護法第99条の届出は、令和5年度は1件に対し、令和6年度は届出がなかった。文化財保護法第93

条の届出に関する事業者との事前協議や試掘調査をスムーズに実施し、書類審査・調査結果に基づき事業者へ

工法変更等の協議・指導を行ったことで、開発行為による埋蔵文化財への影響を最小限に留めることができた。 

 

(決算書 P221～P224)                                主管課 生涯学習課 

科        目 事 業 名 称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

１０款 

教育費 

５項 

社会教育費 

５目 

図書館費 
図書館等管理事業 

106,835,350  

  （75,425,439) 

一般  88,960,350 

特定  17,875,000 

特定財源の内訳 

 地域生活支援事業費等国庫補助金      (P28)      5,000円（10,822,000円の内） 

 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金  (P30)   16,870,000円（21,329,000円の内） 

 図書館事業寄附金             (P42)    1,000,000円 

 

施策の成果 

 図書館協議会を2回開催し、令和5年度に策定した「第四次函南町子どもの読書活動推進計画」の内容について

の報告、図書館事業の報告、事業計画の協議を行った。新型コロナウイルス感染症の収束によりコロナ禍前の活動

や事業も再開したことで、地域住民や各関係機関との情報連携や協力を図り「読書のまち・かんなみ」宣言の実現

に向けて、町ぐるみで読書の推進をすることができた。児童サービス事業、図書館講座等事業のそれぞれにおいて

新規事業を取り入れ、工夫を凝らした事業を展開し来館者数の増加を目指した。図書館等複合施設整備では、安全

対策として入口自動ドアに防護柵を取り付ける工事、経年劣化などにより破損した高圧ケーブルの交換工事、省エ

ネルギー及び長寿命化を図るため照明設備をLED化する工事を実施した。またメンテナンスが必要な設備は、定期

点検などにより早期に確認し修繕を行うなど誰もが安心して利用できる知恵の和館、図書館の運営に努めた。 
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１ 図書館協議会  (事業費 80,300円)    

委員7人                                        (単位：人) 

 開催日 参加者数 内 容 備 考 

令和6年5月1日(第1回) 6 

委員委嘱状交付 

令和5年度事業報告 

第四次函南町子どもの読書活動推進計画 

令和6年度事業計画 

委員任期満了 

令和7年3月31日 

令和7年2月5日(第2回) 7 
令和6年度事業報告 

令和7年度事業計画 
 

 

２ 会計年度任用職員  (事業費 37,064,845円) 

  13人(司書資格8人、事務補助職員5人) 

 

３ 図書館等施設管理事業  (事業費 45,074,661円)                     (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

需用費 19,355,283 光熱水費、修繕料、消耗品 、雑誌 等 

役務費 852,311 電話料、インターネット利用料、傷害保険料 等 

委託料 10,711,590 
施設管理委託料 10,117,590円 

事務事業委託料    594,000円 

使用料及び賃借料 14,155,477 
OA機器賃借料    8,257,920円 

知恵の和館借地料3筆2,957.5㎡(2人) 2,466,554円 等 

 

４ 工事請負費  (事業費 18,323,800円 うち特定財源 16,870,000円）           (単位：円) 

工 事 名 
金  額 契 約 業 者 

概 要 

図書館等複合施設自動ド

ア防護柵設置工事 

347,600  ナブコシステム株式会社沼津営業所 

図書館等複合施設自動ドアの戸袋（引き込み側）に、利用者等がはさまれないよう

にするための安全対策 

かんなみ知恵の和館高圧

ケーブル交換工事 

1,100,000  株式会社長沢電機函南営業所 

破損した高圧ケーブルを取替え停電を解消した。 

知恵の和館照明設備 LED

化工事 

16,876,200 株式会社長沢電機函南営業所 

知恵の和館の省エネルギー及び長寿命化を図った。 

詳細「15物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業」に記載のとおり 

 

５ 備品購入費  （事業費 5,997,937円 うち特定財源 1,000,000円）           (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

庁用器具費 952,950 ブックトラック等931,150円、デジタルカメラ21,800円 

図書購入費 5,044,987 図書2,673冊、視聴覚資料15点 

 

６ 図書館運営事業 

 利用状況 (延べ日数288日)                              (単位：人、冊) 

年 度 入館者数 
貸出し利用者数 貸出し 

冊数 

図書購入冊数 

大人 子ども 合計 一般図書 児童図書 計 

令和5年度 121,261 48,244 12,625 60,869 239,580 1,963 679 2,642 

令和6年度 119,659 47,138 11,599 58,737 226,392 1,955 718 2,673 

前年比(%) 98.7 97.7 91.9 96.5    94.5  99.6  105.7  101.2 
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７ 保有資料数（各年度末）                                 (単位：点) 

年  度 図 書 雑 誌 視聴覚資料 合 計 

令和5年度 141,192 3,920 1,827 146,939 

令和6年度 142,910 3,959 1,830 148,699 

 

８ 児童サービス事業                                  (単位：回、人) 

※「読書記録ノート」の活用については、令和4年度からタブレット端末による記録に切替え済。 

 

事  業  名 内   容 開催回数 参加者数 備 考 

ブックスタート 

健康づくり課の7か月児健康

相談時に、読み聞かせをして

親子に絵本を手渡す 

13 

 

161組 

 
健康相談に行けな

かった方は図書館

にて個別対応 内

訳 

会場 12 160組 

個別   1 1組 

読み聞かせ(おはなし会) 

絵本や紙芝居の読み聞かせ、

手遊びなどを実施 

（毎週火・木曜日開催） 

 

90 

 

603  

幼稚園・こども園・保育園

図書館見学会 

年長児を対象に図書館の紹

介、読み聞かせ、絵本の貸出

しを実施 

 

15 

 

291  

小・中学生等図書館見学会 

小学2年生を対象に本の読み

聞かせ、小学3年生を対象に

ブックトーク、中学生を対象

に調べ方講座等を実施 

（希望学校のみ実施） 

  

      13  

 

701  

小学校出張貸出し 

遠隔地にある桑村小・丹那小

学校へ町立図書館の本を持っ

ていき、貸出しを実施 

6 

 

 

 

貸出数：749冊 

幼稚園、こども園、保育園、

留守家庭保育所、小・中学

校、チャレンジ教室等への

テーマ貸出し 

テーマに沿った本をまとめ

て、2 か月間以内で貸出しを

実施 

99  貸出数：4,757冊 

英語のおはなし会 
英語での絵本の読み聞かせを

実施（月1回程度） 
7 109  

職場体験の受け入れ 
中学生の職場体験の受け入れ

実施 
1 3  
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９ 読書啓発事業                                      (単位：人) 

 

10 障がい者・福祉サービス事業                               (単位：点) 

 

11 レファレンス事業                                    (単位：件) 

事  業  名 内   容 開催日 参加者数 

「文芸かんなみ第八集」作

品募集・冊子発行 

「和」をテーマにした文芸作品募集・冊子

の発行・展示(エッセイ、短歌、俳句、川

柳) 

令和6年10月26日 

～11月21日 

知恵の和館 

エントランス展示 

47 

短編小説募集・冊子発行 

12,000字以内の短編小説の募集、冊子の発

行・展示（冊子発行13作品、デジタル公

開13作品） 

※ジャンルは自由だが、図書館や函南町、

仏像が出てくる作品を優先 

令和6年10月26日 

～11月21日 

図書館2階で展示・配

布 

13 

伊豆の昔語りを聞く会 伊豆地域を中心とした昔話の語りの実施 
令和6年08月21日 40 

令和7年03月19日 24 

出張図書館in仏の里 

読書習慣がない人や、図書館に足を運ぶ機

会がない人に本に親しむきっかけを提供

するため、かんなみ仏の里美術館で函南町

立図書館の蔵書（200～250冊）の展示を実

施 

令和6年05月29日 

～06月24日 

－ 

令和6年07月31日 

～08月26日 

令和6年10月30日 

～11月25日 

令和7年02月26日 

～03月24日 

新春イベント「図書館お楽

しみ袋」 

新春の福袋にちなんだ企画で、図書館職

員、田方農業高校や三島南高校の生徒がテ

ーマごとに厳選したおすすめ本3冊の入っ

た袋（70袋）の貸出しを実施 

令和7年01月05日 

～01月19日 
－ 

事  業  名 内   容 貸出し点数 

録音・点字図書貸出し 
視覚に障がいのある方などのために、CD・音訳図書・点字図書の貸

出しを実施 
225 

大活字図書貸出し 
小さな字が読みづらい方のために、通常の図書より大きなサイズの

文字で書かれている大活字本の貸出しを実施 
1,768 

郵送サービス 
視覚に障がいがある方に、音訳図書・点字図書を郵送で貸出しを実

施 
38 

宅配サービス 

身体に障がいがある方、満65歳以上の要介護2程度以上で図書館に

来館できない方に、図書館所蔵の図書・雑誌・視聴覚資料を郵送等

で貸出しを実施 

20 

事  業  名 内  容 レファレンス件数 

レファレンスサービス事業 

利用者の調べものの手伝いをするレファレンスサービス

を実施し、その中から函南町ならではの事例等を国立国

会図書館レファレンス協同データベースに登録してホー

ムページで公開 

2,424 
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12 デジタル化事業                                     (単位：点) 

 

13 図書館講座等事業                                    (単位：人) 

 

14 学校司書・町立図書館連絡会                               (単位：人) 

 

事  業  名 内   容 公開点数 累計公開点数 

短編小説募集作品デジタル化 

12,000字以内で募集した短編小説の作品

をデジタル化し、図書館ホームページで公

開（デジタル公開に同意した応募者の作品

のみ） 

13 33 

事  業  名 内   容 開催日 参加者数 

かんなみ知恵の和館開館 

11周年イベント 

おはなし会スペシャル 

～知恵の和館ハッピーバースデー！～ 
令和6年04月07日 7 

こどもの読書週間 

イベント 

工作教室「くるくるレインボーを作ろう！」 令和6年04月27日 41 

ブックトーク～NDCってなあに？～ 令和6年05月06日 10 

おはなし会スペシャル（絵本専門士） 令和6年05月11日 25 

デナムさんのおはなし会 

～英語 de よみきかせ～ 
令和6年05月12日 25 

しおり・ブックカバーのプレゼント 
令和6年04月23日 

～05月12日 
－ 

夏休みわくわくまつり SPACおはなし劇場「なむちんかむちん」 令和6年07月27日 62 

夏休みイベント 

工作教室「パタパタふくろうを作ろう！」 令和6年08月04日 13 

夜のおはなし会 令和6年08月07日 15 

図書館体験 令和6年08月16日 9 

おはなし会スペシャル 令和6年08月24日 23 

かんなみ読書週間 

イベント 

工作教室「アドベントツリーを作ろう！」 令和6年10月27日 26 

おはなし会スペシャル（絵本専門士） 令和6年11月09日 14 

推し本を語ろう！ 令和6年11月16日 3 

読書記録ビンゴ 
令和6年10月26日 

～11月24日 
171 

しおり・ブックカバーのプレゼント 
令和6年10月26日 

～11月10日 
－ 

小中学校の読書推進の取り組み紹介パネル

展 

令和6年10月26日 

～11月21日 
－ 

図書館講座 お正月飾り作り 令和6年12月07日 14 

冬休みわくわくまつり 科学遊びワークショップ「天体に親しもう」 令和6年12月15日 36 

高校連携イベント 
おはなし会スペシャル 

～英語 de よみきかせ～ 
令和7年02月08日 16 

図書館講座 
お金の教室「リタイヤ前後に知っておきた

いお金の話」 
令和7年03月16日 40 

開催日 参加者数 内  容 備 考 

令和6年05月15日(第1回) 12 

町立図書館と学校図書館との情報交

換を実施 

※第 1 回のみ司書教諭に

も参加依頼 

令和6年07月10日(第2回) 9 

令和6年10月02日(第3回)  9 

令和7年02月12日(第4回) 8 
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15 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業 

 知恵の和館照明設備LED化工事 16,876,200円（交付金額16,870,000円） 

 契約業者：株式会社長沢電機函南営業所 

 概  要：屋外・地下・1階LED照明器具設置工 265台、2階・屋上階LED照明器具設置工 121台 

      既設照明器具撤去工 382台 

 

 対前年度比較事業効果内容 

 新型コロナウイルス感染症による利用制限もなくなり、レジャーで外出をする機会が増えていること、また、

人口減少やデジタル化が飛躍的に進展していることなどが影響し、令和6年度の来館者は令和5年度より1,602

人減少し119,659人となった。また、令和6年度の利用者数は令和5年度より2,132人減少し58,737人となっ

た。 

 令和6年度は、新規事業として、子ども向け事業では、134人の参加があった令和6年5月から月1回程度

開催している英語での絵本の読み聞かせ「英語のおはなし会」、大人向け事業では、14人の参加があった「お

正月飾り作り」、40人の参加があったお金の教室「リタイヤ前後に知っておきたいお金の話」などを実施した。

さらに、春のこどもの読書週間や秋の読書週間ではイベントの充実などを図り、来館者、利用者の増加に努め

た。また、外への働きかけとして、田方農業高校や三島南高校の生徒と協力し実施した新春の福袋にちなんだ

企画「図書館お楽しみ袋」（3冊入り70袋を貸出し）など各関係機関や学校等と連携し読書環境の整備も図っ

た。 

 令和5年度から実施している地域にまつわる「伊豆の昔語りを聞く会」では、64人の参加者があった。また、

かんなみ仏の里美術館で図書館の蔵書を展示する「出張図書館」を実施し、館内だけでなく館外への情報発信

を積極的に行い、読書の推進に努めた。 

 その他、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用して、知恵の和館内の照明をLED化し、施設利用

における環境整備と施設運営における経費削減に努めた。 

 

(決算書 P223～P226)                               主管課 生涯学習課 

科        目 事 業 名 称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

１０款 

教育費 

５項 

社会教育費 

６目 

美術館費 

仏の里美術館 

管理事業 

21,621,180 

(16,386,605) 

一般   18,584,194 

特定    3,036,986 

特定財源の内訳 

 かんなみ仏の里美術館観覧料        (P24)    2,228,600円 

 仏の里美術館太陽光発電売電収入      (P48)      21,336円 

 仏の里美術館絵はがき等代金        (P48)     778,050円 

 仏の里美術館ふるさと納税返礼品収入    (P48)      9,000円 

 

施策の成果 

 町が保有する仏像群及び町に関する歴史、芸術、民族等に関する資料の保存、展示並びに活用を図り、町民の教

育、学術及び文化の発展に資するよう、かんなみ仏の里美術館の管理運営を行った。 

 

１ 会計年度任用職員  (事業費 9,114,986円) 

  4人(館長1人、美術館職員3人) 

 

２ 美術館運営審議会  (事業費 167,220円)  

  美術館運営審議会委員 9人 

                                              (単位：人) 

開催日 参加委員数 備 考 

令和6年08月20日（第1回） 7 
令和6年度事業計画及び実施状況の報告 

第19回企画展開催関係 等 

令和7年03月27日（第2回） 7 令和7年度事業計画 等 
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３ 施設管理事業  (事業費 7,426,174円 うち特定財源 3,036,986円)           (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

需用費     3,014,778 消耗品費、光熱水費 等 

役務費 759,666 電話代、郵便料 等 

施設管理委託料 3,112,170 美術館維持管理業務委託料 2,026,350円 等 

使用料及び賃借料 539,560 
美術館関係者用駐車場土地借地料 

2筆7台分(桑原区自治会) 420,000円 等 

 

４ 工事請負費  (事業費 4,356,000円)                          (単位：円) 

工 事 名 
金  額 契 約 業 者 

概 要 

管理棟空調機改修 
748,000 三菱電機ビルソリューションズ株式会社横浜支社西湘支店 

破損し温度調整が不能になった空調のドレンポンプの修繕 

西側法面保護工事 
3,322,000 市川建設株式会社函南営業所 

隣地に対し流出している法面の表面の保護 

外灯改修工事 
286,000 株式会社デンマル 

漏電により点灯しないことがある外灯の改修 

 

５ 備品購入費  (事業費 185,900円)                           (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

庁用器具費     185,900 パンフレットスタンド68,200円等 

 

６ かんなみ仏の里美術館運営事業                              (単位：人) 

事  業  名 開催日 入館者数 備 考 

ボランティアガイドによるガイド 開館時 ― ボランティアガイド登録者45人 

夏季特別展示 

「大竹千体観音像」 

令和6年08月01日～ 

令和6年09月30日 
1,734  

「県民の日」記念事業 

「仏像展示室観覧無料」 
令和6年08月21日 67  

「ふじのくに文化財オータムフェ

ア」推進事業・文化の日記念事業 

「仏像展示室観覧無料」等 

令和6年11月03日 173  

JRさわやかウォーキングの開催に

係る対応 
令和6年11月30日 762 

・開館時間の変更（10時→9時） 

・仏像展示室観覧料の減額 

・お茶とお菓子のサービス 

 （文化協会所属団体） 

冬季企画展 

「仏像を知ろう！観音菩薩と勢至

菩薩」 

令和7年01月04日～ 

令和7年02月28日 
1,841  

防火訓練 令和7年01月25日 38 田方北署・町消防団が協力 

3Dデータでせまる文化財「仏像の

ヒミツ」体験会 
令和7年03月02日 126  
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７ 仏の里美術館運営事業 

 《入館状況》                                       (単位：人) 

区  分 大  人 子ども 無  料 入館者数 うち外国人 

令和5年度 9,754 564 1,404 11,722 88 

令和6年度 10,014 617 1,452 12,083 128 

対前年度比較(％) 102.7 109.4 103.4 103.1 145.5 

 

 対前年度比較事業効果内容 

 年間入館者数は前年比103.1％の12,083人となった。増加の要因として、道の駅「伊豆ゲートウェイ函南」

に美術館の紹介パネルを掲示する等の広報活動を積極的に行ったこと、JRさわやかウォーキング、3D体験会等

のイベントを開催したことが挙げられる。また、外国人入館者も大幅に増加した。 

 また、施設の維持管理として、管理棟空調機改修、西側法面保護工事、外灯改修工事を実施した。 

 

(決算書 P225～P228)                                主管課 生涯学習課 

科        目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

１０款 

教育費 

６項 

保健体育費 

１目 

保健体育総務費 

社会体育総務 

事務事業 

20,022,607 

(28,140,138) 

一般 18,277,607 

特定  1,745,000 

特定財源の内訳 

 ふるさと納税寄附金(スポーツ・文化振興)    (P40)    1,745,000円 

 

施策の成果 

 幅広い年代を対象にスポーツ大会やイベントの実施、各種団体や選手への補助等を行い社会体育事業の推進を図 

った。また、スポーツ推進委員やNPO法人函南町スポーツ協会、函南町スポーツ少年団等関係団体と協議・連携し、

事業を実施した。 

 

１ スポーツ推進審議会  (事業費 35,800円) 

  第二期函南町スポーツ推進計画アクションプランの進捗状況の確認・検証と中学校部活動の地域連携の取組に

ついて審議した。 

  スポーツ推進審議会委員 7人 

                                              (単位：人) 

開催日 参加者数 備 考 

令和7年02月27日 6 
第二期函南町スポーツ推進計画アクションプランの進捗状況の確認 

函南町立中学校部活動の地域連携の取組について 

 

２ 第25回静岡県市町対抗駅伝競走大会事業  (事業費 1,550,000円) 

  幅広い世代で「長距離走」を生涯スポーツとして確立し、優秀な競技者の発掘、町民意識の高揚を図った。 

                                              (単位：円) 

大会開催日 委託料 実施事業 備 考 

令和6年11月30日 1,550,000 候補者説明会、練習、結団式、解団式 等 
町の部準優勝 

区間賞3人 
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３ 函南町スポーツ推進委員活動事業  (事業費 2,280,000円 うち特定財源1,745,000円) 

  町民の健康増進とスポーツ振興のため、ニュースポーツの普及とグループの育成を図り、健康で明るい町づく

りを推進した。                                      (単位：人) 

 事  業  名 開催日等 参加者数 備 考 

ニュースポーツ体験教室 
24回 

（4月～1月） 
369 

ニュースポーツ（ミニテニス・ファミリー 

バドミントン・ペタンク・ボッチャ 等） 

（第1期）04月～07月 10回 180人 

（第2期）08月～11月 09回 144人 

（第3期）12月～01月 05回  45人 

春季スポーツ教室 令和6年04月21日 14  

秋季スポーツ教室 令和6年10月20日 175  

函南町ニュースポーツ大会（夏季） 令和6年08月02日 27 室内モルック大会 

函南町ニュースポーツ大会（冬季） 令和7年02月09日 48 ボッチャ大会 

 

４ 各種スポーツ教室(大会)の開催事業                            (単位：人) 

スポーツ教室(大会)名 開催日 参加人数 備 考 

グラウンドゴルフ大会 令和6年10月26日 68 かんなみスポーツ公園多目的運動広場 

ノルディック・ウォーク教室 令和7年03月20日 22 柏谷公園～さくら公園～柏谷公園 

 

５ ニュースポーツ出張体験事業 

学校等をスポーツ推進委員が訪問し、運動が苦手な子も参加できるニュースポーツを実施し、子どもたちの心

身の健康とニュースポーツの普及に寄与した。 

                                              (単位：人) 

訪問先 開催日 参加人数 実施種目 

東小学校 令和6年05月01日 241 
キンボール・ユニカール・ボッチャ・モ

ルック・ふらば～る 

東中学校 令和6年05月13日 152 モルック・ボッチャ 

仁田本村子ども会(函南小) 令和6年11月23日 37 キンボール 

桑村小学校 令和6年11月29日 11 ボッチャ・ゴールボール 

 

６ 社会教育関係団体育成及び助成事業(函南町社会教育関係団体運営費等補助金) (事業費 2,860,000円) 

社会教育関係団体の運営活動費を補助し、地域づくり、グループづくりの指導育成を図った。 

                                              (単位：円) 

補助対象団体 補助金額 

NPO法人函南町スポーツ協会 2,200,000 

函南町スポーツ少年団(函南少年野球クラブ 外8団体) 660,000 

 

７ スポーツ競技会出場選手等激励金交付事業(スポーツ競技会出場選手等激励金)  (事業費 1,295,000円) 

  各種団体のスポーツ競技会(全国大会・県大会等)に出場する選手及び監督等に激励金を交付し、大会への参加

を促進した。（延べ217人） 

                                            (単位：人、円) 

競技会の区分 交付人数 交付金額 

世界大会(50,000円ただし、国内開催の場合は10,000円) 1  10,000 

全国競技会(10,000円) 63 630,000 

地域競技会(5,000円) 98  490,000 

静岡県競技会(3,000円) 55  165,000 
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 対前年度比較事業効果内容 

 第25回静岡県市町対抗駅伝競走大会は、小学生3区間で区間賞を獲得して町の部準優勝となり、25年連続入

賞を果たした。 

 ニュースポーツ体験教室では、スポーツ推進委員の指導のもと3会場で開催し、子どもからお年寄りまで様々

な世代の方が参加した。教室参加者は昨年度より増加傾向にあることや、各区の体育行事にニュースポーツが

取り入れられ用具の貸出頻度も上がっていることから、ニュースポーツが徐々に町民に認知されている状況と

なり、町のスポーツ振興に繋がっている。 

 スポーツ競技会出場選手等激励金は、申請者数が前年度より大幅に増加しており、スポーツ精神の高揚と競

技力の向上が感じられる。 

 グラウンドゴルフ大会は、競技経験者の参加が大半であるが、多くが毎年の参加を楽しみにしており、競技

経験者以外でも本大会は参加するという層が一定数いることから、町民の健康増進とスポーツ振興の一助とな

っていると考えられる。 

 ノルディック・ウォーク教室は、気候を考慮して3月に実施し、30代から80代まで幅広い年齢層が参加した。

過去 2 回が雨天中止になったことから、実施を待ちわびていた参加者は風景を楽しんだり和やかに会話をした

りしながらウォーキングを楽しんだ。 

 

(決算書 P227～P230)                                主管課 生涯学習課 

科        目 事 業 名 称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

１０款 

教育費 

６項 

保健体育費 

２目 

保健体育施設費 
体育施設管理事業 

70,396,645 

(22,013,966) 

一般  55,424,995  

特定   14,971,650 

特定財源の内訳 

 社会体育施設使用料            (P24）   3,430,650円 

 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金  (P30）   11,541,000円 

 

施策の成果 

 施設整備では函南町体育館の館内のLED化工事、駐車場の舗装工事、防火シャッター危害防止装置設置工事を実

施し、利用環境の改善・施設の長寿命化を図った。その他小修繕を行い、機能改善を図った。 

 

１ 施設管理事業  (事業費 22,395,472円 うち特定財源 3,430,650円)           (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

需用費 4,098,560 光熱水費、修繕料 等 

役務費 1,026,394 庭木剪定手数料、浄化槽清掃手数料 等 

施設管理委託料 8,415,723 

函南町体育館管理業務委託料3,960,959円 

肥田簡易グランド保守管理業務委託料2,266,000円 

コンクリート柱診断業務委託990,000円 等 

事務事業委託料 198,000 建築物定期報告書作成業務委託料 

使用料及び賃借料 8,656,045 

函南町体育館用地借地料 

  7筆 2,443㎡( 2人)  3,246,747円 

旧ふれあいセンター用地借地料(現函南町体育館敷地内駐車場) 

  1筆   911㎡( 1人)  1,166,991円 

函南町体育館駐車場用地借地料 

  1筆 1,038㎡( 1人)  1,329,678円 

肥田簡易グランド用地借地料 

 49筆18,431㎡(32人)  2,835,319円 等 

償還金 750 令和5年度利用料返還金 
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２ 工事請負費  (事業費 47,894,000円  うち特定財源 11,541,000円)           (単位：円) 

工 事 名 
金  額 契 約 業 者 

概 要 

函南町体育館アリーナ照

明設備LED化工事 

11,572,000 株式会社長沢電機函南営業所 

函南町体育館の省エネルギー及び長寿命化を図った 

詳細「７物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業」に記載のとおり 

函南町体育館防火シャッ

ター危害防止装置設置工

事 

1,199,000 文化シヤッター株式会社沼津営業所 

令和5年度特定建築物の定期報告にて既存不適格となった、危害防止装置を有して

いない防火シャッターに危害防止装置を設置した 

函南町体育館駐車場舗装

工事 

22,462,000 菅沼建設株式会社 

ふれあいセンター解体に伴う駐車場の整備 

函南町体育館入口看板設

置工事 

1,298,000 株式会社スルガ 

ふれあいセンター解体に伴い既設の入口看板を撤去したため、新たに入口看板を設

置した 

函南中学校グラウンド南

西側防球ネット改修工事 

11,363,000 有限会社順建設 

令和 5 年度に実施したコンクリート柱診断業務において指摘のあったコンクリー

ト柱及びネットを更新し、長寿命化を図った 

 

３ 備品購入費  （事業費 107,173円）                          (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

庁用器具費 
41,360 乾湿両用掃除機 1台 

65,813 サッカーゴールネット 1セット 

 

４ 学校開放事業 

 ⑴ 小中学校体育館 

 利用状況                                       (単位:件、人) 

学  校  名 
利 用 件 数 利 用 人 数 

昼 間 ・ 夜 間 計 昼 間 ・ 夜 間 計 

函南小学校 382 7,966 

丹那小学校 34 555 

桑村小学校 121 1,817 

東小学校 322 8,585 

西小学校 174 4,075 

函南中学校 894 12,908 

東中学校 159 1,827 

令和6年度 計 2,086 37,733 

令和5年度 計 1,951 33,545 

対前年度比較(％) 106.9 112.5 
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 ⑵ 小中学校運動場 

 利用状況                                       (単位:件、人) 

学  校  名 
利 用 件 数 利 用 人 数 

昼 間 ・ 夜 間 計 昼 間 ・ 夜 間 計 

函南小学校  98 3,600 

丹那小学校   6 175 

桑村小学校 89 2,349 

東小学校 23 1,100 

西小学校 182 6,019 

函南中学校 175 5,709 

東中学校 1 220 

令和6年度 計 574 19,172 

令和5年度 計 618 18,840 

対前年度比較(％) 92.9 101.8 

 

５ 函南町体育館運営事業 

利用状況                                         (単位:件、人) 

 
1階フロア 2階卓球室 合   計 

件数 延人数 件数 延人数 件数 延人数 

令和5年度 1,953 42,375 1,161 15,205 3,114 57,580 

令和6年度 1,762 37,074 1,268 15,228 3,030 52,302 

対前年度比較(％) 90.2 87.5 109.2 100.2 97.3 90.8 

 

６ 肥田簡易グランド運営事業 

 利用状況                                       (単位:件、人) 

 利用件数 利用人数 

令和5年度 44 3,166 

令和6年度 43 3,640 

対前年度比較(％) 97.7 115.0 

 

７ 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業 

 函南町体育館アリーナ照明設備LED化工事  11,572,000円（交付金額 11,541,000円） 

 契約業者：株式会社長沢電機函南営業所 

 概  要：体育館アリーナ LED照明器具設置工 41台 既設照明器具撤去工 41台 

 

 対前年度比較事業効果内容 

 学校体育施設については、利用者数が増加し、スポーツ人口が戻ってきている。 

 施設整備では、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し函南町体育館アリーナの照明を LED 化し

たほか、防火シャッター危害防止装置設置工事を実施し、施設運営の経費削減及び利用環境の改善・施設の長

寿命化を図った。また、ふれあいセンター跡地を活用し、駐車場舗装工事を施工したことにより、道路を横断

せずに駐車場を利用しやすい環境づくりを行った。 

 肥田簡易グランドについては、サッカー少年団が令和 6 年度から合併し、合同練習を他施設で実施した関係

で昨年と比較し利用件数は減少した。 

 全体の施設管理として、衛生面や安全の確保等の施設整備を徹底するとともに、利用しやすい環境の提供に

努め、健全で適切な運営ができた。 
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(決算書 P229～P232)                                主管課 生涯学習課 

科        目 事 業 名 称 事業費 (円) 財源内訳 (円） 

１０款 

教育費 

６項 

保健体育費 

２目 

保健体育施設費 
運動公園等管理事業 

42,897,231 

(41,129,615) 

一般 37,698,931 

特定  5,198,300 

特定財源の内訳 

有料公園施設使用料        (P24)      5,198,300円 

 

施策の成果 

 運動公園・柏谷公園野球場の維持管理・修繕・工事等を行うことにより安全な施設の提供に努めた。柏谷公園野

球場においては、芝生に除草剤の散布を行い、快適な利用ができるよう環境改善を図った。 

 NPO法人函南町スポーツ協会による教室や大会の開催、市町対抗駅伝大会練習会・記録会、その他一般利用者の

活動等、スポーツ活動の機会を確保し、健全な施設利用が図られた。 

１ 会計年度任用職員  (事業費 17,845,057円) 

  6人（4月19日に1人退職、6月1日より1人任用。7月31日に1人退職、7月9日より1人任用。） 

 

２ 施設管理事業  (事業費 24,984,074円) 

 ⑴ 運動公園  (事業費 20,330,424円 うち特定財源 5,198,300円）           (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

需用費     5,972,083 光熱水費、修繕料 等 

役務費 457,248 浄化槽清掃手数料 等 

施設管理委託料 13,751,381 運動公園芝生管理・草刈等業務委託8,558,000円 等 

使用料及び賃借料     48,712 テレビ受信料、AED賃借料 

原材料費      99,000 グラウンド用土、テニスコート用目砂 

償還金      2,000 令和5年度利用料返還金 

 

 ⑵ 柏谷公園野球場  （事業費 4,653,650円）                      (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

需用費    29,150 補修用ネット 

施設管理委託料 4,620,000 柏谷公園野球場芝生管理業務委託 

償還金 4,500 令和5年度利用料返還金 

 

３ 備品購入費  （事業費 68,100円）                          (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

庁用器具費 

（運動公園） 

37,400 消火器 4本 

30,700 チェンソー 1台 

 

４ 運動公園運営事業 

 利用状況                                       (単位：件、人) 

 

多目的 

運動広場 

共用 

使用 
テニスコート 管理棟 

芝生広場、 

ちびっこ 

広場 

合計 

件数 延人数 延人数 件数 延人数 シャワー 会議室 

令和5年度 286 14,755 563 3,036 17,225 90 518 7,193 40,344 

(内夜間利用) 145 2,869 560 1,057 7,193 － － － － 

令和6年度 247 11,605 295 3,150 16,977 134 473 5,537 35,021 

(内夜間利用) 138 2,525 283 1,767 6,562 － － － － 

対前年度比較(%) 86.4 78.7 52.4 103.8 98.6 148.9 91.3 77.0 86.8 
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５ 柏谷公園野球場運営事業 

 利用状況                                       （単位：件、人） 

 件数 人数 

令和5年度 467 10,019 

令和6年度 446 9,858 

対前年度比較(%) 95.5 98.4 

 

 対前年度比較事業効果内容 

 運動公園の維持管理は、会計年度任用職員6人体制で、午前7時30分から午後9時30分までの3交代のシ

フト勤務により、施設内の日常管理、受付、小破修繕の営繕行為、利用受付及び利用料金の徴収を行った。効

率的な作業により、維持管理委託、修繕費等の費用節減につながった。 

 修繕事業においては、運動公園スプリンクラー修繕、運動公園テニスコート人工芝修繕等対応し、利用者が

安全で快適に活動できる環境を整備した。 

 備品については、チェンソーを導入し、園内整備の効率化を図った。 

 柏谷公園野球場では、定期的な芝生の管理を行い、利用者の環境改善を図った。 

 

(決算書 P231～P232)                                主管課 生涯学習課 

科        目 事 業 名 称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

１０款 

教育費 

６項 

保健体育費 

２目 

保健体育施設費 

木立キャンプ場 

管理事業 

3,058,438 

(4,390,918) 

一般 2,850,988 

特定  207,450  

特定財源の内訳 

キャンプ場施設利用料            (P24)     207,450円 

 

施策の成果 

 豊かな自然の中で家族や友人と交流できる場を提供し、バーベキューやキャンプなどの野外活動をとおして関係

性を築き、心身共に健全な人間形成を図る場となった。 

 

１ 施設管理事業  (事業費 2,191,638円 うち特定財源 207,450円)             (単位：円) 

項  目 金  額 備     考 

需用費 291,214 消耗品費、光熱水費 等 

役務費 530,051 電話料、浄化槽清掃手数料 等 

施設管理委託料 1,174,952 施設管理業務委託料747,252円 等 

使用料及び賃借料    195,421 
用地借地料 4 筆 8,621 ㎡(箱根山禁伐林組合)155,178 円 

等 

 

２ 工事請負費  (事業費 74,800円)                             (単位：円) 

工 事 名 
金  額 契 約 業 者 

概 要 

看板面板更新工事 
74,800 有限会社大隅建設 

老朽化により損傷している入口看板の更新 

 

３ 備品購入費  (事業費 792,000円)                            (単位：円) 

項 目 金  額 備     考 

庁用器具費 792,000 木製机・イス 
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４ 木立キャンプ場運営事業 

 利用状況                                        (単位：件、人) 

区分 
日帰り 宿泊 計 

件 数 人 数 件 数 人 数 件 数 人 数 

令和5年度 34 386 48 355 82 741 

令和6年度 30 431 44 408 74 839 

対前年度比較(％) 88.2 111.7 91.7 114.9 90.2 113.2 

 

 対前年度比較事業効果内容 

 コロナ禍で一時的に注目を集めていたキャンプは社会情勢の変化もあり、以前ほどの人気を維持できなくな

くなっており、キャンプ場利用者も令和 6 年度は、昨年と比べ件数が下がった。反面、予約１件あたりの利用

人数が増え、全体の利用人数は増加した。 

 継続した環境整備に資するため、閉場中は次年度の開場に向けて、浄化槽清掃や入口看板面板更新工事を行

い、維持管理に努めた。 

 

368



 

 

 

主要な施策の成果と予算執行状況報告書 

 

（土地取得特別会計） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

企 画 財 政 課 
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令和６年度 函南町土地取得特別会計決算の概要 

 

令和6年度函南町土地取得特別会計の決算額は、歳入歳出ともに0円で皆減となった。 

 歳入歳出ともに、予算額1,000円に対して執行率0％、20,375,330円の減額となった。 

歳入歳出差引残高は、0円で前年度と同額となった。 

  

 

 (決算書 Ｐ290～Ｐ293)                       主管課 企画財政課 

     科      目     事業名称    事業費 (円)    財 源 内 訳 (円) 

 １款   

 総務費 

 １項    

 総務管理費  

 １目   

 基金費   
基金管理事業 

0 

（20,375,330）

 一般           0 

 特定        0 

施策の成果  

 一般会計の財政状況を勘案し、「道の駅」整備用地の一般会計への売払いを行わなかった。 

 

対前年度比較事業効果内容 

平成30年度から「道の駅」整備用地の買戻しを行っており、年度末における土地開発基金の保 

有土地面積は、20,208.36㎡、一般会計への貸付金は、667,792,347円となり、前年度から変動は 

なかった。 

また、土地開発基金の現金残高は、344,875,810円となり、前年度から変動はなかった。 

今後も「道の駅」整備用地をはじめとして、函南運動公園用地、函南小学校用地等の計画的な 

買戻しに努めていく。 
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主要な施策の成果と予算執行状況報告書 

 

（国民健康保険特別会計） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

住 民 課 
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令和６年度国民健康保険特別会計決算の概要 

 

 令和６年度国民健康保険特別会計の決算額は、歳入3,826,392,574円で前年度比91.78％、歳出3,793,076,596

円で前年度比91.81％となった。 

 歳入は、予算額3,921,252,000円に対して執行率97.58％、94,859,426円の減額となった。 

 歳出は、予算額3,921,252,000円に対して執行率96.73％、128,175,404円の減額となった。 

 歳入歳出差引残高は、33,315,978円で前年度比88.24％であった。 

 

 科目別決算額については、次のとおりである｡ 

 

１ 科目別の決算額 

 歳入（決算書 Ｐ309～Ｐ314）                          （単位：円、％） 

科 目 予算額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 構成比 前年度比 

国民健康保険税 746,212,000 951,731,027 759,672,765 13,539,898 179,662,664 19.85 92.40 

県支出金 2,818,541,000 2,704,752,948 2,704,752,948 0 0 70.69 92.72 

繰入金 285,299,000 285,298,062 285,298,062 0 0 7.46 95.37 

繰越金 37,755,000 37,755,250 37,755,250 0 0 0.99 37.46 

諸収入 25,378,000 34,804,382 30,846,549 320,835 3,636,998 0.80 103.56 

国庫支出金 8,067,000 8,067,000 8,067,000 0 0 0.21 3,823.22 

合 計 3,921,252,000 4,022,408,669 3,826,392,574 13,860,733 183,299,662 100.00 91.78 

 

 歳出（決算書 Ｐ315～Ｐ326）                          （単位：円、％） 

科 目 予算額 支出済額 不用額 構成比 前年度比 

総務費 31,333,000 29,599,391 1,733,609 0.78 123.88 

保険給付費 2,756,005,000 2,644,796,597 111,208,403 69.73 92.56 

国保事業費納付金 1,043,123,000 1,043,121,445 1,555 27.50 97.04 

共同事業拠出金 0 0 0 0.00 皆減 

保健事業費 50,189,000 40,761,956 9,427,044 1.07 108.40 

基金積立金 3,890,000 3,890,000 0 0.10 4.10 

諸支出金 31,712,000 30,907,207 804,793 0.82 72.51 

予備費 5,000,000 0 5,000,000 0.00 0.00 

合 計 3,921,252,000 3,793,076,596 128,175,404 100.00 91.81 

※加入者数の減少等に伴い、保険給付費の決算額は前年度比92.56%となっている。 

退職者医療制度が令和６年度から廃止されたことにより、共同事業拠出金の支出は無くなった。 
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２ 被保険者の推移 

 ⑴ 国民健康保険加入世帯、被保険者の推移(世帯・人口は各年度3月末現在)   (単位：世帯、人、％) 

区分 

町全体 国保加入者 加入率 
前 年 比 

(被保険者) 世 帯 数 人口 世帯数 被保険者数 
 

世帯 被保険者 
介護分 

R02 16,582 37,396 5,672 8,861 2,723 34.2 23.7 97.9 

R03 16,683 37,183 5,567 8,549 2,693 33.4 23.0 96.5 

R04 16,790 36,882 5,331 8,063 2,605 31.8 21.9 94.3 

R05 16,819 36,412 5,101 7,609 2,518 30.3 20.9 94.4 

R06 16,851 36,006 4,908 7,192 2,499 29.1 20.0 94.5 

 ⑵ 国民健康保険加入者（年間平均）                    （単位：世帯、人、％） 

区分 世帯数 被保険者数 

一 般 被 保 険 者 退 職 被 保 険 者 

被保険者数 
構成率 

被保険者数 
構成率 

 介護分  介護分 

R02 5,739 9,018 9,018 2,813 100.0 0 0 0.0 

R03 5,656 8,757 8,757 2,720 100.0 0 0 0.0 

R04 5,448 8,286 8,286 2,657 100.0 0 0 0.0 

R05 5,235 7,884 7,884 2,580 100.0 0 0 0.0 

R06 5,014 7,398 7,398 2,518 100.0 0 0 0.0 

 ※国保加入者は、高齢化に伴う後期高齢者医療への移行等により年々減少傾向となっている。 

 ⑶ 保険給付の状況 

   ア 保険給付費   2,644,796,597円（(ｱ)～(ｶ) 2,636,004,996円＋ 審査手数料8,791,601円） 

    (ｱ) 療養給付費  2,245,087,033円 

    (ｲ) 療養費     20,666,280円 

    (ｳ) 高額療養費   361,313,683円 

    (ｴ) 出産育児一時金  5,988,000円（上限500,000円/件・産科医療補償制度加算対象出産でない場 

                      合は488,000円/件） 

    (ｵ) 葬祭費      2,950,000円（50,000円/件） 

    (ｶ) 傷病手当金        0円 

      令和5年5月7日までに感染した新型コロナウイルス感染症により労務に服することができなか

った無給の期間について支給する。 

      支給額は（直近3か月の給与の合計を就労日数で除した金額の3分の2に相当する金額）に（労

務に服することができなかった無給の日数－3日）を乗じた金額 

                                         （単位：件、円） 

区分 

療    養    諸    費 

療 養 の 給 付 療  養  費 

件数 費用額 給付額 件数 費用額 給付額 

R02 118,903 2,963,701,545 2,386,711,550 3,225 30,609,240 22,327,194 

R03 121,576 3,014,125,823 2,414,255,559 3,298 29,881,817 21,778,178 

R04 119,505 2,964,689,276 2,407,622,264 2,796 24,800,271 18,005,064 

R05 115,872 3,032,999,716 2,419,087,806 2,749 31,251,921 22,638,915 

R06 110,710 2,830,232,354 2,245,087,033 2,591 27,196,597 20,666,280 
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                        （単位：件、円） 

区分 
療  養  諸  費  合  計 

件 数 費用額 給付額 

R02 122,128 2,994,310,785 2,409,038,744 

R03 124,874 3,044,007,640 2,436,033,737 

R04 122,301 2,989,489,547 2,425,627,328 

R05 118,621 3,064,251,637 2,441,726,721 

R06 113,301 2,857,428,951 2,265,753,313 

                                         （単位：件、円） 

区分 
移送費 高額療養費 出産育児諸費 葬祭諸費 傷病手当金 

件数 給付額 件数 給付額 件数 給付額 件数 給付額 件数 給付額 

R02 0 0 9,892 351,461,699 15 6,300,000 63 3,150,000 0 0 

R03 0 0 10,660 355,694,800 15 6,300,000 51 2,550,000 5 206,610 

R04 0 0 12,606 354,277,540 17 7,128,000 58 2,900,000 27 1,168,382 

R05 0 0 12,499 397,988,590 15 7,180,000 47 2,350,000 0 0 

R06 0 0 13,164 361,313,683 12 5,988,000 59 2,950,000 0 0 

            （単位：件、円）                       （単位：円） 

区分 
保険給付費合計 

件数 給付額 

R02 132,098 2,769,950,443 

R03 135,605 2,800,785,147 

R04 135,014 2,791,101,250 

R05 131,182 2,849,245,311 

R06 126,536 2,636,004,996 

区分 
保険給付費 

世帯当たり １人当たり 

R02 482,654 307,158 

R03 495,188 319,834 

R04 512,317 336,845 

R05 544,268 361,396 

R06 525,729 356,313 

 ⑷ 退職者医療制度の推移                            （単位：件、円） 

区分 
療 養 の 給 付 療  養  費 

件 数 費用額 給付額 件 数 費用額 給付額 

R02 3 19,630 13,741 0 0 0 

R03 0 0 0 0 0 0 

R04 0 0 0 0 0 0 

R05 0 0 0 0 0 0 

R06 0 0 0 0 0 0 

                          （単位：件、円） 

区分 
療  養  諸  費  合  計 

件 数 費用額 給付額 

R02 3 19,630 13,741 

R03 0 0 0 

R04 0 0 0 

R05 0 0 0 

R06 0 0 0 

令和6年度給付額の内訳 

療養の給付 

 一般 2,245,087,033円 

 退職       0円 

療養費 

 一般   20,666,280円 

 退職       0円 
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                                         （単位：件、円） 

区分 
移送費 高額療養費 合  計 保険給付費 

件数 給付額 件数 給付額 件数 給付額 1人当たり 

R02 0 0 0 0 3 13,741 0 

R03 0 0 0 0 0 0 0 

R04 0 0 0 0 0 0 0 

R05 0 0 0 0 0 0 0 

R06 0 0 0 0 0 0 0 

 

３ 国民健康保険税の状況 

 ⑴ 税率の推移と世帯及び被保険者1人当たりの額（現年調定額）          （単位：％、円） 

区分 
税      率 

限度額 世 帯 当 た り  １ 人 当 た り  
所得割  資産割  均等割  平等割  

R02 

医療分  6.62 －  18,000 25,000 630,000 106,193 67,581 

介護分  2.00 －  17,000 －  170,000 34,944 29,317 

支援分  2.40 －  14,000 －  190,000 40,174 25,566 

計  11.02 －  49,000 25,000 990,000 160,737 102,292 

R03 

医療分  6.62 －  18,000 25,000 630,000 105,180 68,615 

介護分  2.00 －  17,000 －  170,000 34,183 28,867 

支援分  2.40 －  14,000 －  190,000 39,735 25,921 

計  11.02 －  49,000 25,000 990,000 158,958 103,697 

R04 

医療分 6.62 －  18,000 25,000 650,000 99,618 65,498 

介護分  2.00 －  17,000 －  170,000 32,509 27,615 

支援分  2.40 －  14,000 －  200,000 37,595 24,718 

計  11.02 －  49,000 25,000 1,020,000 150,680 99,071 

R05 

医療分 6.62 －  18,000 25,000 650,000 103,211 68,768 

介護分  2.00 －  17,000 －  170,000 33,125 28,271 

支援分  2.40 －  14,000 －  220,000 39,047 26,016 

計  11.02 －  49,000 25,000 1,040,000 156,143 104,036 

R06 

医療分 6.62 －  18,000 25,000 650,000 102,381 69,388 

介護分  2.00 －  17,000 －  170,000 32,928 28,272 

支援分  2.40 －  7,000 7,000 240,000 36,275 24,585 

計  11.02 －  42,000 32,000 1,060,000 152,853 103,596 

 ⑵ 応能・応益の按分率の推移   (単位：％)                     (単位：％) 

医療分 R02 R03 R04 R05 R06  

 

 

 

 

 

 

介護分 R02 R03 R04 R05 R06 

応能割 

所得割 56.25 57.88 57.76 59.51 60.61 応能割 所得割 49.27 51.22 51.10 52.07 53.11 

資産割 0 0 0 0 0 応益割 均等割 50.73 48.78 48.90 47.93 46.89 

計 56.25 57.88 57.76 59.51 60.61 後期支援分  R02 R03 R04 R05 R06 

応益割 

均等割 23.84 22.96 22.93 21.78 21.00 応能割 所得割 51.51 53.41 54.02 56.02 61.98 

平等割 19.91 19.16 19.31 18.71 18.39 
応益割 

均等割 48.49 46.59 45.98 43.98 24.16 

計 43.75 42.12 42.24 40.49 39.39 平等割 －  －  －  －  13.86 
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 ⑶ 調定額及び収納額の推移                             （単位：円） 

※収納率は還付未済額を除く 

 

４ 国・県支出金等の状況 

 ⑴ 国庫支出金    8,067,000円 

    社会保障・税番号制度システム整備費等補助金（マイナンバーカードと健康保険証の一体化に伴う周

知広報等事業） 

⑵ 県支出金 

  ア 保険給付費等交付金（普通交付金）（単位：円） 

年度 普通交付金 

R02 2,767,583,137 

R03 2,798,939,463 

R04 2,788,212,824 

R05 2,847,769,537 

R06 2,635,846,350 

  イ 保険給付費等交付金（特別交付金）                       （単位：円） 

年度 
保険者努力

支援分 
特別調整交付金 

県繰入金 

（2号分） 

特定健康診査等

負担金 
計 

R02 12,382,000 

23,760,000 

(うち新型コロナウイルス対応分 

6,232,000) 

41,993,715 10,614,000 88,749,715 

R03 14,413,000 

11,563,000 

(うち保険者努力支援分 

2,359,000) 

(うちヘルスアップ事業分 

886,000) 

42,419,122 11,306,000 79,701,122 

R04 17,588,000 

9,012,000 

(うち保険者努力取組評価分 

2,815,000) 

45,381,633 11,486,000 83,467,633 

年

度 
区 分 調 定 額 

収納額(還付

未済額を含

む) 

不納欠損額 未 収  額 還付 未済額 収納率 

R02 
現年課税分 922,469,500 845,425,758 28,500 78,852,042 1,836,800 91.45 

滞納繰越分 304,778,228 78,334,721 26,582,415 199,868,092 7,000 25.70 

R03 
現年課税分 888,894,100 823,201,588 5,400 66,378,312 691,200 92.53 

滞納繰越分 276,150,434 62,661,704 18,481,681 195,007,679 630 22.69 

R04 
現年課税分 820,904,000 766,266,008 0 55,155,792 517,800 93.28 

滞納繰越分 258,628,691 78,489,945 18,846,236 161,292,510 0 30.35 

R05 
現年課税分 820,221,400 764,034,151 32,000 56,675,649 520,400 93.09 

滞納繰越分 214,719,602 58,107,620 26,329,804 130,316,178 34,000 27.05 

R06 
現年課税分 766,406,100 715,623,288 28,200 51,898,912 1,144,300 93.22 

滞納繰越分 185,324,927 44,049,477 13,511,698 127,763,752 0 23.77 
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年度 
保険者努力

支援分 
特別調整交付金 

県繰入金 

（2号分） 

特定健康診査等

負担金 
計 

R05 17,340,000 

7,253,000 

(うち保険者努力取組評価分 

5,558,000) 

34,633,949 9,988,000 69,214,949 

R06 19,594,000 

9,175,000 

(うち保険者努力取組評価分 

2,849,000) 

31,583,598 8,554,000 68,906,598 

 

５ 被保険者資格及び療養給付事務 

  国民健康保険被保険者資格の適正化と療養給付事務の省力化及び効率を高めるため、保険給付に関する事

務（無資格受診、過誤調整、再審査請求、医療費統計等）について、静岡県国民健康保険団体連合会の共同

事務処理に業務委託した。 

  令和3年度から開始されたオンライン資格確認等システム及び医療保険者等向け中間サーバー等の運営負

担金を(社)国民健康保険中央会へ負担した。 

⑴  負担金 

  ア 静岡県国民健康保険団体連合会          1,446,200円 

    内訳 保険者割額                 210,000円（被保険者数1万人以下） 

       被保険者割額               1,236,200円 

    （前年の7月31日現在の被保険者数7,913人×負担金基準額 125円/人×調整率(1.2498) 

  イ (社)国民健康保険中央会              284,448円 

    内訳 医療保険者等向け中間サーバー等運営負担金   72,564円 

オンライン資格確認等システム運営負担金   152,868円 

       電子処方箋管理サービス運営負担金       59,016円 

 審査手数料等 

   国民健康保険団体連合会への審査手数料であり、令和6年度の支払い金額は、8,791,601円 

   審査件数  122,795件（令和5年度 128,214件） 

   手数料単価 国保診療報酬審査支払手数料    1件につき 70円（消費税込） 

         柔道整復施術療養審査支払手数料  1件につき 163円（消費税込） 

 

６ 人間ドックの状況 

  対象は、20歳以上の被保険者で、1人1回費用額の7割、かつ25,000円を上限として補助金を交付した。 

  （193人 4,637,981円） 

 年齢階層別受給者数                                  （単位：人） 

年

度 

20歳～29歳 30歳～39歳 40歳～49歳 50歳～59歳 60歳以上 受診者数計 

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 

R02 1 0 1 6 1 7 8 2 10 11 5 16 84 60 144 110 68 178 

R03 0 0 0 3 2 5 14 5 19 10 5 15 88 64 152 115 76 191 

R04 0 0 0 4 1 5 13 4 17 10 5 15 81 59 140 108 69 177 

R05 0 1 1 7 2 9 14 3 17 10 9 19 88 63 151 119 78 197 

R06 1 2 3 2 2 4 9 4 13 12 6 18 90 65 155 114 79 193 

※自身の健康管理のため、一定数の被保険者が助成制度を利用している。 
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７ 函南町国民健康保険高額療養費貸付基金の状況 

  平成12年度に国保高額療養費貸付金基金条例を制定し、高額療養費貸付金制度を開始した。 

  また、平成13年度からは受領委任払制度を創設し、制度の普及を図った結果、平成14年度以降直

接貸し付けは0件となっている。 

 年度末残高                                   （単位：円） 

5年度末基金残高 6年度中積立額 6年度中取り崩し額 6年度末基金残高 

500,000 0 0 500,000 

 

８ 函南町国民健康保険出産費資金貸付基金の状況 

  出産費資金貸付金基金条例により、平成13年度より貸付金制度を実施しているが、直接貸し付け

は創設以降2件のみである。 

  平成21年10月より出産育児一時金の直接払制度が始まったことにより、利用はない状態にある。 

 年度末残高                                  （単位：円） 

5年度末基金残高 6年度中積立額 6年度中取り崩し額 6年度末基金残高 

500,000 0 0 500,000 

 

９ 保健事業（健康づくり事業）の状況 

  4月から3月まで実施、参加者数延べ3,454人（令和5年度 3,191人)となった。 

教室名 対象者 内容 実施回数 参加者数 

水中運動教室 成人の男性・女性 

バイタルチェック 

ストレッチ 

水中ウォーキング 

血圧測定 

月･木・金曜日 

（年間119日） 

（年間235回） 

延べ参加人数 

3,454人 

(1回当たり14.70人) 

 

10 特定健康診査・特定保健指導の状況                        （単位：人,％） 

区 分 
男性 女性 総計 

対象者 受診者 受診率 対象者 受診者 受診率 対象者 受診者 受診率 

R02 

健診 3,352 567 16.92 3,754 1,205 32.10 7,105 1,772 24.94 

指

導 

動機付 81 29 35.80 55 25 45.45 136 54 39.71 

積極的 19 14 73.68 5 3 60.00 24 17 70.83 

R03 

健診 3,328 739 22.21 3,658 1,161 31.74 6,986 
1,900 

※(547) 

27.20 

 （7.83） 

指

導 

動機付 106 31 29.25 75 11 14.67 181 42 23.20 

積極的 23 6 26.09 11 6 54.55 34 12 35.29 

R04 

健診 3,185 1,022 32.09 3,597 1,252 34.81 6,782 2,274 33.53 

指

導 

動機付 72 13 18.06 49 9 18.37 121 22 18.18 

積極的 13 12 92.31 10 5 50.00 23 17 73.91 

R05 

健診 2,938 808 27.50 3,285 1,118 34.03 6,223 1,926 30.95 

指

導 

動機付 103 54 52.43 71 39 54.93 174 93 53.45 

積極的 36 14 38.89 13 3 23.08 49 17 34.69 

R06 

健診 2,809 818 29.12 3,065 1,092 35.63 5,874 1,910 32.52 

指

導 

動機付 96 52 54.17 69 40 57.97 165 92 55.76 

積極的 38 14 36.84 19 12 63.16 57 26 45.61 
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※被保険者数の減少とともに対象者数は減少傾向となっている。 

※R03総計受診者欄※()内数値は、町外等の特定健康診査実施医療機関以外で、特定健康診査項目相

当の検査を実施している特定健康診査受診者にカウントしない受診者数。（内訳：三島管内75人、

沼津管内403人、その他県内外69人） 

 

対前年度比較事業効果内容 

 国民健康保険の3月末の加入者数は7,192人で、前年度に比べ417人、5.48％の減、また、年間平

均加入者数でみても、加入者数7,398人で、前年度に比べ486人、6.16％の減となった。 

保険給付額は2,636,004,996円で、前年度比7.48％の減となり、1人当たりの保険給付額は356,3

13円で、前年度に比べ5,083円、1.41％の減となっている。また、高額療養費も前年度に比べ36,6

74,907円、9.22％の減となっている。1人当たりの保険給付額を抑制するため、特定健康診査受診

の啓発活動を行い、病気の早期発見・早期治療に繋げていくと共に、医療費適正化の取り組み、年

6回の医療費通知書及び年3回のジェネリック医薬品差額通知書の発行を実施した。 

 国保財政の根幹である保険税は、現年調定額が前年度に比べ53,815,300円の減となった。国保税

の支援分の税率を見直したことと、国保加入者が減少したことによる影響である。安定した財源確

保のため徴収に努め、現年課税分の収納率は93.22％と前年度の93.09％に対し0.13ポイントの増と

なった。滞納繰越分の収納率は23.77％で、前年度の27.05％に対し3.28ポイントの減となったが、

13,511,698円の不能欠損を行ったため、未収額は前年度より2,552,426円の減となった。 

 保健事業については、温泉を利用した健康づくり事業が好評であるため、成人を対象として水中

運動教室を引き続き実施し、健康増進に努めた。参加者数は、前年度比263人の増、参加者からは

健康意識の向上に繋がったなどの意欲的な意見があり、運動への意識付けに一定の効果がみられ

た。さらに、｢高血糖｣｢高脂血症｣｢高血圧｣｢糖尿病｣等、生活習慣病の発症や重症化を予防するため、

特定健康診査を6月から1月にかけて実施した。 

令和６年度から健診の自己負担金を無料とし、啓発活動も継続的に行った結果、1,910人が受診

し、受診率は前年度に比べて1.57ポイントの増となった。 

 保健指導については、対象者に対して健診受診結果の返却時を活用するなど積極的に働きかけ、

栄養士による食事指導など生活改善に繋げた。早期受診による医療費削減に繋げるためにも、引き

続き受診勧奨、集団健診環境の整備、イベントでの啓発活動を積極的に行い、受診率の向上を目指

していく。 
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主要な施策の成果と予算執行状況報告書 

 

（後期高齢者医療特別会計） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

住 民 課 
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令和６年度函南町後期高齢者医療特別会計決算の概要 

 

 令和 6 年度の後期高齢者医療特別会計の決算額は、歳入 671,298,639 円で前年度比 118.80％、歳出

669,229,839円で前年度比118.66％となった。 

 歳入は、予算額671,681,000円に対して執行率99.94％、382,361円の減額となった。 

 歳出は、予算額671,681,000円に対して執行率99.64％、2,451,161円の減額となった。 

 歳入歳出差引残額は、2,068,800円で前年度比188.62％であった。 

 科目別決算額については、次のとおりである。 

 

１ 科目別の決算額 

  歳入（決算書 Ｐ338～Ｐ341）                           （単位：円） 

科  目 予算額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 備  考 

後期高齢者医療保険料 553,979,000 562,626,700 553,758,700 1,209,900 8,146,400 還付未済額 488,300 

 特別徴収保険料 364,716,000 366,047,000 366,467,500 0 0 還付未済額420,500 

 普通徴収保険料 189,263,000 196,579,700 187,291,200 1,209,900 8,146,400 還付未済額  67,800 

繰 入 金 115,942,000 115,941,039 115,941,039 0 0 保険基盤安定繰入金 

繰 越 金 1,096,000 1,096,800 1,096,800 0 0 前年度繰越金 

諸 収 入 664,000 502,100 502,100 0 0 還付金 

合  計 671,681,000 680,166,639 671,298,639 1,209,900 8,146,400  

 

  歳出（決算書 Ｐ342～Ｐ343）                            （単位：円） 

科  目 予算額 支出済額 不用額 備  考 

広域連合納付金 671,018,000 668,727,739 2,290,261 
保険基盤安定負担金 115,941,039 

後期高齢者医療保険料納付金     552,786,700 

諸 支 出 金 663,000 502,100 160,900 保険料償還金      502,100 

合  計 671,681,000 669,229,839 2,451,161  

 

※静岡県後期高齢者医療広域連合 

  「健康保険法等の一部を改正する法律」により、平成20 年度から老人保健制度に代わり、原則として 75

歳以上を対象とする高齢者医療制度が創設され、運営主体として全市町が加入する「広域連合」が設置され

た。 

  広域連合は、被保険者の資格管理に関する事務、医療給付に関する事務、保険料の賦課に関する事務、そ

の他後期高齢者医療制度の施行に関する事務などを行っている。 
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※令和6年度静岡県後期高齢者医療広域連合歳入決算額(抜粋) 

  市町保険料負担金額 51,426,026,839円 市町保険基盤安定負担金 10,376,397,706円 

 

※令和6年度静岡県後期高齢者医療広域連合歳出決算額(抜粋) 

  療養給付費  476,033,874,430円   訪問看護療養費  7,228,908,931円 

  審査支払手数料 1,282,068,830円   高額療養費    4,935,215,132円 

  葬祭費     1,914,200,000円 

 

２ 後期高齢者医療制度加入者の状況 

  各年度3月末加入者数                                （単位：人） 

区分 

取  得 喪   失 

加入者数 
75歳到達 転入 生保取消 障害認定 計 転出 死亡 生保認定 

職権消除 

障害取消 
計 

R02 404 81 1 10 496 73 319 11 0 403 6,012 

R03 550 67 3 12 632 64 338 13 1 416 6,228 

R04 680 70 0 6 756 80 391 10 0 481 6,503 

R05 671 96 4 12 783 71 391 6 0 468 6,818 

R06 622 73 0 2 697 76 442 14 1 533 6,982 

※令和4年から団塊世代の人が後期高齢者医療制度に加入し、加入者が増加している。 

 

対前年度比較事業効果内容 

 歳入は後期高齢者医療保険料と保険基盤安定繰入金が主なもので、歳出は広域連合への負担金として保険

基盤安定負担金、後期高齢者医療保険料納付金が主なものである。 

 保険料の収納率は 98.34％で、前年度の 98.24％に対し 0.10 ポイントの増となった。現年度分は、特別徴

収が100％で、普通徴収が97.25％となり、前年度の97.66％に対し0.41ポイントの減となった。滞納繰越分

は38.52％で、前年度の21.83％に対し、16.69 ポイントの増となった。今後も普通徴収については納付書払

いから口座振替への切り替えを勧奨すると共に、電話等により説明を行い被保険者の理解を図ることで収納

率の向上に繋げていく。また、滞納繰越分についても、催告状等の送付や電話等による納付奨励を実施して

いく。 

 令和７年 3 月末日で加入者数は 6,982 人で、前年度に対し 164 人の増となった。静岡県全体では 631,168

人で、前年度に対して16,644人の増となっている。 
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令和６年度介護保険特別会計決算の概要 
 

 令和 6 年度介護保険特別会計の決算額は、歳入 3,423,406,330 円で前年度比 101.65％、歳出

3,329,298,962 円で前年度比101.2％となった。 

 歳入は、予算額3,456,046,000 円に対して執行率99.05％、32,639,670 円の減額となった。 

 歳出は、予算額3,456,046,000 円に対して執行率96.33％、126,747,038 円の減額となった。 

 歳入歳出差引残額は、94,107,368 円で前年度比120.96％であった。 

科目別決算額については、次のとおりである。 
 
１ 科目別の決算額（決算書Ｐ345 ～ Ｐ348） 

 ⑴ 歳入                                 （単位：円、％）  

科  目 予算額 調定額 決算額 不納欠損額 構成比 

介護保険料 747,579,000 777,018,317 765,507,057 2,496,000 22.4 

国庫支出金 683,283,000 669,216,559 669,216,559  19.5 

支払基金交付金 876,086,000 849,897,000 849,897,000  24.8 

県支出金 465,114,000 451,649,715 451,649,715  13.2 

繰入金 579,227,000 579,227,000 579,227,000  16.9 

繰越金 77,802,000 77,802,118 77,802,118  2.3 

諸収入 26,955,000 30,106,881 30,106,881  0.9 

合  計 3,456,046,000 3,434,917,590 3,423,406,330 2,496,000 100 

 

 ⑵ 歳出                                 （単位：円、％） 

科  目 予算額 決算額 不用額 構成比 

総務費 79,433,000 72,519,606 6,913,394 2.2 

保険給付費 3,161,355,000 3,051,666,100 109,688,900 91.6 

地域支援事業費 101,575,000 92,296,201 9,278,799 2.8 

保険福祉事業費 2,034,000 1,545,250 488,750 0.1 

財政安定化基金拠出金 1,000 0 1,000 0 

基金積立金 53,689,000 53,689,000 0 1.6 

諸支出金 57,959,000 57,582,805 376,195 1.7 

合  計 3,456,046,000 3,329,298,962 126,747,038 100 

386



２ 介護保険料等の推移（決算書P349～P350） 

⑴ 段階別被保険者の状況  

令和 2年度～令和5年度                              （単位：円、人） 

所得段階 第1段階 第 2段階 第 3段階 第 4段階 第 5段階 第 6段階 第 7段階 第 8段階 第 9段階 第 10段階 

合 計 

基準保険料率 
×0.5 ×0.75 ×

0.75 

×0.9 基準額 ×1.2 ×1.3 ×1.5 ×1.7 ×1.75 

区   分 

生活保護等

非課税世帯 

課税年金収

入＋合計所

得金額の合

計が80万

円以下 

非課税世帯 

課税年金収

入＋合計所

得金額の合

計が80万円

を超え、120

万円以下 

 

 

非課税世帯 

第１．２段階 

以外 

本人非課税 

課税年金収入

＋合計所得金

額の合計が80

万円以下で課

税世帯 

 

本人 

非課税 

第4段階以

外の課税 

世帯 

 

本人課税 

合計 

所得金額 

120万円 

未満 

本人課税 

合計 

所得金額 

120万円 

以上 

200万円 

未満 

本人課税 

合計 

所得金額 

200万円 

以上 

300万円 

未満 

本人課税 

合計 

所得金額 

300万円 

以上 

400万円 

未満 

 

本人課税 

合計 

所得金額 

400万円 

以上 

R

0

2 

年 額 
保険料 18,900 31,500 44,100 56,800 63,100 75,700 82,000 94,700 107,300 110,500 - 

保険料率 0.3 0.5 0.7 0.9 1.0 1.2 1.3 1.5 1.7 1.75 - 

軽減前 
年 額 31,500 47,300 47,300 56,800 63,100 75,700 82,000 94,700 107,300 110,500 - 

人 数 1,498 839 744 1,506 2,020 2,261 1,796 807 378 438 12,287 

R

0

3 

年 額 
保険料 18,000 30,000 42,000 54,000 60,000 72,000 78,000 90,000 102,000 105,000 - 

保険料率 0.3 0.5 0.7 0.9 1.0 1.2 1.3 1.5 1.7 1.75 - 

軽減前 
年 額 30,000 45,000 45,000 54,000 60,000 72,000 78,000 90,000 102,000 105,000 - 

人 数 1,495 953 800 1,454 1,990 2,250 1,902 820 259 444 12,367 

R

0

4 

年 額 
保険料 18,000 30,000 42,000 54,000 60,000 72,000 78,000 90,000 102,000 105,000 - 

保険料率 0.3 0.5 0.7 0.9 1.0 1.2 1.3 1.5 1.7 1.75 - 

軽減前 
年 額 30,000 45,000 45,000 54,000 60,000 72,000 78,000 90,000 102,000 105,000 - 

人 数 1,495 991 839 1,390 1,970 2,265 1,905 809 248 458 12,370 

R

0

5 

年 額 
保険料 18,000 30,000 42,000 54,000 60,000 72,000 78,000 90,000 102,000 105,000 - 

保険料率 0.3 0.5 0.7 0.9 1.0 1.2 1.3 1.5 1.7 1.75 - 

軽減前 
年 額 30,000 45,000 45,000 54,000 60,000 72,000 78,000 90,000 102,000 105,000 - 

人 数 1,494 1,008 854 1,355 1,961 2,318 1,894 810 253 476 12,423 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

387



令和6年度   （単位：円、人） 

所得段階 
保険料 

(軽減率) 
区分 

年額 

（軽減前） 
人数 

第 1段階 
×0.455

（0.285） 

生活保護世帯、非課税世帯。課税年金収入＋合計所

得金額の合計が80万円以下 

17,700 

(28,300) 
1,418 

第 2段階 
×0.685

（0.485） 

非課税世帯。課税年金収入＋合計所得金額の合計が

80万円を超え120 万円以下 

30,200 

(42,700) 
1,005 

第 3段階 
×0.69

（0.685） 
非課税世帯。第1･2 段階以外 

42,700 

(43,000) 
817 

第 4段階 ×0.9 
本人非課税。課税年金収入＋合計所得金額の合計が

80万円以下の課税世帯 
56,100 1,179 

第 5段階 基準額 本人非課税。第4段階以外の課税世帯 62,400 2,013 

第 6段階 ×1.2 本人課税。所得金額120 万円未満 74,800 2,020 

第 7段階 ×1.3 本人課税。所得金額120 万円以上210 万円未満 81,100 1,993 

第 8段階 ×1.5 本人課税。所得金額210 万円以上320 万円未満 93,600 815 

第 9段階 ×1.7 本人課税。所得金額320 万円以上420 万円未満 106,000 316 

第 10 段階 ×1.9 本人課税。所得金額420 万円以上520 万円未満 118,500 129 

第 11 段階 ×2.1 本人課税。所得金額520 万円以上620 万円未満 131,000 71 

第 12 段階 ×2.3 本人課税。所得金額620 万円以上720 万円未満 143,500 51 

第 13 段階 ×2.4 本人課税。所得金額720 万円以上 149,700 177 

        合計 12,004 

 (注)低所得者の介護保険料負担軽減のため、平成27年度～平成30年度に第1段階、10月の消費税率 

10％への引き上げに伴い令和元年度～令和2年度段階的に第1～3段階の保険料率を軽減。令和3 

年度～令和5年度は第8期介護保険事業計画により基準額を年額60,000 円とし第1～3段階の 

保険料率の軽減を継続していた。令和6年度についても、基準額を年額62,400 円として、第1～ 

3段階の保険料率軽減を継続している。 

⑵ 収納状況  ※収納率に還付未済額を含まない。                  (単位：円、％） 

区   分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 還付未済額 収納率 

R02 

現年分 753,054,137 747,097,009 0 6,304,918 347,790 99.2 

滞納繰越分 14,828,259 1,509,222 6,847,468 6,471,569 0 10.2 

R03 
現年分 721,727,310 715,538,480 0 6,435,080 246,250 99.1 

滞納繰越分 12,743,287 1,409,607 4,936,362 6,397,318 0 11.1 

R04 
現年分 718,681,904 714,362,704 0 4,653,600 334,400 99.4 

滞納繰越分 12,695,298 1,582,832 4,998,578 6,113,888 0 12.5 

R05 
現年分 721,503,400 716,987,400 0 4,814,900 298,900 99.4 

滞納繰越分 10,767,488 1,662,858 4,400,130 4,704,500 0 15.4 

R06 
現年分 767,530,417 763,871,848 0 4,162,944 504,375 99.5 

滞納繰越分 9,487,900 1,635,209 2,496,000 5,356,691 0 17.2 

 

３ 介護認定事業（決算書Ｐ359～Ｐ360）（事業費 13,007,740 円） 

  要介護者及び要支援者の認定審査を行い、事業の適正な実施を図った。 

⑴ 介護認定審査会開催状況 52 回（前年度 47 回） 
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介護認定審査会を毎月4回開催していたが、令和6年度より毎週開催することになり、開催回数

が前年より5回増えた。 

ア 介護認定審査会委員 24 人（前年度 24 人）            （単位：人） 

医 師 歯科医 看護師 准看護師 
精神保健 

福祉士 
社会福祉士 薬剤師 

介護支援 

専門員 

8 2 2 1 2 4 2 3 

イ 介護認定調査員 63 人（前年度 57 人）          （単位：人） 

 町職員（会計年度任用職員含む） 介護支援専門員 

23  40 

 

⑵ 介護認定審査状況           （単位：件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※申請受付件数は、受付日が年度内の件数で、死亡者、転出者、再調査者、再申請者、取り下げ者、転

入継続者を含み、要介護認定件数は、年度内の転入継続者を含む認定件数。 

⑶ 要介護（要支援）認定者数（年度末現在）                   (単位：人） 

区 分 
要支援

1 

要支援 

2 

要介護 

1 

要介護 

2 

要介護 

3 

要介護 

4 

要介護 

5 
合  計 

令和 2年度 102 149 369 317 251 267 175 1,630 

令和 3年度 116 162 355 342 267 261 177 1,680 

令和 4年度 111 173 371 314 245 271 175 1,660 

令和 5年度 122 175 415 360 272 283 176 1,803 

令和 6年度 127 193 410 362 280 269 164 1,805 

 

⑷ 基本チェックリストによる新規事業対象者・非該当者数（年度末現在） （単位：人） 

区  分 事業対象者   非該当者 

令和 2年度 100 5 

令和 3年度 84 6 

令和 4年度 108 3 

令和 5年度 146 3 

令和 6年度 159 6 

 ※事業対象者は、65歳以上で介護予防・日常生活支援総合事業を利用するため基本チェックリストを   

実施し該当した者。非該当者は基本チェックリストに該当しなかった者。 

 

 

 

 

 

 

区 分 
申請受付件数 

(うち新規申請件数) 
要介護認定件数 

令和 2年度 1,237（427） 1,130 

令和 3年度 1,457（468） 1,296 

令和 4年度 1,490（462） 1,368 

令和 5年度 1,507（555） 1,425 

令和 6年度 1,365（516） 1,297 
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【 参 考 】 

高齢者人口等の推移                         （単位：世帯、人、％） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

住民 

登録 

世 帯 16,582 16,683 16,790 16,819 16,851 

人口 

男 18,387 18,258 18,137 17,884 17,633 

女 19,009 18,925 18,745 18,528 18,373 

計 37,396 37,183 36,882 36,412 36,006 

６５歳以上高齢者 

（７５歳以上高齢者） 

数 11,953（6,034） 11,996（6,275） 11,977（6,569） 12,018 (6,895） 11,954（7,079） 

率 31.96（16.14） 32.26（16.87） 32.47（17.81） 33.01 (18.94) 33.20（19.66） 

県高齢化率 率 29.50 29.89 30.23 30.45 30.74 

国民健康保険 

被保険者 

数 8,861 8,549 8,063 7,609 7,192 

率 23.70 22.99 21.86 20.90 19.74 

後期高齢 

被保険者 

数 6,012 6,228 6,503 6,827 7,003 

率 16.08 16.74 17.63 18.75 19.45 

介護保険 

被保険者 

数 24,540 24,685 24,664 24,637 24,535 

率 65.62 66.38 66.87 67.66 68.14 

1 号被保険者数 数 11,952 11,979 11,946 12,006 11,943 

要

介

護

認

定

者 

要支援 
数 251 278 284 297 320 

率 2.10 2.32 2.38 2.47 2.68 

要介護 
数 1,379 1,402 1,376 1,506 1,485 

率 11.54 11.70 11.52 12.54 12.43 

計 
数 1,630 1,680 1,660 1,803 1,805 

率 13.64 14.02 13.90 15.02 15.11 

※出典 

住民登録（外国人含む）・65歳以上高齢者：令和7年 4月公開分（3月末現在）函南町ホームページ 

県高齢化率：令和6年度高齢者福祉行政の基礎調査結果 

国民健康保険被保険者・後高齢者被保険者：住民課資料  

介護保険被保険者：令和7年 4月公開分2号被保険者数（40歳～64歳人口）及び第1号被保険者数 

1号被保険者：「介護保険事業状況報告（令和6年度・令和7年 4月分）様式1」 
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⑸  介護認定調査事業所別内訳（事業費 3,084,400円）                (単位：件） 

区分 事  業  所 令和 2年度 令和 3年度 令和4年度 令和 5年度 令和 6年度 

直営 町職員等 936 1,125 1,162 1,240 1,116 

委託 

共済福祉会 58 51 38 47 55 

富士伊豆農業協同組合 30 23 20 17 26 

芽ぶき 21 23 12 21 4 

函南町社会福祉協議会 0 10 9 6 9 

函要会 41 40 39 41 40 

みどりが丘ホーム 7 8 8 9 8 

伊豆社会福祉事業会 20 21 12 21 23 

のどか 26 25 17 0 0 

その他（他市町村等） 19 11 14 19 28 

委託小計 222 212 169 181 193 

合     計 1,158 1,337 1,331 1,421 1,309 

  

 ⑹ 在宅の要援護高齢者の状況                          (単位：人、％） 

区  分 一人暮らし高齢者 寝たきり高齢者 認知症高齢者 高齢者世帯 

令和 2年度 

(対65歳以上人口比) 

363 

3.0 

4 

0.1 

1 

0.1 
78 世帯 

令和 3年度 

(対65歳以上人口比) 

393 

3.2 

9 

0.1 

9 

0.1 
74 世帯 

令和 4年度 

(対65歳以上人口比) 

398 

3.3 

5 

0.1 

17 

0.1 
64 世帯 

令和 5年度 

(対65歳以上人口比) 

403 

3.4 

4 

0.1 

25 

0.2 
64 世帯 

令和 6年度 

(対65歳以上人口比) 

388 

3.2 

5 

0.1 

26 

0.2 
73 世帯 

 ※毎年4月 1日現在の民生委員・児童委員の福祉票登録件数による資料 

「高齢者世帯」は一人暮らし高齢者を除く65歳以上のみの世帯で、福祉票登録の了解を得られた世帯 

 

４ 運営協議会事業（決算書Ｐ359～Ｐ360） 

⑴ 介護保険運営協議会（事業費 70,600 円）内訳 報償金 53,000 円 費用弁償 17,600 円 

概  要 介護保険運営協議会委員(10 人)により、介護保険運営協議会を1回(前年度3回)開催 

し、第9回介護保険事業計画の進捗状況に係る協議を行った。 

   開催期日 3月 19日  

 ⑵ 地域密着型サービス運営協議会 

概  要 地域密着型サービス運営協議会委員(10 人)により、地域密着型通所介護事業所の新規指

定に関わる案件について、意見を伺った。 

  開催期日 3月 19日   

 

⑶ 地域包括支援センター運営協議会（事業費 45,500 円） 

概  要 地域包括支援センターの適切な運営、公平・中立性の確保、その他地域包括支援センタ

ーの円滑かつ適正な運営を図るため、地域包括支援センター運営協議会委員8人により

令和5年度の事業実績報告及び令和6年度の運営方針及び事業計画について協議を行っ

た。 

開催期日 7月 30日  
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５ 保険給付の推移（決算書Ｐ359～Ｐ364）（事業費 3,051,666,100 円） 

⑴ 介護サービス利用状況 

   要介護認定された被保険者に対し、各種介護サービスを提供した。 

 施設介護サービス事業                            （単位：件、円） 

 

居宅介護サービス事業                             （単位：件、円） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

訪 問 介 護 3,740 3,703 3,611 3,908 3,990 

訪 問 入 浴 介 護 264 343 353 327 304 

訪 問 看 護 1,453 1,520 1,681 1,793 2,000 

訪問リハビリテーション 203 189 205 308 344 

通 所 介 護 5,503 5,875 5,749 5,887 5,735 

通所リハビリテーション 419 387 353 483 450 

短期入所生活介護 1,356 1,521 1,159 1,181 1,283 

短期入所療養介護 42 74 54 80 86 

特定施設入居者 

生 活 介 護 
752 768 728 787      812 

居宅療養管理指導 2,853 3,184 3,345 3,875 4,101 

件    数 16,585 17,564 17,238 18,629 19,105  

事 業 費 1,212,716,005 1,246,077,925 1,214,719,675 1,292,188,950 1,321,546,370 

 

地域密着型介護サービス事業                           （単位：件、円） 

区  分 令和2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

認 知 症 対 応 型 
共 同 生 活 介 護 

820 859 832 938 799 

認知症対応型通所介護 90 94 114 179 183 

小規模多機能型居宅介護 226 251 218 236 224 

地域密着型通所介護 712 650 654 599 979 

件    数 1,848 1,854 1,818 1,952 2,185 

事 業 費 319,240,661 339,098,681 334,328,672 347,625,194 361,302,101 

 

居宅介護福祉用具購入事業                           （単位：件、円） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

件    数 87 97 114 114 136 

事 業 費 2,904,347 3,176,851 3,871,994 3,978,191 4,456,600 

 

 

 

 

 

区   分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

介護老人福祉施設 2,707 3,127 2,863 2,723 2,694 

介護老人保健施設 616 609 621 604 593 

介護療養型医療施設 12 14 12 15 1 

介護医療院 171 236 236 258 278 

件    数 3,506 3,986 3,732 3,600 3,566 

事 業 費 913,511,530 962,182,839 958,769,751 997,152,486 1,024,837,075  
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居宅介護住宅改修事業                              （単位：件、円） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

件    数 82 77 80 76 102 

事 業 費 8,946,670 7,707,421 8,537,203 7,794,775 8,924,814 

 

居宅介護サービス計画事業                          （単位：件、円） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

件    数 9,053 9,476 9,511 9,873 10,483 

事 業 費 129,871,979 138,776,241 137,276,202 143,054,957 157,548,807 

 

特定入所者介護サービス事業                         （単位：件、円） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

件    数 2,417 2,576 2,077 1,947 2,004 

事 業 費 87,361,536 77,347,933 58,366,455 54,708,978 52,498,480 

 

高額介護サービス事業                            （単位：件、円） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

件    数 5,361 5,450 5,217 5,242 5,221 

事 業 費 67,563,097 69,200,815 65,862,632 66,285,861 71,874,611 

 

高額医療合算介護サービス事業                        （単位：件、円） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

件    数 325 307 323 359 329 

事 業 費 9,610,814 10,056,423 10,448,340 12,241,947 11,130,223 

 

介護サービス給付費 合計                             （単位：円） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

事 業 費 2,751,726,639 2,853,625,129 2,792,180,924 2,925,031,339 3,014,119,081 

 

⑵ 介護予防サービス利用状況 

  要支援認定された被保険者に対し各種介護予防サービスを提供した。 

介護予防サービス事業                             （単位：件、円） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

訪 問 入 浴 介 護 5 8 15 22 12 

訪 問 看 護 169 181 214 292 267 

訪問リハビリテーション 5 19 13 13 15 

通所リハビリテーション 126 173 172 128 123 

短期入所生活介護 7 30 37 45 15 

  特定施設入居者 

生 活 介 護 
108 78 106 65 50 

居宅療養管理指導 122 152 148 164 202 

件    数 542 641 684 781 684 

事 業 費 23,967,333 26,878,873 29,745,580 29,705,987 24,991,897 
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地域密着型介護予防サービス事業                          （単位：件、円） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

件    数 12 14 14 3 3 

事 業 費 620,568 726,825 805,195 117,128 150,042 

 

介護予防福祉用具購入事業                             （単位：件、円） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

件    数 20 16 19 18 29 

事 業 費 587,295 423,315 511,312 604,174 812,882 

 

介護予防住宅改修事業                               (単位：件、円） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

件    数 21 23 29 24 29 

事 業 費 2,394,484 2,095,735 2,833,754 2,063,861 2,744,692 

 

介護予防サービス計画事業                                                       （単位：件、円） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

件    数 1,223 1,383 1,419 1,453 1,456 

事 業 費 5,505,446 6,354,364 6,550,294 6,653,748 6,744,768 

 

高額介護予防サービス事業                            （単位：件、円） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

件    数 21 3 12 8 11 

事 業 費 20,371 4,509 1,720 8,619 650 

 

高額医療合算介護予防サービス事業                        （単位：件、円） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

件    数 4 3 2 1 1 

事 業 費 3,397 11,911 38,920 18,559 3,706 

 

介護予防サービス給付費                                （単位：円） 

区  分 令和2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

事 業 費 33,098,894 36,495,532 40,495,968 39,328,826 35,448,637 

 

⑵  審査支払事業 （事業費 2,098,382 円） 

    静岡県国民健康保険団体連合会により、保険給付費の審査支払い業務を行った。 

審査支払事業                                 （単位：件、円） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

件    数 39,654 41,588 41,841 43,908 45,617 

事 業 費 1,824,084 1,913,048 1,924,686 2,019,768 2,098,382 

 

６ 地域支援事業（決算書Ｐ363 ～ Ｐ368）（事業費 92,296,201 円） 

⑴ 介護予防・日常生活支援総合事業（事業費 74,967,085 円） 

ア 介護予防・生活支援サービス事業（事業費 70,544,413 円）           

事業対象者・要支援1・要支援2の認定者を対象に、指定介護事業所が訪問型サービス・通所型

サービスの提供を行った。 
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（ア） 指定事業所によるサービス（訪問型及び通所型の介護予防相当・サービスA） 

介護予防相当訪問型サービスでは、専門職による身体介護を必要とする方に支援を提供した。

訪問型サービスAでは、専門職による生活援助の支援を提供し、また、通所型サービスAでは、

介護事業所による生活機能向上を目的としたミニデイサービス等多様なサービスと合わせて自立

促進のための支援を提供した。 

   （イ） 住民主体による通所支援の補助金（介護予防・日常生活支援総合事業通所型サービスB） 

                                （単位：日、人） 

  

  

  

  

  

  

  

 （ウ） 住民主体による訪問支援の補助金（介護予防・日常生活支援総合事業訪問型サービスB） 

     「ダイヤランド暮らしの応援隊」に補助。補助対象月（月4回以上）12か月 

延べ 457 件利用、うち124件が通院等における送迎前後の付き添い支援を利用 

   （ エ ） 短期集中支援訪問サービス（介護予防・日常生活支援総合事業訪問型サービスC） 

3～6か月間で１人につき12回まで専門職による訪問支援を実施 

専門職へ委託し、１回5,000 円、延べ46件利用 

   （オ） 住民主体による訪移動支援の補助金（介護予防・日常生活支援総合事業訪問型サービスD） 

居場所へ送迎。（福）函南町社会福祉協議会に補助 

補助対象月（月4回以上）8か月、延べ64件利用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

実施 

日数 

利用 

延人数 

実施 

日数 

利用 

延人数 

対象 

月数 

利用 

延人数 

ダイヤランドはつらつ 

体操クラブ 

(R4.4 月開始) 

27 71 27 85 12 66 
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 介護予防・生活支援サービス事業費                         （単位：件、円） 

区  分 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

件数 

事業費 

件数 

事業費 

件数 

事業費 

件数 

事業費 

件数 

事業費 

訪
問
型
サ
□
ビ
ス 

介護予防 

相当 

140 205 284 286 329  

2,652,061 4,030,587 5,408,470 5,626,344  7,070,995 

サービスA 

(基準緩和) 

728 765 696 748 817  

10,298,393 10,804,547 9,709,628 11,023,418 12,499,974 

サービスB 
- - 155 167 333 

- - 77,500 83,500  120,000 

（通院等における

送迎前後の付き添

い支援） 

- - 65 91 124 

- - 80,000 80,000 120,000 

サービスC 

(短期集中) 

89 88 121   44 46 

445,000 440,000 605,000 220,000  230,000 

サービスD 

(移動支援) 

8 14 47 49 64 

32,000 56,000 188,000 196,000  400,000 

小 計 
965 1,072 1,368 1,385 1,713 

13,427,454 15,331,134 16,068,598 7,229,262 20,440,969 

通
所
型
サ
□
ビ
ス 

介護予防 

相当 

9 13 6 4 4 

124,708 197,537 100,117 17,996 71,544 

サービスA 

(基準緩和) 

1,337 1,474 1,259 1,969 2,663 

22,177,043 24,301,555 21,672,640 28,240,555  38,316,212 

サービスB 94 117 232 312 66 

(住民主体) 131,000 150,000 205,500 246,500  120,000 

小 計 
1,440 1,604 1,497 2,285 2,733 

22,432,751 24,649,092 21,978,257 28,505,051 38,507,756 

介護予防ケア 

マネジメント費 

1,317 1,398 1,357 1,949 2,615 

5,406,794 5,861,275 5,751,181 8,295,945 11,058,806 

審査支払手数料 
3,378 3,686 3,621 4,888 6,393 

155,388 169,556 166,566 224,848 294,078 

高額介護 

サービス費 

18 19 47 20 44 

  96,022    48,168 82,772 43,023 105,908 

高額医療合算 

サービス費 

3 6 1 6 5 

99,391 32,327 27,126 55,680 136,896 

合 計 
7,121 7,785 7,891 10,533 13,503 

41,617,800 46,091,552 44,074,500 54,353,809 70,544,413 

令和6年度から要綱改正し、訪問型サービスB、通所型サービスBの補助額の上限を年間80,000 円から

120,000 円に増額した。 

イ 一般介護予防事業 （事業費4,422,672 円） 

   （ア） 地域リハビリテーション活動支援事業（事業費 123,310 円）内訳 報償費90,000 円 役務費 

33,310 円   
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地域ケア会議3回、住宅改修・福祉用具の適正利用調査2回 

同行訪問アセスメントや次サービス担当者への引継3回、勉強会講師1回 延べ 9回派遣 

ウ 住民主体型介護予防事業（事業費 4,088,700 円） 

      （ア） 介護予防ボランティア育成支援 

(福)函南町社会福祉協議会への委託により、介護予防ボランティアの育成支援を行った。

活動中の介護予防ボランティアが主体的に教室を運営できるようにフォローアップ研 

修を４回開催した。 

日 時 6 月 5 日、7 月 3 日、7 月 9 日、7 月 16 日  

参加者 実人員 25 人、延べ 54 人 

 （イ） 楽らく体操教室 

養成された介護予防ボランティアが社会福祉協議会の支援を受けて保健センターで運

営する教室。    

楽らく体操教室状況                  (単位：回、人）             

区 分 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

楽らく体操教室

開催回数 
36 48 48 36 

参加延べ人数 122 225 325 236 

 ⑵ 包括的支援事業・任意事業（決算書Ｐ367 ～ Ｐ368）（事業費 17,329,116円） 

ア 任意事業 （事業費 5,015,532 円） 

   （ア） 介護給付適正化事業 （事業費 1,145,022円）内訳 報償費 10,000円 

役務費 35,022 円 委託料 1,100,000 円 

・第 6期函南町介護給付適正化計画に基づき、要介護認定、ケアマネジメント等の適正化を図っ

た。 

    ・介護支援専門員を対象に2市 1町合同で給付適正化研修会を1回開催した。 

    ・介護給付適正化分析支援業務を委託。認定データと給付データを突き合わせ不適正なケアプラ

ンを把握し、必要に応じ介護支援専門員に対しケアプランチェックを行った。 

(単位：件） 

  区   分 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

ケアプラン点検数 8 8 8 8 

居宅介護事業所数 8 8 7 6 

   （イ） 成年後見制度利用支援事業 （事業費 484,000 円） 

   函南町成年後見制度利用支援事業実施要綱に基づき、町長申し立てを行った認知症高齢

者等（配偶者及び 2 親等内の親族がいない者または、これに準ずる状態にある者。3 親等

及び 4 親等の親族がいない者若しくはこれら親族の存在が明らかでない者またはこれら

親族がいるが審判の申立てをする者の存在が明らかでない者）が後見人に支払う報酬費

の助成を行い、権利擁護を図った。町長申し立ての事案はなかった。 

(単位：件） 

  区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

町長申し立て件数 2 1 3 0 0 

報酬費用助成件数 1 2 1 2 2 

   （ウ） 家族介護支援手当 （事業費 3,360,000 円） 

     要介護 4，5の方を在宅で6か月以上介護する介護者56件に年額60,000 円の手当を支給した。 
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                                           (単位：件） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

家族介護手当 46 52 51 57 56 

イ 包括的支援事業 （事業費 12,313,584 円） 

（ア） 認知症初期集中支援チーム設置事業（事業費 300,000 円） 

    認知症が疑われ支援を受けていない方を専門職のチームが訪問等により6か月間支援し、医 

療や介護につなげる。チーム構成員による連絡会議を開催した。 

開催状況                                （単位：回、数） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

会議開催回数 12 12 11 11 12 

対 応 件 数 14 8 8 5 5 

   （イ） 在宅医療・介護連携相談員設置事業（事業費 5,662,600 円） 

   (福)函南町社会福祉協議会(函南町地域包括支援センター)に業務委託し、1人配置 

・医療や介護に携わる多職種連携研修会を3回開催 

・人生会議・終活についての講演会を1回開催 

・住民への普及啓発を図る出前講座を地域の居場所等で実施 

      （ウ） 認知症総合支援事業 （事業費 6,179,800円）  

(福)函南町社会福祉協議会に業務委託し、1人配置 

・パサディナ区にて、認知症の方の見守り、声掛けの方法を学ぶ認知症SOS 訓練を開催した。 

・東中学校、桑村小学校、地区、一般住民向けに募集を募って実施等、多くの住民が認知症サポ

ーター養成講座を受講できるように開催した。 

認知症サポーター養成講座の状況                             (単位：回、人）                           

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

開催回数 7 ７ 7 7 7 

養成人数 176 94 221 120 221 

    ・チームオレンジによる認知症カフェ の運営を支援した。 

  ・地域包括支援センター、静岡県立田方農業高校により、認知症の人や家族が安心して相談で 

きる認知症カフェ（スイカフェ、ふるーるカフェ）を定期的に開催した。 

･行方不明になった場合の早期発見保護のため高齢者地域安心ネットワークの登録を勧奨し、5

人の申請があった。(累計登録者数29人) 認知症高齢者等見守りシールは3人（累計22人）

に交付した。 

   高齢者地域安心ネットワーク登録人数                      （単位：人）                                 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

登録者数 18 17 22 13 5 

 

７ 保健福祉事業（決算書Ｐ369 ～ Ｐ370）（事業費 1,545,250 円） 

  保険者機能強化推進交付金を活用し、一般高齢者を対象とする介護予防事業を実施した。 

 ⑴ 高齢者移動支援乗合サービス検証事業（事業費 280,030 円） 

   公共交通空白地域である桑原区・奴田場区の 65 歳以上の高齢者を対象に、社会参加を促進

し介護予防を目的として、函南駅を結節点にデマンドタクシーの実証運行を実施した。 
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  デマンドタクシー利用状況                     （単位：人） 

区  分 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

12/1～2/28 

（3か月） 

10/1～3/31 

（6か月） 

6/1～3/31 

（10 か月） 

4/1～3/31 

(12 か月) 

桑原区「くわ里号」 

（利用延べ人数） 
44 59 136 257 

奴田場区「ぬたタク」 

（利用延べ人数） 
  11 20 24 35 

 

⑵ 健康づくり教室等運動指導事業（事業費 1,232,000 円） 

健康づくり課が、健康づくりや仲間づくり、認知症予防などを目的に保健者機能強化推進交付 

金を一般会計に繰り入れて「通う体操教室」として実施している。 

  体操教室実施状況                                    （単位：人）              

教室名 コース 
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

実人員 延人員 実人員 延人員 実人員 延人員 実人員 延人員 

「通う 

体操教」 

前半 A66 / B29 821 A62 / B26 1,072 79 1,747 80 1,777 

後半 A20 / B60 633 A18 / B36 717 72 1,445 69 1,413 

合  計 175 1,454 142 1,789 151 3,192 149 3,190 

   ※前半：9時15分～10時 00分 後半：10時 45分～11時 30分 

  「通う体操教室」の受講状況                              （単位：人） 

区  分 R03 R04 R05 R06 
年代別内訳(令和 6年度) 

40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代 80 歳代 

受講者数 176 142 151 149   5 104 40 

 

８ 基金の状況（決算書Ｐ369 ～ Ｐ370） 

                               （単位：円） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

積 立 金 57,355,000 93,645,000 29,020,000 77,983,000 53,689,000 

取り崩し額 26,284,000 106,859,000 126,875,000 148,766,000 113,862,000 

年度末残高 459,994,180 446,780,180 348,925,180 278,142,180 217,969,180 

 

９ 諸支出金（決算書Ｐ369～Ｐ370）（事業費 57,582,805 円） 

 ⑴ 保険料還付金 

   第 1号被保険者が死亡等により資格喪失した場合に、過誤納の保険料を還付した。 

                                         （単位：円） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

還 付 金 422,184 319,548 784,393 409,100 380,300 

⑵ 償還金 

前年度の事業費の確定により国庫・県費負担金の超過受入分を償還した。 

                                          （単位：円） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

償 還 金 5,802,153 10,084,500 22,608,292 63,180,537 32,606,505 

⑶ 繰出金 

前年度の事業費の確定により一般会計繰入金の超過受入分を償還した。 
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                              （単位：円） 

区  分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

繰 出 金 169,600 25,285,000 23,167,000 34,321,000 24,596,000 

 

対前年度比較事業効果内容 

町の高齢化率は、前年度と比較し33.2％と 0.19 ポイント増加したが高齢者数は11,954 人で 64人

減少している。介護認定率は15.11％と0.9 ポイント増加した。 

令和 6年度は第9期介護保険事業計画の初年度であり、基本目標である、フレイルから元の生活に

戻れる元気づくり、支え合い安心して暮らすことができるまちづくり、自立支援に基づく介護保険事

業の推進に取り組んだ。 

介護保険事業費歳入の22.4％を占める第1号被保険者の保険料の調定額は前年度と比較し、

44,747,429 円増額となり、収納率の現年分は0.1 ポイント増で、滞納繰越分は1.8ポイント上昇した。 

保険給付の状況については、施設介護サービス事業は、介護医療院を除き利用件数は減少している

ものの入所者の重度化が進み給付費は増加している。 

居宅介護サービス事業においては、訪問介護、訪問看護、居宅療養管理指導等の利用件数、事業費

は増加傾向にあり、安心して在宅療養できるよう支援できた。また、地域密着型通所介護事業所や認

知症対応型通所介護の利用件数が増加している。  

保険給付費は全体で、前年度に比較し85,286,167 円増額となった。 

在宅医療・介護連携推進事業では、函南町版のこころづもりゲームが完成した。人生の最期を考え

ることは今をどのように生きていくかを考えることであり、身近な人たちと考えを共有することの大

切さについて出前講座等を通して普及啓発に努めた。 

認知症事業では、認知症の当事者支援だけでなく、「介護者家族の会」にて認知症の人を支える家

族の声を集め、出前講座を実施し、認知症の人や家族が安心して暮らせるよう認知症の正しい理解や

対応について普及啓発に努めた。令和6度は、認知症サポーター養成講座の対象を中学生に拡大し、

認知症を理解し認知症の人や家族が生活しやすい地域づくりに寄与できた。 

住民主体介護予防事業では、日ごろの活動支援だけではなく、介護予防ボランティア同士が、知識

技術を高められるように定例会にて、脳トレや介護予防の運動等を発表するなど知識や技術を高め、

主体的な活動ができるよう努めた。 

高齢者移動支援乗合サービス検証事業では、函南駅からの乗り継ぎがスムーズになるよう

他の移動手段とのダイヤ調整、利用者の利用が多い時間へのダイヤ変更、桑原地区において

は、集いの場となるよう、乗降場所に桑原公民館を追加した。 

通う体操教室は、健康づくり課が実施。初回と最終回に介護予防ボランティアによる体力測定を実

施した。初回と最終回を比較し、個人差はあるものの4項目中3項目は維持・向上しており、参加者

のフレイル予防に成果があった。 
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主要な施策の成果と予算執行状況報告書 

 

（平井財産区特別会計） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総 務 課 
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令和６年度函南町平井財産区特別会計決算の概要 
 

 令和6年度函南町平井財産区特別会計の決算額は、歳入歳出ともに1,151,270円で前年度比99.4％となった。 

 歳入は、予算額1,155,000円に対して執行率99.7％、3,730円の減額となった。 

 歳出は、予算額1,155,000円に対して執行率99.7％、3,730円の減額となった。 

  科目別決算額については、次のとおりである。 

 

（決算書 Ｐ382～Ｐ383）                              主管課 総務課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

１款 

総務費 

１項 

総務管理費 

１目 

基金積立金 基金管理事業 

47,070  

(47,259) 

  

一般      0 

特定   47,070 

特定財源の内容 

基金積立金利子（P381）   47,070円 

施策の成果 

 平井財産区基金運用益（利子）47,070円を積み立てた。 

 

（決算書 Ｐ382～Ｐ383）                              主管課 総務課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

１款 

総務費 

１項 

総務管理費 

２目 

諸費 
諸対策事業 

1,000,000  

(1,000,000) 

一般      0 

特定  1,000,000 

特定財源の内容 

基金繰入金（P381）    1,000,000円（1,104,200円の内） 

施策の成果 

 平井公民館運営委託費として1,000,000円を一般会計に繰り出した。 

 

（決算書 Ｐ382～Ｐ383）                              主管課 総務課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

１款 

総務費 

１項 

総務管理費 

３目 

管理会費 管理会事務事業 

104,200  

(106,400) 

  

一般      0 

特定   104,200 

特定財源の内容 

基金繰入金（P381）     104,200円（1,104,200円の内） 

施策の成果 

 平井財産区管理会を開催し、委員報酬 91,000 円（年報酬 13,000 円）と費用弁償 13,200 円（管理会開催時

費用弁償2,200円）を支出した。 

 

対前年度比較事業効果内容 

 基金元金156,471,452円に対する利子分47,070円（前年比△189円）を基金に積み立てた。 

 平井公民館の運営費相当分として一般会計へ繰り出している 1,000,000 円については、前年と同額であ

る。 

 12 月 13 日に函南町平井財産区管理会を開催し、基金の残高、運用状況、一般会計への繰り出し等に関

する協議を行い、承認を得た。 

 なお、令和6年度末の基金残高は、定期預金155,414,322円となった。 
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主要な施策の成果と予算執行状況報告書 

 

（上沢財産区特別会計） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総 務 課 
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令和６年度函南町上沢財産区特別会計決算の概要 
 

 令和5年度函南町上沢財産区特別会計の決算額は、歳入歳出ともに189円で前年度比99.5％となった。 

 歳入は、予算額1,000円に対して執行率18.9％、811円の減額となった。 

 歳出は、予算額1,000円に対して執行率18.9％、811円の減額となった。 

  科目別決算額については、次のとおりである。 

 

（決算書 Ｐ393～Ｐ394）                              主管課 総務課 

科            目 事業名称 事業費 (円) 財源内訳（円） 

１款 

総務費 

１項 

総務管理費 

１目 

基金積立金 

基金管理事業 189  

(190) 

  

 

一般      0 

特定     189 

 

 

特定財源の内容 

基金積立金利子（P388）     189円 

施策の成果 

 上沢財産区基金運用益（利子）189円を積み立てた。 

 

対前年度比較事業効果内容 

 基金元金 9,485,982 円に対する利子分 189 円を基金に積み立て、令和 6 年度末の基金残高は、定期預金

9,486,171円となった。 
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